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(57)【要約】
　GWPが小さい冷媒を用いて冷凍サイクルを行う冷凍サ
イクル装置（１）において、圧縮機（２１）と凝縮器（
２３）と減圧部（２４）と蒸発器（３１）とを有する冷
媒回路（１０）と、冷媒回路（１０）に封入された少な
くとも１，２－ジフルオロエチレンを含む冷媒と、を備
えている。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　圧縮機（２１）と凝縮器（２３、３１、３６）と減圧部（２４、４４、４５、３３、３
８）と蒸発器（３１、３６、２３）とを有する冷媒回路（１０）と、
　前記冷媒回路に封入された少なくとも１，２－ジフルオロエチレンを含む冷媒と、
を備えた冷凍サイクル装置（１、１ａ～１ｍ）。
【請求項２】
　前記冷媒が、トランス－１，２－ジフルオロエチレン（HFO-1132(E)）、トリフルオロ
エチレン（HFO-1123）及び２，３，３，３－テトラフルオロ－１－プロペン（R1234yf）
を含む、
請求項１に記載の冷凍サイクル装置。
【請求項３】
　前記冷媒において、HFO-1132(E)、HFO-1123及びR1234yfの、これらの総和を基準とする
質量%をそれぞれx、y及びzとするとき、HFO-1132(E)、HFO-1123及びR1234yfの総和が100
質量%となる3成分組成図において、座標（x,y,z）が、
　　点D(87.6, 0.0, 12.4)、
　　点G(18.2, 55.1, 26.7)、
　　点H(56.7, 43.3, 0.0)及び
　　点O(100.0, 0.0, 0.0)
の４点をそれぞれ結ぶ線分OD、DG、GH及びHOで囲まれる図形の範囲内又は前記線分OD、DG
及びGH上にあり（ただし、点O及び点Hは除く）、
前記線分DGは、
　　座標（0.0047y2-1.5177y+87.598, y, -0.0047y2+0.5177y+12.402）
で表わされ、
前記線分GHは、
　　座標（-0.0134z2-1.0825z+56.692, 0.0134z2+0.0825z+43.308, z）
で表わされ、かつ
前記線分HO及びODが直線である、
請求項２に記載の冷凍サイクル装置。
【請求項４】
　前記冷媒において、HFO-1132(E)、HFO-1123及びR1234yfの、これらの総和を基準とする
質量%をそれぞれx、y及びzとするとき、HFO-1132(E)、HFO-1123及びR1234yfの総和が100
質量%となる3成分組成図において、座標（x,y,z）が、
　　点L(72.5, 10.2, 17.3)、
　　点G(18.2, 55.1, 26.7)、
　　点H(56.7, 43.3, 0.0)及び
　　点I(72.5, 27.5, 0.0)
の４点をそれぞれ結ぶ線分LG、GH、HI及びILで囲まれる図形の範囲内又は前記線分LG、GH
及びIL上にあり（ただし、点H及び点Iは除く）、
前記線分LGは、
　　座標（0.0047y2-1.5177y+87.598, y, -0.0047y2+0.5177y+12.402）
で表わされ、
前記線分GHは、
　　座標（-0.0134z2-1.0825z+56.692, 0.0134z2+0.0825z+43.308, z）
で表わされ、かつ
前記線分HI及びILが直線である、
請求項２に記載の冷凍サイクル装置。
【請求項５】
　前記冷媒が、さらに、ジフルオロメタン（R32）を含有する、
請求項２から４のいずれかに記載の冷凍サイクル装置。
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【請求項６】
　前記冷媒において、HFO-1132(E)、HFO-1123及びR1234yf並びにR32の、これらの総和を
基準とする質量%をそれぞれx、y及びz並びにaとするとき、HFO-1132(E)、HFO-1123及びR1
234yfの総和が100質量%となる3成分組成図において、座標（x,y,z）が、
　0＜a≦10.0のとき、
　　点A(0.02a2-2.46a+93.4, 0, -0.02a2+2.46a+6.6)、
　　点B’(-0.008a2-1.38a+56, 0.018a2-0.53a+26.3, -0.01a2+1.91a+17.7)、
　　点C(-0.016a2+1.02a+77.6, 0.016a2-1.02a+22.4, 0)及び
　　点O(100.0, 0.0, 0.0)
の４点をそれぞれ結ぶ直線で囲まれる図形の範囲内又は前記直線OA、AB’及びB’C上にあ
り（ただし、点O及び点Cは除く）、
　10.0＜a≦16.5のとき、
　　点A(0.0244a2-2.5695a+94.056, 0, -0.0244a2+2.5695a+5.944)、
　　点B’(0.1161a2-1.9959a+59.749, 0.014a2-0.3399a+24.8, -0.1301a2+2.3358a+15.45
1)、
　　点C(-0.0161a2+1.02a+77.6, 0.0161a2-1.02a+22.4, 0)及び
　　点O(100.0, 0.0, 0.0)
の４点をそれぞれ結ぶ直線で囲まれる図形の範囲内又は前記直線OA、AB’及びB’C上にあ
り（ただし、点O及び点Cは除く）、又は
　16.5＜a≦21.8のとき、
　　点A(0.0161a2-2.3535a+92.742, 0, -0.0161a2+2.3535a+7.258)、
　　点B’(-0.0435a2-0.0435a+50.406, -0.0304a2+1.8991a-0.0661, 0.0739a2-1.8556a+4
9.6601)、
　　点C(-0.0161a2+0.9959a+77.851, 0.0161a2-0.9959a+22.149, 0)及び
　　点O(100.0, 0.0, 0.0)
の４点をそれぞれ結ぶ直線で囲まれる図形の範囲内、又は、前記直線OA、AB’及びB’C上
にある（ただし、点O及び点Cは除く）、
請求項５に記載の冷凍サイクル装置。
【請求項７】
　前記冷媒が、HFO-1132(E)及びHFO-1123の合計を、該冷媒の全体に対して99.5質量％以
上含み、かつ、
　該冷媒が、HFO-1132(E)を、該冷媒の全体に対して62.5質量％～72.5質量％含む、
請求項１に記載の冷凍サイクル装置。
【請求項８】
　前記冷媒が、HFO-1132(E)、R32及びR1234yfを含み、
　前記冷媒において、HFO-1132(E)、R32及びR1234yfの、これらの総和を基準とする質量%
をそれぞれx、y及びzとするとき、HFO-1132(E)、R32及びR1234yfの総和が100質量%となる
3成分組成図において、座標（x,y,z）が、
　　点A(71.1, 0.0, 28.9)、
　　点C(36.5, 18.2, 45.3)、
　　点F(47.6, 18.3, 34.1)及び
　　点D(72.0, 0.0, 28.0)
の４点をそれぞれ結ぶ線分AC、CF、FD、及びDAで囲まれる図形の範囲内又は前記線分上に
あり、
前記線分ACは、
　　座標（0.0181y2-2.2288y+71.096, y, -0.0181y2+1.2288y+28.904）
で表わされ、
前記線分FDは、
　　座標（0.02y2-1.7y+72, y, -0.02y2+0.7y+28）
で表わされ、かつ、
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前記線分CF及びDAが直線である、
請求項１に記載の冷凍サイクル装置。
【請求項９】
　前記冷媒が、HFO-1132(E)、R32及びR1234yfを含み、
　前記冷媒において、HFO-1132(E)、R32及びR1234yfの、これらの総和を基準とする質量%
をそれぞれx、y及びzとするとき、HFO-1132(E)、R32及びR1234yfの総和が100質量%となる
3成分組成図において、座標（x,y,z）が、
　　点A(71.1, 0.0, 28.9)、
　　点B(42.6, 14.5, 42.9)、
　　点E(51.4, 14.6, 34.0)及び
　　点D(72.0, 0.0, 28.0)
の４点をそれぞれ結ぶ線分AB、BE、ED、及びDAで囲まれる図形の範囲内又は前記線分上に
あり、
前記線分ABは、
　　座標（0.0181y2-2.2288y+71.096, y, -0.0181y2+1.2288y+28.904）
で表わされ、
前記線分EDは、
　　座標（0.02y2-1.7y+72, y, -0.02y2+0.7y+28）
で表わされ、かつ、
前記線分BE及びDAが直線である、
請求項１に記載の冷凍サイクル装置。
【請求項１０】
　前記冷媒が、HFO-1132(E)、R32及びR1234yfを含み、
　前記冷媒において、HFO-1132(E)、R32及びR1234yfの、これらの総和を基準とする質量%
をそれぞれx、y及びzとするとき、HFO-1132(E)、R32及びR1234yfの総和が100質量%となる
3成分組成図において、座標（x,y,z）が、
　　点G(77.5, 6.9, 15.6)、
　　点I(55.1, 18.3, 26.6)及び
　　点J(77.5. 18.4, 4.1)
の３点をそれぞれ結ぶ線分GI、IJ及びJKで囲まれる図形の範囲内又は前記線分上にあり、
前記線分GIは、
　　座標（0.02y2-2.4583y+93.396, y, -0.02y2+1.4583y+6.604）
で表わされ、かつ、
前記線分IJ及びJKが直線である、
請求項１に記載の冷凍サイクル装置。
【請求項１１】
　前記冷媒が、HFO-1132(E)、R32及びR1234yfを含み、
　前記冷媒において、HFO-1132(E)、R32及びR1234yfの、これらの総和を基準とする質量%
をそれぞれx、y及びzとするとき、HFO-1132(E)、R32及びR1234yfの総和が100質量%となる
3成分組成図において、座標（x,y,z）が、
　　点G(77.5, 6.9, 15.6)、
　　点H(61.8, 14.6, 23.6)及び
　　点K(77.5, 14.6, 7.9)
の３点をそれぞれ結ぶ線分GH、HK及びKGで囲まれる図形の範囲内又は前記線分上にあり、
前記線分GHは、
　　座標（0.02y2-2.4583y+93.396, y, -0.02y2+1.4583y+6.604）
で表わされ、かつ、
前記線分HK及びKGが直線である、
請求項１に記載の冷凍サイクル装置。
【請求項１２】



(5) JP WO2019/124409 A1 2019.6.27

10

20

30

40

50

　前記冷媒が、HFO-1132(E)、HFO-1123及びR32を含み、
　前記冷媒において、HFO-1132(E)、HFO-1123及びR32の、これらの総和を基準とする質量
%をそれぞれx、y及びzとするとき、HFO-1132(E)、HFO-1123及びR32の総和が100質量%とな
る3成分組成図において、座標（x,y,z）が、
　　点O(100.0, 0.0, 0.0)、
　　点C’(56.7, 43.3, 0.0)、
　　点D’(52.2, 38.3, 9.5)、
　　点E’(41.8, 39.8, 18.4)及び
　　点A’(81.6, 0.0, 18.4)
の５点をそれぞれ結ぶ線分OC’、C’D’、D’E’、E’A’及びA’Oで囲まれる図形の範囲
内又は前記線分C’D’、D’E’及びE’A’上にあり（ただし、点C’及びA’を除く）、
前記線分C’D’は、
　　座標（-0.0297z2-0.1915z+56.7, 0.0297z2+1.1915z+43.3, z）
で表わされ、
前記線分D’E’は、
　　座標（-0.0535z2+0.3229z+53.957, 0.0535z2+0.6771z+46.043, z）
で表わされ、かつ、
前記線分OC’、E’A’及びA’Oが直線である、
請求項１に記載の冷凍サイクル装置。
【請求項１３】
　前記冷媒が、HFO-1132(E)、HFO-1123及びR32を含み、
　前記冷媒において、HFO-1132(E)、HFO-1123及びR32の、これらの総和を基準とする質量
%をそれぞれx、y及びzとするとき、HFO-1132(E)、HFO-1123及びR32の総和が100質量%とな
る3成分組成図において、座標（x,y,z）が、
　　点O(100.0, 0.0, 0.0)、
　　点C(77.7, 22.3, 0.0)、
　　点D(76.3, 14.2, 9.5)、
　　点E(72.2, 9.4, 18.4)及び
　　点A’(81.6, 0.0, 18.4)
の５点をそれぞれ結ぶ線分OC、CD、DE、EA’及びA’Oで囲まれる図形の範囲内又は前記線
分CD、DE及びEA’上にあり（ただし、点C及びA’を除く）、
前記線分CDEは、
　　座標（-0.017z2+0.0148z+77.684, 0.017z2+0.9852z+22.316, z）
で表わされ、かつ、
前記線分OC、EA’及びA’Oが直線である、
請求項１に記載の冷凍サイクル装置。
【請求項１４】
　前記冷媒が、HFO-1132(E)、HFO-1123及びR32を含み、
　前記冷媒において、HFO-1132(E)、HFO-1123及びR32の、これらの総和を基準とする質量
%をそれぞれx、y及びzとするとき、HFO-1132(E)、HFO-1123及びR32の総和が100質量%とな
る3成分組成図において、座標（x,y,z）が、
　　点O(100.0, 0.0, 0.0)、
　　点C’(56.7, 43.3, 0.0)、
　　点D’(52.2, 38.3, 9.5)及び
　　点A(90.5, 0.0, 9.5)
の５点をそれぞれ結ぶ線分OC’、C’D’、D’A及びAOで囲まれる図形の範囲内又は前記線
分C’D’及びD’A上にあり（ただし、点C’及びAを除く）、
前記線分C’D’は、
　　座標（-0.0297z2-0.1915z+56.7, 0.0297z2+1.1915z+43.3, z）
で表わされ、かつ、
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前記線分OC’、D’A及びAOが直線である、
請求項１に記載の冷凍サイクル装置。
【請求項１５】
　前記冷媒が、HFO-1132(E)、HFO-1123及びR32を含み、
　前記冷媒において、HFO-1132(E)、HFO-1123及びR32の、これらの総和を基準とする質量
%をそれぞれx、y及びzとするとき、HFO-1132(E)、HFO-1123及びR32の総和が100質量%とな
る3成分組成図において、座標（x,y,z）が、
　　点O(100.0, 0.0, 0.0)、
　　点C(77.7, 22.3, 0.0)、
　　点D(76.3, 14.2, 9.5)、
　　点A(90.5, 0.0, 9.5)
の５点をそれぞれ結ぶ線分OC、CD、DA及びAOで囲まれる図形の範囲内又は前記線分CD及び
DA上にあり（ただし、点C及びAを除く）、
前記線分CDは、
　　座標（-0.017z2+0.0148z+77.684, 0.017z2+0.9852z+22.316, z）
で表わされ、かつ、
前記線分OC、DA及びAOが直線である、
請求項１に記載の冷凍サイクル装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本開示は、冷凍サイクル装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来から、空気調和装置等の熱サイクルシステムでは、冷媒として、R410Aが多用され
ている。R410Aは、（CH2F2；HFC-32又はR32）とペンタフルオロエタン（C2HF5；HFC-125
又はR125）との２成分混合冷媒であり、擬似共沸組成物である。
【０００３】
　しかし、R410Aの地球温暖化係数（GWP）は2088であり、近年、地球温暖化への懸念の高
まりから、GWPがより低い冷媒であるR32がより多く使用されつつある。
【０００４】
　このため、例えば、特許文献１（国際公開第２０１５／１４１６７８号）においては、
R410Aに代替可能な低GWP混合冷媒が種々提案されている。
【発明の開示】
【０００５】
　（１）第１グループ
　GWPが十分に小さい冷媒を用いて冷凍サイクルを行う場合に、冷凍サイクル装置内にお
ける潤滑性を良好とすることについては、これまで検討されていない。
【０００６】
　本開示の内容は、上述した点に鑑みたものであり、GWPが十分に小さい冷媒を用いて冷
凍サイクルを行う場合において、冷凍サイクル装置内の潤滑性を良好にすることが可能な
冷凍サイクル装置を提供することを目的とする。
【０００７】
　第１グループの第１観点に係る冷凍サイクル装置は、冷媒を含む冷媒組成物と、冷凍機
油と、を含む冷凍機用作動流体を含む。冷媒は、トランス－１，２－ジフルオロエチレン
（HFO-1132(E)）、トリフルオロエチレン（HFO-1123）及び２，３，３，３－テトラフル
オロ－１－プロペン（R1234yf）を含む。
【０００８】
　この冷凍サイクル装置は、GWPが十分に小さい冷媒と、冷凍機油と、を含んでいるため
、上記冷媒組成物を用いて冷凍サイクルを行う場合の冷凍サイクル装置内の潤滑性を良好
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にすることが可能である。また、この冷凍サイクルでは、R410Aと同等の冷凍能力［Refri
geration Capacity（Cooling Capacity又はCapacityと表記されることもある）］及び成
績係数［Coefficient of Performance（COP）］を有する、という性能を兼ね備える冷媒
を用いた場合の冷凍サイクル装置内の潤滑性を良好にすることも可能である。
【０００９】
　第１グループの第２観点に係る冷凍サイクル装置は、第１観点の冷凍サイクル装置であ
って、冷凍機油の４０℃における動粘度が、１ｍｍ２／ｓ以上７５０ｍｍ２／ｓ以下であ
る。
【００１０】
　第１グループの第３観点に係る冷凍サイクル装置は、第１グループの第１観点又は第２
観点の冷凍サイクル装置であって、冷凍機油の１００℃における動粘度が、１ｍｍ２／ｓ
以上１００ｍｍ２／ｓ以下である。
【００１１】
　第１グループの第４観点に係る冷凍サイクル装置は、第１グループの第１観点から第３
観点のいずれかの冷凍サイクル装置であって、冷凍機油の２５℃における体積抵抗率が、
１．０×１０１２Ω・ｃｍ以上である。
【００１２】
　第１グループの第５観点に係る冷凍サイクル装置は、第１グループの第１観点から第４
観点のいずれかの冷凍サイクル装置であって、冷凍機油の酸価が、０．１ｍｇＫＯＨ／ｇ
以下である。
【００１３】
　第１グループの第６観点に係る冷凍サイクル装置は、第１グループの第１観点から第５
観点のいずれかの冷凍サイクル装置であって、冷凍機油の灰分は、１００ｐｐｍ以下であ
る。
【００１４】
　第１グループの第７観点に係る冷凍サイクル装置は、第１グループの第１観点から第６
観点のいずれかの冷凍サイクル装置であって、冷凍機油のアニリン点は、－１００℃以上
０℃以下である。
【００１５】
　第１グループの第８観点に係る冷凍サイクル装置は、第１グループの第１観点から第７
観点のいずれかの冷凍サイクル装置であって、冷媒回路を備えている。冷媒回路は、圧縮
機と凝縮器と減圧部と蒸発器が冷媒配管で接続されて構成されている。冷媒回路は、内部
を冷凍機用作動流体が循環する。
【００１６】
　第１グループの第９観点に係る冷凍サイクル装置は、第１グループの第１観点から第８
観点のいずれかの冷凍サイクル装置であって、冷凍機用作動流体中における冷凍機油の配
合割合は、５質量％以上６０質量％以下である。
【００１７】
　第１グループの第１０観点に係る冷凍サイクル装置は、第１グループの第１観点から第
９観点のいずれかの冷凍サイクル装置であって、冷凍機油は、酸捕捉剤、極圧剤、酸化防
止剤、消泡剤、油性剤、金属不活性化剤、摩耗防止剤および相溶化剤から選ばれる少なく
とも１種類の添加剤を含んでいる。添加剤を含む冷凍機油の質量に対する添加剤の割合が
５質量％以下である。
【００１８】
　（２）第２グループ
　GWPが十分に小さい冷媒を用いて冷凍サイクルを行う場合に、冷凍サイクル装置内にお
ける潤滑性を良好とすることについては、これまで検討されていない。
【００１９】
　本開示の内容は、上述した点に鑑みたものであり、GWPが十分に小さい冷媒を用いて冷
凍サイクルを行う場合の潤滑性を良好にすることが可能な冷媒用または冷媒組成物用の冷
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凍機油、冷凍機油の使用方法、および、冷凍機油としての使用を提供することを目的とす
る。
【００２０】
　第２グループの第１観点に係る冷媒組成物用の冷凍機油は、冷媒を含む冷媒組成物用の
冷凍機油であって、冷媒には、後述の「（２６）上記の各グループにおける冷媒の詳細」
において示す冷媒Ａ～冷媒Ｄのいずれかが含まれる。
【００２１】
　第２グループの第２観点に係る冷媒組成物用の冷凍機油は、第２グループの第１観点の
冷媒組成物用の冷凍機油であって、冷凍機油の４０℃における動粘度が、１ｍｍ２／ｓ以
上７５０ｍｍ２／ｓ以下である。
【００２２】
　第２グループの第３観点に係る冷媒組成物用の冷凍機油は、第２グループの第１観点ま
たは第２観点の冷媒組成物用の冷凍機油であって、冷凍機油の１００℃における動粘度が
、１ｍｍ２／ｓ以上１００ｍｍ２／ｓ以下である。
【００２３】
　第２グループの第４観点に係る冷媒組成物用の冷凍機油は、第２グループの第１観点か
ら第３観点のいずれかの冷媒組成物用の冷凍機油であって、冷凍機油の２５℃における体
積抵抗率が、１．０×１０１２Ω・ｃｍ以上である。
【００２４】
　第２グループの第５観点に係る冷媒組成物用の冷凍機油は、第２グループの第１観点か
ら第４観点のいずれかの冷媒組成物用の冷凍機油であって、冷凍機油の酸価が、０．１ｍ
ｇＫＯＨ／ｇ以下である。
【００２５】
　第２グループの第６観点に係る冷媒組成物用の冷凍機油は、第２グループの第１観点か
ら第５観点のいずれかの冷媒組成物用の冷凍機油であって、冷凍機油の灰分は、１００ｐ
ｐｍ以下である。
【００２６】
　第２グループの第７観点に係る冷媒組成物用の冷凍機油は、第２グループの第１観点か
ら第６観点のいずれかの冷媒組成物用の冷凍機油であって、冷凍機油のアニリン点は、－
１００℃以上０℃以下である。
【００２７】
　第２グループの第８観点に係る冷凍機油の使用方法は、冷媒を含む冷媒組成物と共に用
いる冷凍機油の使用方法であって、冷媒には、後述の（２６）に示す冷媒のいずれかが含
まれる。
【００２８】
　この冷凍機油の使用方法によれば、GWPが十分に小さい冷媒または該冷媒を含む冷媒組
成物を用いて冷凍サイクルを行う場合の潤滑性を良好にすることが可能である。
【００２９】
　第２グループの第９観点に係る冷凍機油の使用方法は、第２グループの第８観点の冷凍
機油の使用方法であって、冷凍機油の４０℃における動粘度が、１ｍｍ２／ｓ以上７５０
ｍｍ２／ｓ以下である。
【００３０】
　第２グループの第１０観点に係る冷凍機油の使用方法は、第２グループの第８観点また
は第９観点の冷凍機油の使用方法であって、冷凍機油の１００℃における動粘度が、１ｍ
ｍ２／ｓ以上１００ｍｍ２／ｓ以下である。
【００３１】
　第２グループの第１１観点に係る冷凍機油の使用方法は、第２グループの第８観点から
第１０観点のいずれかの冷凍機油の使用方法であって、冷凍機油の２５℃における体積抵
抗率が、１．０×１０１２Ω・ｃｍ以上である。
【００３２】
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　第２グループの第１２観点に係る冷凍機油の使用方法は、第２グループの第８観点から
第１１観点のいずれかの冷凍機油の使用方法であって、冷凍機油の酸価が、０．１ｍｇＫ
ＯＨ／ｇ以下である。
【００３３】
　第２グループの第１３観点に係る冷凍機油の使用方法は、第２グループの第８観点から
第１２観点のいずれかの冷凍機油の使用方法であって、冷凍機油の灰分は、１００ｐｐｍ
以下である。
【００３４】
　第２グループの第１４観点に係る冷凍機油の使用方法は、第２グループの第８観点から
第１３観点のいずれかの冷凍機油の使用方法であって、冷凍機油のアニリン点は、－１０
０℃以上０℃以下である。
【００３５】
　第２グループの第１５観点に係る冷凍機油としての使用は、冷媒を含む冷媒組成物と共
に用いられる冷凍機油としての使用、冷媒には、後述の（２６）に示す冷媒のいずれかが
含まれる。
【００３６】
　この冷凍機油としての使用によれば、GWPが十分に小さい冷媒または該冷媒を含む冷媒
組成物を用いて冷凍サイクルを行う場合の潤滑性を良好にすることが可能である。
【００３７】
　第２グループの第１６観点に係る冷凍機油としての使用は、第２グループの第１５観点
の冷凍機油としての使用であって、冷凍機油の４０℃における動粘度が、１ｍｍ２／ｓ以
上７５０ｍｍ２／ｓ以下である。
【００３８】
　第２グループの第１７観点に係る冷凍機油としての使用は、第２グループの第１５観点
または第１６観点の冷凍機油としての使用であって、冷凍機油の１００℃における動粘度
が、１ｍｍ２／ｓ以上１００ｍｍ２／ｓ以下である。
【００３９】
　第２グループの第１８観点に係る冷凍機油としての使用は、第２グループの第１５観点
から第１７観点のいずれかの冷凍機油としての使用であって、冷凍機油の２５℃における
体積抵抗率が、１．０×１０１２Ω・ｃｍ以上である。
【００４０】
　第２グループの第１９観点に係る冷凍機油としての使用は、第２グループの第１５観点
から第１８観点のいずれかの冷凍機油としての使用であって、冷凍機油の酸価が、０．１
ｍｇＫＯＨ／ｇ以下である。
【００４１】
　第２グループの第２０観点に係る冷凍機油としての使用は、第２グループの第１５観点
から第１９観点のいずれかの冷凍機油としての使用であって、冷凍機油の灰分は、１００
ｐｐｍ以下である。
【００４２】
　第２グループの第２１観点に係る冷凍機油としての使用は、第２グループの第１５観点
から第２０観点のいずれかの冷凍機油としての使用であって、冷凍機油のアニリン点は、
－１００℃以上０℃以下である。
【００４３】
　（３）第３グループ
　GWPが小さい冷媒を用いることができる具体的な冷媒回路については、これまで、なん
ら検討されていない。
【００４４】
　第３グループの第１観点に係る冷凍サイクル装置は、冷媒回路と冷媒を備えている。冷
媒回路は、圧縮機と凝縮器と減圧部と蒸発器とを有している。冷媒は、少なくとも１，２
－ジフルオロエチレンを含んでいる。冷媒は、冷媒回路に封入されている。
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【００４５】
　この冷凍サイクル装置は、圧縮機と凝縮器と減圧部と蒸発器とを有する冷媒回路におい
て、１，２－ジフルオロエチレンを含む冷媒を用いた冷凍サイクルを行うことができるた
め、GWPの小さい冷媒を用いて冷凍サイクルを行うことが可能になっている。
【００４６】
　第３グループの第２観点に係る冷凍サイクル装置は、第３グループの第１観点の冷凍サ
イクル装置であって、冷媒回路は、低圧レシーバをさらに有している。低圧レシーバは、
蒸発器から圧縮機の吸入側に向かう冷媒流路の途中に設けられている。
【００４７】
　この冷凍サイクル装置は、冷媒回路における余剰冷媒を低圧レシーバに溜めながら冷凍
サイクルを行うことが可能になる。
【００４８】
　第３グループの第３観点に係る冷凍サイクル装置は、第３グループの第１観点または第
２観点の冷凍サイクル装置であって、冷媒回路は、高圧レシーバをさらに有している。高
圧レシーバは、凝縮器から蒸発器に向かう冷媒流路の途中に設けられている。
【００４９】
　この冷凍サイクル装置では、冷媒回路における余剰冷媒を高圧レシーバに溜めながら冷
凍サイクルを行うことが可能になる。
【００５０】
　第３グループの第４観点に係る冷凍サイクル装置は、第３グループの第１観点から第３
観点のいずれかの冷凍サイクル装置であって、冷媒回路は、第１減圧部と第２減圧部と中
間圧レシーバとさらに有している。第１減圧部と第２減圧部と中間圧レシーバは、いずれ
も、凝縮器から蒸発器に向かう冷媒流路の途中に設けられている。中間圧レシーバは、凝
縮器から蒸発器に向かう冷媒流路における第１減圧部と第２減圧部との間に設けられてい
る。
【００５１】
　この冷凍サイクル装置では、冷媒回路における余剰冷媒を中間圧レシーバに溜めながら
冷凍サイクルを行うことが可能になる。
【００５２】
　第３グループの第５観点に係る冷凍サイクル装置は、第３グループの第１観点から第４
観点のいずれかの冷凍サイクル装置であって、制御部をさらに備えている。冷媒回路は、
第１減圧部と第２減圧部とをさらに有している。第１減圧部と第２減圧部は、凝縮器から
蒸発器に向かう冷媒流路の途中に設けられている。制御部は、第１減圧部を通過する冷媒
の減圧程度と第２減圧部を通過する冷媒の減圧程度との両方を調節する。
【００５３】
　この冷凍サイクル装置では、凝縮器から蒸発器に向かう冷媒流路の途中に設けられた第
１減圧部と第２減圧部の各減圧程度を制御することにより、凝縮器から蒸発器に向かう冷
媒流路の途中における第１減圧部と第２減圧部との間に位置する冷媒の密度を低下させる
ことが可能になる。これにより、冷媒回路に封入された冷媒を、凝縮器および／または蒸
発器に多く存在させやすくなり、能力を向上させることが可能になる。
【００５４】
　第３グループの第６観点に係る冷凍サイクル装置は、第３グループの第１観点から第５
観点のいずれかの冷凍サイクル装置であって、冷媒回路は、冷媒熱交換部をさらに有して
いる。冷媒熱交換部は、凝縮器から蒸発器に向かう冷媒と、蒸発器から圧縮機に向かう冷
媒と、の間で熱交換を行わせる。
【００５５】
　この冷凍サイクル装置では、冷媒熱交換部において、蒸発器から圧縮機に向かう冷媒が
凝縮器から蒸発器に向かう冷媒によって加熱される。このため、圧縮機における液圧縮を
抑制することが可能になる。
【００５６】
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　（４）第４グループ
　GWPが小さい冷媒には、可燃性を有する冷媒がある。このため、仮に、可燃性を有する
冷媒が漏洩した場合においても、電装品の周辺に漏洩した冷媒が到達しにくい配置構造を
採用することが好ましい。
【００５７】
　本開示の内容は、上述した点に鑑みたものであり、少なくとも１，２－ジフルオロエチ
レンを含む冷媒であって、可燃性を有する冷媒を用いる場合であっても電装品ユニットに
冷媒が到達しにくい熱交換ユニットを提供することを目的とする。
【００５８】
　第４グループの第１観点に係る熱交換ユニットは、冷凍サイクル装置の一部分を構成し
ている、熱交換ユニットであり、筐体と、熱交換器と、配管接続部と、電装品ユニットを
備えている。熱交換ユニットは、利用側ユニットと熱源側ユニットのいずれかである。利
用側ユニットと熱源側ユニットとは、連絡配管を介して互いに接続されている。熱交換器
は、筐体内に設けられており、内部に冷媒が流れる。配管接続部は、連絡配管と接続され
る。電装品ユニットは、筐体内に設けられている。冷媒は、少なくとも１，２－ジフルオ
ロエチレンを含む混合冷媒であって、可燃性冷媒である。熱交換ユニットの設置状態では
、電装品ユニットの下端は、配管接続部よりも高い位置に配置されている。
【００５９】
　ここで、可燃性冷媒とは、米国ANSI/ASHRAE34-2013規格の燃焼性区分が「2Lクラス」以
上の可燃性を有する冷媒を意味する。
【００６０】
　なお、配管接続部は、特に限定されないが、熱交換器から伸び出す冷媒配管に対して直
接的にまたは他の要素を介して間接的に接続されているものであってよい。
【００６１】
　なお、電装品ユニットの形態としては、特に限定されず、複数の電気部品が収容された
電気品箱であってもよいし、複数の電気部品が設けられた基板であってもよい。
【００６２】
　この熱交換ユニットは、設置状態において、電装品ユニットの下端が、配管接続部より
も高い位置に配置されている。このため、仮に、配管接続部から、１，２－ジフルオロエ
チレンを含む可燃性冷媒が漏洩することがあったとしても、１，２－ジフルオロエチレン
は空気よりも重いため、電装品ユニットに到達しにくい。
【００６３】
　（５）第５グループ
　GWPが十分に小さい冷媒として、少なくとも１，２－ジフルオロエチレンを含む冷媒を
用いる場合において、冷凍サイクルの運転効率を向上させることについては、これまでな
んら検討されていない。
【００６４】
　本開示の内容は、上述した点に鑑みたものであり、少なくとも１，２－ジフルオロエチ
レンを含む冷媒を用いる場合において、運転効率を向上させることが可能な冷凍サイクル
装置を提供することを目的とする。
【００６５】
　第５グループの第１観点に係る冷凍サイクル装置は、圧縮機と、凝縮器と、減圧部と、
蒸発器と、インジェクション流路と、を備えている。圧縮機は、吸入流路から低圧の冷媒
を吸入し、冷媒の圧縮を行って高圧の冷媒を吐出する。凝縮器は、圧縮機から吐出された
高圧の冷媒を凝縮させる。減圧部は、凝縮器を出た高圧冷媒を減圧させる。蒸発器は、減
圧部で減圧され冷媒を蒸発させる。インジェクション流路は、中間インジェクション流路
と吸入インジェクション流路との少なくともいずれかである。中間インジェクション流路
は、凝縮器から蒸発器に向かって流れる冷媒の一部を、圧縮機の中間圧の冷媒に合流させ
る。吸入インジェクション流路は、凝縮器から蒸発器に向かって流れる冷媒の一部を、圧
縮機に吸入される低圧の冷媒に合流させる。冷媒は、少なくとも１，２－ジフルオロエチ
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レンを含む冷媒である。
【００６６】
　この冷凍サイクル装置では、１，２－ジフルオロエチレンを含む冷媒を用いることでGW
Pを十分に小さく抑えつつ、インジェクション流路を用いることで冷凍サイクルの運転効
率を向上させることが可能である。
【００６７】
　第５グループの第２観点に係る冷凍サイクル装置は、第５グループの第１観点の冷凍サ
イクル装置であって、分岐流路と、開度調整弁と、インジェクション熱交換器と、をさら
に備えている。分岐流路は、凝縮器と蒸発器とを結ぶメイン冷媒流路から分岐している。
開度調整弁は、分岐流路に設けられている。インジェクション熱交換器は、メイン冷媒流
路を流れる冷媒と、分岐流路の開度調整弁の下流を流れる冷媒とを熱交換させる。インジ
ェクション用熱交換器を出て分岐流路を流れる冷媒が、インジェクション流路に流れる。
【００６８】
　この冷凍サイクル装置では、冷凍サイクルの運転効率をより向上させることが可能であ
る。
【００６９】
　第５グループの第３観点に係る冷凍サイクル装置は、第５グループの第１観点または第
２観点の冷凍サイクル装置であって、凝縮器と蒸発器とを結ぶメイン冷媒流路に設けられ
た冷媒貯留タンクをさらに備えている。冷媒貯留タンクの内部に溜まる冷媒のガス成分が
、インジェクション流路を流れる。
【００７０】
　この冷凍サイクル装置では、冷媒貯留タンクにおいて余剰冷媒を蓄えさせつつ、冷凍サ
イクルの効率を向上させることが可能になる。
【００７１】
　第５グループの第４観点に係る冷凍サイクル装置は、第５グループの第１観点から第３
観点のいずれかの冷凍サイクル装置であって、圧縮機は、固定スクロールと、旋回スクロ
ールと、を有している。固定スクロールは、鏡板と鏡板から渦巻き状に立ち上がったラッ
プを有している。旋回スクロールは、固定スクロールと噛み合うことで圧縮室を形成する
。インジェクション流路を流れる冷媒は、圧縮室に合流する。
【００７２】
　この冷凍サイクル装置では、スクロール圧縮機を用いつつ、冷凍サイクルの運転効率を
向上させることが可能になる。
【００７３】
　（６）第６グループ
　GWPが十分に小さい冷媒として、少なくとも１，２－ジフルオロエチレンを含む冷媒を
用いる場合において、冷凍サイクル装置やその構成機器としていかなる耐圧強度のものを
用いるかは、これまでなんら検討されていない。
【００７４】
　例えば、従来より多用されているR410AやR32等の冷媒が用いられた冷凍サイクル装置に
ついて、既設連絡配管を流用しつつ、少なくとも１，２－ジフルオロエチレンを含む冷媒
に更新する場合には、冷凍サイクル装置を構成する機器が既設連絡配管の耐圧圧力を超え
るような運転を行ってしまうと、既設連絡配管に損傷が生じるおそれもある。
【００７５】
　本開示の内容は、上述した点に鑑みたものであり、少なくとも１，２－ジフルオロエチ
レンを含む冷媒を用いる場合において、連絡配管の損傷を抑制させることが可能な熱源ユ
ニットおよび冷凍サイクル装置を提供することを目的とする。
【００７６】
　第６グループの第１観点に係る熱源ユニットは、圧縮機と熱源側熱交換器を備えている
。熱源ユニットは、利用ユニットと連絡配管を介して接続されることで冷凍サイクル装置
を構成する。利用ユニット、利用側熱交換器を有する。熱源ユニットでは、冷媒として少
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なくとも１，２－ジフルオロエチレンを含む冷媒が使用されている。熱源ユニットの設計
圧力は、連絡配管の設計圧力の１．５倍よりも低い。
【００７７】
　なお、「設計圧力」とは、ゲージ圧力を意味する（以下、同じ）。
【００７８】
　この熱源ユニットは、設計圧力が連絡配管の設計圧力の１．５倍よりも低いことから、
連絡配管の耐圧圧力よりも低い状態で運転されるため、連絡配管に接続されて用いられた
場合であっても、連絡配管の損傷を抑制させることが可能である。
【００７９】
　第６グループの第２観点に係る冷凍サイクル装置は、利用ユニットと、連絡配管と、第
１観点の熱源ユニットと、を備えている。冷凍サイクル装置は、少なくとも１，２－ジフ
ルオロエチレンを含む冷媒が使用される。熱源ユニットの設計圧力は、冷媒Ｒ２２または
冷媒Ｒ４０７Ｃが使用されていた際の冷凍サイクル装置での設計圧力と同等である。
【００８０】
　ここでいう「同等」は、冷媒Ｒ２２または冷媒Ｒ４０７Ｃが使用されていた際の冷凍サ
イクル装置での設計圧力に対して±１０％の範囲内であることが好ましい。
【００８１】
　この冷凍サイクル装置では、冷媒Ｒ２２または冷媒Ｒ４０７Ｃが使用されていた冷凍サ
イクル装置について、連絡配管を流用しつつ、少なくとも１，２－ジフルオロエチレンを
含む冷媒が使用される冷凍サイクル装置に更新する場合であっても、熱源ユニットの設計
圧力として更新前のものと同等または同じものを用いることにより、連絡配管の損傷を抑
制させることが可能である。
【００８２】
　第６グループの第３観点に係る冷凍サイクル装置は、第６グループの第２観点の冷凍サ
イクル装置であって、熱源ユニットの設計圧力は、３．０ＭＰａ以上３．７ＭＰａ以下で
ある。
【００８３】
　第６グループの第４観点に係る冷凍サイクル装置は、利用ユニットと、連絡配管と、第
１観点の熱源ユニットと、を備えている。冷凍サイクル装置は、少なくとも１，２－ジフ
ルオロエチレンを含む冷媒が使用される。熱源ユニットの設計圧力は、冷媒Ｒ４１０Ａま
たは冷媒Ｒ３２が使用されていた際の冷凍サイクル装置での設計圧力と同等である。
【００８４】
　ここでいう「同等」は、冷媒Ｒ４１０Ａまたは冷媒Ｒ３２が使用されていた際の冷凍サ
イクル装置での設計圧力に対して±１０％の範囲内であることが好ましい。
【００８５】
　この冷凍サイクル装置では、冷媒Ｒ４１０Ａまたは冷媒Ｒ３２が使用されていた冷凍サ
イクル装置について、連絡配管を流用しつつ、少なくとも１，２－ジフルオロエチレンを
含む冷媒が使用される冷凍サイクル装置に更新する場合であっても、熱源ユニットの設計
圧力として更新前のものと同等または同じものを用いることにより、連絡配管の損傷を抑
制させることが可能である。
【００８６】
　第６グループの第５観点に係る冷凍サイクル装置は、第６グループの第４観点の冷凍サ
イクル装置であって、熱源ユニットの設計圧力は、４．０ＭＰａ以上４．８ＭＰａ以下で
ある。
【００８７】
　第６グループの第６観点に係る冷凍サイクル装置は、熱源ユニットと、利用ユニットと
、連絡配管と、を備えている。熱源ユニットは、圧縮機および熱源側熱交換器を有してい
る。利用ユニットは、利用側熱交換器を有している。連絡配管は、熱源ユニットと利用ユ
ニットを接続する。冷凍サイクル装置では、少なくとも１，２－ジフルオロエチレンを含
む冷媒が使用される。熱源ユニットの設計圧力は、冷媒Ｒ２２または冷媒Ｒ４０７Ｃが使
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用されていた際の冷凍サイクル装置での設計圧力と同等である。
【００８８】
　ここでいう「同等」は、冷媒Ｒ２２または冷媒Ｒ４０７Ｃが使用されていた際の冷凍サ
イクル装置での設計圧力に対して±１０％の範囲内であることが好ましい。
【００８９】
　この冷凍サイクル装置では、冷媒Ｒ２２または冷媒Ｒ４０７Ｃが使用されていた冷凍サ
イクル装置について、連絡配管を流用しつつ、少なくとも１，２－ジフルオロエチレンを
含む冷媒が使用される冷凍サイクル装置に更新する場合であっても、熱源ユニットの設計
圧力として更新前のものと同等または同じものを用いることにより、連絡配管の損傷を抑
制させることが可能である。
【００９０】
　第６グループの第７観点に係る冷凍サイクル装置は、第６グループの第６観点の冷凍サ
イクル装置であって、熱源ユニットの設計圧力は、３．０ＭＰａ以上３．７ＭＰａ以下で
ある。
【００９１】
　第６グループの第８観点に係る冷凍サイクル装置は、熱源ユニットと、利用ユニットと
、連絡配管と、を備えている。熱源ユニットとは、圧縮機および熱源側熱交換器を有して
いる。利用ユニットは、利用側熱交換器を有している。連絡配管は、熱源ユニットと利用
ユニットを接続する。冷凍サイクル装置では、少なくとも１，２－ジフルオロエチレンを
含む冷媒が使用される。熱源ユニットの設計圧力は、冷媒Ｒ４１０Ａまたは冷媒Ｒ３２が
使用されていた際の冷凍サイクル装置での設計圧力と同等である。
【００９２】
　ここでいう「同等」は、冷媒Ｒ４１０Ａまたは冷媒Ｒ３２が使用されていた際の冷凍サ
イクル装置での設計圧力に対して±１０％の範囲内であることが好ましい。
【００９３】
　この冷凍サイクル装置では、冷媒Ｒ４１０Ａまたは冷媒Ｒ３２が使用されていた冷凍サ
イクル装置について、連絡配管を流用しつつ、少なくとも１，２－ジフルオロエチレンを
含む冷媒が使用される冷凍サイクル装置に更新する場合であっても、熱源ユニットの設計
圧力として更新前のものと同等または同じものを用いることにより、連絡配管の損傷を抑
制させることが可能である。
【００９４】
　第６グループの第９観点に係る冷凍サイクル装置は、第６グループの第８観点の冷凍サ
イクル装置であって、熱源ユニットの設計圧力は、４．０ＭＰａ以上４．８ＭＰａ以下で
ある。
【００９５】
　第６グループの第１０観点に係る熱源ユニットは、圧縮機と熱源側熱交換器と制御装置
とを備えている。熱源ユニットは、利用ユニットと連絡配管を介して接続されることで冷
凍サイクル装置を構成する。利用ユニットは、利用側熱交換器を有する。熱源ユニットで
は、冷媒として、少なくとも１，２－ジフルオロエチレンを含む冷媒が使用される。制御
装置は、冷媒の制御圧力の上限値が、連絡配管の設計圧力の１．５倍よりも低く設定また
は設定可能に構成されている。
【００９６】
　この熱源ユニットは、制御装置による冷媒の制御圧力の上限値が、連絡配管の設計圧力
の１．５倍よりも低くなるように、設定または設定可能に構成されている。このため、連
絡配管に接続されて用いられた場合であっても、連絡配管の耐圧圧力よりも低い状態での
運転制御が確保されるため、連絡配管の損傷を抑制させることが可能である。
【００９７】
　第６グループの第１１観点に係る冷凍サイクル装置は、利用ユニットと、連絡配管と、
第６グループの第１０観点の熱源ユニットと、を備えている。冷凍サイクル装置では、少
なくとも１，２－ジフルオロエチレンを含む冷媒が使用される。制御装置は、冷媒の制御
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圧力の上限値が、冷媒Ｒ２２または冷媒Ｒ４０７Ｃが使用されていた際の冷凍サイクル装
置での制御圧力の上限値と同等に設定または設定可能に構成されている。
【００９８】
　ここでいう「同等」は、冷媒Ｒ２２または冷媒Ｒ４０７Ｃが使用されていた際の冷凍サ
イクル装置での制御圧力の上限値に対して±１０％の範囲内であることが好ましい。
【００９９】
　この冷凍サイクル装置では、冷媒Ｒ２２または冷媒Ｒ４０７Ｃが使用されていた冷凍サ
イクル装置について、連絡配管を流用しつつ、少なくとも１，２－ジフルオロエチレンを
含む冷媒が使用される冷凍サイクル装置に更新する場合であっても、熱源ユニットの制御
装置による冷媒の制御圧力の上限値が、冷媒Ｒ２２または冷媒Ｒ４０７Ｃが使用されてい
た際の冷凍サイクル装置の熱源ユニットの制御圧力の上限値と同等または同じになるよう
に、設定または設定可能に構成されているため、連絡配管の損傷を抑制させることが可能
である。
【０１００】
　第６グループの第１２観点に係る冷凍サイクル装置は、第６グループの第１１観点の冷
凍サイクル装置であって、制御圧力の上限値は、３．０ＭＰａ以上３．７ＭＰａ以下に設
定されている。
【０１０１】
　第６グループの第１３観点に係る冷凍サイクル装置は、利用ユニットと、連絡配管と、
第１０観点の熱源ユニットと、を備えている。冷凍サイクル装置では、少なくとも１，２
－ジフルオロエチレンを含む冷媒が使用される。制御装置は、冷媒の制御圧力の上限値が
、冷媒Ｒ４１０Ａまたは冷媒Ｒ３２が使用されていた際の冷凍サイクル装置での制御圧力
の上限値と同等に設定または設定可能に構成されている。
【０１０２】
　ここでいう「同等」は、冷媒Ｒ４１０Ａまたは冷媒Ｒ３２が使用されていた際の冷凍サ
イクル装置での制御圧力の上限値に対して±１０％の範囲内であることが好ましい。
【０１０３】
　この冷凍サイクル装置では、冷媒Ｒ４１０Ａまたは冷媒Ｒ３２が使用されていた冷凍サ
イクル装置について、連絡配管を流用しつつ、少なくとも１，２－ジフルオロエチレンを
含む冷媒が使用される冷凍サイクル装置に更新する場合であっても、熱源ユニットの制御
装置による冷媒の制御圧力の上限値が、冷媒Ｒ４１０Ａまたは冷媒Ｒ３２が使用されてい
た際の冷凍サイクル装置の熱源ユニットの制御圧力の上限値と同等または同じになるよう
に、設定または設定可能に構成されているため、連絡配管の損傷を抑制させることが可能
である。
【０１０４】
　第６グループの第１４観点に係る冷凍サイクル装置は、第６グループの第１３観点の冷
凍サイクル装置であって、制御圧力の上限値は、４．０ＭＰａ以上４．８ＭＰａ以下に設
定されている。
【０１０５】
　第６グループの第１５観点に係る冷凍サイクル装置は、熱源ユニットと、利用ユニット
と、連絡配管と、制御装置と、を備えている。熱源ユニットは、圧縮機および熱源側熱交
換器を有している。利用ユニットは、利用側熱交換器を有している。連絡配管は、熱源ユ
ニットと利用ユニットを接続する。冷凍サイクル装置では、少なくとも１，２－ジフルオ
ロエチレンを含む冷媒が使用される。制御装置は、冷媒の制御圧力の上限値が、冷媒Ｒ２
２または冷媒Ｒ４０７Ｃが使用されていた際の冷凍サイクル装置での制御圧力の上限値と
同等に設定または設定可能に構成されている。
【０１０６】
　ここでいう「同等」は、冷媒Ｒ２２または冷媒Ｒ４０７Ｃが使用されていた際の冷凍サ
イクル装置での制御圧力の上限値に対して±１０％の範囲内であることが好ましい。
【０１０７】
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　この冷凍サイクル装置では、冷媒Ｒ２２または冷媒Ｒ４０７Ｃが使用されていた冷凍サ
イクル装置について、連絡配管を流用しつつ、少なくとも１，２－ジフルオロエチレンを
含む冷媒が使用される冷凍サイクル装置に更新する場合であっても、熱源ユニットの制御
装置による冷媒の制御圧力の上限値が、冷媒Ｒ２２または冷媒Ｒ４０７Ｃが使用されてい
た際の冷凍サイクル装置の熱源ユニットの制御圧力の上限値と同等または同じになるよう
に、設定または設定可能に構成されているため、連絡配管の損傷を抑制させることが可能
である。
【０１０８】
　第６グループの第１６観点に係る冷凍サイクル装置は、第６グループの第１５観点の冷
凍サイクル装置であって、制御圧力の上限値は、３．０ＭＰａ以上３．７ＭＰａ以下に設
定されている。
【０１０９】
　第６グループの第１７観点に係る冷凍サイクル装置は、熱源ユニットと、利用ユニット
と、連絡配管と、制御装置と、を備えている。熱源ユニットは、圧縮機および熱源側熱交
換器を有している。利用ユニットは、利用側熱交換器を有している。連絡配管は、熱源ユ
ニットと利用ユニットを接続する。冷凍サイクル装置は、少なくとも１，２－ジフルオロ
エチレンを含む冷媒が使用される。制御装置は、冷媒の制御圧力の上限値が、冷媒Ｒ４１
０Ａまたは冷媒Ｒ３２が使用されていた際の冷凍サイクル装置での制御圧力の上限値と同
等に設定または設定可能に構成されている。
【０１１０】
　ここでいう「同等」は、冷媒Ｒ４１０Ａまたは冷媒Ｒ３２が使用されていた際の冷凍サ
イクル装置での制御圧力の上限値に対して±１０％の範囲内であることが好ましい。
【０１１１】
　この冷凍サイクル装置では、冷媒Ｒ４１０Ａまたは冷媒Ｒ３２が使用されていた冷凍サ
イクル装置について、連絡配管を流用しつつ、少なくとも１，２－ジフルオロエチレンを
含む冷媒が使用される冷凍サイクル装置に更新する場合であっても、熱源ユニットの制御
装置による冷媒の制御圧力の上限値が、冷媒Ｒ４１０Ａまたは冷媒Ｒ３２が使用されてい
た際の冷凍サイクル装置の熱源ユニットの制御圧力の上限値と同等または同じになるよう
に、設定または設定可能に構成されているため、連絡配管の損傷を抑制させることが可能
である。
【０１１２】
　第６グループの第１８観点に係る冷凍サイクル装置は、第６グループの第１７観点の冷
凍サイクル装置であって、制御圧力の上限値は、４．０ＭＰａ以上４．８ＭＰａ以下に設
定されている。
【０１１３】
　（７）第７グループ
　GWPが小さい冷媒には、可燃性を有する冷媒がある。そして、空調ユニットにおいては
、種々の目的により消費電力の高い電熱装置を用いる場合がある。このように、消費電力
の高い電熱装置が用いられた空調ユニットにおいて、仮に、可燃性を有する冷媒の漏洩が
生じることがあっても、電熱装置における発火が抑制されることが望まれる。
【０１１４】
　本開示の内容は、上述した点に鑑みたものであり、GWPが小さい冷媒を用いつつ、冷媒
漏洩時においても電熱装置での発火を抑制させることが可能な空調ユニットを提供するこ
とを目的とする。
【０１１５】
　第７グループの第１観点に係る空調ユニットは、筐体と、機器と、電熱装置と、を備え
ている。機器は、筐体の内部に設けられている。電熱装置は、筐体の内部に設けられてい
る。機器は、１，２－ジフルオロエチレンを含む冷媒を圧縮する圧縮機、および／または
、外気と１，２－ジフルオロエチレンを含む冷媒とを熱交換させる熱交換器である。電熱
装置の消費電力は、３００Ｗ以下である。
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【０１１６】
　なお、空調ユニットとしては、特に限定されず、例えば、室外ユニット等の熱源ユニッ
トと室内ユニット等の利用ユニットとが冷媒連絡配管を介して接続される空気調和装置等
の冷凍サイクル装置における、熱源ユニットであってもよいし、利用ユニットであっても
よい。なお、熱源ユニットとしては、熱交換器のみを有しており、圧縮機が別ユニットに
設けられているものであってもよい。
【０１１７】
　この空調ユニットは、筐体内において、１，２－ジフルオロエチレンを含む冷媒を圧縮
する圧縮機、および／または、外気と１，２－ジフルオロエチレンを含む冷媒とを熱交換
させる熱交換器が、電熱装置と共に収容されているが、電熱装置の消費電力は３００Ｗ以
下のものである。したがって、仮に上記冷媒が漏洩することがあっても、電熱装置におい
て発火することが抑制される。
【０１１８】
　第７グループの第２観点に係る空調ユニットは、第７グループの第１観点の空調ユニッ
トであって、筐体は、設置状態における側面に、熱交換器を通過した空気を吹き出すため
の吹出口が形成されている。電熱装置の消費電力は７５Ｗ以上である。
【０１１９】
　この空調ユニットは、電熱装置の消費電力が７５Ｗ以上であるため、電熱装置の機能を
発揮させやすい。
【０１２０】
　第７グループの第３観点に係る空調ユニットは、第７グループの第２観点の空調ユニッ
トであって、熱交換器を通過する空気流れを形成させるファンを１つ有している。電熱装
置の消費電力は７５Ｗ以上１００Ｗ以下である。
【０１２１】
　なお、ファンが１つだけ設けられている空調ユニットが有する熱交換器の内容積（内部
に充填可能な流体の体積）としては、０．４Ｌ以上３．５Ｌ未満であることが好ましい。
なかでも、空調ユニットが用いられる冷媒回路において冷媒容器（低圧レシーバや高圧レ
シーバ等であり、圧縮機に付属のアキュムレータを除く）が設けられていないものについ
ては、０．４Ｌ以上２．５Ｌ以下であることが好ましく、冷媒回路において冷媒容器が設
けられているもの（好ましくは室内ユニット等の利用ユニットが１台であるもの）につい
ては、１．４Ｌ以上３．５Ｌ未満であることが好ましい。
【０１２２】
　この空調ユニットは、ファンが１つしか設けられていない程度の能力のものであるため
、電熱装置の消費電力が１００Ｗ以下のものであっても、電熱装置の機能は十分に発揮さ
れる。
【０１２３】
　第７グループの第４観点に係る空調ユニットは、第７グループの第２観点の空調ユニッ
トであって、熱交換器を通過する空気流れを形成させるファンを２つ有している。電熱装
置の消費電力は１００Ｗ以上である。
【０１２４】
　なお、ファンが２つ設けられている空調ユニットが有する熱交換器の内容積（内部に充
填可能な流体の体積）としては、３．５Ｌ以上７．０Ｌ以下であることが好ましい。なか
でも、空調ユニットが用いられる冷媒回路において膨張弁を有さない室内ユニット等の利
用ユニットが１台または複数台設けられているものについては、３．５Ｌ以上５．０Ｌ未
満であることが好ましく、冷媒回路において膨張弁を有する室内ユニット等の利用ユニッ
トが複数台設けられているものについては、５．０Ｌ以上７．０Ｌ以下であることが好ま
しい。
【０１２５】
　この空調ユニットは、ファンが２つ設けられているものであるため、空調ユニットの能
力は大きいものとなり、電熱装置としても大きな能力が求められる傾向にあるが、ここで
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は、電熱装置の消費電力が１００Ｗ以上のものが用いられるため、電熱装置の機能を、空
調ユニットの能力に見合う分だけ十分に発揮させることが可能になる。
【０１２６】
　第７グループの第５観点に係る空調ユニットは、第７グループの第１観点の空調ユニッ
トであって、筐体は、熱交換器を通過した空気を上方に向けて吹き出すための吹出口を有
している。電熱装置の消費電力は２００Ｗ以上である。
【０１２７】
　なお、熱交換器を通過した空気が上方に向けて吹き出す空調ユニットが有する熱交換器
の内容積（内部に充填可能な流体の体積）としては、５．５Ｌ以上３８Ｌ以下であること
が好ましい。このように熱交換器の内容積が５．５Ｌ以上３８Ｌ以下のものは、冷媒回路
において膨張弁を有する室内ユニット等の利用ユニットが複数台設けられているものにお
いて採用されることが好ましい。
【０１２８】
　この空調ユニットは、熱交換器を通過した空気が上方に向けて送られるものであるため
、空調ユニットの能力は大きいものとなり、電熱装置としても大きな能力が求められる傾
向にあるが、ここでは、電熱装置の消費電力が２００Ｗ以上のものが用いられるため、電
熱装置の機能を、空調ユニットの能力に見合う分だけ十分に発揮させることが可能になる
。
【０１２９】
　第７グループの第６観点に係る空調ユニットは、第７グループの第１観点から第５観点
のいずれかの空調ユニットであって、電熱装置は、ドレンパンヒータ、クランクケースヒ
ータ、冷媒ヒータの少なくともいずれかである。
【０１３０】
　この空調ユニットは、ドレンパンヒータが設けられている場合にはドレンパンが設けら
れている空調ユニットにおいてドレンパン上における結露水の凍結を抑制させることが可
能になり、クランクケースヒータが設けられている場合には圧縮機が設けられている空調
ユニットにおいて圧縮機の起動時における冷凍機油の泡の発生（オイルフォーミング）を
抑制させることが可能になり、冷媒ヒータが設けられている場合には冷媒回路における冷
媒を加熱することが可能となる。
【０１３１】
　（８）第８グループ
　地球温暖化防止を考えた場合の指数として、LCCP（Life Cycle Climate Performance：
製品寿命気候負荷）という指数がある。このLCCPは、地球温暖化防止を考えた場合の指数
であり、TEWI（Total Equivalent Warning Impact：総等価温暖化影響）に、使用温室効
果ガス製造時のエネルギ消費（間接影響）と外気への漏洩（直接影響）を追加した数値で
あって、単位はkg-CO2である。すなわち、TEWIは、所要の数式によりそれぞれ算出される
直接影響と間接影響とを加算して得られる。このLCCPは下記の関係式により算出される。
　　LCCP＝GWPRM×W＋GWP×W×（１－R）＋N×Q×A
　ここで、GWPRM：冷媒製造に関わる温暖化効果、W：冷媒充填量、R：機器廃棄時の冷媒
回収量、N：機器使用期間（年）、Q：CO2排出原単位、A：年間消費電力量である。
【０１３２】
　冷凍サイクル装置のLCCPは、冷媒回路における充填量が少な過ぎると、冷媒不足に起因
するサイクル効率の悪化によりLCCPが大きくなり、さらに、冷媒回路における充填量が多
過ぎるとＧＷＰの影響が高くなり、LCCPが大きくなる。また、従来多用されているR32よ
りもGWPの低い冷媒は、熱搬送能力が低い傾向にあり、サイクル効率が悪化することによ
りLCCPが大きくなる傾向にある。
【０１３３】
　本開示の内容は、上述した点に鑑みたものであり、GWPが十分に小さい冷媒を用いて熱
サイクルを行う場合において、LCCPを低く抑えることが可能な冷凍サイクル装置および冷
凍サイクル装置における冷媒封入量の決定方法を提供することを目的とする。
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【０１３４】
　第８グループの第１観点に係る冷凍サイクル装置は、熱源ユニットと、利用ユニットと
、冷媒配管と、を備えている。熱源ユニットは、圧縮機および熱源側熱交換器を有してい
る。利用ユニットは、利用側熱交換器を有している。冷媒配管は、熱源ユニットと利用ユ
ニットとを接続する。圧縮機と熱源側熱交換器と利用側熱交換器が接続されて構成される
冷媒回路には、少なくとも１，２－ジフルオロエチレンを含む冷媒が封入されている。冷
媒回路における冷媒の封入量は、冷凍サイクル装置の冷凍能力１ｋＷ当り１６０ｇ以上５
６０ｇ以下の条件を満たしている。
【０１３５】
　なお、冷凍サイクル装置の冷凍能力とは、定格冷凍能力を意味する。
【０１３６】
　この冷凍サイクル装置は、冷媒回路において、少なくとも１，２－ジフルオロエチレン
を含む冷媒が、冷凍能力１ｋＷ当り１６０ｇ以上５６０ｇ以下封中されているため、GWP
が十分に小さい冷媒を用いて熱サイクルを行う場合において、LCCPを低く抑えることが可
能となっている。
【０１３７】
　なお、上記熱源側熱交換器の内容積（内部に充填可能な流体の体積）としては、冷媒回
路において冷媒容器（低圧レシーバや高圧レシーバ等であり、圧縮機に付属のアキュムレ
ータを除く）が設けられていないものについては、０．４Ｌ以上２．５Ｌ以下であること
が好ましく、冷媒回路において冷媒容器が設けられているものについては、１．４Ｌ以上
５．０Ｌ未満であることが好ましい。
【０１３８】
　また、ファンが１つだけ設けられている熱源ユニットが有する熱源側熱交換器の内容積
（内部に充填可能な流体の体積）としては、設置状態における側面に熱源側熱交換器を通
過した空気を吹き出すための吹出口が形成されている筐体を熱源ユニットが有している場
合（熱源ユニットがトランク型等の場合）については、０．４Ｌ以上３．５Ｌ未満である
ことが好ましく、ファンが２つ設けられている熱源ユニットが有する熱源側熱交換器の内
容積（内部に充填可能な流体の体積）としては、設置状態における側面に熱源側熱交換器
を通過した空気を吹き出すための吹出口が形成されている筐体を熱源ユニットが有してい
る場合（熱源ユニットがトランク型等の場合）については、３．５Ｌ以上５．０Ｌ未満で
あることが好ましい。
【０１３９】
　第８グループの第２観点に係る冷凍サイクル装置は、熱源ユニットと、第１利用ユニッ
トと、第２利用ユニットと、冷媒配管と、を備えている。熱源ユニットは、圧縮機および
熱源側熱交換器を有している。第１利用ユニットは、第１利用側熱交換器を有している。
第２利用ユニットは、第２利用側熱交換器を有している。冷媒配管は、熱源ユニットと第
１利用ユニットと第２利用ユニットとを接続している。圧縮機および熱源側熱交換器に第
１利用側熱交換器と第２利用側熱交換器とが並列に接続されて構成される冷媒回路には、
少なくとも１，２－ジフルオロエチレンを含む冷媒が封入されている。冷媒回路における
冷媒の冷凍能力１ｋＷ当りの封入量は、１９０ｇ以上１６６０ｇ以下の条件を満たしてい
る。
【０１４０】
　この冷凍サイクル装置は、互いに並列に接続された利用側熱交換器を複数有する冷媒回
路において、少なくとも１，２－ジフルオロエチレンを含む冷媒が、冷凍能力１ｋＷ当り
１９０ｇ以上１６６０ｇ以下封中されているため、GWPが十分に小さい冷媒を用いて熱サ
イクルを行う場合において、LCCPを低く抑えることが可能となっている。
【０１４１】
　なお、上記熱源側熱交換器の内容積（内部に充填可能な流体の体積）としては、第１利
用ユニットが第１利用側熱交換器の液側において膨張弁を有しておらず、第２利用ユニッ
トも第２利用側熱交換器の液側において膨張弁を有していないものについては、１．４Ｌ
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以上５．０Ｌ未満であることが好ましく、第１利用ユニットが第１利用側熱交換器の液側
において膨張弁を有し、第２利用ユニットも第２利用側熱交換器の液側において膨張弁を
有しているものについては、５．０Ｌ以上３８Ｌ以下であることが好ましい。
【０１４２】
　また、ファンが１つだけ設けられている熱源ユニットが有する熱源側熱交換器の内容積
（内部に充填可能な流体の体積）としては、設置状態における側面に熱源側熱交換器を通
過した空気を吹き出すための吹出口が形成されている筐体を熱源ユニットが有している場
合（熱源ユニットがトランク型等の場合）については、０．４Ｌ以上３．５Ｌ未満である
ことが好ましく、ファンが２つ設けられている熱源ユニットが有する熱源側熱交換器の内
容積（内部に充填可能な流体の体積）としては、設置状態における側面に熱源側熱交換器
を通過した空気を吹き出すための吹出口が形成されている筐体を熱源ユニットが有してい
る場合（熱源ユニットがトランク型等の場合）については、３．５Ｌ以上７．０Ｌ以下で
あることが好ましく、熱源側熱交換器を通過した空気が上方に向けて吹き出す熱源ユニッ
トが有する熱源側熱交換器の内容積（内部に充填可能な流体の体積）としては、５．５Ｌ
以上３８Ｌ以下であることが好ましい。
【０１４３】
　（９）第９グループ
　従来のR410AやR32が用いられている冷凍サイクル装置としては、熱源側熱交換器を有す
る熱源ユニットと利用側熱交換器を有する利用ユニットを接続する液側冷媒連絡配管やガ
ス側冷媒連絡配管の管外径が具体的に検討され、提案されている。
【０１４４】
　ところが、GWPが十分に小さい冷媒として少なくとも１，２－ジフルオロエチレンを含
む冷媒を用いた冷凍サイクル装置については、液側冷媒連絡配管やガス側冷媒連絡配管の
管外径は、なんら検討されておらず、提案もなされていない。
【０１４５】
　本開示の内容は、上述した点に鑑みたものであり、少なくとも１，２－ジフルオロエチ
レンを含む冷媒を用いる場合において、能力の低下を小さく抑えることが可能な冷凍サイ
クル装置を提供することを目的とする。
【０１４６】
　第９グループの第１観点に係る冷凍サイクル装置は、圧縮機、熱源側熱交換器、減圧部
、液側冷媒連絡配管、利用側熱交換器、ガス側冷媒連絡配管が接続された冷媒回路を有す
る。冷凍サイクル装置は、少なくとも１，２－ジフルオロエチレンを含む冷媒が使用され
ている。液側冷媒連絡配管の管外径と、ガス側冷媒連絡配管の管外径は、Ｄ０／８インチ
(ここで、「Ｄ０－１／８インチ」は冷媒Ｒ３２が使用される場合の冷媒連絡配管の管外
径である)であり、且つ、液側冷媒連絡配管では、前記Ｄ０の範囲は「２≦Ｄ０≦４」で
あり、ガス側冷媒連絡配管では、前記Ｄ０の範囲は「３≦Ｄ０≦８」である。
【０１４７】
　なお、減圧部は、特に限定されず、膨張弁であってもよいし、キャピラリーチューブで
あってもよい。なお、液側冷媒連絡配管では、Ｄ０の範囲は「２≦Ｄ０≦３」であり、ガ
ス側冷媒連絡配管では、Ｄ０の範囲は「４≦Ｄ０≦７」であることがより好ましい。
【０１４８】
　この冷凍サイクル装置は、１，２－ジフルオロエチレンを含む冷媒を用いることでGWP
を十分に小さく抑えつつ、能力の低下を小さく抑えることが可能である。
【０１４９】
　なお、第９グループの第１観点に係る冷凍サイクル装置は、本開示の冷媒と冷媒Ｒ３２
との物性の違いを踏まえて、以下の冷凍サイクル装置としてもよい。
【０１５０】
　第９グループの第１観点に係る冷凍サイクル装置において、冷凍サイクル装置の定格冷
凍能力が６．３ｋＷ以上１０．０ｋＷ以下であり、且つ、液側冷媒連絡配管の管外径はＤ

０／８インチ(ここで、「Ｄ０－１／８インチ」は冷媒Ｒ３２が使用される場合の液側冷
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媒連絡配管の管外径である)であり、且つ、液側冷媒連絡配管はＤ０が３であってもよい
。
【０１５１】
　第９グループの第１観点に係る冷凍サイクル装置において、冷凍サイクル装置の定格冷
凍能力が４．０ｋＷ以下であり、且つ、ガス側冷媒連絡配管の管外径はＤ０／８インチ(
ここで、「Ｄ０－１／８インチ」は冷媒Ｒ３２が使用される場合のガス側冷媒連絡配管の
管外径である)であり、且つ、ガス側冷媒連絡配管はＤ０が４であってもよい。
【０１５２】
　第９グループの第１観点に係る冷凍サイクル装置において、冷凍サイクル装置の定格冷
凍能力が６．３ｋＷ以上１０．０ｋＷ以下であり、且つ、ガス側冷媒連絡配管の管外径は
Ｄ０／８インチ(ここで、「Ｄ０－１／８インチ」は冷媒Ｒ３２が使用される場合のガス
側冷媒連絡配管の管外径である)であり、且つ、ガス側冷媒連絡配管はＤ０が５であって
もよい。
【０１５３】
　第９グループの第１観点に係る冷凍サイクル装置において、冷凍サイクル装置の定格冷
凍能力が１５．０ｋＷ以上１９．０ｋＷ以下であり、且つ、ガス側冷媒連絡配管の管外径
はＤ０／８インチ(ここで、「Ｄ０－１／８インチ」は冷媒Ｒ３２が使用される場合のガ
ス側冷媒連絡配管の管外径である)であり、且つ、ガス側冷媒連絡配管はＤ０が６であっ
てもよい。
【０１５４】
　第９グループの第１観点に係る冷凍サイクル装置において、冷凍サイクル装置の定格冷
凍能力が２５．０ｋＷ以上であり、且つ、ガス側冷媒連絡配管の管外径はＤ０／８インチ
(ここで、「Ｄ０－１／８インチ」は冷媒Ｒ３２が使用される場合のガス側冷媒連絡配管
の管外径である)であり、且つ、ガス側冷媒連絡配管はＤ０が７であってもよい。
【０１５５】
　第９グループの第２観点に係る冷凍サイクル装置は、第９グループの第１観点の冷凍サ
イクル装置であって、冷凍サイクル装置の定格冷凍能力が５．６ｋＷより大きく１１．２
ｋＷ未満であり、且つ、液側冷媒連絡配管はＤ０が３(即ち配管径が３／８インチ)である
。なお、冷凍サイクル装置の定格冷凍能力が６．３ｋＷ以上１０．０ｋＷ以下であり、且
つ、液側冷媒連絡配管はＤ０が３(即ち配管径が３／８インチ)であることが好ましい。
【０１５６】
　第９グループの第３観点に係る冷凍サイクル装置は、第９グループの第１観点の冷凍サ
イクル装置であって、冷凍サイクル装置の定格冷凍能力が２２．４ｋＷより大きく且つガ
ス側冷媒連絡配管はＤ０が７(即ち配管径が７／８インチ)であるか、冷凍サイクル装置の
定格冷凍能力が１４．０ｋＷより大きく２２．４ｋＷ未満であり且つガス側冷媒連絡配管
はＤ０が６(即ち配管径が６／８インチ)であるか、冷凍サイクル装置の定格冷凍能力が５
．６ｋＷより大きく１１．２ｋＷ未満であり且つガス側冷媒連絡配管はＤ０が５(即ち配
管径が５／８インチ)であるか、冷凍サイクル装置の定格冷凍能力が４．５ｋＷ未満であ
り且つガス側冷媒連絡配管はＤ０が４(即ち配管径が１／２インチ)であるか、のいずれか
である。なお、冷凍サイクル装置の定格冷凍能力が２５．０ｋＷ以上であり、且つ、ガス
側冷媒連絡配管はＤ０が７(即ち配管径が７／８インチ)であるか、冷凍サイクル装置の定
格冷凍能力が１５．０ｋＷ以上１９．０ｋＷ未満であり、且つ、ガス側冷媒連絡配管はＤ

０が６(即ち配管径が６／８インチ)であるか、冷凍サイクル装置の定格冷凍能力が６．３
ｋＷ以上１０．０ｋＷ未満であり、且つ、ガス側冷媒連絡配管はＤ０が５(即ち配管径が
５／８インチ)であるか、冷凍サイクル装置の定格冷凍能力が４．０ｋＷ未満であり、且
つ、ガス側冷媒連絡配管はＤ０が４(即ち配管径が１／２インチ)であるか、のいずれかで
あることが好ましい。
【０１５７】
　第９グループの第４観点に係る冷凍サイクル装置は、圧縮機、熱源側熱交換器、減圧部
、液側冷媒連絡配管、利用側熱交換器、ガス側冷媒連絡配管が接続された冷媒回路を有し
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ている。サイクル装置は、少なくとも１，２－ジフルオロエチレンを含む冷媒が使用され
ている。液側冷媒連絡配管の管外径と、ガス側冷媒連絡配管の管外径は、Ｄ０／８インチ
であり、且つ、液側冷媒連絡配管では、Ｄ０の範囲は「２≦Ｄ０≦４」であり、ガス側冷
媒連絡配管では、Ｄ０の範囲は「３≦Ｄ０≦８」である。液側冷媒連絡配管の管外径は、
冷媒Ｒ４１０Ａが使用される場合の液側冷媒連絡配管の管外径と同じであり、ガス側冷媒
連絡配管の管外径は、冷媒Ｒ４１０Ａが使用される場合のガス側冷媒連絡配管の管外径と
同じである。
【０１５８】
　なお、減圧部は、特に限定されず、膨張弁であってもよいし、キャピラリーチューブで
あってもよい。なお、液側冷媒連絡配管では、Ｄ０の範囲は「２≦Ｄ０≦３」であり、ガ
ス側冷媒連絡配管では、Ｄ０の範囲は「４≦Ｄ０≦７」であることがより好ましい。
【０１５９】
　この冷凍サイクル装置は、１，２－ジフルオロエチレンを含む冷媒を用いることでGWP
を十分に小さく抑えつつ、能力の低下を小さく抑えることが可能である。
【０１６０】
　第９グループの第５観点に係る冷凍サイクル装置は、第９グループの第４観点の冷凍サ
イクル装置であって、液側冷媒連絡配管では、Ｄ０が２(即ち配管径が１／４インチ)であ
る。
【０１６１】
　第９グループの第６観点に係る冷凍サイクル装置は、第９グループの第４観点の冷凍サ
イクル装置であって、冷凍サイクル装置の定格冷凍能力が６．３ｋＷ以上であり、且つ、
液側冷媒連絡配管はＤ０が３(即ち配管径が３／８インチ)であるか、または、冷凍サイク
ル装置の定格冷凍能力が６．３ｋＷ未満であり、且つ、液側冷媒連絡配管はＤ０が２(即
ち配管径が１／４インチ)である。
【０１６２】
　第９グループの第７観点に係る冷凍サイクル装置は、第９グループの第４観点の冷凍サ
イクル装置であって、冷凍サイクル装置の定格冷凍能力が６．０ｋＷ以上であり、且つ、
ガス側冷媒連絡配管はＤ０が４(即ち配管径が１／２インチ)であるか、または、冷凍サイ
クル装置の定格冷凍能力が６．０ｋＷ未満であり、且つ、ガス側冷媒連絡配管はＤ０が３
(即ち配管径が３／８インチ)である。
【０１６３】
　第９グループの第８観点に係る冷凍サイクル装置は、第９グループの第４観点の冷凍サ
イクル装置であって、冷凍サイクル装置の定格冷凍能力が２５．０ｋＷ以上であり、且つ
、ガス側冷媒連絡配管はＤ０が７(即ち配管径が７／８インチ)であるか、冷凍サイクル装
置の定格冷凍能力が１５．０ｋＷ以上２５．０ｋＷ未満であり、且つ、ガス側冷媒連絡配
管はＤ０が６(即ち配管径が６／８インチ)であるか、冷凍サイクル装置の定格冷凍能力が
６．３ｋＷ以上１５．０ｋＷ未満であり、且つ、ガス側冷媒連絡配管はＤ０が５(即ち配
管径が５／８インチ)であるか、冷凍サイクル装置の定格冷凍能力が６．３ｋＷ未満であ
り、且つ、ガス側冷媒連絡配管はＤ０が４(即ち配管径が１／２インチ)であるか、のいず
れかである。
【０１６４】
　第９グループの第９観点に係る冷凍サイクル装置は、圧縮機、熱源側熱交換器、減圧部
、液側冷媒連絡配管、利用側熱交換器、ガス側冷媒連絡配管が接続された冷媒回路を有し
ている。冷凍サイクル装置は、少なくとも１，２－ジフルオロエチレンを含む冷媒が使用
されている。液側冷媒連絡配管の管外径と、ガス側冷媒連絡配管の管外径は、Ｄ０／８イ
ンチであり、且つ、液側冷媒連絡配管では、Ｄ０の範囲は「２≦Ｄ０≦４」であり、ガス
側冷媒連絡配管では、Ｄ０の範囲は「３≦Ｄ０≦８」である。
【０１６５】
　なお、減圧部は、特に限定されず、膨張弁であってもよいし、キャピラリーチューブで
あってもよい。なお、液側冷媒連絡配管では、Ｄ０の範囲は「２≦Ｄ０≦３」であり、ガ
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ス側冷媒連絡配管では、Ｄ０の範囲は「４≦Ｄ０≦７」であることがより好ましい。
【０１６６】
　この冷凍サイクル装置は、１，２－ジフルオロエチレンを含む冷媒を用いることでGWP
を十分に小さく抑えつつ、能力の低下を小さく抑えることが可能である。
【０１６７】
　第９グループの第１０観点に係る冷凍サイクル装置は、第９グループの第９観点の冷凍
サイクル装置であって、液側冷媒連絡配管では、Ｄ０が２(即ち配管径が１／４インチ)で
ある。
【０１６８】
　第９グループの第１１観点に係る冷凍サイクル装置は、第９グループの第９観点の冷凍
サイクル装置であって、冷凍サイクル装置の定格冷凍能力が７．５ｋＷ以上であり、且つ
、液側冷媒連絡配管はＤ０が２．５(即ち配管径が５／１６インチ)であるか、冷凍サイク
ル装置の定格冷凍能力が２．６ｋＷ以上７．５ｋＷ未満であり、且つ、液側冷媒連絡配管
はＤ０が２(即ち配管径が１／４インチ)であるか、冷凍サイクル装置の定格冷凍能力が２
．６ｋＷ未満であり、且つ、液側冷媒連絡配管はＤ０が１．５(即ち配管径が３／１６イ
ンチ)であるか、のいずれかである。
【０１６９】
　第９グループの第１２観点に係る冷凍サイクル装置は、第９グループの第９観点の冷凍
サイクル装置であって、冷凍サイクル装置の定格冷凍能力が６．３ｋＷ以上であり、且つ
、液側冷媒連絡配管はＤ０が３(即ち配管径が３／８インチ)であるか、または、冷凍サイ
クル装置の定格冷凍能力が６．３ｋＷ未満であり、且つ、液側冷媒連絡配管はＤ０が２(
即ち配管径が１／４インチ)である。
【０１７０】
　第９グループの第１３観点に係る冷凍サイクル装置は、第９グループの第９観点の冷凍
サイクル装置であって、冷凍サイクル装置の定格冷凍能力が１２．５ｋＷ以上であり、且
つ、液側冷媒連絡配管はＤ０が３(即ち配管径が３／８インチ)であるか、冷凍サイクル装
置の定格冷凍能力が６．３ｋＷ以上１２．５ｋＷ未満であり、且つ、液側冷媒連絡配管は
Ｄ０が２．５(即ち配管径が５／１６インチ)であるか、冷凍サイクル装置の定格冷凍能力
が６．３ｋＷ未満であり、且つ、液側冷媒連絡配管はＤ０が２(即ち配管径が１／４イン
チ)であるか、のいずれかである。
【０１７１】
　第９グループの第１４観点に係る冷凍サイクル装置は、第９グループの第９観点の冷凍
サイクル装置であって、冷凍サイクル装置の定格冷凍能力が６．０ｋＷ以上であり、且つ
、ガス側冷媒連絡配管はＤ０が４(即ち配管径が１／２インチ)であるか、または、冷凍サ
イクル装置の定格冷凍能力が６．０ｋＷ未満であり、且つ、ガス側冷媒連絡配管はＤ０が
３(即ち配管径が３／８インチ)である。
【０１７２】
　第９グループの第１５観点に係る冷凍サイクル装置は、第９グループの第９観点の冷凍
サイクル装置であって、冷凍サイクル装置の定格冷凍能力が６．０ｋＷ以上であり、且つ
、ガス側冷媒連絡配管はＤ０が４(即ち配管径が１／２インチ)であるか、冷凍サイクル装
置の定格冷凍能力が３．２ｋＷ以上６．０ｋＷ未満であり、且つ、ガス側冷媒連絡配管は
Ｄ０が３(即ち配管径が３／８インチ)であるか、冷凍サイクル装置の定格冷凍能力が３．
２ｋＷ未満であり、且つ、ガス側冷媒連絡配管はＤ０が２．５(即ち配管径が５／１６イ
ンチ)であるか、のいずれかである。
【０１７３】
　第９グループの第１６観点に係る冷凍サイクル装置は、第９グループの第９観点の冷凍
サイクル装置であって、冷凍サイクル装置の定格冷凍能力が２５．０ｋＷ以上であり、且
つ、ガス側冷媒連絡配管はＤ０が７(即ち配管径が７／８インチ)であるか、冷凍サイクル
装置の定格冷凍能力が１５．０ｋＷ以上２５．０ｋＷ未満であり、且つ、ガス側冷媒連絡
配管はＤ０が６(即ち配管径が６／８インチ)であるか、冷凍サイクル装置の定格冷凍能力
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が６．３ｋＷ以上１５．０ｋＷ未満であり、且つ、ガス側冷媒連絡配管はＤ０が５(即ち
配管径が５／８インチ)であるか、冷凍サイクル装置の定格冷凍能力が６．３ｋＷ未満で
あり、且つ、ガス側冷媒連絡配管はＤ０が４(即ち配管径が１／２インチ)であるか、のい
ずれかである。
【０１７４】
　（１０）第１０グループ
　近年、環境保護の観点から、空調機に使用される冷媒として、地球温暖化係数（ＧＷＰ
）の低い冷媒（以後、低ＧＷＰ冷媒とよぶ）が検討されている。低ＧＷＰ冷媒としては、
１，２－ジフルオロエチレンを含む混合冷媒が有力である。
【０１７５】
　しかしながら、上記冷媒を使用した空調機の高効率化という側面から考察した先行技術
が少ない。空調機に、上記冷媒を適用しようとした場合に、如何にして圧縮機の高効率化
を達成するか、が課題として存在する。
【０１７６】
　第１０グループの第１観点に係る圧縮機は、圧縮部と、モータとを備えている。圧縮部
は、少なくとも１，２－ジフルオロエチレンを含む混合冷媒を圧縮する。モータは、永久
磁石を含む回転子を有し、圧縮部を駆動する。
【０１７７】
　圧縮機は、モータが永久磁石を含む回転子を有するので、モータの回転数を変更するこ
とができる容量可変型圧縮機に適している。この場合、少なくとも１，２－ジフルオロエ
チレンを含む混合冷媒を用いた空調機において、空調負荷に応じてモータ回転数を変更す
ることができるので、圧縮機の高効率化が可能である。
【０１７８】
　第１０グループの第２観点に係る圧縮機は、第１０グループの第１観点の圧縮機であっ
て、回転子が埋込磁石型回転子である。埋込磁石型回転子は、永久磁石が回転子内に埋め
込まれている。
【０１７９】
　第１０グループの第３観点に係る圧縮機は、第１０グループの第１観点又は第２観点の
圧縮機であって、回転子が複数の電磁鋼板を板厚方向に積層して形成されている。電磁鋼
板の厚みは、０．０５ｍｍ以上０．５ｍｍ以下である。
【０１８０】
　一般に、板厚を薄くするほど渦電流損を低減できるが、０．０５ｍｍ未満は電磁鋼板の
加工が困難であり、板厚０．５ｍｍを超えると鋼板表面からの浸珪処理、およびＳｉ分布
適正化のための拡散処理に時間がかかることに鑑みれば、板厚は０．０５～０．５ｍｍが
望ましい。
【０１８１】
　第１０グループの第４観点に係る圧縮機は、第１０グループの第１観点又は第２観点の
圧縮機であって、回転子が複数の板状のアモルファス金属を板厚方向に積層して形成され
ている。
【０１８２】
　この圧縮機では、鉄損が少なく効率の高いモータが実現されるので、圧縮機の高効率化
が可能である。
【０１８３】
　第１０グループの第５観点に係る圧縮機は、第１０グループの第１観点又は第２観点の
圧縮機であって、回転子が５質量％以上のシリコンを含有する複数の電磁鋼板を板厚方向
に積層して形成されている。
【０１８４】
　この圧縮機では、適量のシリコンを含有させてヒステリシスを低減させた電磁鋼板によ
り、鉄損が少なく効率の高いモータが実現されるので、圧縮機の高効率化が可能である。
【０１８５】



(25) JP WO2019/124409 A1 2019.6.27

10

20

30

40

50

　第１０グループの第６観点に係る圧縮機は、第１０グループの第１観点から第５観点の
いずれか１つの圧縮機であって、永久磁石が、Ｎｄ－Ｆｅ－Ｂ系磁石である。
【０１８６】
　この圧縮機では、磁気エネルギー積を大きくすることができるモータが実現されるので
、圧縮機の高効率化が可能である。
【０１８７】
　第１０グループの第７観点に係る圧縮機は、第１０グループの第１観点から第６観点の
いずれか１つの圧縮機であって、永久磁石が重希土類を粒界拡散して形成される。
【０１８８】
　この圧縮機では、永久磁石の減磁耐力が向上し、少量の重希土類で永久磁石の保持力を
高めることができるので、圧縮機の高効率化が可能である。
【０１８９】
　第１０グループの第８観点に係る圧縮機は、第１０グループの第６観点の圧縮機であっ
て、永久磁石が１質量％以下のディスプロシウムを含有している。
【０１９０】
　この圧縮機では、永久磁石の保持力が向上するので、圧縮機の高効率化が可能である。
【０１９１】
　第１０グループの第９観点の圧縮機は、第１０グループの第１観点から第８観点のいず
れか１つの圧縮機であって、永久磁石の平均結晶粒径が１０μｍ以下である。
【０１９２】
　この圧縮機では、永久磁石の減磁耐力が上がるので、圧縮機の高効率化が可能である。
【０１９３】
　第１０グループの第１０観点に係る圧縮機は、第１０グループの第１観点又は第２観点
の圧縮機であって、永久磁石が平板状であり、複数の永久磁石がＶ字型を成すように回転
子に埋め込まれている。Ｖ字型の谷間に位置する部分の保持力は他の部分よりも｛１／（
４π）｝×１０３［Ａ／ｍ］以上高く設定されている。
【０１９４】
　この圧縮機では、永久磁石の減磁が抑制されるので、圧縮機の高効率化が可能である。
【０１９５】
　第１０グループの第１１観点に係る圧縮機は、第１０グループの第１観点又は第２観点
の圧縮機であって、回転子が、引張り強さが４００ＭＰａ以上の複数の高張力電磁鋼板を
板厚方向に積層して形成されている。
【０１９６】
　この圧縮機では、高速回転時の回転子の耐久性が向上するので、圧縮機の高効率化が可
能である。
【０１９７】
　第１０グループの第１２観点に係る圧縮機は、第１０グループの第１１観点の圧縮機で
あって、永久磁石が所定厚みを有する平板を成している。回転子は、収容孔と、非磁性空
間と、ブリッジとを有している。収容孔は、複数の永久磁石が埋め込まれる。非磁性空間
は、収容孔に収容された永久磁石それぞれの端部から回転子の表面近傍まで延びている。
ブリッジは、非磁性空間の外側に位置して磁極どうしを連結する。ブリッジの厚みは、３
ｍｍ以上である。
【０１９８】
　この圧縮機では、高速回転時の耐久性が向上するので、圧縮機の高効率化が可能である
。
【０１９９】
　第１０グループの第１３観点に係る圧縮機は、第１０グループの第１観点の圧縮機であ
って、回転子が、表面磁石型回転子である。表面磁石型回転子は、永久磁石が回転子の表
面に張り付けられている。
【０２００】
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　第１０グループの第１４観点に係る冷凍サイクル装置は、第１０グループの第１観点か
ら第１３観点のいずれか１つの圧縮機を備えた冷凍サイクル装置である。
【０２０１】
　（１１）第１１グループ
　国際公開第２０１５／１４１６７８号においては、R410Aに代替可能な低GWP混合冷媒が
種々提案されている。
【０２０２】
　また、冷媒としてR32を用いた冷凍サイクル装置としては、例えば、特開２００２－５
４８８８号公報に記載のように、冷媒としてR32を用いた場合においてエネルギー効率を
高めるため、熱交換器が有する伝熱管の配管径を７ｍｍ以上１０ｍｍ以下とすることが提
案されている。
【０２０３】
　ところが、GWPが十分に小さい冷媒として、少なくとも１，２－ジフルオロエチレンを
含む冷媒を用いる場合において、圧力損失を低減させつつ、保有される冷媒量を少なく抑
えることが可能な熱交換器の伝熱管の配管径については、これまでなんら検討されていな
い。
【０２０４】
　本開示の内容は、上述した点に鑑みたものであり、少なくとも１，２－ジフルオロエチ
レンを含む冷媒を用いる場合において、圧力損失を低減させつつ、保有される冷媒量を少
なく抑えることが可能な冷凍サイクル装置を提供することを目的とする。
【０２０５】
　第１１グループの第１観点に係る冷凍サイクル装置は、冷媒回路と、冷媒と、を備えて
いる。冷媒回路は、圧縮機と熱源側熱交換器と減圧部と利用側熱交換器とを有している。
冷媒は、冷媒回路に封入されており、少なくとも１，２－ジフルオロエチレンを含んでい
る。熱源側熱交換器は、配管径が６．３５ｍｍ以上１０．０ｍｍ未満である伝熱管を有し
ている。
【０２０６】
　なお、減圧部は、特に限定されず、膨張弁であってもよいし、キャピラリーチューブで
あってもよい。
【０２０７】
　この冷凍サイクル装置は、１，２－ジフルオロエチレンを含む冷媒を用いることでGWP
を十分に小さく抑え、圧力損失を低減させつつ、保有される冷媒量を少なく抑えることが
可能である。
【０２０８】
　第１１グループの第２観点に係る冷凍サイクル装置は、第１１グループの第１観点の冷
凍サイクル装置であって、熱源側熱交換器は、配管径が６．３５ｍｍと７．０ｍｍと８．
０ｍｍと９．５ｍｍのいずれかである伝熱管を有している。
【０２０９】
　第１１グループの第３観点に係る冷凍サイクル装置は、第１１グループの第１観点また
は第２観点の冷凍サイクル装置であって、熱源側熱交換器は、配管径が７．０ｍｍ以上で
ある伝熱管を有している。
【０２１０】
　第１１グループの第４観点に係る冷凍サイクル装置は、冷媒回路と、冷媒と、を備えて
いる。冷媒回路は、圧縮機と熱源側熱交換器と減圧部と利用側熱交換器とを有している。
冷媒は、冷媒回路に封入されており、少なくとも１，２－ジフルオロエチレンを含んでい
る。利用側熱交換器は、配管径が４．０ｍｍ以上１０．０ｍｍ未満である伝熱管を有して
いる。
【０２１１】
　この冷凍サイクル装置は、１，２－ジフルオロエチレンを含む冷媒を用いることでGWP
を十分に小さく抑え、圧力損失を低減させつつ、保有される冷媒量を少なく抑えることが
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可能である。
【０２１２】
　第１１グループの第５観点に係る冷凍サイクル装置は、第１１グループの第４観点の冷
凍サイクル装置であって、利用側熱交換器は、配管径が８．０ｍｍ以下である伝熱管を有
している。
【０２１３】
　第１１グループの第６観点に係る冷凍サイクル装置は、第１１グループの第４観点また
は第５観点の冷凍サイクル装置であって、利用側熱交換器は、配管径が４．０ｍｍと５．
０ｍｍと６．３５ｍｍと７．０ｍｍと８．０ｍｍのいずれかである伝熱管を有している。
【０２１４】
　（１２）第１２グループ
　近年、環境保護の観点から、空調機に使用される冷媒として、地球温暖化係数（ＧＷＰ
）の低い冷媒（以後、低ＧＷＰ冷媒とよぶ）が検討されている。低ＧＷＰ冷媒としては、
１，２－ジフルオロエチレンを含む混合冷媒が有力である。
【０２１５】
　しかしながら、上記冷媒を使用した空調機の高効率化という側面から考察した先行技術
が少ない。空調機に、上記冷媒を適用しようとした場合に、如何にして圧縮機の高出力化
を達成するか、が課題として存在する。
【０２１６】
　第１２グループの第１観点に係る圧縮機は、少なくとも１，２－ジフルオロエチレンを
含む混合冷媒を圧縮する圧縮部と、圧縮部を駆動する誘導モータとを備えている。
【０２１７】
　上記のように、少なくとも１，２－ジフルオロエチレンを含む混合冷媒を圧縮する圧縮
機において、誘導モータを採用することによって、比較的低コストで高出力化が可能とな
る。
【０２１８】
　第１２グループの第２観点に係る圧縮機は、第１２グループの第１観点の圧縮機であっ
て、誘導モータの回転子が、棒状の導電体であって環状に配置される複数の導体棒と、複
数の導体棒を軸方向の端部で短洛する端絡環とを有している。少なくとも導体棒が、アル
ミニウムよりも電気抵抗が低い金属で形成されている。
【０２１９】
　この圧縮機では、誘導モータの導体棒を流れる電流による発熱が抑制されるので、高出
力化が可能となる。
【０２２０】
　第１２グループの第３観点に係る圧縮機は、第１２グループの第１観点の圧縮機であっ
て、誘導モータの回転子が放熱構造を有している。
【０２２１】
　この圧縮機では、誘導モータの回転子の温度上昇が抑制されるので、高出力化が可能と
なる。
【０２２２】
　第１２グループの第４観点に係る圧縮機は、第１２グループの第３観点の圧縮機であっ
て、誘導モータの回転子が、棒状の導電体であって環状に配置される複数の導体棒と、複
数の導体棒を軸方向の端部で短洛する端絡環とを有している。放熱構造は、端絡環に形成
されている。
【０２２３】
　この圧縮機では、放熱構造自体が回転するので、放熱性が向上する上に、回転により強
制対流が起こり、周辺の温度上昇が抑制されるので、高出力化が可能となる。
【０２２４】
　第１２グループの第５観点に係る圧縮機は、第１２グループの第３観点又は第４観点の
圧縮機であって、放熱構造がヒートシンクである。
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【０２２５】
　この圧縮機では、ヒートシンクは誘導モータの端絡環を成形する際に一体成形すること
ができ、比較的低コストで高出力化が可能となる。
【０２２６】
　第１２グループの第６観点に係る圧縮機は、第１２グループの第１観点の圧縮機であっ
て、誘導モータの固定子を冷媒によって冷却する冷却構造をさらに備えている。
【０２２７】
　この圧縮機では、誘導モータが冷却されるので、高出力化が可能となる。
【０２２８】
　第１２グループの第７観点に係る圧縮機は、第１２グループの第６観点の圧縮機であっ
て、冷却構造が、圧縮機が接続される冷媒回路を流れる冷媒の冷熱によって固定子を冷却
する。
【０２２９】
　第１２グループの第８観点に係る冷凍サイクル装置は、第１２グループの第１観点から
第７観点のいずれか１つの圧縮機を備えた冷凍サイクル装置である。
【０２３０】
　（１３）第１３グループ
　近年、環境保護の観点から、空調機に使用される冷媒として、地球温暖化係数（ＧＷＰ
）の低い冷媒（以後、低ＧＷＰ冷媒とよぶ）が検討されている。低ＧＷＰ冷媒としては、
１，２－ジフルオロエチレンを含む沸混合冷媒が有力である。
【０２３１】
　しかしながら、上記冷媒を使用した空調機の高効率化という側面から考察した先行技術
が少ない。例えば、空調機に、上記冷媒を適用しようとした場合に、如何にして高効率化
を達成するか、が課題として存在する。
【０２３２】
　第１３グループの第１観点に係る空調機は、少なくとも１，２－ジフルオロエチレンを
含む混合冷媒を圧縮する圧縮機と、電力変換装置とを備えている。電力変換装置は、圧縮
機を駆動するモータと、交流電源とモータとの間に接続され、スイッチング素子を有し、
モータの出力が目標値になるようにスイッチング素子を制御する。
【０２３３】
　少なくとも１，２－ジフルオロエチレンを含む混合冷媒を用いた空調機において、空調
負荷に応じて圧縮機のモータ回転数を変更することができるので、高い通年エネルギー消
費効率［Annual Performance Factor (APF)］を実現することができる。
【０２３４】
　第１３グループの第２観点に係る空調機は、第１３グループの第１観点の空調機であっ
て、電力変換装置が、整流回路と、コンデンサとを含んでいる。整流回路は、交流電源の
交流電圧を整流する。コンデンサは、整流回路の出力側に並列に接続され、電力変換装置
のスイッチングによって生じる電圧変動を平滑する。
【０２３５】
　この空調機では、整流回路の出力側に電解コンデンサを要しないので、回路の大型化、
高コスト化が抑制される。
【０２３６】
　第１３グループの第３観点に係る空調機は、第１３グループの第１観点又は第２観点の
空調機であって、交流電源が単相電源である。
【０２３７】
　第１３グループの第４観点に係る空調機は、第１３グループの第１観点又は第２観点の
空調機であって、交流電源が三相電源である。
【０２３８】
　第１３グループの第５観点に係る空調機は、第１３グループの第１観点の空調機であっ
て、電力変換装置が、コンバータとインバータとを含むインダイレクトマトリックスコン
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バータである。コンバータは、交流電源の交流電圧を直流電圧に変換する。インバータは
、直流電圧を交流電圧に変換してモータに供給する。
【０２３９】
　この空調機は、高効率な上に、整流回路の出力側に電解コンデンサを要しないので回路
の大型化、高コスト化が抑制される。
【０２４０】
　第１３グループの第６観点に係る空調機は、第１３グループの第１観点の空調機であっ
て、電力変換装置が、交流電源の交流電圧を所定周波数の交流電圧に直接変換してモータ
に供給する、マトリックスコンバータである。
【０２４１】
　この空調機は、高効率な上に、整流回路の出力側に電解コンデンサを要しないので回路
の大型化、高コスト化が抑制される。
【０２４２】
　第１３グループの第７観点に係る空調機は、第１３グループの第１観点の空調機であっ
て、圧縮機が、スクロール圧縮機、ロータリー圧縮機、ターボ圧縮機、およびスクリュー
圧縮機のいずれかである。
【０２４３】
　第１３グループの第８観点に係る空調機は、第１３グループの第１観点から第７観点の
いずれかの空調機であって、モータが、永久磁石を含む回転子を有する永久磁石同期モー
タである。
【０２４４】
　（１４）第１４グループ
　近年、環境保護の観点から、空調機に使用される冷媒として、地球温暖化係数（ＧＷＰ
）の低い冷媒（以後、低ＧＷＰ冷媒とよぶ）が検討されている。低ＧＷＰ冷媒としては、
１，２－ジフルオロエチレンを含む沸混合冷媒が有力である。
【０２４５】
　しかしながら、上記冷媒を使用した空調機の高効率化という側面から考察した先行技術
が少ない。例えば、空調機に、上記冷媒を適用しようとした場合に、如何にして高効率化
を達成するか、が課題として存在する。
【０２４６】
　第１４グループの第１観点に係る空調機は、少なくとも１，２－ジフルオロエチレンを
含む混合冷媒を圧縮する圧縮機と、圧縮機を駆動するモータと、交流電源からモータへと
周波数変換をさせずに電力を供給させる接続部とを備えている。
【０２４７】
　少なくとも１，２－ジフルオロエチレンを含む混合冷媒を使用した空調機において、交
流電源とモータとの間に電力変換装置を介在させずに圧縮機を駆動することができるので
、比較的安価な構成で、環境保護に配慮した空調機を提供することができる。
【０２４８】
　第１４グループの第２観点に係る空調機は、第１４グループの第１観点の空調機であっ
て、接続部が、モータの少なくとも２つの端子間に交流電源の交流電圧を直接印加する。
【０２４９】
　第１４グループの第３観点に係る空調機は、第１４グループの第１観点又は第２観点の
空調機であって、交流電源が単相電源である。
【０２５０】
　第１４グループの第４観点に係る空調機は、第１４グループの第１観点から第３観点の
いずれかの空調機であって、モータの一端子に起動回路が直列に接続されている。
【０２５１】
　第１４グループの第５観点に係る空調機は、第１４グループの第４観点の空調機であっ
て、起動回路が、正特性サーミスタと運転コンデンサとを並列に接続した回路である。
【０２５２】
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　少なくとも１，２－ジフルオロエチレンを含む混合冷媒を使用した空調機において、圧
縮機の起動後、正特性サーミスタは自己発熱して抵抗値が増大し、実質的に運転コンデン
サによる運転回路へ切り替わるので、圧縮機は適時に定格トルクを出力し得る状態になる
。
【０２５３】
　第１４グループの第６観点に係る空調機は、第１４グループの第１観点又は第２観点の
空調機であって、交流電源が三相電源である。
【０２５４】
　この空調機では、起動回路を要しないので、比較的安価である。
【０２５５】
　第１４グループの第７観点の空調機は、第１４グループの第１観点から第６観点のいず
れかの空調機であって、モータが誘導モータである。
【０２５６】
　この空調機では、モータが比較的低コストで高出力が可能であるので、空調機の高効率
化が可能である。
【０２５７】
　（１５）第１５グループ
　従来から、ボイラーや電気ヒータによって温水を生成する温水製造装置が普及している
。また、熱源としてヒートポンプユニットを採用する温水製造装置も存在している。
【０２５８】
　ヒートポンプユニットを採用する従来の温水製造装置は、ヒートポンプユニットにおい
て冷媒として二酸化炭素を用いることが多い。しかし、従来の温水製造装置よりも効率良
く温水を製造したいという要望がある。
【０２５９】
　第１５グループの第１観点に係る温水製造装置は、冷媒として、少なくとも１，２－ジ
フルオロエチレン（HFO-1132(E)）を含む混合冷媒を用いる。この温水製造装置は、圧縮
機と、熱源側の第１熱交換器と、膨張機構と、利用側の第２熱交換器とを備える。第２熱
交換器は、その内部を流れる混合冷媒と、第１の水との間で熱交換をさせて、第１の水を
加熱する。
【０２６０】
　この温水製造装置では、従来よく使われている二酸化炭素ではなく、冷媒として、上記
の混合冷媒を用いている。これにより、効率の良い温水の製造が可能になる。
【０２６１】
　第１５グループの第２観点に係る温水製造装置は、第１５グループの第１観点の温水製
造装置であって、タンクと、循環流路とをさらに備える。循環流路は、タンクと第２熱交
換器との間で、第１の水を循環させる。
【０２６２】
　第１５グループの第３観点に係る温水製造装置は、第１５グループの第１観点の温水製
造装置であって、第１循環流路と、第２循環流路と、第３熱交換器と、タンクと、をさら
に備える。第１循環流路は、第２熱交換器によって加熱された第１の水を、循環させる。
第２循環流路は、第１循環流路とは別の循環流路である。第３熱交換器は、第１循環流路
を流れる第１の水と、第２循環流路を流れる第２の水との間で熱交換をさせて、第２循環
流路を流れる第２の水を加熱する。タンクは、第３熱交換器によって加熱された第２の水
を貯める。
【０２６３】
　第１５グループの第４観点に係る温水製造装置は、第１５グループの第１観点の温水製
造装置であって、第１循環流路と、タンクと、をさらに備える。第１循環流路は、第２熱
交換器によって加熱された第１の水を循環させる。第１循環流路の一部は、タンクの中に
配置されており、第１循環流路を流れる第１の水と、タンクの中の第２の水との間で熱交
換をさせることによって、タンクの中の第２の水を加熱する。
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【０２６４】
　第１５グループの第５観点に係る温水製造装置は、第１５グループの第１観点の温水製
造装置であって、タンクと、第１循環流路と、第３熱交換器と、第２循環流路と、第３流
路と、をさらに備える。第１循環流路は、第２熱交換器とタンクとの間で、第１の水を循
環させる。第２循環流路は、第３熱交換器とタンクとの間で、第１の水を循環させる。第
３流路は、第１循環流路および第２循環流路とは別の流路である。第３熱交換器は、タン
クから流れてくる第１の水と第３流路を流れる第３の水との間で熱交換をさせることによ
って、第３流路を流れる第３の水を加熱する。
【０２６５】
　第１５グループの第６観点に係る温水製造装置は、第１５グループの第１観点の温水製
造装置であって、タンクと、第１循環流路と、第２流路と、をさらに備える。第１循環流
路は、タンクと第２熱交換器との間で、第１の水を循環させる。第２流路は、第１循環流
路とは別の流路である。第２流路の一部は、タンクの中に配置され、タンクの中の第１の
水と、第２流路を流れる第２の水との間で熱交換をさせることによって、第２流路を流れ
る第２の水を加熱する。
【０２６６】
　第１５グループの第７観点に係る温水製造装置は、第１５グループの第１観点の温水製
造装置であって、第１の水を貯めるタンクと、第２の水が流れる流路と、をさらに備える
。流路の一部は、タンクの中に配置される。第２熱交換器は、タンクの中において、タン
クに貯められている第１の水を加熱する。タンクに貯められている第１の水は、流路を流
れる第２の水を加熱する。
【０２６７】
　第１５グループの第８観点に係る温水製造装置は、第１５グループの第１観点の温水製
造装置であって、タンクと、給水源からタンクへと第１の水を流す流路と、をさらに備え
る。第２熱交換器は、流路を流れる第１の水を加熱する。
【０２６８】
　第１５グループの第９観点に係る温水製造装置は、第１５グループの第１観点から第８
観点のいずれかの温水製造装置であって、利用側の第４熱交換器と、第４循環流路と、を
さらに備える。第４熱交換器は、第２熱交換器とは別の熱交換器である。第４循環流路に
は、冷房または暖房用の第４の水が流れる。第４熱交換器は、その内部を流れる混合冷媒
と、第４循環流路を流れる第４の水との間で熱交換をさせることによって、第４の水を冷
却または加熱する。
【０２６９】
　（１６）第１６グループ
　従来から、例えば、特開平１１－２５６３５８号公報に記載されているように、熱交換
器を備える冷凍サイクル装置がある。この冷凍サイクル装置の熱交換器のように、伝熱管
に銅パイプが用いられているものがある。
【０２７０】
　しかし、伝熱管に銅パイプが用いられている熱交換器は、高価である。
【０２７１】
　このように、熱交換器を備える冷凍サイクル装置には、材料費を削減するという課題が
ある。
【０２７２】
　第１６グループの第１観点に係る冷凍サイクル装置は、少なくとも１，２－ジフルオロ
エチレンを含む可燃性の冷媒と、冷媒を蒸発させる蒸発器と、冷媒を凝縮させる凝縮器と
、を備え、蒸発器と凝縮器のうちの少なくとも一方が、アルミニウム製またはアルミニウ
ム合金製の複数のフィン及び、アルミニウム製またはアルミニウム合金製の複数の伝熱管
を有し、伝熱管の内部を流れる冷媒とフィンに沿って流れる流体に熱交換させる熱交換器
であり、冷媒が、蒸発器と凝縮器とを循環して冷凍サイクルを繰り返すように構成されて
いる。
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【０２７３】
　この冷凍サイクル装置では、アルミニウム製またはアルミニウム合金製の複数のフィン
及び、アルミニウム製またはアルミニウム合金製の複数の伝熱管を有していることから、
例えば伝熱管に銅パイプを使う場合に比べて、熱交換器の材料費を削減することができる
。
【０２７４】
　第１６グループの第２観点に係る冷凍サイクル装置は、第１６グループの第１観点の冷
凍サイクル装置であって、複数のフィンの各々が、複数の穴を有し、複数の伝熱管が、複
数のフィンの複数の穴を貫通し、複数の伝熱管の外周が、複数の穴の内周に密着している
。
【０２７５】
　第１６グループの第３観点に係る冷凍サイクル装置は、第１６グループの第１観点の冷
凍サイクル装置であって、複数の伝熱管が、複数の扁平管であり、互いに隣り合う扁平管
の平面部が、互いに向かい合うように配置されている。
【０２７６】
　第１６グループの第４観点に係る冷凍サイクル装置は、第１６グループの第３観点の冷
凍サイクル装置であって、複数のフィンの各々が、波形に折り曲げられて互いに隣り合う
扁平管の平面部の間に配置され、平面部に熱を伝えられるように接続されている。
【０２７７】
　第１６グループの第５観点に係る冷凍サイクル装置は、第１６グループの第３観点の冷
凍サイクル装置であって、複数のフィンの各々が、複数の切り欠きを有し、複数の扁平管
が、複数のフィンの複数の切り欠きに差し込まれて複数のフィンに熱を伝えらるように接
続されている。
【０２７８】
　（１７）第１７グループ
　従来から、１台で室内の複数の部屋の空気を調整する空気調和装置として、マルチ型の
空気調和装置が知られている。
【０２７９】
　マルチ型の空気調和装置は、異なる部屋に配置されている第１室内機と第２室内機とを
備えている。このような空気調和装置では、第１室内機と第２室内機に冷媒を循環させる
ため、空気調和装置に充填される冷媒量が多くなる。
【０２８０】
　室内の複数の部屋の空気を調整する空気調和装置には、空気調和装置に充填される冷媒
量を削減するという課題がある。
【０２８１】
　第１７グループの第１観点に係る空気調和装置は、圧縮機と、第１空気を熱交換する利
用側熱交換器と、第２空気を熱交換する熱源側熱交換器と、少なくとも１，２－ジフルオ
ロエチレンを含み、前記圧縮機と前記利用側熱交換器と前記熱源側熱交換器とを循環して
冷凍サイクルを繰り返す冷媒と、前記第１空気を室内の複数の部屋に供給する第１ダクト
と、前記第１ダクトに接続され且つ前記利用側熱交換器を収納している利用側空間を有し
、前記利用側熱交換器で前記冷媒と熱交換された後の前記第１空気を前記第１ダクトに送
出するように構成されているケーシングと、を備える。
【０２８２】
　この空気調和装置では、複数の室内機を複数の部屋に配置する空気調和装置に比べて室
内側熱交換器が少なくなるので、空気調和装置に充填される冷媒量を削減することができ
る。
【０２８３】
　第１７グループの第２観点に係る空気調和装置は、第１７グループの第１観点の空気調
和装置であって、前記第１空気を前記室内から取り入れる第２ダクトと、前記ケーシング
を有し、前記ケーシングを前記第２ダクトに接続し、前記室内から取り入れた前記第１空
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気を前記利用側熱交換器に導くように構成されている利用側ユニットと、前記熱源側熱交
換器を収納し、前記利用側ユニットとは別体の熱源側ユニットとを備える、ものである。
【０２８４】
　この空気調和装置では、利用側ユニットと熱源側ユニットが別体であることから、空気
調和装置の設置が容易になる。
【０２８５】
　第１７グループの第３観点に係る空気調和装置は、第１７グループの第１観点の空気調
和装置であって、前記第１空気を室外から取り入れる第３ダクトと、前記ケーシングを有
し、前記ケーシングを前記第３ダクトに接続し、前記室外から取り入れた前記第１空気を
前記利用側熱交換器に導くように構成されている利用側ユニットと、前記熱源側熱交換器
を収納し、前記利用側ユニットとは別体の熱源側ユニットとを備える、ものである。
【０２８６】
　この空気調和装置では、利用側ユニットと熱源側ユニットが別体であることから、空気
調和装置の設置が容易になる。
【０２８７】
　第１７グループの第４観点に係る空気調和装置は、第１７グループの第１観点の空気調
和装置であって、ケーシングに接続され、前記室内から取り入れた前記第１空気を前記利
用側空間に供給する第２ダクトを備え、前記ケーシングが、室外から取り入れた前記第２
空気が通過する熱源側空間と前記利用側空間と仕切って前記熱源側空間と前記利用側空間
の空気の流通を遮断する仕切板を有し、前記熱源側熱交換器が、前記熱源側空間に配置さ
れている、ものである。
【０２８８】
　この空気調和装置では、１つのケーシングの中に利用側熱交換器と熱源側熱交換器が同
じケーシングの中に仕切板で仕切られた利用側空間と熱源側空間に収納されていることか
ら、限られたスペースを使って空気調和装置を設置し易くなる。
【０２８９】
　（１８）第１８グループ
　非共沸混合冷媒を用いた冷凍サイクルにおいて、熱源側熱交換器において一定の圧力で
冷媒を蒸発させると、熱交換の能力が十分に発揮されない。
【０２９０】
　第１８グループの第１観点に係る冷凍サイクルは、可燃性冷媒であって少なくとも１，
２－ジフルオロエチレン（HFO-1132(E)）を含む混合冷媒を用いた冷凍サイクルであって
、圧縮機と、熱源側熱交換器と、膨張機構と、利用側熱交換器と、減圧機構とを備えてい
る。減圧機構は、蒸発器として機能している熱源側熱交換器を流れる混合冷媒を、熱源側
熱交換器の入口と出口との間において減圧する。
【０２９１】
　ここでは、熱源側熱交換器において冷媒が蒸発するときに、減圧機構が途中で冷媒の圧
力を低下させる。これにより、一定の圧力で冷媒を蒸発させる場合に生じる熱源側熱交換
器の入口、出口での蒸発温度の差を、小さくすることができる。その結果、熱交換の能力
を確保することができ、冷凍サイクルの性能が向上する。
【０２９２】
　第１８グループの第２観点に係る冷凍サイクルは、第１８グループの第１観点に係る冷
凍サイクルであって、減圧機構は、熱源側熱交換器を流れる混合冷媒を、混合冷媒の温度
勾配に応じて減圧する。
【０２９３】
　第１８グループの第３観点に係る冷凍サイクルは、第１８グループの第１観点又は第２
観点に係る冷凍サイクルであって、熱源側熱交換器は、第１熱交換部と、第２熱交換部と
、を有している。減圧機構は、第１熱交換部と第２熱交換部との間に配置されている。
【０２９４】
　第１８グループの第４観点に係る冷凍サイクルは、第１８グループの第１観点から第４
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観点のいずれかの冷凍サイクルであって、利用側熱交換器は、利用ユニットの中に配置さ
れている。利用側熱交換器は、利用ユニットの前面側に位置する第３熱交換部と、利用ユ
ニットの後面側に位置する第４熱交換部と、を有している。第３熱交換部の上部の近傍に
は、第４熱交換部の上部が位置している。第３熱交換部は、その上部から、利用ユニット
の前面側に向かって斜め下方に延びている。第４熱交換部は、その上部から、利用ユニッ
トの後面側に向かって斜め下方に延びている。第３熱交換部の冷媒流路の容積は、第４熱
交換部の冷媒流路の容積よりも大きい。
【０２９５】
　ここでは、利用ユニットの前面側に位置する第３熱交換部のほうが、第４熱交換部より
も、冷媒流路の容積が大きい。これにより、熱交換部を通過する空気の速度が速い傾向に
ある利用ユニットの前面側において、冷媒流路の容積が大きい第３熱交換部が、混合冷媒
と空気との間で多くの熱交換を行うようになる。
【０２９６】
　（１９）第１９グループ
　空気調和機の制御回路は、発熱するインバータ回路などを有する。このため、特開昭６
２－６９０６６号公報に示すように、制御回路を冷却することが行われている。
【０２９７】
　空気調和機の冷媒として、１，２－ジフルオロエチレンを含む混合冷媒が用いられるこ
とがある。１，２－ジフルオロエチレンを含む混合冷媒は、Ｒ３２冷媒よりも効率が悪い
。このため、１，２－ジフルオロエチレンを含む混合冷媒を用いた空気調和機においては
、圧縮機の消費電力が増加し、インバータ回路などの制御回路の発熱量が増える。したが
って、制御回路を冷却する必要がある。
【０２９８】
　第１９グループの第１観点に係る空気調和機は、プリント基板と、冷媒ジャケットを備
える。プリント基板には、パワー素子が取り付けられる。冷媒ジャケットには、パワー素
子が熱的に接続される。冷媒ジャケットには、冷媒が流通する。冷媒ジャケットを流通す
る冷媒によってパワー素子が冷却される。冷媒は、少なくとも１，２－ジフルオロエチレ
ンを含む混合冷媒である。
【０２９９】
　第１９グループの第２観点に係る空気調和機は、第１９グループの第１観点の空気調和
機であって、冷凍サイクルを行う冷媒回路、をさらに備える。冷媒ジャケットを流通する
冷媒は、冷媒回路を循環する。
【０３００】
　第１９グループの第３観点に係る空気調和機は、第１９グループの第１観点の空気調和
機であって、冷凍サイクルを行う冷媒回路、をさらに備える。冷媒ジャケットは、冷媒を
封入するパイプを有する。パイプは、冷媒回路と冷媒を授受しない。
【０３０１】
　（２０）第２０グループ
　近年の環境保護への意識の高まりを受け、低い地球温暖化係数（ＧＷＰ）を有する冷媒
を使用した空気調和機が必要となる。その際に、空気調和機が、快適性を維持したまま除
湿運転を実行可能であることが望ましい。
【０３０２】
　第２０グループの第１観点に係る空気調和機は、圧縮機、室外熱交換器、減圧器、第１
室内熱交換器、除湿用減圧装置、および第２室内熱交換器が環状に接続された冷媒回路、
を備える。空気調和機は、減圧器を開状態にして除湿用減圧装置により除湿運転を行う。
空気調和機では、冷媒として少なくとも１，２－ジフルオロエチレンを含む混合冷媒が使
用される。
【０３０３】
　第２０グループの第２観点に係る空気調和機は、第２０グループの第１観点の空気調和
機であって、除湿用減圧装置が、第１室内熱交換器と第２室内熱交換器との間に配置され
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る。
【０３０４】
　第２０グループの第３観点に係る空気調和機は、第２０グループの第１観点又は第２観
点の空気調和機であって、除湿用減圧装置が、電磁弁である。
【０３０５】
　第２０グループの第４観点に係る空気調和機は、第２０グループの第１観点又は第２観
点の空気調和機であって、除湿用減圧装置が、膨張弁である。
【０３０６】
　（２１）第２１グループ
　従来から除湿機能を備える空気調和機は、種々開発されている。例えば、室内側熱交換
器を２つの熱交換器に分割し、これら２つの熱交換器を直列に接続している空気調和機が
存在する。室内側熱交換器である２つの熱交換器は、除湿時に、一方で冷媒が凝縮され、
他方で冷媒が蒸発される。
【０３０７】
　しかしながら、このような空気調和機では、室内側熱交換器と室内側熱交換器の冷媒の
流れを制御する機構が複雑になる。
【０３０８】
　このような除湿機能を有する空気調和機には、冷媒回路の構成を簡略化するという課題
がある。
【０３０９】
　第２１グループの第１観点に係る空気調和機は、少なくとも１，２－ジフルオロエチレ
ンを含む冷媒と、冷媒を圧縮する圧縮機と、冷媒を蒸発域で蒸発させる第１熱交換器と、
冷媒を減圧する減圧部と、冷媒を凝縮させる第２熱交換器とを有する冷媒回路と、を備え
、第１熱交換器の全体を蒸発域とする第１熱交換器で熱交換された空気を室内に吹き出す
第１運転と、第１熱交換器の一部分のみを蒸発域とする第１熱交換器で熱交換された空気
を室内に吹き出す第２運転とを切り換えられるように構成されている。
【０３１０】
　この空気調和機は、冷媒を蒸発域で蒸発させて除湿することができ且つ簡略化された冷
媒回路を有する。
【０３１１】
　第２１グループの第２観点に係る空気調和機は、第２１グループの第１観点の空気調和
機であって、第１熱交換器が、補助熱交換器であり、補助熱交換器の風下に主熱交換器を
備え、補助熱交換器の全体を蒸発域として補助熱交換器と主熱交換器で熱交換された空気
を室内に吹き出す第１運転と、第１熱交換器の一部分のみを蒸発域として補助熱交換器と
主熱交換器で熱交換された空気を室内に吹き出す第２運転とを切り換えられるように構成
されている、ものである。
【０３１２】
　この空気調和機は、冷房運転において、除湿運転のためのＣＯＰの悪化を抑制すること
ができる。
【０３１３】
　第２１グループの第３観点に係る空気調和機は、第２１グループの第１観点または第２
観点の空気調和機であって、室内を除湿するための除湿運転モードにおいて、負荷に応じ
、第１運転から第２運転に切り替わるように構成されている、ものである。
【０３１４】
　この空気調和機は、除湿運転モードを選択して運転が開始されるときに負荷が大きい場
合、第１運転でも第１熱交換器の温度が低いため、十分な除湿が可能であるので、第１運
転を開始することで、効率良く、除湿と冷房を同時に行うことが可能である。そして、室
内の温度が低下して、負荷が小さくなってくると、第１運転では、蒸発温度が高くなって
除湿できなくなるため、その時点で第２運転に切り換える。これにより、除湿運転のため
のＣＯＰ悪化の影響を抑えることができる。
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【０３１５】
　第２１グループの第４観点に係る空気調和機は、第２１グループの第３観点の空気調和
機であって、負荷を、設定温度と、第１熱交換器が熱交換する室内の空気の温度との差に
基づいて検知する、ものである。
【０３１６】
　第２１グループの第５観点に係る空気調和機は、第２１グループの第３観点または第４
観点の空気調和機であって、負荷を、圧縮機の周波数に基づいて検知する、ものである。
【０３１７】
　第２１グループの第６観点に係る空気調和機は、第２１グループの第１観点から第５観
点のいずれかの空気調和機であって、室内を除湿するための除湿運転モードにおいて、第
１熱交換器における冷媒の蒸発温度が所定温度よりも低い場合には、第１運転から第２運
転には切り替えずに第１運転を行うように構成されている、ものである。
【０３１８】
　この空気調和機は、負荷が所定値以下まで小さくなったときに、蒸発温度が所定値より
低いので、第１運転から第２運転に切り換えなくても除湿できる。
【０３１９】
　第２１グループの第７観点に係る空気調和機は、第２１グループの第１観点から第６観
点のいずれかの空気調和機であって、第２運転では、第１熱交換器の一部分以外の部分が
、冷媒が蒸発温度以上になっている過熱域である、ものである。
【０３２０】
　（２２）第２２グループ
　低地球温暖化係数の冷媒を用いて高効率な運転を実現する冷媒回路の構成については、
これまで十分に提案されていない。
【０３２１】
　第２２グループの第１観点に係る冷凍サイクル装置は、圧縮機と、熱源側熱交換器と、
膨張機構と、利用側熱交換器と、を含む冷媒回路を備える。冷媒回路には、少なくとも１
，２－ジフルオロエチレン（HFO-1132(E)）を含む冷媒が封入される。少なくとも所定の
運転時に、熱源側熱交換器及び利用側熱交換器の少なくとも一方における、冷媒の流れと
冷媒と熱交換する熱媒体の流れとが対向流である。
【０３２２】
　第２２グループの第１観点の冷凍サイクル装置では、１，２－ジフルオロエチレン（HF
O-1132(E)）を含む低地球温暖化係数の冷媒を用いて、熱交換器を有効に利用した高効率
な運転が実現される。
【０３２３】
　第２２グループの第２観点に係る冷凍サイクル装置は、第２２グループの第１観点の冷
凍サイクル装置であって、熱源側熱交換器を蒸発器として用いる冷凍サイクル装置の運転
時に、熱源側熱交換器における、冷媒の流れと、冷媒と熱交換する熱媒体の流れとが対向
流である。
【０３２４】
　第２２グループの第３観点に係る冷凍サイクル装置は、第２２グループの第１観点又は
第２観点の冷凍サイクル装置であって、熱源側熱交換器を凝縮器として用いる冷凍サイク
ル装置の運転時に、熱源側熱交換器における、冷媒の流れと、冷媒と熱交換する熱媒体の
流れとが対向流である。
【０３２５】
　ここでは、温度グライドの影響で凝縮器の出口側で冷媒と熱媒体との温度差が取りにく
くなる冷媒が用いられる場合であっても、凝縮器の入口から出口まで温度差が比較的確保
されやすく、高効率な冷凍サイクル装置の運転を実現できる。
【０３２６】
　第２２グループの第４観点に係る冷凍サイクル装置は、第２２グループの第１観点から
第３観点のいずれかの冷凍サイクル装置であって、利用側熱交換器を蒸発器として用いる
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冷凍サイクル装置の運転時に、利用側熱交換器における、冷媒の流れと、冷媒と熱交換す
る熱媒体の流れとが対向流である。
【０３２７】
　第２２グループの第５観点に係る冷凍サイクル装置は、第２２グループの第１観点から
第４観点のいずれかの冷凍サイクル装置であって、利用側熱交換器を凝縮器として用いる
冷凍サイクル装置の運転時に、利用側熱交換器における、冷媒の流れと、冷媒と熱交換す
る熱媒体の流れとが対向流である。
【０３２８】
　第２２グループの第６観点に係る冷凍サイクル装置は、第２２グループの第１観点から
第５観点のいずれかの冷凍サイクル装置であって、熱媒体は空気である。
【０３２９】
　第２２グループの第７観点に係る冷凍サイクル装置は、第２２グループの第１観点から
第５観点のいずれかの冷凍サイクル装置であって、熱媒体は液体である。
【０３３０】
　（２３）第２３グループ
　GWPが十分に小さい冷媒として少なくとも１，２－ジフルオロエチレンを含む冷媒を用
いた冷凍サイクル装置において、圧力損失を抑制するために液側冷媒連絡配管やガス側冷
媒連絡配管の管外径が大きくなり、それがコスト増大を招来する虞がある。
【０３３１】
　本開示の内容は、上述した点に鑑みたものであり、少なくとも１，２－ジフルオロエチ
レンを含む冷媒を用いる場合において、コストの増大を抑制した冷凍サイクル装置を提供
することを目的とする。
【０３３２】
　第２３グループの第１観点に係る冷凍サイクル装置は、圧縮機、熱源側熱交換器、減圧
部、液側冷媒連絡配管、利用側熱交換器、ガス側冷媒連絡配管が接続された冷媒回路を有
する冷凍サイクル装置であって、少なくとも１，２－ジフルオロエチレンを含む冷媒が使
用されており、液側冷媒連絡配管およびガス側冷媒連絡配管が、アルミニウムまたはアル
ミニウム合金製である。
【０３３３】
　この冷凍サイクル装置では、１，２－ジフルオロエチレンを含む冷媒を使用するに当た
り、圧力損失抑制のために液側冷媒連絡配管およびガス側冷媒連絡配管の径を大きくする
場合でも、アルミニウムまたはアルミニウム合金製の管を使用することによって、コスト
の増大を抑制することできる。
【０３３４】
　第２３グループの第２観点に係る冷凍サイクル装置は、第２３グループの第１観点の冷
凍サイクル装置であって、液側冷媒連絡配管の肉厚が、前記冷凍サイクル装置と同じ定格
冷凍能力の冷凍サイクル装置に使用される銅または銅合金製の液側冷媒連絡配管の肉厚以
上である。また、ガス側冷媒連絡配管の肉厚は、前記冷凍サイクル装置と同じ定格冷凍能
力の冷凍サイクル装置に使用される銅または銅合金製のガス側冷媒連絡配管の肉厚以上で
ある。
【０３３５】
　第２３グループの第３観点に係る冷凍サイクル装置は、第２３グループの第１観点の冷
凍サイクル装置であって、液側冷媒連絡配管の外径は、前記冷凍サイクル装置と同じ定格
冷凍能力の冷凍サイクル装置に使用される銅または銅合金製の液側冷媒連絡配管の外径以
上である。また、ガス側冷媒連絡配管の外径は、前記冷凍サイクル装置と同じ定格冷凍能
力の冷凍サイクル装置に使用される銅または銅合金製のガス側冷媒連絡配管の外径以上で
ある。
【０３３６】
　第２３グループの第４観点に係る冷凍サイクル装置は、第２３グループの第３観点の冷
凍サイクル装置であって、液側冷媒連絡配管の外径は、前記冷凍サイクル装置と同じ定格
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冷凍能力の冷凍サイクル装置に使用される銅または銅合金製の液側冷媒連絡配管の外径と
同じである。
【０３３７】
　第２３グループの第５観点に係る冷凍サイクル装置は、第２３グループの第３観点の冷
凍サイクル装置であって、液側冷媒連絡配管の外径の範囲が６．４ｍｍ～１２．７ｍｍで
ある。また、ガス側冷媒連絡配管の外径の範囲が１２．７ｍｍ～２５．４ｍｍである。
【０３３８】
　第２３グループの第６観点に係る冷凍採掘装置は、第２３グループの第５観点に係る冷
凍サイクル装置であって、冷凍サイクル装置の定格冷凍能力が８．５ｋＷ以上１０．０ｋ
Ｗ以下であり、且つ、前記ガス側冷媒連絡配管の外径が１９．１ｍｍである。
【０３３９】
　第２３グループの第７観点に係る冷凍サイクル装置は、第２３グループの第５観点の冷
凍サイクル装置であって、冷凍サイクル装置の定格冷凍能力が２５．０ｋＷ以上２８ｋＷ
以下であり、且つ、前記ガス側冷媒連絡配管の外径が２５．４ｍｍである。
【０３４０】
　第２３グループの第８観点に係る冷凍サイクル装置は、第２３グループの第１観点の冷
凍サイクル装置であって、
冷凍サイクル装置の定格冷凍能力が２５．０ｋＷ以上であり、且つ、前記ガス側冷媒連絡
配管の外径が２５．４ｍｍ、或いは、
冷凍サイクル装置の定格冷凍能力が１９．０ｋＷ以上２５．０ｋＷ未満であり、且つ、前
記ガス側冷媒連絡配管の外径が２２．２ｍｍ、或いは、
冷凍サイクル装置の定格冷凍能力が８．５ｋＷ以上１９．０ｋＷ以下であり、且つ、ガス
側冷媒連絡配管の外径が１９．１ｍｍであり、或いは、
冷凍サイクル装置の定格冷凍能力が５．０ｋＷ以上８．５ｋＷ未満であり、且つ、前記ガ
ス側冷媒連絡配管の外径が１５．９ｍｍ、或いは、
冷凍サイクル装置の定格冷凍能力が５．０ｋＷ未満であり、且つ、ガス側冷媒連絡配管の
外径が１２．７ｍｍ、
のいずれかである。
【０３４１】
　第２３グループの第９観点に係る冷凍サイクル装置は、第２３グループの第１観点の冷
凍サイクル装置であって、
冷凍サイクル装置の定格冷凍能力が１９．０ｋＷ以上であり、且つ、前記液側冷媒連絡配
管の外径が１２．７ｍｍ、或いは、
冷凍サイクル装置の定格冷凍能力が５．０ｋＷ以上１９．０ｋＷ未満であり、且つ、液側
冷媒連絡配管の外径が９．５ｍｍ、或いは、
冷凍サイクル装置の定格冷凍能力が５．０ｋＷ未満であり、且つ、液側冷媒連絡配管の外
径が６．４ｍｍ、
のいずれかである。
【０３４２】
　第２３グループの第１０観点に係る冷凍サイクル装置は、第２３グループの第１観点か
ら第９観点のいずれか１つの冷凍サイクル装置であって、液側冷媒連絡配管およびガス側
冷媒連絡配管に使用される材料が、日本工業規格「ＪＩＳ　Ｈ　４０８０」で定められる
Ａ３００３ＴＤ、Ａ３００３ＴＤＳ－Ｏ、Ａ３００５ＴＤＳ－Ｏ及びＡ６０６３ＴＤＳ－
Ｔ８４のいずれかである。
【０３４３】
　（２４）第２４グループ
　低地球温暖化係数の冷媒を用いた冷凍サイクルにおいて、電力負荷の平準化をいかに実
現するかについてはこれまで十分に提案されていない。
【０３４４】
　第２４グループの第１観点にかかる蓄熱装置は、蓄熱槽と、蓄熱用熱交換器と、を備え
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る。蓄熱槽には、蓄熱媒体が貯留されている。蓄熱用熱交換器は、蓄熱槽の蓄熱媒体に浸
漬される。蓄熱用熱交換器は、冷媒供給装置に接続される。蓄熱用熱交換器は、冷媒供給
装置から供給される少なくとも１，２－ジフルオロエチレン（HFO-1132(E)）を含む冷媒
により蓄熱媒体を冷却する。
【０３４５】
　第２４グループの第１観点の蓄熱装置では、冷媒供給装置から供給される１，２－ジフ
ルオロエチレン（HFO-1132(E)）を含む低地球温暖化係数の冷媒を用いて蓄熱媒体を冷却
して蓄熱槽に冷熱を貯留し、もって電力負荷の平準化に寄与することができる。
【０３４６】
　（２５）第２５グループ
　従来の冷凍装置として、例えば、高温側（一次側）の冷凍サイクルと低温側（二次側）
の冷凍サイクルとを備えた装置が存在する。例えば、高温側の冷凍サイクルの冷媒として
ＨＦＣ冷媒（Ｒ４１０Ａ、Ｒ３２など）、ＨＦＯ冷媒などを使用し、低温側の冷凍サイク
ルの冷媒として二酸化炭素冷媒を使用する二元冷凍装置が存在する。
【０３４７】
　二元冷凍装置などの２つのサイクルを組み合わせた冷凍装置において、さらなる効率の
よい運転が求められている。
【０３４８】
　第２５グループの第１観点に係る冷凍装置は、第１サイクルと、第２サイクルとを備え
る。第１サイクルは、第１圧縮機、第１放熱器、第１膨張機構および第１吸熱器が接続さ
れている。第1サイクルでは、第１冷媒が循環する。第２サイクルは、第２放熱器および
第２吸熱器が接続されている。第２サイクルでは、第２冷媒が循環する。第１吸熱器と第
２放熱器とは、熱交換器である。この熱交換器は、第１吸熱器を流れる第１冷媒と、第２
放熱器を流れる第２冷媒との間で、熱交換をさせる。第１冷媒および第２冷媒の少なくと
も一方は、少なくとも１，２－ジフルオロエチレン（HFO-1132(E)）を含む混合冷媒であ
る。
【０３４９】
　ここでは、上記の混合冷媒を採用することによって、熱交換器における熱交換の効率を
向上させることが可能になる。
【０３５０】
　第２５グループの第２観点に係る冷凍装置は、第１サイクルと、第２サイクルとを備え
る。第１サイクルは、第１圧縮機、第１放熱器、第１膨張機構および第１吸熱器が接続さ
れている。第１サイクルでは、第１冷媒が循環する。第２サイクルは、第２放熱器および
第２吸熱器が接続されている。第２サイクルでは、第２冷媒が循環する。第１放熱器と第
２吸熱器とは、熱交換器である。この熱交換器は、第１放熱器を流れる第１冷媒と、第２
吸熱器を流れる第２冷媒との間で、熱交換をさせる。第１冷媒および第２冷媒の少なくと
も一方は、少なくとも１，２－ジフルオロエチレン（HFO-1132(E)）を含む混合冷媒であ
る。
【０３５１】
　ここでは、上記の混合冷媒を採用することによって、熱交換器における熱交換の効率を
向上させることが可能になる。
【０３５２】
　第２５グループの第３観点に係る冷凍装置は、第２５グループの第１観点に係る冷凍装
置であって、第２サイクルは、さらに第２圧縮機および第２膨張機構が接続されたサイク
ルである。第１サイクルの第１放熱器を流れる第１冷媒は、外気に対して熱を放出する。
第１冷媒は、上記の混合冷媒である。第２冷媒は、二酸化炭素である。
【０３５３】
　第２５グループの第４観点に係る冷凍装置は、第２５グループの第１観点に係る冷凍装
置であって、第２サイクルは、さらに第２圧縮機および第２膨張機構が接続されたサイク
ルである。第１サイクルの第１放熱器を流れる第１冷媒は、外気に対して熱を放出する。
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第１冷媒は、上記の混合冷媒である。第２冷媒は、上記の混合冷媒である。
【０３５４】
　第２５グループの第５観点に係る冷凍装置は、第２５グループの第１観点に係る冷凍装
置であって、第２サイクルは、さらに第２圧縮機および第２膨張機構が接続されたサイク
ルである。第１サイクルの第１放熱器を流れる第１冷媒は、外気に対して熱を放出する。
第１冷媒は、Ｒ３２である。第２冷媒は、上記の混合冷媒である。
【０３５５】
　第２５グループの第６観点に係る冷凍装置は、第２５グループの第１観点に係る冷凍装
置であって、第１サイクルの第１放熱器を流れる第１冷媒は、外気に対して熱を放出する
。第１冷媒は、上記の混合冷媒である。第２冷媒は、液媒体である。
【０３５６】
　第２５グループの第７観点に係る冷凍装置は、第２５グループの第２観点に係る冷凍装
置であって、第２サイクルは、さらに第２圧縮機および第２膨張機構が接続されたサイク
ルである。第１サイクルの第１吸熱器を流れる第１冷媒は、外気から熱を奪う。第１冷媒
は、上記の混合冷媒である。第２冷媒は、混合冷媒よりも所定温度における飽和圧力が低
い冷媒である。
【０３５７】
　（２６）上記の各グループにおける冷媒の詳細
　上記の第１～第２５グループそれぞれで、冷媒として、少なくとも１，２－ジフルオロ
エチレンを含む、第１観点に係る冷媒を採用する。
【０３５８】
　好ましくは、上記の第１～第２５グループの各観点に係る技術それぞれで、冷媒として
、以下の冷媒Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄのいずれかを採用する。
【０３５９】
　（２６－１）冷媒Ａ
　第２観点に係る冷媒Ａは、トランス－１，２－ジフルオロエチレン（HFO-1132(E)）、
トリフルオロエチレン（HFO-1123）及び２，３，３，３－テトラフルオロ－１－プロペン
（R1234yf）を含む。
【０３６０】
　第３観点に係る冷媒Ａは、第２観点に係る冷媒Ａであって、HFO-1132(E)、HFO-1123及
びR1234yfの、これらの総和を基準とする質量%をそれぞれx、y及びzとするとき、HFO-113
2(E)、HFO-1123及びR1234yfの総和が100質量%となる3成分組成図において、座標（x,y,z
）が、
　　点D(87.6, 0.0, 12.4)、
　　点G(18.2, 55.1, 26.7)、
　　点H(56.7, 43.3, 0.0)及び
　　点O(100.0, 0.0, 0.0)
の４点をそれぞれ結ぶ線分OD、DG、GH及びHOで囲まれる図形の範囲内又は前記線分OD、DG
及びGH上にあり（ただし、点O及び点Hは除く）、
前記線分DGは、
　　座標（0.0047y2-1.5177y+87.598, y, -0.0047y2+0.5177y+12.402）
で表わされ、
前記線分GHは、
　　座標（-0.0134z2-1.0825z+56.692, 0.0134z2+0.0825z+43.308, z）
で表わされ、かつ
前記線分HO及びODが直線である。
【０３６１】
　第４観点に係る冷媒Ａは、第２観点に係る冷媒Ａであって、HFO-1132(E)、HFO-1123及
びR1234yfの、これらの総和を基準とする質量%をそれぞれx、y及びzとするとき、HFO-113
2(E)、HFO-1123及びR1234yfの総和が100質量%となる3成分組成図において、座標（x,y,z
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）が、
　　点L(72.5, 10.2, 17.3)、
　　点G(18.2, 55.1, 26.7)、
　　点H(56.7, 43.3, 0.0)及び
　　点I(72.5, 27.5, 0.0)
の４点をそれぞれ結ぶ線分LG、GH、HI及びILで囲まれる図形の範囲内又は前記線分LG、GH
及びIL上にあり（ただし、点H及び点Iは除く）、
前記線分LGは、
　　座標（0.0047y2-1.5177y+87.598, y, -0.0047y2+0.5177y+12.402）
で表わされ、
前記線分GHは、
　　座標（-0.0134z2-1.0825z+56.692, 0.0134z2+0.0825z+43.308, z）
で表わされ、かつ
前記線分HI及びILが直線である。
【０３６２】
　第５観点に係る冷媒Ａは、第２観点から第４観点のいずれかに係る冷媒Ａであって、さ
らに、ジフルオロメタン（R32）を含有する。
【０３６３】
　第６観点に係る冷媒Ａは、第５観点に係る冷媒Ａであって、HFO-1132(E)、HFO-1123及
びR1234yf並びにR32の、これらの総和を基準とする質量%をそれぞれx、y及びz並びにaと
するとき、HFO-1132(E)、HFO-1123及びR1234yfの総和が100質量%となる3成分組成図にお
いて、座標（x,y,z）が、
　0＜a≦10.0のとき、
　　点A(0.02a2-2.46a+93.4, 0, -0.02a2+2.46a+6.6)、
　　点B’(-0.008a2-1.38a+56, 0.018a2-0.53a+26.3, -0.01a2+1.91a+17.7)、
　　点C(-0.016a2+1.02a+77.6, 0.016a2-1.02a+22.4, 0)及び
　　点O(100.0, 0.0, 0.0)
の４点をそれぞれ結ぶ直線で囲まれる図形の範囲内又は前記直線OA、AB’及びB’C上にあ
り（ただし、点O及び点Cは除く）、
　10.0＜a≦16.5のとき、
　　点A(0.0244a2-2.5695a+94.056, 0, -0.0244a2+2.5695a+5.944)、
　　点B’(0.1161a2-1.9959a+59.749, 0.014a2-0.3399a+24.8, -0.1301a2+2.3358a+15.45
1)、
　　点C(-0.0161a2+1.02a+77.6, 0.0161a2-1.02a+22.4, 0)及び
　　点O(100.0, 0.0, 0.0)
の４点をそれぞれ結ぶ直線で囲まれる図形の範囲内又は前記直線OA、AB’及びB’C上にあ
り（ただし、点O及び点Cは除く）、又は
　16.5＜a≦21.8のとき、
　　点A(0.0161a2-2.3535a+92.742, 0, -0.0161a2+2.3535a+7.258)、
　　点B’(-0.0435a2-0.0435a+50.406, -0.0304a2+1.8991a-0.0661, 0.0739a2-1.8556a+4
9.6601)、
　　点C(-0.0161a2+0.9959a+77.851, 0.0161a2-0.9959a+22.149, 0)及び
　　点O(100.0, 0.0, 0.0)
の４点をそれぞれ結ぶ直線で囲まれる図形の範囲内、又は、前記直線OA、AB’及びB’C上
にある（ただし、点O及び点Cは除く）。
【０３６４】
　（２６－２）冷媒Ｂ
　第７観点に係る冷媒Ｂは、HFO-1132(E)及びHFO-1123の合計を、第７観点に係る冷媒Ｂ
の全体に対して99.5質量％以上含み、かつ、HFO-1132(E)を、第７観点に係る冷媒Ｂの全
体に対して62.5質量％～72.5質量％含む。
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【０３６５】
　（２６－３）冷媒Ｃ
　第８観点に係る冷媒Ｃは、HFO-1132(E)、R32及びR1234yfを含む。第８観点に係る冷媒
Ｃにおいて、HFO-1132(E)、R32及びR1234yfの、これらの総和を基準とする質量%をそれぞ
れx、y及びzとするとき、HFO-1132(E)、R32及びR1234yfの総和が100質量%となる3成分組
成図において、座標（x,y,z）が、
　　点A(71.1, 0.0, 28.9)、
　　点C(36.5, 18.2, 45.3)、
　　点F(47.6, 18.3, 34.1)及び
　　点D(72.0, 0.0, 28.0)
の４点をそれぞれ結ぶ線分AC、CF、FD、及びDAで囲まれる図形の範囲内又は前記線分上に
あり、
前記線分ACは、
　　座標（0.0181y2-2.2288y+71.096, y, -0.0181y2+1.2288y+28.904）
で表わされ、
前記線分FDは、
　　座標（0.02y2-1.7y+72, y, -0.02y2+0.7y+28）
で表わされ、かつ、
前記線分CF及びDAが直線である。
【０３６６】
　第９観点に係る冷媒Ｃは、HFO-1132(E)、R32及びR1234yfを含む。第９観点に係る冷媒
Ｃにおいて、HFO-1132(E)、R32及びR1234yfの、これらの総和を基準とする質量%をそれぞ
れx、y及びzとするとき、HFO-1132(E)、R32及びR1234yfの総和が100質量%となる3成分組
成図において、座標（x,y,z）が、
　　点A(71.1, 0.0, 28.9)、
　　点B(42.6, 14.5, 42.9)、
　　点E(51.4, 14.6, 34.0)及び
　　点D(72.0, 0.0, 28.0)
の４点をそれぞれ結ぶ線分AB、BE、ED、及びDAで囲まれる図形の範囲内又は前記線分上に
あり、
前記線分ABは、
　　座標（0.0181y2-2.2288y+71.096, y, -0.0181y2+1.2288y+28.904）
で表わされ、
前記線分EDは、
　　座標（0.02y2-1.7y+72, y, -0.02y2+0.7y+28）
で表わされ、かつ、
前記線分BE及びDAが直線である。
【０３６７】
　第１０観点に係る冷媒Ｃは、HFO-1132(E)、R32及びR1234yfを含む。第１０観点に係る
冷媒Ｃにおいて、HFO-1132(E)、R32及びR1234yfの、これらの総和を基準とする質量%をそ
れぞれx、y及びzとするとき、HFO-1132(E)、R32及びR1234yfの総和が100質量%となる3成
分組成図において、座標（x,y,z）が、
　　点G(77.5, 6.9, 15.6)、
　　点I(55.1, 18.3, 26.6)及び
　　点J(77.5. 18.4, 4.1)
の３点をそれぞれ結ぶ線分GI、IJ及びJKで囲まれる図形の範囲内又は前記線分上にあり、
前記線分GIは、
　　座標（0.02y2-2.4583y+93.396, y, -0.02y2+1.4583y+6.604）
で表わされ、かつ、
前記線分IJ及びJKが直線である。



(43) JP WO2019/124409 A1 2019.6.27

10

20

30

40

50

【０３６８】
　第１１観点に係る冷媒Ｃは、HFO-1132(E)、R32及びR1234yfを含む。第１１観点に係る
冷媒Ｃにおいて、HFO-1132(E)、R32及びR1234yfの、これらの総和を基準とする質量%をそ
れぞれx、y及びzとするとき、HFO-1132(E)、R32及びR1234yfの総和が100質量%となる3成
分組成図において、座標（x,y,z）が、
　　点G(77.5, 6.9, 15.6)、
　　点H(61.8, 14.6, 23.6)及び
　　点K(77.5, 14.6, 7.9)
の３点をそれぞれ結ぶ線分GH、HK及びKGで囲まれる図形の範囲内又は前記線分上にあり、
前記線分GHは、
　　座標（0.02y2-2.4583y+93.396, y, -0.02y2+1.4583y+6.604）
で表わされ、かつ、
前記線分HK及びKGが直線である。
【０３６９】
　（２６－４）冷媒Ｄ
　第１２観点に係る冷媒Ｄは、HFO-1132(E)、HFO-1123及びR32を含む。第１２観点に係る
冷媒Ｄにおいて、HFO-1132(E)、HFO-1123及びR32の、これらの総和を基準とする質量%を
それぞれx、y及びzとするとき、HFO-1132(E)、HFO-1123及びR32の総和が100質量%となる3
成分組成図において、座標（x,y,z）が、
　　点O(100.0, 0.0, 0.0)、
　　点C’(56.7, 43.3, 0.0)、
　　点D’(52.2, 38.3, 9.5)、
　　点E’(41.8, 39.8, 18.4)及び
　　点A’(81.6, 0.0, 18.4)
の５点をそれぞれ結ぶ線分OC’、C’D’、D’E’、E’A’及びA’Oで囲まれる図形の範囲
内又は前記線分C’D’、D’E’及びE’A’上にあり（ただし、点C’及びA’を除く）、
前記線分C’D’は、
　　座標（-0.0297z2-0.1915z+56.7, 0.0297z2+1.1915z+43.3, z）
で表わされ、
前記線分D’E’は、
　　座標（-0.0535z2+0.3229z+53.957, 0.0535z2+0.6771z+46.043, z）
で表わされ、かつ、
前記線分OC’、E’A’及びA’Oが直線である。
【０３７０】
　第１３観点に係る冷媒Ｄは、HFO-1132(E)、HFO-1123及びR32を含む。第１３観点に係る
冷媒Ｄにおいて、HFO-1132(E)、HFO-1123及びR32の、これらの総和を基準とする質量%を
それぞれx、y及びzとするとき、HFO-1132(E)、HFO-1123及びR32の総和が100質量%となる3
成分組成図において、座標（x,y,z）が、
　　点O(100.0, 0.0, 0.0)、
　　点C(77.7, 22.3, 0.0)、
　　点D(76.3, 14.2, 9.5)、
　　点E(72.2, 9.4, 18.4)及び
　　点A’(81.6, 0.0, 18.4)
の５点をそれぞれ結ぶ線分OC、CD、DE、EA’及びA’Oで囲まれる図形の範囲内又は前記線
分CD、DE及びEA’上にあり（ただし、点C及びA’を除く）、
前記線分CDEは、
　　座標（-0.017z2+0.0148z+77.684, 0.017z2+0.9852z+22.316, z）
で表わされ、かつ、
前記線分OC、EA’及びA’Oが直線である。
【０３７１】



(44) JP WO2019/124409 A1 2019.6.27

10

20

30

40

50

　第１４観点に係る冷媒Ｄは、HFO-1132(E)、HFO-1123及びR32を含む。第１４観点に係る
冷媒Ｄにおいて、HFO-1132(E)、HFO-1123及びR32の、これらの総和を基準とする質量%を
それぞれx、y及びzとするとき、HFO-1132(E)、HFO-1123及びR32の総和が100質量%となる3
成分組成図において、座標（x,y,z）が、
　　点O(100.0, 0.0, 0.0)、
　　点C’(56.7, 43.3, 0.0)、
　　点D’(52.2, 38.3, 9.5)及び
　　点A(90.5, 0.0, 9.5)
の５点をそれぞれ結ぶ線分OC’、C’D’、D’A及びAOで囲まれる図形の範囲内又は前記線
分C’D’及びD’A上にあり（ただし、点C’及びAを除く）、
前記線分C’D’は、
　　座標（-0.0297z2-0.1915z+56.7, 0.0297z2+1.1915z+43.3, z）
で表わされ、かつ、
前記線分OC’、D’A及びAOが直線である。
【０３７２】
　第１５観点に係る冷媒Ｄは、HFO-1132(E)、HFO-1123及びR32を含む。第１５観点に係る
冷媒Ｄにおいて、HFO-1132(E)、HFO-1123及びR32の、これらの総和を基準とする質量%を
それぞれx、y及びzとするとき、HFO-1132(E)、HFO-1123及びR32の総和が100質量%となる3
成分組成図において、座標（x,y,z）が、
　　点O(100.0, 0.0, 0.0)、
　　点C(77.7, 22.3, 0.0)、
　　点D(76.3, 14.2, 9.5)、
　　点A(90.5, 0.0, 9.5)
の５点をそれぞれ結ぶ線分OC、CD、DA及びAOで囲まれる図形の範囲内又は前記線分CD及び
DA上にあり（ただし、点C及びAを除く）、
前記線分CDは、
　　座標（-0.017z2+0.0148z+77.684, 0.017z2+0.9852z+22.316, z）
で表わされ、かつ、
前記線分OC、DA及びAOが直線である。
【０３７３】
　（２７）上記の冷媒を用いる各グループの技術の特徴
　GWPが十分に小さい上記のいずれかの冷媒を用いる第１グループの技術によれば、冷凍
サイクル装置内の潤滑性を良好にすることが可能である。
【０３７４】
　GWPが十分に小さい上記のいずれかの冷媒を用いる第２グループの技術によれば、冷凍
サイクルを行う場合の潤滑性を良好にすることが可能である。
【０３７５】
　GWPが十分に小さい上記のいずれかの冷媒を用いる第３グループの技術によれば、冷凍
サイクルを行うことが可能である。
【０３７６】
　GWPが十分に小さい上記のいずれかの冷媒を用いる第４グループの技術によれば、冷媒
漏洩時においても電装品ユニットに到達させにくくすることが可能である。
【０３７７】
　GWPが十分に小さい上記のいずれかの冷媒を用いる第５グループの技術によれば、冷凍
サイクルの運転効率を向上させることが可能になる。
【０３７８】
　GWPが十分に小さい上記のいずれかの冷媒を用いる第６グループの技術によれば、連絡
配管の損傷を抑制させることが可能である。
【０３７９】
　GWPが十分に小さい上記のいずれかの冷媒を用いる第７グループの技術によれば、仮に
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当該冷媒の漏洩が生じたとしても電熱装置における発火を抑制できる。
【０３８０】
　GWPが十分に小さい上記のいずれかの冷媒を用いる第８グループの技術によれば、冷凍
サイクルを行うことが可能である。
【０３８１】
　GWPが十分に小さい上記のいずれかの冷媒を用いる第９グループの技術によれば、能力
の低下を小さく抑えることが可能である。
【０３８２】
　GWPが十分に小さい上記のいずれかの冷媒を用いる第１０グループの技術によれば、空
調負荷に応じて圧縮機のモータ回転数を変更することができるので、圧縮機の高効率化が
可能である。
【０３８３】
　GWPが十分に小さい上記のいずれかの冷媒を用いる第１１グループの技術によれば、エ
ネルギー効率を良好にすることが可能である。
【０３８４】
　GWPが十分に小さい上記のいずれかの冷媒を用いる第１２グループの技術によれば、圧
縮機のモータとして誘導モータを採用することによって、比較的低コストで高出力化が可
能となる。
【０３８５】
　GWPが十分に小さい上記のいずれかの冷媒を用いる第１３グループの技術によれば、空
調負荷に応じて、当該冷媒を圧縮する圧縮機のモータ回転数を変更することができるので
、高い通年エネルギー消費効率［Annual Performance Factor (APF)］を実現することが
できる。
【０３８６】
　GWPが十分に小さい上記のいずれかの冷媒を用いる第１４グループの技術によれば、環
境保護に配慮した空調機を提供することができる。
【０３８７】
　GWPが十分に小さい上記のいずれかの冷媒を用いる第１５グループの技術によれば、効
率的に温水を製造することが可能である。
【０３８８】
　GWPが十分に小さい上記のいずれかの冷媒を用いる第１６グループの技術によれば、熱
交換器の材料費を削減することが可能である。
【０３８９】
　GWPが十分に小さい上記のいずれかの冷媒を用いる第１７グループの技術によれば、空
気調和装置に充填される冷媒量を削減することが可能になる。
【０３９０】
　GWPが十分に小さい上記のいずれかの冷媒を用いる第１８グループの技術によれば、熱
源側熱交換器の熱交換の能力を向上させることが可能である。
【０３９１】
　GWPが十分に小さい上記のいずれかの冷媒を用いる第１９グループの技術によれば、制
御回路を冷却することが可能である。
【０３９２】
　GWPが十分に小さい上記のいずれかの冷媒を用いる第２０グループの技術によれば、再
熱除湿運転を適正に行うことが可能である。
【０３９３】
　GWPが十分に小さい上記のいずれかの冷媒を用いる第２１グループの技術によれば、冷
媒を蒸発域で蒸発させて除湿することが可能であり、且つ、冷媒回路の構成を簡略化する
ことが可能である。
【０３９４】
　GWPが十分に小さい上記のいずれかの冷媒を用いる第２２グループの技術によれば、高
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効率な運転を実現することが可能である。
【０３９５】
　GWPが十分に小さい上記のいずれかの冷媒を用いる第２３グループの技術によれば、圧
力損失抑制のために液側冷媒連絡配管およびガス側冷媒連絡配管の径を大きくする場合で
も、アルミニウムまたはアルミニウム合金製の管を使用することによって、コストの増大
を抑制することできる。
【０３９６】
　GWPが十分に小さい上記のいずれかの冷媒を用いる第２４グループの技術によれば、蓄
熱槽に冷熱を貯留することが可能である。
【０３９７】
　GWPが十分に小さい上記のいずれかの冷媒を用いる第２５グループの技術によれば、熱
交換の効率を向上させることが可能である。
【図面の簡単な説明】
【０３９８】
【図１】冷媒の燃焼性試験に用いた装置の模式図。
【図２Ａ】HFO-1132(E)、HFO-1123及びR1234yfの総和が100質量%となる3成分組成図に、
点A～M及びO並びにそれらを互いに結ぶ線分を示した図である。
【図２Ｂ】HFO-1132(E)、HFO-1123及びR1234yfの総和が100質量%となる3成分組成図に、
点A～C、B’及びO並びにそれらを互いに結ぶ線分を示した図である。
【図２Ｃ】HFO-1132(E)、HFO-1123及びR1234yfの総和が95質量%（R32含有割合が5質量％
）となる3成分組成図に、点A～C、B’及びO並びにそれらを互いに結ぶ線分を示した図で
ある。
【図２Ｄ】HFO-1132(E)、HFO-1123及びR1234yfの総和が90質量%（R32含有割合が10質量％
）となる3成分組成図に、点A～C、B’及びO並びにそれらを互いに結ぶ線分を示した図で
ある。
【図２Ｅ】HFO-1132(E)、HFO-1123及びR1234yfの総和が85.7質量%（R32含有割合が14.3質
量％）となる3成分組成図に、点A～C、B’及びO並びにそれらを互いに結ぶ線分を示した
図である。
【図２Ｆ】HFO-1132(E)、HFO-1123及びR1234yfの総和が83.5質量%（R32含有割合が16.5質
量％）となる3成分組成図に、点A～C、B’及びO並びにそれらを互いに結ぶ線分を示した
図である。
【図２Ｇ】HFO-1132(E)、HFO-1123及びR1234yfの総和が80.8質量%（R32含有割合が19.2質
量％）となる3成分組成図に、点A～C、B’及びO並びにそれらを互いに結ぶ線分を示した
図である。
【図２Ｈ】HFO-1132(E)、HFO-1123及びR1234yfの総和が78.2質量%（R32含有割合が21.8質
量％）となる3成分組成図に、点A～C、B’及びO並びにそれらを互いに結ぶ線分を示した
図である。
【図２Ｉ】HFO-1132(E)、R32及びR1234yfの総和が100質量%となる3成分組成図に、点A～K
及びO～R並びにそれらを互いに結ぶ線分を示した図である。
【図２Ｊ】HFO-1132(E)、HFO-1123及びR32の総和が100質量%となる3成分組成図に、点A～
D、A’～D’及びO並びにそれらを互いに結ぶ線分を示した図である。
【図３Ａ】第３グループの技術の第１実施形態に係る冷媒回路の概略構成図である。
【図３Ｂ】第３グループの技術の第１実施形態に係る冷凍サイクル装置の概略制御ブロッ
ク構成図である。
【図３Ｃ】第３グループの技術の第２実施形態に係る冷媒回路の概略構成図である。
【図３Ｄ】第３グループの技術の第２実施形態に係る冷凍サイクル装置の概略制御ブロッ
ク構成図である。
【図３Ｅ】第３グループの技術の第３実施形態に係る冷媒回路の概略構成図である。
【図３Ｆ】第３グループの技術の第３実施形態に係る冷凍サイクル装置の概略制御ブロッ
ク構成図である。
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【図３Ｇ】第３グループの技術の第４実施形態に係る冷媒回路の概略構成図である。
【図３Ｈ】第３グループの技術の第４実施形態に係る冷凍サイクル装置の概略制御ブロッ
ク構成図である。
【図３Ｉ】第３グループの技術の第５実施形態に係る冷媒回路の概略構成図である。
【図３Ｊ】第３グループの技術の第５実施形態に係る冷凍サイクル装置の概略制御ブロッ
ク構成図である。
【図３Ｋ】第３グループの技術の第６実施形態に係る冷媒回路の概略構成図である。
【図３Ｌ】第３グループの技術の第６実施形態に係る冷凍サイクル装置の概略制御ブロッ
ク構成図である。
【図３Ｍ】第３グループの技術の第７実施形態に係る冷媒回路の概略構成図である。
【図３Ｎ】第３グループの技術の第７実施形態に係る冷凍サイクル装置の概略制御ブロッ
ク構成図である。
【図３Ｏ】第３グループの技術の第８実施形態に係る冷媒回路の概略構成図である。
【図３Ｐ】第３グループの技術の第８実施形態に係る冷凍サイクル装置の概略制御ブロッ
ク構成図である。
【図３Ｑ】第３グループの技術の第９実施形態に係る冷媒回路の概略構成図である。
【図３Ｒ】第３グループの技術の第９実施形態に係る冷凍サイクル装置の概略制御ブロッ
ク構成図である。
【図３Ｓ】第３グループの技術の第１０実施形態に係る冷媒回路の概略構成図である。
【図３Ｔ】第３グループの技術の第１０実施形態に係る冷凍サイクル装置の概略制御ブロ
ック構成図である。
【図３Ｕ】第３グループの技術の第１１実施形態に係る冷媒回路の概略構成図である。
【図３Ｖ】第３グループの技術の第１１実施形態に係る冷凍サイクル装置の概略制御ブロ
ック構成図である。
【図３Ｗ】第３グループの技術の第１２実施形態に係る冷媒回路の概略構成図である。
【図３Ｘ】第３グループの技術の第１２実施形態に係る冷凍サイクル装置の概略制御ブロ
ック構成図である。
【図４Ａ】第４グループの技術の第１実施形態に係る冷媒回路の概略構成図である。
【図４Ｂ】第４グループの技術の第１実施形態に係る冷凍サイクル装置の概略制御ブロッ
ク構成図である。
【図４Ｃ】第４グループの技術の第１実施形態に係る室外ユニットの概略外観斜視図であ
る。
【図４Ｄ】第４グループの技術の第１実施形態に係る室外ユニットの内部の概略構造を示
す斜視図である。
【図４Ｅ】第４グループの技術の第１実施形態に係る室内ユニットの概略外観正面図であ
る。
【図４Ｆ】第４グループの技術の第１実施形態に係る室内ユニットの概略側面図である。
【図４Ｇ】第４グループの技術の第１実施形態に係る室内ユニットの内部の概略構造を示
す側面視断面図である。
【図４Ｈ】第４グループの技術の第１実施形態の変形例Ｂに係る室内ユニットの概略外観
正面図である。
【図４Ｉ】第４グループの技術の第１実施形態の変形例Ｂに係る室内ユニットの内部構造
を示す概略正面図である。
【図４Ｊ】第４グループの技術の第１実施形態の変形例Ｂに係る室内ユニットの内部の概
略構造を示す概略側面図である。
【図４Ｋ】第４グループの技術の第２実施形態に係る冷媒回路の概略構成図である。
【図４Ｌ】第４グループの技術の第２実施形態に係る冷凍サイクル装置の概略制御ブロッ
ク構成図である。
【図４Ｍ】第４グループの技術の第２実施形態に係る室外ユニット（前面パネルが取れた
状態）の概略構成を示す斜視図である。
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【図４Ｎ】第４グループの技術の第３実施形態に係る冷媒回路の概略構成図である。
【図４Ｏ】第４グループの技術の第３実施形態に係る冷凍サイクル装置の概略制御ブロッ
ク構成図である。
【図４Ｐ】第４グループの技術の第３実施形態に係る室外ユニットの概略外観斜視図であ
る。
【図４Ｑ】第４グループの技術の第３実施形態に係る室外ユニットの内部の概略構造を示
す分解斜視図である。
【図４Ｒ】第４グループの技術の第３実施形態に係る室外ユニットの内部の概略構造を示
す平面図である。
【図４Ｓ】第４グループの技術の第３実施形態に係る室外ユニットの内部の概略構造を示
す正面図である。
【図４Ｔ】第４グループの技術の第４実施形態に係る冷媒回路と水回路の概略構成図であ
る。
【図４Ｕ】第４グループの技術の第４実施形態に係る冷凍サイクル装置の概略制御ブロッ
ク構成図である。
【図４Ｖ】第４グループの技術の第４実施形態の冷温水供給ユニットの概略構造図である
。
【図４Ｗ】第４グループの技術の第４実施形態の変形例Ａに係る冷媒回路と水回路の概略
構成図である。
【図４Ｘ】第４グループの技術の第４実施形態の変形例Ａに係る貯湯装置の概略構成図で
ある。
【図５Ａ】第５グループの技術の第１実施形態に係る冷媒回路の概略構成図である。
【図５Ｂ】第５グループの技術の第１実施形態に係る冷凍サイクル装置の概略制御ブロッ
ク構成図である。
【図５Ｃ】第５グループの技術の第１実施形態の変形例Ｂに係る冷媒回路の概略構成図で
ある。
【図５Ｄ】第５グループの技術の第１実施形態の変形例Ｂに係る圧縮機の概略構成を示す
側面視断面図である。
【図５Ｅ】第５グループの技術の第２実施形態に係る冷媒回路の概略構成図である。
【図５Ｆ】第５グループの技術の第２実施形態に係る冷凍サイクル装置の概略制御ブロッ
ク構成図である。
【図５Ｇ】第５グループの技術の第２実施形態に係る圧縮機の概略構成を示す側面視断面
図である。
【図５Ｈ】第５グループの技術の第２実施形態に係る圧縮機のシリンダ室周辺を示す平面
視断面図である。
【図５Ｉ】第５グループの技術の第２実施形態に係る圧縮機のピストンの平面視断面図で
ある。
【図６Ａ】第６グループの技術の第１実施形態に係る冷媒回路の概略構成図である。
【図６Ｂ】第６グループの技術の第１実施形態に係る冷凍サイクル装置の概略制御ブロッ
ク構成図である。
【図６Ｃ】第６グループの技術の第２実施形態に係る冷媒回路の概略構成図である。
【図６Ｄ】第６グループの技術の第２実施形態に係る冷凍サイクル装置の概略制御ブロッ
ク構成図である。
【図６Ｅ】第６グループの技術の第３実施形態に係る冷媒回路の概略構成図である。
【図６Ｆ】第６グループの技術の第３実施形態に係る冷凍サイクル装置の概略制御ブロッ
ク構成図である。
【図７Ａ】第７グループの技術の第１実施形態に係る冷媒回路の概略構成図である。
【図７Ｂ】第７グループの技術の第１実施形態に係る冷凍サイクル装置の概略制御ブロッ
ク構成図である。
【図７Ｃ】第７グループの技術の第１実施形態に係る室外ユニットの概略外観斜視図であ
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る。
【図７Ｄ】第７グループの技術の底板上に設けられたドレンパンヒータの概略斜視図であ
る。
【図７Ｅ】第７グループの技術の第２実施形態に係る冷媒回路の概略構成図である。
【図７Ｆ】第７グループの技術の第２実施形態に係る冷凍サイクル装置の概略制御ブロッ
ク構成図である。
【図７Ｇ】第７グループの技術の第２実施形態に係る室外ユニットの概略外観斜視図（機
械室の前板を除いた状態）である。
【図７Ｈ】第７グループの技術の第３実施形態に係る冷媒回路の概略構成図である。
【図７Ｉ】第７グループの技術の第３実施形態に係る冷凍サイクル装置の概略制御ブロッ
ク構成図である。
【図７Ｊ】第７グループの技術の第３実施形態に係る室外ユニットの概略外観斜視図であ
る。
【図７Ｋ】第７グループの技術の第３実施形態に係る室外ユニットの概略分解斜視図であ
る。
【図７Ｌ】第７グループの技術のＩＨヒータの概略外観斜視図である。
【図７Ｍ】第７グループの技術のＩＨヒータの概略断面図である。
【図８Ａ】第８グループの技術の第１実施形態に係る冷媒回路の概略構成図である。
【図８Ｂ】第８グループの技術の第１実施形態に係る冷凍サイクル装置の概略制御ブロッ
ク構成図である。
【図８Ｃ】第８グループの技術の第２実施形態に係る冷媒回路の概略構成図である。
【図８Ｄ】第８グループの技術の第２実施形態に係る冷凍サイクル装置の概略制御ブロッ
ク構成図である。
【図８Ｅ】第８グループの技術の第３実施形態に係る冷媒回路の概略構成図である。
【図８Ｆ】第８グループの技術の第３実施形態に係る冷凍サイクル装置の概略制御ブロッ
ク構成図である。
【図９Ａ】第９グループの技術の第１実施形態に係る冷媒回路の概略構成図である。
【図９Ｂ】第９グループの技術の第１実施形態に係る冷凍サイクル装置の概略制御ブロッ
ク構成図である。
【図９Ｃ】第９グループの技術の第１実施形態に係る空気調和装置において冷媒Ｒ４１０
Ａ、Ｒ３２、冷媒Ａを用いた場合の管外径毎の液側冷媒連絡配管の暖房運転時の圧力損失
のグラフを示す。
【図９Ｄ】第９グループの技術の第１実施形態に係る空気調和装置において冷媒Ｒ４１０
Ａ、Ｒ３２、冷媒Ａを用いた場合の管外径毎のガス側冷媒連絡配管の冷房運転時の圧力損
失のグラフを示す。
【図９Ｅ】第９グループの技術の第２実施形態に係る冷媒回路の概略構成図である。
【図９Ｆ】第９グループの技術の第２実施形態に係る冷凍サイクル装置の概略制御ブロッ
ク構成図である。
【図９Ｇ】第９グループの技術の第２実施形態に係る空気調和装置において冷媒Ｒ４１０
Ａ、Ｒ３２、冷媒Ａを用いた場合の管外径毎の液側冷媒連絡配管の暖房運転時の圧力損失
のグラフを示す。
【図９Ｈ】第９グループの技術の第２実施形態に係る空気調和装置において冷媒Ｒ４１０
Ａ、Ｒ３２、冷媒Ａを用いた場合の管外径毎のガス側冷媒連絡配管の冷房運転時の圧力損
失のグラフを示す。
【図９Ｉ】第９グループの技術の第３実施形態に係る冷媒回路の概略構成図である。
【図９Ｊ】第９グループの技術の第３実施形態に係る冷凍サイクル装置の概略制御ブロッ
ク構成図である。
【図９Ｋ】第９グループの技術の第３実施形態に係る空気調和装置において冷媒Ｒ４１０
Ａ、Ｒ３２、冷媒Ａを用いた場合の管外径毎の液側冷媒連絡配管の暖房運転時の圧力損失
のグラフを示す。
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【図９Ｌ】第９グループの技術の第３実施形態に係る空気調和装置において冷媒Ｒ４１０
Ａ、Ｒ３２、冷媒Ａを用いた場合の管外径毎のガス側冷媒連絡配管の冷房運転時の圧力損
失のグラフを示す。
【図１０Ａ】第１０グループの技術の一実施形態に係る圧縮機が利用される空調機の冷媒
回路図である。
【図１０Ｂ】第１０グループの技術の一実施形態に係る圧縮機の縦断面図である。
【図１０Ｃ】第１０グループの技術の回転軸に垂直な平面で切断されたモータの断面図で
ある。
【図１０Ｄ】第１０グループの技術の回転軸に垂直な平面で切断された回転子の断面図で
ある。
【図１０Ｅ】第１０グループの技術の回転子の斜視図である。
【図１０Ｆ】第１０グループの技術の回転軸に垂直な平面で切断された他の回転子の断面
図である。
【図１０Ｇ】第１０グループの技術の第２実施形態に係る圧縮機の縦断面図である。
【図１１Ａ】第１１グループの技術の第１実施形態に係る冷媒回路の概略構成図である。
【図１１Ｂ】第１１グループの技術の第１実施形態に係る冷凍サイクル装置の概略制御ブ
ロック構成図である。
【図１１Ｃ】第１１グループの技術の第１実施形態に係る室外ユニットの概略外観斜視図
である。
【図１１Ｄ】第１１グループの技術の第１実施形態に係る室外ユニットの内部の概略構造
を示す斜視図である。
【図１１Ｅ】第１１グループの技術の第１実施形態に係る室内ユニットの概略外観正面図
である。
【図１１Ｆ】第１１グループの技術の第１実施形態に係る室内ユニットの内部の概略構造
を示す側面視断面図である。
【図１１Ｇ】第１１グループの技術の第２実施形態に係る冷媒回路の概略構成図である。
【図１１Ｈ】第１１グループの技術の第２実施形態に係る冷凍サイクル装置の概略制御ブ
ロック構成図である。
【図１１Ｉ】第１１グループの技術の第２実施形態に係る室外ユニットの概略外観斜視図
である。
【図１１Ｊ】第１１グループの技術の第２実施形態に係る室外ユニットの内部の概略構造
を示す斜視図である。
【図１１Ｋ】第１１グループの技術の第２実施形態に係る室内ユニットの概略外観斜視図
である。
【図１１Ｌ】第１１グループの技術の第２実施形態に係る室内ユニットの内部の概略構造
を示す側面視断面図である。
【図１１Ｍ】第１１グループの技術の第３実施形態に係る冷媒回路の概略構成図である。
【図１１Ｎ】第１１グループの技術の第３実施形態に係る冷凍サイクル装置の概略制御ブ
ロック構成図である。
【図１１Ｏ】第１１グループの技術の第３実施形態に係る室外ユニットの概略外観斜視図
である。
【図１１Ｐ】第１１グループの技術の第３実施形態に係る室外ユニットの内部の概略構造
を示す分解斜視図である。
【図１２Ａ】第１２グループの技術の一実施形態に係る圧縮機が利用される空調機の冷媒
回路図である。
【図１２Ｂ】第１２グループの技術の一実施形態に係る圧縮機の縦断面図である。
【図１２Ｃ】第１２グループの技術の回転軸に垂直な平面で切断されたモータの断面図で
ある。
【図１２Ｄ】第１２グループの技術の回転軸に垂直な平面で切断された回転子の断面図で
ある。
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【図１２Ｅ】第１２グループの技術の回転子の斜視図である。
【図１２Ｆ】第１２グループの技術の第２変形例に係る圧縮機の誘導モータに使用される
回転子７１の斜視図である。
【図１２Ｇ】第１２グループの技術の第３変形例に係る圧縮機が利用される空調機の冷媒
回路図である。
【図１２Ｈ】第１２グループの技術の第２実施形態に係る圧縮機の縦断面図である。
【図１３Ａ】第１３グループの技術の第１実施形態に係る空調機の構成図である。
【図１３Ｂ】第１３グループの技術の第１実施形態に搭載される電力変換装置の回路ブロ
ック図である。
【図１３Ｃ】第１３グループの技術の第１実施形態の変形例における電力変換装置の回路
ブロック図である。
【図１３Ｄ】第１３グループの技術の第２実施形態に係る空調機に搭載される電力変換装
置の回路ブロック図である。
【図１３Ｅ】第１３グループの技術の第２実施形態の変形例における電力変換装置の回路
ブロック図である。
【図１３Ｆ】第１３グループの技術の第３実施形態に係る空調機に搭載される電力変換装
置の回路ブロック図である。
【図１３Ｇ】第１３グループの技術の双方向スイッチを概念的に示す回路図である。
【図１３Ｈ】第１３グループの技術のマトリックスコンバータの電流方向の一例を示した
回路図である。
【図１３Ｉ】第１３グループの技術のマトリックスコンバータの別の電流方向の一例を示
した回路図である。
【図１３Ｊ】第１３グループの技術の第３実施形態の変形例における電力変換装置の回路
ブロック図である。
【図１３Ｋ】第１３グループの技術のクランプ回路の回路図である。
【図１４Ａ】第１４グループの技術の一実施形態に係る空調機の構成図である。
【図１４Ｂ】第１４グループの技術の圧縮機のモータの運転回路図である。
【図１４Ｃ】第１４グループの技術の変形例に係る空調機における圧縮機のモータの運転
回路図である。
【図１５Ａ】第１５グループの技術の第１実施形態に係る温水製造装置としての給湯シス
テムの外観図である。
【図１５Ｂ】第１５グループの技術の第１実施形態の給湯システムの水回路、冷媒回路図
である。
【図１５Ｃ】第１５グループの技術の第１実施形態の給湯システムの制御ブロック図であ
る。
【図１５Ｄ】第１５グループの技術の第１実施形態の第１の変形例の給湯システムの水回
路、冷媒回路図である。
【図１５Ｅ】第１５グループの技術の第１実施形態の第２の変形例の給湯システムの水回
路、冷媒回路図である。
【図１５Ｆ】第１５グループの技術の第２実施形態に係る温水製造装置としての温水循環
暖房システムの構成の一部を示す図である。
【図１５Ｇ】第１５グループの技術の第２実施形態の温水循環暖房システムの構成の一部
を示す図である。
【図１５Ｈ】第１５グループの技術の第２実施形態の温水循環暖房システムの構成の一部
を示す図である。
【図１５Ｉ】第１５グループの技術の第２実施形態の温水循環暖房システムの制御ブロッ
ク図である。
【図１５Ｊ】第１５グループの技術の第２実施形態の第１の変形例の温水循環暖房システ
ムの構成の一部を示す図である。
【図１５Ｋ】第１５グループの技術の第２実施形態の第２の変形例の温水循環暖房システ
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ムの構成の一部を示す図である。
【図１５Ｌ】第１５グループの技術の第３実施形態に係る温水製造装置としての給湯シス
テムの概略構成図である。
【図１５Ｍ】第１５グループの技術の第３実施形態の給湯システムの熱源ユニットの概略
構成図である。
【図１５Ｎ】第１５グループの技術の第３実施形態の給湯システムの制御ブロック図であ
る。
【図１６Ａ】第１６グループの技術の第１実施形態の冷凍装置の概略構成図である。
【図１６Ｂ】第１６グループの技術の第１実施形態の室外熱交換器又は室内熱交換器の正
面図である。
【図１６Ｃ】第１６グループの技術の第１実施形態の熱交換器の扁平チューブの断面図で
ある。
【図１６Ｄ】第１６グループの技術の第２実施形態に係る室外熱交換器の概略斜視図であ
る。
【図１６Ｅ】第１６グループの技術の室外熱交換器の熱交管部を鉛直方向に切断したとき
の部分拡大図である。
【図１６Ｆ】第１６グループの技術の第３実施形態に係る内面溝付管の構成を示す管軸方
向の断面図である。
【図１６Ｇ】図１６Ｆに示された内面溝付管のＩ－Ｉ線断面図である。
【図１６Ｈ】図１６Ｇに示された内面溝付管の一部を拡大して示す部分拡大図である。
【図１６Ｉ】第１６グループの技術のプレートフィンの構成を示す平面図である。
【図１７Ａ】第１７グループの技術の第１実施形態に係る空気調和装置の配置を示す模式
図である。
【図１７Ｂ】第１７グループの技術の空気調和装置の概略構成図である。
【図１７Ｃ】第１７グループの技術の第１実施形態に係る空調システムにおけるコントロ
ーラ及びサーモスタットの電気的接続状態を示すブロック図である。
【図１７Ｄ】第１７グループの技術の第２実施形態に係る空気調和機の建物への設置状態
を示す斜視図である。
【図１７Ｅ】第１７グループの技術の空気調和機の外観を示す斜視図である。
【図１７Ｆ】第１７グループの技術の空気調和機の外観を示す斜視図である。
【図１７Ｇ】第１７グループの技術の空気調和機の内部構成を説明するための斜視図であ
る。
【図１７Ｈ】第１７グループの技術の空気調和機の内部構成を説明するための斜視図であ
る。
【図１７Ｉ】第１７グループの技術の空気調和機の内部構成を説明するための斜視図であ
る。
【図１７Ｊ】第１７グループの技術の空気調和機のダクトを説明するための斜視図である
。
【図１７Ｋ】第１７グループの技術の第２実施形態に係る空気調和機の冷媒回路を説明す
るための図である。
【図１７Ｌ】第１７グループの技術の第２実施形態に係る空気調和機の制御系統を説明す
るためのブロック図である。
【図１７Ｍ】第１７グループの技術の利用側熱交換器の左側部の周辺を拡大した部分拡大
斜視図である。
【図１７Ｎ】第１７グループの技術の第１開口及び第２開口と各部材との位置関係を説明
するための模式図である。
【図１７Ｏ】第１７グループの技術の第３実施形態に係る空気調和装置の構成を示す模式
図である。
【図１８Ａ】第１８グループの技術の第１実施形態に係る冷凍サイクルを示す冷媒回路図
である。



(53) JP WO2019/124409 A1 2019.6.27

10

20

30

40

50

【図１８Ｂ】第１８グループの技術の利用ユニットの縦断面図である。
【図１８Ｃ】第１８グループの技術の第１実施形態に係る冷凍サイクルの運転状態を示す
モリエル線図である。
【図１８Ｄ】第１８グループの技術の第２実施形態に係る冷凍サイクルを示す冷媒回路図
である。
【図１９Ａ】第１９グループの技術の第１実施形態に係る空気調和機１の冷媒回路１０の
配管系統図である。
【図１９Ｂ】第１９グループの技術の第１実施形態におけるパワー素子３３、冷媒ジャケ
ット２０、伝熱板５０の取り付け構造を示す図である。
【図１９Ｃ】第１９グループの技術の第１実施形態における室外機１００の横断面形状を
模式的に示した図である。
【図１９Ｄ】第１９グループの技術の第１実施形態における室外機１００の正面図である
。
【図１９Ｅ】第１９グループの技術の第２実施形態に係る空気調和機１の室外機１００の
要部側面模式図である。
【図２０Ａ】第２０グループの技術の実施形態に係る空気調和機の回路図である。
【図２０Ｂ】第２０グループの技術の実施形態に係る除湿用電磁弁の構成を示す断面図で
ある。
【図２０Ｃ】第２０グループの技術の実施形態に係る除湿用電磁弁の構成を示す断面図で
ある。
【図２０Ｄ】第２０グループの技術の実施形態における除湿用電磁弁の弁座のテーパ面の
構成を示す図である。
【図２１Ａ】第２１グループの技術の実施形態に係る空気調和機の冷媒回路を示す回路図
である。
【図２１Ｂ】第２１グループの技術の実施形態に係る空気調和機の室内機の概略断面図で
ある。
【図２１Ｃ】第２１グループの技術の実施形態における室内熱交換器の構成を説明する図
である。
【図２１Ｄ】第２１グループの技術の実施形態に係る空気調和機の制御部を説明する図で
ある。
【図２１Ｅ】第２１グループの技術の実施形態における膨張弁において開度を変化したと
きの流量変化の一例を示している。
【図２１Ｆ】第２１グループの技術の実施形態に係る空気調和機の動作を説明する図であ
る。
【図２２Ａ】第２２グループの技術の実施形態に係る対向流型の熱交換器の一例を示す概
略図である。
【図２２Ｂ】第２２グループの技術の実施形態に係る対向流型の熱交換器の他の例を示す
概略図であり、（ａ）は平面図、（ｂ）は斜視図である。
【図２２Ｃ】第２２グループの技術の第１実施形態に係る冷凍サイクル装置における冷媒
回路の構成の一態様を示す概略構成図である。
【図２２Ｄ】図２２Ｃの冷媒回路の変形例を示す概略構成図である。
【図２２Ｅ】図２２Ｄの冷媒回路の変形例を示す概略構成図である。
【図２２Ｆ】図２２Ｄの冷媒回路の変形例を示す概略構成図である。
【図２２Ｇ】第２２グループの技術の第２実施形態に係る冷凍サイクル装置の一例として
の空気調和装置の冷媒回路の構成を示す概略構成図である。
【図２２Ｈ】図２２Ｇの空気調和装置の概略制御ブロック構成図である。
【図２２Ｉ】第２２グループの技術の第３実施形態に係る冷凍サイクル装置の一例として
の空気調和装置の冷媒回路の構成を示す概略構成図である。
【図２２Ｊ】図２２Ｉの空気調和装置の概略制御ブロック構成図である。
【図２３Ａ】第２３グループの技術の一実施形態に係る冷媒回路の概略構成図である。
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【図２３Ｂ】第２３グループの技術の一実施形態に係る冷凍サイクル装置の概略制御ブロ
ック構成図である。
【図２３Ｃ】第２３グループの技術の一実施形態における、冷媒Ａが用いられる空気調和
装置のガス側冷媒連絡配管および液側冷媒連絡配管に採用される銅管の管外径と、銅管に
替えてアルミ管を採用した場合のガス側冷媒連絡配管および液側冷媒連絡配管の管外径と
、を定格冷凍能力毎に表示した対比表である。
【図２３Ｄ】第２３グループの技術の一実施形態における、銅管およびアルミ管の肉厚を
「管の呼称」毎に表示した対比表である。
【図２４Ａ】第２４グループの技術の第１実施形態に係る蓄熱装置の蓄熱運転状態を示す
回路図である。
【図２４Ｂ】第２４グループの技術の第１実施形態に係る蓄熱装置の蓄熱槽の縦断面図で
ある。
【図２４Ｃ】第２４グループの技術の第１実施形態に係る蓄熱装置の蓄熱回収冷房運転状
態を示す図２４Ａに相当する図である。
【図２４Ｄ】第２４グループの技術の第１実施形態に係る蓄熱装置の冷却管への氷の付着
状態を示す横断面図である。
【図２４Ｅ】図２４Ｂに相当する、冷却管の変形例を示す図である。
【図２４Ｆ】第２４グループの技術の第２実施形態に係る蓄熱装置の蓄熱運転状態を示す
回路図である。
【図２４Ｇ】第２４グループの技術の第２実施形態に係る蓄熱装置の蓄熱回収冷房運転状
態を示す図２４Ｆに相当する図である。
【図２４Ｈ】第２４グループの技術の第２実施形態に係る蓄熱装置の蓄熱回収冷房運転時
の蓄熱槽の縦断面図である。
【図２４Ｉ】第２４グループの技術の第２実施形態に係る蓄熱装置の蓄熱回収冷房運転時
の蓄熱槽の横断面図である。
【図２５Ａ】第２５グループの技術の第１実施形態に係る冷凍装置である熱負荷処理シス
テムの概略構成図である。
【図２５Ｂ】第２５グループの技術の第１実施形態の熱負荷処理システムの設置態様を示
した模式図である。
【図２５Ｃ】第２５グループの技術の第１実施形態の熱負荷処理システムの制御ブロック
図である。
【図２５Ｄ】第２５グループの技術の第２実施形態に係る冷凍装置である二元冷凍装置の
冷媒回路図である。
【図２５Ｅ】第２５グループの技術の第２実施形態に係る冷凍装置である空調給湯システ
ムの回路構成図である。
【発明を実施するための形態】
【０３９９】
　（１）
　（１－１）用語の定義
　本明細書において用語「冷媒」には、ISO817（国際標準化機構）で定められた、冷媒の
種類を表すRで始まる冷媒番号（ASHRAE番号）が付された化合物が少なくとも含まれ、さ
らに冷媒番号が未だ付されていないとしても、それらと同等の冷媒としての特性を有する
ものが含まれる。冷媒は、化合物の構造の面で、「フルオロカーボン系化合物」と「非フ
ルオロカーボン系化合物」とに大別される。「フルオロカーボン系化合物」には、クロロ
フルオロカーボン（CFC）、ハイドロクロロフルオロカーボン（HCFC）及びハイドロフル
オロカーボン（HFC）が含まれる。「非フルオロカーボン系化合物」としては、プロパン
（R290）、プロピレン（R1270）、ブタン（R600）、イソブタン（R600a）、二酸化炭素（
R744）及びアンモニア（R717）等が挙げられる。
【０４００】
　本明細書において、用語「冷媒を含む組成物」には、（１）冷媒そのもの（冷媒の混合
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物を含む）と、（２）その他の成分をさらに含み、少なくとも冷凍機油と混合することに
より冷凍機用作動流体を得るために用いることのできる組成物と、（３）冷凍機油を含有
する冷凍機用作動流体とが少なくとも含まれる。本明細書においては、これら三態様のう
ち、（２）の組成物のことを、冷媒そのもの（冷媒の混合物を含む）と区別して「冷媒組
成物」と表記する。また、（３）の冷凍機用作動流体のことを「冷媒組成物」と区別して
「冷凍機油含有作動流体」と表記する。
【０４０１】
　本明細書において、用語「代替」は、第一の冷媒を第二の冷媒で「代替」するという文
脈で用いられる場合、第一の類型として、第一の冷媒を使用して運転するために設計され
た機器において、必要に応じてわずかな部品（冷凍機油、ガスケット、パッキン、膨張弁
、ドライヤその他の部品のうち少なくとも一種）の変更及び機器調整のみを経るだけで、
第二の冷媒を使用して、最適条件下で運転することができることを意味する。すなわち、
この類型は、同一の機器を、冷媒を「代替」して運転することを指す。この類型の「代替
」の態様としては、第二の冷媒への置き換えの際に必要とされる変更乃至調整の度合いが
小さい順に、「ドロップイン（drop in）代替」、「ニアリー・ドロップイン（nealy dro
p in）代替」及び「レトロフィット（retrofit）」があり得る。
【０４０２】
　第二の類型として、第二の冷媒を用いて運転するために設計された機器を、第一の冷媒
の既存用途と同一の用途のために、第二の冷媒を搭載して用いることも、用語「代替」に
含まれる。この類型は、同一の用途を、冷媒を「代替」して提供することを指す。
【０４０３】
　本明細書において用語「冷凍機（refrigerator）」とは、物あるいは空間の熱を奪い去
ることにより、周囲の外気よりも低い温度にし、かつこの低温を維持する装置全般のこと
をいう。言い換えれば、冷凍機は温度の低い方から高い方へ熱を移動させるために、外部
からエネルギーを得て仕事を行いエネルギー変換する変換装置のことをいう。
【０４０４】
　本明細書において冷媒が「微燃性」であるとは、米国ANSI/ASHRAE34-2013規格に従い「
2Lクラス」と判断されることを意味する。
【０４０５】
　（１－２）冷媒
　詳細は後述するが、本開示の冷媒Ａ、冷媒Ｂ、冷媒Ｃ及び冷媒Ｄのいずれか１つ（「本
開示の冷媒」と表記することがある）を冷媒として用いることができる。
【０４０６】
　（１－３）冷媒組成物
　本開示の冷媒組成物は、本開示の冷媒を少なくとも含み、本開示の冷媒と同じ用途のた
めに使用することができる。また、本開示の冷媒組成物は、さらに少なくとも冷凍機油と
混合することにより冷凍機用作動流体を得るために用いることができる。
【０４０７】
　本開示の冷媒組成物は、本開示の冷媒に加え、さらに少なくとも一種のその他の成分を
含有する。本開示の冷媒組成物は、必要に応じて、以下のその他の成分のうち少なくとも
一種を含有していてもよい。上述の通り、本開示の冷媒組成物を、冷凍機における作動流
体として使用するに際しては、通常、少なくとも冷凍機油と混合して用いられる。したが
って、本開示の冷媒組成物は、好ましくは冷凍機油を実質的に含まない。具体的には、本
開示の冷媒組成物は、冷媒組成物全体に対する冷凍機油の含有量が好ましくは0～1質量%
であり、より好ましくは0～0.1質量%である。
【０４０８】
　（１－３－１）　水
　本開示の冷媒組成物は微量の水を含んでもよい。冷媒組成物における含水割合は、冷媒
全体に対して、0.1質量％以下とすることが好ましい。冷媒組成物が微量の水分を含むこ
とにより、冷媒中に含まれ得る不飽和のフルオロカーボン系化合物の分子内二重結合が安
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定化され、また、不飽和のフルオロカーボン系化合物の酸化も起こりにくくなるため、冷
媒組成物の安定性が向上する。
【０４０９】
　（１－３－２）トレーサー
　トレーサーは、本開示の冷媒組成物が希釈、汚染、その他何らかの変更があった場合、
その変更を追跡できるように検出可能な濃度で本開示の冷媒組成物に添加される。
【０４１０】
　本開示の冷媒組成物は、トレーサーとして、一種を単独で含有してもよいし、二種以上
を含有してもよい。
【０４１１】
　トレーサーとしては、特に限定されず、一般に用いられるトレーサーの中から適宜選択
することができる。
【０４１２】
　トレーサーとしては、例えば、ハイドロフルオロカーボン、ハイドロクロロフルオロカ
ーボン、クロロフルオロカーボン、ハイドロクロロカーボン、フルオロカーボン、重水素
化炭化水素、重水素化ハイドロフルオロカーボン、パーフルオロカーボン、フルオロエー
テル、臭素化化合物、ヨウ素化化合物、アルコール、アルデヒド、ケトン、亜酸化窒素（
N2O）等が挙げられる。トレーサーとしては、ハイドロフルオロカーボン、ハイドロクロ
ロフルオロカーボン、クロロフルオロカーボン、ハイドロクロロカーボン、フルオロカー
ボン及びフルオロエーテルが特に好ましい。
【０４１３】
　トレーサーとしては、以下の化合物が好ましい。
FC-14（テトラフルオロメタン、CF4）
HCC-40（クロロメタン、CH3Cl）
HFC-23（トリフルオロメタン、CHF3）
HFC-41（フルオロメタン、CH3Cl）
HFC-125（ペンタフルオロエタン、CF3CHF2）
HFC-134a（１，１，１，２－テトラフルオロエタン、CF3CH2F）
HFC-134（１，１，２，２－テトラフルオロエタン、CHF2CHF2）
HFC-143a（１，１，１－トリフルオロエタン、CF3CH3）
HFC-143（１，１，２－トリフルオロエタン、CHF2CH2F）
HFC-152a（１，１－ジフルオロエタン、CHF2CH3）
HFC-152（１，２－ジフルオロエタン、CH2FCH2F）
HFC-161（フルオロエタン、CH3CH2F）
HFC-245fa（１,１,１,３,３－ペンタフルオロプロパン、CF3CH2CHF2）
HFC-236fa（１,１,１,３,３,３－ヘキサフルオロプロパン、CF3CH2CF3）
HFC-236ea（１，１，１，２，３，３－ヘキサフルオロプロパン、CF3CHFCHF2）
HFC-227ea(１，１，１，２，３，３，３－ヘプタフルオロプロパン、CF3CHFCF3)
HCFC-22（クロロジフルオロメタン、CHClF2）
HCFC-31（クロロフルオロメタン、CH2ClF）
CFC-1113（クロロトリフルオロエチレン、CF2=CClF）
HFE-125（トリフルオロメチル－ジフルオロメチルエーテル、CF3OCHF2）
HFE-134a（トリフルオロメチル－フルオロメチルエーテル、CF3OCH2F）
HFE-143a（トリフルオロメチル－メチルエーテル、CF3OCH3）
HFE-227ea（トリフルオロメチル－テトラフルオロエチルエーテル、CF3OCHFCF3）
HFE-236fa（トリフルオロメチル－トリフルオロエチルエーテル、CF3OCH2CF3）
【０４１４】
　本開示の冷媒組成物は、トレーサーを合計で、冷媒組成物全体に対して、約１０重量百
万分率（ｐｐｍ）～約１０００ｐｐｍ含んでいてもよい。本開示の冷媒組成物は、トレー
サーを合計で、冷媒組成物全体に対して、好ましくは約３０ｐｐｍ～約５００ｐｐｍ、よ
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り好ましくは約５０ｐｐｍ～約３００ｐｐｍ含んでいてもよい。
【０４１５】
　（１－３－３）紫外線蛍光染料
　本開示の冷媒組成物は、紫外線蛍光染料として、一種を単独で含有してもよいし、二種
以上を含有してもよい。
【０４１６】
　紫外線蛍光染料としては、特に限定されず、一般に用いられる紫外線蛍光染料の中から
適宜選択することができる。
【０４１７】
　紫外線蛍光染料としては、例えば、ナフタルイミド、クマリン、アントラセン、フェナ
ントレン、キサンテン、チオキサンテン、ナフトキサンテン及びフルオレセイン、並びに
これらの誘導体が挙げられる。紫外線蛍光染料としては、ナフタルイミド及びクマリンの
いずれか又は両方が特に好ましい。
【０４１８】
　（１－３－４）安定剤
　本開示の冷媒組成物は、安定剤として、一種を単独で含有してもよいし、二種以上を含
有してもよい。
【０４１９】
　安定剤としては、特に限定されず、一般に用いられる安定剤の中から適宜選択すること
ができる。
【０４２０】
　安定剤としては、例えば、ニトロ化合物、エーテル類及びアミン類等が挙げられる。
【０４２１】
　ニトロ化合物としては、例えば、ニトロメタン及びニトロエタン等の脂肪族ニトロ化合
物、並びにニトロベンゼン及びニトロスチレン等の芳香族ニトロ化合物等が挙げられる。
【０４２２】
　エーテル類としては、例えば、1,4-ジオキサン等が挙げられる。
【０４２３】
　アミン類としては、例えば、2,2,3,3,3-ペンタフルオロプロピルアミン、ジフェニルア
ミン等が挙げられる。
【０４２４】
　その他にも、ブチルヒドロキシキシレン、ベンゾトリアゾール等が挙げられる。
【０４２５】
　安定剤の含有割合は、特に限定されず、冷媒全体に対して、通常、0.01～5質量％とす
ることが好ましく、0.05～2質量％とすることがより好ましい。
【０４２６】
　（１－３－５）重合禁止剤
　本開示の冷媒組成物は、重合禁止剤として、一種を単独で含有してもよいし、二種以上
を含有してもよい。
【０４２７】
　重合禁止剤としては、特に限定されず、一般に用いられる重合禁止剤の中から適宜選択
することができる。
【０４２８】
　重合禁止剤としては、例えば、4-メトキシ-1-ナフトール、ヒドロキノン、ヒドロキノ
ンメチルエーテル、ジメチル-t-ブチルフェノール、2,6-ジ-tert-ブチル-p-クレゾール、
ベンゾトリアゾール等が挙げられる。
【０４２９】
　重合禁止剤の含有割合は、特に限定されず、冷媒全体に対して、通常、0.01～5質量％
とすることが好ましく、0.05～2質量％とすることがより好ましい。
【０４３０】
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　（１－４）冷凍機油含有作動流体
　本開示の冷凍機油含有作動流体は、本開示の冷媒又は冷媒組成物と、冷凍機油とを少な
くとも含み、冷凍機における作動流体として用いられる。具体的には、本開示の冷凍機油
含有作動流体は、冷凍機の圧縮機において使用される冷凍機油と、冷媒又は冷媒組成物と
が互いに混じり合うことにより得られる。冷凍機油含有作動流体には冷凍機油は一般に10
～50質量％含まれる。
【０４３１】
　（１－４－１）冷凍機油
　本開示の組成物は、冷凍機油として、一種を単独で含有してもよいし、二種以上を含有
してもよい。
【０４３２】
　冷凍機油としては、特に限定されず、一般に用いられる冷凍機油の中から適宜選択する
ことができる。その際には、必要に応じて、前記混合物との相溶性（miscibility）及び
前記混合物の安定性等を向上する作用等の点でより優れている冷凍機油を適宜選択するこ
とができる。
【０４３３】
　冷凍機油の基油としては、例えば、ポリアルキレングリコール（PAG）、ポリオールエ
ステル（POE）及びポリビニルエーテル（PVE）からなる群より選択される少なくとも一種
が好ましい。
【０４３４】
　冷凍機油は、基油に加えて、さらに添加剤を含んでいてもよい。添加剤は、酸化防止剤
、極圧剤、酸捕捉剤、酸素捕捉剤、銅不活性化剤、防錆剤、油性剤及び消泡剤からなる群
より選択される少なくとも一種であってもよい。
【０４３５】
　冷凍機油として、40℃における動粘度が5～400 cStであるものが、潤滑の点で好ましい
。
【０４３６】
　なお、好ましい冷凍機油については、後の「（２）冷凍機油」において詳細に説明する
。
【０４３７】
　本開示の冷凍機油含有作動流体は、必要に応じて、さらに少なくとも一種の添加剤を含
んでもよい。添加剤としては例えば以下の相溶化剤等が挙げられる。
【０４３８】
　（１－４－２）相溶化剤
　本開示の冷凍機油含有作動流体は、相溶化剤として、一種を単独で含有してもよいし、
二種以上を含有してもよい。
【０４３９】
　相溶化剤としては、特に限定されず、一般に用いられる相溶化剤の中から適宜選択する
ことができる。
【０４４０】
　相溶化剤としては、例えば、ポリオキシアルキレングリコールエーテル、アミド、ニト
リル、ケトン、クロロカーボン、エステル、ラクトン、アリールエーテル、フルオロエー
テルおよび1,1,1-トリフルオロアルカン等が挙げられる。相溶化剤としては、ポリオキシ
アルキレングリコールエーテルが特に好ましい。
【０４４１】
　（１－５）各種冷媒
　以下、本開示において用いられる冷媒である冷媒Ａ～冷媒Ｄについて、詳細に説明する
。
【０４４２】
　なお、以下の冷媒Ａ、冷媒Ｂ、冷媒Ｃ及び冷媒Ｄの各記載は、それぞれ独立しており、
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点や線分を示すアルファベット、実施例の番号および比較例の番号は、いずれも冷媒Ａ、
冷媒Ｂ、冷媒Ｃ及び冷媒Ｄの間でそれぞれ独立であるものとする。例えば、冷媒Ａの実施
例１と冷媒Ｂの実施例１とは、互いに異なる実施形態についての実施例を示している。
【０４４３】
　（１－５－１）冷媒Ａ
　本開示の冷媒Ａは、トランス－１，２－ジフルオロエチレン（HFO-1132(E)）、トリフ
ルオロエチレン（HFO-1123）及び２，３，３，３－テトラフルオロ－１－プロペン（R123
4yf）を含む混合冷媒である。
【０４４４】
　本開示の冷媒Ａは、R410Aと同等の冷凍能力及び成績係数を有し、かつGWPが十分に小さ
い、という、R410A代替冷媒として望ましい諸特性を有する。
【０４４５】
　本開示の冷媒Ａは、HFO-1132(E)及びR1234yf、並びに必要に応じてHFO-1123を含む組成
物であって、さらに以下の要件を満たすものであってもよい。この冷媒ＡもR410Aと同等
の冷凍能力及び成績係数を有し、かつGWPが十分に小さい、という、R410A代替冷媒として
望ましい諸特性を有する。
【０４４６】
　要件：
　HFO-1132(E)、HFO-1123及びR1234yfの、これらの総和を基準とする質量%をそれぞれx、
y及びzとするとき、HFO-1132(E)、HFO-1123及びR1234yfの総和が100質量%となる3成分組
成図において、座標（x,y,z）が、
　　点D(87.6, 0.0, 12.4)、
　　点G(18.2, 55.1, 26.7)、
　　点H(56.7, 43.3, 0.0)及び
　　点O(100.0, 0.0, 0.0)
の４点をそれぞれ結ぶ線分OD、DG、GH及びHOで囲まれる図形の範囲内又は前記線分OD、DG
及びGH上にあり（ただし、点O及びHは除く）、
前記線分DGは、
　　座標（0.0047y2-1.5177y+87.598, y, -0.0047y2+0.5177y+12.402）
で表わされ、
前記線分GHは、
　　座標（-0.0134z2-1.0825z+56.692, 0.0134z2+0.0825z+43.308, z）
で表わされ、かつ
前記線分HO及びODが直線である。本開示の冷媒Ａは、上記要件が満たされる場合、R410A
を基準とする冷凍能力比が92.5％以上となり、かつR410Aを基準とするCOP比が92.5％以上
となる。
【０４４７】
　本開示の冷媒Ａは、HFO-1132(E)、HFO-1123及びR1234yfの、これらの総和を基準とする
質量%をそれぞれx、y及びzとするとき、HFO-1132(E)、HFO-1123及びR1234yfの総和が100
質量%となる3成分組成図において、座標（x,y,z）が、
　　点L(72.5, 10.2, 17.3)、
　　点G(18.2, 55.1, 26.7)、
　　点H(56.7, 43.3, 0.0)及び
　　点I(72.5, 27.5, 0.0)
の４点をそれぞれ結ぶ線分LG、GH、HI及びILで囲まれる図形の範囲内又は前記線分LG、GH
及びIL上にあり（ただし、点H及び点Iは除く）、
前記線分LGは、
　　座標（0.0047y2-1.5177y+87.598, y, -0.0047y2+0.5177y+12.402）
で表わされ、
前記線分GHは、
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　　座標（-0.0134z2-1.0825z+56.692, 0.0134z2+0.0825z+43.308, z）
で表わされ、かつ
前記線分HI及びILが直線であるものであれば好ましい。本開示の冷媒Ａは、上記要件が満
たされる場合、R410Aを基準とする冷凍能力比が92.5％以上となり、かつR410Aを基準とす
るCOP比が92.5％以上となるだけでなく、さらにASHRAEの規格で微燃性（2Lクラス）を示
す。
【０４４８】
　本開示の冷媒Ａは、HFO-1132(E)、HFO-1123及びR1234yfの、これらの総和を基準とする
質量%をそれぞれx、y及びzとするとき、HFO-1132(E)、HFO-1123及びR1234yfの総和が100
質量%となる3成分組成図において、座標（x,y,z）が、
　　点D(87.6, 0.0, 12.4)、
　　点E(31.1, 42.9, 26.0)、
　　点F(65.5, 34.5, 0.0)及び
　　点O(100.0, 0.0, 0.0)
の４点をそれぞれ結ぶ線分OD、DE、EF及びFOで囲まれる図形の範囲内又は前記線分OD、DE
及びEF上にあり（ただし、点O及び点Fは除く）、
前記線分DEは、
　　座標（0.0047y2-1.5177y+87.598, y, -0.0047y2+0.5177y+12.402）
で表わされ、
前記線分EFは、
　　座標（-0.0064z2-1.1565z+65.501, 0.0064z2+0.1565z+34.499, z）
で表わされ、かつ
前記線分FO及びODが直線であるものであれば好ましい。本開示の冷媒Ａは、上記要件が満
たされる場合、R410Aを基準とする冷凍能力比が93.5％以上となり、かつR410Aを基準とす
るCOP比が93.5％以上となる。
【０４４９】
　本開示の冷媒Ａは、HFO-1132(E)、HFO-1123及びR1234yfの、これらの総和を基準とする
質量%をそれぞれx、y及びzとするとき、HFO-1132(E)、HFO-1123及びR1234yfの総和が100
質量%となる3成分組成図において、座標（x,y,z）が、
　　点L(72.5, 10.2, 17.3)、
　　点E(31.1, 42.9, 26.0)、
　　点F(65.5, 34.5, 0.0)及び
　　点I(72.5, 27.5, 0.0)
の４点をそれぞれ結ぶ線分LE、EF、FI及びILで囲まれる図形の範囲内又は前記線分LE、EF
及びIL上にあり（ただし、点F及び点Iは除く）、
前記線分LEは、
　　座標（0.0047y2-1.5177y+87.598, y, -0.0047y2+0.5177y+12.402）
で表わされ、
前記線分EFは、
　　座標（-0.0134z2-1.0825z+56.692, 0.0134z2+0.0825z+43.308, z）
で表わされ、かつ
前記線分FI及びILが直線であるものであれば好ましい。本開示の冷媒Ａは、上記要件が満
たされる場合、R410Aを基準とする冷凍能力比が93.5％以上となり、かつR410Aを基準とす
るCOP比が93.5％以上となるだけでなく、さらにASHRAEの規格で微燃性（2Lクラス）を示
す。
【０４５０】
　本開示の冷媒Ａは、HFO-1132(E)、HFO-1123及びR1234yfの、これらの総和を基準とする
質量%をそれぞれx、y及びzとするとき、HFO-1132(E)、HFO-1123及びR1234yfの総和が100
質量%となる3成分組成図において、座標（x,y,z）が、
　　点A(93.4, 0.0, 6.6)、
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　　点B(55.6, 26.6, 17.8)、
　　点C(77.6, 22.4, 0.0)及び
　　点O(100.0, 0.0, 0.0)
の４点をそれぞれ結ぶ線分OA、AB、BC及びCOで囲まれる図形の範囲内又は前記線分OA、AB
及びBC上にあり（ただし、点O及び点Cは除く）、
前記線分ABは、
　　座標（0.0052y2-1.5588y+93.385, y, -0.0052y2+0. 5588y+6.615）
で表わされ、
前記線分BCは、
　　座標（-0.0032z2-1.1791z+77.593, 0.0032z2+0.1791z+22.407, z）
で表わされ、かつ
前記線分CO及びOAが直線であるものであれば好ましい。本開示の冷媒Ａは、上記要件が満
たされる場合、R410Aを基準とする冷凍能力比が95％以上となり、かつR410Aを基準とする
COP比が95％以上となる。
【０４５１】
　本開示の冷媒Ａは、HFO-1132(E)、HFO-1123及びR1234yfの、これらの総和を基準とする
質量%をそれぞれx、y及びzとするとき、HFO-1132(E)、HFO-1123及びR1234yfの総和が100
質量%となる3成分組成図において、座標（x,y,z）が、
　　点K(72.5, 14.1, 13.4)、
　　点B(55.6, 26.6, 17.8)及び
　　点J(72.5, 23.2, 4.3)
の３点をそれぞれ結ぶ線分KB、BJ及びJKで囲まれる図形の範囲内又は前記線分上にあり、
前記線分KBは、
　　座標（0.0052y2-1.5588y+93.385, y, -0.0052y2+0. 5588y+6.615）
で表わされ、
前記線分BJは、
　　座標（-0.0032z2-1.1791z+77.593, 0.0032z2+0.1791z+22.407, z）
で表わされ、かつ
前記線分JKが直線であるものであれば好ましい。本開示の冷媒Ａは、上記要件が満たされ
る場合、R410Aを基準とする冷凍能力比が95％以上となり、かつR410Aを基準とするCOP比
が95％以上となるだけでなく、さらにASHRAEの規格で微燃性（2Lクラス）を示す。
【０４５２】
　本開示の冷媒Ａは、上記の特性や効果を損なわない範囲内で、HFO-1132(E)、HFO-1123
及びR1234yfに加えて、さらにジフルオロメタン（R32）を含んでいてもよい。本開示の冷
媒Ａの全体に対するR32の含有割合は特に限定されず、幅広く選択できる。例えば、本開
示の冷媒Ａの全体に対するR32の含有割合が21.8質量％のとき、この混合冷媒のGWPが150
となるため、R32の含有割合をそれ以下とすることもできる。本開示の冷媒Ａの全体に対
するR32の含有割合は、例えば5質量％以上としてもよい。
【０４５３】
　本開示の冷媒Ａは、HFO-1132(E)、HFO-1123及びR1234yfに加えて、さらにR32を含む場
合、HFO-1132(E)、HFO-1123及びR1234yf並びにR32の、これらの総和を基準とする質量%を
それぞれx、y及びz並びにaとするとき、HFO-1132(E)、HFO-1123及びR1234yfの総和が100
質量%となる3成分組成図（図２Ｂ～図２Ｈ）において、座標（x,y,z）が、
　0＜a≦10.0のとき、
　　点A(0.02a2-2.46a+93.4, 0, -0.02a2+2.46a+6.6)、
　　点B’(-0.008a2-1.38a+56, 0.018a2-0.53a+26.3, -0.01a2+1.91a+17.7)、
　　点C(-0.016a2+1.02a+77.6, 0.016a2-1.02a+22.4, 0)及び
　　点O(100.0, 0.0, 0.0)
の４点をそれぞれ結ぶ直線で囲まれる図形の範囲内又は前記直線OA、AB’及びB’C上にあ
り（ただし、点O及び点Cは除く）、
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　10.0＜a≦16.5のとき、
　　点A(0.0244a2-2.5695a+94.056, 0, -0.0244a2+2.5695a+5.944)、
　　点B’(0.1161a2-1.9959a+59.749, 0.014a2-0.3399a+24.8, -0.1301a2+2.3358a+15.45
1)、
　　点C(-0.0161a2+1.02a+77.6, 0.0161a2-1.02a+22.4, 0)及び
　　点O(100.0, 0.0, 0.0)
の４点をそれぞれ結ぶ直線で囲まれる図形の範囲内又は前記直線OA、AB’及びB’C上にあ
り（ただし、点O及び点Cは除く）、又は
　16.5＜a≦21.8のとき、
　　点A(0.0161a2-2.3535a+92.742, 0, -0.0161a2+2.3535a+7.258)、
　　点B’(-0.0435a2-0.0435a+50.406, -0.0304a2+1.8991a-0.0661, 0.0739a2-1.8556a+4
9.6601)、
　　点C(-0.0161a2+0.9959a+77.851, 0.0161a2-0.9959a+22.149, 0)及び
　　点O(100.0, 0.0, 0.0)
の４点をそれぞれ結ぶ直線で囲まれる図形の範囲内又は前記直線OA、AB’及びB’C上上に
あるものとすることができる（ただし、点O及び点Cは除く）。なお、点B’は、前記3成分
組成図において、R410Aを基準とする冷凍能力比が95％となり、かつR410Aを基準とするCO
P比が95％となる点を点Bとすると、R410Aを基準とするCOP比が95％となる点を結ぶ近似直
線と、直線ABとの交点である。本開示の冷媒Ａは、上記要件が満たされる場合、R410Aを
基準とする冷凍能力比が95％以上となり、かつR410Aを基準とするCOP比が95％以上となる
。
【０４５４】
　本開示の冷媒Ａは、上記の特性や効果を損なわない範囲内で、HFO-1132(E)、HFO-1123
及びR1234yf並びにR32に加えて、さらに他の追加的な冷媒を含有していてもよい。この点
で、本開示の冷媒Ａが、HFO-1132(E)、HFO-1123及びR1234yf並びにR32の合計を、冷媒Ａ
全体に対して99.5質量%以上含むことが好ましく、99.75質量%以上含むことがより好まし
く、99.9質量%以上含むことがさらに好ましい。
【０４５５】
　また、本開示の冷媒Ａは、HFO-1132(E)、HFO-1123及びR1234yfの合計を、冷媒Ａ全体に
対して99.5質量%以上含むものであってよく、99.75質量%以上含むものであってもよく、
さらに99.9質量%以上含むものであってもよい。
【０４５６】
　また、本開示の冷媒Ａは、HFO-1132(E)、HFO-1123及びR1234yf並びにR32の合計を、冷
媒Ａ全体に対して99.5質量%以上含むものであってよく、99.75質量%以上含むものであっ
てもよく、さらに99.9質量%以上含むものであってもよい。
【０４５７】
　追加的な冷媒としては、特に限定されず、幅広く選択できる。混合冷媒は、追加的な冷
媒として、一種を単独で含んでいてもよいし、二種以上を含んでいてもよい。
【０４５８】
　本開示の冷媒Ａは、R410Aの代替冷媒としての使用に適している。
【０４５９】
　（冷媒Ａの実施例）
　以下に、冷媒Ａの実施例を挙げてさらに詳細に説明する。ただし、本開示の冷媒Ａは、
これらの実施例に限定されるものではない。
【０４６０】
　HFO-1132(E)、HFO-1123及びR1234yfを、これらの総和を基準として、表１～５にそれぞ
れ示した質量%で混合した混合冷媒を調製した。
【０４６１】
　これらの各混合冷媒について、R410を基準とするCOP比及び冷凍能力比をそれぞれ求め
た。計算条件は以下の通りとした。
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　　蒸発温度：5℃
　　凝縮温度：45℃
　　過熱度：1K
　　過冷却度；5K
　　Ecomp（圧縮仕事量）：0.7kWh
【０４６２】
　これらの値を、各混合冷媒についてのGWPと合わせて表１～５に示す。
【０４６３】
【表１】

【０４６４】
【表２】

【０４６５】

【表３】

【０４６６】
【表４】

【０４６７】
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【表５】

【０４６８】
　これらの結果から、HFO-1132(E)、HFO-1123及びR1234yfの、これらの総和を基準とする
質量%をそれぞれx、y及びzとするとき、HFO-1132(E)、HFO-1123及びR1234yfの総和が100
質量%となる3成分組成図において、座標（x,y,z）が、
　　点D(87.6, 0.0, 12.4)、
　　点G(18.2, 55.1, 26.7)、
　　点H(56.7, 43.3, 0.0)及び
　　点O(100.0, 0.0, 0.0)
の４点をそれぞれ結ぶ線分OD、DG、GH及びHOで囲まれる図形（図２Ａ）の範囲内又は前記
線分OD、DG及びGH上にある場合（ただし、点O及び点Hは除く）、R410Aを基準とする冷凍
能力比が92.5％以上となり、かつR410Aを基準とするCOP比が92.5％以上となることが判る
。
【０４６９】
　また、同様に、座標（x,y,z）が、
　　点D(87.6, 0.0, 12.4)、
　　点E(31.1, 42.9, 26.0)、
　　点F(65.5, 34.5, 0.0)及び
　　点O(100.0, 0.0, 0.0)
の４点をそれぞれ結ぶ線分OD、DE、EF及びFOで囲まれる図形（図２Ａ）の範囲内又は前記
線分OD、DE及びEF上にある場合（ただし、点O及び点Fは除く）、R410Aを基準とする冷凍
能力比が93.5％以上となり、かつR410Aを基準とするCOP比が93.5％以上となることが判る
。
【０４７０】
　また、同様に、座標（x,y,z）が、
　　点A(93.4, 0.0, 6.6)、
　　点B(55.6, 26.6, 17.8)、
　　点C(77.6, 22.4, 0.0)及び
　　点O(100.0, 0.0, 0.0)
の４点をそれぞれ結ぶ線分OA、AB、BC及びCOで囲まれる図形（図２Ａ）の範囲内又は前記
線分OA、AB及びBC上にある場合（ただし、点O及び点Cは除く）、R410Aを基準とする冷凍
能力比が95％以上となり、かつR410Aを基準とするCOP比が95％以上となることが判る。
【０４７１】
　なお、これらの組成物において、R1234yfは燃焼性の低下や重合等の変質抑制に寄与し
ており、これを含むことが好ましい。
【０４７２】
　さらに、これらの各混合冷媒について、ANSI/ASHRAE34-2013規格に従い燃焼速度を測定
した。燃焼速度が10 cm/s以下となるものは「2Lクラス（微燃性）」であるとした。これ
らの結果から、HFO-1132(E)、HFO-1123及びR1234yfの混合冷媒においては、これらの総和
を基準として、HFO-1132(E)を72.5質量％以下含む場合に、「2Lクラス（微燃性）」と判
断できることが明らかとなった。
【０４７３】
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　なお、燃焼速度試験は図１に示す装置を用いて、以下の通り行った。まず、使用した混
合冷媒は99.5％またはそれ以上の純度とし、真空ゲージ上に空気の痕跡が見られなくなる
まで凍結、ポンピング及び解凍のサイクルを繰り返すことにより脱気した。閉鎖法により
燃焼速度を測定した。初期温度は周囲温度とした。点火は、試料セルの中心で電極間に電
気的スパークを生じさせることにより行った。放電の持続時間は1.0～9.9msとし、点火エ
ネルギーは典型的には約0.1～1.0Jであった。シュリーレン写真を使って炎の広がりを視
覚化した。光を通す2つのアクリル窓を備えた円筒形容器（内径：155mm、長さ：198mm）
を試料セルとして用い、光源としてはキセノンランプを用いた。炎のシュリーレン画像を
高速デジタルビデオカメラで600fpsのフレーミング速度で記録し、PCに保存した。
【０４７４】
　HFO-1132(E)、HFO-1123及びR1234yf並びにR32を、これらの総和を基準として、表６～
１２にそれぞれ示した質量%で混合した混合冷媒を調製した。
【０４７５】
　これらの各混合冷媒について、R410Aを基準とするCOP比及び冷凍能力比をそれぞれ求め
た。計算条件は前述と同じとした。これらの値を、各混合冷媒についてのGWPと合わせて
表６～１２に示す。
【０４７６】
【表６】

【０４７７】

【表７】

【０４７８】
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【表８】

【０４７９】
【表９】

【０４８０】
【表１０】

【０４８１】
【表１１】

【０４８２】
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【表１２】

【０４８３】
　これらの結果から、HFO-1132(E)、HFO-1123及びR1234yf並びにR32の、これらの総和を
基準とする質量%をそれぞれx、y及びz並びにaとするとき、HFO-1132(E)、HFO-1123及びR1
234yfの総和が100質量%となる3成分組成図（図２Ｂ～図２Ｈ）において、座標（x,y,z）
が、
　0＜a≦10.0のとき、
　　点A(0.02a2-2.46a+93.4, 0, -0.02a2+2.46a+6.6)、
　　点B’(-0.008a2-1.38a+56, 0.018a2-0.53a+26.3, -0.01a2+1.91a+17.7)、
　　点C(-0.016a2+1.02a+77.6, 0.016a2-1.02a+22.4, 0)及び
　　点O(100.0, 0.0, 0.0)
の４点をそれぞれ結ぶ直線で囲まれる図形の範囲内又は前記直線OA、AB’及びB’C上にあ
り（ただし、点O及び点Cは除く）、
　10.0＜a≦16.5のとき、
　　点A(0.0244a2-2.5695a+94.056, 0, -0.0244a2+2.5695a+5.944)、
　　点B’(0.1161a2-1.9959a+59.749, 0.014a2-0.3399a+24.8, -0.1301a2+2.3358a+15.45
1)、
　　点C(-0.0161a2+1.02a+77.6, 0.0161a2-1.02a+22.4, 0)及び
　　点O(100.0, 0.0, 0.0)
の４点をそれぞれ結ぶ直線で囲まれる図形の範囲内又は前記直線OA、AB’及びB’C上にあ
り（ただし、点O及び点Cは除く）、又は
　16.5＜a≦21.8のとき、
　　点A(0.0161a2-2.3535a+92.742, 0, -0.0161a2+2.3535a+7.258)、
　　点B’(-0.0435a2-0.0435a+50.406, -0.0304a2+1.8991a-0.0661, 0.0739a2-1.8556a+4
9.6601)、
　　点C(-0.0161a2+0.9959a+77.851, 0.0161a2-0.9959a+22.149, 0)及び
　　点O(100.0, 0.0, 0.0)
の４点をそれぞれ結ぶ直線で囲まれる図形の範囲内又は前記直線OA、AB’及びB’C上にあ
る（ただし、点O及び点Cは除く）本開示の冷媒は、R410Aを基準とする冷凍能力比が95％
以上となり、かつR410Aを基準とするCOP比が95％以上となることが判る。
【０４８４】
　なお、図２Ｂ～図２Ｈは、それぞれ、順に、R32含有割合a（質量％）が、0質量％、5質
量％、10質量％、14.3質量％、16.5質量％、19.2質量％及び21.8質量％の場合の組成を表
わしている。
【０４８５】
　なお、点B’は、前記3成分組成図において、R410Aを基準とする冷凍能力比が95％とな
り、かつR410Aを基準とするCOP比が95％となる点を点Bとすると、R410Aを基準とするCOP
比が95％となる点Cを含む３点を結ぶ近似直線と、直線ABとの交点である。
【０４８６】
　点A、B’及びCは、近似計算によりそれぞれ以下のようにして求めた。
【０４８７】
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　点Aは、HFO-1123含有割合が0質量％であり、かつR410Aを基準とする冷凍能力比が95％
となる点である。点Aについて、計算により以下の三範囲毎に三点ずつを求め、これらの
近似式を求めた。
【０４８８】
【表１３】

【０４８９】
　点Cは、R1234yf含有割合が0質量％であり、かつR410Aを基準とするCOP比が95％となる
点である。点Cについて、計算により以下の三範囲毎に三点ずつを求め、これらの近似式
を求めた。
【０４９０】

【表１４】

【０４９１】
　点B’について、計算により以下の三範囲毎に三点ずつを求め、これらの近似式を求め
た。
【０４９２】
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【表１５】

【０４９３】
　（１－５－２）冷媒Ｂ
　本開示の冷媒Ｂは、
HFO-1132(E)及びHFO-1123の合計を、冷媒Ｂの全体に対して99.5質量％以上含み、かつ
HFO-1132(E)を、冷媒Ｂの全体に対して62.5質量％～72.5質量％含む、混合冷媒である。
【０４９４】
　本開示の冷媒Ｂは、（１）R410Aと同等の成績係数を有すること、（２）R410Aと同等の
冷凍能力を有すること、（３）GWPが十分に小さいこと、及び（４）ASHRAEの規格で微燃
性（2Lクラス）であること、という、R410A代替冷媒として望ましい諸特性を有する。
【０４９５】
　本開示の冷媒Ｂは、HFO-1132(E)を72.5質量％以下含む混合冷媒であればASHRAEの規格
で微燃性（2Lクラス）となるため特に好ましい。
【０４９６】
　本開示の冷媒Ｂは、HFO-1132(E)を、62.5質量％以上含む混合冷媒であればより好まし
い。この場合、本開示の冷媒Ｂは、R410Aを基準とする成績係数比がより優れたものとな
り、かつHFO-1132(E)及び／又はHFO-1123の重合反応がより抑制され、安定性がより優れ
たものとなる。
【０４９７】
　本開示の冷媒Ｂは、上記の特性や効果を損なわない範囲内で、HFO-1132(E)及びHFO-112
3に加えて、さらに他の追加的な冷媒を含有していてもよい。この点で、本開示の冷媒Ｂ
が、HFO-1132(E)及びHFO-1123の合計を、冷媒Ｂ全体に対して99.75質量%以上含むことが
より好ましく、99.9質量%以上含むことがさらに好ましい。
【０４９８】
　追加的な冷媒としては、特に限定されず、幅広く選択できる。混合冷媒は、追加的な冷
媒として、一種を単独で含んでいてもよいし、二種以上を含んでいてもよい。
【０４９９】
　本開示の冷媒Ｂは、R410A、R407C及びR404A等のHFC冷媒、並びにR22等のHCFC冷媒の代
替冷媒としての使用に適している。
【０５００】
　（冷媒Ｂの実施例）
　以下に、冷媒Ｂの実施例を挙げてさらに詳細に説明する。ただし、本開示の冷媒Ｂは、
これらの実施例に限定されるものではない。
【０５０１】
　HFO-1132(E)及びHFO-1123を、これらの総和を基準として表１６及び表１７にそれぞれ
示した質量％(mass%)で混合した混合冷媒を調製した。
【０５０２】
　R410A(R32=50%/R125=50%)の混合物を含有する組成物のGWPは、IPCC（Intergovernmenta
l Panel on Climate Change）第4次報告書の値に基づいて評価した。HFO-1132(E)のGWPは
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そのGWPを１と想定した。R410A及びHFO-1132（E）とHFO-1123との混合物を含有する組成
物の冷凍能力は、National Institute of Science and Technology（NIST） Reference F
luid Thermodynamic and Transport Properties Database（Refprop　9.0）を使い、下記
条件で混合冷媒の冷凍サイクル理論計算を実施することにより求めた。
　　蒸発温度　　　5℃
　　凝縮温度　　　45℃
　　過熱温度　　　１K
　　過冷却温度　　5K
　　圧縮機効率　　70%
【０５０３】
　また、これらの結果をもとに算出したGWP、COP及び冷凍能力を表１、表２に示す。なお
、比COP及び比冷凍能力については、R410Aに対する割合を示す。
【０５０４】
　成績係数（COP）は、次式により求めた。
　COP =（冷凍能力又は暖房能力）／消費電力量
【０５０５】
　また、燃焼性はANSI/ASHRAE34-2013規格に従い燃焼速度を測定した。燃焼速度が10 cm/
s以下となるものは「2Lクラス（微燃性）」であるとした。
【０５０６】
　燃焼速度試験は図１に示す装置を用いて、以下の通り行った。まず、使用した混合冷媒
は99.5％またはそれ以上の純度とし、真空ゲージ上に空気の痕跡が見られなくなるまで凍
結、ポンピング及び解凍のサイクルを繰り返すことにより脱気した。閉鎖法により燃焼速
度を測定した。初期温度は周囲温度とした。点火は、試料セルの中心で電極間に電気的ス
パークを生じさせることにより行った。放電の持続時間は1.0～9.9msとし、点火エネルギ
ーは典型的には約0.1～1.0Jであった。シュリーレン写真を使って炎の広がりを視覚化し
た。光を通す2つのアクリル窓を備えた円筒形容器（内径：155mm、長さ：198mm）を試料
セルとして用い、光源としてはキセノンランプを用いた。炎のシュリーレン画像を高速デ
ジタルビデオカメラで600fpsのフレーミング速度で記録し、PCに保存した。
【０５０７】
【表１６】

【０５０８】
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【表１７】

【０５０９】
　組成物が、HFO-1132(E)を、該組成物の全体に対して62.5質量％～72.5質量％含む場合
に、GWP=1という低いGWPを持ちつつも安定で、かつ、ASHRAE燃焼性2Lを確保し、更に驚く
べきことにR410Aと同等の性能を確保することができる。
【０５１０】
　（１－５－３）冷媒Ｃ
　本開示の冷媒Ｃは、HFO-1132(E)、R32及び２，３，３，３－テトラフルオロ－１－プロ
ペン（R1234yf）を含む混合冷媒である。
【０５１１】
　本開示の冷媒Ｃは、R410Aと同等の冷却能力を有し、GWPが十分に小さく、かつASHRAEの
規格で微燃性（2Lクラス）である、という、R410A代替冷媒として望ましい諸特性を有す
る。
【０５１２】
　本開示の冷媒Ｃは、HFO-1132(E)、R32及びR1234yfの、これらの総和を基準とする質量%
をそれぞれx、y及びzとするとき、HFO-1132(E)、R32及びR1234yfの総和が100質量%となる
3成分組成図において、座標（x,y,z）が、
　　点A(71.1, 0.0, 28.9)、
　　点C(36.5, 18.2, 45.3)、
　　点F(47.6, 18.3, 34.1)及び
　　点D(72.0, 0.0, 28.0)
の４点をそれぞれ結ぶ線分AC、CF、FD、及びDAで囲まれる図形の範囲内又は前記線分上に
あり、
前記線分ACは、
　　座標（0.0181y2-2.2288y+71.096, y, -0.0181y2+1.2288y+28.904）
で表わされ、
前記線分FDは、
　　座標（0.02y2-1.7y+72, y, -0.02y2+0.7y+28）
で表わされ、かつ
前記線分CF及びDAが直線であるものであれば好ましい。本開示の冷媒Ｃは、上記要件が満
たされる場合、R410Aを基準とする冷凍能力比が85％以上となり、GWPが125以下となり、
かつASHRAEの規格で微燃性（2Lクラス）となる。
【０５１３】
　本開示の冷媒Ｃは、HFO-1132(E)、R32及びR1234yfの、これらの総和を基準とする質量%
をそれぞれx、y及びzとするとき、HFO-1132(E)、R32及びR1234yfの総和が100質量%となる
3成分組成図において、座標（x,y,z）が、
　　点A(71.1, 0.0, 28.9)、
　　点B(42.6, 14.5, 42.9)、
　　点E(51.4, 14.6, 34.0)及び
　　点D(72.0, 0.0, 28.0)
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の４点をそれぞれ結ぶ線分AB、BE、ED、及びDAで囲まれる図形の範囲内又は前記線分上に
あり、
前記線分ABは、
　　座標（0.0181y2-2.2288y+71.096, y, -0.0181y2+1.2288y+28.904）
で表わされ、
前記線分EDは、
　　座標（0.02y2-1.7y+72, y, -0.02y2+0.7y+28）
で表わされ、かつ
前記線分BE及びDAが直線であるものであれば好ましい。本開示の冷媒Ｃは、上記要件が満
たされる場合、R410Aを基準とする冷凍能力比が85％以上となり、GWPが100以下となり、
かつASHRAEの規格で微燃性（2Lクラス）となる。
【０５１４】
　本開示の冷媒Ｃは、HFO-1132(E)、R32及びR1234yfの、これらの総和を基準とする質量%
をそれぞれx、y及びzとするとき、HFO-1132(E)、R32及びR1234yfの総和が100質量%となる
3成分組成図において、座標（x,y,z）が、
　　点G(77.5, 6.9, 15.6)、
　　点I(55.1, 18.3, 26.6)及び
　　点J(77.5. 18.4, 4.1)
の３点をそれぞれ結ぶ線分GI、IJ及びJKで囲まれる図形の範囲内又は前記線分上にあり、
前記線分GIは、
　　座標（0.02y2-2.4583y+93.396, y, -0.02y2+1.4583y+6.604）
で表わされ、かつ
前記線分IJ及びJKが直線であるものであれば好ましい。本開示の冷媒Ｃは、上記要件が満
たされる場合、R410Aを基準とする冷凍能力比が95％以上となり、GWPが100以下となり、
かつ重合や分解などの変化を起こしにくく、安定性に優れている。
【０５１５】
　本開示の冷媒Ｃは、HFO-1132(E)、R32及びR1234yfの、これらの総和を基準とする質量%
をそれぞれx、y及びzとするとき、HFO-1132(E)、R32及びR1234yfの総和が100質量%となる
3成分組成図において、座標（x,y,z）が、
　　点G(77.5, 6.9, 15.6)、
　　点H(61.8, 14.6, 23.6)及び
　　点K(77.5, 14.6, 7.9)
の３点をそれぞれ結ぶ線分GH、HK及びKGで囲まれる図形の範囲内又は前記線分上にあり、
前記線分GHは、
　　座標（0.02y2-2.4583y+93.396, y, -0.02y2+1.4583y+6.604）
で表わされ、かつ
前記線分HK及びKGが直線であるものであれば好ましい。本開示の冷媒Ｃは、上記要件が満
たされる場合、R410Aを基準とする冷凍能力比が95％以上となり、GWPが100以下となり、
かつ重合や分解などの変化を起こしにくく、安定性に優れている。
【０５１６】
　本開示の冷媒Ｃは、上記の特性や効果を損なわない範囲内で、HFO-1132(E)、R32及びR1
234yfに加えて、さらに他の追加的な冷媒を含有していてもよい。この点で、本開示の冷
媒Ｃが、HFO-1132(E)、R32及びR1234yfの合計を、冷媒Ｃ全体に対して99.5質量%以上含む
ことが好ましく、99.75質量%以上含むことがより好ましく、99.9質量%以上含むことがさ
らに好ましい。
【０５１７】
　追加的な冷媒としては、特に限定されず、幅広く選択できる。混合冷媒は、追加的な冷
媒として、一種を単独で含んでいてもよいし、二種以上を含んでいてもよい。
【０５１８】
　本開示の冷媒Ｃは、R410Aの代替冷媒としての使用に適している。
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　（冷媒Ｃの実施例）
　以下に、冷媒Ｃの実施例を挙げてさらに詳細に説明する。ただし、本開示の冷媒Ｃは、
これらの実施例に限定されるものではない。
【０５２０】
　HFO-1132(E)、R32及びR1234yfの各混合冷媒について、ANSI/ASHRAE34-2013規格に従っ
て、燃焼速度を測定した。R32の濃度を5質量％ずつ変化させながら、燃焼速度が10 cm/s
を示す組成を見出した。見出された組成を表１８に示す。
【０５２１】
　なお、燃焼速度試験は図１に示す装置を用いて、以下の通り行った。まず、使用した混
合冷媒は99.5％またはそれ以上の純度とし、真空ゲージ上に空気の痕跡が見られなくなる
まで凍結、ポンピング及び解凍のサイクルを繰り返すことにより脱気した。閉鎖法により
燃焼速度を測定した。初期温度は周囲温度とした。点火は、試料セルの中心で電極間に電
気的スパークを生じさせることにより行った。放電の持続時間は1.0～9.9msとし、点火エ
ネルギーは典型的には約0.1～1.0Jであった。シュリーレン写真を使って炎の広がりを視
覚化した。光を通す2つのアクリル窓を備えた円筒形容器（内径：155mm、長さ：198mm）
を試料セルとして用い、光源としてはキセノンランプを用いた。炎のシュリーレン画像を
高速デジタルビデオカメラで600fpsのフレーミング速度で記録し、PCに保存した。
【０５２２】
【表１８】

【０５２３】
　これらの結果から、HFO-1132(E)、R32及びR1234yfの、これらの総和を基準とする質量%
をそれぞれx、y及びzとするとき、HFO-1132(E)、R32及びR1234yfの総和が100質量%となる
図２Ｉの3成分組成図において、座標（x,y,z）が、表１８に示す５点をそれぞれ結ぶ線分
上又は該線分よりも右側にある場合、ASHRAEの規格で微燃性（2Lクラス）となることが判
る。
【０５２４】
　R1234yfは、HFO-1132(E)及びR32のいずれよりも燃焼速度が低いことが判っているため
である。
【０５２５】
　HFO-1132(E)、R32及びR1234yfを、これらの総和を基準として、表１９～２３にそれぞ
れ示した質量%で混合した混合冷媒を調製した。表１９～２３の各混合冷媒について、R41
0を基準とする成績係数［Coefficient of Performance（COP）］比及び冷凍能力比をそれ
ぞれ求めた。計算条件は以下の通りとした。
　　蒸発温度：5℃
　　凝縮温度：45℃
　　過熱度：1K
　　過冷却度；5K
　　Ecomp（圧縮仕事量）：0.7kWh
【０５２６】
　これらの値を、各混合冷媒についてのGWPと合わせて表１９～２３に示す。
【０５２７】
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【表１９】

【０５２８】
【表２０】

【０５２９】
【表２１】

【０５３０】
【表２２】

【０５３１】
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【表２３】

【０５３２】
　これらの結果から、HFO-1132(E)、R32及びR1234yfの、これらの総和を基準とする質量%
をそれぞれx、y及びzとするとき、HFO-1132(E)、R32及びR1234yfの総和が100質量%となる
3成分組成図において、座標（x,y,z）が、
　　点A(71.1, 0.0, 28.9)、
　　点C(36.5, 18.2, 45.3)、
　　点F(47.6, 18.3, 34.1)及び
　　点D(72.0, 0.0, 28.0)
の４点をそれぞれ結ぶ線分AC、CF、FD、及びDAで囲まれる図形（図２Ｉ）の範囲内又は該
線分上にある場合、R410Aを基準とする冷凍能力比が85％以上となり、GWPが125以下とな
り、かつASHRAEの規格で微燃性（2Lクラス）となることが判る。
【０５３３】
　また、同様に、座標（x,y,z）が、
　　点A(71.1, 0.0, 28.9)、
　　点B(42.6, 14.5, 42.9)、
　　点E(51.4, 14.6, 34.0)及び
　　点D(72.0, 0.0, 28.0)
の４点をそれぞれ結ぶ線分AB、BE、ED、及びDAで囲まれる図形（図２Ｉ）の範囲内又は該
線分上にある場合、R410Aを基準とする冷凍能力比が85％以上となり、GWPが100以下とな
り、かつASHRAEの規格で微燃性（2Lクラス）となることが判る。
【０５３４】
　また、同様に、座標（x,y,z）が、
　　点G(77.5, 6.9, 15.6)、
　　点I(55.1, 18.3, 26.6)及び
　　点J(77.5. 18.4, 4.1)
の３点をそれぞれ結ぶ線分GI、IJ及びJKで囲まれる図形（図２Ｉ）の範囲内又は該線分上
にある場合、R410Aを基準とする冷凍能力比が95％以上となり、GWPが125以下となり、か
つ重合や分解などの変化を起こしにくく、安定性に優れることが判る。
【０５３５】
　また、同様に、座標（x,y,z）が、
　　点G(77.5, 6.9, 15.6)、
　　点H(61.8, 14.6, 23.6)及び
　　点K(77.5, 14.6, 7.9)
の３点をそれぞれ結ぶ線分GH、HK及びKGで囲まれる図形（図２Ｉ）の範囲内又は該線分上
にある場合、R410Aを基準とする冷凍能力比が95％以上となり、GWPが100以下となり、か
つ重合や分解などの変化を起こしにくく、安定性に優れることが判る。
【０５３６】
　（１－５－４）冷媒Ｄ
　本開示の冷媒Ｄは、HFO-1132(E)、HFO-1123及びR32を含む混合冷媒である。
【０５３７】



(76) JP WO2019/124409 A1 2019.6.27

10

20

30

40

50

　本開示の冷媒Ｄは、R410Aと同等の成績係数を有し、かつGWPが十分に小さい、という、
R410A代替冷媒として望ましい諸特性を有する。
【０５３８】
　本開示の冷媒Ｄは、HFO-1132(E)、HFO-1123及びR32の、これらの総和を基準とする質量
%をそれぞれx、y及びzとするとき、HFO-1132(E)、HFO-1123及びR32の総和が100質量%とな
る3成分組成図において、座標（x,y,z）が、
　　点O(100.0, 0.0, 0.0)、
　　点C’(56.7, 43.3, 0.0)、
　　点D’(52.2, 38.3, 9.5)、
　　点E’(41.8, 39.8, 18.4)及び
　　点A’(81.6, 0.0, 18.4)
の５点をそれぞれ結ぶ線分OC’、C’D’、D’E’、E’A’及びA’Oで囲まれる図形の範囲
内又は前記線分C’D’、D’E’及びE’A’上にあり（ただし、点C’及びA’を除く）、
前記線分C’D’は、
　　座標（-0.0297z2-0.1915z+56.7, 0.0297z2+1.1915z+43.3, z）
で表わされ、
前記線分D’E’は、
　　座標（-0.0535z2+0.3229z+53.957, 0.0535z2+0.6771z+46.043, z）
で表わされ、かつ
前記線分OC’、E’A’及びA’Oが直線であるものであれば好ましい。本開示の冷媒Ｄは、
上記要件が満たされる場合、R410Aを基準とするCOP比が92.5％以上となり、かつGWPが125
以下となる。
【０５３９】
　本開示の冷媒Ｄは、HFO-1132(E)、HFO-1123及びR32の、これらの総和を基準とする質量
%をそれぞれx、y及びzとするとき、HFO-1132(E)、HFO-1123及びR32の総和が100質量%とな
る3成分組成図において、座標（x,y,z）が、
　　点O(100.0, 0.0, 0.0)、
　　点C(77.7, 22.3, 0.0)、
　　点D(76.3, 14.2, 9.5)、
　　点E(72.2, 9.4, 18.4)及び
　　点A’(81.6, 0.0, 18.4)
の５点をそれぞれ結ぶ線分OC、CD、DE、EA’及びA’Oで囲まれる図形の範囲内又は前記線
分CD、DE及びEA’上にあり（ただし、点C及びA’を除く）、
前記線分CDEは、
　　座標（-0.017z2+0.0148z+77.684, 0.017z2+0.9852z+22.316, z）
で表わされ、かつ
前記線分OC、EA’及びA’Oが直線であるものであれば好ましい。本開示の冷媒Ｄは、上記
要件が満たされる場合、R410Aを基準とするCOP比が95％以上となり、かつGWPが125以下と
なる。
【０５４０】
　本開示の冷媒Ｄは、HFO-1132(E)、HFO-1123及びR32の、これらの総和を基準とする質量
%をそれぞれx、y及びzとするとき、HFO-1132(E)、HFO-1123及びR32の総和が100質量%とな
る3成分組成図において、座標（x,y,z）が、
　　点O(100.0, 0.0, 0.0)、
　　点C’(56.7, 43.3, 0.0)、
　　点D’(52.2, 38.3, 9.5)及び
　　点A(90.5, 0.0, 9.5)
の５点をそれぞれ結ぶ線分OC’、C’D’、D’A及びAOで囲まれる図形の範囲内又は前記線
分C’D’及びD’A上にあり（ただし、点C’及びAを除く）、
前記線分C’D’は、
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　　座標（-0.0297z2-0.1915z+56.7, 0.0297z2+1.1915z+43.3, z）
で表わされ、かつ
前記線分OC’、D’A及びAOが直線であるものであれば好ましい。本開示の冷媒Ｄは、上記
要件が満たされる場合、R410Aを基準とするCOP比が93.5％以上となり、かつGWPが65以下
となる。
【０５４１】
　本開示の冷媒Ｄは、HFO-1132(E)、HFO-1123及びR32の、これらの総和を基準とする質量
%をそれぞれx、y及びzとするとき、HFO-1132(E)、HFO-1123及びR32の総和が100質量%とな
る3成分組成図において、座標（x,y,z）が、
　　点O(100.0, 0.0, 0.0)、
　　点C(77.7, 22.3, 0.0)、
　　点D(76.3, 14.2, 9.5)、
　　点A(90.5, 0.0, 9.5)
の５点をそれぞれ結ぶ線分OC、CD、DA及びAOで囲まれる図形の範囲内又は前記線分CD及び
DA上にあり（ただし、点C及びAを除く）、
前記線分CDは、
　　座標（-0.017z2+0.0148z+77.684, 0.017z2+0.9852z+22.316, z）
で表わされ、かつ
前記線分OC、DA及びAOが直線であるものであれば好ましい。本開示の冷媒Ｄは、上記要件
が満たされる場合、R410Aを基準とするCOP比が95％以上となり、かつGWPが65以下となる
。
【０５４２】
　本開示の冷媒Ｄは、上記の特性や効果を損なわない範囲内で、HFO-1132(E)、HFO-1123
及びR32に加えて、さらに他の追加的な冷媒を含有していてもよい。この点で、本開示の
冷媒Ｄが、HFO-1132(E)、HFO-1123及びR32の合計を、冷媒Ｄ全体に対して99.5質量%以上
含むことが好ましく、99.75質量%以上含むことがより好ましく、99.9質量%以上含むこと
がさらに好ましい。
【０５４３】
　追加的な冷媒としては、特に限定されず、幅広く選択できる。混合冷媒は、追加的な冷
媒として、一種を単独で含んでいてもよいし、二種以上を含んでいてもよい。
【０５４４】
　本開示の冷媒Ｄは、R410Aの代替冷媒としての使用に適している。
【０５４５】
　（冷媒Ｄの実施例）
　以下に、冷媒Ｄの実施例を挙げてさらに詳細に説明する。ただし、本開示の冷媒Ｄは、
これらの実施例に限定されるものではない。
【０５４６】
　HFO-1132(E)、HFO-1123及びR32を、これらの総和を基準として、表２４～２６にそれぞ
れ示した質量%で混合した混合冷媒を調製した。
【０５４７】
　これらの各混合冷媒について、R410を基準とするCOP比及び冷凍能力［Refrigeration C
apacity（Cooling Capacity又はCapacityと表記されることもある）］比をそれぞれ求め
た。計算条件は以下の通りとした。
　　蒸発温度：5℃
　　凝縮温度：45℃
　　過熱度：1K
　　過冷却度；5K
　　Ecomp（圧縮仕事量）：0.7kWh
【０５４８】
　これらの値を、各混合冷媒についてのGWPと合わせて表２４～２６に示す。
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【０５４９】
【表２４】

【０５５０】
【表２５】

【０５５１】
【表２６】

【０５５２】
　これらの結果から、HFO-1132(E)、HFO-1123及びR32の、これらの総和を基準とする質量
%をそれぞれx、y及びzとするとき、HFO-1132(E)、HFO-1123及びR1234yfの総和が100質量%
となる3成分組成図において、座標（x,y,z）が、
　　点O(100.0, 0.0, 0.0)、
　　点C’(56.7, 43.3, 0.0)、
　　点D’(52.2, 38.3, 9.5)、
　　点E’(41.8, 39.8, 18.4)及び
　　点A’(81.6, 0.0, 18.4)
の５点をそれぞれ結ぶ線分OC’、C’D’、D’E’、E’A’及びA’Oで囲まれる図形（図２
Ｊ）の範囲内又は前記線分C’D’、D’E’及びE’A’上にある場合（ただし、点C’及びA
’を除く）、R410Aを基準とするCOP比が92.5％以上となり、かつGWPが125以下となること
が判る。
【０５５３】
　また、同様に、座標（x,y,z）が、
　　点O(100.0, 0.0, 0.0)、
　　点C(77.7, 22.3, 0.0)、
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　　点D(76.3, 14.2, 9.5)、
　　点E(72.2, 9.4, 18.4)及び
　　点A’(81.6, 0.0, 18.4)
の５点をそれぞれ結ぶ線分OC、CD、DE、EA’及びA’Oで囲まれる図形（図２Ｊ）の範囲内
又は前記線分CD、DE及びEA’上にある場合（ただし、点C及びA’を除く）、R410Aを基準
とするCOP比が95％以上となり、かつGWPが125以下となることが判る。
【０５５４】
　また、同様に、座標（x,y,z）が、
　　点O(100.0, 0.0, 0.0)、
　　点C’(56.7, 43.3, 0.0)、
　　点D’(52.2, 38.3, 9.5)及び
　　点A(90.5, 0.0, 9.5)
の５点をそれぞれ結ぶ線分OC’、C’D’、D’A及びAOで囲まれる図形（図２Ｊ）の範囲内
又は前記線分C’D’及びD’A上にある場合（ただし、点C’及びAを除く）、R410Aを基準
とするCOP比が92.5％以上となり、かつGWPが65以下となることが判る。
【０５５５】
　また、同様に、座標（x,y,z）が、
　　点O(100.0, 0.0, 0.0)、
　　点C(77.7, 22.3, 0.0)、
　　点D(76.3, 14.2, 9.5)、
　　点A(90.5, 0.0, 9.5)
の５点をそれぞれ結ぶ線分OC、CD、DA及びAOで囲まれる図形（図２Ｊ）の範囲内又は前記
線分CD及びDA上にある場合（ただし、点C及びAを除く）、R410Aを基準とするCOP比が95％
以上となり、かつGWPが65以下となることが判る。
【０５５６】
　一方、比較例２、３及び４に示されるようにR32を含まない場合、二重結合を持つHFO-1
132(E)及びHFO-1123の濃度が相対的に高くなり、冷媒化合物において分解等の変質や重合
を招くため、好ましくない。
【０５５７】
　また、比較例３、５及び７に示されるようにHFO-1123を含まない場合、その燃焼抑制効
果が得られず、組成物を微燃性とすることができないため、好ましくない。
【０５５８】
　（２）冷凍機油
　第２グループの技術としての冷凍機油は、冷媒組成物と共存させて冷凍サイクルを行わ
せることで、冷凍サイクル装置内の潤滑性を高めることが可能であり、効率的なサイクル
性能を発揮させることも可能となる。
【０５５９】
　冷凍機油として、例えば、含酸素系合成油（エステル系冷凍機油、エーテル系冷凍機油
等）、炭化水素系冷凍機油等が挙げられる。なかでも、冷媒または冷媒組成物との相溶性
の観点から、エステル系冷凍機油、エーテル系冷凍機油が好ましい。冷凍機油としては、
１種を単独で用いてもよく、２種以上を組み合わせて用いてもよい。
【０５６０】
　冷凍機油は、潤滑性や圧縮機の密閉性の低下を抑制させること、低温条件下で冷媒に対
して相溶性が十分に確保されること、圧縮機の潤滑不良を抑制させること、蒸発器におけ
る熱交換効率を良好にすること、の少なくともいずれかの観点から、４０℃における動粘
度が１ｍｍ２／ｓ以上７５０ｍｍ２／ｓ以下であることが好ましく、１ｍｍ２／ｓ以上４
００ｍｍ２／ｓ以下であることがより好ましい。なお、冷凍機油の１００℃における動粘
度としては、例えば、１ｍｍ２／ｓ以上１００ｍｍ２／ｓ以下であってよく、１ｍｍ２／
ｓ以上５０ｍｍ２／ｓ以下であることがより好ましい。
【０５６１】
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　冷凍機油は、アニリン点が、－１００℃以上０℃以下であることが好ましい。ここで、
「アニリン点」は、例えば、炭化水素系溶剤等の溶解性を示す数値であり、試料（ここで
は冷凍機油）を等容積のアニリンと混合して冷やしたときに、互いに溶解し合えなくなっ
て濁りがみえ始めたときの温度を表すものである（JIS K 2256で規定）。なお、これらの
値は、冷媒が溶解しない状態の冷凍機油自体の値である。このようなアニリン点の冷凍機
油を用いることで、例えば、樹脂製機能部品を構成する各軸受および電動機の絶縁材料が
冷凍機油と接する位置で用いられている場合においても、これらの樹脂製機能部品に対す
る冷凍機油の適合性を向上させることができる。具体的には、アニリン点が低すぎると、
冷凍機油が軸受や絶縁材料に浸透し易くなり、軸受等が膨潤し易くなる。一方、アニリン
点が高すぎると、冷凍機油が軸受や絶縁材料に浸透し難くなり、軸受等が収縮し易くなる
。そこで、アニリン点が上述した所定の範囲（－１００℃以上０℃以下）である冷凍機油
を用いることで、軸受や絶縁材料の膨潤／収縮変形を防止することができる。ここで、各
軸受が膨潤変形してしまうと、摺動部での隙間（ギャップ）を所望とする長さに維持する
ことができない。その結果、摺動抵抗の増大を招く虞がある。各軸受が収縮変形してしま
うと、軸受の硬度が高くなり圧縮機の振動によって軸受が破損する虞がある。つまり、各
軸受が収縮変形すると、摺動部の剛性の低下を招く虞がある。また、電動機の絶縁材料（
絶縁被服材料や絶縁フィルム等）が膨潤変形してしまうと、その絶縁材料の絶縁性が低下
してしまう。絶縁材料が収縮変形してしまうと、上述した軸受の場合と同様に絶縁材料が
破損する虞があり、この場合もまた絶縁性が低下してしまう。これに対して、上記のよう
にアニリン点が所定の範囲内である冷凍機油を用いることで、軸受や絶縁材料の膨潤／収
縮変形を抑制できるため、このような不具合を回避することができる。
【０５６２】
　冷凍機油は、冷媒組成物と混合して冷凍機用作動流体として使用される。冷凍機用作動
流体全量に対する冷凍機油の配合割合は、５質量％以上６０質量％以下であることが好ま
しく、１０質量％以上５０質量％以下であることがより好ましい。
【０５６３】
　（２－１）含酸素系合成油
　含酸素系合成油であるエステル系冷凍機油やエーテル系冷凍機油は、主として、炭素原
子と酸素原子を有して構成されている。エステル系冷凍機油やエーテル系冷凍機油におい
ては、この炭素原子と酸素原子の比率（炭素／酸素モル比）が小さすぎると吸湿性が高く
なり、当該比率が大きすぎると冷媒との相溶性が低下してしまうことから、当該比率はモ
ル比で２以上７．５以下であることが好ましい。
【０５６４】
　（２－１－１）エステル系冷凍機油
　エステル系冷凍機油としては、化学的安定性の観点から、二塩基酸と１価アルコールと
の二塩基酸エステル油、ポリオールと脂肪酸とのポリオールエステル油、またはポリオー
ルと多価塩基酸と１価アルコール（又は脂肪酸）とのコンプレックスエステル油、ポリオ
ール炭酸エステル油等が基油成分として挙げられる。
【０５６５】
　（二塩基酸エステル油）
　二塩基酸エステル油としては、シュウ酸、マロン酸、コハク酸、グルタル酸、アジピン
酸、ピメリン酸、スベリン酸、アゼライン酸、セバシン酸、フタル酸、イソフタル酸、テ
レフタル酸等の二塩基酸、特に、炭素数５～１０の二塩基酸（グルタル酸、アジピン酸、
ピメリン酸、スベリン酸、アゼライン酸、セバシン酸等）と、直鎖または分枝アルキル基
を有する炭素数１～１５の一価アルコール（メタノール、エタノール、プロパノール、ブ
タノール、ペンタノール、ヘキサノール、ヘプタノール、オクタノール、ノナノール、デ
カノール、ウンデカノール、ドデカノール、トリデカノール、テトラデカノール、ペンタ
デカノール等）とのエステルが好ましい。この二塩基酸エステル油としては、具体的には
、グルタル酸ジトリデシル、アジピン酸ジ（２－エチルヘキシル）、アジピン酸ジイソデ
シル、アジピン酸ジトリデシル、セバシン酸ジ（３－エチルヘキシル）等が挙げられる。
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【０５６６】
　（ポリオールエステル油）
　ポリオールエステル油とは、多価アルコールと脂肪酸（カルボン酸）とから合成される
エステルであり、炭素／酸素モル比が２以上７．５以下、好ましくは３．２以上５．８以
下のものである。
【０５６７】
　ポリオールエステル油を構成する多価アルコールとしては、ジオール（エチレングリコ
ール、１，３－プロパンジオール、プロピレングリコール、１，４－ブタンジオール、１
，２－ブタンジオール、２－メチル－１，３－プロパンジオール、１，５－ペンタンジオ
ール、ネオペンチルグリコール、１，６－ヘキサンジオール、２－エチル－２－メチル－
１，３－プロパンジオール、１，７－ヘプタンジオール、２－メチル－２－プロピル－１
，３－プロパンジオール、２，２－ジエチル－１，３－プロパンジオール、１，８－オク
タンジオール、１，９－ノナンジオール、１，１０－デカンジオール、１，１１－ウンデ
カンジオール、１，１２－ドデカンジオール等）、水酸基を３～２０個有するポリオール
（トリメチロールエタン、トリメチロールプロパン、トリメチロールブタン、ジ－（トリ
メチロールプロパン）、トリ－（トリメチロールプロパン）、ペンタエリスリトール、ジ
－（ペンタエリスリトール）、トリ－（ペンタエリスリトール）、グリセリン、ポリグリ
セリン（グリセリンの２～３量体）、１，３，５－ペンタントリオール、ソルビトール、
ソルビタン、ソルビトールグリセリン縮合物、アドニトール、アラビトール、キシリトー
ル、マンニトールなどの多価アルコール、キシロース、アラビノース、リボース、ラムノ
ース、グルコース、フルクトース、ガラクトース、マンノース、ソルボース、セロビオー
ス、マルトース、イソマルトース、トレハロース、シュクロース、ラフィノース、ゲンチ
アノース、メレンジトースなどの糖類、ならびにこれらの部分エーテル化物等）が挙げら
れ、エステルを構成する多価アルコールとしては、上記の１種でもよく、２種以上が含ま
れていてもよい。
【０５６８】
　ポリオールエステルを構成する脂肪酸としては、特に炭素数は制限されないが、通常炭
素数１～２４のものが用いられる。直鎖の脂肪酸、分岐を有する脂肪酸が好ましい。直鎖
の脂肪酸としては、酢酸、プロピオン酸、ブタン酸、ペンタン酸、ヘキサン酸、ヘプタン
酸、オクタン酸、ノナン酸、デカン酸、ウンデカン酸、ドデカン酸、トリデカン酸、テト
ラデカン酸、ペンタデカン酸、ヘキサデカン酸、ヘプタデカン酸、オクタデカン酸、ノナ
デカン酸、エイコサン酸、オレイン酸、リノール酸、リノレン酸等が挙げられ、カルボキ
シル基に結合する炭化水素基は、全て飽和炭化水素であってもよく、不飽和炭化水素を有
していてもよい。さらに、分岐を有する脂肪酸としては、２－メチルプロパン酸、２－メ
チルブタン酸、３－メチルブタン酸、２，２－ジメチルプロパン酸、２－メチルペンタン
酸、３－メチルペンタン酸、４－メチルペンタン酸、２，２－ジメチルブタン酸、２，３
－ジメチルブタン酸、３，３－ジメチルブタン酸、２－メチルヘキサン酸、３－メチルヘ
キサン酸、４－メチルヘキサン酸、５－メチルヘキサン酸、２，２－ジメチルペンタン酸
、２，３－ジメチルペンタン酸、２，４－ジメチルペンタン酸、３，３－ジメチルペンタ
ン酸、３，４－ジメチルペンタン酸、４，４－ジメチルペンタン酸、２－エチルペンタン
酸、３－エチルペンタン酸、２，２，３－トリメチルブタン酸、２，３，３－トリメチル
ブタン酸、２－エチル－２－メチルブタン酸、２－エチル－３－メチルブタン酸、２－メ
チルヘプタン酸、３－メチルヘプタン酸、４－メチルヘプタン酸、５－メチルヘプタン酸
、６－メチルヘプタン酸、２－エチルヘキサン酸、３－エチルヘキサン酸、４－エチルヘ
キサン酸、２，２－ジメチルヘキサン酸、２，３－ジメチルヘキサン酸、２，４－ジメチ
ルヘキサン酸、２，５－ジメチルヘキサン酸、３，３－ジメチルヘキサン酸、３，４－ジ
メチルヘキサン酸、３，５－ジメチルヘキサン酸、４，４－ジメチルヘキサン酸、４，５
－ジメチルヘキサン酸、５，５－ジメチルヘキサン酸、２－プロピルペンタン酸、２－メ
チルオクタン酸、３－メチルオクタン酸、４－メチルオクタン酸、５－メチルオクタン酸
、６－メチルオクタン酸、７－メチルオクタン酸、２，２－ジメチルヘプタン酸、２，３
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－ジメチルヘプタン酸、２，４－ジメチルヘプタン酸、２，５－ジメチルヘプタン酸、２
，６－ジメチルヘプタン酸、３，３－ジメチルヘプタン酸、３，４－ジメチルヘプタン酸
、３，５－ジメチルヘプタン酸、３，６－ジメチルヘプタン酸、４，４－ジメチルヘプタ
ン酸、４，５－ジメチルヘプタン酸、４，６－ジメチルヘプタン酸、５，５－ジメチルヘ
プタン酸、５，６－ジメチルヘプタン酸、６，６－ジメチルヘプタン酸、２－メチル－２
－エチルヘキサン酸、２－メチル－３－エチルヘキサン酸、２－メチル－４－エチルヘキ
サン酸、３－メチル－２－エチルヘキサン酸、３－メチル－３－エチルヘキサン酸、３－
メチル－４－エチルヘキサン酸、４－メチル－２－エチルヘキサン酸、４－メチル－３－
エチルヘキサン酸、４－メチル－４－エチルヘキサン酸、５－メチル－２－エチルヘキサ
ン酸、５－メチル－３－エチルヘキサン酸、５－メチル－４－エチルヘキサン酸、２－エ
チルヘプタン酸、３－メチルオクタン酸、３，５，５－トリメチルヘキサン酸、２－エチ
ル－２，３，３－トリメチル酪酸、２，２，４，４－テトラメチルペンタン酸、２，２，
３，３－テトラメチルペンタン酸、２，２，３，４－テトラメチルペンタン酸、２，２－
ジイソプロピルプロパン酸などが挙げられる。脂肪酸は、これらの中から選ばれる１種ま
たは２種以上の脂肪酸とのエステルであってもよい。
【０５６９】
　エステルを構成する多価アルコールは１種類でもよく、２種以上の混合物でもよい。ま
た、エステルを構成する脂肪酸は、単一成分でもよく、２種以上の脂肪酸とのエステルで
もよい。脂肪酸は、各々１種類でもよく、２種類以上の混合物でもよい。また、ポリオー
ルエステル油は、遊離の水酸基を有していてもよい。
【０５７０】
　具体的なポリオールエステル油としては、ネオペンチルグリコール、トリメチロールエ
タン、トリメチロールプロパン、トリメチロールブタン、ジ－（トリメチロールプロパン
）、トリ－（トリメチロールプロパン）、ペンタエリスリトール、ジ－（ペンタエリスリ
トール）、トリ－（ペンタエリスリトール）などのヒンダードアルコールのエステルがよ
り好ましく、ネオペンチルグリコール、トリメチロールエタン、トリメチロールプロパン
、トリメチロールブタンおよびペンタエリスリトール、ジ－（ペンタエリスリトール）の
エステルがさらにより好ましく、ネオペンチルグリコール、トリメチロールプロパン、ペ
ンタエリスリトール、ジ－（ペンタエリスリトール）等と炭素数２～２０の脂肪酸とのエ
ステルが好ましい。
【０５７１】
　このような多価アルコール脂肪酸エステルを構成する脂肪酸において、脂肪酸は直鎖ア
ルキル基をもつ脂肪酸のみでもよいし、分岐構造をもつ脂肪酸から選ばれてもよい。また
、直鎖と分岐脂肪酸の混合エステルでもよい。さらに、エステルを構成する脂肪酸は、上
記脂肪酸から選ばれる２種類以上が用いられていてもよい。
【０５７２】
　具体的な例として、直鎖と分岐脂肪酸の混合エステルの場合には、直鎖を有する炭素数
４～６の脂肪酸と分岐を有する炭素数７～９の脂肪酸のモル比は、１５：８５～９０：１
０であり、好ましくは１５：８５～８５：１５であり、より好ましくは２０：８０～８０
：２０であり、さらに好ましくは２５：７５～７５：２５であり、最も好ましくは３０：
７０～７０：３０である。また、多価アルコール脂肪酸エステルを構成する脂肪酸の全量
に占める直鎖を有する炭素数４～６の脂肪酸および分岐を有する炭素数７～９の脂肪酸の
合計の割合は２０モル％以上であることが好ましい。脂肪酸組成に関しては、冷媒との十
分な相溶性、および冷凍機油として必要な粘度とを両立させるものであることが好ましい
。なお、ここでいう脂肪酸の割合とは、冷凍機油に含まれる多価アルコール脂肪酸エステ
ルを構成する脂肪酸全量を基準とした値である。
【０５７３】
　なかでも、このような冷凍機油としては、脂肪酸における炭素数４～６の脂肪酸と炭素
数７～９の分岐脂肪酸のモル比が１５：８５～９０：１０であり、炭素数４～６の脂肪酸
は２－メチルプロパン酸を含有し、上記エステルを構成する脂肪酸の全量に占める炭素数
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４～６の脂肪酸および炭素数７～９の分岐脂肪酸の合計の割合が２０モル％以上であるエ
ステル（以下、「多価アルコール脂肪酸エステル（Ａ）」という。）を含有したものが好
ましい。
【０５７４】
　多価アルコール脂肪酸エステル（Ａ）には、多価アルコールの全ての水酸基がエステル
化された完全エステル、多価アルコールの水酸基の一部がエステル化せずに残っている部
分エステル、ならびに完全エステルと部分エステルとの混合物が包含されるが、多価アル
コール脂肪酸エステル（Ａ）の水酸基価は、好ましくは１０ｍｇＫＯＨ／ｇ以下、さらに
は５ｍｇＫＯＨ／ｇ以下、最も好ましくは３ｍｇＫＯＨ／ｇ以下である。
【０５７５】
　多価アルコール脂肪酸エステル（Ａ）を構成する脂肪酸において、炭素数４～６の脂肪
酸と分岐を有する炭素数７～９の脂肪酸のモル比は、１５：８５～９０：１０であり、好
ましくは１５：８５～８５：１５であり、より好ましくは２０：８０～８０：２０であり
、さらに好ましくは２５：７５～７５：２５であり、最も好ましくは３０：７０～７０：
３０である。また、多価アルコール脂肪酸エステル（Ａ）を構成する脂肪酸の全量に占め
る炭素数４～６の脂肪酸および分岐を有する炭素数７～９の脂肪酸の合計の割合は２０モ
ル％以上である。脂肪酸組成に関する上記の条件を満たさない場合には、冷媒組成物にジ
フルオロメタンが含まれている場合において、当該ジフルオロメタンとの十分な相溶性、
および冷凍機油として必要な粘度とが高水準で両立されにくくなる。なお、脂肪酸の割合
とは、冷凍機油に含有される多価アルコール脂肪酸エステルを構成する脂肪酸全量を基準
とした値である。
【０５７６】
　上記炭素数４～６の脂肪酸としては、具体的には例えば、ブタン酸、２－メチルプロパ
ン酸、ペンタン酸、２－メチルブタン酸、３－メチルブタン酸、２，２－ジメチルプロパ
ン酸、２－メチルペンタン酸、３－メチルペンタン酸、４－メチルペンタン酸、２，２－
ジメチルブタン酸、２，３－ジメチルブタン酸、３，３－ジメチルブタン酸、ヘキサン酸
などが挙げられる。これらの中でも、２－メチルプロパン酸のように、アルキル骨格に分
岐を有するものが好ましい。
【０５７７】
　上記分岐を有する炭素数７～９の脂肪酸としては、具体的には例えば、２－メチルヘキ
サン酸、３－メチルヘキサン酸、４－メチルヘキサン酸、５－メチルヘキサン酸、２，２
－ジメチルペンタン酸、２，３－ジメチルペンタン酸、２，４－ジメチルペンタン酸、３
，３－ジメチルペンタン酸、３，４－ジメチルペンタン酸、４，４－ジメチルペンタン酸
、２－エチルペンタン酸、３－エチルペンタン酸、１，１，２－トリメチルブタン酸、１
，２，２－トリメチルブタン酸、１－エチル－１メチルブタン酸、１－エチル－２－メチ
ルブタン酸、オクタン酸、２－エチルヘキサン酸、３－エチルヘキサン酸、３，５－ジメ
チルヘキサン酸、２，４－ジメチルヘキサン酸、３，４－ジメチルヘキサン酸、４，５－
ジメチルヘキサン酸、２，２－ジメチルヘキサン酸、２－メチルヘプタン酸、３－メチル
ヘプタン酸、４－メチルヘプタン酸、５－メチルヘプタン酸、６－メチルヘプタン酸、２
－プロピルペンタン酸、ノナン酸、２，２－ジメチルヘプタン酸、２－メチルオクタン酸
、２－エチルヘプタン酸、３－メチルオクタン酸、３，５，５－トリメチルヘキサン酸、
２－エチル－２，３，３－トリメチル酪酸、２，２，４，４－テトラメチルペンタン酸、
２，２，３，３－テトラメチルペンタン酸、２，２，３，４－テトラメチルペンタン酸、
２，２－ジイソプロピルプロパン酸などが挙げられる。
【０５７８】
　多価アルコール脂肪酸エステル（Ａ）は、炭素数４～６の脂肪酸と分岐を有する炭素数
７～９の脂肪酸のモル比が１５：８５～９０：１０であり、かつ、炭素数４～６の脂肪酸
が２－メチルプロパン酸を含有する限りにおいて、炭素数４～６の脂肪酸および分岐を有
する炭素数７～９の脂肪酸以外の脂肪酸を構成酸成分として含有してもよい。
【０５７９】



(84) JP WO2019/124409 A1 2019.6.27

10

20

30

40

50

　上記炭素数４～６の脂肪酸および分岐を有する炭素数７～９の脂肪酸以外の脂肪酸とし
ては、具体的には、酢酸、プロピオン酸等の炭素数２～３の脂肪酸；ヘプタン酸、オクタ
ン酸、ノナン酸等の炭素数７～９の直鎖脂肪酸；デカン酸、ウンデカン酸、ドデカン酸、
トリデカン酸、テトラデカン酸、ペンタデカン酸、ヘキサデカン酸、ヘプタデカン酸、オ
クタデカン酸、ノナデカン酸、エイコサン酸、オレイン酸等の炭素数１０～２０の脂肪酸
等が挙げられる。
【０５８０】
　上記炭素数４～６の脂肪酸および分岐を有する炭素数７～９の脂肪酸と、これらの脂肪
酸以外の脂肪酸とを組み合わせて用いる場合、多価アルコール脂肪酸エステル（Ａ）を構
成する脂肪酸の全量に占める炭素数４～６の脂肪酸および炭素数７～９の分岐脂肪酸の合
計の割合が２０モル％以上とすることが好ましく、２５モル％以上であることがより好ま
しく、３０モル％以上であることがさらにより好ましい。この割合が２０モル％以上であ
ることにより、冷媒組成物においてジフルオロメタンが含まれている場合における当該ジ
フルオロメタンとの相溶性が十分となる。
【０５８１】
　多価アルコール脂肪酸エステル（Ａ）の中でも、酸構成成分が２－メチルプロパン酸と
３，５，５－トリメチルヘキサン酸のみからなるものが、必要粘度の確保と、冷媒組成物
においてジフルオロメタンが含まれている場合における当該ジフルオロメタンとの相溶性
との両立の面で特に好ましい。
【０５８２】
　上記多価アルコール脂肪酸エステルは、分子構造の異なるエステルの２種以上の混合物
であってもよく、かかる場合には個々の分子が必ずしも上記の条件を満たしている必要は
なく、冷凍機油中に含まれるペンタエリスリトール脂肪酸エステルを構成する脂肪酸全体
として上記条件を満たしていればよい。
【０５８３】
　上記した通り、多価アルコール脂肪酸エステル（Ａ）は、エステルを構成する酸成分と
して炭素数４～６の脂肪酸及び分岐を有する炭素数７～９の脂肪酸を必須とし、必要に応
じてその他の脂肪酸を構成成分として含むものである。すなわち、多価アルコール脂肪酸
エステル（Ａ）は、２種のみの脂肪酸を酸構成成分としているものであっても、３種以上
の構造の異なる脂肪酸を酸構成成分としているものであってもよいが、当該多価アルコー
ル脂肪酸エステルは、酸構成成分として、カルボニル炭素と隣接する炭素原子（α位炭素
原子）が四級炭素でない脂肪酸のみを含有することが好ましい。多価アルコール脂肪酸エ
ステルを構成する脂肪酸中に、α位炭素原子が四級炭素である脂肪酸が含まれる場合には
、冷媒組成物にジフルオロメタンを含んでいる場合における当該ジフルオロメタン存在下
での潤滑性が不十分となる傾向にある。
【０５８４】
　また、本実施形態にかかるポリオールエステルを構成する多価アルコールとしては、水
酸基を２～６個有する多価アルコールが好ましく用いられる。
【０５８５】
　２価アルコール（ジオール）としては、具体的には例えば、エチレングリコール、１，
３－プロパンジオール、プロピレングリコール、１，４－ブタンジオール、１，２－ブタ
ンジオール、２－メチル－１，３－プロパンジオール、１，５－ペンタンジオール、ネオ
ペンチルグリコール、１，６－ヘキサンジオール、２－エチル－２－メチル－１，３－プ
ロパンジオール、１，７－ヘプタンジオール、２－メチル－２－プロピル－１，３－プロ
パンジオール、２，２－ジエチル－１，３－プロパンジオール、１，８－オクタンジオー
ル、１，９－ノナンジオール、１，１０－デカンジオール、１，１１－ウンデカンジオー
ル、１，１２－ドデカンジオールなどが挙げられる。また、３価以上のアルコールとして
は、具体的には例えば、トリメチロールエタン、トリメチロールプロパン、トリメチロー
ルブタン、ジ－（トリメチロールプロパン）、トリ－（トリメチロールプロパン）、ペン
タエリスリトール、ジ－（ペンタエリスリトール）、トリ－（ペンタエリスリトール）、
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グリセリン、ポリグリセリン（グリセリンの２～３量体）、１，３，５－ペンタントリオ
ール、ソルビトール、ソルビタン、ソルビトールグリセリン縮合物、アドニトール、アラ
ビトール、キシリトール、マンニトールなどの多価アルコール、キシロース、アラビノー
ス、リボース、ラムノース、グルコース、フルクトース、ガラクトース、マンノース、ソ
ルボース、セロビオースなどの糖類、ならびにこれらの部分エーテル化物などが挙げられ
る。これらの中でも、より加水分解安定性に優れることから、ネオペンチルグリコール、
トリメチロールエタン、トリメチロールプロパン、トリメチロールブタン、ジ－（トリメ
チロールプロパン）、トリ－（トリメチロールプロパン）、ペンタエリスリトール、ジ－
（ペンタエリスリトール）、トリ－（ペンタエリスリトール）などのヒンダードアルコー
ルのエステルがより好ましく、ネオペンチルグリコール、トリメチロールエタン、トリメ
チロールプロパン、トリメチロールブタンおよびペンタエリスリトール、ジ－（ペンタエ
リスリトール）のエステルがさらにより好ましく、ネオペンチルグリコール、トリメチロ
ールプロパン、ペンタエリスリトール、ジ－（ペンタエリスリトール）がさらに好ましく
、冷媒との相溶性および加水分解安定性に特に優れることから、ペンタエリスリトール、
ジ－（ペンタエリスリトール）またはペンタエリスリトールとジ－（ペンタエリスリトー
ル）との混合エステルが最も好ましい。
【０５８６】
　上記多価アルコール脂肪酸エステル（Ａ）を構成する酸構成成分の好ましい例としては
、以下のものを挙げることができる。
（ｉ）ブタン酸、２－メチルプロパン酸、ペンタン酸、２－メチルブタン酸、３－メチル
ブタン酸、２，２－ジメチルプロパン酸、２－メチルペンタン酸、３－メチルペンタン酸
、４－メチルペンタン酸、２，２－ジメチルブタン酸、２，３－ジメチルブタン酸、３，
３－ジメチルブタン酸およびヘキサン酸から選ばれる１～１３種と、２－メチルヘキサン
酸、３－メチルヘキサン酸、４－メチルヘキサン酸、５－メチルヘキサン酸、２，２－ジ
メチルペンタン酸、２，３－ジメチルペンタン酸、２，４－ジメチルペンタン酸、３，３
－ジメチルペンタン酸、３，４－ジメチルペンタン酸、４，４－ジメチルペンタン酸、２
－エチルペンタン酸、３－エチルペンタン酸および２－エチル－３－メチルブタン酸から
選ばれる１～１３種との組合せ；
（ｉｉ）ブタン酸、２－メチルプロパン酸、ペンタン酸、２－メチルブタン酸、３－メチ
ルブタン酸、２，２－ジメチルプロパン酸、２－メチルペンタン酸、３－メチルペンタン
酸、４－メチルペンタン酸、２，２－ジメチルブタン酸、２，３－ジメチルブタン酸、３
，３－ジメチルブタン酸およびヘキサン酸から選ばれる１～１３種と、２－メチルヘプタ
ン酸、３－メチルヘプタン酸、４－メチルヘプタン酸、５－メチルヘプタン酸、６－メチ
ルヘプタン酸、２，２－ジメチルヘキサン酸、３，３－ジメチルヘキサン酸、４，４－ジ
メチルヘキサン酸、５，５－ジメチルヘキサン酸、２，３－ジメチルヘキサン酸、２，４
－ジメチルヘキサン酸、２，５－ジメチルヘキサン酸、３，４－ジメチルヘキサン酸、３
，５－ジメチルヘキサン酸、４，５－ジメチルヘキサン酸、２，２，３－トリメチルペン
タン酸、２，３，３－トリメチルペンタン酸、２，４，４－トリメチルペンタン酸、３，
４，４－トリメチルペンタン酸、２－エチルヘキサン酸、３－エチルヘキサン酸、２－プ
ロピルペンタン酸、２－メチル－２－エチルペンタン酸、２－メチル－３－エチルペンタ
ン酸および３－メチル－３－エチルペンタン酸から選ばれる１～２５種との組合せ；
（ｉｉｉ）ブタン酸、２－メチルプロパン酸、ペンタン酸、２－メチルブタン酸、３－メ
チルブタン酸、２，２－ジメチルプロパン酸、２－メチルペンタン酸、３－メチルペンタ
ン酸、４－メチルペンタン酸、２，２－ジメチルブタン酸、２，３－ジメチルブタン酸、
３，３－ジメチルブタン酸およびヘキサン酸から選ばれる１～１３種と、２－メチルオク
タン酸、３－メチルオクタン酸、４－メチルオクタン酸、５－メチルオクタン酸、６－メ
チルオクタン酸、７－メチルオクタン酸、８－メチルオクタン酸、２，２－ジメチルヘプ
タン酸、３，３－ジメチルヘプタン酸、４，４－ジメチルヘプタン酸、５，５－ジメチル
ヘプタン酸、６，６－ジメチルヘプタン酸、２，３－ジメチルヘプタン酸、２，４－ジメ
チルヘプタン酸、２，５－ジメチルヘプタン酸、２，６－ジメチルヘプタン酸、３，４－
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ジメチルヘプタン酸、３，５－ジメチルヘプタン酸、３，６－ジメチルヘプタン酸、４，
５－ジメチルヘプタン酸、４，６－ジメチルヘプタン酸、２－エチルヘプタン酸、３－エ
チルヘプタン酸、４－エチルヘプタン酸、５－エチルヘプタン酸、２－プロピルヘキサン
酸、３－プロピルヘキサン酸、２－ブチルペンタン酸、２，２，３－トリメチルヘキサン
酸、２，２，３－トリメチルヘキサン酸、２，２，４－トリメチルヘキサン酸、２，２，
５－トリメチルヘキサン酸、２，３，４－トリメチルヘキサン酸、２，３，５－トリメチ
ルヘキサン酸、３，３，４－トリメチルヘキサン酸、３，３，５－トリメチルヘキサン酸
、３，５，５－トリメチルヘキサン酸、４，４，５－トリメチルヘキサン酸、４，５，５
－トリメチルヘキサン酸、２，２，３，３－テトラメチルペンタン酸、２，２，３，４－
テトラメチルペンタン酸、２，２，４，４－テトラメチルペンタン酸、２，３，４，４－
テトラメチルペンタン酸、３，３，４，４－テトラメチルペンタン酸、２，２－ジエチル
ペンタン酸、２，３－ジエチルペンタン酸、３，３－ジエチルペンタン酸、２－エチル－
２，３，３－トリメチル酪酸、３－エチル－２，２，３－トリメチル酪酸および２，２－
ジイソプロピルプロピオン酸から選ばれる１～５０種との組合せ。
【０５８７】
　上記多価アルコール脂肪酸エステルを構成する酸構成成分のさらに好ましい例としては
、以下のものを挙げることができる。
（ｉ）２－メチルプロパン酸と、２－メチルヘキサン酸、３－メチルヘキサン酸、４－メ
チルヘキサン酸、５－メチルヘキサン酸、２，２－ジメチルペンタン酸、２，３－ジメチ
ルペンタン酸、２，４－ジメチルペンタン酸、３，３－ジメチルペンタン酸、３，４－ジ
メチルペンタン酸、４，４－ジメチルペンタン酸、２－エチルペンタン酸、３－エチルペ
ンタン酸および２－エチル－３－メチルブタン酸から選ばれる１～１３種との組合せ；
（ｉｉ）２－メチルプロパン酸と、２－メチルヘプタン酸、３－メチルヘプタン酸、４－
メチルヘプタン酸、５－メチルヘプタン酸、６－メチルヘプタン酸、２，２－ジメチルヘ
キサン酸、３，３－ジメチルヘキサン酸、４，４－ジメチルヘキサン酸、５，５－ジメチ
ルヘキサン酸、２，３－ジメチルヘキサン酸、２，４－ジメチルヘキサン酸、２，５－ジ
メチルヘキサン酸、３，４－ジメチルヘキサン酸、３，５－ジメチルヘキサン酸、４，５
－ジメチルヘキサン酸、２，２，３－トリメチルペンタン酸、２，３，３－トリメチルペ
ンタン酸、２，４，４－トリメチルペンタン酸、３，４，４－トリメチルペンタン酸、２
－エチルヘキサン酸、３－エチルヘキサン酸、２－プロピルペンタン酸、２－メチル－２
－エチルペンタン酸、２－メチル－３－エチルペンタン酸および３－メチル－３－エチル
ペンタン酸から選ばれる１～２５種との組合せ；
（ｉｉｉ）２－メチルプロパン酸と、２－メチルオクタン酸、３－メチルオクタン酸、４
－メチルオクタン酸、５－メチルオクタン酸、６－メチルオクタン酸、７－メチルオクタ
ン酸、８－メチルオクタン酸、２，２－ジメチルヘプタン酸、３，３－ジメチルヘプタン
酸、４，４－ジメチルヘプタン酸、５，５－ジメチルヘプタン酸、６，６－ジメチルヘプ
タン酸、２，３－ジメチルヘプタン酸、２，４－ジメチルヘプタン酸、２，５－ジメチル
ヘプタン酸、２，６－ジメチルヘプタン酸、３，４－ジメチルヘプタン酸、３，５－ジメ
チルヘプタン酸、３，６－ジメチルヘプタン酸、４，５－ジメチルヘプタン酸、４，６－
ジメチルヘプタン酸、２－エチルヘプタン酸、３－エチルヘプタン酸、４－エチルヘプタ
ン酸、５－エチルヘプタン酸、２－プロピルヘキサン酸、３－プロピルヘキサン酸、２－
ブチルペンタン酸、２，２，３－トリメチルヘキサン酸、２，２，３－トリメチルヘキサ
ン酸、２，２，４－トリメチルヘキサン酸、２，２，５－トリメチルヘキサン酸、２，３
，４－トリメチルヘキサン酸、２，３，５－トリメチルヘキサン酸、３，３，４－トリメ
チルヘキサン酸、３，３，５－トリメチルヘキサン酸、３，５，５－トリメチルヘキサン
酸、４，４，５－トリメチルヘキサン酸、４，５，５－トリメチルヘキサン酸、２，２，
３，３－テトラメチルペンタン酸、２，２，３，４－テトラメチルペンタン酸、２，２，
４，４－テトラメチルペンタン酸、２，３，４，４－テトラメチルペンタン酸、３，３，
４，４－テトラメチルペンタン酸、２，２－ジエチルペンタン酸、２，３－ジエチルペン
タン酸、３，３－ジエチルペンタン酸、２－エチル－２，３，３－トリメチル酪酸、３－
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エチル－２，２，３－トリメチル酪酸および２，２－ジイソプロピルプロピオン酸から選
ばれる１～５０種との組合せ。
【０５８８】
　上記多価アルコール脂肪酸エステル（Ａ）の含有量は、冷凍機油全量基準で５０質量％
以上であり、好ましくは６０質量％以上、より好ましくは７０質量％以上、さらに好まし
くは７５質量％以上である。本実施形態に係る冷凍機油は、後述するように多価アルコー
ル脂肪酸エステル（Ａ）以外の潤滑油基油や添加剤を含有してもよいが、多価アルコール
脂肪酸エステル（Ａ）が５０質量％未満であると、必要粘度と相溶性とを高水準で両立す
ることができなくなる。
【０５８９】
　本実施形態に係る冷凍機油において、多価アルコール脂肪酸エステル（Ａ）は主として
基油として用いられる。本実施形態に係る冷凍機油の基油としては、多価アルコール脂肪
酸エステル（Ａ）のみを単独で（すなわち多価アルコール脂肪酸エステル（Ａ）の含有量
が１００質量％）用いてもよいが、これに加えて、その優れた性能を損なわない程度に、
多価アルコール脂肪酸エステル（Ａ）以外の基油をさらに含有してもよい。多価アルコー
ル脂肪酸エステル（Ａ）以外の基油としては、鉱油、オレフィン重合体、アルキルジフェ
ニルアルカン、アルキルナフタレン、アルキルベンゼン等の炭化水素系油；多価アルコー
ル脂肪酸エステル（Ａ）以外のポリオールエステル、コンプレックスエステル、脂環式ジ
カルボン酸エステル等のエステル、ポリグリコール、ポリビニルエーテル、ケトン、ポリ
フェニルエーテル、シリコーン、ポリシロキサン、パーフルオロエーテル等の酸素を含有
する合成油（以下、場合により「他の含酸素合成油」という）などが挙げられる。
【０５９０】
　酸素を含有する合成油としては、上記の中でも、多価アルコール脂肪酸エステル（Ａ）
以外のエステル、ポリグリコール、ポリビニルエーテルが好ましく、特に好ましいのは、
多価アルコール脂肪酸エステル（Ａ）以外のポリオールエステルである。多価アルコール
脂肪酸エステル（Ａ）以外のポリオールエステルとしては、ネオペンチルグリコール、ト
リメチロールエタン、トリメチロールプロパン、トリメチロールブタン、ペンタエリスリ
トール、ジペンタエリスリトール等の多価アルコールと脂肪酸とのエステルが挙げられ、
特に好ましいものは、ネオペンチルグリコールと脂肪酸とのエステル、ペンタエリスリト
ールと脂肪酸とのエステル及びジペンタエリスリトールと脂肪酸とのエステルである。
【０５９１】
　ネオペンチルグリコールエステルとしては、ネオペンチルグリコールと炭素数５～９の
脂肪酸とのエステルであることが好ましい。このようなネオペンチルグリコールエステル
としては、具体的には例えば、ネオペンチルグリコールジ３，５，５－トリメチルヘキサ
ノエート、ネオペンチルグリコールジ２－エチルヘキサノエート、ネオペンチルグリコー
ルジ２－メチルヘキサノエート、ネオペンチルグリコールジ２－エチルペンタノエート、
ネオペンチルグリコールと２－メチルヘキサン酸・２－エチルペンタン酸のエステル、ネ
オペンチルグリコールと３－メチルヘキサン酸・５－メチルヘキサン酸のエステル、ネオ
ペンチルグリコールと２－メチルヘキサン酸・２－エチルヘキサン酸のエステル、ネオペ
ンチルグリコールと３，５－ジメチルヘキサン酸・４，５－ジメチルヘキサン酸・３，４
－ジメチルヘキサン酸のエステル、ネオペンチルグリコールジペンタノエート、ネオペン
チルグリコールジ２－エチルブタノエート、ネオペンチルグリコールジ２－メチルペンタ
ノエート、ネオペンチルグリコールジ２－メチルブタノエート、ネオペンチルグリコール
ジ３－メチルブタノエート等が挙げられる。
【０５９２】
　ペンタエリスリトールエステルとしては、ペンタエリスリトールと炭素数５～９の脂肪
酸とのエステルが好ましい。このようなペンタエリスリトールエステルとしては、具体的
には、ペンタエリスリトールと、ペンタン酸、２－メチルブタン酸、３－メチルブタン酸
、ヘキサン酸、２－メチルペンタン酸、２－エチルブタン酸、２－エチルペンタン酸、２
－メチルヘキサン酸、３，５，５－トリメチルヘキサン酸および２－エチルヘキサン酸か
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ら選ばれる１種以上の脂肪酸とのエステルが挙げられる。
【０５９３】
　ジペンタエリスリトールエステルとしては、ジペンタエリスリトールと炭素数５～９の
脂肪酸のエステルが好ましい。このようなジペンタエリスリトールエステルとしては、具
体的には、ジペンタエリスリトールと、ペンタン酸、２－メチルブタン酸、３－メチルブ
タン酸、ヘキサン酸、２－メチルペンタン酸、２－エチルブタン酸、２－エチルペンタン
酸、２－メチルヘキサン酸、３，５，５－トリメチルヘキサン酸および２－エチルヘキサ
ン酸から選ばれる１種以上の脂肪酸とのエステルが挙げられる。
【０５９４】
　本実施形態に係る冷凍機油が多価アルコール脂肪酸エステル（Ａ）以外の含酸素合成油
を含有する場合、多価アルコール脂肪酸エステル（Ａ）以外の含酸素合成油の含有量は、
本実施形態に係る冷凍機油の優れた潤滑性と相溶性とを損なわない限りにおいて特に制限
はないが、多価アルコール脂肪酸エステル（Ａ）以外のポリオールエステルを配合する場
合、冷凍機油全量基準で、５０質量％未満であることが好ましく、４５質量％以下である
ことがより好ましく、４０質量％以下であることがさらに好ましく、３５質量％以下であ
ることがさらにより好ましく、３０質量％以下であることが一層好ましく、２５質量％以
下であることが最も好ましく；ポリオールエステル以外の含酸素合成油を配合する場合、
冷凍機油全量基準で５０質量％未満であることが好ましく、４０質量％以下であることが
より好ましく、３０質量％以下であることがさらに好ましい。ペンタエリスリトール脂肪
酸エステル以外のポリオールエステルや他の含酸素合成油の配合量が多すぎると、上記効
果が十分には得られない。
【０５９５】
　なお、多価アルコール脂肪酸エステル（Ａ）以外のポリオールエステルは、多価アルコ
ールの水酸基の一部がエステル化されずに水酸基のまま残っている部分エステルであって
も良く、全ての水酸基がエステル化された完全エステルであっても良く、また部分エステ
ルと完全エステルの混合物であっても良いが、水酸基価が、１０ｍｇＫＯＨ／ｇ以下であ
ることが好ましく、５ｍｇＫＯＨ／ｇ以下であることがより好ましく、３ｍｇＫＯＨ／ｇ
以下であることが最も好ましい。
【０５９６】
　本実施形態に係る冷凍機および冷凍機用作動流体が多価アルコール脂肪酸エステル（Ａ
）以外のポリオールエステルを含有する場合、該ポリオールエステルとして、単一の構造
のポリオールエステルの１種からなるものを含有してもよく、また、構造の異なる２種以
上のポリオールエステルの混合物を含有してもよい。
【０５９７】
　また、多価アルコール脂肪酸エステル（Ａ）以外のポリオールエステルは、１種の脂肪
酸と１種の多価アルコールとのエステル、２種以上の脂肪酸と１種の多価アルコールとの
エステル、１種の脂肪酸と２種以上の多価アルコールとのエステル、２種以上の脂肪酸と
２種以上の多価アルコールとのエステルのいずれであってもよい。
【０５９８】
　本実施形態に係る冷凍機油は、多価アルコール脂肪酸エステル（Ａ）のみからなるもの
であってもよく、また、多価アルコール脂肪酸エステル（Ａ）とその他の基油とからなる
ものであってもよいが、後述する各種添加剤をさらに含有してもよい。また、本実施形態
に係る冷凍機用作動流体においても、各種添加剤をさらに含有してもよい。なお、以下の
説明において、添加剤の含有量については、冷凍機油全量を基準として示すが、冷凍機用
作動流体におけるこれらの成分の含有量は、冷凍機油全量を基準とした場合に後述する好
ましい範囲内となるように選定することが望ましい。
【０５９９】
　本実施形態に係る冷凍機油および冷凍機用作動流体の耐摩耗性、耐荷重性をさらに改良
するために、リン酸エステル、酸性リン酸エステル、チオリン酸エステル、酸性リン酸エ
ステルのアミン塩、塩素化リン酸エステルおよび亜リン酸エステルからなる群より選ばれ
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る少なくとも１種のリン化合物を配合することができる。これらのリン化合物は、リン酸
または亜リン酸とアルカノール、ポリエーテル型アルコールとのエステルあるいはその誘
導体である。
【０６００】
　具体的には例えば、リン酸エステルとしては、トリブチルホスフェート、トリペンチル
ホスフェート、トリヘキシルホスフェート、トリヘプチルホスフェート、トリオクチルホ
スフェート、トリノニルホスフェート、トリデシルホスフェート、トリウンデシルホスフ
ェート、トリドデシルホスフェート、トリトリデシルホスフェート、トリテトラデシルホ
スフェート、トリペンタデシルホスフェート、トリヘキサデシルホスフェート、トリヘプ
タデシルホスフェート、トリオクタデシルホスフェート、トリオレイルホスフェート、ト
リフェニルホスフェート、トリクレジルホスフェート、トリキシレニルホスフェート、ク
レジルジフェニルホスフェート、キシレニルジフェニルホスフェートなどが挙げられる。
【０６０１】
　酸性リン酸エステルとしては、モノブチルアシッドホスフェート、モノペンチルアシッ
ドホスフェート、モノヘキシルアシッドホスフェート、モノヘプチルアシッドホスフェー
ト、モノオクチルアシッドホスフェート、モノノニルアシッドホスフェート、モノデシル
アシッドホスフェート、モノウンデシルアシッドホスフェート、モノドデシルアシッドホ
スフェート、モノトリデシルアシッドホスフェート、モノテトラデシルアシッドホスフェ
ート、モノペンタデシルアシッドホスフェート、モノヘキサデシルアシッドホスフェート
、モノヘプタデシルアシッドホスフェート、モノオクタデシルアシッドホスフェート、モ
ノオレイルアシッドホスフェート、ジブチルアシッドホスフェート、ジペンチルアシッド
ホスフェート、ジヘキシルアシッドホスフェート、ジヘプチルアシッドホスフェート、ジ
オクチルアシッドホスフェート、ジノニルアシッドホスフェート、ジデシルアシッドホス
フェート、ジウンデシルアシッドホスフェート、ジドデシルアシッドホスフェート、ジト
リデシルアシッドホスフェート、ジテトラデシルアシッドホスフェート、ジペンタデシル
アシッドホスフェート、ジヘキサデシルアシッドホスフェート、ジヘプタデシルアシッド
ホスフェート、ジオクタデシルアシッドホスフェート、ジオレイルアシッドホスフェート
などが挙げられる。
【０６０２】
　チオリン酸エステルとしては、トリブチルホスフォロチオネート、トリペンチルホスフ
ォロチオネート、トリヘキシルホスフォロチオネート、トリヘプチルホスフォロチオネー
ト、トリオクチルホスフォロチオネート、トリノニルホスフォロチオネート、トリデシル
ホスフォロチオネート、トリウンデシルホスフォロチオネート、トリドデシルホスフォロ
チオネート、トリトリデシルホスフォロチオネート、トリテトラデシルホスフォロチオネ
ート、トリペンタデシルホスフォロチオネート、トリヘキサデシルホスフォロチオネート
、トリヘプタデシルホスフォロチオネート、トリオクタデシルホスフォロチオネート、ト
リオレイルホスフォロチオネート、トリフェニルホスフォロチオネート、トリクレジルホ
スフォロチオネート、トリキシレニルホスフォロチオネート、クレジルジフェニルホスフ
ォロチオネート、キシレニルジフェニルホスフォロチオネートなどが挙げられる。
【０６０３】
　酸性リン酸エステルのアミン塩としては、酸性リン酸エステルと、炭素数１～２４、好
ましくは５～１８の１～３級の直鎖または分岐アルキル基のアミンとのアミン塩が挙げら
れる。
【０６０４】
　酸性リン酸エステルのアミン塩を構成するアミンとしては、直鎖または分岐のメチルア
ミン、エチルアミン、プロピルアミン、ブチルアミン、ペンチルアミン、ヘキシルアミン
、ヘプチルアミン、オクチルアミン、ノニルアミン、デシルアミン、ウンデシルアミン、
ドデシルアミン、トリデシルアミン、テトラデシルアミン、ペンタデシルアミン、ヘキサ
デシルアミン、ヘプタデシルアミン、オクタデシルアミン、オレイルアミン、テトラコシ
ルアミン、ジメチルアミン、ジエチルアミン、ジプロピルアミン、ジブチルアミン、ジペ



(90) JP WO2019/124409 A1 2019.6.27

10

20

30

40

50

ンチルアミン、ジヘキシルアミン、ジヘプチルアミン、ジオクチルアミン、ジノニルアミ
ン、ジデシルアミン、ジウンデシルアミン、ジドデシルアミン、ジトリデシルアミン、ジ
テトラデシルアミン、ジペンタデシルアミン、ジヘキサデシルアミン、ジヘプタデシルア
ミン、ジオクタデシルアミン、ジオレイルアミン、ジテトラコシルアミン、トリメチルア
ミン、トリエチルアミン、トリプロピルアミン、トリブチルアミン、トリペンチルアミン
、トリヘキシルアミン、トリヘプチルアミン、トリオクチルアミン、トリノニルアミン、
トリデシルアミン、トリウンデシルアミン、トリドデシルアミン、トリトリデシルアミン
、トリテトラデシルアミン、トリペンタデシルアミン、トリヘキサデシルアミン、トリヘ
プタデシルアミン、トリオクタデシルアミン、トリオレイルアミン、トリテトラコシルア
ミンなどのアミンとの塩が挙げられる。アミンは単独の化合物であっても、２種以上の化
合物の混合物であっても良い。
【０６０５】
　塩素化リン酸エステルとしては、トリス・ジクロロプロピルホスフェート、トリス・ク
ロロエチルホスフェート、トリス・クロロフェニルホスフェート、ポリオキシアルキレン
・ビス［ジ（クロロアルキル）］ホスフェートなどが挙げられる。亜リン酸エステルとし
ては、ジブチルホスファイト、ジペンチルホスファイト、ジヘキシルホスファイト、ジヘ
プチルホスファイト、ジオクチルホスファイト、ジノニルホスファイト、ジデシルホスフ
ァイト、ジウンデシルホスファイト、ジドデシルホスファイト、ジオレイルホスファイト
、ジフェニルホスファイト、ジクレジルホスファイト、トリブチルホスファイト、トリペ
ンチルホスファイト、トリヘキシルホスファイト、トリヘプチルホスファイト、トリオク
チルホスファイト、トリノニルホスファイト、トリデシルホスファイト、トリウンデシル
ホスファイト、トリドデシルホスファイト、トリオレイルホスファイト、トリフェニルホ
スファイト、トリクレジルホスファイトなどが挙げられる。また、これらの混合物も使用
できる。
【０６０６】
　本実施形態に係る冷凍機油および冷凍機用作動流体が上記リン化合物を含有する場合、
リン化合物の含有量は特に制限されないが、冷凍機油全量基準（基油と全配合添加剤の合
計量基準）で、０．０１～５．０質量％であることが好ましく、０．０２～３．０質量％
であることがより好ましい。なお、上記リン化合物は１種を単独で用いてもよく、２種以
上を併用してもよい。
【０６０７】
　また、本実施形態に係る冷凍機油および冷凍機用作動流体は、その熱・化学的安定性を
さらに改良するために、テルペン化合物を添加することができる。本開示でいう「テルペ
ン化合物」とは、イソプレンの重合した化合物およびこれらの誘導体を意味し、イソプレ
ンの２～８量体が好ましく用いられる。テルペン化合物としては、具体的には、ゲラニオ
ール、ネロール、リナロール、シトラール（ゲラニアールを含む）、シトロネロール、メ
ントール、リモネン、テルピネロール、カルボン、ヨノン、ツヨン、樟脳（カンファー）
、ボルネオールなどのモノテルペン、ファルネセン、ファルネソール、ネロリドール、幼
若ホルモン、フムレン、カリオフイレン、エレメン、カジノール、カジネン、ツチンなど
のセスキテルペン、ゲラニルゲラニオール、フィトール、アビエチン酸、ピマラジェン、
ダフネトキシン、タキソール、ピマール酸などのジテルペン、ゲラニルファルネセンなど
のセスタテルペン、スクアレン、リモニン、カメリアゲニン、ホパン、ラノステロールな
どのトリテルペン、カロテノイドなどのテトラテルペンなどが挙げられる。
【０６０８】
　これらのテルペン化合物の中でも、モノテルペン、セスキテルペン、ジテルペンが好ま
しく、セスキテルペンがより好ましく、αファルネセン（３，７，１１－トリメチルドデ
カ－１，３，６，１０－テトラエン）および／またはβファルネセン（７，１１－ジメチ
ル－３－メチリデンドデカ－１，６，１０－トリエン）が特に好ましい。本開示において
、テルペン化合物は、１種を単独で用いてもよく、２種以上を組み合わせて用いてもよい
。
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【０６０９】
　本実施形態に係る冷凍機油におけるテルペン化合物の含有量は特に制限されないが、冷
凍機油全量基準で、好ましくは０．００１～１０質量％、より好ましくは０．０１～５質
量％、さらに好ましくは０．０５～３質量％である。テルペン化合物の含有量が０．００
１質量％未満であると熱・化学的安定性の向上効果が不十分となる傾向にあり、また、１
０質量％を超えると潤滑性が不十分となる傾向にある。また、本実施形態に係る冷凍機用
作動流体におけるテルペン化合物の含有量については、冷凍機油全量を基準とした場合に
上記の好ましい範囲内となるように選定することが望ましい。
【０６１０】
　また、本実施形態に係る冷凍機油および冷凍機用作動流体は、その熱・化学的安定性を
さらに改良するために、フェニルグリシジルエーテル型エポキシ化合物、アルキルグリシ
ジルエーテル型エポキシ化合物、グリシジルエステル型エポキシ化合物、アリルオキシラ
ン化合物、アルキルオキシラン化合物、脂環式エポキシ化合物、エポキシ化脂肪酸モノエ
ステルおよびエポキシ化植物油から選ばれる少なくとも１種のエポキシ化合物を含有する
ことができる。
【０６１１】
　フェニルグリシジルエーテル型エポキシ化合物としては、具体的には、フェニルグリシ
ジルエーテルまたはアルキルフェニルグリシジルエーテルが例示できる。ここでいうアル
キルフェニルグリシジルエーテルとは、炭素数１～１３のアルキル基を１～３個有するも
のが挙げられ、中でも炭素数４～１０のアルキル基を１個有するもの、例えばｎ－ブチル
フェニルグリシジルエーテル、ｉ－ブチルフェニルグリシジルエーテル、ｓｅｃ－ブチル
フェニルグリシジルエーテル、ｔｅｒｔ－ブチルフェニルグリシジルエーテル、ペンチル
フェニルグリシジルエーテル、ヘキシルフェニルグリシジルエーテル、ヘプチルフェニル
グリシジルエーテル、オクチルフェニルグリシジルエーテル、ノニルフェニルグリシジル
エーテル、デシルフェニルグリシジルエーテルなどが好ましいものとして例示できる。
【０６１２】
　アルキルグリシジルエーテル型エポキシ化合物としては、具体的には、デシルグリシジ
ルエーテル、ウンデシルグリシジルエーテル、ドデシルグリシジルエーテル、トリデシル
グリシジルエーテル、テトラデシルグリシジルエーテル、２－エチルヘキシルグリシジル
エーテル、ネオペンチルグリコールジグリシジルエーテル、トリメチロールプロパントリ
グリシジルエーテル、ペンタエリスリトールテトラグリシジルエーテル、１，６－ヘキサ
ンジオールジグリシジルエーテル、ソルビトールポリグリシジルエーテル、ポリアルキレ
ングリコールモノグリシジルエーテル、ポリアルキレングリコールジグリシジルエーテル
などが例示できる。
【０６１３】
　グリシジルエステル型エポキシ化合物としては、具体的には、フェニルグリシジルエス
テル、アルキルグリシジルエステル、アルケニルグリシジルエステルなどが挙げられ、好
ましいものとしては、グリシジル－２，２－ジメチルオクタノエート、グリシジルベンゾ
エート、グリシジルアクリレート、グリシジルメタクリレートなどが例示できる。
【０６１４】
　アリルオキシラン化合物としては、具体的には、１，２－エポキシスチレン、アルキル
－１，２－エポキシスチレンなどが例示できる。
【０６１５】
　アルキルオキシラン化合物としては、具体的には、１，２－エポキシブタン、１，２－
エポキシペンタン、１，２－エポキシヘキサン、１，２－エポキシヘプタン、１，２－エ
ポキシオクタン、１，２－エポキシノナン、１，２－エポキシデカン、１，２－エポキシ
ウンデカン、１，２－エポキシドデカン、１，２－エポキシトリデカン、１，２－エポキ
シテトラデカン、１，２－エポキシペンタデカン、１，２－エポキシヘキサデカン、１，
２－エポキシヘプタデカン、１，１，２－エポキシオクタデカン、２－エポキシノナデカ
ン、１，２－エポキシイコサンなどが例示できる。
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【０６１６】
　脂環式エポキシ化合物としては、具体的には、１，２－エポキシシクロヘキサン、１，
２－エポキシシクロペンタン、３，４－エポキシシクロヘキシルメチル－３，４－エポキ
シシクロヘキサンカルボキシレート、ビス（３，４－エポキシシクロヘキシルメチル）ア
ジペート、エキソ－２，３－エポキシノルボルナン、ビス（３，４－エポキシ－６－メチ
ルシクロヘキシルメチル）アジペート、２－（７－オキサビシクロ［４．１．０］ヘプト
－３－イル）－スピロ（１，３－ジオキサン－５，３’－［７］オキサビシクロ［４．１
．０］ヘプタン、４－（１’－メチルエポキシエチル）－１，２－エポキシ－２－メチル
シクロヘキサン、４－エポキシエチル－１，２－エポキシシクロヘキサンなどが例示でき
る。
【０６１７】
　エポキシ化脂肪酸モノエステルとしては、具体的には、エポキシ化された炭素数１２～
２０の脂肪酸と炭素数１～８のアルコールまたはフェノール、アルキルフェノールとのエ
ステルなどが例示できる。特にエポキシステアリン酸のブチル、ヘキシル、ベンジル、シ
クロヘキシル、メトキシエチル、オクチル、フェニルおよびブチルフェニルエステルが好
ましく用いられる。
【０６１８】
　エポキシ化植物油としては、具体的には、大豆油、アマニ油、綿実油等の植物油のエポ
キシ化合物などが例示できる。
【０６１９】
　これらのエポキシ化合物の中でも好ましいものは、フェニルグリシジルエーテル型エポ
キシ化合物、アルキルグリシジルエーテル型エポキシ化合物、グリシジルエステル型エポ
キシ化合物、および脂環式エポキシ化合物である。
【０６２０】
　本実施形態に係る冷凍機油および冷凍機用作動流体が上記エポキシ化合物を含有する場
合、エポキシ化合物の含有量は特に制限されないが、冷凍機油全量基準で、０．０１～５
．０質量％であることが好ましく、０．１～３．０質量％であることがより好ましい。な
お、上記エポキシ化合物は、１種を単独で用いてもよく、２種以上を併用してもよい。
【０６２１】
　なお、多価アルコール脂肪酸エステル（Ａ）を含む冷凍機油の４０℃における動粘度は
、好ましくは２０～８０ｍｍ２／ｓ、より好ましくは２５～７５ｍｍ２／ｓ、最も好まし
くは３０～７０ｍｍ２／ｓとすることができる。また、１００℃における動粘度は好まし
くは２～２０ｍｍ２／ｓ、より好ましくは３～１０ｍｍ２／ｓとすることができる。動粘
度が前記下限値以上の場合には冷凍機油として必要な粘度を確保しやすく、他方、前記上
限値以下の場合には冷媒組成物としてジフルオロメタンが含まれている場合の当該ジフル
オロメタンとの相溶性を十分にすることができる。
【０６２２】
　また、多価アルコール脂肪酸エステル（Ａ）を含む冷凍機油の体積抵抗率は特に限定さ
れないが、好ましくは１．０×１０１２Ω・ｃｍ以上、より好ましくは１．０×１０１３

Ω・ｃｍ以上、最も好ましくは１．０×１０１４Ω・ｃｍ以上とすることができる。特に
、密閉型の冷凍機用に用いる場合には高い電気絶縁性が必要となる傾向にある。なお、体
積抵抗率とは、ＪＩＳ Ｃ ２１０１「電気絶縁油試験方法」に準拠して測定した２５℃で
の値を意味する。
【０６２３】
　また、多価アルコール脂肪酸エステル（Ａ）を含む冷凍機油の水分含有量は特に限定さ
れないが、冷凍機油全量基準で好ましくは２００ｐｐｍ以下、より好ましくは１００ｐｐ
ｍ以下、最も好ましくは５０ｐｐｍ以下とすることができる。特に密閉型の冷凍機用に用
いる場合には、冷凍機油の熱・化学的安定性や電気絶縁性への影響の観点から、水分含有
量が少ないことが求められる。
【０６２４】
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　また、多価アルコール脂肪酸エステル（Ａ）を含む冷凍機油の酸価は特に限定されない
が、冷凍機または配管に用いられている金属への腐食を防止するため、好ましくは０．１
ｍｇＫＯＨ／ｇ以下、より好ましくは０．０５ｍｇＫＯＨ／ｇ以下とすることができる。
なお、本開示において、酸価とは、ＪＩＳ Ｋ ２５０１「石油製品および潤滑油一中和価
試験方法」に準拠して測定した酸価を意味する。
【０６２５】
　また、多価アルコール脂肪酸エステル（Ａ）を含む冷凍機油の灰分は特に限定されない
が、冷凍機油の熱・化学的安定性を高めスラッジ等の発生を抑制するため、好ましくは１
００ｐｐｍ以下、より好ましくは５０ｐｐｍ以下とすることができる。なお、灰分とは、
ＪＩＳ Ｋ ２２７２「原油および石油製品の灰分並びに硫酸灰分試験方法」に準拠して測
定した灰分の値を意味する。
【０６２６】
　（コンプレックスエステル油）
　コンプレックスエステル油とは、脂肪酸および二塩基酸と、一価アルコールおよびポリ
オールとのエステルである。脂肪酸、二塩基酸、一価アルコール、ポリオールとしては、
上述と同様のものを用いることができる。
【０６２７】
　脂肪酸としては、上記ポリオールエステルの脂肪酸で示したものが挙げられる。
【０６２８】
　二塩基酸としては、シュウ酸、マロン酸、コハク酸、グルタル酸、アジピン酸、ピメリ
ン酸、スベリン酸、アゼライン酸、セバシン酸、フタル酸、イソフタル酸、テレフタル酸
等が挙げられる。
【０６２９】
　ポリオールとしては、上記ポリオールエステルの多価アルコールとして示したものが挙
げられる。コンプレックスエステルは、これらの脂肪酸、二塩基酸、ポリオールのエステ
ルであり、各々単一成分でもよいし、複数成分からなるエステルでもよい。
【０６３０】
　（ポリオール炭酸エステル油）
　ポリオール炭酸エステル油とは、炭酸とポリオールとのエステルである。
【０６３１】
　ポリオールとしては、上述と同様のジオールやポリオールが挙げられる。
【０６３２】
　また、ポリオール炭酸エステル油としては、環状アルキレンカーボネートの開環重合体
であってもよい。
【０６３３】
　（２－１－２）エーテル系冷凍機油
　エーテル系冷凍機油としては、ポリビニルエーテル油、ポリオキシアルキレン油等が挙
げられる。
【０６３４】
　（ポリビニルエーテル油）
　ポリビニルエーテル油としては、ビニルエーテルモノマーの重合体、ビニルエーテルモ
ノマーとオレフィン性二重結合を有する炭化水素モノマーとの共重合体、オレフィン性二
重結合とポリオキシアルキレン鎖を有するモノマーとビニルエーテルモノマーとの共重合
体等が挙げられる。
【０６３５】
　ポリビニルエーテル油の炭素／酸素モル比は、２以上７．５以下であることが好ましく
、２．５以上５．８以下であることがより好ましい。炭素／酸素モル比が当該範囲より低
いと吸湿性が高くなり、当該範囲より高いと相溶性が低下する。また、ポリビニルエーテ
ルの重量平均分子量は、好ましくは２００以上３０００以下、より好ましくは５００以上
１５００以下である。
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【０６３６】
　ポリビニルエーテル油は、流動点が－３０℃以下であることが好ましい。ポリビニルエ
ーテル油は、２０℃における表面張力が０．０２Ｎ／ｍ以上０．０４Ｎ／ｍ以下であるこ
とが好ましい。ポリビニルエーテル油は、１５℃における密度が０．８ｇ／ｃｍ３以上１
．８ｇ／ｃｍ３以下であることが好ましい。ポリビニルエーテル油は、温度３０℃、相対
湿度９０％における飽和水分量が２０００ｐｐｍ以上であることが好ましい。
【０６３７】
　冷凍機油においては、ポリビニルエーテルが主成分として含まれていてもよい。冷媒に
ＨＦＯ－１２３４ｙｆが含まれている場合には、冷凍機油の主成分であるポリビニルエー
テルが、当該ＨＦＯ－１２３４ｙｆに対して相溶性を有しており、冷凍機油の４０℃にお
ける動粘度が４００ｍｍ２／ｓ以下であると、ＨＦＯ－１２３４ｙｆが、冷凍機油にある
程度溶解する。また、冷凍機油の流動点が－３０℃以下である場合には、冷媒回路におい
て冷媒組成物や冷凍機油が低温となる部位においても冷凍機油の流動性を確保しやすい。
また、冷凍機油の２０℃における表面張力が０．０４Ｎ／ｍ以下である場合には、圧縮機
から吐出された冷凍機油が冷媒組成物によって押し流されにくくなるような大きな油滴に
なりにくい。このため、圧縮機から吐出された冷凍機油は、ＨＦＯ－１２３４ｙｆに溶解
してＨＦＯ－１２３４ｙｆと共に圧縮機に戻されやすい。
【０６３８】
　また、冷凍機油の４０℃における動粘度が３０ｍｍ２／ｓ以上である場合には、動粘度
が低すぎて油膜強度が不十分になることが抑制され、潤滑性能を確保しやすい。また、冷
凍機油の２０℃における表面張力が０．０２Ｎ／ｍ以上である場合には、圧縮機内のガス
冷媒中で小さな油滴になりにくく、圧縮機から多量に冷凍機油が吐出されることを抑制で
きる。このため、圧縮機における冷凍機油の貯留量を充分に確保しやすい。
【０６３９】
　また、冷凍機油の飽和水分量が、温度３０℃／相対湿度９０％において２０００ｐｐｍ
以上である場合には、冷凍機油の吸湿性を比較的高いものとすることができる。これによ
り、冷媒にＨＦＯ－１２３４ｙｆが含まれている場合には、ＨＦＯ－１２３４ｙｆ中の水
分を冷凍機油によって有る程度捕捉することが可能となる。ＨＦＯ－１２３４ｙｆは、含
有される水分の影響により、変質／劣化し易い分子構造を有する。よって、冷凍機油によ
る吸湿効果により、このような劣化を抑制することができる。
【０６４０】
　さらに、冷媒回路を流れる冷媒と接触可能となるシール部や摺動部に所定の樹脂製機能
部品が配置されている場合であって、当該樹脂製機能部品が、ポリテトラフルオロエチレ
ン、ポリフェニレンサルファイド、フェノール樹脂、ポリアミド樹脂、クロロブレンゴム
、シリコンゴム、水素化ニトリルゴム、フッ素ゴム、ヒドリンゴムのいずれかで構成され
ている場合には、冷凍機油のアニリン点は、当該樹脂製機能部品との適合性を考慮して、
その数値範囲を設定することが好ましい。このようにアニリン点を設定することで、例え
ば樹脂製機能部品を構成する軸受と冷凍機油との適合性が向上する。具体的に、アニリン
点が小さ過ぎると、冷凍機油が軸受等に浸透し易くなり、軸受等が膨潤し易くなる。一方
、アニリン点が大き過ぎると、冷凍機油が軸受等と浸透し難くなり、軸受等が収縮し易く
なる。そこで、冷凍機油のアニリン点を所定の数値範囲とすることで、軸受等の膨潤／収
縮変形を防止できる。ここで、例えば各軸受等が膨潤／縮小変形してしまうと、摺動部で
の隙間（ギャップ）を所望とする長さに維持することができない。その結果、摺動抵抗の
増大や摺動部の剛性の低下を招くおそれがある。しかしながら、上記のように冷凍機油の
アニリン点を所定の数値範囲とすることで、軸受等の膨潤／縮小変形が抑制されるので、
このような不具合を回避できる。
【０６４１】
　ビニルエーテルモノマーは、１種を単独で用いてもよく、２種以上を組み合わせて用い
てもよい。オレフィン性二重結合を有する炭化水素モノマーとしては、エチレン、プロピ
レン、各種ブテン、各種ペンテン、各種ヘキセン、各種ヘプテン、各種オクテン、ジイソ
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ブチレン、トリイソブチレン、スチレン、α－メチルスチレン、各種アルキル置換スチレ
ン等が挙げられる。オレフィン性二重結合を有する炭化水素モノマーは、１種を単独で用
いてもよく、２種以上を組み合わせて用いてもよい。
【０６４２】
　ポリビニルエーテル共重合体は、ブロックまたはランダム共重合体のいずれであっても
よい。ポリビニルエーテル油は、１種を単独で用いてもよく、２種以上を組み合わせて用
いてもよい。
【０６４３】
　好ましく用いられるポリビニルエーテル油は、下記一般式（１）で表される構造単位を
有する。
【０６４４】
【化１】

（式中、Ｒ１、Ｒ２およびＲ３は同一でも異なっていてもよく、それぞれ水素原子または
炭素数１～８の炭化水素基を示し、Ｒ４は炭素数１～１０の２価の炭化水素基または炭素
数２～２０の２価のエーテル結合酸素含有炭化水素基を示し、Ｒ５は炭素数１～２０の炭
化水素基を示し、ｍは上記ポリビニルエーテルについてのｍの平均値が０～１０となるよ
うな数を示し、Ｒ１～Ｒ５は構造単位ごとに同一であっても異なっていてもよく、一の構
造単位においてｍが２以上である場合には、複数のＲ４Ｏは同一でも異なっていてもよい
。）
【０６４５】
　上記一般式（１）におけるＲ１、Ｒ２およびＲ３は、少なくとも１つが水素原子、特に
は全てが水素原子であることが好ましい。一般式（１）におけるｍは０以上１０以下、特
には０以上５以下が、さらには０であることが好ましい。一般式（１）におけるＲ５は炭
素数１～２０の炭化水素基を示すが、この炭化水素基としては、具体的にはメチル基、エ
チル基、ｎ－プロピル基、イソプロピル基、ｎ－ブチル基、イソブチル基、ｓｅｃ－ブチ
ル基、ｔｅｒｔ－ブチル基、各種ペンチル基、各種ヘキシル基、各種ヘプチル基、各種オ
クチル基のアルキル基、シクロペンチル基、シクロヘキシル基、各種メチルシクロヘキシ
ル基、各種エチルシクロヘキシル基、各種ジメチルシクロヘキシル基などのシクロアルキ
ル基、フェニル基、各種メチルフェニル基、各種エチルフェニル基、各種ジメチルフェニ
ル基のアリール基、ベンジル基、各種フェニルエチル基、各種メチルベンジル基のアリー
ルアルキル基を示す。なお、アルキル基、シクロアルキル基、フェニル基、アリール基、
アリールアルキル基の中でも、アルキル基、特には炭素数１以上５以下のアルキル基が好
ましい。なお、上記ポリビニルエーテル油としては、Ｒ５の炭素数が１又は２のアルキル
基であるポリビニルエーテル油：Ｒ５の炭素数が３又は４のアルキル基であるポリビニル
エーテル油の比率が、４０％：６０％～１００％：０％で含まれていることが好ましい。
【０６４６】
　本実施形態におけるポリビニルエーテル油は、一般式（１）で表される構造単位が同一
である単独重合体であっても、２種以上の構造単位で構成される共重合体であってもよい
。共重合体はブロック共重合体またはランダム共重合体のいずれであってもよい。
【０６４７】
　本実施形態に係るポリビニルエーテル油は、上記一般式（１）で表される構造単位のみ
で構成されるものであってもよいが、下記一般式（２）で表される構造単位をさらに含む
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共重合体であってもよい。この場合、共重合体はブロック共重合体またはランダム共重合
体のいずれであってもよい。
【０６４８】
【化２】

（式中、Ｒ６～Ｒ９は互いに同一でも異なっていてもよく、それぞれ水素原子または炭素
数１～２０の炭化水素基を示す。）
【０６４９】
　ビニルエーテル系モノマーとしては、下記一般式（３）の化合物が挙げられる。
【０６５０】

【化３】

（式中、Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３、Ｒ４、Ｒ５およびｍは、それぞれ一般式（１）中のＲ１、Ｒ
２、Ｒ３、Ｒ４、Ｒ５およびｍと同一の定義内容を示す。）
【０６５１】
　上記ポリビニルエーテル系化合物に対応する各種のものがあるが、例えば、ビニルメチ
ルエーテル；ビニルエチルエーテル；ビニル－ｎ－プロピルエーテル；ビニル－イソプロ
ピルエーテル；ビニル－ｎ－ブチルエーテル；ビニル－イソブチルエーテル；ビニル－ｓ
ｅｃ－ブチルエーテル；ビニル－ｔｅｒｔ－ブチルエーテル；ビニル－ｎ－ペンチルエー
テル；ビニル－ｎ－ヘキシルエーテル；ビニル－２－メトキシエチルエーテル；ビニル－
２－エトキシエチルエーテル；ビニル－２－メトキシ－１－メチルエチルエーテル；ビニ
ル－２－メトキシ－プロピルエーテル；ビニル－３，６－ジオキサヘプチルエーテル；ビ
ニル－３，６，９－トリオキサデシルエーテル；ビニル－１，４－ジメチル－３，６－ジ
オキサヘプチルエーテル；ビニル－１，４，７－トリメチル－３，６，９－トリオキサデ
シルエーテル；ビニル－２，６－ジオキサ－４－ヘプチルエーテル；ビニル－２，６，９
－トリオキサ－４－デシルエーテル；１－メトキシプロペン；１－エトキシプロペン；１
－ｎ－プロポキシプロペン；１－イソプロポキシプロペン；１－ｎ－ブトキシプロペン；
１－イソブトキシプロペン；１－ｓｅｃ－ブトキシプロペン；１－ｔｅｒｔ－ブトキシプ
ロペン；２－メトキシプロペン；２－エトキシプロペン；２－ｎ－プロポキシプロペン；
２－イソプロポキシプロペン；２－ｎ－ブトキシプロペン；２－イソブトキシプロペン；
２－ｓｅｃ－ブトキシプロペン；２－ｔｅｒｔ－ブトキシプロペン；１－メトキシ－１－
ブテン；１－エトキシ－１－ブテン；１－ｎ－プロポキシ－１－ブテン；１－イソプロポ
キシ－１－ブテン；１－ｎ－ブトキシ－１－ブテン；１－イソブトキシ－１－ブテン；１
－ｓｅｃ－ブトキシ－１－ブテン；１－ｔｅｒｔ－ブトキシ－１－ブテン；２－メトキシ
－１－ブテン；２－エトキシ－１－ブテン；２－ｎ－プロポキシ－１－ブテン；２－イソ
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プロポキシ－１－ブテン；２－ｎ－ブトキシ－１－ブテン；２－イソブトキシ－１－ブテ
ン；２－ｓｅｃ－ブトキシ－１－ブテン；２－ｔｅｒｔ－ブトキシ－１－ブテン；２－メ
トキシ－２－ブテン；２－エトキシ－２－ブテン；２－ｎ－プロポキシ－２－ブテン；２
－イソプロポキシ－２－ブテン；２－ｎ－ブトキシ－２－ブテン；２－イソブトキシ－２
－ブテン；２－ｓｅｃ－ブトキシ－２－ブテン；２－ｔｅｒｔ－ブトキシ－２－ブテン等
が挙げられる。これらのビニルエーテル系モノマーは公知の方法により製造することがで
きる。
【０６５２】
　上記一般式（１）で表される構成単位を有するポリビニルエーテル系化合物は、その末
端を本開示例に示す方法及び公知の方法により、所望の構造に変換することができる。変
換する基としては、飽和の炭化水素，エーテル、アルコール、ケトン、アミド、ニトリル
などを挙げることができる。
【０６５３】
　ポリビニルエーテル系化合物としては、次の末端構造を有するものが好ましい。
【０６５４】
【化４】

（式中、Ｒ１１、Ｒ２１およびＲ３１は互いに同一でも異なっていてもよく、それぞれ水
素原子または炭素数１～８の炭化水素基を示し、Ｒ４１は炭素数１～１０の二価の炭化水
素基または炭素数２～２０の二価のエーテル結合酸素含有炭化水素基を示し、Ｒ５１は炭
素数１～２０の炭化水素基を示し、ｍはポリビニルエーテルについてのｍの平均値が０～
１０となるような数を示し、ｍが２以上の場合には、複数のＲ４１Ｏは同一でも異なって
いてもよい。）
【０６５５】
【化５】

（式中、Ｒ６１、Ｒ７１、Ｒ８１およびＲ９１は互いに同一でも異なっていてもよく、そ
れぞれ水素原子または炭素数１～２０の炭化水素基を示す。）
【０６５６】
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【化６】

（式中、Ｒ１２、Ｒ２２およびＲ３２は互いに同一でも異なっていてもよく、それぞれ水
素原子または炭素数１～８の炭化水素基を示し、Ｒ４２は炭素数１～１０の二価の炭化水
素基または炭素数２～２０の二価のエーテル結合酸素含有炭化水素基を示し、Ｒ５２は炭
素数１～２０の炭化水素基を示し、ｍはポリビニルエーテルについてのｍの平均値が０～
１０となるような数を示し、ｍが２以上の場合には、複数のＲ４２Ｏは同一でも異なって
いてもよい。）
【０６５７】
【化７】

（式中、Ｒ６２、Ｒ７２、Ｒ８２およびＲ９２は互いに同一でも異なっていてもよく、そ
れぞれ水素原子または炭素数１～２０の炭化水素基を示す。）
【０６５８】

【化８】

（式中、Ｒ１３、Ｒ２３およびＲ３３は互いに同一でも異なっていてもよく、それぞれ水
素原子または炭素数１～８の炭化水素基を示す。）
【０６５９】
　本実施形態におけるポリビニルエーテル油は、上記したモノマーをラジカル重合、カチ
オン重合、放射線重合などによって製造することができる。重合反応終了後、必要に応じ
て通常の分離・精製方法を施すことにより、目的とする一般式（１）で表される構造単位
を有するポリビニルエーテル系化合物が得られる。
【０６６０】
　（ポリオキシアルキレン油）
　ポリオキシアルキレン油としては、炭素数２～４のアルキレンオキシド（エチレンオキ
シド、プロピレンオキシド等）を、水や水酸基含有化合物を開始剤として重合させる方法
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等により得られたポリオキシアルキレン化合物が挙げられる。また、ポリオキシアルキレ
ン化合物の水酸基をエーテル化またはエステル化したものであってもよい。ポリオキシア
ルキレン油中のオキシアルキレン単位は、１分子中において同一であってもよく、２種以
上のオキシアルキレン単位が含まれていてもよい。１分子中に少なくともオキシプロピレ
ン単位が含まれることが好ましい。
【０６６１】
　具体的なポリオキシアルキレン油としては、例えば次の一般式（９）
　Ｒ１０１－［（ＯＲ１０２）ｋ－ＯＲ１０３］ｌ　　　…（９）
（式中、Ｒ１０１は水素原子、炭素数１～１０のアルキル基、炭素数２～１０のアシル基
又は結合部２～６個を有する炭素数１～１０の脂肪族炭化水素基、Ｒ１０２は炭素数２～
４のアルキレン基、Ｒ１０３は水素原子、炭素数１～１０のアルキル基又は炭素数２～１
０のアシル基、ｌは１～６の整数、ｋはｋ×ｌの平均値が６～８０となる数を示す。）で
表される化合物が挙げられる。
【０６６２】
　上記一般式（９）において、Ｒ１０１、Ｒ１０３におけるアルキル基は直鎖状、分岐鎖
状、環状のいずれであってもよい。該アルキル基の具体例としては、メチル基、エチル基
、ｎ－プロピル基、イソプロピル基、各種ブチル基、各種ペンチル基、各種ヘキシル基、
各種ヘプチル基、各種オクチル基、各種ノニル基、各種デシル基、シクロペンチル基、シ
クロヘキシル基などを挙げることができる。このアルキル基の炭素数が１０を超えると冷
媒との相溶性が低下し、相分離を生じる場合がある。好ましいアルキル基の炭素数は１～
６である。
【０６６３】
　また、Ｒ１０１、Ｒ１０３における該アシル基のアルキル基部分は直鎖状、分岐鎖状、
環状のいずれであってもよい。該アシル基のアルキル基部分の具体例としては、上記アル
キル基の具体例として挙げた炭素数１～９の種々の基を同様に挙げることができる。該ア
シル基の炭素数が１０を超えると冷媒との相溶性が低下し、相分離を生じる場合がある。
好ましいアシル基の炭素数は２～６である。
【０６６４】
　Ｒ１０１及びＲ１０３が、いずれもアルキル基又はアシル基である場合には、Ｒ１０１

とＲ１０３は同一であってもよいし、互いに異なっていてもよい。
【０６６５】
　さらにｌが２以上の場合には、１分子中の複数のＲ１０３は同一であってもよいし、異
なっていてもよい。
【０６６６】
　Ｒ１０１が結合部位２～６個を有する炭素数１～１０の脂肪族炭化水素基である場合、
この脂肪族炭化水素基は鎖状のものであってもよいし、環状のものであってもよい。結合
部位２個を有する脂肪族炭化水素基としては、例えば、エチレン基、プロピレン基、ブチ
レン基、ペンチレン基、ヘキシレン基、ヘプチレン基、オクチレン基、ノニレン基、デシ
レン基、シクロペンチレン基、シクロヘキシレン基などが挙げられる。また、結合部位３
～６個を有する脂肪族炭化水素基としては、例えば、トリメチロールプロパン、グリセリ
ン、ペンタエリスリトール、ソルビトール；１，２，３－トリヒドロキシシクロヘキサン
；１，３，５－トリヒドロキシシクロヘキサンなどの多価アルコールから水酸基を除いた
残基を挙げることができる。
【０６６７】
　この脂肪族炭化水素基の炭素数が１０を超えると冷媒との相溶性が低下し、相分離が生
じる場合がある。好ましい炭素数は２～６である。
【０６６８】
　上記一般式（９）中のＲ１０２は炭素数２～４のアルキレン基であり、繰り返し単位の
オキシアルキレン基としては、オキシエチレン基、オキシプロピレン基、オキシブチレン
基が挙げられる。１分子中のオキシアルキレン基は同一であってもよいし、２種以上のオ
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キシアルキレン基が含まれていてもよいが、１分子中に少なくともオキシプロピレン単位
を含むものが好ましく、特にオキシアルキレン単位中に５０モル％以上のオキシプロピレ
ン単位を含むものが好適である。
【０６６９】
　上記一般式（９）中のｌは１～６の整数で、Ｒ１０１の結合部位の数に応じて定めるこ
とができる。例えばＲ１０１がアルキル基やアシル基の場合、ｌは１であり、Ｒ１０１が
結合部位２，３，４，５及び６個を有する脂肪族炭化水素基である場合、ｌはそれぞれ２
，３，４，５及び６となる。ｌは１または２であることが好ましい。また、ｋはｋ×ｌの
平均値が６～８０となる数であることが好ましい。
【０６７０】
　ポリオキシアルキレン油の構造は、下記一般式（１０）で表されるポリオキシプロピレ
ンジオールジメチルエーテル、並びに下記一般式（１１）で表されるポリ（オキシエチレ
ン／オキシプロピレン）ジオールジメチルエーテルが経済性および前述の効果の点で好適
であり、また、下記一般式（１２）で表されるポリオキシプロピレンジオールモノブチル
エーテル、さらには下記一般式（１３）で表されるポリオキシプロピレンジオールモノメ
チルエーテル、下記一般式（１４）で表されるポリ（オキシエチレン／オキシプロピレン
）ジオールモノメチルエーテル、下記一般式（１５）で表されるポリ（オキシエチレン／
オキシプロピレン）ジオールモノブチルエーテル、下記一般式（１６）で表されるポリオ
キシプロピレンジオールジアセテートが、経済性等の点で好適である。
【０６７１】
　ＣＨ３Ｏ－（Ｃ３Ｈ６Ｏ）ｈ－ＣＨ３　　　…（１０）
（式中、ｈは６～８０の数を表す。）
　ＣＨ３Ｏ－（Ｃ２Ｈ４Ｏ）ｉ－（Ｃ３Ｈ６Ｏ）ｊ－ＣＨ３　　　…（１１）
（式中、ｉおよびｊはそれぞれ１以上であり且つｉとｊとの合計が６～８０となる数を表
す。）
　Ｃ４Ｈ９Ｏ－（Ｃ３Ｈ６Ｏ）ｈ－Ｈ　　　…（１２）
（式中、ｈは６～８０の数を示す。）
　ＣＨ３Ｏ－（Ｃ３Ｈ６Ｏ）ｈ－Ｈ　　　…（１３）
　（式中、ｈは６～８０の数を表す。）
　　ＣＨ３Ｏ－（Ｃ２Ｈ４Ｏ）ｉ－（Ｃ３Ｈ６Ｏ）ｊ－Ｈ　　　…（１４）
（式中、ｉおよびｊはそれぞれ１以上であり且つｉとｊとの合計が６～８０となる数を表
す。）
　　Ｃ４Ｈ９Ｏ－（Ｃ２Ｈ４Ｏ）ｉ－（Ｃ３Ｈ６Ｏ）ｊ－Ｈ　　　…（１５）
（式中、ｉおよびｊはそれぞれ１以上であり且つｉとｊとの合計が６～８０となる数を表
す。）
　　ＣＨ３ＣＯＯ－（Ｃ３Ｈ６Ｏ）ｈ－ＣＯＣＨ３　　　…（１６）
　（式中、ｈは６～８０の数を表す。）
【０６７２】
　このポリオキシアルキレン油は、１種を単独で用いてもよく、２種以上を組み合わせて
用いてもよい。
【０６７３】
　（２－２）炭化水素系冷凍機油
　炭化水素系冷凍機油としては、例えば、アルキルベンゼンを用いることができる。
【０６７４】
　アルキルベンゼンとしては、フッ化水素などの触媒を用いてプロピレンの重合物とベン
ゼンを原料として合成される分岐アルキルベンゼン、また同触媒を用いてノルマルパラフ
ィンとベンゼンを原料として合成される直鎖アルキルベンゼンが使用できる。アルキル基
の炭素数は、潤滑油基油として好適な粘度とする観点から、好ましくは１～３０、より好
ましくは４～２０である。また、アルキルベンゼン１分子が有するアルキル基の数は、ア
ルキル基の炭素数によるが粘度を設定範囲内とするために、好ましくは１～４、より好ま
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しくは１～３である。
【０６７５】
　なお、炭化水素系冷凍機油は、冷凍サイクル系内を、冷媒と共に循環することが好まし
い。冷凍機油は冷媒と溶解することが最も好ましい形態だが、冷凍サイクル系内を冷媒と
共に循環できる冷凍機油であれば、例えば、溶解性が低い冷凍機油（例えば、特許第２８
０３４５１号公報に記載されている冷凍機油）であっても用いることができる。冷凍機油
が冷凍サイクル系内を循環するためには、冷凍機油の動粘度が小さいことが求められる。
炭化水素系冷凍機油の動粘度としては、４０℃において１ｍｍ２／ｓ以上５０ｍｍ２／ｓ
以下であることが好ましく、１ｍｍ２／ｓ以上２５ｍｍ２／ｓ以下であることがより好ま
しい。
【０６７６】
　これらの冷凍機油は、１種を単独で用いてもよく、２種以上を組み合わせて用いてもよ
い。
【０６７７】
　冷凍機用作動流体における、炭化水素系冷凍機油の含有量は、例えば、冷媒組成物１０
０質量部に対して、１０質量部以上１００質量部以下であってよく、２０質量部以上５０
質量部以下であることがより好ましい。
【０６７８】
　（２－３）添加剤
　冷凍機油には、１種または２種以上の添加剤が含まれていてもよい。
【０６７９】
　添加剤としては、酸捕捉剤、極圧剤、酸化防止剤、消泡剤、油性剤、銅不活性化剤等の
金属不活化剤、、摩耗防止剤、および、相溶化剤等が挙げられる。
【０６８０】
　酸捕捉剤には、フェニルグリシジルエーテル、アルキルグリシジルエーテル、アルキレ
ングリコールグリシジルエーテル、シクロヘキセンオキシド、α－オレフィンオキシド、
エポキシ化大豆油などのエポキシ化合物、カルボジイミド等を用いることができる。なお
、これらのうち、相溶性の観点から、フェニルグリシジルエーテル、アルキルグリシジル
エーテル、アルキレングリコールグリシジルエーテル、シクロヘキセンオキシド、α－オ
レフィンオキシドが好ましい。アルキルグリシジルエーテルのアルキル基、及びアルキレ
ングリコールグリシジルエーテルのアルキレン基は、分岐を有していてもよい。これらの
炭素数は、３以上３０以下であればよく、４以上２４以下であればより好ましく、６以上
１６以下であればさらに好ましい。また、α－オレフィンオキシドは、全炭素数が４以上
５０以下であればよく、４以上２４以下であればより好ましく、６以上１６以下であれば
さらに好ましい。酸捕捉剤は、１種だけを用いてもよく、複数種類を併用することも可能
である。
【０６８１】
　極圧剤には、例えば、リン酸エステル類を含むものを用いることができる。
リン酸エステル類としては、リン酸エステル、亜リン酸エステル、酸性リン酸エステル、
及び酸性亜リン酸エステル等を用いることができ、リン酸エステル、亜リン酸エステル、
酸性リン酸エステル、及び酸性亜リン酸エステルのアミン塩を含むものを用いることもで
きる。
【０６８２】
　リン酸エステルには、トリアリールホスフェート、トリアルキルホスフェート、トリア
ルキルアリールホスフェート、トリアリールアルキルホスフェート、トリアルケニルホス
フェート等がある。さらに、リン酸エステルを具体的に列挙すると、トリフェニルホスフ
ェート、トリクレジルホスフェート、ベンジルジフェニルホスフェート、エチルジフェニ
ルホスフェート、トリブチルホスフェート、エチルジブチルホスフェート、クレジルジフ
ェニルホスフェート、ジクレジルフェニルホスフェート、エチルフェニルジフェニルホス
フェート、ジエチルフェニルフェニルホスフェート、プロピルフェニルジフェニルホスフ
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ェート、ジプロピルフェニルフェニルホスフェート、トリエチルフェニルホスフェート、
トリプロピルフェニルホスフェート、ブチルフェニルジフェニルホスフェート、ジブチル
フェニルフェニルホスフェート、トリブチルフェニルホスフェート、トリヘキシルホスフ
ェート、トリ（２－エチルヘキシル）ホスフェート、トリデシルホスフェート、トリラウ
リルホスフェート、トリミリスチルホスフェート、トリパルミチルホスフェート、トリス
テアリルホスフェート、トリオレイルホスフェート等がある。
【０６８３】
　また、亜リン酸エステルの具体的としては、トリエチルホスファイト、トリブチルホス
ファイト、トリフェニルホスファイト、トリクレジルホスファイト、トリ（ノニルフェニ
ル）ホスファイト、トリ（２－エチルヘキシル）ホスファイト、トリデシルホスファイト
、トリラウリルホスファイト、トリイソオクチルホスファイト、ジフェニルイソデシルホ
スファイト、トリステアリルホスファイト、トリオレイルホスファイト等がある。
【０６８４】
　また、酸性リン酸エステルの具体的としては、２－エチルヘキシルアシッドホスフェー
ト、エチルアシッドホスフェート、ブチルアシッドホスフェート、オレイルアシッドホス
フェート、テトラコシルアシッドホスフェート、イソデシルアシッドホスフェート、ラウ
リルアシッドホスフェート、トリデシルアシッドホスフェート、ステアリルアシッドホス
フェート、イソステアリルアシッドホスフェート等がある。
【０６８５】
　また、酸性亜リン酸エステルの具体的としては、ジブチルハイドロゲンホスファイト、
ジラウリルハイドロゲンホスファイト、ジオレイルハイドゲンホスファイト、ジステアリ
ルハイドロゲンホスファイト、ジフェニルハイドロゲンホスファイト等がある。以上のリ
ン酸エステル類の中で、オレイルアシッドホスフェート、ステアリルアシッドホスフェー
トが好適である。
【０６８６】
　また、リン酸エステル、亜リン酸エステル、酸性リン酸エステル又は酸性亜リン酸エス
テルのアミン塩に用いられるアミンのうちモノ置換アミンの具体例としては、ブチルアミ
ン、ペンチルアミン、ヘキシルアミン、シクロヘキシルアミン、オクチルアミン、ラウリ
ルアミン、ステアリルアミン、オレイルアミン、ベンジルアミン等がある。また、ジ置換
アミンの具体例としては、ジブチルアミン、ジペンチルアミン、ジヘキシルアミン、ジシ
クロヘキシルアミン、ジオクチルアミン、ジラウリルアミン、ジステアリルアミン、ジオ
レイルアミン、ジベンジルアミン、ステアリル・モノエタノールアミン、デシル・モノエ
タノールアミン、ヘキシル・モノプロパノールアミン、ベンジル・モノエタノールアミン
、フェニル・モノエタノールアミン、トリル・モノプロパノール等がある。また、トリ置
換アミンの具体例としては、トリブチルアミン、トリペンチルアミン、トリヘキシルアミ
ン、トリシクロヘキシルアミン、トリオクチルアミン、トリラウリルアミン、トリステア
リルアミン、トリオレイルアミン、トリベンジルアミン、ジオレイル・モノエタノールア
ミン、ジラウリル・モノプロパノールアミン、ジオクチル・モノエタノールアミン、ジヘ
キシル・モノプロパノールアミン、ジブチル・モノプロパノールアミン、オレイル・ジエ
タノールアミン、ステアリル・ジプロパノールアミン、ラウリル・ジエタノールアミン、
オクチル・ジプロパノールアミン、ブチル・ジエタノールアミン、ベンジル・ジエタノー
ルアミン、フェニル・ジエタノールアミン、トリル・ジプロパノールアミン、キシリル・
ジエタノールアミン、トリエタノールアミン、トリプロパノールアミン等がある。
【０６８７】
　また、上記以外の極圧剤としては、例えば、モノスルフィド類、ポリスルフィド類、ス
ルホキシド類、スルホン類、チオスルフィネート類、硫化油脂、チオカーボネート類、チ
オフェン類、チアゾール類、メタンスルホン酸エステル類等の有機硫黄化合物系の極圧剤
、チオリン酸トリエステル類等のチオリン酸エステル系の極圧剤、高級脂肪酸、ヒドロキ
シアリール脂肪酸類、多価アルコールエステル類、アクリル酸エステル類等のエステル系
の極圧剤、塩素化パラフィン等の塩素化炭化水素類、塩素化カルボン酸誘導体等の有機塩
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素系の極圧剤、フッ素化脂肪族カルボン酸類、フッ素化エチレン樹脂、フッ素化アルキル
ポリシロキサン類、フッ素化黒鉛等の有機フッ素化系の極圧剤、高級アルコール等のアル
コール系の極圧剤、ナフテン酸塩類（ナフテン酸鉛等）、脂肪酸塩類（脂肪酸鉛等）、チ
オリン酸塩類（ジアルキルジチオリン酸亜鉛等）、チオカルバミン酸塩類、有機モリブデ
ン化合物、有機スズ化合物、有機ゲルマニウム化合物、ホウ酸エステル等の金属化合物系
の極圧剤が挙げられる。
【０６８８】
　酸化防止剤には、例えば、フェノール系の酸化防止剤やアミン系の酸化防止剤を用いる
ことができる。フェノール系の酸化防止剤には、２，６－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－メ
チルフェノール（ＤＢＰＣ）、２，６－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－エチルフェノール、
２，２’－メチレンビス（４－メチル－６－ｔｅｒｔ－ブチルフェノール）、２，４－ジ
メチル－６－ｔｅｒｔ－ブチルフェノール、２，６－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェノール、
ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－ｐ－クレゾール、ビスフェノールＡ等がある。また、アミン系の
酸化防止剤には、Ｎ，Ｎ’－ジイソプロピル－ｐ－フェニレンジアミン、Ｎ，Ｎ’－ジ－
ｓｅｃ－ブチル－ｐ－フェニレンジアミン、フェニル－α－ナフチルアミン、Ｎ．Ｎ’－
ジ－フェニル－ｐ－フェニレンジアミン、Ｎ，Ｎ－ジ（２－ナフチル）－ｐ－フェニレン
ジアミン等がある。なお、酸化防止剤には、酸素を捕捉する酸素捕捉剤も用いることがで
きる。
【０６８９】
　消泡剤としては、例えば、ケイ素化合物を用いることができる。
【０６９０】
　油性剤としては、例えば、高級アルコール類、脂肪酸等を用いることができる。
【０６９１】
　銅不活性化剤等の金属不活化剤としては、ベンゾトリアゾールやその誘導体等を用いる
ことができる。
【０６９２】
　摩耗防止剤としては、ジチオリン酸亜鉛等を用いることができる。
【０６９３】
　相溶化剤としては、特に限定されず、一般に用いられる相溶化剤の中から適宜選択する
ことができ、一種を単独で用いてもよいし、二種以上を用いてもよい。相溶化剤としては
、例えば、ポリオキシアルキレングリコールエーテル、アミド、ニトリル、ケトン、クロ
ロカーボン、エステル、ラクトン、アリールエーテル、フルオロエーテルおよび1,1,1-ト
リフルオロアルカン等が挙げられる。相溶化剤としては、ポリオキシアルキレングリコー
ルエーテルが特に好ましい。
【０６９４】
　なお、冷凍機油には、必要に応じて、耐荷重添加剤、塩素捕捉剤、清浄分散剤、粘度指
数向上剤、耐熱性向上剤、安定剤、腐食防止剤、耐熱性向上剤、流動点降下剤、および、
防錆剤等を添加することも可能である。
【０６９５】
　上記各添加剤の配合量は、冷凍機油に含まれる割合が０．０１質量％以上５質量％以下
であってよく、０．０５質量％以上３質量％以下であることが好ましい。なお、冷媒組成
物と冷凍機油とを合わせた冷凍機用作動流体中の添加剤の配合割合が、５質量％以下であ
ることが好ましく、３質量％以下であることがより好ましい。
【０６９６】
　なお、冷凍機油は、塩素濃度が５０ｐｐｍ以下となっていることが好ましく、硫黄濃度
が５０ｐｐｍ以下となっていることが好ましい。
【０６９７】
　（３）第３グループの技術の実施形態
　第１グループの技術および第３グループの技術としての冷凍サイクル装置は、空気調和
装置である。
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【０６９８】
　（３－１）第１実施形態
　以下、冷媒回路の概略構成図である図３Ａ、概略制御ブロック構成図である図３Ｂを参
照しつつ、第１実施形態に係る冷凍サイクル装置としての空気調和装置１について説明す
る。
【０６９９】
　空気調和装置１は、蒸気圧縮式の冷凍サイクルを行うことで、対象空間の空気を調和さ
せる装置である。
【０７００】
　空気調和装置１は、主として、室外ユニット２０と、室内ユニット３０と、室外ユニッ
ト２０と室内ユニット３０を接続する液側冷媒連絡配管６およびガス側冷媒連絡配管５と
、入力装置および出力装置としての図示しないリモコンと、空気調和装置１の動作を制御
するコントローラ７と、を有している。
【０７０１】
　空気調和装置１では、冷媒回路１０内に封入された冷媒が、圧縮され、冷却又は凝縮さ
れ、減圧され、加熱又は蒸発された後に、再び圧縮される、という冷凍サイクルが行われ
る。本実施形態では、冷媒回路１０には、蒸気圧縮式の冷凍サイクルを行うための冷媒が
充填されている。当該冷媒は、１，２－ジフルオロエチレンを含む混合冷媒であり、上述
した冷媒Ａ～Ｄのいずれかを用いることができる。また、冷媒回路１０には、当該混合冷
媒と共に、冷凍機油が充填されている。
【０７０２】
　（３－１－１）室外ユニット２０
　室外ユニット２０は、液側冷媒連絡配管６およびガス側冷媒連絡配管５を介して室内ユ
ニット３０と接続されており、冷媒回路１０の一部を構成している。室外ユニット２０は
、主として、圧縮機２１と、四路切換弁２２と、室外熱交換器２３と、室外膨張弁２４と
、室外ファン２５と、液側閉鎖弁２９と、ガス側閉鎖弁２８と、を有している。
【０７０３】
　圧縮機２１は、冷凍サイクルにおける低圧の冷媒を高圧になるまで圧縮する機器である
。ここでは、圧縮機２１として、ロータリ式やスクロール式等の容積式の圧縮要素（図示
省略）が圧縮機モータによって回転駆動される密閉式構造の圧縮機が使用されている。圧
縮機モータは、容量を変化させるためのものであり、インバータにより運転周波数の制御
が可能である。なお、圧縮機２１には、吸入側において、図示しない付属アキュムレータ
が設けられている（なお、当該付属アキュムレータの内容積は、後述する低圧レシーバ、
中間圧レシーバ、高圧レシーバのそれぞれより小さく、好ましくは半分以下である）。
【０７０４】
　四路切換弁２２は、接続状態を切り換えることで、圧縮機２１の吐出側と室外熱交換器
２３とを接続しつつ圧縮機２１の吸入側とガス側閉鎖弁２８とを接続する冷房運転接続状
態と、圧縮機２１の吐出側とガス側閉鎖弁２８とを接続しつつ圧縮機２１の吸入側と室外
熱交換器２３とを接続する暖房運転接続状態と、を切り換えることができる。
【０７０５】
　室外熱交換器２３は、冷房運転時には冷凍サイクルにおける高圧の冷媒の凝縮器として
機能し、暖房運転時には冷凍サイクルにおける低圧の冷媒の蒸発器として機能する熱交換
器である。
【０７０６】
　室外ファン２５は、室外ユニット２０内に室外の空気を吸入して、室外熱交換器２３に
おいて冷媒と熱交換させた後に、外部に排出するための空気流れを生じさせる。室外ファ
ン２５は、室外ファンモータによって回転駆動される。
【０７０７】
　室外膨張弁２４は、室外熱交換器２３の液側端部と液側閉鎖弁２９との間に設けられて
いる。室外膨張弁２４は、キャピラリーチューブ又は感温筒と共に用いられる機械式膨張
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弁であってもよいが、制御により弁開度を調節可能な電動膨張弁であることが好ましい。
【０７０８】
　液側閉鎖弁２９は、室外ユニット２０における液側冷媒連絡配管６との接続部分に配置
された手動弁である。
【０７０９】
　ガス側閉鎖弁２８は、室外ユニット２０におけるとガス側冷媒連絡配管５との接続部分
に配置された手動弁である。
【０７１０】
　室外ユニット２０は、室外ユニット２０を構成する各部の動作を制御する室外ユニット
制御部２７を有している。室外ユニット制御部２７は、ＣＰＵやメモリ等を含むマイクロ
コンピュータを有している。室外ユニット制御部２７は、各室内ユニット３０の室内ユニ
ット制御部３４と通信線を介して接続されており、制御信号等の送受信を行う。
【０７１１】
　室外ユニット２０には、吐出圧力センサ６１、吐出温度センサ６２、吸入圧力センサ６
３、吸入温度センサ６４、室外熱交温度センサ６５、外気温度センサ６６等が設けられて
いる。これらの各センサは、室外ユニット制御部２７と電気的に接続されており、室外ユ
ニット制御部２７に対して検出信号を送信する。吐出圧力センサ６１は、圧縮機２１の吐
出側と四路切換弁２２の接続ポートの１つとを接続する吐出配管を流れる冷媒の圧力を検
出する。吐出温度センサ６２は、吐出配管を流れる冷媒の温度を検出する。吸入圧力セン
サ６３は、圧縮機２１の吸入側と四路切換弁２２の接続ポートの１つとを接続する吸入配
管を流れる冷媒の圧力を検出する。吸入温度センサ６４は、吸入配管を流れる冷媒の温度
を検出する。室外熱交温度センサ６５は、室外熱交換器２３のうち四路切換弁２２が接続
されている側とは反対側である液側の出口を流れる冷媒の温度を検出する。外気温度セン
サ６６は、室外熱交換器２３を通過する前の屋外の空気温度を検出する。
【０７１２】
　（３－１－２）室内ユニット３０
　室内ユニット３０は、対象空間である室内の壁面や天井等に設置されている。室内ユニ
ット３０は、液側冷媒連絡配管６およびガス側冷媒連絡配管５を介して室外ユニット２０
と接続されており、冷媒回路１０の一部を構成している。
【０７１３】
　室内ユニット３０は、室内熱交換器３１と、室内ファン３２と、を有している。
【０７１４】
　室内熱交換器３１は、液側が、液側冷媒連絡配管６と接続され、ガス側端が、ガス側冷
媒連絡配管５とを接続されている。室内熱交換器３１は、冷房運転時には冷凍サイクルに
おける低圧の冷媒の蒸発器として機能し、暖房運転時には冷凍サイクルにおける高圧の冷
媒の凝縮器として機能する熱交換器である。
【０７１５】
　室内ファン３２は、室内ユニット３０内に室内の空気を吸入して、室内熱交換器３１に
おいて冷媒と熱交換させた後に、外部に排出するための空気流れを生じさせる。室内ファ
ン３２は、室内ファンモータによって回転駆動される。
【０７１６】
　また、室内ユニット３０は、室内ユニット３０を構成する各部の動作を制御する室内ユ
ニット制御部３４を有している。室内ユニット制御部３４は、ＣＰＵやメモリ等を含むマ
イクロコンピュータを有している。室内ユニット制御部３４は、室外ユニット制御部２７
と通信線を介して接続されており、制御信号等の送受信を行う。
【０７１７】
　室内ユニット３０には、室内液側熱交温度センサ７１、室内空気温度センサ７２等が設
けられている。これらの各センサは、室内ユニット制御部３４と電気的に接続されており
、室内ユニット制御部３４に対して検出信号を送信する。室内液側熱交温度センサ７１は
、室内熱交換器３１のうち四路切換弁２２が接続されている側とは反対側である液側の出
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口を流れる冷媒の温度を検出する。室内空気温度センサ７２は、室内熱交換器３１を通過
する前の室内の空気温度を検出する。
【０７１８】
　（３－１－３）コントローラ７の詳細
　空気調和装置１では、室外ユニット制御部２７と室内ユニット制御部３４が通信線を介
して接続されることで、空気調和装置１の動作を制御するコントローラ７が構成されてい
る。
【０７１９】
　コントローラ７は、主として、ＣＰＵ（中央演算処理装置）と、ＲＯＭやＲＡＭ等のメ
モリを有している。なお、コントローラ７による各種処理や制御は、室外ユニット制御部
２７および／又は室内ユニット制御部３４に含まれる各部が一体的に機能することによっ
て実現されている。
【０７２０】
　（３－１－４）運転モード
　以下、運転モードについて説明する。
【０７２１】
　運転モードとしては、冷房運転モードと暖房運転モードとが設けられている。
【０７２２】
　コントローラ７は、リモコン等から受け付けた指示に基づいて、冷房運転モードか暖房
運転モードかを判断し、実行する。
【０７２３】
　（３－１－４－１）冷房運転モード
　空気調和装置１では、冷房運転モードでは、四路切換弁２２の接続状態を圧縮機２１の
吐出側と室外熱交換器２３とを接続しつつ圧縮機２１の吸入側とガス側閉鎖弁２８とを接
続する冷房運転接続状態とし、冷媒回路１０に充填されている冷媒を、主として、圧縮機
２１、室外熱交換器２３、室外膨張弁２４、室内熱交換器３１の順に循環させる。
【０７２４】
　より具体的には、冷房運転モードが開始されると、冷媒回路１０内において、冷媒が圧
縮機２１に吸入されて圧縮された後に吐出される。
【０７２５】
　圧縮機２１では、室内ユニット３０で要求される冷却負荷に応じた容量制御が行われる
。当該容量制御は、特に限定されず、例えば、空気調和装置１が室内の空気温度が設定温
度を満たすように制御される場合には、吐出温度（吐出温度センサ６２の検出温度）が、
設定温度と室内温度（室内空気温度センサ７２の検出温度）との差分に応じた値となるよ
うに、圧縮機２１の運転周波数を制御する。
【０７２６】
　圧縮機２１から吐出されたガス冷媒は、四路切換弁２２を経て、室外熱交換器２３のガ
ス側端に流入する。
【０７２７】
　室外熱交換器２３のガス側端に流入したガス冷媒は、室外熱交換器２３において、室外
ファン２５によって供給される室外側空気と熱交換を行って凝縮し、液冷媒となって室外
熱交換器２３の液側端から流出する。
【０７２８】
　室外熱交換器２３の液側端から流出した冷媒は、室外膨張弁２４を通過する際に減圧さ
れる。なお、室外膨張弁２４は、例えば、圧縮機２１に吸入される冷媒の過熱度が所定の
過熱度目標値となるように制御される。ここで、圧縮機２１の吸入冷媒の過熱度は、例え
ば、吸入圧力（吸入圧力センサ６３の検出圧力）に相当する飽和温度を、吸入温度（吸入
温度センサ６２の検出温度）から差し引くことにより求めることができる。なお、室外膨
張弁２４の弁開度制御の手法は、特に限定されず、例えば、圧縮機２１から吐出される冷
媒の吐出温度が所定温度となるように制御されてもよいし、圧縮機２１から吐出される冷
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媒の過熱度が所定条件を満たすように制御されてもよい。
【０７２９】
　室外膨張弁２４で減圧された冷媒は、液側閉鎖弁２９および液側冷媒連絡配管６を経て
、室内ユニット３０に流入する。
【０７３０】
　室内ユニット３０に流入した冷媒は、室内熱交換器３１に流入し、室内熱交換器３１に
おいて、室内ファン３２によって供給される室内空気と熱交換を行って蒸発し、ガス冷媒
となって室内熱交換器３１のガス側端から流出する。室内熱交換器３１のガス側端から流
出したガス冷媒は、ガス側冷媒連絡配管５に流れていく。
【０７３１】
　ガス側冷媒連絡配管５を流れた冷媒は、ガス側閉鎖弁２８、四路切換弁２２を経て、再
び、圧縮機２１に吸入される。
【０７３２】
　（３－１－４－２）暖房運転モード
　空気調和装置１では、暖房運転モードでは、四路切換弁２２の接続状態を圧縮機２１の
吐出側とガス側閉鎖弁２８とを接続しつつ圧縮機２１の吸入側と室外熱交換器２３とを接
続する暖房運転接続状態とし、冷媒回路１０に充填されている冷媒を、主として、圧縮機
２１、室内熱交換器３１、室外膨張弁２４、室外熱交換器２３の順に循環させる。
【０７３３】
　より具体的には、暖房運転モードが開始されると、冷媒回路１０内において、冷媒が圧
縮機２１に吸入されて圧縮された後に吐出される。
【０７３４】
　圧縮機２１では、室内ユニット３０で要求される暖房負荷に応じた容量制御が行われる
。当該容量制御は、特に限定されず、例えば、空気調和装置１が室内の空気温度が設定温
度を満たすように制御される場合には、吐出温度（吐出温度センサ６２の検出温度）が、
設定温度と室内温度（室内空気温度センサ７２の検出温度）との差分に応じた値となるよ
うに、圧縮機２１の運転周波数を制御する。
【０７３５】
　圧縮機２１から吐出されたガス冷媒は、四路切換弁２２およびガス側冷媒連絡配管５を
流れた後、室内ユニット３０に流入する。
【０７３６】
　室内ユニット３０に流入した冷媒は、室内熱交換器３１のガス側端に流入し、室内熱交
換器３１において、室内ファン３２によって供給される室内空気と熱交換を行って凝縮し
、気液二相状態の冷媒または液冷媒となって室内熱交換器３１の液側端から流出する。室
内熱交換器３１の液側端から流出した冷媒は、液側冷媒連絡配管６に流れていく。
【０７３７】
　液側冷媒連絡配管６を流れた冷媒は、室外ユニット２０に流入し、液側閉鎖弁２９を通
過し、室外膨張弁２４において冷凍サイクルにおける低圧になるまで減圧される。なお、
室外膨張弁２４は、例えば、圧縮機２１に吸入される冷媒の過熱度が所定の過熱度目標値
となるように制御される。なお、室外膨張弁２４の弁開度制御の手法は、特に限定されず
、例えば、圧縮機２１から吐出される冷媒の吐出温度が所定温度となるように制御されて
もよいし、圧縮機２１から吐出される冷媒の過熱度が所定条件を満たすように制御されて
もよい。
【０７３８】
　室外膨張弁２４で減圧された冷媒は、室外熱交換器２３の液側端に流入する。
【０７３９】
　室外熱交換器２３の液側端から流入した冷媒は、室外熱交換器２３において、室外ファ
ン２５によって供給される室外空気と熱交換を行って蒸発し、ガス冷媒となって室外熱交
換器２３のガス側端から流出する。
【０７４０】
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　室外熱交換器２３のガス側端から流出した冷媒は、四路切換弁２２を経て、再び、圧縮
機２１に吸入される。
【０７４１】
　（３－１－５）第１実施形態の特徴
　空気調和装置１では、１，２－ジフルオロエチレンを含む冷媒を用いた冷凍サイクルを
行うことができるため、GWPの小さい冷媒を用いて冷凍サイクルを行うことが可能になっ
ている。
【０７４２】
　（３－２）第２実施形態
　以下、冷媒回路の概略構成図である図３Ｃ、概略制御ブロック構成図である図３Ｄを参
照しつつ、第２実施形態に係る冷凍サイクル装置としての空気調和装置１ａについて説明
する。なお、以下では、第１実施形態の空気調和装置１との違いを主に説明する。
【０７４３】
　（３－２－１）空気調和装置１ａの概略構成
　空気調和装置１ａは、上記第１実施形態の空気調和装置１とは、室外ユニット２０が低
圧レシーバ４１を備えている点で異なっている。
【０７４４】
　低圧レシーバ４１は、圧縮機２１の吸入側と四路切換弁２２の接続ポートの１つとの間
に設けられており、冷媒回路１０における余剰冷媒を液冷媒として貯留することが可能な
冷媒容器である。なお、本実施形態では、吸入圧力センサ６３及び吸入温度センサ６４は
、低圧レシーバ４１と圧縮機２１の吸入側との間を流れる冷媒を対象として検出するよう
に設けられている。また、圧縮機２１には、図示しない付属のアキュムレータが設けられ
ており、低圧レシーバ４１は、当該付属のアキュムレータの下流側に接続されている。
【０７４５】
　（３－２－２）冷房運転モード
　空気調和装置１ａでは、冷房運転モードでは、圧縮機２１は、例えば、冷媒回路１０に
おける冷媒の蒸発温度が、設定温度と室内温度（室内空気温度センサ７２の検出温度）と
の差分に応じて定まる目標蒸発温度になるように、運転周波数が容量制御される。なお、
蒸発温度は、特に限定されないが、例えば、吸入圧力センサ６３の検出圧力に相当する冷
媒の飽和温度として把握してもよい。
【０７４６】
　圧縮機２１から吐出されたガス冷媒は、四路切換弁２２、室外熱交換器２３、室外膨張
弁２４の順に流れる。
【０７４７】
　ここで、室外膨張弁２４は、例えば、室外熱交換器２３の液側出口を流れる冷媒の過冷
却度が目標値になる等の所定条件を満たすように、弁開度が制御される。なお、室外熱交
換器２３の液側出口を流れる冷媒の過冷却度は、特に限定されないが、例えば、室外熱交
温度センサ６５の検出温度から、冷媒回路１０の高圧（吐出圧力センサ６１の検出圧力）
に相当する冷媒の飽和温度を差し引くことにより求めることができる。なお、室外膨張弁
２４の弁開度制御の手法は、特に限定されず、例えば、圧縮機２１から吐出される冷媒の
吐出温度が所定温度となるように制御されてもよいし、圧縮機２１から吐出される冷媒の
過熱度が所定条件を満たすように制御されてもよい。
【０７４８】
　室外膨張弁２４で減圧された冷媒は、液側閉鎖弁２９、液側冷媒連絡配管６を介して室
内ユニット３０に流入し、室内熱交換器３１において蒸発し、ガス側冷媒連絡配管５に流
れていく。ガス側冷媒連絡配管５を流れた冷媒は、ガス側閉鎖弁２８、四路切換弁２２、
低圧レシーバ４１を経て、再び、圧縮機２１に吸入される。なお、低圧レシーバ４１では
、室内熱交換器３１において蒸発しきれなかった液冷媒が余剰冷媒として貯留される。
【０７４９】
　（３－２－３）暖房運転モード
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　空気調和装置１ａでは、暖房運転モードでは、圧縮機２１は、例えば、冷媒回路１０に
おける冷媒の凝縮温度が、設定温度と室内温度（室内空気温度センサ７２の検出温度）と
の差分に応じて定まる目標凝縮温度になるように、運転周波数が容量制御される。なお、
凝縮温度は、特に限定されないが、例えば、吐出圧力センサ６１の検出圧力に相当する冷
媒の飽和温度として把握してもよい。
【０７５０】
　圧縮機２１から吐出されたガス冷媒は、四路切換弁２２、ガス側冷媒連絡配管５を流れ
た後、室内ユニット３０の室内熱交換器３１のガス側端に流入し、室内熱交換器３１にお
いて凝縮する。室内熱交換器３１の液側端から流出した冷媒は、液側冷媒連絡配管６を経
て、室外ユニット２０に流入し、液側閉鎖弁２９を通過して、室外膨張弁２４において冷
凍サイクルにおける低圧になるまで減圧される。なお、室外膨張弁２４は、例えば、室内
熱交換器３１の液側出口を流れる冷媒の過冷却度が目標値になる等の所定条件を満たすよ
うに、弁開度が制御される。なお、室内熱交換器３１の液側出口を流れる冷媒の過冷却度
は、特に限定されないが、例えば、室内液側熱交温度センサ７１の検出温度から、冷媒回
路１０の高圧（吐出圧力センサ６１の検出圧力）に相当する冷媒の飽和温度を差し引くこ
とにより求めることができる。なお、室外膨張弁２４の弁開度制御の手法は、特に限定さ
れず、例えば、圧縮機２１から吐出される冷媒の吐出温度が所定温度となるように制御さ
れてもよいし、圧縮機２１から吐出される冷媒の過熱度が所定条件を満たすように制御さ
れてもよい。
【０７５１】
　室外膨張弁２４で減圧された冷媒は、室外熱交換器２３において蒸発し、四路切換弁２
２、低圧レシーバ４１を経て、再び、圧縮機２１に吸入される。なお、低圧レシーバ４１
では、室外熱交換器２３において蒸発しきれなかった液冷媒が余剰冷媒として貯留される
。
【０７５２】
　（３－２－４）第２実施形態の特徴
　空気調和装置１ａでは、１，２－ジフルオロエチレンを含む冷媒を用いた冷凍サイクル
を行うことができるため、GWPの小さい冷媒を用いて冷凍サイクルを行うことが可能にな
っている。
【０７５３】
　また、空気調和装置１ａでは、低圧レシーバ４１を設けることにより、圧縮機２１に吸
入される冷媒の過熱度が所定値以上となることが確保される制御（室外膨張弁２４の制御
）を行わなくても、液圧縮が生じることを抑制させることが可能になっている。このため
、室外膨張弁２４の制御としては、凝縮器として機能させる場合の室外熱交換器２３（凝
縮器として機能させる場合の室内熱交換器３１も同様）について、出口を流れる冷媒の過
冷却度を十分に確保するように制御させることが可能になっている。
【０７５４】
　（３－３）第３実施形態
　以下、冷媒回路の概略構成図である図３Ｅ、概略制御ブロック構成図である図３Ｆを参
照しつつ、第３実施形態に係る冷凍サイクル装置としての空気調和装置１ｂについて説明
する。なお、以下では、第２実施形態の空気調和装置１ａとの違いを主に説明する。
【０７５５】
　（３－３－１）空気調和装置１ｂの概略構成
　空気調和装置１ｂは、上記第２実施形態の空気調和装置１ａとは、複数の室内ユニット
が並列に設けられている点、および、各室内ユニットにおいて室内熱交換器の液冷媒側に
室内膨張弁が設けられている点で異なっている。
【０７５６】
　空気調和装置１ｂは、互いに並列に接続された第１室内ユニット３０と第２室内ユニッ
ト３５とを有している。第１室内ユニット３０は、上記実施形態と同様に、第１室内熱交
換器３１、第１室内ファン３２を有しており、第１室内熱交換器３１の液冷媒側において
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第１室内膨張弁３３が設けられている。第１室内膨張弁３３は、弁開度を調節可能な電動
膨張弁であることが好ましい。第１室内ユニット３０には、上記実施形態と同様に、第１
室内ユニット制御部３４と、第１室内ユニット制御部３４に対して電気的に接続された第
１室内液側熱交温度センサ７１、第１室内空気温度センサ７２が設けられており、さらに
、第１室内ガス側熱交温度センサ７３等が設けられている。第１室内液側熱交温度センサ
７１は、第１室内熱交換器３１の液冷媒側の出口を流れる冷媒の温度を検出する。第１室
内ガス側熱交温度センサ７３は、第１室内熱交換器３１のガス冷媒側の出口を流れる冷媒
の温度を検出する。第２室内ユニット３５は、第１室内ユニット３０と同様に、第２室内
熱交換器３６、第２室内ファン３７を有しており、第２室内熱交換器３６の液冷媒側にお
いて第２室内膨張弁３８が設けられている。第２室内膨張弁３８は、弁開度を調節可能な
電動膨張弁であることが好ましい。第２室内ユニット３５には、第１室内ユニット３０と
同様に、第２室内ユニット制御部３９と、第２室内ユニット制御部３９に対して電気的に
接続された第２室内液側熱交温度センサ７５、第２室内空気温度センサ７６、および、第
２室内ガス側熱交温度センサ７７が設けられている。
【０７５７】
　また、空気調和装置１ｂは、上記第２実施形態の空気調和装置１ａとは、室外ユニット
において、室外膨張弁２４が設けられていない点、および、バイパス膨張弁４９を有する
バイパス配管４０が設けられている点で異なっている。
【０７５８】
　バイパス配管４０は、室外熱交換器２３の液冷媒側の出口から液側閉鎖弁２９まで延び
る冷媒配管と、四路切換弁２２の接続ポートの１つから低圧レシーバ４１まで延びる冷媒
配管と、を接続する冷媒配管である。バイパス膨張弁４９は、弁開度を調節可能な電動膨
張弁であることが好ましい。なお、バイパス配管４０には、開度調節可能な電動膨張弁が
設けられたものに限られず、例えば、キャピラリーチューブと開閉可能な電磁弁を有した
ものであってもよい。
【０７５９】
　（３－３－２）冷房運転モード
　空気調和装置１ｂでは、冷房運転モードでは、圧縮機２１は、例えば、冷媒回路１０に
おける冷媒の蒸発温度が目標蒸発温度になるように、運転周波数が容量制御される。ここ
で、目標蒸発温度は、各室内ユニット３０、３５において設定温度と室内温度との差分が
最も大きいもの（負荷が最も大きな室内ユニット）に応じて定めることが好ましい。なお
、蒸発温度は、特に限定されないが、例えば、吸入圧力センサ６３の検出圧力に相当する
冷媒の飽和温度として把握することができる。
【０７６０】
　圧縮機２１から吐出されたガス冷媒は、四路切換弁２２を介して、室外熱交換器２３に
おいて凝縮する。室外熱交換器２３を流れた冷媒は、液側閉鎖弁２９、液側冷媒連絡配管
６を介して、第１室内ユニット３０および第２室内ユニット３５に送られる。
【０７６１】
　ここで、第１室内ユニット３０では、第１室内膨張弁３３は、例えば、第１室内熱交換
器３１のガス側出口を流れる冷媒の過熱度が目標値になる等の所定条件を満たすように、
弁開度が制御される。なお、第１室内熱交換器３１のガス側出口を流れる冷媒の過熱度は
、特に限定されないが、例えば、第１室内ガス側熱交温度センサ７３の検出温度から、冷
媒回路１０の低圧（吸入圧力センサ６３の検出圧力）に相当する冷媒の飽和温度を差し引
くことにより求めることができる。また、第２室内ユニット３５の第２室内膨張弁３８も
、第１室内膨張弁３３と同様に、例えば、第２室内熱交換器３６のガス側出口を流れる冷
媒の過熱度が目標値になる等の所定条件を満たすように、弁開度が制御される。なお、第
２室内熱交換器３６のガス側出口を流れる冷媒の過熱度についても、特に限定されないが
、例えば、第２室内ガス側熱交温度センサ７７の検出温度から、冷媒回路１０の低圧（吸
入圧力センサ６３の検出圧力）に相当する冷媒の飽和温度を差し引くことにより求めるこ
とができる。また、第１室内膨張弁３３と第２室内膨張弁３８は、いずれも、吸入温度セ
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ンサ６４の検出温度から吸入圧力センサ６３の検出圧力に相当する冷媒の飽和温度を差し
引くことで得られる冷媒の過熱度が目標値になる等の所定条件を満たすように、弁開度が
制御されてもよい。さらに、第１室内膨張弁３３および第２室内膨張弁３８の弁開度制御
の手法は、特に限定されず、例えば、圧縮機２１から吐出される冷媒の吐出温度が所定温
度となるように制御されてもよいし、圧縮機２１から吐出される冷媒の過熱度が所定条件
を満たすように制御されてもよい。
【０７６２】
　第１室内膨張弁３３で減圧された冷媒は第１室内熱交換器３１において蒸発し、第２室
内膨張弁３８で減圧された冷媒は第２室内熱交換器３６において蒸発し、合流した後、ガ
ス側冷媒連絡配管５に流れていく。ガス側冷媒連絡配管５を流れた冷媒は、ガス側閉鎖弁
２８、四路切換弁２２、低圧レシーバ４１を経て、再び、圧縮機２１に吸入される。なお
、低圧レシーバ４１では、第１室内熱交換器３１および第２室内熱交換器において蒸発し
きれなかった液冷媒が余剰冷媒として貯留される。なお、バイパス配管４０のバイパス膨
張弁４９は、凝縮器として機能する室外熱交換器２３の内部の冷媒量が過剰であることに
関する所定条件を満たした場合に開けられるまたは弁開度が上げられる制御が行われる。
バイパス膨張弁４９の開度制御としては、特に限定されないが、例えば、凝縮圧力（例え
ば、吐出圧力センサ６１の検出圧力）が所定値以上である場合に、開けるまたは開度が上
げられる制御であってもよいし、通過流量を増大させるように所定の時間間隔で開状態と
閉状態とを切り換える制御であってもよい。
【０７６３】
　（３－３－３）暖房運転モード
　空気調和装置１ｂでは、暖房運転モードでは、圧縮機２１は、例えば、冷媒回路１０に
おける冷媒の凝縮温度が、目標凝縮温度になるように、運転周波数が容量制御される。こ
こで、目標凝縮温度は、各室内ユニット３０、３５において設定温度と室内温度との差分
が最も大きいもの（負荷が最も大きな室内ユニット）に応じて定めることが好ましい。な
お、凝縮温度は、特に限定されないが、例えば、吐出圧力センサ６１の検出圧力に相当す
る冷媒の飽和温度として把握してもよい。
【０７６４】
　圧縮機２１から吐出されたガス冷媒は、四路切換弁２２、ガス側冷媒連絡配管５を流れ
た後、一部の冷媒が、第１室内ユニット３０の第１室内熱交換器３１のガス側端に流入し
、第１室内熱交換器３１において凝縮し、他の一部の冷媒が、第２室内ユニット３５の第
２室内熱交換器３６のガス側端に流入し、第２室内熱交換器３６において凝縮する。
【０７６５】
　なお、第１室内ユニット３０の第１室内膨張弁３３は、第１室内熱交換器３１の液側を
流れる冷媒の過冷却度が所定の目標値になる等の所定条件を満たすように、弁開度が制御
される。第２室内ユニット３５の第２室内膨張弁３８についても同様に、第２室内熱交換
器３６の液側を流れる冷媒の過冷却度が所定の目標値になる等の所定条件を満たすように
、弁開度が制御される。なお、第１室内熱交換器３１の液側を流れる冷媒の過冷却度は、
第１室内液側熱交温度センサ７１の検出温度から、冷媒回路１０における高圧（吐出圧力
センサ６１の検出圧力）に相当する冷媒の飽和温度を差し引くことで求めることができる
。また、第２室内熱交換器３６の液側を流れる冷媒の過冷却度についても同様に、第２室
内液側熱交温度センサ７５の検出温度から、冷媒回路１０における高圧（吐出圧力センサ
６１の検出圧力）に相当する冷媒の飽和温度を差し引くことで求めることができる。
【０７６６】
　第１室内膨張弁３３で減圧された冷媒および第２室内膨張弁３８で減圧された冷媒は、
合流し、液側冷媒連絡配管６、液側閉鎖弁２９を通過した後、室外熱交換器２３において
蒸発し、四路切換弁２２、低圧レシーバ４１を経て、再び、圧縮機２１に吸入される。な
お、低圧レシーバ４１では、室外熱交換器２３において蒸発しきれなかった液冷媒が余剰
冷媒として貯留される。なお、暖房運転時には、特に限定されないが、バイパス配管４０
のバイパス膨張弁４９は、例えば、全閉状態に維持されていてもよい。
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【０７６７】
　（３－３－４）第３実施形態の特徴
　空気調和装置１ｂでは、１，２－ジフルオロエチレンを含む冷媒を用いた冷凍サイクル
を行うことができるため、GWPの小さい冷媒を用いて冷凍サイクルを行うことが可能にな
っている。
【０７６８】
　また、空気調和装置１ｂでは、低圧レシーバ４１を設けることにより、圧縮機２１にお
ける液圧縮を抑制することができている。また、冷房運転時には、第１室内膨張弁３３、
第２室内膨張弁３８を過熱度制御することで、暖房運転時には、第１室内膨張弁３３、第
２室内膨張弁３８を過冷却度制御することで、第１室内熱交換器３１、第２室内熱交換器
３６における能力を十分に発揮させやすい。
【０７６９】
　（３－４）第４実施形態
　以下、冷媒回路の概略構成図である図３Ｇ、概略制御ブロック構成図である図３Ｈを参
照しつつ、第４実施形態に係る冷凍サイクル装置としての空気調和装置１ｃについて説明
する。なお、以下では、第２実施形態の空気調和装置１ａとの違いを主に説明する。
【０７７０】
　（３－４－１）空気調和装置１ｃの概略構成
　空気調和装置１ｃは、上記第２実施形態の空気調和装置１ａとは、室外ユニット２０が
低圧レシーバ４１を備えていない点、高圧レシーバ４２を備えている点、室外ブリッジ回
路２６を備えている点で異なっている。
【０７７１】
　また、室内ユニット３０は、室内熱交換器３１の液側を流れる冷媒温度を検出する室内
液側熱交温度センサ７１と、室内の空気温度を検出する室内空気温度センサ７２と、室内
熱交換器３１のガス側を流れる冷媒温度を検出する室内ガス側熱交温度センサ７３と、を
有している。
【０７７２】
　室外ブリッジ回路２６は、室外熱交換器２３の液側と液側閉鎖弁２９との間に設けられ
ており、４つの接続箇所および各接続箇所の間に設けられた逆止弁を有している。室外ブ
リッジ回路２６が有する４つの接続箇所のうち、室外熱交換器２３の液側に接続される箇
所と液側閉鎖弁２９に接続される箇所以外の２箇所からは、それぞれ高圧レシーバ４２ま
で延びた冷媒配管が接続されている。また、これらの冷媒配管のうち、高圧レシーバ４２
の内部空間のうちのガス領域から延びだしている冷媒配管には、途中に室外膨張弁２４が
設けられている。
【０７７３】
　（３－４－２）冷房運転モード
　空気調和装置１ｃでは、冷房運転モードでは、圧縮機２１は、例えば、冷媒回路１０に
おける冷媒の蒸発温度が、設定温度と室内温度（室内空気温度センサ７２の検出温度）と
の差分に応じて定まる目標蒸発温度になるように、運転周波数が容量制御される。なお、
蒸発温度は、特に限定されないが、例えば、室内液側熱交温度センサ７１の検出温度とし
て把握してもよいし、吸入圧力センサ６３の検出圧力に相当する冷媒の飽和温度として把
握してもよい。
【０７７４】
　圧縮機２１から吐出されたガス冷媒は、四路切換弁２２を介して、室外熱交換器２３に
おいて凝縮する。室外熱交換器２３を流れた冷媒は、室外ブリッジ回路２６の一部を介し
て、高圧レシーバ４２に流入する。なお、高圧レシーバ４２では、冷媒回路１０における
余剰冷媒が液冷媒として貯留される。高圧レシーバ４２のガス領域から流出したガス冷媒
は、室外膨張弁２４において減圧される。
【０７７５】
　ここで、室外膨張弁２４は、例えば、室内熱交換器３１のガス側出口を流れる冷媒の過
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熱度または圧縮機２１の吸入側を流れる冷媒の過熱度が目標値になる等の所定条件を満た
すように、弁開度が制御される。なお、室内熱交換器３１のガス側出口を流れる冷媒の過
熱度は、特に限定されないが、例えば、室内ガス側熱交温度センサ７３の検出温度から、
冷媒回路１０の低圧（吸入圧力センサ６３の検出圧力）に相当する冷媒の飽和温度を差し
引くことにより求めてもよい。また、圧縮機２１の吸入側を流れる冷媒の過熱度は、吸入
温度センサ６４の検出温度から、吸入圧力センサ６３の検出圧力に相当する冷媒の飽和温
度を差し引くことにより求めてもよい。なお、室外膨張弁２４の弁開度制御の手法は、特
に限定されず、例えば、圧縮機２１から吐出される冷媒の吐出温度が所定温度となるよう
に制御されてもよいし、圧縮機２１から吐出される冷媒の過熱度が所定条件を満たすよう
に制御されてもよい。
【０７７６】
　室外膨張弁２４で減圧された冷媒は、室外ブリッジ回路２６の他の一部を流れ、液側閉
鎖弁２９、液側冷媒連絡配管６を介して室内ユニット３０に流入し、室内熱交換器３１に
おいて蒸発する。室内熱交換器３１を流れた冷媒は、ガス側冷媒連絡配管５、ガス側閉鎖
弁２８、四路切換弁２２を経て、再び、圧縮機２１に吸入される。
【０７７７】
　（３－４－３）暖房運転モード
　空気調和装置１ｃでは、暖房運転モードでは、圧縮機２１は、例えば、冷媒回路１０に
おける冷媒の凝縮温度が、設定温度と室内温度（室内空気温度センサ７２の検出温度）と
の差分に応じて定まる目標凝縮温度になるように、運転周波数が容量制御される。なお、
凝縮温度は、特に限定されないが、例えば、吐出圧力センサ６１の検出圧力に相当する冷
媒の飽和温度として把握してもよい。
【０７７８】
　圧縮機２１から吐出されたガス冷媒は、四路切換弁２２、ガス側冷媒連絡配管５を流れ
た後、室内ユニット３０の室内熱交換器３１のガス側端に流入し、室内熱交換器３１にお
いて凝縮する。室内熱交換器３１の液側端から流出した冷媒は、液側冷媒連絡配管６を経
て、室外ユニット２０に流入し、液側閉鎖弁２９を通過して、室外ブリッジ回路２６の一
部を流れ、高圧レシーバ４２に流入する。なお、高圧レシーバ４２では、冷媒回路１０に
おける余剰冷媒が液冷媒として貯留される。高圧レシーバ４２のガス領域から流出したガ
ス冷媒は、室外膨張弁２４において冷凍サイクルにおける低圧になるまで減圧される。
【０７７９】
　なお、室外膨張弁２４は、例えば、圧縮機２１が吸入する冷媒の過熱度が目標値になる
等の所定条件を満たすように、弁開度が制御される。なお、圧縮機２１の吸入側を流れる
冷媒の過熱度は、特に限定されないが、例えば、吸入温度センサ６４の検出温度から、吸
入圧力センサ６３の検出圧力に相当する冷媒の飽和温度を差し引いて求めることができる
。なお、室外膨張弁２４の弁開度制御の手法は、特に限定されず、例えば、圧縮機２１か
ら吐出される冷媒の吐出温度が所定温度となるように制御されてもよいし、圧縮機２１か
ら吐出される冷媒の過熱度が所定条件を満たすように制御されてもよい。
【０７８０】
　室外膨張弁２４で減圧された冷媒は、室外ブリッジ回路２６の他の一部を流れ、室外熱
交換器２３において蒸発し、四路切換弁２２を経て、再び、圧縮機２１に吸入される。
【０７８１】
　（３－４－４）第４実施形態の特徴
　空気調和装置１ｃでは、１，２－ジフルオロエチレンを含む冷媒を用いた冷凍サイクル
を行うことができるため、GWPの小さい冷媒を用いて冷凍サイクルを行うことが可能にな
っている。
【０７８２】
　また、空気調和装置１ｃでは、高圧レシーバ４２を設けることにより、冷媒回路１０に
おける余剰冷媒を貯留することが可能になる。
【０７８３】
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　（３－５）第５実施形態
　以下、冷媒回路の概略構成図である図３Ｉ、概略制御ブロック構成図である図３Ｊを参
照しつつ、第５実施形態に係る冷凍サイクル装置としての空気調和装置１ｄについて説明
する。なお、以下では、第４実施形態の空気調和装置１ｃとの違いを主に説明する。
【０７８４】
　（３－５－１）空気調和装置１ｄの概略構成
　空気調和装置１ｄは、上記第４実施形態の空気調和装置１ｃとは、複数の室内ユニット
が並列に設けられている点、および、各室内ユニットにおいて室内熱交換器の液冷媒側に
室内膨張弁が設けられている点で異なっている。
【０７８５】
　空気調和装置１ｄは、互いに並列に接続された第１室内ユニット３０と第２室内ユニッ
ト３５とを有している。第１室内ユニット３０は、上記実施形態と同様に、第１室内熱交
換器３１、第１室内ファン３２を有しており、第１室内熱交換器３１の液冷媒側において
第１室内膨張弁３３が設けられている。第１室内膨張弁３３は、弁開度を調節可能な電動
膨張弁であることが好ましい。第１室内ユニット３０には、上記実施形態と同様に、第１
室内ユニット制御部３４と、第１室内ユニット制御部３４に対して電気的に接続された第
１室内液側熱交温度センサ７１、第１室内空気温度センサ７２、第１室内ガス側熱交温度
センサ７３等が設けられている。第１室内液側熱交温度センサ７１は、第１室内熱交換器
３１の液冷媒側の出口を流れる冷媒の温度を検出する。第１室内ガス側熱交温度センサ７
３は、第１室内熱交換器３１のガス冷媒側の出口を流れる冷媒の温度を検出する。第２室
内ユニット３５は、第１室内ユニット３０と同様に、第２室内熱交換器３６、第２室内フ
ァン３７を有しており、第２室内熱交換器３６の液冷媒側において第２室内膨張弁３８が
設けられている。第２室内膨張弁３８は、弁開度を調節可能な電動膨張弁であることが好
ましい。第２室内ユニット３５には、第１室内ユニット３０と同様に、第２室内ユニット
制御部３９と、第２室内ユニット制御部３９に対して電気的に接続された第２室内液側熱
交温度センサ７５、第２室内空気温度センサ７６、第２室内ガス側熱交温度センサ７７が
設けられている。
【０７８６】
　（３－５－２）冷房運転モード
　空気調和装置１ｃでは、冷房運転モードでは、圧縮機２１は、例えば、冷媒回路１０に
おける冷媒の蒸発温度が目標蒸発温度になるように、運転周波数が容量制御される。ここ
で、目標蒸発温度は、各室内ユニット３０、３５において設定温度と室内温度との差分が
最も大きいもの（負荷が最も大きな室内ユニット）に応じて定めることが好ましい。
【０７８７】
　圧縮機２１から吐出されたガス冷媒は、四路切換弁２２を介して、室外熱交換器２３に
おいて凝縮する。室外熱交換器２３を流れた冷媒は、室外ブリッジ回路２６の一部を介し
て、高圧レシーバ４２に流入する。なお、高圧レシーバ４２では、冷媒回路１０における
余剰冷媒が液冷媒として貯留される。高圧レシーバ４２のガス領域から流出したガス冷媒
は、室外膨張弁２４において減圧される。ここで、冷房運転時は、室外膨張弁２４は、例
えば、弁開度が全開状態となるように制御される。
【０７８８】
　室外膨張弁２４を通過した冷媒は、室外ブリッジ回路２６の他の一部を流れ、液側閉鎖
弁２９、液側冷媒連絡配管６を介して第１室内ユニット３０および第２室内ユニット３５
に流入する。
【０７８９】
　第１室内ユニット３０に流入した冷媒は、第１室内膨張弁３３において減圧される。第
１室内膨張弁３３は、第１室内熱交換器３１のガス側出口を流れる冷媒の過熱度が目標値
になる等の所定条件を満たすように、弁開度が制御される。なお、第１室内熱交換器３１
のガス側出口を流れる冷媒の過熱度は、特に限定されないが、例えば、第１室内ガス側熱
交温度センサ７３の検出温度から、冷媒回路１０の低圧（吸入圧力センサ６３の検出圧力
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）に相当する冷媒の飽和温度を差し引くことにより求めてもよい。同様に、第２室内ユニ
ット３５に流入した冷媒は、第２室内膨張弁３８において減圧される。第２室内膨張弁３
８は、第２室内熱交換器３６のガス側出口を流れる冷媒の過熱度が目標値になる等の所定
条件を満たすように、弁開度が制御される。なお、第２室内熱交換器３６のガス側出口を
流れる冷媒の過熱度は、特に限定されないが、例えば、第２室内ガス側熱交温度センサ７
７の検出温度から、冷媒回路１０の低圧（吸入圧力センサ６３の検出圧力）に相当する冷
媒の飽和温度を差し引くことにより求めてもよい。また、第１室内膨張弁３３と第２室内
膨張弁３８は、いずれも、吸入温度センサ６４の検出温度から吸入圧力センサ６３の検出
圧力に相当する冷媒の飽和温度を差し引くことで得られる冷媒の過熱度が目標値になる等
の所定条件を満たすように、弁開度が制御されてもよい。さらに、第１室内膨張弁３３お
よび第２室内膨張弁３８の弁開度制御の手法は、特に限定されず、例えば、圧縮機２１か
ら吐出される冷媒の吐出温度が所定温度となるように制御されてもよいし、圧縮機２１か
ら吐出される冷媒の過熱度が所定条件を満たすように制御されてもよい。
【０７９０】
　第１室内熱交換器３１において蒸発した冷媒と、第２室内熱交換器３６において蒸発し
た冷媒とは、合流した後、ガス側冷媒連絡配管５、ガス側閉鎖弁２８、四路切換弁２２を
経て、再び、圧縮機２１に吸入される。
【０７９１】
　（３－５－３）暖房運転モード
　空気調和装置１ｃでは、暖房運転モードでは、圧縮機２１は、例えば、冷媒回路１０に
おける冷媒の凝縮温度が、目標凝縮温度になるように、運転周波数が容量制御される。こ
こで、目標凝縮温度は、各室内ユニット３０、３５において設定温度と室内温度との差分
が最も大きいもの（負荷が最も大きな室内ユニット）に応じて定めることが好ましい。な
お、凝縮温度は、特に限定されないが、例えば、吐出圧力センサ６１の検出圧力に相当す
る冷媒の飽和温度として把握してもよい。
【０７９２】
　圧縮機２１から吐出されたガス冷媒は、四路切換弁２２、ガス側冷媒連絡配管５を流れ
た後、第１室内ユニット３０および第２室内ユニット３５にそれぞれ流入する。
【０７９３】
　第１室内ユニット３０の第１室内熱交換器３１に流入したガス冷媒は、第１室内熱交換
器３１において凝縮する。第１室内熱交換器３１を流れた冷媒は、第１室内膨張弁３３に
おいて減圧される。第１室内膨張弁３３は、第１室内熱交換器３１の液側出口を流れる冷
媒の過冷却度が目標値になる等の所定条件を満たすように、弁開度が制御される。第１室
内熱交換器３１の液側出口を流れる冷媒の過冷却度は、例えば、第１室内液側熱交温度セ
ンサ７１の検出温度から、吐出圧力センサ６１の検出圧力に相当する冷媒の飽和温度を差
し引くことで求めることができる。
【０７９４】
　第２室内ユニット３５の第２室内熱交換器３６に流入したガス冷媒は、同様に、第２室
内熱交換器３６において凝縮する。第２室内熱交換器３６を流れた冷媒は、第２室内膨張
弁３８において減圧される。第２室内膨張弁３８は、第２室内熱交換器３６の液側出口を
流れる冷媒の過冷却度が目標値になる等の所定条件を満たすように、弁開度が制御される
。第２室内熱交換器３６の液側出口を流れる冷媒の過冷却度は、例えば、第２室内液側熱
交温度センサ７５の検出温度から、吐出圧力センサ６１の検出圧力に相当する冷媒の飽和
温度を差し引くことで求めることができる。
【０７９５】
　第１室内熱交換器３１の液側端から流出した冷媒および第２室内熱交換器３６の液側端
から流出した冷媒は、合流した後、液側冷媒連絡配管６を経て、室外ユニット２０に流入
する。
【０７９６】
　室外ユニット２０に流入した冷媒は、液側閉鎖弁２９を通過して、室外ブリッジ回路２
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６の一部を流れ、高圧レシーバ４２に流入する。なお、高圧レシーバ４２では、冷媒回路
１０における余剰冷媒が液冷媒として貯留される。高圧レシーバ４２のガス領域から流出
したガス冷媒は、室外膨張弁２４において冷凍サイクルにおける低圧になるまで減圧され
る。すなわち、暖房運転時は、高圧レシーバ４２は、擬似的な中間圧冷媒が貯留されるこ
ととなる。
【０７９７】
　なお、室外膨張弁２４は、例えば、圧縮機２１が吸入する冷媒の過熱度が目標値になる
等の所定条件を満たすように、弁開度が制御される。なお、圧縮機２１が吸入する冷媒の
過熱度は、特に限定されないが、例えば、吸入温度センサ６４の検出温度から、吸入圧力
センサ６３の検出圧力に相当する冷媒の飽和温度を差し引いて求めることができる。なお
、室外膨張弁２４の弁開度制御の手法は、特に限定されず、例えば、圧縮機２１から吐出
される冷媒の吐出温度が所定温度となるように制御されてもよいし、圧縮機２１から吐出
される冷媒の過熱度が所定条件を満たすように制御されてもよい。
【０７９８】
　室外膨張弁２４で減圧された冷媒は、室外ブリッジ回路２６の他の一部を流れ、室外熱
交換器２３において蒸発し、四路切換弁２２を経て、再び、圧縮機２１に吸入される。
【０７９９】
　（３－５－４）第５実施形態の特徴
　空気調和装置１ｄでは、１，２－ジフルオロエチレンを含む冷媒を用いた冷凍サイクル
を行うことができるため、GWPの小さい冷媒を用いて冷凍サイクルを行うことが可能にな
っている。
【０８００】
　また、空気調和装置１ｄでは、高圧レシーバ４２を設けることにより、冷媒回路１０に
おける余剰冷媒を貯留することが可能になる。
【０８０１】
　なお、暖房運転時において、室外膨張弁２４の弁開度が過熱度制御されることにより圧
縮機２１の信頼性が確保されるため、第１室内膨張弁３３および第２室内膨張弁３８につ
いては、第１室内熱交換器３１および第２室内熱交換器３６における能力を十分に発揮さ
せるように、過冷却度制御を行うことが可能となっている。
【０８０２】
　（３－６）第６実施形態
　以下、冷媒回路の概略構成図である図３Ｋ、概略制御ブロック構成図である図３Ｌを参
照しつつ、第６実施形態に係る冷凍サイクル装置としての空気調和装置１ｅについて説明
する。なお、以下では、第２実施形態の空気調和装置１ａとの違いを主に説明する。
【０８０３】
　（３－６－１）空気調和装置１ｅの概略構成
　空気調和装置１ｅは、上記第２実施形態の空気調和装置１ａとは、室外ユニット２０が
低圧レシーバ４１を有していない点、中間圧レシーバ４３を有している点、室外膨張弁２
４を有していない点、第１室外膨張弁４４および第２室外膨張弁４５を有している点で異
なっている。
【０８０４】
　中間圧レシーバ４３は、冷媒回路１０における室外熱交換器２３の液側から液側閉鎖弁
２９までの間に設けられており、冷媒回路１０における余剰冷媒を液冷媒として貯留する
ことが可能な冷媒容器である。
【０８０５】
　第１室外膨張弁４４は、室外熱交換器２３の液側から中間圧レシーバ４３まで延びる冷
媒配管の途中に設けられている。第２室外膨張弁４５は、中間圧レシーバ４３から液側閉
鎖弁２９まで延びる冷媒配管の途中に設けられている。第１室外膨張弁４４および第２室
外膨張弁４５は、いずれも、弁開度を調節可能な電動膨張弁であることが好ましい。
【０８０６】
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　（３－６－２）冷房運転モード
　空気調和装置１ｅでは、冷房運転モードでは、圧縮機２１は、例えば、冷媒回路１０に
おける冷媒の蒸発温度が、設定温度と室内温度（室内空気温度センサ７２の検出温度）と
の差分に応じて定まる目標蒸発温度になるように、運転周波数が容量制御される。
【０８０７】
　圧縮機２１から吐出されたガス冷媒は、四路切換弁２２を通過した後、室外熱交換器２
３において凝縮する。室外熱交換器２３を流れた冷媒は、第１室外膨張弁４４において、
冷凍サイクルにおける中間圧力まで減圧される。
【０８０８】
　ここで、第１室外膨張弁４４は、例えば、室外熱交換器２３の液側出口を流れる冷媒の
過冷却度が目標値になる等の所定条件を満たすように、弁開度が制御される。
【０８０９】
　第１室外膨張弁４４において減圧された冷媒は、中間圧レシーバ４３に流入する。中間
圧レシーバ４３では、冷媒回路１０における余剰冷媒が液冷媒として貯留される。中間圧
レシーバ４３を通過した冷媒は、第２室外膨張弁４５において、冷凍サイクルの低圧まで
減圧される。
【０８１０】
　ここで、第２室外膨張弁４５は、例えば、室内熱交換器３１のガス側を流れる冷媒の過
熱度または圧縮機２１が吸入する冷媒の過熱度が目標値になる等の所定条件を満たすよう
に、弁開度が制御される。なお、第２室外膨張弁４５の弁開度制御の手法は、特に限定さ
れず、例えば、圧縮機２１から吐出される冷媒の吐出温度が所定温度となるように制御さ
れてもよいし、圧縮機２１から吐出される冷媒の過熱度が所定条件を満たすように制御さ
れてもよい。
【０８１１】
　第２室外膨張弁４５において冷凍サイクルの低圧まで減圧された冷媒は、液側閉鎖弁２
９、液側冷媒連絡配管６を介して室内ユニット３０に流入し、室内熱交換器３１において
蒸発する。室内熱交換器３１を流れた冷媒は、ガス側冷媒連絡配管５を流れた後、ガス側
閉鎖弁２８、四路切換弁２２を経て、再び、圧縮機２１に吸入される。
【０８１２】
　（３－６－３）暖房運転モード
　空気調和装置１ｅでは、暖房運転モードでは、圧縮機２１は、例えば、冷媒回路１０に
おける冷媒の凝縮温度が、設定温度と室内温度（室内空気温度センサ７２の検出温度）と
の差分に応じて定まる目標凝縮温度になるように、運転周波数が容量制御される。
【０８１３】
　圧縮機２１から吐出されたガス冷媒は、四路切換弁２２、ガス側冷媒連絡配管５を流れ
た後、室内ユニット３０の室内熱交換器３１のガス側端に流入し、室内熱交換器３１にお
いて凝縮する。室内熱交換器３１の液側端から流出した冷媒は、液側冷媒連絡配管６を経
て、室外ユニット２０に流入し、液側閉鎖弁２９を通過して、第２室外膨張弁４５におい
て冷凍サイクルにおける中間圧になるまで減圧される。
【０８１４】
　ここで、第２室外膨張弁４５は、例えば、室内熱交換器３１の液側出口を流れる冷媒の
過冷却度が目標値になる等の所定条件を満たすように、弁開度が制御される。
【０８１５】
　第２室外膨張弁４５において減圧された冷媒は、中間圧レシーバ４３に流入する。中間
圧レシーバ４３では、冷媒回路１０における余剰冷媒が液冷媒として貯留される。中間圧
レシーバ４３を通過した冷媒は、第１室外膨張弁４４において、冷凍サイクルの低圧まで
減圧される。
【０８１６】
　ここで、第１室外膨張弁４４は、例えば、圧縮機２１が吸入する冷媒の過熱度が目標値
になる等の所定条件を満たすように、弁開度が制御される。なお、第１室外膨張弁４４の



(118) JP WO2019/124409 A1 2019.6.27

10

20

30

40

50

弁開度制御の手法は、特に限定されず、例えば、圧縮機２１から吐出される冷媒の吐出温
度が所定温度となるように制御されてもよいし、圧縮機２１から吐出される冷媒の過熱度
が所定条件を満たすように制御されてもよい。
【０８１７】
　第１室外膨張弁４４で減圧された冷媒は、室外熱交換器２３において蒸発し、四路切換
弁２２を経て、再び、圧縮機２１に吸入される。
【０８１８】
　（３－６－４）第６実施形態の特徴
　空気調和装置１ｅでは、１，２－ジフルオロエチレンを含む冷媒を用いた冷凍サイクル
を行うことができるため、GWPの小さい冷媒を用いて冷凍サイクルを行うことが可能にな
っている。
【０８１９】
　また、空気調和装置１ｅでは、中間圧レシーバ４３を設けることにより、冷媒回路１０
における余剰冷媒を貯留させることが可能になっている。また、冷房運転時においては、
第１室外膨張弁４４を過冷却度制御させることにより、室外熱交換器２３の能力を十分に
発揮させやすく、暖房運転時においては、第２室外膨張弁４５を過冷却度制御させること
により、室内熱交換器３１の能力を十分に発揮させやすくすることが可能になっている。
【０８２０】
　（３－７）第７実施形態
　以下、冷媒回路の概略構成図である図３Ｍ、概略制御ブロック構成図である図３Ｎを参
照しつつ、第７実施形態に係る冷凍サイクル装置としての空気調和装置１ｆについて説明
する。なお、以下では、第６実施形態の空気調和装置１ｅとの違いを主に説明する。
【０８２１】
　（３－７－１）空気調和装置１ｆの概略構成
　空気調和装置１ｆは、上記第６実施形態の空気調和装置１ｅとは、室外ユニット２０が
互いに並列に配置された第１室外熱交換器２３ａおよび第２室外熱交換器２３ｂを有して
いる点、第１室外熱交換器２３ａの液冷媒側に第１分岐室外膨張弁２４ａを有し、第２室
外熱交換器２３ｂの液冷媒側に第２分岐室外膨張弁２４ｂを有している点で異なっている
。なお、第１分岐室外膨張弁２４ａおよび第２分岐室外膨張弁２４ｂは、弁開度を調節可
能な電動膨張弁であることが好ましい。
【０８２２】
　また、空気調和装置１ｆは、上記第６実施形態の空気調和装置１ｅとは、複数の室内ユ
ニットが並列に設けられている点、および、各室内ユニットにおいて室内熱交換器の液冷
媒側に室内膨張弁が設けられている点で異なっている。
【０８２３】
　空気調和装置１ｆは、互いに並列に接続された第１室内ユニット３０と第２室内ユニッ
ト３５とを有している。第１室内ユニット３０は、上記実施形態と同様に、第１室内熱交
換器３１、第１室内ファン３２を有しており、第１室内熱交換器３１の液冷媒側において
第１室内膨張弁３３が設けられている。第１室内膨張弁３３は、弁開度を調節可能な電動
膨張弁であることが好ましい。第１室内ユニット３０には、上記実施形態と同様に、第１
室内ユニット制御部３４と、第１室内ユニット制御部３４に対して電気的に接続された第
１室内液側熱交温度センサ７１、第１室内空気温度センサ７２、第１室内ガス側熱交温度
センサ７３等が設けられている。第１室内液側熱交温度センサ７１は、第１室内熱交換器
３１の液冷媒側の出口を流れる冷媒の温度を検出する。第１室内ガス側熱交温度センサ７
３は、第１室内熱交換器３１のガス冷媒側の出口を流れる冷媒の温度を検出する。第２室
内ユニット３５は、第１室内ユニット３０と同様に、第２室内熱交換器３６、第２室内フ
ァン３７を有しており、第２室内熱交換器３６の液冷媒側において第２室内膨張弁３８が
設けられている。第２室内膨張弁３８は、弁開度を調節可能な電動膨張弁であることが好
ましい。第２室内ユニット３５には、第１室内ユニット３０と同様に、第２室内ユニット
制御部３９と、第２室内ユニット制御部３９に対して電気的に接続された第２室内液側熱
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交温度センサ７５、第２室内空気温度センサ７６、第２室内ガス側熱交温度センサ７７が
設けられている。
【０８２４】
　（３－７－２）冷房運転モード
　空気調和装置１ｆでは、冷房運転モードでは、圧縮機２１は、例えば、冷媒回路１０に
おける冷媒の蒸発温度が目標蒸発温度になるように、運転周波数が容量制御される。ここ
で、目標蒸発温度は、各室内ユニット３０、３５において設定温度と室内温度との差分が
最も大きいもの（負荷が最も大きな室内ユニット）に応じて定めることが好ましい。
【０８２５】
　圧縮機２１から吐出されたガス冷媒は、四路切換弁２２を通過した後、第１室外熱交換
器２３ａと第２室外熱交換器２３ｂとに分岐して流れ、第１室外熱交換器２３ａと第２室
外熱交換器２３ｂのそれぞれにおいて凝縮する。第１室外熱交換器２３ａを流れた冷媒は
、第１分岐室外膨張弁２４ａにおいて、冷凍サイクルにおける中間圧力まで減圧される。
また、第２室外熱交換器２３ｂを流れた冷媒は、第２分岐室外膨張弁２４ｂにおいて、冷
凍サイクルにおける中間圧力まで減圧される。
【０８２６】
　ここで、第１分岐室外膨張弁２４ａおよび第２分岐室外膨張弁２４ｂは、例えば、いず
れも全開状態となるように制御してもよい。
【０８２７】
　また、第１室外熱交換器２３ａと第２室外熱交換器２３ｂとにおいて、構造上または冷
媒配管の接続上、冷媒の流れやすさにおいて違いが生じている場合には、第１室外熱交換
器２３ａの液側出口を流れる冷媒の過冷却度が共通目標値になる等の所定条件を満たすよ
うに第１分岐室外膨張弁２４ａの弁開度を制御し、第２室外熱交換器２３ｂの液側出口を
流れる冷媒の過冷却度が同じ共通目標値になる等の所定条件を満たすように第２分岐室外
膨張弁２４ｂの弁開度を制御してもよい。この制御により、第１室外熱交換器２３ａと第
２室外熱交換器２３ｂとの間の冷媒の偏流を小さく抑えることが可能になる。
【０８２８】
　第１分岐室外膨張弁２４ａを通過した冷媒および第２分岐室外膨張弁２４ｂを通過した
冷媒は、合流した後に、中間圧レシーバ４３に流入する。中間圧レシーバ４３では、冷媒
回路１０における余剰冷媒が液冷媒として貯留される。中間圧レシーバ４３を通過した冷
媒は、液側閉鎖弁２９、液側冷媒連絡配管６を流れて、第１室内ユニット３１および第２
室内ユニット３５にそれぞれ流入する。
【０８２９】
　第１室内ユニット３１に流入した冷媒は、第１室内膨張弁３３において、冷凍サイクル
の低圧まで減圧される。また、第２室内ユニット３５に流入した冷媒は、第２室内膨張弁
３８において、冷凍サイクルの低圧まで減圧される。
【０８３０】
　ここで、第１室内膨張弁３３は、例えば、第１室内熱交換器３１のガス側を流れる冷媒
の過熱度または圧縮機２１が吸入する冷媒の過熱度が目標値になる等の所定条件を満たす
ように、弁開度が制御される。また、第２室内膨張弁３８も、同様に、例えば、第２室内
熱交換器３６のガス側を流れる冷媒の過熱度または圧縮機２１が吸入する冷媒の過熱度が
目標値になる等の所定条件を満たすように、弁開度が制御される。なお、第１室内膨張弁
３３および第２室内膨張弁３８の弁開度制御の手法は、特に限定されず、例えば、圧縮機
２１から吐出される冷媒の吐出温度が所定温度となるように制御されてもよいし、圧縮機
２１から吐出される冷媒の過熱度が所定条件を満たすように制御されてもよい。
【０８３１】
　第１室内膨張弁３３において減圧された冷媒は、第１室内熱交換器３１において蒸発し
、第２室内膨張弁３８において減圧された冷媒は、第２室内熱交換器３６において蒸発し
、合流した後、ガス側冷媒連絡配管５、ガス側閉鎖弁２８、四路切換弁２２を経て、再び
、圧縮機２１に吸入される。
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【０８３２】
　（３－７－３）暖房運転モード
　空気調和装置１ｆでは、暖房運転モードでは、圧縮機２１は、例えば、冷媒回路１０に
おける冷媒の凝縮温度が、目標凝縮温度になるように、運転周波数が容量制御される。こ
こで、目標凝縮温度は、各室内ユニット３０、３５において設定温度と室内温度との差分
が最も大きいもの（負荷が最も大きな室内ユニット）に応じて定めることが好ましい。
【０８３３】
　圧縮機２１から吐出されたガス冷媒は、四路切換弁２２、ガス側冷媒連絡配管５を流れ
た後、第１室内ユニット３０と第２室内ユニット３５にそれぞれ流入する。
【０８３４】
　第１室内ユニット３０に流入した冷媒は、第１室内熱交換器３１において凝縮し、第２
室内ユニット３５に流入した冷媒は、第２室内熱交換器３６において凝縮する。
【０８３５】
　第１室内熱交換器３１の液側端から流出した冷媒は、第１室内膨張弁３３において、冷
凍サイクルの中間圧となるまで減圧される。第２室内熱交換器３６の液側端から流出した
冷媒も、同様に、第２室内膨張弁３８において、冷凍サイクルの中間圧となるまで減圧さ
れる。
【０８３６】
　ここで、第１室内膨張弁３３は、例えば、第１室内熱交換器３１の液側出口を流れる冷
媒の過冷却度が目標値になる等の所定条件を満たすように、弁開度が制御される。また、
第２室内膨張弁３８についても同様に、例えば、第２室内熱交換器３６の液側出口を流れ
る冷媒の過冷却度が目標値になる等の所定条件を満たすように、弁開度が制御される。
【０８３７】
　第１室内膨張弁３３を通過した冷媒と第２室内膨張弁３８を通過した冷媒は、合流した
後、液側冷媒連絡配管６を経て、室外ユニット２０に流入する。
【０８３８】
　室外ユニット２０に流入した冷媒は、液側閉鎖弁２９を通過して、中間圧レシーバ４３
に送られる。中間圧レシーバ４３では、冷媒回路１０における余剰冷媒が液冷媒として貯
留される。中間圧レシーバ４３を通過した冷媒は、第１分岐室外膨張弁２４ａと第２分岐
室外膨張弁２４ｂとに分離して流れる。
【０８３９】
　第１分岐室外膨張弁２４ａは、通過する冷媒を、冷凍サイクルの低圧となるまで減圧す
る。第２分岐室外膨張弁２４ｂも同様に、通過する冷媒を、冷凍サイクルの低圧となるま
で減圧する。
【０８４０】
　ここで、第１分岐室外膨張弁２４ａおよび第２分岐室外膨張弁２４ｂは、例えば、圧縮
機２１が吸入する冷媒の過熱度が目標値になる等の所定条件を満たすように、弁開度が制
御される。なお、第１分岐室外膨張弁２４ａおよび第２分岐室外膨張弁２４ｂの弁開度制
御の手法は、特に限定されず、例えば、圧縮機２１から吐出される冷媒の吐出温度が所定
温度となるように制御されてもよいし、圧縮機２１から吐出される冷媒の過熱度が所定条
件を満たすように制御されてもよい。
【０８４１】
　第１分岐室外膨張弁２４ａで減圧された冷媒は、第１室外熱交換器２３ａにおいて蒸発
し、第２分岐室外膨張弁２４ｂで減圧された冷媒は、第２室外熱交換器２３ｂにおいて蒸
発し、合流した後、四路切換弁２２を経て、再び、圧縮機２１に吸入される。
【０８４２】
　（３－７－４）第７実施形態の特徴
　空気調和装置１ｆでは、１，２－ジフルオロエチレンを含む冷媒を用いた冷凍サイクル
を行うことができるため、GWPの小さい冷媒を用いて冷凍サイクルを行うことが可能にな
っている。
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【０８４３】
　また、空気調和装置１ｆでは、中間圧レシーバ４３を設けることにより、冷媒回路１０
における余剰冷媒を貯留させることが可能になっている。また、暖房運転時においては、
第１室内膨張弁３３と第２室内膨張弁３８を過冷却度制御させることにより、室内熱交換
器３１の能力を十分に発揮させやすくすることが可能になっている。
【０８４４】
　（３－８）第８実施形態
　以下、冷媒回路の概略構成図である図３Ｏ、概略制御ブロック構成図である図３Ｐを参
照しつつ、第８実施形態に係る冷凍サイクル装置としての空気調和装置１ｇについて説明
する。なお、以下では、第３実施形態の空気調和装置１ｂとの違いを主に説明する。
【０８４５】
　（３－８－１）空気調和装置１ｇの概略構成
　空気調和装置１ｇは、上記第３実施形態の空気調和装置１ｂとは、バイパス膨張弁４９
を有するバイパス配管４０が設けられていない点、過冷却熱交換器４７が設けられている
点、過冷却配管４６が設けられている点、第１室外膨張弁４４および第２室外膨張弁４５
が設けられている点、過冷却温度センサ６７が設けられている点において異なっている。
【０８４６】
　第１室外膨張弁４４は、冷媒回路１０における室外熱交換器２３の液側出口から液側閉
鎖弁２９までの間に設けられている。第２室外膨張弁４５は、冷媒回路１０における第１
室外膨張弁４４から液側閉鎖弁２９までの間に設けられている。第１室外膨張弁４４と第
２室外膨張弁４５とは、いずれも、弁開度を調節可能な電動膨張弁であることが好ましい
。
【０８４７】
　過冷却配管４６は、冷媒回路１０において、第１室外膨張弁４４から第２室外膨張弁４
５までの間の分岐部分から分岐しており、四路切換弁２２の接続ポートの１つから低圧レ
シーバ４１に至るまでの間の合流箇所に合流するように設けられている。過冷却配管４６
には、過冷却膨張弁４８が設けられている。過冷却膨張弁４８は、弁開度を調節可能な電
動膨張弁であることが好ましい。
【０８４８】
　過冷却熱交換器４７は、冷媒回路１０において第１室外膨張弁４４から第２室外膨張弁
４５までの間の部分を流れる冷媒と、過冷却配管４６において過冷却膨張弁４８の合流箇
所側を流れる冷媒と、の間で熱交換を行わせる熱交換器である。本実施形態では、過冷却
熱交換器４７は、第１室外膨張弁４４から第２室外膨張弁４５までの間の部分であって、
過冷却配管４６の分岐部分よりも第２室外膨張弁４５側に設けられている。
【０８４９】
　過冷却温度センサ６７は、冷媒回路１０において第１室外膨張弁４４から第２室外膨張
弁４５までの間の部分のうち、過冷却熱交換器４７よりも第２室外膨張弁４５側を流れる
冷媒の温度を検出する温度センサである。
【０８５０】
　（３－８－２）冷房運転モード
　空気調和装置１ｇでは、冷房運転モードでは、圧縮機２１は、例えば、冷媒回路１０に
おける冷媒の蒸発温度が目標蒸発温度になるように、運転周波数が容量制御される。ここ
で、目標蒸発温度は、各室内ユニット３０、３５において設定温度と室内温度との差分が
最も大きいもの（負荷が最も大きな室内ユニット）に応じて定めることが好ましい。
【０８５１】
　圧縮機２１から吐出されたガス冷媒は、四路切換弁２２を介して、室外熱交換器２３に
おいて凝縮する。室外熱交換器２３を流れた冷媒は、第１室外膨張弁４４を通過する。な
お、この場合には、第１室外膨張弁４４は、全開状態となるように制御されている。
【０８５２】
　第１室外膨張弁４４を通過した冷媒は、一部が第２室外膨張弁４５側に向けて流れ、他
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の一部が、過冷却配管４６に分岐して流れる。過冷却配管４６に分岐して流れた冷媒は、
過冷却膨張弁４８において減圧される。過冷却熱交換器４７では、第１室外膨張弁４４か
ら第２室外膨張弁４５側に向けて流れる冷媒と、過冷却膨張弁４８において減圧された過
冷却配管４６を流れる冷媒と、が熱交換される。過冷却配管４６を流れる冷媒は、過冷却
熱交換器４７での熱交換を終えた後、四路切換弁２２の接続ポートの１つから低圧レシー
バ４１に至るまでの間の合流箇所に合流するように流れる。第１室外膨張弁４４から第２
室外膨張弁４５側に向けて流れる冷媒は、過冷却熱交換器４７での熱交換を終えた後、第
２室外膨張弁４５において減圧される。
【０８５３】
　以上において、第２室外膨張弁４５は、室外熱交換器２３の液側出口を流れる冷媒の過
冷却度が目標値になる等の所定条件を満たすように制御される。
【０８５４】
　また、過冷却膨張弁４８の弁開度は、冷媒回路１０のうち、第２室外膨張弁４５から液
側冷媒連絡配管６を介して第１室内膨張弁３３および第２室内膨張弁３８に至るまでの部
分の全てが液状態の冷媒で満たされることがないように、少なくとも第１室内膨張弁３３
および第２室内膨張弁３８に到達する冷媒が気液二相状態となるように制御される。例え
ば、過冷却膨張弁４８の弁開度は、第１室外膨張弁４４から第２室外膨張弁４５側に向け
て流れる冷媒であって過冷却熱交換器４７を通過した冷媒の比エンタルピーが、モリエル
線図において冷凍サイクルの低圧と飽和液腺とが交わる箇所の比エンタルピーよりも大き
くなるように制御されることが好ましい。ここで、コントローラ７は、冷媒に対応するモ
リエル線図のデータを予め保持しておき、上記過冷却熱交換器４７を通過した冷媒の比エ
ンタルピーを、吐出圧力センサ６１の検出圧力、過冷却温度センサ６７の検出温度と、当
該冷媒に対応するモリエル線図のデータと、を用いて過冷却膨張弁４８の弁開度を制御し
てもよい。なお、過冷却膨張弁４８の弁開度は、第１室外膨張弁４４から第２室外膨張弁
４５側に向けて流れる冷媒であって過冷却熱交換器４７を通過した冷媒の温度（過冷却温
度センサ６７の検出温度）が、目標値になる等の所定条件を満たすように制御されること
がより好ましい。
【０８５５】
　第２室外膨張弁４５において減圧された冷媒は、液側閉鎖弁２９、液側冷媒連絡配管６
を介して、第１室内ユニット３０および第２室内ユニット３５に送られる。
【０８５６】
　ここで、第１室内ユニット３０では、第１室内膨張弁３３は、例えば、第１室内熱交換
器３１のガス側出口を流れる冷媒の過熱度が目標値になる等の所定条件を満たすように、
弁開度が制御される。また、第２室内ユニット３５の第２室内膨張弁３８も、第１室内膨
張弁３３と同様に、例えば、第２室内熱交換器３６のガス側出口を流れる冷媒の過熱度が
目標値になる等の所定条件を満たすように、弁開度が制御される。また、第１室内膨張弁
３３と第２室内膨張弁３８は、いずれも、吸入温度センサ６４の検出温度から吸入圧力セ
ンサ６３の検出圧力に相当する冷媒の飽和温度を差し引くことで得られる冷媒の過熱度が
目標値になる等の所定条件を満たすように、弁開度が制御されてもよい。さらに、第１室
内膨張弁３３および第２室内膨張弁３８の弁開度制御の手法は、特に限定されず、例えば
、圧縮機２１から吐出される冷媒の吐出温度が所定温度となるように制御されてもよいし
、圧縮機２１から吐出される冷媒の過熱度が所定条件を満たすように制御されてもよい。
【０８５７】
　第１室内膨張弁３３で減圧された冷媒は第１室内熱交換器３１において蒸発し、第２室
内膨張弁３８で減圧された冷媒は第２室内熱交換器３６において蒸発し、合流した後、ガ
ス側冷媒連絡配管５に流れていく。ガス側冷媒連絡配管５を流れた冷媒は、ガス側閉鎖弁
２８、四路切換弁２２を経て、過冷却配管４６を流れた冷媒と合流する。合流した冷媒は
、低圧レシーバ４１を経て、再び、圧縮機２１に吸入される。なお、低圧レシーバ４１で
は、第１室内熱交換器３１、第２室内熱交換器、過冷却熱交換器４７において蒸発しきれ
なかった液冷媒が余剰冷媒として貯留される。
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【０８５８】
　（３－８－３）暖房運転モード
　空気調和装置１ｇでは、暖房運転モードでは、圧縮機２１は、例えば、冷媒回路１０に
おける冷媒の凝縮温度が、目標凝縮温度になるように、運転周波数が容量制御される。こ
こで、目標凝縮温度は、各室内ユニット３０、３５において設定温度と室内温度との差分
が最も大きいもの（負荷が最も大きな室内ユニット）に応じて定めることが好ましい。
【０８５９】
　圧縮機２１から吐出されたガス冷媒は、四路切換弁２２、ガス側冷媒連絡配管５を流れ
た後、一部の冷媒が、第１室内ユニット３０の第１室内熱交換器３１のガス側端に流入し
、第１室内熱交換器３１において凝縮し、他の一部の冷媒が、第２室内ユニット３５の第
２室内熱交換器３６のガス側端に流入し、第２室内熱交換器３６において凝縮する。
【０８６０】
　なお、第１室内ユニット３０の第１室内膨張弁３３は、第１室内熱交換器３１の液側を
流れる冷媒の過冷却度が所定の目標値になる等の所定条件を満たすように、弁開度が制御
される。第２室内ユニット３５の第２室内膨張弁３８についても同様に、第２室内熱交換
器３６の液側を流れる冷媒の過冷却度が所定の目標値になる等の所定条件を満たすように
、弁開度が制御される。
【０８６１】
　第１室内膨張弁３３で減圧された冷媒および第２室内膨張弁３８で減圧された冷媒は、
合流し、液側冷媒連絡配管６を流れて、室外ユニット２０に流入する。
【０８６２】
　室外ユニット２０の液側閉鎖弁２９を通過した冷媒は、全開状態に制御された第２室外
膨張弁４５を通過し、過冷却熱交換器４７において、過冷却配管４６を流れる冷媒と熱交
換する。第２室外膨張弁４５を通過して過冷却熱交換器４７を通過した冷媒は、一部が過
冷却配管４６に分岐され、他の一部が第１室外膨張弁４４に送られる。過冷却配管４６に
分岐して流れた冷媒は、過冷却膨張弁４８において減圧された後、四路切換弁２２の接続
ポートの１つと低圧レシーバ４１との間の合流箇所において、各室内ユニット３０、３５
から流れてきた冷媒と合流する。また、過冷却熱交換器４７から第１室外膨張弁４４に向
けて流れてきた冷媒は、第１室外膨張弁４４において減圧され、室外熱交換器２３に流入
する。
【０８６３】
　ここで、第１室外膨張弁４４は、例えば、圧縮機２１の吸入側を流れる冷媒の過熱度が
目標値になる等の所定条件を満たすように、弁開度が制御される。なお、第１室外膨張弁
４４の弁開度制御の手法は、特に限定されず、例えば、圧縮機２１から吐出される冷媒の
吐出温度が所定温度となるように制御されてもよいし、圧縮機２１から吐出される冷媒の
過熱度が所定条件を満たすように制御されてもよい。
【０８６４】
　また、過冷却膨張弁４８は、圧縮機２１の吸入側を流れる冷媒の過熱度が目標値になる
等の所定条件を満たすように、弁開度が制御される。なお、過冷却膨張弁４８の弁開度制
御の手法は、特に限定されず、例えば、圧縮機２１から吐出される冷媒の吐出温度が所定
温度となるように制御されてもよいし、圧縮機２１から吐出される冷媒の過熱度が所定条
件を満たすように制御されてもよい。また、暖房運転時においては、過冷却配管４６に冷
媒が流れないように、過冷却膨張弁４８を全閉状態に制御してもよい。
【０８６５】
　第１室外膨張弁４４で減圧された冷媒は、室外熱交換器２３において蒸発し、四路切換
弁２２を経て、過冷却配管４６を流れた冷媒と合流する。合流した冷媒は、低圧レシーバ
４１を経て、再び、圧縮機２１に吸入される。なお、低圧レシーバ４１では、室外熱交換
器２３、過冷却熱交換器４７において蒸発しきれなかった液冷媒が余剰冷媒として貯留さ
れる。
【０８６６】
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　（３－８－４）第８実施形態の特徴
　空気調和装置１ｇでは、１，２－ジフルオロエチレンを含む冷媒を用いた冷凍サイクル
を行うことができるため、GWPの小さい冷媒を用いて冷凍サイクルを行うことが可能にな
っている。
【０８６７】
　また、空気調和装置１ｇでは、低圧レシーバ４１を設けることにより、圧縮機２１にお
ける液圧縮を抑制することができている。また、冷房運転時には、第１室内膨張弁３３、
第２室内膨張弁３８を過熱度制御することで、暖房運転時には、第１室内膨張弁３３、第
２室内膨張弁３８を過冷却度制御することで、第１室内熱交換器３１、第２室内熱交換器
３６における能力を十分に発揮させやすい。
【０８６８】
　さらに、空気調和装置１ｇでは、冷房運転時において、第２室外膨張弁４５を通過して
、液側冷媒連絡配管６を経て、第１室内膨張弁３３、第２室内膨張弁３８に至るまでの配
管内部の空間を、液状態で満たすのではなく、少なくとも一部において気液二相状態の冷
媒が存在するように制御されている。このため、第２室外膨張弁４５から第１室内膨張弁
３３および第２室内膨張弁３８に至るまでの配管内部の空間が全て液冷媒で満たされてい
る場合と比べて、当該箇所の冷媒密度を低下させることができる。このため、冷媒回路１
０に封入されている冷媒の量を少なく抑えて、冷凍サイクルを行うことが可能になってい
る。したがって、仮に、冷媒回路１０から冷媒が漏洩することがあったとしても、漏洩冷
媒量を少なく抑えることが可能になっている。
【０８６９】
　（３－９）第９実施形態
　以下、冷媒回路の概略構成図である図３Ｑ、概略制御ブロック構成図である図３Ｒを参
照しつつ、第９実施形態に係る冷凍サイクル装置としての空気調和装置１ｈについて説明
する。なお、以下では、第６実施形態の空気調和装置１ｅとの違いを主に説明する。
【０８７０】
　（３－９－１）空気調和装置１ｈの概略構成
　空気調和装置１ｈは、上記第６実施形態の空気調和装置１ｅとは、吸入冷媒加熱部５０
を有している点で異なっている。
【０８７１】
　吸入冷媒加熱部５０は、四路切換弁２２の接続ポートの１つから圧縮機２１の吸入側に
向けて延びる冷媒配管の一部が中間圧レシーバ４３内に位置する部分により構成されてい
る。この吸入冷媒加熱部５０では、四路切換弁２２の接続ポートの１つから圧縮機２１の
吸入側に向けて延びる冷媒配管を流れる冷媒と、中間圧レシーバ４３内に存在している冷
媒とは、冷媒同士は混ざり合うことなく、互いに熱交換を行う。
【０８７２】
　（３－９－２）冷房運転モード
　空気調和装置１ｈでは、冷房運転モードでは、圧縮機２１は、例えば、冷媒回路１０に
おける冷媒の蒸発温度が、設定温度と室内温度（室内空気温度センサ７２の検出温度）と
の差分に応じて定まる目標蒸発温度になるように、運転周波数が容量制御される。
【０８７３】
　圧縮機２１から吐出されたガス冷媒は、四路切換弁２２を通過した後、室外熱交換器２
３において凝縮する。室外熱交換器２３を流れた冷媒は、第１室外膨張弁４４において、
冷凍サイクルにおける中間圧力まで減圧される。
【０８７４】
　ここで、第１室外膨張弁４４は、例えば、室外熱交換器２３の液側出口を流れる冷媒の
過冷却度が目標値になる等の所定条件を満たすように、弁開度が制御される。
【０８７５】
　第１室外膨張弁４４において減圧された冷媒は、中間圧レシーバ４３に流入する。中間
圧レシーバ４３では、冷媒回路１０における余剰冷媒が液冷媒として貯留される。ここで
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、中間圧レシーバ４３に流入した冷媒は、吸入冷媒加熱部５０における圧縮機２１の吸入
側を流れる冷媒との熱交換により、冷却される。中間圧レシーバ４３内の吸入冷媒加熱部
５０において冷却された冷媒は、第２室外膨張弁４５において、冷凍サイクルの低圧まで
減圧される。
【０８７６】
　ここで、第２室外膨張弁４５は、例えば、室内熱交換器３１のガス側を流れる冷媒の過
熱度または圧縮機２１が吸入する冷媒の過熱度が目標値になる等の所定条件を満たすよう
に、弁開度が制御される。なお、第２室外膨張弁４５の弁開度制御の手法は、特に限定さ
れず、例えば、圧縮機２１から吐出される冷媒の吐出温度が所定温度となるように制御さ
れてもよいし、圧縮機２１から吐出される冷媒の過熱度が所定条件を満たすように制御さ
れてもよい。
【０８７７】
　第２室外膨張弁４５において冷凍サイクルの低圧まで減圧された冷媒は、液側閉鎖弁２
９、液側冷媒連絡配管６を介して室内ユニット３０に流入し、室内熱交換器３１において
蒸発する。室内熱交換器３１を流れた冷媒は、ガス側冷媒連絡配管５を流れた後、ガス側
閉鎖弁２８、四路切換弁２２を経て、中間圧レシーバ４３の内部を通過する冷媒配管内を
流れる。中間圧レシーバ４３の内部を通過する冷媒配管内を流れる冷媒は、中間圧レシー
バ４３内の吸入冷媒加熱部５０において中間圧レシーバ４３に貯留されている冷媒と熱交
換を行うことで加熱され、再び、圧縮機２１に吸入される。
【０８７８】
　（３－９－３）暖房運転モード
　空気調和装置１ｈでは、暖房運転モードでは、圧縮機２１は、例えば、冷媒回路１０に
おける冷媒の凝縮温度が、設定温度と室内温度（室内空気温度センサ７２の検出温度）と
の差分に応じて定まる目標凝縮温度になるように、運転周波数が容量制御される。
【０８７９】
　圧縮機２１から吐出されたガス冷媒は、四路切換弁２２、ガス側冷媒連絡配管５を流れ
た後、室内ユニット３０の室内熱交換器３１のガス側端に流入し、室内熱交換器３１にお
いて凝縮する。室内熱交換器３１の液側端から流出した冷媒は、液側冷媒連絡配管６を経
て、室外ユニット２０に流入し、液側閉鎖弁２９を通過して、第２室外膨張弁４５におい
て冷凍サイクルにおける中間圧になるまで減圧される。
【０８８０】
　ここで、第２室外膨張弁４５は、例えば、室内熱交換器３１の液側出口を流れる冷媒の
過冷却度が目標値になる等の所定条件を満たすように、弁開度が制御される。
【０８８１】
　第２室外膨張弁４５において減圧された冷媒は、中間圧レシーバ４３に流入する。中間
圧レシーバ４３では、冷媒回路１０における余剰冷媒が液冷媒として貯留される。ここで
、中間圧レシーバ４３に流入した冷媒は、吸入冷媒加熱部５０における圧縮機２１の吸入
側を流れる冷媒との熱交換により、冷却される。中間圧レシーバ４３内の吸入冷媒加熱部
５０において冷却された冷媒は、第１室外膨張弁４４において、冷凍サイクルの低圧まで
減圧される。
【０８８２】
　ここで、第１室外膨張弁４４は、例えば、圧縮機２１が吸入する冷媒の過熱度が目標値
になる等の所定条件を満たすように、弁開度が制御される。なお、第１室外膨張弁４４の
弁開度制御の手法は、特に限定されず、例えば、圧縮機２１から吐出される冷媒の吐出温
度が所定温度となるように制御されてもよいし、圧縮機２１から吐出される冷媒の過熱度
が所定条件を満たすように制御されてもよい。
【０８８３】
　第１室外膨張弁４４で減圧された冷媒は、室外熱交換器２３において蒸発し、四路切換
弁２２を経て、中間圧レシーバ４３の内部を通過する冷媒配管内を流れる。中間圧レシー
バ４３の内部を通過する冷媒配管内を流れる冷媒は、中間圧レシーバ４３内の吸入冷媒加
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熱部５０において中間圧レシーバ４３に貯留されている冷媒と熱交換を行うことで加熱さ
れ、再び、圧縮機２１に吸入される。
【０８８４】
　（３－９－４）第９実施形態の特徴
　空気調和装置１ｈでは、１，２－ジフルオロエチレンを含む冷媒を用いた冷凍サイクル
を行うことができるため、GWPの小さい冷媒を用いて冷凍サイクルを行うことが可能にな
っている。
【０８８５】
　また、空気調和装置１ｈでは、中間圧レシーバ４３を設けることにより、冷媒回路１０
における余剰冷媒を貯留させることが可能になっている。また、冷房運転時においては、
第１室外膨張弁４４を過冷却度制御させることにより、室外熱交換器２３の能力を十分に
発揮させやすく、暖房運転時においては、第２室外膨張弁４５を過冷却度制御させること
により、室内熱交換器３１の能力を十分に発揮させやすくすることが可能になっている。
【０８８６】
　さらに、吸入冷媒加熱部５０が設けられていることで、圧縮機２１に吸入される冷媒が
加熱され、圧縮機２１における液圧縮が抑制されるため、冷房運転において冷媒の蒸発器
として機能する室内熱交換器３１の出口を流れる冷媒の過熱度が小さい値となるように制
御させることが可能になる。また、暖房運転においても同様に、冷媒の蒸発器として機能
する室外熱交換器２３の出口を流れる冷媒の過熱度が小さい値となるように制御させるこ
とが可能になる。これにより、冷房運転と暖房運転のいずれにおいても、冷媒として非共
沸混合冷媒が用いられることで蒸発器内において温度グライドが生じる場合であっても、
蒸発器として機能させる熱交換器において十分に能力を発揮させることができる。
【０８８７】
　（３－１０）第１０実施形態
　以下、冷媒回路の概略構成図である図３Ｓ、概略制御ブロック構成図である図３Ｔを参
照しつつ、第１０実施形態に係る冷凍サイクル装置としての空気調和装置１ｉについて説
明する。なお、以下では、第９実施形態の空気調和装置１ｈとの違いを主に説明する。
【０８８８】
　（３－１０－１）空気調和装置１ｉの概略構成
　空気調和装置１ｉは、上記第９実施形態の空気調和装置１ｈとは、第１室外膨張弁４４
と第２室外膨張弁４５が設けられておらず、室外膨張弁２４が設けられている点、複数の
室内ユニット（第１室内ユニット３０と第２室内ユニット３５）が並列に設けられている
点、および、各室内ユニットにおいて室内熱交換器の液冷媒側に室内膨張弁が設けられて
いる点で異なっている。
【０８８９】
　室外膨張弁２４は、室外熱交換器２３の液側の出口から中間圧レシーバ４３に至るまで
延びている冷媒配管の途中に設けられている。室外膨張弁２４は、弁開度を調節可能な電
動膨張弁であることが好ましい。
【０８９０】
　第１室内ユニット３０は、上記実施形態と同様に、第１室内熱交換器３１、第１室内フ
ァン３２を有しており、第１室内熱交換器３１の液冷媒側において第１室内膨張弁３３が
設けられている。第１室内膨張弁３３は、弁開度を調節可能な電動膨張弁であることが好
ましい。第１室内ユニット３０には、上記実施形態と同様に、第１室内ユニット制御部３
４と、第１室内ユニット制御部３４に対して電気的に接続された第１室内液側熱交温度セ
ンサ７１、第１室内空気温度センサ７２、第１室内ガス側熱交温度センサ７３等が設けら
れている。第２室内ユニット３５は、第１室内ユニット３０と同様に、第２室内熱交換器
３６、第２室内ファン３７を有しており、第２室内熱交換器３６の液冷媒側において第２
室内膨張弁３８が設けられている。第２室内膨張弁３８は、弁開度を調節可能な電動膨張
弁であることが好ましい。第２室内ユニット３５には、第１室内ユニット３０と同様に、
第２室内ユニット制御部３９と、第２室内ユニット制御部３９に対して電気的に接続され
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た第２室内液側熱交温度センサ７５、第２室内空気温度センサ７６、第２室内ガス側熱交
温度センサ７７が設けられている。
【０８９１】
　（３－１０－２）冷房運転モード
　空気調和装置１ｉでは、冷房運転モードでは、圧縮機２１は、例えば、冷媒回路１０に
おける冷媒の蒸発温度が目標蒸発温度になるように、運転周波数が容量制御される。ここ
で、目標蒸発温度は、各室内ユニット３０、３５において設定温度と室内温度との差分が
最も大きいもの（負荷が最も大きな室内ユニット）に応じて定めることが好ましい。
【０８９２】
　圧縮機２１から吐出されたガス冷媒は、四路切換弁２２を通過した後、室外熱交換器２
３において凝縮する。室外熱交換器２３を流れた冷媒は、全開状態に制御された室外膨張
弁２４を通過する。
【０８９３】
　室外膨張弁２４を通過した冷媒は、中間圧レシーバ４３に流入する。中間圧レシーバ４
３では、冷媒回路１０における余剰冷媒が液冷媒として貯留される。ここで、中間圧レシ
ーバ４３に流入した冷媒は、吸入冷媒加熱部５０における圧縮機２１の吸入側を流れる冷
媒との熱交換により、冷却される。中間圧レシーバ４３内の吸入冷媒加熱部５０において
冷却された冷媒は、液側閉鎖弁２９、液側冷媒連絡配管６を介して、第１室内ユニット３
０および第２室内ユニット３５にそれぞれ流入する。
【０８９４】
　第１室内ユニット３１に流入した冷媒は、第１室内膨張弁３３において、冷凍サイクル
の低圧まで減圧される。また、第２室内ユニット３５に流入した冷媒は、第２室内膨張弁
３８において、冷凍サイクルの低圧まで減圧される。
【０８９５】
　ここで、第１室内膨張弁３３は、例えば、第１室内熱交換器３１のガス側を流れる冷媒
の過熱度または圧縮機２１が吸入する冷媒の過熱度が目標値になる等の所定条件を満たす
ように、弁開度が制御される。また、第２室内膨張弁３８も、同様に、例えば、第２室内
熱交換器３６のガス側を流れる冷媒の過熱度または圧縮機２１が吸入する冷媒の過熱度が
目標値になる等の所定条件を満たすように、弁開度が制御される。
【０８９６】
　第１室内膨張弁３３において減圧された冷媒は、第１室内熱交換器３１において蒸発し
、第２室内膨張弁３８において減圧された冷媒は、第２室内熱交換器３６において蒸発し
、合流した後、ガス側冷媒連絡配管５を流れ、ガス側閉鎖弁２８、四路切換弁２２を経て
、中間圧レシーバ４３の内部を通過する冷媒配管内を流れる。中間圧レシーバ４３の内部
を通過する冷媒配管内を流れる冷媒は、中間圧レシーバ４３内の吸入冷媒加熱部５０にお
いて中間圧レシーバ４３に貯留されている冷媒と熱交換を行うことで加熱され、再び、圧
縮機２１に吸入される。
【０８９７】
　（３－１０－３）暖房運転モード
　空気調和装置１ｉでは、暖房運転モードでは、圧縮機２１は、例えば、冷媒回路１０に
おける冷媒の凝縮温度が、目標凝縮温度になるように、運転周波数が容量制御される。こ
こで、目標凝縮温度は、各室内ユニット３０、３５において設定温度と室内温度との差分
が最も大きいもの（負荷が最も大きな室内ユニット）に応じて定めることが好ましい。
【０８９８】
　圧縮機２１から吐出されたガス冷媒は、四路切換弁２２、ガス側冷媒連絡配管５を流れ
た後、第１室内ユニット３０と第２室内ユニット３５にそれぞれ流入する。
【０８９９】
　第１室内ユニット３０に流入した冷媒は、第１室内熱交換器３１において凝縮し、第２
室内ユニット３５に流入した冷媒は、第２室内熱交換器３６において凝縮する。
【０９００】
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　第１室内熱交換器３１の液側端から流出した冷媒は、第１室内膨張弁３３において、冷
凍サイクルの中間圧となるまで減圧される。第２室内熱交換器３６の液側端から流出した
冷媒も、同様に、第２室内膨張弁３８において、冷凍サイクルの中間圧となるまで減圧さ
れる。
【０９０１】
　ここで、第１室内膨張弁３３は、例えば、第１室内熱交換器３１の液側出口を流れる冷
媒の過冷却度が目標値になる等の所定条件を満たすように、弁開度が制御される。また、
第２室内膨張弁３８についても同様に、例えば、第２室内熱交換器３６の液側出口を流れ
る冷媒の過冷却度が目標値になる等の所定条件を満たすように、弁開度が制御される。
【０９０２】
　第１室内膨張弁３３を通過した冷媒と第２室内膨張弁３８を通過した冷媒は、合流した
後、液側冷媒連絡配管６を経て、室外ユニット２０に流入する。
【０９０３】
　室外ユニット２０に流入した冷媒は、液側閉鎖弁２９を通過して、中間圧レシーバ４３
に流入する。中間圧レシーバ４３では、冷媒回路１０における余剰冷媒が液冷媒として貯
留される。ここで、中間圧レシーバ４３に流入した冷媒は、吸入冷媒加熱部５０における
圧縮機２１の吸入側を流れる冷媒との熱交換により、冷却される。中間圧レシーバ４３内
の吸入冷媒加熱部５０において冷却された冷媒は、室外膨張弁２４において、冷凍サイク
ルの低圧まで減圧される。
【０９０４】
　ここで、室外膨張弁２４は、例えば、圧縮機２１が吸入する冷媒の過熱度が目標値にな
る等の所定条件を満たすように、弁開度が制御される。なお、室外膨張弁２４の弁開度制
御の手法は、特に限定されず、例えば、圧縮機２１から吐出される冷媒の吐出温度が所定
温度となるように制御されてもよいし、圧縮機２１から吐出される冷媒の過熱度が所定条
件を満たすように制御されてもよい。
【０９０５】
　室外膨張弁２４で減圧された冷媒は、室外熱交換器２３において蒸発し、四路切換弁２
２を経て、中間圧レシーバ４３の内部を通過する冷媒配管内を流れる。中間圧レシーバ４
３の内部を通過する冷媒配管内を流れる冷媒は、中間圧レシーバ４３内の吸入冷媒加熱部
５０において中間圧レシーバ４３に貯留されている冷媒と熱交換を行うことで加熱され、
再び、圧縮機２１に吸入される。
【０９０６】
　（３－１０－４）第１０実施形態の特徴
　空気調和装置１ｉでは、１，２－ジフルオロエチレンを含む冷媒を用いた冷凍サイクル
を行うことができるため、GWPの小さい冷媒を用いて冷凍サイクルを行うことが可能にな
っている。
【０９０７】
　また、空気調和装置１ｉでは、中間圧レシーバ４３を設けることにより、冷媒回路１０
における余剰冷媒を貯留させることが可能になっている。また、暖房運転時においては、
第２室外膨張弁４５を過冷却度制御させることにより、室内熱交換器３１の能力を十分に
発揮させやすくすることが可能になっている。
【０９０８】
　さらに、吸入冷媒加熱部５０が設けられていることで、圧縮機２１に吸入される冷媒が
加熱され、圧縮機２１における液圧縮が抑制されるため、冷房運転において冷媒の蒸発器
として機能する室内熱交換器３１の出口を流れる冷媒の過熱度が小さい値となるように制
御させることが可能になる。また、暖房運転においても同様に、冷媒の蒸発器として機能
する室外熱交換器２３の出口を流れる冷媒の過熱度が小さい値となるように制御させるこ
とが可能になる。これにより、冷房運転と暖房運転のいずれにおいても、冷媒として非共
沸混合冷媒が用いられることで蒸発器内において温度グライドが生じる場合であっても、
蒸発器として機能させる熱交換器において十分に能力を発揮させることができる。
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【０９０９】
　（３－１１）第１１実施形態
　以下、冷媒回路の概略構成図である図３Ｕ、概略制御ブロック構成図である図３Ｖを参
照しつつ、第１１実施形態に係る冷凍サイクル装置としての空気調和装置１ｊについて説
明する。なお、以下では、第９実施形態の空気調和装置１ｈとの違いを主に説明する。
【０９１０】
　（３－１１－１）空気調和装置１ｊの概略構成
　空気調和装置１ｊは、上記第９実施形態の空気調和装置１ｈとは、吸入冷媒加熱部５０
が設けられておらず、内部熱交換器５１が設けられている点で異なっている。
【０９１１】
　内部熱交換器５１は、第１室外膨張弁４４と第２室外膨張弁４５との間を流れる冷媒と
、四路切換弁２２の接続ポートの１つから圧縮機２１の吸入側に向けて延びる冷媒配管を
流れる冷媒と、の間で熱交換を行わせる熱交換器である。
【０９１２】
　（３－１１－２）冷房運転モード
　空気調和装置１ｊでは、冷房運転モードでは、圧縮機２１は、例えば、冷媒回路１０に
おける冷媒の蒸発温度が、設定温度と室内温度（室内空気温度センサ７２の検出温度）と
の差分に応じて定まる目標蒸発温度になるように、運転周波数が容量制御される。
【０９１３】
　圧縮機２１から吐出されたガス冷媒は、四路切換弁２２を通過した後、室外熱交換器２
３において凝縮する。室外熱交換器２３を流れた冷媒は、全開状態に制御された第１室外
膨張弁４４を通過する。第１室外膨張弁４４を通過した冷媒は、内部熱交換器５１におい
て冷却され、第２室外膨張弁４５において冷凍サイクルの低圧まで減圧される。
【０９１４】
　ここで、第２室外膨張弁４５は、例えば、室内熱交換器３１のガス側を流れる冷媒の過
熱度または圧縮機２１が吸入する冷媒の過熱度が目標値になる等の所定条件を満たすよう
に、弁開度が制御される。なお、第２室外膨張弁４５の弁開度制御の手法は、特に限定さ
れず、例えば、圧縮機２１から吐出される冷媒の吐出温度が所定温度となるように制御さ
れてもよいし、圧縮機２１から吐出される冷媒の過熱度が所定条件を満たすように制御さ
れてもよい。
【０９１５】
　第２室外膨張弁４５において冷凍サイクルの低圧まで減圧された冷媒は、液側閉鎖弁２
９、液側冷媒連絡配管６を介して室内ユニット３０に流入し、室内熱交換器３１において
蒸発する。室内熱交換器３１を流れた冷媒は、ガス側冷媒連絡配管５を流れた後、ガス側
閉鎖弁２８、四路切換弁２２を経て、内部熱交換器５１において加熱され、再び、圧縮機
２１に吸入される。
【０９１６】
　（３－１１－３）暖房運転モード
　空気調和装置１ｊでは、暖房運転モードでは、圧縮機２１は、例えば、冷媒回路１０に
おける冷媒の凝縮温度が、設定温度と室内温度（室内空気温度センサ７２の検出温度）と
の差分に応じて定まる目標凝縮温度になるように、運転周波数が容量制御される。
【０９１７】
　圧縮機２１から吐出されたガス冷媒は、四路切換弁２２、ガス側冷媒連絡配管５を流れ
た後、室内ユニット３０の室内熱交換器３１のガス側端に流入し、室内熱交換器３１にお
いて凝縮する。室内熱交換器３１の液側端から流出した冷媒は、液側冷媒連絡配管６を経
て、室外ユニット２０に流入し、液側閉鎖弁２９を通過して、全開状態に制御された第２
室外膨張弁４５を通過する。第２室外膨張弁４５を通過した冷媒は、内部熱交換器５１に
おいて冷却され、第１室外膨張弁４４において冷凍サイクルにおける中間圧になるまで減
圧される。
【０９１８】
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　ここで、第１室外膨張弁４４は、例えば、圧縮機２１が吸入する冷媒の過熱度が目標値
になる等の所定条件を満たすように、弁開度が制御される。なお、第１室外膨張弁４４の
弁開度制御の手法は、特に限定されず、例えば、圧縮機２１から吐出される冷媒の吐出温
度が所定温度となるように制御されてもよいし、圧縮機２１から吐出される冷媒の過熱度
が所定条件を満たすように制御されてもよい。
【０９１９】
　第１室外膨張弁４４で減圧された冷媒は、室外熱交換器２３において蒸発し、四路切換
弁２２を経て、内部熱交換器５１において加熱され、再び、圧縮機２１に吸入される。
【０９２０】
　（３－１１－４）第１１実施形態の特徴
　空気調和装置１ｊでは、１，２－ジフルオロエチレンを含む冷媒を用いた冷凍サイクル
を行うことができるため、GWPの小さい冷媒を用いて冷凍サイクルを行うことが可能にな
っている。
【０９２１】
　また、空気調和装置１ｊでは、内部熱交換器５１が設けられていることで、圧縮機２１
に吸入される冷媒が加熱され、圧縮機２１における液圧縮が抑制されるため、冷房運転に
おいて冷媒の蒸発器として機能する室内熱交換器３１の出口を流れる冷媒の過熱度が小さ
い値となるように制御させることが可能になる。また、暖房運転においても同様に、冷媒
の蒸発器として機能する室外熱交換器２３の出口を流れる冷媒の過熱度が小さい値となる
ように制御させることが可能になる。これにより、冷房運転と暖房運転のいずれにおいて
も、冷媒として非共沸混合冷媒が用いられることで蒸発器内において温度グライドが生じ
る場合であっても、蒸発器として機能させる熱交換器において十分に能力を発揮させるこ
とができる。
【０９２２】
　（３－１２）第１２実施形態
　以下、冷媒回路の概略構成図である図３Ｗ、概略制御ブロック構成図である図３Ｘを参
照しつつ、第１２実施形態に係る冷凍サイクル装置としての空気調和装置１ｋについて説
明する。なお、以下では、第１０実施形態の空気調和装置１ｊとの違いを主に説明する。
【０９２３】
　（３－１２－１）空気調和装置１ｋの概略構成
　空気調和装置１ｋは、上記第１０実施形態の空気調和装置１ｊとは、第１室外膨張弁４
４と第２室外膨張弁４５が設けられておらず、室外膨張弁２４が設けられている点、複数
の室内ユニット（第１室内ユニット３０と第２室内ユニット３５）が並列に設けられてい
る点、および、各室内ユニットにおいて室内熱交換器の液冷媒側に室内膨張弁が設けられ
ている点で異なっている。
【０９２４】
　室外膨張弁２４は、内部熱交換器５１から液側閉鎖弁２９まで延びる冷媒配管の途中に
設けられている。室外膨張弁２４は、弁開度を調節可能な電動膨張弁であることが好まし
い。
【０９２５】
　第１室内ユニット３０は、上記実施形態と同様に、第１室内熱交換器３１、第１室内フ
ァン３２を有しており、第１室内熱交換器３１の液冷媒側において第１室内膨張弁３３が
設けられている。第１室内膨張弁３３は、弁開度を調節可能な電動膨張弁であることが好
ましい。第１室内ユニット３０には、上記実施形態と同様に、第１室内ユニット制御部３
４と、第１室内ユニット制御部３４に対して電気的に接続された第１室内液側熱交温度セ
ンサ７１、第１室内空気温度センサ７２、第１室内ガス側熱交温度センサ７３等が設けら
れている。第２室内ユニット３５は、第１室内ユニット３０と同様に、第２室内熱交換器
３６、第２室内ファン３７を有しており、第２室内熱交換器３６の液冷媒側において第２
室内膨張弁３８が設けられている。第２室内膨張弁３８は、弁開度を調節可能な電動膨張
弁であることが好ましい。第２室内ユニット３５には、第１室内ユニット３０と同様に、
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第２室内ユニット制御部３９と、第２室内ユニット制御部３９に対して電気的に接続され
た第２室内液側熱交温度センサ７５、第２室内空気温度センサ７６、第２室内ガス側熱交
温度センサ７７が設けられている。
【０９２６】
　（３－１２－２）冷房運転モード
　空気調和装置１ｋでは、冷房運転モードでは、圧縮機２１は、例えば、冷媒回路１０に
おける冷媒の蒸発温度が目標蒸発温度になるように、運転周波数が容量制御される。ここ
で、目標蒸発温度は、各室内ユニット３０、３５において設定温度と室内温度との差分が
最も大きいもの（負荷が最も大きな室内ユニット）に応じて定めることが好ましい。
【０９２７】
　圧縮機２１から吐出されたガス冷媒は、四路切換弁２２を通過した後、室外熱交換器２
３において凝縮する。室外熱交換器２３を流れた冷媒は、内部熱交換器５１において冷却
され、全開状態に制御された室外膨張弁２４を通過し、液側閉鎖弁２９、液側閉鎖弁２９
、液側冷媒連絡配管６を介して第１室内ユニット３０および第２室内ユニット３５にそれ
ぞれ流入する。
【０９２８】
　第１室内ユニット３１に流入した冷媒は、第１室内膨張弁３３において、冷凍サイクル
の低圧まで減圧される。また、第２室内ユニット３５に流入した冷媒は、第２室内膨張弁
３８において、冷凍サイクルの低圧まで減圧される。
【０９２９】
　ここで、第１室内膨張弁３３は、例えば、第１室内熱交換器３１のガス側を流れる冷媒
の過熱度または圧縮機２１が吸入する冷媒の過熱度が目標値になる等の所定条件を満たす
ように、弁開度が制御される。また、第２室内膨張弁３８も、同様に、例えば、第２室内
熱交換器３６のガス側を流れる冷媒の過熱度または圧縮機２１が吸入する冷媒の過熱度が
目標値になる等の所定条件を満たすように、弁開度が制御される。
【０９３０】
　第１室内膨張弁３３において減圧された冷媒は、第１室内熱交換器３１において蒸発し
、第２室内膨張弁３８において減圧された冷媒は、第２室内熱交換器３６において蒸発し
、合流した後、ガス側冷媒連絡配管５を流れ、ガス側閉鎖弁２８、四路切換弁２２を経て
、内部熱交換器５１において加熱され、再び、圧縮機２１に吸入される。
【０９３１】
　（３－１２－３）暖房運転モード
　空気調和装置１ｋでは、暖房運転モードでは、圧縮機２１は、例えば、冷媒回路１０に
おける冷媒の凝縮温度が、目標凝縮温度になるように、運転周波数が容量制御される。こ
こで、目標凝縮温度は、各室内ユニット３０、３５において設定温度と室内温度との差分
が最も大きいもの（負荷が最も大きな室内ユニット）に応じて定めることが好ましい。
【０９３２】
　圧縮機２１から吐出されたガス冷媒は、四路切換弁２２、ガス側冷媒連絡配管５を流れ
た後、第１室内ユニット３０と第２室内ユニット３５にそれぞれ流入する。
【０９３３】
　第１室内ユニット３０に流入した冷媒は、第１室内熱交換器３１において凝縮し、第２
室内ユニット３５に流入した冷媒は、第２室内熱交換器３６において凝縮する。
【０９３４】
　第１室内熱交換器３１の液側端から流出した冷媒は、第１室内膨張弁３３において、冷
凍サイクルの中間圧となるまで減圧される。第２室内熱交換器３６の液側端から流出した
冷媒も、同様に、第２室内膨張弁３８において、冷凍サイクルの中間圧となるまで減圧さ
れる。
【０９３５】
　ここで、第１室内膨張弁３３は、例えば、第１室内熱交換器３１の液側出口を流れる冷
媒の過冷却度が目標値になる等の所定条件を満たすように、弁開度が制御される。また、
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第２室内膨張弁３８についても同様に、例えば、第２室内熱交換器３６の液側出口を流れ
る冷媒の過冷却度が目標値になる等の所定条件を満たすように、弁開度が制御される。
【０９３６】
　第１室内膨張弁３３を通過した冷媒と第２室内膨張弁３８を通過した冷媒は、合流した
後、液側冷媒連絡配管６を経て、室外ユニット２０に流入する。
【０９３７】
　室外ユニット２０に流入した冷媒は、液側閉鎖弁２９を通過して、室外膨張弁２４にお
いて、冷凍サイクルの低圧まで減圧される。
【０９３８】
　ここで、室外膨張弁２４は、例えば、圧縮機２１が吸入する冷媒の過熱度が目標値にな
る等の所定条件を満たすように、弁開度が制御される。なお、室外膨張弁２４の弁開度制
御の手法は、特に限定されず、例えば、圧縮機２１から吐出される冷媒の吐出温度が所定
温度となるように制御されてもよいし、圧縮機２１から吐出される冷媒の過熱度が所定条
件を満たすように制御されてもよい。
【０９３９】
　室外膨張弁２４で減圧された冷媒は、室外熱交換器２３において蒸発し、四路切換弁２
２を経て、内部熱交換器５１において加熱され、再び、圧縮機２１に吸入される。
【０９４０】
　（３－１２－４）第１２実施形態の特徴
　空気調和装置１ｋでは、１，２－ジフルオロエチレンを含む冷媒を用いた冷凍サイクル
を行うことができるため、GWPの小さい冷媒を用いて冷凍サイクルを行うことが可能にな
っている。
【０９４１】
　また、空気調和装置１ｋでは、暖房運転時においては、第１室内膨張弁３３、第２室内
膨張弁３８を過冷却度制御させることにより、第１室内熱交換器３１および第２室内熱交
換器３６の能力を十分に発揮させやすくすることが可能になっている。
【０９４２】
　さらに、空気調和装置１ｋには、内部熱交換器５１が設けられていることで、圧縮機２
１に吸入される冷媒が加熱され、圧縮機２１における液圧縮が抑制されるため、冷房運転
において冷媒の蒸発器として機能する第１室内熱交換器３１や第２室内熱交換器３６の出
口を流れる冷媒の過熱度が小さい値となるように制御させることが可能になる。また、暖
房運転においても同様に、冷媒の蒸発器として機能する室外熱交換器２３の出口を流れる
冷媒の過熱度が小さい値となるように制御させることが可能になる。これにより、冷房運
転と暖房運転のいずれにおいても、冷媒として非共沸混合冷媒が用いられることで蒸発器
内において温度グライドが生じる場合であっても、蒸発器として機能させる熱交換器にお
いて十分に能力を発揮させることができる。
【０９４３】
　（４）第４グループの技術の実施形態
　（４－１）第１実施形態
　以下、冷媒回路の概略構成図である図４Ａ、概略制御ブロック構成図である図４Ｂを参
照しつつ、第１実施形態に係る熱交換ユニットとしての室内ユニットおよび熱交換ユニッ
トとしての室外ユニットとを備えた冷凍サイクル装置である空気調和装置１について説明
する。
【０９４４】
　空気調和装置１は、蒸気圧縮式の冷凍サイクルを行うことで、対象空間の空気を調和さ
せる装置である。
【０９４５】
　空気調和装置１は、主として、室外ユニット２０と、室内ユニット３０と、室外ユニッ
ト２０と室内ユニット３０を接続する液側冷媒連絡配管６およびガス側冷媒連絡配管５と
、入力装置および出力装置としての図示しないリモコンと、空気調和装置１の動作を制御
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するコントローラ７と、を有している。
【０９４６】
　空気調和装置１では、冷媒回路１０内に封入された冷媒が、圧縮され、冷却又は凝縮さ
れ、減圧され、加熱又は蒸発された後に、再び圧縮される、という冷凍サイクルが行われ
る。本実施形態では、冷媒回路１０には、蒸気圧縮式の冷凍サイクルを行うための冷媒が
充填されている。当該冷媒は、１，２－ジフルオロエチレンを含む冷媒であり、上述した
冷媒Ａ～Ｄのいずれかを用いることができる。また、冷媒回路１０には、当該冷媒と共に
、冷凍機油が充填されている。
【０９４７】
　（４－１－１）室外ユニット２０
　室外ユニット２０は、図４Ｃに示すように、外観が略直方体箱状の室外筐体５０により
構成されている。この室外ユニット２０は、図４Ｄに示すように、仕切板５０ａによって
内部空間が左右に分割されることで、送風機室および機械室が形成されている。
【０９４８】
　この室外ユニット２０は、液側冷媒連絡配管６およびガス側冷媒連絡配管５を介して室
内ユニット３０と接続されており、冷媒回路１０の一部を構成している。室外ユニット２
０は、主として、圧縮機２１と、四路切換弁２２と、室外熱交換器２３と、室外膨張弁２
４と、室外ファン２５と、液側閉鎖弁２９と、ガス側閉鎖弁２８と、室外筐体５０と、室
外電装品ユニット８と、を有している。
【０９４９】
　圧縮機２１は、冷凍サイクルにおける低圧の冷媒を高圧になるまで圧縮する機器である
。ここでは、圧縮機２１として、ロータリ式やスクロール式等の容積式の圧縮要素（図示
省略）が圧縮機モータによって回転駆動される密閉式構造の圧縮機が使用されている。圧
縮機モータは、容量を変化させるためのものであり、インバータにより運転周波数の制御
が可能である。なお、圧縮機２１には、吸入側において、図示しない付属アキュムレータ
が設けられている。
【０９５０】
　四路切換弁２２は、接続状態を切り換えることで、圧縮機２１の吐出側と室外熱交換器
２３とを接続しつつ圧縮機２１の吸入側とガス側閉鎖弁２８とを接続する冷房運転接続状
態と、圧縮機２１の吐出側とガス側閉鎖弁２８とを接続しつつ圧縮機２１の吸入側と室外
熱交換器２３とを接続する暖房運転接続状態と、を切り換えることができる。
【０９５１】
　室外熱交換器２３は、冷房運転時には冷凍サイクルにおける高圧の冷媒の凝縮器として
機能し、暖房運転時には冷凍サイクルにおける低圧の冷媒の蒸発器として機能する熱交換
器である。室外熱交換器２３は、板厚方向に重ねて配置された複数の伝熱フィン２３ａと
、複数の伝熱フィン２３ａに貫通固定された複数の伝熱管２３ｂと、を有するクロスフィ
ン式のフィン・アンド・チューブ型熱交換器である。
【０９５２】
　室外ファン２５は、室外ユニット２０内に室外の空気を吸入して、室外熱交換器２３に
おいて冷媒と熱交換させた後に、外部に排出するための空気流れを生じさせる。室外ファ
ン２５は、室外ファンモータによって回転駆動される。なお、本実施形態において、室外
ファン２５は、１つだけ設けられている。
【０９５３】
　室外膨張弁２４は、弁開度を制御可能であり、室外熱交換器２３の液側端部と液側閉鎖
弁２９との間に設けられている。
【０９５４】
　液側閉鎖弁２９は、液側冷媒連絡配管６に対して室外ユニット２０が接続される部分に
配置された手動弁であり、液側冷媒連絡配管６とはフレア接続される。液側閉鎖弁２９と
室外熱交換器２３の液側出口とは、室外液側冷媒配管２９ａによって接続されている。室
外膨張弁２４は、当該室外液側冷媒配管２９ａの途中に設けられている。
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【０９５５】
　ガス側閉鎖弁２８は、ガス側冷媒連絡配管５に対して室外ユニット２０が接続される部
分に配置された手動弁であり、ガス側冷媒連絡配管５とはフレア接続される。ガス側閉鎖
弁２８と四路切換弁２２の接続ポートの１つとは、室外ガス側冷媒配管２８ａによって接
続されている。
【０９５６】
　室外筐体５０は、図４Ｃに示すように、吹出口５２が設けられた箱状体であり、内部に
上記室外ユニット２０の構成要素を収容した室外筐体５０を有している。室外筐体５０は
、略直方体形状であり、背面側および一側面側（図４Ｃ中の左側）から屋外の空気を取り
込むことが可能であり、室外熱交換器２３を通過した空気を前面５１に形成された吹出口
５２を介して前側に吹き出すことが可能である。室外筐体５０の下端部分は底板５３によ
って覆われている。底板５３の上には、図４Ｄに示すように、背面側および一側面側に沿
うように室外熱交換器２３が立設されている。この底板５３の上面は、ドレンパンとして
機能することができる。
【０９５７】
　室外電装品ユニット８は、室外ユニット２０を構成する各部の動作を制御する室外ユニ
ット制御部２７を備えている。室外電装品ユニット８は、室外ユニット２０の室外筐体５
０の内部のうち仕切板５０ａで区切られた機械室側の空間における圧縮機２１の上方に配
置されており、仕切板５０ａに対して固定されている。室外電装品ユニット８の下端部分
は、液側閉鎖弁２９およびガス側閉鎖弁２８よりも鉛直方向上方に配置されている。室外
電装品ユニット８は、液側閉鎖弁２９およびガス側閉鎖弁２８よりもさらに１０ｃｍ以上
上方に離れて配置されていることが好ましい。室外電装品ユニット８が備える室外ユニッ
ト制御部２７は、ＣＰＵやメモリ等を含むマイクロコンピュータを有している。室外ユニ
ット制御部２７は、各室内ユニット３０の室内ユニット制御部３４と通信線を介して接続
されており、制御信号等の送受信を行う。また、室外ユニット制御部２７は、図示しない
各種センサと電気的に接続されており、各センサからの信号を受信する。
【０９５８】
　（４－１－２）室内ユニット３０
　室内ユニット３０は、対象空間である室内の壁面等に設置されている。室内ユニット３
０は、液側冷媒連絡配管６およびガス側冷媒連絡配管５を介して室外ユニット２０と接続
されており、冷媒回路１０の一部を構成している。
【０９５９】
　室内ユニット３０は、室内熱交換器３１と、室内ファン３２と、室内液側接続部１１と
、室内ガス側接続部１３と、室内筐体５４と、室内電装品ユニット９等を有している。
【０９６０】
　室内熱交換器３１は、液側が、液側冷媒連絡配管６と接続され、ガス側端が、ガス側冷
媒連絡配管５とを接続されている。室内熱交換器３１は、冷房運転時には冷凍サイクルに
おける低圧の冷媒の蒸発器として機能し、暖房運転時には冷凍サイクルにおける高圧の冷
媒の凝縮器として機能する熱交換器である。室内熱交換器３１は、板厚方向に重ねて配置
された複数の伝熱フィン３１ａと、複数の伝熱フィン３１ａに貫通固定された複数の伝熱
管３１ｂと、を有している。
【０９６１】
　室内液側接続部１１は、室内熱交換器３１の液側から延びる室内液側冷媒配管１２の端
部に設けられており、液側冷媒連絡配管６に対してフレア接続される接続部分である。
【０９６２】
　室内ガス側接続部１３は、室内熱交換器３１のガス側から延びる室内ガス側冷媒配管１
４の端部に設けられており、ガス側冷媒連絡配管５に対してフレア接続される接続部分で
ある。
【０９６３】
　室内ファン３２は、室内ユニット３０の室内筐体５４内に室内の空気を吸入して、室内
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熱交換器３１において冷媒と熱交換させた後に、外部に排出するための空気流れを生じさ
せる。室内ファン３２は、図示しない室内ファンモータによって回転駆動される。
【０９６４】
　室内筐体５４は、図４Ｅ、図４Ｆ、図４Ｇに示すように、室内熱交換器３１、室内ファ
ン３２、室内ユニット制御部３４を内部に収容する略直方体形状の筐体である。室内筐体
５４は、室内筐体５４の上端部を構成する天面５５、室内筐体５４の前部を構成する前面
パネル５６、室内筐体５４の底部を構成する底面５７、吹出口５８ａ、ルーバ５８、左右
の側面５９、および室内の壁面と対向する背面等を有している。天面５５には、上下方向
に開口した複数の天面吸込口５５ａが設けられている。前面パネル５６は、天面５５の前
側端部近傍から下方に広がるパネルである。前面パネル５６は、上方部分において左右に
細長い開口からなる前面吸込口５６ａが設けられている。室内の空気は、これらの天面吸
込口５５ａおよび前面吸込口５６ａを介して室内筐体５４内の室内熱交換器３１および室
内ファン３２が収納されている空間からなる通風路に取り込まれる。底面５７は、室内熱
交換器３１や室内ファン３２の下方において略水平に広がっている。吹出口５８ａは、前
面パネル５６の下方であって底面５７の前側である、室内筐体５４の前側下方において、
前側下方に向けて開口している。右側の側面５９の背面側の下方には、側方に向いた開口
が設けられており、当該開口付近には、室内液側接続部１１および室内ガス側接続部１３
が位置している。
【０９６５】
　室内電装品ユニット９は、室内ユニット３０を構成する各部の動作を制御する室内ユニ
ット制御部３４を備えている。室内電装品ユニット９は、室内ユニット３０の室内筐体５
４の内部のうち室内熱交換器３１よりも右側の側端部近傍の上方に位置するように固定さ
れている。室内電装品ユニット９の下端部分は、室内液側接続部１１および室内ガス側接
続部１３よりも鉛直方向上方に配置されている。室内電装品ユニット９は、室内液側接続
部１１および室内ガス側接続部１３よりもさらに１０ｃｍ以上上方に離れて配置されてい
ることが好ましい。室内電装品ユニット９が備える室内ユニット制御部３４は、ＣＰＵや
メモリ等を含むマイクロコンピュータを有している。室内ユニット制御部３４は、室外ユ
ニット制御部２７と通信線を介して接続されており、制御信号等の送受信を行う。また、
室内ユニット制御部３４は、室内ユニット３０内に設けられている図示しない各種センサ
と電気的に接続されており、各センサからの信号を受信する。
【０９６６】
　（４－１－３）コントローラ７の詳細
　空気調和装置１では、室外ユニット制御部２７と室内ユニット制御部３４が通信線を介
して接続されることで、空気調和装置１の動作を制御するコントローラ７が構成されてい
る。
【０９６７】
　コントローラ７は、主として、ＣＰＵ（中央演算処理装置）と、ＲＯＭやＲＡＭ等のメ
モリを有している。なお、コントローラ７による各種処理や制御は、室外ユニット制御部
２７および／又は室内ユニット制御部３４に含まれる各部が一体的に機能することによっ
て実現されている。
【０９６８】
　（４－１－４）運転モード
　以下、運転モードについて説明する。
【０９６９】
　運転モードとしては、冷房運転モードと暖房運転モードとが設けられている。
【０９７０】
　コントローラ７は、リモコン等から受け付けた指示に基づいて、冷房運転モードか暖房
運転モードかを判断し、実行する。
【０９７１】
　（４－１－４－１）冷房運転モード
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　空気調和装置１では、冷房運転モードでは、四路切換弁２２の接続状態を圧縮機２１の
吐出側と室外熱交換器２３とを接続しつつ圧縮機２１の吸入側とガス側閉鎖弁２８とを接
続する冷房運転接続状態とし、冷媒回路１０に充填されている冷媒を、主として、圧縮機
２１、室外熱交換器２３、室外膨張弁２４、室内熱交換器３１の順に循環させる。
【０９７２】
　より具体的には、冷房運転モードが開始されると、冷媒回路１０内において、冷媒が圧
縮機２１に吸入されて圧縮された後に吐出される。
【０９７３】
　圧縮機２１では、室内ユニット３０で要求される冷却負荷に応じた容量制御が行われる
。圧縮機２１から吐出されたガス冷媒は、四路切換弁２２を経て、室外熱交換器２３のガ
ス側端に流入する。
【０９７４】
　室外熱交換器２３のガス側端に流入したガス冷媒は、室外熱交換器２３において、室外
ファン２５によって供給される室外側空気と熱交換を行って凝縮し、液冷媒となって室外
熱交換器２３の液側端から流出する。
【０９７５】
　室外熱交換器２３の液側端から流出した冷媒は、室外膨張弁２４を通過する際に減圧さ
れる。なお、室外膨張弁２４は、室外熱交換器２３の液側出口を通過する冷媒の過冷却度
が所定条件を満たすように制御される。
【０９７６】
　室外膨張弁２４で減圧された冷媒は、液側閉鎖弁２９および液側冷媒連絡配管６を経て
、室内ユニット３０に流入する。
【０９７７】
　室内ユニット３０に流入した冷媒は、室内熱交換器３１に流入し、室内熱交換器３１に
おいて、室内ファン３２によって供給される室内空気と熱交換を行って蒸発し、ガス冷媒
となって室内熱交換器３１のガス側端から流出する。室内熱交換器３１のガス側端から流
出したガス冷媒は、ガス側冷媒連絡配管５に流れていく。
【０９７８】
　ガス側冷媒連絡配管５を流れた冷媒は、ガス側閉鎖弁２８、四路切換弁２２を経て、再
び、圧縮機２１に吸入される。
【０９７９】
　（４－１－４－２）暖房運転モード
　空気調和装置１では、暖房運転モードでは、四路切換弁２２の接続状態を圧縮機２１の
吐出側とガス側閉鎖弁２８とを接続しつつ圧縮機２１の吸入側と室外熱交換器２３とを接
続する暖房運転接続状態とし、冷媒回路１０に充填されている冷媒を、主として、圧縮機
２１、室内熱交換器３１、室外膨張弁２４、室外熱交換器２３の順に循環させる。
【０９８０】
　より具体的には、暖房運転モードが開始されると、冷媒回路１０内において、冷媒が圧
縮機２１に吸入されて圧縮された後に吐出される。
【０９８１】
　圧縮機２１では、室内ユニット３０で要求される暖房負荷に応じた容量制御が行われる
。圧縮機２１から吐出されたガス冷媒は、四路切換弁２２およびガス側冷媒連絡配管５を
流れた後、室内ユニット３０に流入する。
【０９８２】
　室内ユニット３０に流入した冷媒は、室内熱交換器３１のガス側端に流入し、室内熱交
換器３１において、室内ファン３２によって供給される室内空気と熱交換を行って凝縮し
、気液二相状態の冷媒または液冷媒となって室内熱交換器３１の液側端から流出する。室
内熱交換器３１の液側端から流出した冷媒は、液側冷媒連絡配管６に流れていく。
【０９８３】
　液側冷媒連絡配管６を流れた冷媒は、液側閉鎖弁２９、室外膨張弁２４において冷凍サ
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イクルにおける低圧になるまで減圧される。なお、室外膨張弁２４は、室内熱交換器３１
の液側出口を通過する冷媒の過冷却度が所定条件を満たすように制御される。室外膨張弁
２４で減圧された冷媒は、室外熱交換器２３の液側端に流入する。
【０９８４】
　室外熱交換器２３の液側端から流入した冷媒は、室外熱交換器２３において、室外ファ
ン２５によって供給される室外空気と熱交換を行って蒸発し、ガス冷媒となって室外熱交
換器２３のガス側端から流出する。
【０９８５】
　室外熱交換器２３のガス側端から流出した冷媒は、四路切換弁２２を経て、再び、圧縮
機２１に吸入される。
【０９８６】
　（４－１－５）第１実施形態の特徴
　上述の空気調和装置１では、１，２－ジフルオロエチレンを含む冷媒が用いられている
ため、GWPを十分に小さく抑えることが可能になっている。
【０９８７】
　ここで、１，２－ジフルオロエチレンを含む冷媒は可燃性冷媒であるが、本実施形態の
室外ユニット２０が備える室外電装品ユニット８は、室外ユニット２０を液側冷媒連絡配
管６およびガス側冷媒連絡配管５に接続するための液側閉鎖弁２９およびガス側閉鎖弁２
８よりも上方に配置されている。このため、液側閉鎖弁２９およびガス側閉鎖弁２８の接
続箇所から可燃性冷媒が漏洩することがあっても、室外電装品ユニット８に到達させにく
く、室外ユニット２０の安全性を高めることができている。
【０９８８】
　また、本実施形態の室内ユニット３０が備える室内電装品ユニット９は、室内ユニット
３０を液側冷媒連絡配管６およびガス側冷媒連絡配管５に接続するための室内液側接続部
１１および室内ガス側接続部１３よりも上方に配置されている。このため、室内液側接続
部１１および室内ガス側接続部１３の接続箇所から可燃性冷媒が漏洩することがあっても
、漏洩冷媒が室内電装品ユニット９に到達しにくく、室内ユニット３０の安全性を高める
ことができている。
【０９８９】
　（４－１－６）第１実施形態の変形例Ａ
　上記第１実施形態では、室内ユニットが１つだけ設けられている空気調和装置を例に挙
げて説明したが、空気調和装置としては、互いに並列に接続された複数の室内ユニットが
設けられていてもよい。
【０９９０】
　（４－１－７）第１実施形態の変形例Ｂ
　上記第１実施形態の室内ユニット３０としては、対象空間である室内の壁面等に設置さ
れて用いられるタイプの室内ユニットを例に挙げて説明した。
【０９９１】
　しかし、室内ユニットとしては、壁面に設置されるタイプに限られず、例えば、図４Ｈ
、図４Ｉ、図４Ｊに示すように、空調対象空間である室内の床に置いて用いられる床置き
タイプの室内ユニット３０ａであってもよい。
【０９９２】
　室内ユニット３０ａは、主に、室内筐体１１０と、室内熱交換器３１と、室内ファン３
２と、室内電装品ユニット９と、室内液側接続部１１と、室内ガス側接続部１３と、を備
えている。室内熱交換器３１と室内ファン３２は、室内筐体１１０内に収納されている。
室内熱交換器３１は、室内筐体１１０内部の上方の空間に配置されており、室内ファン３
２は、室内筐体１１０内部の下方の空間に配置されている。
【０９９３】
　室内筐体１１０は、正面パネル１１１と右側面パネル１１２と左側面パネル１１３と天
面パネル１1４と底面パネル１1５と背面パネル１１６とによって囲まれた直方体形状を有
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している。正面パネル１１１には、正面パネル１１１に向かって右側の上方に右側吹出口
１１７ａが形成され、向かって左側の上方に左側吹出口１１７ｂが形成され、下方の左右
方向中央部に下側吹出口１１７ｃが形成されている。右側吹出口１１７ａには、室内ユニ
ット３０ａの停止時に右側吹出口１１７ａを覆って室内筐体１１０の一部となり、室内ユ
ニット３０ａの運転時に右側吹出口１１７ａから吹出される気流（二点鎖線参照）の左右
方向の風向を調節するための垂直フラップ１５１ａが設けられている。同様に、左側吹出
口１１７ｂには、室内ユニット３０ａの停止時に左側吹出口１１７ｂを覆って室内筐体１
１０の一部となり、室内ユニット３０ａの運転時に左側吹出口１１７ｂから吹出される気
流の左右方向の風向を調節するための垂直フラップ１５１ｂが設けられている。
【０９９４】
　室内筐体１１０の右側面パネル１１２には、下方の前方よりに右側吸込口１１８ａが形
成されている。また、室内筐体１１０の左側面パネル１１３には、下方の前方よりに左側
吸込口１１８ｂが形成されている。
【０９９５】
　室内ファン３２は、例えば多数の羽根が配置されており、回転軸が前後方向に延びたシ
ロッコファンである。室内ファン３２は、仕切板１１９で仕切られている内部空間Ｓ１に
配置されている。内部空間Ｓ１の前方には、仕切板１１９と正面パネル１１１との間に内
部空間Ｓ２が形成されている。また、内部空間Ｓ１，Ｓ２の上方には、室内熱交換器３１
を境に内部空間Ｓ３が形成されている。
【０９９６】
　室内熱交換器３１は、室内ファン３２の上方における内部空間Ｓ１と内部空間Ｓ３の境
界部分に配置されている。室内熱交換器３１は、上端部に近いほど背面パネル１１６に近
くなるように傾斜した姿勢で配置されている。室内熱交換器３１の下端は、ドレンパン１
４１によって支持されている。このドレンパン１４１は、仕切板１１９の上に設けられて
いる。これら仕切板１１９とドレンパン１４１が内部空間Ｓ２と内部空間Ｓ３の境界にな
る。つまり、内部空間Ｓ１は、右側面パネル１１２と左側面パネル１１３と底面パネル１
１５と背面パネル１１６と仕切板１１９とドレンパン１４１と室内熱交換器３１とで囲ま
れている。また、内部空間Ｓ２は、正面パネル１１１と右側面パネル１１２と左側面パネ
ル１１３と底面パネル１１５と仕切板１１９とドレンパン１４１とで囲まれている。また
、内部空間Ｓ３は、右側面パネル１１２と左側面パネル１１３と天面パネル１１４と室内
熱交換器３１とドレンパン１４１と仕切板１１９とで囲まれている。
【０９９７】
　室内液側接続部１１は、室内熱交換器３１の液側から延びる室内液側冷媒配管１２の端
部に設けられており、液側冷媒連絡配管６に対してフレア接続される接続部分である。室
内液側接続部１１は、室内ファン３２の上端と同様の高さ位置に設けられている。
【０９９８】
　室内ガス側接続部１３は、室内熱交換器３１のガス側から延びる室内ガス側冷媒配管１
４の端部に設けられており、ガス側冷媒連絡配管５に対してフレア接続される接続部分で
ある。室内ガス側接続部１３は、室内ファン３２の上端と同様の高さ位置に設けられてい
る。
【０９９９】
　室内電装品ユニット９は、室内筐体１１０の内部のうち、室内熱交換器３１の下方で室
内ファン３２よりも上方であって、仕切板１１９の前方に配置されており、仕切板１１９
に対して固定されている。室内電装品ユニット９の下端部分は、室内液側接続部１１およ
び室内ガス側接続部１３よりも鉛直方向上方に配置されている。
【１０００】
　内部空間Ｓ２には、正面パネル１１１に沿うようにして上下に延びたダクト１２０が設
けられている。ダクト１２０の上部は、上下方向において右側吹出口１１７ａと左側吹出
口１１７ｂとの間にまで延びている。また、ダクト１２０の下端は、下側吹出口１１７ｃ
の上部にまで達している。
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【１００１】
　垂直フラップ１５１ａは、右側吹出口１１７ａに設けられ、垂直フラップ１５１ｂは、
左側吹出口１１７ｂに設けられている。垂直フラップ１５１ａ、１５１ｂは、正面パネル
１１１に対する角度を変更することによって、吹出される調和空気を案内する角度を調節
する。
【１００２】
　右側吹出口１１７ａおよび左側吹出口１１７ｂには、多数の水平フラップ１５３がそれ
ぞれ設けられている。水平フラップ１５３は、回転軸を中心に回転することで、吹き出し
空気の方向を変更することができる。
【１００３】
　以上の室内電装品ユニット９についても、室内液側接続部１１および室内ガス側接続部
１３の接続箇所から可燃性冷媒が漏洩することがあっても、漏洩冷媒が室内電装品ユニッ
ト９に到達しにくく、室内ユニット３０ａの安全性を高めることができている。
【１００４】
　（４－２）第２実施形態
　以下、冷媒回路の概略構成図である図４Ｋ、概略制御ブロック構成図である図４Ｌを参
照しつつ、第２実施形態に係る熱交換ユニットとしての室内ユニットおよび熱交換ユニッ
トとしての室外ユニットとを備えた冷凍サイクル装置である空気調和装置１ａについて説
明する。
【１００５】
　以下、主として、第２実施形態の空気調和装置１ａについて、第１実施形態の空気調和
装置１と異なる箇所を中心に説明する。
【１００６】
　空気調和装置１ａにおいても、冷媒回路１０には、蒸気圧縮式の冷凍サイクルを行うた
めの冷媒として、１，２－ジフルオロエチレンを含む混合冷媒であり、上述した冷媒Ａ～
Ｄのいずれかが充填されている。また、冷媒回路１０には、当該冷媒と共に、冷凍機油が
充填されている。
【１００７】
　（４－２－１）室外ユニット２０ａ
　第２実施形態の空気調和装置１ａの室外ユニット２０ａでは、室外ファン２５として、
第１室外ファン２５ａと第２室外ファン２５ｂとが設けられている。空気調和装置１ａの
室外ユニット２０ａの室外熱交換器２３は、第１室外ファン２５ａおよび第２室外ファン
２５ｂから受ける空気流れに対応するように、広い熱交換面積が確保されている。
【１００８】
　空気調和装置１ａの室外ユニット２０ａでは、上記第１実施形態における室外ユニット
２０の室外膨張弁２４の代わりに、室外熱交換器２３の液側から液側閉鎖弁２９までの間
において、第１室外膨張弁４４、中間圧レシーバ４１、第２室外膨張弁４５が順次設けら
れている。第１室外膨張弁４４および第２室外膨張弁４５は、弁開度を制御可能である。
中間圧レシーバ４１は、第１室外膨張弁４４側から延びる配管の端部と、第２室外膨張弁
４５側から延びる配管の端部と、の両方が内部空間に位置しており、冷媒を溜めることが
できる容器である。
【１００９】
　第２実施形態の室外ユニット２０ａは、図４Ｍに示すように、略直方体箱状の室外筐体
６０の内部空間が鉛直に延びる仕切板６６によって左右に分割されることで送風機室およ
び機械室が形成された構造（いわゆる、トランク型構造）を有している。
【１０１０】
　室外筐体６０内の送風機室には、室外熱交換器２３、室外ファン２５（第１室外ファン
２５ａと第２室外ファン２５ｂ）等が配置され、室外筐体６０内の機械室には、圧縮機２
１、四路切換弁２２、第１室外膨張弁４４、第２室外膨張弁４５、中間圧レシーバ４１、
ガス側閉鎖弁２８、液側閉鎖弁２９、室外ユニット制御部２７を備えた室外電装品ユニッ
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ト８等が配置されている。
【１０１１】
　室外筐体６０は、主として、底板６３、天板６４、左前板６１、左側板（図示せず）、
右前板（図示せず）、右側板６５、仕切板６６等を有している。底板６３は、室外筐体６
０の底面部分を構成している。天板６４は、室外ユニット２０ａの天面部分を構成してい
る。左前板６１は、主に、室外筐体６０の左前面部分を構成しており、前後方向に開口し
ており上下に並んでいる第１吹出口６２ａおよび第２吹出口６２ｂが形成されている。第
１吹出口６２ａには、主として、第１室外ファン２５ａによって室外筐体６０の背面側お
よび左側面側から内部に吸い込まれた空気であって、室外熱交換器２３の上方部分を通過
した空気が通過する。第２吹出口６２ｂには、主として、第２室外ファン２５ｂによって
室外筐体６０の背面側および左側面側から内部に吸い込まれた空気であって、室外熱交換
器２３の下方部分を通過した空気が通過する。第１吹出口６２ａおよび第２吹出口６２ｂ
には、それぞれ、ファングリルが設けられている。左側板は、主に、室外筐体６０の左側
面部分を構成しており、室外筐体６０内に吸入される空気の吸入口としても機能できるよ
うになっている。右前板は、主に、室外筐体６０の右前面部分及び右側面の前側部分を構
成している。右側板６５は、主に、室外筐体６０の右側面の後側部分および背面の右側部
分を構成している。仕切板６６は、底板６３上に配置される鉛直に延びる板状部材であり
、室外筐体６０の内部空間を送風機室と機械室とに分割している。
【１０１２】
　室外熱交換器２３は、板厚方向に重ねて配置された複数の伝熱フィンと、複数の伝熱フ
ィンに貫通固定された複数の伝熱管と、を有するクロスフィン式のフィン・アンド・チュ
ーブ型熱交換器である。この室外熱交換器２３は、送風機室内において、室外筐体６０の
左側面及び背面に沿うようにして、平面視Ｌ字形状となるように配置されている。
【１０１３】
　圧縮機２１は、室外筐体６０の機械室内において、底板６３上に載置され、ボルトで固
定されている。
【１０１４】
　ガス側閉鎖弁２８および液側閉鎖弁２９は、室外筐体６０の機械室内において、圧縮機
２１の上端近傍の高さ位置であって、右前方の角部近傍に配置されている。
【１０１５】
　室外電装品ユニット８は、室外筐体６０の機械室内において、圧縮機２１よりも上方の
空間に配置されている。室外電装品ユニット８の下端部は、ガス側閉鎖弁２８および液側
閉鎖弁２９のいずれよりも上方に配置されている。
【１０１６】
　以上の空気調和装置１ａでは、冷房運転モードでは、第１室外膨張弁４４は、例えば、
室外熱交換器２３の液側出口を通過する冷媒の過冷却度が所定条件を満たすように制御さ
れる。また、冷房運転モードでは、第２室外膨張弁４５は、例えば、圧縮機２１が吸入す
る冷媒の過熱度が所定の条件を満たすように制御される。
【１０１７】
　また、暖房運転モードでは、第２室外膨張弁４５は、例えば、室内熱交換器３１の液側
出口を通過する冷媒の過冷却度が所定条件を満たすように制御される。また、暖房運転モ
ードでは、第１室外膨張弁４４は、例えば、圧縮機２１が吸入する冷媒の過熱度が所定の
条件を満たすように制御される。
【１０１８】
　（４－２－２）室内ユニット３０
　第２実施形態の室内ユニット３０は、第１実施形態で説明した室内ユニット３０と同様
であるので、説明を省略する。
【１０１９】
　（４－２－３）第２実施形態の特徴
　以上の第２実施形態に係る空気調和装置１ａにおいても、第１実施形態に係る空気調和
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装置１と同様に、１，２－ジフルオロエチレンを含む冷媒が用いられているため、GWPを
十分に小さく抑えることが可能になっている。
【１０２０】
　ここで、１，２－ジフルオロエチレンを含む冷媒は可燃性冷媒であるが、本実施形態の
室外ユニット２０ａが備える室外電装品ユニット８は、室外ユニット２０ａを液側冷媒連
絡配管６およびガス側冷媒連絡配管５に接続するための液側閉鎖弁２９およびガス側閉鎖
弁２８よりも上方に配置されている。このため、液側閉鎖弁２９およびガス側閉鎖弁２８
の接続箇所から可燃性冷媒が漏洩することがあっても、室外電装品ユニット８に到達させ
にくく、室外ユニット２０ａの安全性を高めることができている。
【１０２１】
　（４－２－４）第２実施形態の変形例Ａ
　上記第２実施形態では、室内ユニットが１つだけ設けられている空気調和装置を例に挙
げて説明したが、空気調和装置としては、互いに並列に接続された複数の室内ユニットが
設けられていてもよい。
【１０２２】
　（４－３）第３実施形態
　以下、冷媒回路の概略構成図である図４Ｎ、概略制御ブロック構成図である図４Ｏを参
照しつつ、第３実施形態に係る熱交換ユニットとしての室内ユニットおよび熱交換ユニッ
トとしての室外ユニットとを備えた冷凍サイクル装置である空気調和装置１ｂについて説
明する。
【１０２３】
　以下、主として、第３実施形態の空気調和装置１ｂについて、第１実施形態の空気調和
装置１と異なる箇所を中心に説明する。
【１０２４】
　空気調和装置１ｂにおいても、冷媒回路１０には、蒸気圧縮式の冷凍サイクルを行うた
めの冷媒として、１，２－ジフルオロエチレンを含む混合冷媒であり、上述した冷媒Ａ～
Ｄのいずれかが充填されている。また、冷媒回路１０には、当該冷媒と共に、冷凍機油が
充填されている。
【１０２５】
　（４－３－１）室外ユニット２０ｂ
　第３実施形態に係る空気調和装置１ｂの室外ユニット２０ｂでは、上記第１実施形態に
おける室外ユニット２０が備える要素に加えて、低圧レシーバ２６、過冷却熱交換器４７
および過冷却回路４６が設けられている。
【１０２６】
　低圧レシーバ２６は、四路切換弁２２の接続ポートの１つから圧縮機２１の吸入側に至
るまでの間に設けられ、冷媒を溜めることができる容器である。なお、本実施形態におい
ては、圧縮機２１が有する付属のアキュムレータとは別に設けられている。
【１０２７】
　過冷却熱交換器４７は、室外膨張弁２４と液側閉鎖弁２９との間に設けられている。
【１０２８】
　過冷却回路４６は、室外膨張弁２４と過冷却熱交換器４７との間の主回路から分岐し、
四路切換弁２２の接続ポートの１つから低圧レシーバ２６に至るまでの途中の部分に合流
するように延びた回路である。過冷却回路４６の途中には、通過する冷媒を減圧させる過
冷却膨張弁４８が設けられている。過冷却回路４６を流れる冷媒であって、過冷却膨張弁
４８で減圧された冷媒は、過冷却熱交換器４７において、主回路側を流れる冷媒との間で
熱交換を行う。これにより、主回路側を流れる冷媒はさらに冷却され、過冷却回路４６を
流れる冷媒は蒸発する。
【１０２９】
　第３実施形態に係る空気調和装置１ｂの室外ユニット２０ｂの詳細構造について、図４
Ｐの外観斜視図、図４Ｑの分解斜視図、図４Ｒの平面視概略配置構成図、図４Ｓの正面視
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概略配置構成図を参照しつつ、以下に説明する。
【１０３０】
　空気調和装置１ｂの室外ユニット２０ｂは、下方から室外筐体８０内に空気を取り込ん
で上方から室外筐体８０外に空気を吹き出す上吹き型構造と呼ばれるものである。
【１０３１】
　室外筐体８０は、主として、左右方向に延びる一対の据付脚８２上に架け渡される底板
８３と、底板８３の角部から鉛直方向に延びる支柱８４と、前面パネル８１と、ファンモ
ジュール８５と、を有している。底板８３は、室外筐体８０の底面を形成しており、左側
の第１底板８３ａと右側の第２底板８３ｂとに分かれている。前面パネル８１は、ファン
モジュール８５の下方において、前面側の支柱８４間に架け渡されており、室外筐体８０
の前面を構成している。室外筐体８０内のうち、ファンモジュール８５の下方であって底
板８３上方の空間には、圧縮機２１、室外熱交換器２３、低圧レシーバ２６、四路切換弁
２２、室外膨張弁２４、過冷却熱交換器４７、過冷却膨張弁４８、過冷却回路４６、ガス
側閉鎖弁２８、液側閉鎖弁２９、室外ユニット制御部２７を備えた室外電装品ユニット８
等が配置されている。室外熱交換器２３は、室外筐体８０のファンモジュール８５の下方
の部分のうち、背面および左右両側面に面する平面視略Ｕ字形状であり、室外筐体８０の
背面および左右両側面を実質的に形成している。この室外熱交換器２３は、底板８３の左
側縁部、後側縁部、右側縁部の上に沿うように配置されている。第３実施形態の室外熱交
換器２３は、板厚方向に重ねて配置された複数の伝熱フィン２３ａと、複数の伝熱フィン
２３ａに貫通固定された複数の伝熱管２３ｂと、を有するクロスフィン式のフィン・アン
ド・チューブ型熱交換器である。
【１０３２】
　ファンモジュール８５は、室外熱交換器２３の上側に設けられており、室外ファン２５
と、図示しないベルマウス等を有している。室外ファン２５は、回転軸が鉛直方向になる
姿勢で配置されている。
【１０３３】
　ガス側閉鎖弁２８および液側閉鎖弁２９は、室外筐体８０の内部であって、ファンモジ
ュール８５の下方の空間のうち、圧縮機２１の上端近傍の高さ位置であって、左前方近傍
に配置されている。なお、本実施形態のガス側閉鎖弁２８は、ガス側冷媒連絡配管５に対
してロウ付け接続される。本実施形態の液側閉鎖弁２９は、液側冷媒連絡配管６に対して
ロウ付け接続される。
【１０３４】
　室外電装品ユニット８は、室外筐体８０の内部であって、ファンモジュール８５の下方
の空間のうち、圧縮機２１よりも上方であって前側に配置されており、前面パネル８１の
右側部分に対して固定されている。室外電装品ユニット８の下端部は、ガス側閉鎖弁２８
および液側閉鎖弁２９のいずれよりも上方に配置されている。
【１０３５】
　以上の構造により、室外ファン２５が形成させる空気流れは、室外熱交換器２３の周囲
から室外熱交換器２３を通過して室外筐体８０内部に流入し、室外筐体８０の上端面にお
いて上下方向に貫通するように設けられた吹出口８６を介して、上方に吹き出される。
【１０３６】
　（４－３－２）第１室内ユニット３０および第２室内ユニット３５
　また、第３実施形態に係る空気調和装置１ｂでは、上記第１実施形態における室内ユニ
ット３０の代わりに、互いに並列に設けられた第１室内ユニット３０および第２室内ユニ
ット３５を有している。
【１０３７】
　第１室内ユニット３０は、上記第１実施形態における室内ユニット３０と同様に、第１
室内熱交換器３１と、第１室内ファン３２と、第１室内液側接続部１１と、第１室内ガス
側接続部１３と、第１室内ユニット制御部３４を備えた第１室内電装品ユニットが設けら
れており、さらに、第１室内膨張弁３３が設けられている。第１室内液側接続部１１は、
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第１室内熱交換器３１の液側と液側冷媒連絡配管６とを接続するように延びた第１室内液
側冷媒配管１２の端部に設けられている。第１室内ガス側接続部１３は、第１室内熱交換
器３１のガス側とガス側冷媒連絡配管５とを接続するように延びた第１室内ガス側冷媒配
管１４の端部に設けられている。第１室内膨張弁３３は、第１室内液側冷媒配管１２の途
中に設けられており、弁開度が制御可能である。ここでも、第１実施形態と同様に、第１
室内電装品ユニットは、第１室内液側接続部１１および第１室内ガス側接続部１３よりも
上方に配置されている。
【１０３８】
　第２室内ユニット３５は、第１室内ユニット３０と同様であり、第２室内熱交換器３６
と第２室内ファン３７と、第２室内液側接続部１５と、第２室内ガス側接続部１７と、第
２室内ユニット制御部３９を備えた第２室内電装品ユニットが設けられており、さらに、
第２室内膨張弁３８が設けられている。第２室内液側接続部１５は、第２室内熱交換器３
６の液側と液側冷媒連絡配管６とを接続するように延びた第２室内液側冷媒配管１６の端
部に設けられている。第２室内ガス側接続部１７は、第２室内熱交換器３６のガス側とガ
ス側冷媒連絡配管５とを接続するように延びた第２室内ガス側冷媒配管１８の端部に設け
られている。第２室内膨張弁３８は、第２室内液側冷媒配管１６の途中に設けられており
、弁開度が制御可能である。ここでも、第２室内電装品ユニットは、第２室内液側接続部
１５および第２室内ガス側接続部１７よりも上方に配置されている。
【１０３９】
　なお、第３実施形態のコントローラ７は、室外ユニット制御部２７と、第１室内ユニッ
ト制御部３４と、第２室内ユニット制御部３９と、が互いに通信可能に接続されて構成さ
れている。
【１０４０】
　以上の空気調和装置１ｂでは、冷房運転モードでは、室外膨張弁２４は、室外熱交換器
２３の液側出口を通過する冷媒の過冷却度が所定条件を満たすように制御される。また、
冷房運転モードでは、過冷却膨張弁４８は、圧縮機２１が吸入する冷媒の過熱度が所定の
条件を満たすように制御される。なお、冷房運転モードでは、第１室内膨張弁３３および
第２室内膨張弁３８は、全開状態に制御される。
【１０４１】
　また、暖房運転モードでは、第１室内膨張弁３３は、第１室内熱交換器３１の液側出口
を通過する冷媒の過冷却度が所定条件を満たすように制御される。第２室内膨張弁３８も
同様に、第２室内熱交換器３６の液側出口を通過する冷媒の過冷却度が所定条件を満たす
ように制御される。また、暖房運転モードでは、室外膨張弁４５は、圧縮機２１が吸入す
る冷媒の過熱度が所定の条件を満たすように制御される。なお、暖房運転モードでは、過
冷却膨張弁４８は、圧縮機２１が吸入する冷媒の過熱度が所定の条件を満たすように制御
される。
【１０４２】
　（４－３－３）第３実施形態の特徴
　以上の第３実施形態に係る空気調和装置１ｂにおいても、第１実施形態に係る空気調和
装置１と同様に、１，２－ジフルオロエチレンを含む冷媒が用いられているため、GWPを
十分に小さく抑えることが可能になっている。
【１０４３】
　ここで、１，２－ジフルオロエチレンを含む冷媒は可燃性冷媒であるが、本実施形態の
室外ユニット２０ｂが備える室外電装品ユニット８は、室外ユニット２０ｂを液側冷媒連
絡配管６およびガス側冷媒連絡配管５に接続するための液側閉鎖弁２９およびガス側閉鎖
弁２８よりも上方に配置されている。このため、液側閉鎖弁２９およびガス側閉鎖弁２８
の接続箇所から可燃性冷媒が漏洩することがあっても、室外電装品ユニット８に到達させ
にくく、室外ユニット２０ｂの安全性を高めることができている。
【１０４４】
　また、本実施形態の第１室内ユニット３０が備える第１室内電装品ユニットについても
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、第１室内液側接続部１１および第１室内ガス側接続部１３よりも上方に配置されている
。このため、第１室内液側接続部１１および第１室内ガス側接続部１３の接続箇所から可
燃性冷媒が漏洩することがあっても、漏洩冷媒が第１室内電装品ユニットに到達しにくく
、第１室内ユニット３０の安全性を高めることができている。同様に、第２室内ユニット
３５が備える第２室内電装品ユニットについても、第２室内液側接続部１５および第２室
内ガス側接続部１７よりも上方に配置されている。このため、第２室内液側接続部１５お
よび第２室内ガス側接続部１７の接続箇所から可燃性冷媒が漏洩することがあっても、漏
洩冷媒が第２室内電装品ユニットに到達しにくく、第２室内ユニット３５の安全性を高め
ることができている。
【１０４５】
　（４－４）第４実施形態
　以下、冷媒回路の概略構成図である図４Ｔ、概略制御ブロック構成図である図４Ｕを参
照しつつ、第４実施形態に係る熱交換ユニットとしての冷温水供給ユニットおよび熱交換
ユニットとしての室外ユニットとを備えた冷凍サイクル装置である冷温水供給装置１ｃに
ついて説明する。
【１０４６】
　以下、主として、第４実施形態の冷温水供給装置１ｃについて、第１実施形態の空気調
和装置１と異なる箇所を中心に説明する。
【１０４７】
　冷温水供給装置１ｃは、冷水または温水を得て、室内の床に設置されている床冷暖房パ
ネル２５１、２５２、２５３に対して供給することで、室内の床を冷却もしくは暖めるた
めの装置である。
【１０４８】
　冷温水供給装置１ｃにおいても、冷媒回路１０には、蒸気圧縮式の冷凍サイクルを行う
ための冷媒として、１，２－ジフルオロエチレンを含む混合冷媒であり、上述した冷媒Ａ
～Ｄのいずれかが充填されている。また、冷媒回路１０には、当該冷媒と共に、冷凍機油
が充填されている。
【１０４９】
　（４－４－１）室外ユニット２０
　冷温水供給装置１ｃの室外ユニット２０は、第１実施形態において説明した室外ユニッ
ト２０と同様であるため、説明を省略する。
【１０５０】
　（４－４－２）冷温水供給ユニット３０ｂ
　冷温水供給ユニット３０ｂは、対象空間である室内の床面を冷却または暖めるために用
いられるものであり、液側冷媒連絡配管６およびガス側冷媒連絡配管５を介して室外ユニ
ット２０と接続されており、冷媒回路１０の一部を構成している。
【１０５１】
　冷温水供給ユニット３０ｂは、水熱交換器２３１と、ポンプ２３２と、タンク２３３、
室内液側接続部１１と、室内ガス側接続部１３と、戻りヘッダ２３６と、行きヘッダ２３
５と、室内筐体２３７と、冷温水電装品ユニット９ａ等を有している。
【１０５２】
　水熱交換器２３１は、内部を流れる冷媒と、水回路２１０を流れる水との間で熱交換を
行わせる。水熱交換器２３１は、液冷媒側が、室内液側冷媒配管１２および室内液側接続
部１１を介して液側冷媒連絡配管６とフレア接続され、ガス冷媒側が、室内ガス側冷媒配
管１４および室内ガス側接続部１３を介してガス側冷媒連絡配管５とフレア接続されてい
る。水熱交換器２３１は、冷房運転時には冷凍サイクルにおける低圧の冷媒の蒸発器とし
て機能し、水回路２１０を流れる水を冷却し、暖房運転時には冷凍サイクルにおける高圧
の冷媒の凝縮器として機能して、水回路２１０を流れる水を加熱する。
【１０５３】
　ポンプ２３２は、水回路２１０内の水を、戻りヘッダ２３６、水熱交換器２３１の水流
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路、タンク２３３、行きヘッダ２３５、床冷暖房パネル２５１、２５２、２５３に循環さ
せるための水流れを生じさせる。ポンプ２３２は、図示しないモータによって回転駆動さ
れる。
【１０５４】
　タンク２３３は、水熱交換器２３１において温度調節された冷水または温水が蓄えられ
る。
【１０５５】
　行きヘッダ２３５は、ポンプ２３２から送られてきた冷温水を、複数の床冷暖房パネル
２５１、２５２、２５３が有する水循環パイプ２５１ａ、２５２ａ、２５３ａのそれぞれ
に分岐して流す。行きヘッダ２３５は、水循環パイプ２５１ａ、２５２ａ、２５３ａの端
部のそれぞれと接続される複数の行き接続部２３５ａを有している。
【１０５６】
　戻りヘッダ２３６は、複数の床冷暖房パネル２５１、２５２、２５３が有する水循環パ
イプ２５１ａ、２５２ａ、２５３ａのそれぞれを流れた水を合流させ、再び、水熱交換器
２３１に供給する。戻りヘッダ２３６は、水循環パイプ２５１ａ、２５２ａ、２５３ａの
他端のそれぞれと接続される複数の戻り接続部２３６ａを有している。
【１０５７】
　冷温水電装品ユニット９ａは、冷温水供給ユニット３０ｂを構成する各部の動作を制御
する冷温水供給ユニット制御部２３４を備えている。冷温水供給ユニット制御部２３４は
、具体的には、複数の床冷暖房パネル２５１、２５２、２５３における温度調節負荷に応
じてポンプの流量制御を行う。
【１０５８】
　室内筐体２３７は、図４Ｖに示すように、内部に、水熱交換器２３１や冷温水電装品ユ
ニット９ａ等を収容した箱状体である。具体的には、室内筐体２３７の内部のうち、上方
の空間に冷温水電装品ユニット９ａが配置されている。室内筐体２３７の下方には、行き
ヘッダ２３５が有する複数の行き接続部２３５ａと、戻りヘッダ２３６が有する複数の戻
り接続部２３６ａが位置している。さらに、室内筐体２３７の下方からは、室内液側冷媒
配管１２および室内ガス側冷媒配管１４が延びだしており、室内液側冷媒配管１２の下端
には室内液側接続部１１が位置し、室内ガス側冷媒配管１４の下端には室内ガス側接続部
１３が位置している。
【１０５９】
　（４－４－３）第４実施形態の特徴
　上述の冷温水供給装置１ｃでは、１，２－ジフルオロエチレンを含む冷媒が用いられて
いるため、GWPを十分に小さく抑えることが可能になっている。
【１０６０】
　ここで、１，２－ジフルオロエチレンを含む冷媒は可燃性冷媒であるが、本実施形態の
冷温水供給ユニット３０ｂが備える冷温水電装品ユニット９ａは、冷温水供給ユニット３
０ｂを液側冷媒連絡配管６およびガス側冷媒連絡配管５に接続するための室内液側接続部
１１および室内ガス側接続部１３よりも上方に配置されている。このため、室内液側接続
部１１および室内ガス側接続部１３の接続箇所から可燃性冷媒が漏洩することがあっても
、漏洩冷媒が冷温水電装品ユニット９ａに到達しにくく、冷温水供給ユニット３０ｂの安
全性を高めることができている。
【１０６１】
　（４－４－４）第４実施形態の変形例Ａ
　上記第４実施形態では、水熱交換器２３１において冷媒との熱交換で得られた冷温水を
床冷暖房パネル２５１、２５２、２５３に供給することで、室内の床を冷却もしくは暖め
る冷温水供給装置１ｃを例に挙げて説明した。
【１０６２】
　これに対して、図４Ｗ、図４Ｘに示すように、貯湯ユニット３０ｃと室外ユニット２０
が液側冷媒連絡配管６とガス側冷媒連絡配管５を介して接続されて構成される貯湯装置１
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ｄにおいて、水熱交換器２３１を用いて温水を供給するようにしてもよい。
【１０６３】
　具体的には、貯湯ユニット３０ｃの貯湯筐体３２７には、水熱交換器３３１と、ポンプ
３３２と、貯湯タンク３３３と、混合弁３３８と、水入口３３６と、水出口３３５と、貯
湯電装品ユニット９ｂ等が収容されている。なお、室外ユニット２０は、第４実施形態等
と同様である。
【１０６４】
　水熱交換器３３１は、上記第４実施形態の水熱交換器２３１と同様に、室外ユニット２
０と液側冷媒連絡配管６とガス側冷媒連絡配管５を循環する冷媒と、貯湯ユニット３０ｃ
内に収容されている水回路３１０を循環する水と、の間で熱交換を行わせる。
【１０６５】
　水回路３１０は、タンク３３３、タンク３３３の下端から水熱交換器３３１の水流路の
入口まで延びておりポンプ３３２が設けられた水往き管と、水熱交換器３３１の水流路の
出口とタンク３３３の上端とを接続する水戻り管と、を有しおり、内部を水が循環してい
る。
【１０６６】
　貯湯タンク３３３には、下端から、水入口３３６介して水入口管を流れた市水が供給さ
れる。貯湯タンク３３３の上端からは、水熱交換器３３１で得られて蓄えられているお湯
が、水出口管を流れて水出口３３５に向けて送られる。水入口管と水出口管とはバイパス
管によって接続されており、水出口管とバイパス管の連結箇所には混合弁３３８が設けら
れており、市水とお湯の混合が可能となっている。
【１０６７】
　水熱交換器３３１の液冷媒側の室内液側冷媒配管１２の先端に設けられている室内液側
接続部１１は、貯湯筐体３２７の下方に位置している。水熱交換器３３１のガス冷媒側の
室内ガス側冷媒配管１４の先端に設けられている室内ガス側接続部１３も、貯湯筐体３２
７の下方に位置している。
【１０６８】
　貯湯ユニット３０ｃには、ポンプ３３２の駆動制御を行う貯湯ユニット制御部３３４を
備えた貯湯電装品ユニット９ｂが設けられている。貯湯電装品ユニット９ｂは、貯湯筐体
３２７の内部の上方の空間に設置されており、室内ガス側接続部１３および室内液側接続
部１１よりも上方に位置している。
【１０６９】
　以上の貯湯ユニット３０ｃにおいても、貯湯電装品ユニット９ｂは室内ガス側接続部１
３および室内液側接続部１１よりも上方に配置されているため、室内ガス側接続部１３や
室内液側接続部１１から冷媒が漏洩することがあっても、貯湯電装品ユニット９ｂに到達
しにくく、貯湯ユニット３０ｃの安全性を高めることができている。
【１０７０】
　（５）第５グループの技術の実施形態
　（５－１）第１実施形態
　以下、冷媒回路の概略構成図である図５Ａ、概略制御ブロック構成図である図５Ｂを参
照しつつ、第１実施形態に係る冷凍サイクル装置としての空気調和装置１について説明す
る。
【１０７１】
　空気調和装置１は、蒸気圧縮式の冷凍サイクルを行うことで、対象空間の空気を調和さ
せる装置である。
【１０７２】
　空気調和装置１は、主として、室外ユニット２０と、第１室内ユニット３０と、第２室
内ユニット３５と、室外ユニット２０に対して第１室内ユニット３０および第２室内ユニ
ット３５を並列に接続する液側冷媒連絡配管６およびガス側冷媒連絡配管５と、入力装置
および出力装置としての図示しないリモコンと、空気調和装置１の動作を制御するコント
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ローラ７と、を有している。
【１０７３】
　空気調和装置１では、冷媒回路１０内に封入された冷媒が、圧縮され、冷却又は凝縮さ
れ、減圧され、加熱又は蒸発された後に、再び圧縮される、という冷凍サイクルが行われ
る。本実施形態では、冷媒回路１０には、蒸気圧縮式の冷凍サイクルを行うための冷媒が
充填されている。当該冷媒は、１，２－ジフルオロエチレンを含む混合冷媒であり、上述
した冷媒Ａ～Ｄのいずれかを用いることができる。また、冷媒回路１０には、当該混合冷
媒と共に、冷凍機油が充填されている。
【１０７４】
　（５－１－１）室外ユニット２０
　室外ユニット２０は、液側冷媒連絡配管６およびガス側冷媒連絡配管５を介して室内ユ
ニット３０と接続されており、冷媒回路１０の一部を構成している。室外ユニット２０は
、主として、圧縮機２１と、四路切換弁２２と、室外熱交換器２３と、過冷却熱交換器４
７と、吸入インジェクション配管４０と、過冷却膨張弁４８と、室外膨張弁２４と、室外
ファン２５と、低圧レシーバ４１と、液側閉鎖弁２９と、ガス側閉鎖弁２８と、を有して
いる。
【１０７５】
　圧縮機２１は、冷凍サイクルにおける低圧の冷媒を高圧になるまで圧縮する機器である
。ここでは、圧縮機２１として、ロータリ式やスクロール式等の容積式の圧縮要素（図示
省略）が圧縮機モータによって回転駆動される密閉式構造の圧縮機が使用されている。圧
縮機モータは、容量を変化させるためのものであり、インバータにより運転周波数の制御
が可能である。なお、圧縮機２１には、吸入側において、図示しない付属アキュムレータ
が設けられている（なお、当該付属アキュムレータの内容積は、低圧レシーバ、中間圧レ
シーバ、高圧レシーバのような冷媒容器より小さく、好ましくは半分以下である）。
【１０７６】
　四路切換弁２２は、接続状態を切り換えることで、圧縮機２１の吐出側と室外熱交換器
２３とを接続しつつ圧縮機２１の吸入側とガス側閉鎖弁２８とを接続する冷房運転接続状
態と、圧縮機２１の吐出側とガス側閉鎖弁２８とを接続しつつ圧縮機２１の吸入側と室外
熱交換器２３とを接続する暖房運転接続状態と、を切り換えることができる。
【１０７７】
　室外熱交換器２３は、冷房運転時には冷凍サイクルにおける高圧の冷媒の凝縮器として
機能し、暖房運転時には冷凍サイクルにおける低圧の冷媒の蒸発器として機能する熱交換
器である。
【１０７８】
　室外膨張弁２４は、冷媒回路１０における室外熱交換器２３の液側出口から液側閉鎖弁
２９までの間に設けられている。室外膨張弁２４は、弁開度を調節可能な電動膨張弁であ
る。
【１０７９】
　吸入インジェクション配管４０は、冷媒回路１０の主回路のうち室外膨張弁２４から液
側閉鎖弁２９までの間の分岐部分から分岐しており、四路切換弁２２の接続ポートの１つ
から低圧レシーバ４１に至るまでの間の合流箇所に合流するように設けられている。吸入
インジェクション配管４０には、過冷却膨張弁４８が設けられている。過冷却膨張弁４８
は、弁開度を調節可能な電動膨張弁である。
【１０８０】
　過冷却熱交換器４７は、冷媒回路１０において室外膨張弁２４から液側閉鎖弁２９まで
の間の部分を流れる冷媒と、吸入インジェクション配管４０において過冷却膨張弁４８の
合流箇所側を流れる冷媒と、の間で熱交換を行わせる熱交換器である。本実施形態では、
過冷却熱交換器４７は、室外膨張弁２４から液側閉鎖弁２９までの間の部分であって、吸
入インジェクション配管４０の分岐部分よりも液側閉鎖弁２９側に設けられている。
【１０８１】
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　室外ファン２５は、室外ユニット２０内に室外の空気を吸入して、室外熱交換器２３に
おいて冷媒と熱交換させた後に、外部に排出するための空気流れを生じさせる。室外ファ
ン２５は、室外ファンモータによって回転駆動される。
【１０８２】
　低圧レシーバ４１は、圧縮機２１の吸入側と四路切換弁２２の接続ポートの１つとの間
に設けられており、冷媒回路１０における余剰冷媒を液冷媒として貯留することが可能な
冷媒容器である。また、圧縮機２１には、図示しない付属のアキュムレータが設けられて
おり、低圧レシーバ４１は、当該付属のアキュムレータの下流側に接続されている。
【１０８３】
　液側閉鎖弁２９は、室外ユニット２０における液側冷媒連絡配管６との接続部分に配置
された手動弁である。
【１０８４】
　ガス側閉鎖弁２８は、室外ユニット２０におけるとガス側冷媒連絡配管５との接続部分
に配置された手動弁である。
【１０８５】
　室外ユニット２０は、室外ユニット２０を構成する各部の動作を制御する室外ユニット
制御部２７を有している。室外ユニット制御部２７は、ＣＰＵやメモリ等を含むマイクロ
コンピュータを有している。室外ユニット制御部２７は、各室内ユニット３０の室内ユニ
ット制御部３４と通信線を介して接続されており、制御信号等の送受信を行う。
【１０８６】
　室外ユニット２０には、吐出圧力センサ６１、吐出温度センサ６２、吸入圧力センサ６
３、吸入温度センサ６４、室外熱交温度センサ６５、外気温度センサ６６、過冷却温度セ
ンサ６７等が設けられている。これらの各センサは、室外ユニット制御部２７と電気的に
接続されており、室外ユニット制御部２７に対して検出信号を送信する。吐出圧力センサ
６１は、圧縮機２１の吐出側と四路切換弁２２の接続ポートの１つとを接続する吐出配管
を流れる冷媒の圧力を検出する。吐出温度センサ６２は、吐出配管を流れる冷媒の温度を
検出する。吸入圧力センサ６３は、圧縮機２１の吸入側と低圧レシーバ４１とを接続する
吸入配管を流れる冷媒の圧力を検出する。吸入温度センサ６４は、吸入配管を流れる冷媒
の温度を検出する。室外熱交温度センサ６５は、室外熱交換器２３のうち四路切換弁２２
が接続されている側とは反対側である液側の出口を流れる冷媒の温度を検出する。外気温
度センサ６６は、室外熱交換器２３を通過する前の屋外の空気温度を検出する。過冷却温
度センサ６７は、冷媒回路１０の主回路において過冷却熱交換器４７と第２室外膨張弁４
５との間を流れる冷媒の温度を検出する。
【１０８７】
　（５－１－２）第１室内ユニット３０および第２室内ユニット３５
　第１室内ユニット３０および第２室内ユニット３５は、いずれも、同一または異なる対
象空間である室内の壁面や天井等に設置されている。第１室内ユニット３０および第２室
内ユニット３５は、液側冷媒連絡配管６およびガス側冷媒連絡配管５を介して室外ユニッ
ト２０と接続されており、冷媒回路１０の一部を構成している。
【１０８８】
　第１室内ユニット３０は、第１室内熱交換器３１と、第１室内膨張弁３３と、第１室内
ファン３２と、を有している。
【１０８９】
　第１室内熱交換器３１は、液側が、液側冷媒連絡配管６と接続され、ガス側端が、ガス
側冷媒連絡配管５とを接続されている。第１室内熱交換器３１は、冷房運転時には冷凍サ
イクルにおける低圧の冷媒の蒸発器として機能し、暖房運転時には冷凍サイクルにおける
高圧の冷媒の凝縮器として機能する熱交換器である。
【１０９０】
　第１室内膨張弁３３は、第１室内熱交換器３１の液冷媒側の冷媒配管に設けられた弁開
度を調節可能な電動膨張弁である。
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【１０９１】
　第１室内ファン３２は、第１室内ユニット３０内に室内の空気を吸入して、第１室内熱
交換器３１において冷媒と熱交換させた後に、外部に排出するための空気流れを生じさせ
る。第１室内ファン３２は、室内ファンモータによって回転駆動される。
【１０９２】
　また、第１室内ユニット３０は、第１室内ユニット３０を構成する各部の動作を制御す
る第１室内ユニット制御部３４を有している。第１室内ユニット制御部３４は、ＣＰＵや
メモリ等を含むマイクロコンピュータを有している。第１室内ユニット制御部３４は、第
２室内ユニット制御部３９および室外ユニット制御部２７と通信線を介して接続されてお
り、制御信号等の送受信を行う。
【１０９３】
　第１室内ユニット３０には、第１室内液側熱交温度センサ７１、第１室内空気温度セン
サ７２、第１室内ガス側熱交温度センサ７３等が設けられている。これらの各センサは、
第１室内ユニット制御部３４と電気的に接続されており、第１室内ユニット制御部３４に
対して検出信号を送信する。第１室内液側熱交温度センサ７１は、第１室内熱交換器３１
の液冷媒側の出口を流れる冷媒の温度を検出する。第１室内空気温度センサ７２は、第１
室内熱交換器３１を通過する前の室内の空気温度を検出する。第１室内ガス側熱交温度セ
ンサ７３は、第１室内熱交換器３１のガス冷媒側の出口を流れる冷媒の温度を検出する。
【１０９４】
　第２室内ユニット３５は、第２室内熱交換器３６と、第２室内膨張弁３８と、第２室内
ファン３７と、を有している。
【１０９５】
　第２室内熱交換器３６は、液側が、液側冷媒連絡配管６と接続され、ガス側端が、ガス
側冷媒連絡配管５とを接続されている。第２室内熱交換器３６は、冷房運転時には冷凍サ
イクルにおける低圧の冷媒の蒸発器として機能し、暖房運転時には冷凍サイクルにおける
高圧の冷媒の凝縮器として機能する熱交換器である。
【１０９６】
　第２室内膨張弁３８は、第２室内熱交換器３６の液冷媒側の冷媒配管に設けられた弁開
度を調節可能な電動膨張弁である。
【１０９７】
　第２室内ファン３７は、第２室内ユニット３５内に室内の空気を吸入して、第２室内熱
交換器３６において冷媒と熱交換させた後に、外部に排出するための空気流れを生じさせ
る。第２室内ファン３７は、室内ファンモータによって回転駆動される。
【１０９８】
　また、第２室内ユニット３５は、第２室内ユニット３５を構成する各部の動作を制御す
る第２室内ユニット制御部３９を有している。第２室内ユニット制御部３９は、ＣＰＵや
メモリ等を含むマイクロコンピュータを有している。第２室内ユニット制御部３９、第１
室内ユニット制御部３４および室外ユニット制御部２７と通信線を介して接続されており
、制御信号等の送受信を行う。
【１０９９】
　第２室内ユニット３５には、第２室内液側熱交温度センサ７５、第２室内空気温度セン
サ７６、第２室内ガス側熱交温度センサ７７等が設けられている。これらの各センサは、
第２室内ユニット制御部３９と電気的に接続されており、第２室内ユニット制御部３９に
対して検出信号を送信する。第２室内液側熱交温度センサ７５は、第２室内熱交換器３６
の液冷媒側の出口を流れる冷媒の温度を検出する。第２室内空気温度センサ７６は、第２
室内熱交換器３６を通過する前の室内の空気温度を検出する。第２室内ガス側熱交温度セ
ンサ７７は、第２室内熱交換器３６のガス冷媒側の出口を流れる冷媒の温度を検出する。
【１１００】
　（５－１－３）コントローラ７の詳細
　空気調和装置１では、室外ユニット制御部２７と第１室内ユニット制御部３４と第２室
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内ユニット制御部３９とが通信線を介して接続されることで、空気調和装置１の動作を制
御するコントローラ７が構成されている。
【１１０１】
　コントローラ７は、主として、ＣＰＵ（中央演算処理装置）と、ＲＯＭやＲＡＭ等のメ
モリを有している。なお、コントローラ７による各種処理や制御は、室外ユニット制御部
２７および／又は第１室内ユニット制御部３４および／又は第２室内ユニット制御部３９
に含まれる各部が一体的に機能することによって実現されている。
【１１０２】
　（５－１－４）運転モード
　以下、運転モードについて説明する。
【１１０３】
　運転モードとしては、冷房運転モードと暖房運転モードとが設けられている。
【１１０４】
　コントローラ７は、リモコン等から受け付けた指示に基づいて、冷房運転モードか暖房
運転モードかを判断し、実行する。
【１１０５】
　（５－１－４－１）冷房運転モード
　空気調和装置１では、冷房運転モードでは、圧縮機２１は、例えば、冷媒回路１０にお
ける冷媒の蒸発温度が目標蒸発温度になるように、運転周波数が容量制御される。ここで
、目標蒸発温度は、各室内ユニット３０、３５において設定温度と室内温度との差分が最
も大きいもの（負荷が最も大きな室内ユニット）に応じて定めることが好ましい。
【１１０６】
　圧縮機２１から吐出されたガス冷媒は、四路切換弁２２を介して、室外熱交換器２３に
おいて凝縮する。室外熱交換器２３を流れた冷媒は、室外膨張弁２４を通過する。なお、
この場合には、室外膨張弁２４は、全開状態となるように制御されている。
【１１０７】
　室外膨張弁２４を通過した冷媒は、一部が液側閉鎖弁２９側に向けて流れ、他の一部が
、吸入インジェクション配管４０に分岐して流れる。吸入インジェクション配管４０に分
岐して流れた冷媒は、過冷却膨張弁４８において減圧される。過冷却熱交換器４７では、
室外膨張弁２４から液側閉鎖弁２９側に向けて流れる冷媒と、過冷却膨張弁４８において
減圧された吸入インジェクション配管４０を流れる冷媒と、が熱交換される。吸入インジ
ェクション配管４０を流れる冷媒は、過冷却熱交換器４７での熱交換を終えた後、四路切
換弁２２の接続ポートの１つから低圧レシーバ４１に至るまでの間の合流箇所に合流する
ように流れる。また、過冷却膨張弁４８の弁開度は、冷媒回路１０のうち過冷却熱交換器
４７を通過した後の冷媒の過冷却度が所定の目標値になる等の所定条件を満たすように制
御される。
【１１０８】
　室外膨張弁２４から液側閉鎖弁２９側に向けて流れる冷媒は、過冷却熱交換器４７での
熱交換を終えた後、液側閉鎖弁２９を介して、液側冷媒連絡配管６を流れ、第１室内ユニ
ット３０および第２室内ユニット３５に送られる。
【１１０９】
　ここで、第１室内ユニット３０では、第１室内膨張弁３３は、例えば、第１室内熱交換
器３１のガス側出口を流れる冷媒の過熱度が目標値になる等の所定条件を満たすように、
弁開度が制御される。また、第２室内ユニット３５の第２室内膨張弁３８も、第１室内膨
張弁３３と同様に、例えば、第２室内熱交換器３６のガス側出口を流れる冷媒の過熱度が
目標値になる等の所定条件を満たすように、弁開度が制御される。また、第１室内膨張弁
３３と第２室内膨張弁３８は、いずれも、吸入温度センサ６４の検出温度から吸入圧力セ
ンサ６３の検出圧力に相当する冷媒の飽和温度を差し引くことで得られる冷媒の過熱度が
目標値になる等の所定条件を満たすように、弁開度が制御されてもよい。さらに、第１室
内膨張弁３３および第２室内膨張弁３８の弁開度制御の手法は、特に限定されず、例えば
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、圧縮機２１から吐出される冷媒の吐出温度が所定温度となるように制御されてもよいし
、圧縮機２１から吐出される冷媒の過熱度が所定条件を満たすように制御されてもよい。
【１１１０】
　第１室内膨張弁３３で減圧された冷媒は第１室内熱交換器３１において蒸発し、第２室
内膨張弁３８で減圧された冷媒は第２室内熱交換器３６において蒸発し、合流した後、ガ
ス側冷媒連絡配管５に流れていく。ガス側冷媒連絡配管５を流れた冷媒は、ガス側閉鎖弁
２８、四路切換弁２２を経て、吸入インジェクション配管４０を流れた冷媒と合流する。
合流した冷媒は、低圧レシーバ４１を経て、再び、圧縮機２１に吸入される。なお、低圧
レシーバ４１では、第１室内熱交換器３１、第２室内熱交換器３６、過冷却熱交換器４７
において蒸発しきれなかった液冷媒が余剰冷媒として貯留される。
【１１１１】
　（５－１－４－２）暖房運転モード
　空気調和装置１では、暖房運転モードでは、圧縮機２１は、例えば、冷媒回路１０にお
ける冷媒の凝縮温度が、目標凝縮温度になるように、運転周波数が容量制御される。ここ
で、目標凝縮温度は、各室内ユニット３０、３５において設定温度と室内温度との差分が
最も大きいもの（負荷が最も大きな室内ユニット）に応じて定めることが好ましい。
【１１１２】
　圧縮機２１から吐出されたガス冷媒は、四路切換弁２２、ガス側冷媒連絡配管５を流れ
た後、一部の冷媒が、第１室内ユニット３０の第１室内熱交換器３１のガス側端に流入し
、第１室内熱交換器３１において凝縮し、他の一部の冷媒が、第２室内ユニット３５の第
２室内熱交換器３６のガス側端に流入し、第２室内熱交換器３６において凝縮する。
【１１１３】
　なお、第１室内ユニット３０の第１室内膨張弁３３は、第１室内熱交換器３１の液側を
流れる冷媒の過冷却度が所定の目標値になる等の所定条件を満たすように、弁開度が制御
される。第２室内ユニット３５の第２室内膨張弁３８についても同様に、第２室内熱交換
器３６の液側を流れる冷媒の過冷却度が所定の目標値になる等の所定条件を満たすように
、弁開度が制御される。
【１１１４】
　第１室内膨張弁３３で減圧された冷媒および第２室内膨張弁３８で減圧された冷媒は、
合流し、液側冷媒連絡配管６を流れて、室外ユニット２０に流入する。
【１１１５】
　室外ユニット２０の液側閉鎖弁２９を通過した冷媒は、過冷却熱交換器４７を流れた後
、室外膨張弁２４において減圧される。ここで、室外膨張弁２４は、例えば、圧縮機２１
の吸入側を流れる冷媒の過熱度が目標値になる等の所定条件を満たすように、弁開度が制
御される。なお、室外膨張弁２４の弁開度制御の手法は、特に限定されず、例えば、圧縮
機２１から吐出される冷媒の吐出温度が所定温度となるように制御されてもよいし、圧縮
機２１から吐出される冷媒の過熱度が所定条件を満たすように制御されてもよい。
【１１１６】
　なお、暖房運転モードでは、吸入インジェクション配管４０に設けられた過冷却膨張弁
４８は全閉状態に制御されるため、吸入インジェクション配管４０には冷媒は流れず、過
冷却熱交換器４７における熱交換も行われない。
【１１１７】
　室外膨張弁２４で減圧された冷媒は、室外熱交換器２３において蒸発し、四路切換弁２
２および低圧レシーバ４１を経て、再び、圧縮機２１に吸入される。なお、低圧レシーバ
４１では、室外熱交換器２３において蒸発しきれなかった液冷媒が余剰冷媒として貯留さ
れる。
【１１１８】
　（５－１－５）第１実施形態の特徴
　上述の空気調和装置１では、１，２－ジフルオロエチレンを含む冷媒が用いられている
ため、GWPを十分に小さく抑えることが可能になっている。
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【１１１９】
　また、空気調和装置１では、吸入インジェクション配管４０によって、圧縮機２１に吸
入される冷媒の温度を低下させることが可能となるため、冷凍サイクルにおける運転効率
を向上させることが可能になる。
【１１２０】
　（５－１－６）第１実施形態の変形例Ａ
　上記第１実施形態では、複数の室内ユニットが並列に接続された空気調和装置を例に挙
げて説明したが、空気調和装置としては、１つの室内ユニットが直列に接続されたもので
あってもよい。
【１１２１】
　（５－１－７）第１実施形態の変形例Ｂ
　上記第１実施形態では、冷媒を過冷却熱交換器４７に流した後に圧縮機２１の吸入側に
送る吸入インジェクション配管４０を備えた空気調和装置１を例に挙げて説明した。
【１１２２】
　これに対して、空気調和装置としては、例えば、図５Ｃに示すように、冷媒をエコノマ
イザ熱交換器４７ａに流した後に圧縮機２１ａの中間圧の領域に送るエコノマイザインジ
ェクション配管４０ａを備えた空気調和装置１ａであってもよい。
【１１２３】
　エコノマイザインジェクション配管４０ａは、冷媒回路１０の主回路のうち室外膨張弁
２４から液側閉鎖弁２９との間の部分から分岐し、圧縮機２１ａの中間圧の領域にまで延
びた配管である。エコノマイザインジェクション配管４０ａの途中には、弁開度を制御可
能なエコノマイザ膨張弁４８ａが設けられている。
【１１２４】
　エコノマイザ熱交換器４７ａは、冷媒回路１０の主回路から分岐してエコノマイザイン
ジェクション配管４０ａを流れる冷媒であって、エコノマイザ膨張弁４８ａにおいて減圧
された後の冷媒と、冷媒回路１０の主回路において室外膨張弁２４から液側閉鎖弁２９ま
での間を流れる冷媒との間で熱交換を行わせる熱交換器である。
【１１２５】
　圧縮機２１ａは、特に限定されないが、例えば、図５Ｄに示すような、スクロール圧縮
機を用いることができる。
【１１２６】
　この圧縮機２１ａは、ケーシング８０と、固定スクロール８２を含むスクロール圧縮機
構８１と、駆動モータ９１と、クランクシャフト９４と、下部軸受９８と、を備えている
。
【１１２７】
　ケーシング８０は、上下が開口した略円筒状の円筒部材８０ａと、円筒部材８０ａの上
端および下端にそれぞれ設けられた上蓋８０ｂおよび下蓋８０ｃとを有する。円筒部材８
０ａと、上蓋８０ｂおよび下蓋８０ｃとは、気密を保つように溶接により固定される。ケ
ーシング８０には、スクロール圧縮機構８１、駆動モータ９１、クランクシャフト９４、
および下部軸受９８を含む圧縮機２１ａの構成機器が収容される。また、ケーシング８０
の下部には油溜まり空間Ｓｏが形成される。油溜まり空間Ｓｏには、スクロール圧縮機構
８１等を潤滑するための冷凍機油Ｏが溜められる。ケーシング８０の上部には、冷媒回路
１０の冷凍サイクルにおける低圧ガス冷媒を吸入し、スクロール圧縮機構８１にガス冷媒
を供給する吸入管１９が、上蓋８０ｂを貫通して設けられる。吸入管１９の下端は、スク
ロール圧縮機構８１の固定スクロール８２に接続される。吸入管１９は、後述するスクロ
ール圧縮機構８１の圧縮室Ｓｃと連通する。ケーシング８０の円筒部材８０ａの中間部に
は、ケーシング８０外に吐出される冷媒が通過する吐出管１８が設けられる。吐出管１８
は、ケーシング８０の内部の吐出管１８の端部が、スクロール圧縮機構８１のハウジング
８８の下方に形成された高圧空間Ｓｈに突き出すように配置される。吐出管１８には、ス
クロール圧縮機構８１による圧縮後の、冷凍サイクルにおける高圧冷媒が流れる。ケーシ
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ング８０の上蓋８０ｂの側面には、インジェクション接続口が設けられており、このイン
ジェクション接続口において、エコノマイザインジェクション配管４０ａが接続される。
【１１２８】
　スクロール圧縮機構８１は、主に、ハウジング８８と、ハウジング８８の上方に配置さ
れる固定スクロール８２と、固定スクロール８２と組み合わされて圧縮室Ｓｃを形成する
可動スクロール８４と、を有する。
【１１２９】
　固定スクロール８２は、平板状の固定側鏡板８２ａと、固定側鏡板８２ａの前面から突
出する渦巻状の固定側ラップ８２ｂと、固定側ラップ８２ｂを囲む外縁部８２ｃとを有す
る。固定側鏡板８２ａの中央部には、スクロール圧縮機構８１の圧縮室Ｓｃに連通する非
円形形状の吐出口８２ｄが、固定側鏡板８２ａを厚さ方向に貫通して形成される。圧縮室
Ｓｃで圧縮された冷媒は、吐出口８２ｄから吐出され、固定スクロール８２およびハウジ
ング８８に形成された図示しない冷媒通路を通過して、高圧空間Ｓｈへ流入する。また、
固定側鏡板８２ａには、固定側鏡板８２ａの側面において開口し、圧縮室Ｓｃに連通する
供給通路８２ｅが形成される。この供給通路８２ｅにより、エコノマイザインジェクショ
ン配管４０ａを流れた中間圧冷媒が圧縮室Ｓｃに供給される。供給通路８２ｅは、固定側
鏡板８２ａの側面の開口から固定側鏡板８２ａの中央側に向けて水平方向に延びる水平通
路部８２ｆを有する。また、供給通路８２ｅは、水平通路部８２ｆの、固定側鏡板８２ａ
の中央側の部分（水平通路部８２ｆの、固定側鏡板８２ａの中央側の端部近傍）から圧縮
室Ｓｃに向かって延び、圧縮室Ｓｃと直接連通するインジェクションポート８２ｇを有す
る。インジェクションポート８２ｇは、円形の孔である。
【１１３０】
　可動スクロール８４は、平板状の可動側鏡板８４ａと、可動側鏡板８４ａの前面から突
出する渦巻状の可動側ラップ８４ｂと、可動側鏡板８４ａの背面から突出する、円筒状に
形成されたボス部８４ｃとを有する。固定スクロール８２の固定側ラップ８２ｂと、可動
スクロール８４の可動側ラップ８４ｂとは、固定側鏡板８２ａの下面と可動側鏡板８４ａ
の上面とが対向する状態で組み合わされる。隣接する固定側ラップ８２ｂと可動側ラップ
８４ｂとの間には、圧縮室Ｓｃが形成される。可動スクロール８４が後述するように固定
スクロール８２に対して公転することで、圧縮室Ｓｃの体積が周期的に変化し、スクロー
ル圧縮機構８１において、冷媒の吸入、圧縮、吐出が行われる。ボス部８４ｃは、上端の
塞がれた円筒状部分である。ボス部８４ｃの中空部に、後述するクランクシャフト９４の
偏心部９５が挿入されることで、可動スクロール８４とクランクシャフト９４とが連結さ
れる。ボス部８４ｃは、可動スクロール８４とハウジング８８との間に形成される偏心部
空間８９に配置される。偏心部空間８９は、後述するクランクシャフト９４の給油経路９
７等を介して高圧空間Ｓｈと連通しており、偏心部空間８９には高い圧力が作用する。こ
の圧力により、偏心部空間８９内の可動側鏡板８４ａの下面は、固定スクロール８２に向
かって上方に押される。この力により、可動スクロール８４は、固定スクロール８２に密
着する。可動スクロール８４は、「オルダムリング空間Ｓｒ」に配置されたオルダムリン
グを介してハウジング８８に支持される。オルダムリングは、可動スクロール８４の自転
を防止し、公転させる部材である。オルダムリングを用いることで、クランクシャフト９
４が回転すると、ボス部８４ｃにおいてクランクシャフト９４と連結された可動スクロー
ル８４が、固定スクロール８２に対して自転することなく公転し、圧縮室Ｓｃ内の冷媒が
圧縮される。
【１１３１】
　ハウジング８８は、円筒部材８０ａに圧入され、その外周面において周方向の全体に亘
って円筒部材８０ａに固定されている。また、ハウジング８８と固定スクロール８２とは
、ハウジング８８の上端面が、固定スクロール８２の外縁部８２ｃの下面と密着するよう
に、図示しないボルト等により固定されている。ハウジング８８には、上面中央部に凹む
ように配置される凹部８８ａと、凹部８８ａの下方に配置される軸受部８８ｂとが形成さ
れる。凹部８８ａは、可動スクロール８４のボス部８４ｃが配置される偏心部空間８９の
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側面を囲む。軸受部８８ｂには、クランクシャフト９４の主軸９６を軸支する軸受９０が
配置される。軸受９０は、軸受９０に挿入された主軸９６を回転自在に支持する。また、
ハウジング８８には、オルダムリングが配置されるオルダムリング空間Ｓｒが形成される
。
【１１３２】
　駆動モータ９１は、円筒部材８０ａの内壁面に固定された環状のステータ９２と、ステ
ータ９２の内側に、僅かな隙間（エアギャップ通路）を空けて回転自在に収容されたロー
タ９３とを有する。ロータ９３は、円筒部材８０ａの軸心に沿って上下方向に延びるよう
に配置されたクランクシャフト９４を介して可動スクロール８４と連結される。ロータ９
３が回転することで、可動スクロール８４は、固定スクロール８２に対して公転する。
【１１３３】
　クランクシャフト９４は、駆動モータ９１の駆動力を可動スクロール８４に伝達する。
クランクシャフト９４は、円筒部材８０ａの軸心に沿って上下方向に延びるように配置さ
れ、駆動モータ９１のロータ９３と、スクロール圧縮機構８１の可動スクロール８４とを
連結する。クランクシャフト９４は、円筒部材８０ａの軸心と中心軸が一致する主軸９６
と、円筒部材８０ａの軸心に対して偏心した偏心部９５とを有する。偏心部９５は、前述
のように可動スクロール８４のボス部８４ｃに挿入される。主軸９６は、ハウジング８８
の軸受部８８ｂの軸受９０、および、後述する下部軸受９８により、回転自在に支持され
る。主軸９６は、軸受部８８ｂと下部軸受９８との間で、駆動モータ９１のロータ９３に
連結される。クランクシャフト９４の内部には、スクロール圧縮機構８１等に冷凍機油Ｏ
を供給するための給油経路９７が形成される。主軸９６の下端は、ケーシング８０の下部
に形成された油溜まり空間Ｓｏ内に位置し、油溜まり空間Ｓｏの冷凍機油Ｏは、給油経路
９７を通じてスクロール圧縮機構８１等に供給される。
【１１３４】
　下部軸受９８は、駆動モータ９１の下方に配置される。下部軸受９８は、円筒部材８０
ａに固定される。下部軸受９８は、クランクシャフト９４の下端側の軸受を構成し、クラ
ンクシャフト９４の主軸９６を回転自在に支持する。
【１１３５】
　次に、圧縮機２１ａの動作について説明する。
【１１３６】
　駆動モータ９１が起動すると、ロータ９３がステータ９２に対して回転し、ロータ９３
と固定されたクランクシャフト９４が回転する。クランクシャフト９４が回転すると、ク
ランクシャフト９４に連結された可動スクロール８４が固定スクロール８２に対して公転
する。そして、冷凍サイクルにおける低圧のガス冷媒が、吸入管１９を通って、圧縮室Ｓ
ｃの周縁側から、圧縮室Ｓｃに吸引される。可動スクロール８４が公転するのに従い、吸
入管１９と圧縮室Ｓｃとは連通しなくなる。そして、圧縮室Ｓｃの容積が減少するのに伴
って、圧縮室Ｓｃの圧力が上昇し始める。
【１１３７】
　圧縮途中の圧縮室Ｓｃには、エコノマイザインジェクション配管４０ａを流れた中間圧
冷媒が、水平通路部８２ｆおよびインジェクションポート８２ｇを介して、圧縮室Ｓｃに
供給される。
【１１３８】
　圧縮室Ｓｃは、冷媒の圧縮が進むにつれ、インジェクションポート８２ｇと連通しなく
なる。圧縮室Ｓｃ内の冷媒は、圧縮室Ｓｃの容積が減少するのに伴って圧縮され、最終的
に高圧のガス冷媒となる。高圧のガス冷媒は、固定側鏡板８２ａの中心付近に位置する吐
出口８２ｄから吐出される。その後、高圧のガス冷媒は、固定スクロール８２およびハウ
ジング８８に形成された図示しない冷媒通路を通過して、高圧空間Ｓｈへ流入する。高圧
空間Ｓｈに流入した、スクロール圧縮機構８１による圧縮後の、冷凍サイクルにおける高
圧のガス冷媒は、吐出管１８から吐出される。
【１１３９】
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　この空気調和装置１ａでは、エコノマイザインジェクション配管４０ａを流れた冷媒が
圧縮機２１ａの中間圧の領域に合流することで、圧縮機２１ａの中間圧の冷媒の温度を低
下させることが可能となるため、冷凍サイクルにおける運転効率を向上させることが可能
になる。
【１１４０】
　（５－１－８）第１実施形態の変形例Ｃ
　上記第１実施形態の変形例Ｂでは、圧縮機としてスクロール圧縮機を例に挙げて説明し
た。
【１１４１】
　これに対して、第１実施形態において用いられる圧縮機としては、後述の第２実施形態
において記載のロータリー圧縮機である圧縮機２１ｂであってもよい。
【１１４２】
　（５－２）第２実施形態
　以下、冷媒回路の概略構成図である図５Ｅ、概略制御ブロック構成図である図５Ｆを参
照しつつ、第２実施形態に係る冷凍サイクル装置としての空気調和装置１ｂについて説明
する。
【１１４３】
　以下、主として、第２実施形態の空気調和装置１ｂについて、第１実施形態の空気調和
装置１と異なる箇所を中心に説明する。
【１１４４】
　空気調和装置１ｂにおいても、冷媒回路１０には、蒸気圧縮式の冷凍サイクルを行うた
めの冷媒として、１，２－ジフルオロエチレンを含む混合冷媒であり、上述した冷媒Ａ～
Ｄのいずれかが充填されている。また、冷媒回路１０には、当該冷媒と共に、冷凍機油が
充填されている。
【１１４５】
　（５－２－１）室外ユニット２０
　第２実施形態の空気調和装置１ｂの室外ユニット２０では、上記第１実施形態における
室外ユニット２０の圧縮機２１、低圧レシーバ４１、吸入インジェクション配管４０、過
冷却膨張弁４８、過冷却熱交換器４７、過冷却温度センサ６７は設けられておらず、代わ
りに、圧縮機２１ｂ、高圧レシーバ４２、中間インジェクション配管４６、中間インジェ
クション膨張弁４９が設けられている。
【１１４６】
　高圧レシーバ４２は、冷媒回路１０の主流路において室外膨張弁２４と液側閉鎖弁２９
との間に設けられている。高圧レシーバ４２は、室外膨張弁２４側から延びる配管の端部
と、液側閉鎖弁２９側から延びる配管の端部と、の両方が内部空間に位置しており、冷媒
を溜めることができる容器である。
【１１４７】
　中間インジェクション配管４６は、高圧レシーバ４２の内部空間のうちガス領域から延
びだしており、圧縮機２１ｂの中間圧の領域に接続されている配管である。中間インジェ
クション膨張弁４９は、中間インジェクション配管４６の途中に設けられており、弁開度
を制御可能である。
【１１４８】
　（５－２－２）室内ユニット３０
　第２実施形態の第１室内ユニット３０および第２室内ユニット３５は、第１実施形態の
ものと同様であるため、説明を省略する。
【１１４９】
　（５－２－３）冷房運転モードおよび暖房運転モード
　以上の空気調和装置１ｂでは、冷房運転モードでは、室外膨張弁２４は、例えば、室外
熱交換器２３の液側出口を通過する冷媒の過冷却度が所定条件を満たすように制御される
。また、中間インジェクション膨張弁４９は、高圧レシーバ４２から流れてきた冷媒を、
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圧縮機２１ｂにおける中間圧力まで減じるように制御される。
【１１５０】
　また、暖房運転モードでは、室外膨張弁２４は、例えば、圧縮機２１ｂが吸入する冷媒
の過熱度が所定の条件を満たすように制御される。また、中間インジェクション膨張弁４
９は、高圧レシーバ４２から流れてきた冷媒を、圧縮機２１ｂにおける中間圧力まで減じ
るように制御される。
【１１５１】
　（５－２－４）圧縮機２１ｂ
　圧縮機２１ｂは、図５Ｇに示すように、１シリンダ型のロータリー圧縮機であって、ケ
ーシング１１１と、ケーシング１１１内に配置される駆動機構１２０および圧縮機構１３
０とを備えた、ロータリー圧縮機である。この圧縮機２１ｂは、ケーシング１１１内にお
いて、圧縮機構１３０が、駆動機構１２０の下側に配置される。
【１１５２】
　（５－２－４－１）駆動機構
　駆動機構１２０は、ケーシング１１１の内部空間の上部に収容されており、圧縮機構１
３０を駆動する。駆動機構１２０は、駆動源となるモータ１２１と、モータ１２１に取り
付けられる駆動軸であるクランクシャフト１２２とを有する。
【１１５３】
　モータ１２１は、クランクシャフト１２２を回転駆動させるためのモータであり、主と
して、ロータ１２３と、ステータ１２４とを有している。ロータ１２３は、その内部空間
にクランクシャフト１２２が挿嵌されており、クランクシャフト１２２と共に回転する。
ロータ１２３は、積層された電磁鋼板と、ロータ本体に埋設された磁石とから成る。ステ
ータ１２４は、ロータ１２３の径方向外側に所定の空間を介して配置される。ステータ１
２４は、積層された電磁鋼板と、ステータ本体に巻かれたコイルとから成る。モータ１２
１は、コイルに電流を流すことによってステータ１２４に発生する電磁力により、ロータ
１２３をクランクシャフト１２２と共に回転させる。
【１１５４】
　クランクシャフト１２２は、ロータ１２３に挿嵌され、回転軸を中心に回転する。また
、クランクシャフト１２２の偏芯部であるクランクピン１２２ａは、図５Ｈに示すように
、圧縮機構１３０のピストン１３１のローラ１８０（後述）に挿通しており、ロータ１２
３からの回転力を伝達可能な状態でローラ１８０に嵌っている。クランクシャフト１２２
は、ロータ１２３の回転に従って回転し、クランクピン１２２ａを偏芯回転させ、圧縮機
構１３０のピストン１３１のローラ１８０を公転させる。すなわち、クランクシャフト１
２２は、モータ１２１の駆動力を圧縮機構１３０に伝達する機能を有している。
【１１５５】
　（５－２－４－２）圧縮機構
　圧縮機構１３０は、ケーシング１１１内の下部側に収容されている。圧縮機構１３０は
、吸入管１９６を介して吸入した冷媒を圧縮する。圧縮機構１３０は、ロータリー型の圧
縮機構であり、主として、フロントヘッド１４０と、シリンダ１５０と、ピストン１３１
と、リアヘッド１６０とから成る。また、圧縮機構１３０の圧縮室Ｓ１で圧縮された冷媒
は、フロントヘッド１４０に形成されているフロントヘッド吐出孔１４１ａから、フロン
トヘッド１４０およびマフラー１７０に囲われたマフラー空間Ｓ２を経て、モータ１２１
が配置され吐出管１２５の下端が位置する空間へ吐出される。
【１１５６】
　（５－２－４－２－１）シリンダ
　シリンダ１５０は、金属製の鋳造部材である。シリンダ１５０は、円筒状の中央部１５
０ａと、中央部１５０ａから付属のアキュムレータ１９５側に延びる第１外延部１５０ｂ
と、中央部１５０ａから第１外延部１５０ｂとは反対側に延びる第２外延部１５０ｃとを
有している。第１外延部１５０ｂには、冷凍サイクルにおける低圧の冷媒を吸入する吸入
孔１５１が形成されている。中央部１５０ａの内周面１５０ａ１の内側の円柱状空間は、
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吸入孔１５１から吸入される冷媒が流入するシリンダ室１５２となる。吸入孔１５１は、
シリンダ室１５２から第１外延部１５０ｂの外周面に向かって延び、第１外延部１５０ｂ
の外周面において開口している。この吸入孔１５１には、アキュムレータ１９５から延び
る吸入管１９６の先端部が挿入される。また、シリンダ室１５２内には、シリンダ室１５
２内に流入した冷媒を圧縮するためのピストン１３１等が収容される。
【１１５７】
　シリンダ１５０の円筒状の中央部１５０ａにより形成されるシリンダ室１５２は、その
下端である第１端が開口しており、また、その上端である第２端も開口している。中央部
１５０ａの下端である第１端は、後述するリアヘッド１６０により塞がれる。また、中央
部１５０ａの上端である第２端は、後述するフロントヘッド１４０により塞がれる。
【１１５８】
　また、シリンダ１５０には、後述するブッシュ１３５およびブレード１９０が配置され
るブレード揺動空間１５３が形成されている。ブレード揺動空間１５３は、中央部１５０
ａと第１外延部１５０ｂとにまたがって形成されており、ブッシュ１３５を介してピスト
ン１３１のブレード１９０がシリンダ１５０に揺動可能に支持される。ブレード揺動空間
１５３は、平面的には、吸入孔１５１の近傍を、シリンダ室１５２から外周側に向かって
延びるように形成されている。
【１１５９】
　（５－２－４－２－２）フロントヘッド
　フロントヘッド１４０は、図５Ｇに示すように、シリンダ１５０の上端である第２端の
開口を閉塞するフロントヘッド円板部１４１と、フロントヘッド円板部１４１の中央のフ
ロントヘッド開口の周縁から上方向に延びるフロントヘッドボス部１４２とを有する。フ
ロントヘッドボス部１４２は、円筒状であり、クランクシャフト１２２の軸受として機能
する。
【１１６０】
　フロントヘッド円板部１４１には、図５Ｈに示す平面位置に、フロントヘッド吐出孔１
４１ａが形成されている。フロントヘッド吐出孔１４１ａからは、シリンダ１５０のシリ
ンダ室１５２において容積が変化する圧縮室Ｓ１で圧縮された冷媒が、断続的に吐出され
る。フロントヘッド円板部１４１には、フロントヘッド吐出孔１４１ａの出口を開閉する
吐出弁が設けられている。この吐出弁は、圧縮室Ｓ１の圧力がマフラー空間Ｓ２の圧力よ
りも高くなったときに圧力差によって開き、フロントヘッド吐出孔１４１ａからマフラー
空間Ｓ２へと冷媒を吐出させる。
【１１６１】
　（５－２－４－２－３）マフラー
　マフラー１７０は、図５Ｇに示すように、フロントヘッド１４０のフロントヘッド円板
部１４１の周縁部の上面に取り付けられている。マフラー１７０は、フロントヘッド円板
部１４１の上面およびフロントヘッドボス部１４２の外周面と共にマフラー空間Ｓ２を形
成して、冷媒の吐出に伴う騒音の低減を図っている。マフラー空間Ｓ２と圧縮室Ｓ１とは
、上述のように、吐出弁が開いているときにはフロントヘッド吐出孔１４１ａを介して連
通する。
【１１６２】
　また、マフラー１７０には、フロントヘッドボス部１４２を貫通させる中央マフラー開
口と、マフラー空間Ｓ２から上方のモータ１２１の収容空間へと冷媒を流すマフラー吐出
孔とが形成されている。
【１１６３】
　なお、マフラー空間Ｓ２、モータ１２１の収容空間、吐出管１２５が位置するモータ１
２１の上方の空間、圧縮機構１３０の下方に潤滑油が溜まっている空間などは、全てつな
がっており、圧力が等しい高圧空間を形成している。
【１１６４】
　（５－２－４－２－４）リアヘッド
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　リアヘッド１６０は、シリンダ１５０の下端である第１端の開口を閉塞するリアヘッド
円板部１６１と、リアヘッド円板部１６１の中央開口の周縁部から下方に延びる軸受とし
てのリアヘッドボス部１６２とを有する。フロントヘッド円板部１４１、リアヘッド円板
部１６１、およびシリンダ１５０の中央部１５０ａは、図５Ｈに示すように、シリンダ室
１５２を形成する。フロントヘッドボス部１４２およびリアヘッドボス部１６２は、円筒
形状のボス部であり、クランクシャフト１２２を軸支する。
【１１６５】
　リアヘッド円板部１６１には、供給流路１６１ａが形成されている。供給流路１６１ａ
は、ケーシング１１１に開けられたインジェクション用の穴（図示せず）とつながってお
り、中間インジェクション配管４６と結ばれる。供給流路１６１ａは、ケーシング１１１
のインジェクション用の穴からクランクシャフト１２２の回転軸ＣＡに向かって水平に延
び、途中で上に向いて折れ曲がり、リアヘッド円板部１６１の上面に開口している。この
供給流路１６１ａの出口開口１６１ａ１は、図５Ｈにおいて二点鎖線で示す平面位置に開
口している。すなわち、供給流路１６１ａの出口開口１６１ａ１は、シリンダ１５０の中
央部１５０ａの内周面１５０ａ１の内側のシリンダ室１５２に開口している。この供給流
路１６１ａは、圧縮機２１ｂの外部から導入される中間圧の冷媒を、ピストン１３１のロ
ーラ１８０の公転角度が一定範囲にあるときに、シリンダ室１５２において容積変化する
圧縮室Ｓ１に流す役割を果たす。したがって、ピストン１３１のローラ１８０の公転角度
が上述の一定範囲以外の所定範囲にあるときには、ローラ１８０の下端面の一部によって
塞がれる。
【１１６６】
　（５－２－４－２－５）ピストン
　ピストン１３１は、シリンダ室１５２に配置され、クランクシャフト１２２の偏芯部で
あるクランクピン１２２ａに装着されている。ピストン１３１は、ローラ１８０とブレー
ド１９０とが一体化された部材である。ピストン１３１のブレード１９０は、シリンダ１
５０に形成されているブレード揺動空間１５３に配置され、上述のように、ブッシュ１３
５を介してシリンダ１５０に揺動可能に支持される。また、ブレード１９０は、ブッシュ
１３５と摺動可能になっており、運転中には、揺動するとともに、クランクシャフト１２
２から離れたりクランクシャフト１２２に近づいたりする動きを繰り返す。
【１１６７】
　ローラ１８０は、ローラ下端面である第１端面１８１ａが形成されている第１端部１８
１と、ローラ上端面である第２端面１８２ａが形成されている第２端部１８２と、それら
第１端部１８１と第２端部１８２との間に位置する中央部１８３とから構成されている。
中央部１８３は、図５Ｉに示すように、内径Ｄ２、外径Ｄ１である円筒形状の部分である
。第１端部１８１は、内径Ｄ３、外径Ｄ１である円筒形状の第１本体部１８１ｂと、その
第１本体部１８１ｂから内側に突出する第１突出部１８１ｃとから構成される。第１本体
部１８１ｂの外径Ｄ１は、中央部１８３の外径Ｄ１と同じ寸法である。また、第１本体部
１８１ｂの内径Ｄ３は、中央部１８３の内径Ｄ２よりも大きい。第２端部１８２は、内径
Ｄ３、外径Ｄ１である円筒形状の第２本体部１８２ｂと、その第２本体部１８２ｂから内
側に突出する第２突出部１８２ｃとから構成される。第２本体部１８２ｂの外径Ｄ１は、
第１本体部１８１ｂの外径Ｄ１と同様に、中央部１８３の外径Ｄ１と同じ寸法である。ま
た、第２本体部１８２ｂの内径Ｄ３は、第１本体部１８１ｂの内径Ｄ３と同じ寸法であり
、中央部１８３の内径Ｄ２よりも大きい。第１突出部１８１ｃの内面１８１ｃ１および第
２突出部１８２ｃの内面１８２ｃ１は、クランクシャフト１２２の回転軸方向視において
、中央部１８３の内周面１８３ａ１とほぼ重なる。詳細には、第１突出部１８１ｃの内面
１８１ｃ１および第２突出部１８２ｃの内面１８２ｃ１は、平面視において、中央部１８
３の内周面１８３ａ１よりも少しだけ外側に位置している。このように、第１突出部１８
１ｃおよび第２突出部１８２ｃを除くと、第１本体部１８１ｂおよび第２本体部１８２ｂ
の内径Ｄ３が中央部１８３の内径Ｄ２よりも大きくなっているため、第１端部１８１と中
央部１８３との境界の高さ位置には第１段差面１８３ａ２が形成され、第２端部１８２と
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中央部１８３との境界の高さ位置には第２段差面１８３ａ３が形成される（図５Ｉ参照）
。
【１１６８】
　ローラ１８０の第１端部１８１の環状の第１端面１８１ａは、リアヘッド円板部１６１
の上面と接しており、リアヘッド円板部１６１の上面と摺動する。ローラ１８０の第１端
面１８１ａは、径方向の幅が部分的に大きくなっている第１幅広面１８１ａ１を含んでい
る。第１端部１８１の第１突出部１８１ｃ、および、その外方に位置する第１端部１８１
の第１本体部１８１ｂの一部が、第１幅広面１８１ａ１を形成している（図５Ｉ参照）。
【１１６９】
　ローラ１８０の第２端部１８２の環状の第２端面１８２ａは、フロントヘッド円板部１
４１の下面と接しており、フロントヘッド円板部１４１の下面と摺動する。ローラ１８０
の第２端面１８２ａは、径方向の幅が部分的に大きくなっている第２幅広面１８２ａ１を
含んでいる。第２幅広面１８２ａ１は、クランクシャフト１２２の回転軸方向視において
、第１幅広面１８１ａ１と同じ位置にある。第２端部１８２の第２突出部１８２ｃ、およ
び、その外方に位置する第２端部１８２の第２本体部１８２ｂの一部が、第２幅広面１８
２ａ１を形成している。
【１１７０】
　ピストン１３１のローラ１８０およびブレード１９０は、図５Ｈに示すように、シリン
ダ室１５２を仕切る形で、ピストン１３１の公転によって容積が変化する圧縮室Ｓ１を形
成している。圧縮室Ｓ１は、シリンダ１５０の中央部１５０ａの内周面１５０ａ１、リア
ヘッド円板部１６１の上面、フロントヘッド円板部１４１の下面およびピストン１３１に
よって囲まれる空間である。ピストン１３１の公転にしたがって圧縮室Ｓ１の容積が変化
し、吸入孔１５１から吸い込まれた低圧の冷媒が圧縮され高圧の冷媒となり、フロントヘ
ッド吐出孔１４１ａからマフラー空間Ｓ２へと吐出される。
【１１７１】
　（５－２－４－３）動作
　以上の圧縮機１２１ｂでは、クランクピン１２２ａの偏芯回転によって公転する圧縮機
構１３０のピストン１３１の動きによって、圧縮室Ｓ１の容積が変化する。具体的には、
まず、ピストン１３１が公転していく間に、吸入孔１５１から低圧の冷媒が圧縮室Ｓ１に
吸入される。吸入孔１５１に面した圧縮室Ｓ１は、冷媒を吸入しているときには、その容
積が段々と大きくなる。さらにピストン１３１が公転すると、圧縮室Ｓ１と吸入孔１５１
との連通状態が解消され、圧縮室Ｓ１での冷媒圧縮が始まる。その後、供給流路１６１ａ
の出口開口１６１ａ１から圧縮室Ｓ１に中間圧の冷媒がインジェクションされた後、フロ
ントヘッド吐出孔１４１ａと連通状態となる圧縮室Ｓ１は、その容積がかなり小さくなり
、冷媒の圧力も高くなってくる。その際には、ピストン１３１のローラ１８０の第１端面
１８１ａの第１幅広面１８１ａ１が、リアヘッド円板部１６１の供給流路１６１ａの出口
開口１６１ａ１を塞いでおり、中間圧の冷媒の圧縮室Ｓ１へのインジェクションは為され
ない状態となる。その後、ピストン１３１がさらに公転することで、高圧となった冷媒が
、フロントヘッド吐出孔１４１ａから吐出弁を押し開いて、マフラー空間Ｓ２へと吐出さ
れる。マフラー空間Ｓ２に導入された冷媒は、マフラー１７０のマフラー吐出孔からマフ
ラー空間Ｓ２の上方の空間へ排出される。マフラー空間Ｓ２の外部へ排出された冷媒は、
モータ１２１のロータ１２３とステータ１２４との間の空間を通過して、モータ１２１を
冷却した後に、吐出管１２５から吐出される。
【１１７２】
　（５－２－５）第２実施形態の特徴
　以上の第２実施形態に係る空気調和装置１ｂにおいても、第１実施形態に係る空気調和
装置１と同様に、１，２－ジフルオロエチレンを含む冷媒が用いられているため、GWPを
十分に小さく抑えることが可能になっている。
【１１７３】
　また、空気調和装置１ｂでは、中間インジェクション配管４６を流れた冷媒が圧縮機２
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１ｂの中間圧の領域に合流することで、圧縮機２１ｂの中間圧の冷媒の温度を低下させる
ことが可能となるため、冷凍サイクルにおける運転効率を向上させることが可能になる。
【１１７４】
　（５－２－６）第２実施形態の変形例Ａ
　上記第２実施形態では、複数の室内ユニットが並列に接続された空気調和装置を例に挙
げて説明したが、空気調和装置としては、１つの室内ユニットが直列に接続されたもので
あってもよい。
【１１７５】
　（５－２－７）第２実施形態の変形例Ｂ
　上記第２実施形態では、圧縮機２１ｂとしてロータリ圧縮機を例に挙げて説明した。
【１１７６】
　これに対して、第２実施形態において用いられる圧縮機としては、上記の第１実施形態
の変形例Ｂにおいて記載のスクロール圧縮機である圧縮機２１ａであってもよい。
【１１７７】
　（５－２－８）第２実施形態の変形例Ｃ
　上記第２実施形態では、高圧レシーバ４２内のガス冷媒を中間インジェクション配管４
６によって、圧縮機２１ｂの中間圧の領域に合流させる場合を例に挙げて説明した。
【１１７８】
　これに対して、第２実施形態における高圧レシーバ４２内のガス冷媒は、圧縮機の中間
圧の領域ではなく、吸入側に合流させるようにしてもよい。この場合には、圧縮機に吸入
される冷媒の温度を低下させることで、冷凍サイクルにおける運転効率を向上させること
が可能になる。
【１１７９】
　（６）第６グループの技術の実施形態
　（６－１）第１実施形態
　以下、冷媒回路の概略構成図である図６Ａ、概略制御ブロック構成図である図６Ｂを参
照しつつ、第１実施形態に係る熱源ユニットとしての室外ユニット２０を備えた冷凍サイ
クル装置としての空気調和装置１について説明する。
【１１８０】
　空気調和装置１は、蒸気圧縮式の冷凍サイクルを行うことで、対象空間の空気を調和さ
せる装置である。
【１１８１】
　空気調和装置１は、主として、室外ユニット２０と、室内ユニット３０と、室外ユニッ
ト２０と室内ユニット３０を接続する液側冷媒連絡配管６およびガス側冷媒連絡配管５と
、入力装置および出力装置としての図示しないリモコンと、空気調和装置１の動作を制御
するコントローラ７と、を有している。液側冷媒連絡配管６およびガス側冷媒連絡配管５
の設計圧力は、例えば、４．５ＭＰａ（３／８インチのもの）以上５．０ＭＰａ（４／８
インチのもの）以下とすることができる。
【１１８２】
　空気調和装置１では、冷媒回路１０内に封入された冷媒が、圧縮され、冷却又は凝縮さ
れ、減圧され、加熱又は蒸発された後に、再び圧縮される、という冷凍サイクルが行われ
る。本実施形態では、冷媒回路１０には、蒸気圧縮式の冷凍サイクルを行うための冷媒が
充填されている。当該冷媒は、１，２－ジフルオロエチレンを含む冷媒であり、上述した
冷媒Ａ～Ｄのいずれかを用いることができる。また、冷媒回路１０には、当該冷媒と共に
、冷凍機油が充填されている。
【１１８３】
　（６－１－１）室外ユニット２０
　室外ユニット２０は、外観が略直方体箱状であり、内部が仕切板等によって分割される
ことで、送風機室および機械室が形成された構造（いわゆる、トランク型構造）を有して
いる。
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【１１８４】
　この室外ユニット２０は、液側冷媒連絡配管６およびガス側冷媒連絡配管５を介して室
内ユニット３０と接続されており、冷媒回路１０の一部を構成している。室外ユニット２
０は、主として、圧縮機２１と、四路切換弁２２と、室外熱交換器２３と、室外膨張弁２
４と、室外ファン２５と、液側閉鎖弁２９と、ガス側閉鎖弁２８と、を有している。
【１１８５】
　室外ユニット２０は、設計圧力（ゲージ圧力）が、液側冷媒連絡配管６とガス側冷媒連
絡配管５の設計圧力の１．５倍（液側冷媒連絡配管６とガス側冷媒連絡配管５の耐圧圧力
）よりも低いものである。このような室外ユニット２０の設計圧力は、例えば、４．０Ｍ
Ｐａ以上４．５ＭＰａ以下とすることができる。
【１１８６】
　圧縮機２１は、冷凍サイクルにおける低圧の冷媒を高圧になるまで圧縮する機器である
。ここでは、圧縮機２１として、ロータリ式やスクロール式等の容積式の圧縮要素（図示
省略）が圧縮機モータによって回転駆動される密閉式構造の圧縮機が使用されている。圧
縮機モータは、容量を変化させるためのものであり、インバータにより運転周波数の制御
が可能である。なお、圧縮機２１には、吸入側において、図示しない付属アキュムレータ
が設けられている。なお、本実施形態の室外ユニット２０は、当該付属アキュムレータよ
り大きな冷媒容器（圧縮機２１の吸入側に配置される低圧レシーバや室外熱交換器２３の
液側に配置される高圧レシーバ等）を有していない。
【１１８７】
　四路切換弁２２は、接続状態を切り換えることで、圧縮機２１の吐出側と室外熱交換器
２３とを接続しつつ圧縮機２１の吸入側とガス側閉鎖弁２８とを接続する冷房運転接続状
態と、圧縮機２１の吐出側とガス側閉鎖弁２８とを接続しつつ圧縮機２１の吸入側と室外
熱交換器２３とを接続する暖房運転接続状態と、を切り換えることができる。
【１１８８】
　室外熱交換器２３は、冷房運転時には冷凍サイクルにおける高圧の冷媒の凝縮器として
機能し、暖房運転時には冷凍サイクルにおける低圧の冷媒の蒸発器として機能する熱交換
器である。室外熱交換器２３は、複数の伝熱フィンと、これに貫通固定された複数の伝熱
管とを有している。
【１１８９】
　室外ファン２５は、室外ユニット２０内に室外の空気を吸入して、室外熱交換器２３に
おいて冷媒と熱交換させた後に、外部に排出するための空気流れを生じさせる。室外ファ
ン２５は、室外ファンモータによって回転駆動される。なお、本実施形態において、室外
ファン２５は、１つだけ設けられている。
【１１９０】
　室外膨張弁２４は、弁開度を制御可能であり、室外熱交換器２３の液側端部と液側閉鎖
弁２９との間に設けられている。
【１１９１】
　液側閉鎖弁２９は、室外ユニット２０における液側冷媒連絡配管６との接続部分に配置
された手動弁である。
【１１９２】
　ガス側閉鎖弁２８は、室外ユニット２０におけるとガス側冷媒連絡配管５との接続部分
に配置された手動弁である。
【１１９３】
　室外ユニット２０は、室外ユニット２０を構成する各部の動作を制御する室外ユニット
制御部２７を有している。室外ユニット制御部２７は、ＣＰＵやメモリ等を含むマイクロ
コンピュータを有している。室外ユニット制御部２７は、各室内ユニット３０の室内ユニ
ット制御部３４と通信線を介して接続されており、制御信号等の送受信を行う。また、室
外ユニット制御部２７は、図示しない各種センサと電気的に接続されており、各センサか
らの信号を受信する。



(162) JP WO2019/124409 A1 2019.6.27

10

20

30

40

50

【１１９４】
　この室外ユニット制御部２７（およびこれを含むコントローラ７）は、冷媒の制御圧力
（ゲージ圧力）の上限値が、液側冷媒連絡配管６とガス側冷媒連絡配管５の設計圧力の１
．５倍（液側冷媒連絡配管６とガス側冷媒連絡配管５の耐圧圧力）よりも低くなるように
設定されている。
【１１９５】
　（６－１－２）室内ユニット３０
　室内ユニット３０は、対象空間である室内の壁面等に設置されている。室内ユニット３
０は、液側冷媒連絡配管６およびガス側冷媒連絡配管５を介して室外ユニット２０と接続
されており、冷媒回路１０の一部を構成している。なお、室内ユニット３０の設計圧力は
、室外ユニット２０と同様に、例えば、４．０ＭＰａ以上４．５ＭＰａ以下とすることが
できる。
【１１９６】
　室内ユニット３０は、室内熱交換器３１と、室内ファン３２等を有している。
【１１９７】
　室内熱交換器３１は、液側が、液側冷媒連絡配管６と接続され、ガス側端が、ガス側冷
媒連絡配管５とを接続されている。室内熱交換器３１は、冷房運転時には冷凍サイクルに
おける低圧の冷媒の蒸発器として機能し、暖房運転時には冷凍サイクルにおける高圧の冷
媒の凝縮器として機能する熱交換器である。室内熱交換器３１は、複数の伝熱フィンと、
これに貫通固定された複数の伝熱管と、を有している。
【１１９８】
　室内ファン３２は、室内ユニット３０内に室内の空気を吸入して、室内熱交換器３１に
おいて冷媒と熱交換させた後に、外部に排出するための空気流れを生じさせる。室内ファ
ン３２は、図示しない室内ファンモータによって回転駆動される。
【１１９９】
　また、室内ユニット３０は、室内ユニット３０を構成する各部の動作を制御する室内ユ
ニット制御部３４を有している。室内ユニット制御部３４は、ＣＰＵやメモリ等を含むマ
イクロコンピュータを有している。室内ユニット制御部３４は、室外ユニット制御部２７
と通信線を介して接続されており、制御信号等の送受信を行う。
【１２００】
　室内ユニット制御部３４は、室内ユニット３０内に設けられている図示しない各種セン
サと電気的に接続されており、各センサからの信号を受信する。
【１２０１】
　（６－１－３）コントローラ７の詳細
　空気調和装置１では、室外ユニット制御部２７と室内ユニット制御部３４が通信線を介
して接続されることで、空気調和装置１の動作を制御するコントローラ７が構成されてい
る。
【１２０２】
　コントローラ７は、主として、ＣＰＵ（中央演算処理装置）と、ＲＯＭやＲＡＭ等のメ
モリを有している。なお、コントローラ７による各種処理や制御は、室外ユニット制御部
２７および／又は室内ユニット制御部３４に含まれる各部が一体的に機能することによっ
て実現されている。
【１２０３】
　（６－１－４）運転モード
　以下、運転モードについて説明する。
【１２０４】
　運転モードとしては、冷房運転モードと暖房運転モードとが設けられている。
【１２０５】
　コントローラ７は、リモコン等から受け付けた指示に基づいて、冷房運転モードか暖房
運転モードかを判断し、実行する。
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【１２０６】
　（６－１－４－１）冷房運転モード
　空気調和装置１では、冷房運転モードでは、四路切換弁２２の接続状態を圧縮機２１の
吐出側と室外熱交換器２３とを接続しつつ圧縮機２１の吸入側とガス側閉鎖弁２８とを接
続する冷房運転接続状態とし、冷媒回路１０に充填されている冷媒を、主として、圧縮機
２１、室外熱交換器２３、室外膨張弁２４、室内熱交換器３１の順に循環させる。
【１２０７】
　より具体的には、冷房運転モードが開始されると、冷媒回路１０内において、冷媒が圧
縮機２１に吸入されて圧縮された後に吐出される。
【１２０８】
　圧縮機２１では、室内ユニット３０で要求される冷却負荷に応じた容量制御が行われる
。圧縮機２１から吐出されたガス冷媒は、四路切換弁２２を経て、室外熱交換器２３のガ
ス側端に流入する。
【１２０９】
　室外熱交換器２３のガス側端に流入したガス冷媒は、室外熱交換器２３において、室外
ファン２５によって供給される室外側空気と熱交換を行って凝縮し、液冷媒となって室外
熱交換器２３の液側端から流出する。
【１２１０】
　室外熱交換器２３の液側端から流出した冷媒は、室外膨張弁２４を通過する際に減圧さ
れる。なお、室外膨張弁２４は、室外熱交換器２３の液側出口を通過する冷媒の過冷却度
が所定条件を満たすように制御される。
【１２１１】
　室外膨張弁２４で減圧された冷媒は、液側閉鎖弁２９および液側冷媒連絡配管６を経て
、室内ユニット３０に流入する。
【１２１２】
　室内ユニット３０に流入した冷媒は、室内熱交換器３１に流入し、室内熱交換器３１に
おいて、室内ファン３２によって供給される室内空気と熱交換を行って蒸発し、ガス冷媒
となって室内熱交換器３１のガス側端から流出する。室内熱交換器３１のガス側端から流
出したガス冷媒は、ガス側冷媒連絡配管５に流れていく。
【１２１３】
　ガス側冷媒連絡配管５を流れた冷媒は、ガス側閉鎖弁２８、四路切換弁２２を経て、再
び、圧縮機２１に吸入される。
【１２１４】
　（６－１－４－２）暖房運転モード
　空気調和装置１では、暖房運転モードでは、四路切換弁２２の接続状態を圧縮機２１の
吐出側とガス側閉鎖弁２８とを接続しつつ圧縮機２１の吸入側と室外熱交換器２３とを接
続する暖房運転接続状態とし、冷媒回路１０に充填されている冷媒を、主として、圧縮機
２１、室内熱交換器３１、室外膨張弁２４、室外熱交換器２３の順に循環させる。
【１２１５】
　より具体的には、暖房運転モードが開始されると、冷媒回路１０内において、冷媒が圧
縮機２１に吸入されて圧縮された後に吐出される。
【１２１６】
　圧縮機２１では、室内ユニット３０で要求される暖房負荷に応じた容量制御が行われる
。ここで、例えば、冷媒回路１０における圧力の最大値が、ガス側冷媒連絡配管５の設計
圧力の１．５倍よりも低くなるように、圧縮機２１の駆動周波数と室外ファン２５の風量
の少なくともいずれかが制御される。
【１２１７】
　圧縮機２１から吐出されたガス冷媒は、四路切換弁２２およびガス側冷媒連絡配管５を
流れた後、室内ユニット３０に流入する。
【１２１８】
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　室内ユニット３０に流入した冷媒は、室内熱交換器３１のガス側端に流入し、室内熱交
換器３１において、室内ファン３２によって供給される室内空気と熱交換を行って凝縮し
、気液二相状態の冷媒または液冷媒となって室内熱交換器３１の液側端から流出する。室
内熱交換器３１の液側端から流出した冷媒は、液側冷媒連絡配管６に流れていく。
【１２１９】
　液側冷媒連絡配管６を流れた冷媒は、液側閉鎖弁２９、室外膨張弁２４において冷凍サ
イクルにおける低圧になるまで減圧される。なお、室外膨張弁２４は、室内熱交換器３１
の液側出口を通過する冷媒の過冷却度が所定条件を満たすように制御される。室外膨張弁
２４で減圧された冷媒は、室外熱交換器２３の液側端に流入する。
【１２２０】
　室外熱交換器２３の液側端から流入した冷媒は、室外熱交換器２３において、室外ファ
ン２５によって供給される室外空気と熱交換を行って蒸発し、ガス冷媒となって室外熱交
換器２３のガス側端から流出する。
【１２２１】
　室外熱交換器２３のガス側端から流出した冷媒は、四路切換弁２２を経て、再び、圧縮
機２１に吸入される。
【１２２２】
　（６－１－５）第１実施形態の特徴
　上述の空気調和装置１では、１，２－ジフルオロエチレンを含む冷媒が用いられている
ため、GWPを十分に小さく抑えることが可能になっている。
【１２２３】
　また、空気調和装置１では、室外ユニット２０の設計圧力が液側冷媒連絡配管６とガス
側冷媒連絡配管５の設計圧力の１．５倍よりも低いものが用いられている。また、空気調
和装置１の室外ユニット２０が有する室外ユニット制御部２７は、冷媒の制御圧力の上限
値が、液側冷媒連絡配管６とガス側冷媒連絡配管５の設計圧力の１．５倍よりも低くなる
ように、設定されている。このため、上記特定の冷媒Ａ～Ｄを用いた場合であっても、液
側冷媒連絡配管６とガス側冷媒連絡配管５の損傷を抑制させることが可能になっている。
【１２２４】
　（６－１－６）第１実施形態の変形例Ａ
　上記第１実施形態では、室内ユニットが１つだけ設けられている空気調和装置を例に挙
げて説明したが、空気調和装置としては、互いに並列に接続された複数の室内ユニット（
室内膨張弁を有さないもの）が設けられていてもよい。
【１２２５】
　（６－１－７）第１実施形態の変形例Ｂ
　上記第１実施形態では、室外ユニット２０の設計圧力が液側冷媒連絡配管６とガス側冷
媒連絡配管５の設計圧力の１．５倍よりも低く、且つ、室外ユニット２０の室外ユニット
制御部２７について冷媒の制御圧力の上限値が液側冷媒連絡配管６とガス側冷媒連絡配管
５の設計圧力の１．５倍よりも低くなるように設定されている場合を例に挙げて説明した
。
【１２２６】
　これに対して、例えば、設計圧力が液側冷媒連絡配管６とガス側冷媒連絡配管５の設計
圧力の１．５倍以上の室外ユニット２０であっても、冷媒の制御圧力の上限値として複数
種類の中から選択可能に構成されており、液側冷媒連絡配管６とガス側冷媒連絡配管５の
設計圧力の１．５倍よりも低くなるように設定可能な室外ユニット制御部２７を有する室
外ユニット２０であれば、上記実施形態の空気調和装置１において用いることができる。
【１２２７】
　（６－２）第２実施形態
　以下、冷媒回路の概略構成図である図６Ｃ、概略制御ブロック構成図である図６Ｄを参
照しつつ、第２実施形態に係る熱源ユニットとしての室外ユニット２０を備えた冷凍サイ
クル装置としての空気調和装置１ａについて説明する。
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【１２２８】
　以下、主として、第２実施形態の空気調和装置１ａについて、第１実施形態の空気調和
装置１と異なる箇所を中心に説明する。
【１２２９】
　空気調和装置１ａにおいても、冷媒回路１０には、蒸気圧縮式の冷凍サイクルを行うた
めの冷媒として、１，２－ジフルオロエチレンを含む冷媒であり、上述した冷媒Ａ～Ｄの
いずれかが充填されている。また、冷媒回路１０には、当該冷媒と共に、冷凍機油が充填
されている。
【１２３０】
　（６－２－１）室外ユニット２０
　第２実施形態の空気調和装置１ａの室外ユニット２０では、室外ファン２５として、第
１室外ファン２５ａと第２室外ファン２５ｂとが設けられている。空気調和装置１ａの室
外ユニット２０の室外熱交換器２３は、第１室外ファン２５ａおよび第２室外ファン２５
ｂから受ける空気流れに対応するように、広い熱交換面積が確保されている。なお、室外
ユニット２０は、上記第１実施形態と同様に、設計圧力（ゲージ圧力）が、液側冷媒連絡
配管６とガス側冷媒連絡配管５の設計圧力の１．５倍（液側冷媒連絡配管６とガス側冷媒
連絡配管５の耐圧圧力）よりも低い。このような室外ユニット２０の設計圧力は、例えば
、４．０ＭＰａ以上４．５ＭＰａ以下とすることができる。
【１２３１】
　空気調和装置１ａの室外ユニット２０では、上記第１実施形態における室外ユニット２
０の室外膨張弁２４の代わりに、室外熱交換器２３の液側から液側閉鎖弁２９までの間に
おいて、第１室外膨張弁４４、中間圧レシーバ４１、第２室外膨張弁４５が順次設けられ
ている。第１室外膨張弁４４および第２室外膨張弁４５は、弁開度を制御可能である。中
間圧レシーバ４１は、第１室外膨張弁４４側から延びる配管の端部と、第２室外膨張弁４
５側から延びる配管の端部と、の両方が内部空間に位置しており、冷媒を溜めることがで
きる容器である。なお、中間圧レシーバ４１の内容積は、圧縮機２１に付属した付属アキ
ュムレータの内容積より大きく、２倍以上であることが好ましい。
【１２３２】
　第２実施形態の室外ユニット２０は、略直方体箱状であり、鉛直に延びる仕切板等によ
って分割されることで送風機室および機械室が形成された構造（いわゆる、トランク型構
造）を有している。
【１２３３】
　室外熱交換器２３は、例えば、複数の伝熱フィンと、これに貫通固定された複数の伝熱
管とを有している。この室外熱交換器２３は、平面視Ｌ字形状となるように配置されてい
る。
【１２３４】
　なお、第２実施形態の室外ユニット２０についても、室外ユニット制御部２７（および
これを含むコントローラ７）は、冷媒の制御圧力（ゲージ圧力）の上限値が、液側冷媒連
絡配管６とガス側冷媒連絡配管５の設計圧力の１．５倍（液側冷媒連絡配管６とガス側冷
媒連絡配管５の耐圧圧力）よりも低くなるように設定されている。
【１２３５】
　以上の空気調和装置１ａでは、冷房運転モードでは、第１室外膨張弁４４は、例えば、
室外熱交換器２３の液側出口を通過する冷媒の過冷却度が所定条件を満たすように制御さ
れる。また、冷房運転モードでは、第２室外膨張弁４５は、例えば、圧縮機２１が吸入す
る冷媒の過熱度が所定の条件を満たすように制御される。
【１２３６】
　また、暖房運転モードでは、第２室外膨張弁４５は、例えば、室内熱交換器３１の液側
出口を通過する冷媒の過冷却度が所定条件を満たすように制御される。また、暖房運転モ
ードでは、第１室外膨張弁４４は、例えば、圧縮機２１が吸入する冷媒の過熱度が所定の
条件を満たすように制御される。なお、暖房運転モードでは、例えば、冷媒回路１０にお
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ける圧力の最大値が、ガス側冷媒連絡配管５の設計圧力の１．５倍よりも低くなるように
、圧縮機２１の駆動周波数と室外ファン２５の風量の少なくともいずれかが制御される。
【１２３７】
　（６－２－２）室内ユニット３０
　第２実施形態の室内ユニット３０は、対象空間である室内の上方空間に吊り下げられる
ことで設置されるか、天井面に対して設置されるか、壁面に対して設置されて用いられる
。室内ユニット３０は、液側冷媒連絡配管６およびガス側冷媒連絡配管５を介して室外ユ
ニット２０と接続されており、冷媒回路１０の一部を構成している。なお、室内ユニット
３０の設計圧力は、室外ユニット２０と同様に、例えば、４．０ＭＰａ以上４．５ＭＰａ
以下とすることができる。
【１２３８】
　室内ユニット３０は、室内熱交換器３１と、室内ファン３２等を有している。
【１２３９】
　第２実施形態の室内熱交換器３１は、複数の伝熱フィンと、これに貫通固定された複数
の伝熱管と、を有している。
【１２４０】
　（６－２－３）第２実施形態の特徴
　以上の第２実施形態に係る空気調和装置１ａにおいても、第１実施形態に係る空気調和
装置１と同様に、１，２－ジフルオロエチレンを含む冷媒が用いられているため、GWPを
十分に小さく抑えることが可能になっている。
【１２４１】
　また、空気調和装置１ａでは、室外ユニット２０の設計圧力が液側冷媒連絡配管６とガ
ス側冷媒連絡配管５の設計圧力の１．５倍よりも低いものが用いられている。また、空気
調和装置１ａの室外ユニット２０が有する室外ユニット制御部２７は、冷媒の制御圧力の
上限値が、液側冷媒連絡配管６とガス側冷媒連絡配管５の設計圧力の１．５倍よりも低く
なるように、設定されている。このため、上記特定の冷媒Ａ～Ｄを用いた場合であっても
、液側冷媒連絡配管６とガス側冷媒連絡配管５の損傷を抑制させることが可能になってい
る。
【１２４２】
　（６－２－４）第２実施形態の変形例Ａ
　上記第２実施形態では、室内ユニットが１つだけ設けられている空気調和装置を例に挙
げて説明したが、空気調和装置としては、互いに並列に接続された複数の室内ユニット（
室内膨張弁を有さないもの）が設けられていてもよい。
【１２４３】
　（６－２－５）第２実施形態の変形例Ｂ
　上記第２実施形態では、室外ユニット２０の設計圧力が液側冷媒連絡配管６とガス側冷
媒連絡配管５の設計圧力の１．５倍よりも低く、且つ、室外ユニット２０の室外ユニット
制御部２７について冷媒の制御圧力の上限値が液側冷媒連絡配管６とガス側冷媒連絡配管
５の設計圧力の１．５倍よりも低くなるように設定されている場合を例に挙げて説明した
。
【１２４４】
　これに対して、例えば、設計圧力が液側冷媒連絡配管６とガス側冷媒連絡配管５の設計
圧力の１．５倍以上の室外ユニット２０であっても、冷媒の制御圧力の上限値として複数
種類の中から選択可能に構成されており、液側冷媒連絡配管６とガス側冷媒連絡配管５の
設計圧力の１．５倍よりも低くなるように設定可能な室外ユニット制御部２７を有する室
外ユニット２０であれば、上記実施形態の空気調和装置１ａにおいて用いることができる
。
【１２４５】
　（６－３）第３実施形態
　以下、冷媒回路の概略構成図である図６Ｅ、概略制御ブロック構成図である図６Ｆを参
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照しつつ、第３実施形態に係る熱源ユニットとしての室外ユニット２０を備えた冷凍サイ
クル装置としての空気調和装置１ｂについて説明する。
【１２４６】
　以下、主として、第３実施形態の空気調和装置１ｂについて、第１実施形態の空気調和
装置１と異なる箇所を中心に説明する。
【１２４７】
　空気調和装置１ｂにおいても、冷媒回路１０には、蒸気圧縮式の冷凍サイクルを行うた
めの冷媒として、１，２－ジフルオロエチレンを含む冷媒であり、上述した冷媒Ａ～Ｄの
いずれかが充填されている。また、冷媒回路１０には、当該冷媒と共に、冷凍機油が充填
されている。
【１２４８】
　（６－３－１）室外ユニット２０
　第３実施形態に係る空気調和装置１ｂの室外ユニット２０では、上記第１実施形態にお
ける室外ユニット２０において、低圧レシーバ２６、過冷却熱交換器４７および過冷却回
路４６が設けられている。なお、室外ユニット２０は、上記第１実施形態と同様に、設計
圧力（ゲージ圧力）が、液側冷媒連絡配管６とガス側冷媒連絡配管５の設計圧力の１．５
倍（液側冷媒連絡配管６とガス側冷媒連絡配管５の耐圧圧力）よりも低く、複数の室内ユ
ニット３０、３５を有する本実施形態の空気調和装置１ｂにおいては後述する分岐管５ａ
、５ｂ、６ａ、６ｂの設計圧力よりも低いことが好ましい。このような室外ユニット２０
の設計圧力は、例えば、４．０ＭＰａ以上４．５ＭＰａ以下とすることができる。
【１２４９】
　低圧レシーバ２６は、四路切換弁２２の接続ポートの１つから圧縮機２１の吸入側に至
るまでの間に設けられ、冷媒を溜めることができる容器である。なお、本実施形態におい
ては、圧縮機２１が有する付属のアキュムレータとは別に設けられている。なお、低圧レ
シーバ２６の内容積は、圧縮機２１に付属した付属アキュムレータの内容積より大きく、
２倍以上であることが好ましい。
【１２５０】
　過冷却熱交換器４７は、室外膨張弁２４と液側閉鎖弁２９との間に設けられている。
【１２５１】
　過冷却回路４６は、室外膨張弁２４と過冷却熱交換器４７との間の主回路から分岐し、
四路切換弁２２の接続ポートの１つから低圧レシーバ２６に至るまでの途中の部分に合流
するように延びた回路である。過冷却回路４６の途中には、通過する冷媒を減圧させる過
冷却膨張弁４８が設けられている。過冷却回路４６を流れる冷媒であって、過冷却膨張弁
４８で減圧された冷媒は、過冷却熱交換器４７において、主回路側を流れる冷媒との間で
熱交換を行う。これにより、主回路側を流れる冷媒はさらに冷却され、過冷却回路４６を
流れる冷媒は蒸発する。
【１２５２】
　第３実施形態に係る空気調和装置１ｂの室外ユニット２０は、例えば、下方から内部に
空気を取り込んで上方から外部に空気を吹き出す上吹き型構造と呼ばれるものであってよ
い。
【１２５３】
　なお、第３実施形態の室外ユニット２０についても、室外ユニット制御部２７（および
これを含むコントローラ７）は、冷媒の制御圧力（ゲージ圧力）の上限値が、液側冷媒連
絡配管６とガス側冷媒連絡配管５の設計圧力の１．５倍（液側冷媒連絡配管６とガス側冷
媒連絡配管５の耐圧圧力）よりも低くなるように設定されており、複数の室内ユニット３
０、３５を有する本実施形態の空気調和装置１ｂにおいては後述する分岐管５ａ、５ｂ、
６ａ、６ｂの設計圧力よりも低くなるように設定されていることが好ましい。
【１２５４】
　（６－３－２）第１室内ユニット３０および第２室内ユニット３５
　また、第３実施形態に係る空気調和装置１ｂでは、上記第１実施形態における室内ユニ
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ット３０の代わりに、互いに並列に設けられた第１室内ユニット３０および第２室内ユニ
ット３５を有している。なお、第１室内ユニット３０および第２室内ユニット３５の各設
計圧力は、室外ユニット２０と同様に、例えば、４．０ＭＰａ以上４．５ＭＰａ以下とす
ることができる。
【１２５５】
　第１室内ユニット３０は、上記第１実施形態における室内ユニット３０と同様に第１室
内熱交換器３１と第１室内ファン３２と第１室内ユニット制御部３４が設けられており、
さらに、第１室内熱交換器３１の液側において第１室内膨張弁３３が設けられている。第
１室内膨張弁３３は、弁開度が制御可能である。第１室内ユニット３０は、液側が、液側
冷媒連絡配管６の室内ユニット側端部から分岐して延びた第１液側分岐管６ａと接続され
、ガス側が、ガス側冷媒連絡配管５の室内ユニット側端部から分岐して延びた第１ガス側
分岐管５ａと接続されている。
【１２５６】
　第２室内ユニット３５は、第１室内ユニット３０と同様であり、第２室内熱交換器３６
と第２室内ファン３７と、第２室内ユニット制御部３９と、第２室内熱交換器３６の液側
に設けられた第２室内膨張弁３８と、を有している。第２室内膨張弁３８は、弁開度が制
御可能である。第２室内ユニット３５は、液側が、液側冷媒連絡配管６の室内ユニット側
端部から分岐して延びた第２液側分岐管６ｂと接続され、ガス側が、ガス側冷媒連絡配管
５の室内ユニット側端部から分岐して延びた第２ガス側分岐管５ｂと接続されている。
【１２５７】
　上記第１液側分岐管６ａと第２液側分岐管６ｂと第１ガス側分岐管５ａと第２ガス側分
岐管５ｂの各設計圧力は、例えば、４．５ＭＰａとすることができる。
【１２５８】
　なお、第３実施形態に係る空気調和装置１ｂの第１室内ユニット３０および第２室内ユ
ニット３５の具体的な構造は、上記第１室内膨張弁３３や第２室内膨張弁３８を除き、第
２実施形態の室内ユニット３０と同様の構成である。
【１２５９】
　なお、第３実施形態のコントローラ７は、室外ユニット制御部２７と、第１室内ユニッ
ト制御部３４と、第２室内ユニット制御部３９と、が互いに通信可能に接続されて構成さ
れている。
【１２６０】
　以上の空気調和装置１ｂでは、冷房運転モードでは、室外膨張弁２４は、室外熱交換器
２３の液側出口を通過する冷媒の過冷却度が所定条件を満たすように制御される。また、
冷房運転モードでは、過冷却膨張弁４８は、圧縮機２１が吸入する冷媒の過熱度が所定の
条件を満たすように制御される。なお、冷房運転モードでは、第１室内膨張弁３３および
第２室内膨張弁３８は、全開状態に制御される。
【１２６１】
　また、暖房運転モードでは、第１室内膨張弁３３は、第１室内熱交換器３１の液側出口
を通過する冷媒の過冷却度が所定条件を満たすように制御される。第２室内膨張弁３８も
同様に、第２室内熱交換器３６の液側出口を通過する冷媒の過冷却度が所定条件を満たす
ように制御される。また、暖房運転モードでは、室外膨張弁４５は、圧縮機２１が吸入す
る冷媒の過熱度が所定の条件を満たすように制御される。なお、暖房運転モードでは、過
冷却膨張弁４８は、圧縮機２１が吸入する冷媒の過熱度が所定の条件を満たすように制御
される。なお、暖房運転モードでは、例えば、冷媒回路１０における圧力の最大値が、ガ
ス側冷媒連絡配管５の設計圧力の１．５倍よりも低くなるように、圧縮機２１の駆動周波
数と室外ファン２５の風量の少なくともいずれかが制御される。なお、冷媒回路１０にお
ける圧力の最大値が、第１ガス側分岐管５ａと第２ガス側分岐管５ｂの設計圧力よりも低
くなるように、圧縮機２１の駆動周波数と室外ファン２５の風量の少なくともいずれかが
制御されることが好ましい。
【１２６２】
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　（６－３－３）第３実施形態の特徴
　以上の第３実施形態に係る空気調和装置１ｂにおいても、第１実施形態に係る空気調和
装置１と同様に、１，２－ジフルオロエチレンを含む冷媒が用いられているため、GWPを
十分に小さく抑えることが可能になっている。
【１２６３】
　また、空気調和装置１ｂでは、室外ユニット２０の設計圧力が液側冷媒連絡配管６とガ
ス側冷媒連絡配管５の設計圧力の１．５倍よりも低いものが用いられている。また、空気
調和装置１ｂの室外ユニット２０が有する室外ユニット制御部２７は、冷媒の制御圧力の
上限値が、液側冷媒連絡配管６とガス側冷媒連絡配管５の設計圧力の１．５倍よりも低く
なるように、設定されている。このため、上記特定の冷媒Ａ～Ｄを用いた場合であっても
、液側冷媒連絡配管６とガス側冷媒連絡配管５の損傷を抑制させることが可能になってい
る。
【１２６４】
　（６－３－４）第３実施形態の変形例Ａ
　上記第３実施形態では、室外ユニット２０の設計圧力が液側冷媒連絡配管６とガス側冷
媒連絡配管５の設計圧力の１．５倍よりも低く、且つ、室外ユニット２０の室外ユニット
制御部２７について冷媒の制御圧力の上限値が液側冷媒連絡配管６とガス側冷媒連絡配管
５の設計圧力の１．５倍よりも低くなるように設定されている場合を例に挙げて説明した
。
【１２６５】
　これに対して、例えば、設計圧力が液側冷媒連絡配管６とガス側冷媒連絡配管５の設計
圧力の１．５倍以上の室外ユニット２０であっても、冷媒の制御圧力の上限値として複数
種類の中から選択可能に構成されており、液側冷媒連絡配管６とガス側冷媒連絡配管５の
設計圧力の１．５倍よりも低くなるように設定可能な室外ユニット制御部２７を有する室
外ユニット２０であれば、上記実施形態の空気調和装置１ｂにおいて用いることができる
。
【１２６６】
　（６－４）第４実施形態
　上記第１～第３実施形態およびその各変形例においては、上記冷媒Ａ～Ｄのいずれかが
用いられている新設された室外ユニット２０や空気調和装置１、１ａ、１ｂを例に挙げて
説明した。
【１２６７】
　これに対して、第４実施形態に係る空気調和装置は、以下に述べるように、別冷媒が用
いられていた空気調和装置について、液側冷媒連絡配管６およびガス側冷媒連絡配管５を
再利用しつつ、用いる冷媒を上記冷媒Ａ～Ｄのいずれかに変えることで更新された空気調
和装置である。
【１２６８】
　（６－４－１）Ｒ２２から更新された空気調和装置
　上記第１～第３実施形態およびその各変形例における空気調和装置１、１ａ、１ｂは、
Ｒ２２が用いられていたものであり、１，２－ジフルオロエチレンを含む冷媒Ａ～Ｄのい
ずれかが用いられるように更新された空気調和装置１、１ａ、１ｂであってもよい。
【１２６９】
　ここで、冷媒Ｒ２２（上述の冷媒Ａ～Ｄのいずれかの冷媒よりも設計圧力の低い冷媒で
ある）が用いられていた空気調和装置での液側冷媒連絡配管６およびガス側冷媒連絡配管
５の設計圧力は、配管の外径と肉厚、さらに配管の材料である銅管の材質により決められ
ている。このような液側冷媒連絡配管６やガス側冷媒連絡配管５に一般的に使用される銅
管のうち、設計圧力が最も低い配管の外径、肉厚、材質の組み合わせは、一般冷媒配管用
銅管（ＪＩＳ　Ｂ　８６０７）から、φ１９．０５、肉厚１．０ｍｍ、Ｏ材の場合であり
、設計圧力は３．７２ＭＰａ（ゲージ圧力）である。
【１２７０】
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　このため、上述の冷媒Ａ～Ｄのいずれかの冷媒を使用するように更新された空気調和装
置１、１ａ、１ｂの室外ユニット２０では、冷媒の制御圧力の上限値が３．７ＭＰａ（ゲ
ージ圧力）以下になるように、室外熱交換器２３の伝熱面積や室外熱交換器２３における
風量（室外ファン２５により送風される空気量）を設定する。または、上述の冷媒Ａ～Ｄ
のいずれかの冷媒を使用するように更新された空気調和装置１、１ａ、１ｂの室外ユニッ
ト２０が有する室外ユニット制御部２７において、冷媒の制御圧力の上限値が３．７ＭＰ
ａ（ゲージ圧力）以下になるように設定する。これにより、室外ユニット制御部２７では
、圧縮機２１の運転周波数を制御することによる冷媒循環量の調整、および、室外熱交換
器２３における室外ファン２５の風量の調整を行うことになる。
【１２７１】
　以上により、冷媒Ｒ２２を使用していた空気調和装置（旧機）で使用されていた液側冷
媒連絡配管６やガス側冷媒連絡配管５を、上述の冷媒Ａ～Ｄのいずれかの冷媒を使用して
更新された空気調和装置（新機）１、１ａ、１ｂの導入時に再利用することが可能となり
、その場合における液側冷媒連絡配管６やガス側冷媒連絡配管５の損傷を抑制することが
可能になる。
【１２７２】
　この場合、冷媒Ａ～Ｄのいずれかに更新された空気調和装置１、１ａ、１ｂの室外ユニ
ット２０の設計圧力は、Ｒ２２が使用されていた際の空気調和装置における室外ユニット
の設計圧力と同等であり、具体的には、３．０ＭＰａ以上３．７ＭＰａ以下であることが
好ましい。また、Ｒ２２が用いられていた際の空気調和装置が有する室外ユニットおよび
室内ユニットについては、再利用してもよいし、新たなものを用いてもよい。
【１２７３】
　室外ユニット２０について新たなものを用いる場合には、その設計圧力または冷媒の制
御圧力の上限値が、Ｒ２２が用いられていた際の空気調和装置が有していた室外ユニット
の設計圧力または冷媒の制御圧力の上限値と同等のものを用いる。例えば、Ｒ２２が用い
られていた際の空気調和装置が有していた室外ユニットの設計圧力や冷媒の制御圧力の上
限値が３．０ＭＰａである場合には、新たな室外ユニット２０としては、設計圧力が３．
０ＭＰａと同等のものであるか、または、設計圧力がより大きなもの（設計圧力が４．０
ＭＰａ以上４．５ＭＰａ以下のものであって、冷媒Ａ～Ｄのいずれかについて用いられる
液側冷媒連絡配管６およびガス側冷媒連絡配管５に接続して用いることができるもの）で
あっても冷媒の制御圧力の上限値については３．０ＭＰａと同等に設定されたものである
ことが好ましい。
【１２７４】
　なお、第３実施形態等に示すように複数の室内ユニット３０、３５が、第１液側分岐管
６ａ、第２液側分岐管６ｂ、第１ガス側分岐管５ａ、第２ガス側分岐管５ｂ等の分岐管を
介して接続されている空気調和装置については、冷媒としてＲ２２を用いた場合のこれら
の分岐管の設計圧力は３．４ＭＰａとされており、上記３．７ＭＰａよりもさらに低いも
のが用いられている。このため、複数の室内ユニット３０、３５を有しており、用いられ
る冷媒がＲ２２から上記冷媒Ａ～Ｄのいずれかの冷媒に更新された空気調和装置１、１ａ
、１ｂについては、上記各分岐管を流れる冷媒の圧力が３．４ＭＰａを超えることが無い
ように、室外ユニット２０の設計圧力が３．４ＭＰａ以下のものを用いるか、または、室
外ユニット２０が有する室外ユニット制御部２７による冷媒の制御圧力の上限値が３．４
ＭＰａ以下となるように設定することが好ましい。
【１２７５】
　（６－４－２）Ｒ４０７Ｃから更新された空気調和装置
　上記第１～第３実施形態およびその各変形例における空気調和装置１、１ａ、１ｂは、
冷媒Ｒ４０７Ｃが用いられていたものであり、１，２－ジフルオロエチレンを含む冷媒Ａ
～Ｄのいずれかが用いられるように更新された空気調和装置１、１ａ、１ｂであってもよ
い。
【１２７６】
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　ここで、冷媒Ｒ４０７Ｃ（上述の冷媒Ａ～Ｄのいずれかの冷媒よりも設計圧力の低い冷
媒である）が用いられていた空気調和装置での液側冷媒連絡配管６およびガス側冷媒連絡
配管５の設計圧力は、上記Ｒ２２が用いられていた場合と同様に、液側冷媒連絡配管６や
ガス側冷媒連絡配管５について設計圧力が最も低い配管の設計圧力は３．７２ＭＰａ（ゲ
ージ圧力）である。
【１２７７】
　このため、上述の冷媒Ａ～Ｄのいずれかの冷媒を使用するように更新された空気調和装
置１、１ａ、１ｂの室外ユニット２０では、上記Ｒ２２からの更新の場合と同様に、冷媒
の制御圧力の上限値が３．７ＭＰａ（ゲージ圧力）以下になるように、室外熱交換器２３
の伝熱面積や室外熱交換器２３における風量（室外ファン２５により送風される空気量）
を設定する。または、上述の冷媒Ａ～Ｄのいずれかの冷媒を使用するように更新された空
気調和装置１、１ａ、１ｂの室外ユニット２０が有する室外ユニット制御部２７において
、冷媒の制御圧力の上限値が３．７ＭＰａ（ゲージ圧力）以下になるように設定する。こ
れにより、室外ユニット制御部２７では、圧縮機２１の運転周波数を制御することによる
冷媒循環量の調整、および、室外熱交換器２３における室外ファン２５の風量の調整を行
うことになる。
【１２７８】
　以上により、冷媒Ｒ４０７Ｃを使用していた空気調和装置（旧機）で使用されていた液
側冷媒連絡配管６やガス側冷媒連絡配管５を、上述の冷媒Ａ～Ｄのいずれかの冷媒を使用
して更新された空気調和装置（新機）１、１ａ、１ｂの導入時に再利用することが可能と
なり、その場合における液側冷媒連絡配管６やガス側冷媒連絡配管５の損傷を抑制するこ
とが可能になる。
【１２７９】
　この場合、冷媒Ａ～Ｄのいずれかに更新された空気調和装置１、１ａ、１ｂの室外ユニ
ット２０の設計圧力は、Ｒ４０７Ｃが使用されていた際の空気調和装置における室外ユニ
ットの設計圧力と同等であり、具体的には、３．０ＭＰａ以上３．７ＭＰａ以下であるこ
とが好ましい。また、Ｒ４０７Ｃが用いられていた際の空気調和装置が有する室外ユニッ
トおよび室内ユニットについては、再利用してもよいし、新たなものを用いてもよい。
【１２８０】
　室外ユニット２０について新たなものを用いる場合には、その設計圧力または冷媒の制
御圧力の上限値が、Ｒ４０７Ｃが用いられていた際の空気調和装置が有していた室外ユニ
ットの設計圧力または冷媒の制御圧力の上限値と同等のものを用いる。例えば、Ｒ４０７
Ｃが用いられていた際の空気調和装置が有していた室外ユニットの設計圧力や冷媒の制御
圧力の上限値が３．０ＭＰａである場合には、新たな室外ユニット２０としては、設計圧
力が３．０ＭＰａと同等のものであるか、または、設計圧力がより大きなもの（設計圧力
が４．０ＭＰａ以上４．５ＭＰａ以下のものであって、冷媒Ａ～Ｄのいずれかについて用
いられる液側冷媒連絡配管６およびガス側冷媒連絡配管５に接続して用いることができる
もの）であっても冷媒の制御圧力の上限値については３．０ＭＰａと同等に設定されたも
のであることが好ましい。
【１２８１】
　なお、第３実施形態等に示すように複数の室内ユニット３０、３５が、第１液側分岐管
６ａ、第２液側分岐管６ｂ、第１ガス側分岐管５ａ、第２ガス側分岐管５ｂ等の分岐管を
介して接続されている空気調和装置については、冷媒としてＲ４０７Ｃを用いた場合のこ
れらの分岐管の設計圧力はＲ２２と同様に３．４ＭＰａとされており、上記３．７ＭＰａ
よりもさらに低いものが用いられている。このため、複数の室内ユニット３０、３５を有
しており、用いられる冷媒がＲ４０７Ｃから上記冷媒Ａ～Ｄのいずれかの冷媒に更新され
た空気調和装置１、１ａ、１ｂについては、上記各分岐管を流れる冷媒の圧力が３．４Ｍ
Ｐａを超えることが無いように、室外ユニット２０の設計圧力が３．４ＭＰａ以下のもの
を用いるか、または、室外ユニット２０が有する室外ユニット制御部２７による冷媒の制
御圧力の上限値が３．４ＭＰａ以下となるように設定することが好ましい。
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【１２８２】
　（６－４－３）Ｒ４１０Ａから更新された空気調和装置
　上記第１～第３実施形態およびその各変形例における空気調和装置１、１ａ、１ｂは、
冷媒Ｒ４１０Ａが用いられていたものであり、１，２－ジフルオロエチレンを含む冷媒Ａ
～Ｄのいずれかが用いられるように更新された空気調和装置１、１ａ、１ｂであってもよ
い。
【１２８３】
　ここで、冷媒Ｒ４１０Ａ（上述の冷媒Ａ～Ｄのいずれかの冷媒と概ね同等の設計圧力の
冷媒である）が用いられていた空気調和装置での液側冷媒連絡配管６およびガス側冷媒連
絡配管５の設計圧力は、外径が３／８インチの配管については４．３ＭＰａ（ゲージ圧力
）、外径が１／２インチの配管については４．８ＭＰａ（ゲージ圧力）とされている。
【１２８４】
　このため、上述の冷媒Ａ～Ｄのいずれかの冷媒を使用するように更新された空気調和装
置１、１ａ、１ｂの室外ユニット２０では、冷媒の制御圧力の上限値が、外径が３／８イ
ンチの連絡配管が用いられている場合については４．３ＭＰａ以下となるように、また、
外径が１／２インチの連絡配管が用いられている場合については４．８ＭＰａ以下となる
ように、室外熱交換器２３の伝熱面積や室外熱交換器２３における風量（室外ファン２５
により送風される空気量）を設定する。または、上述の冷媒Ａ～Ｄのいずれかの冷媒を使
用するように更新された空気調和装置１、１ａ、１ｂの室外ユニット２０が有する室外ユ
ニット制御部２７において、冷媒の制御圧力の上限値が、外径が３／８インチの連絡配管
が用いられている場合については４．３ＭＰａ以下となるように、また、外径が１／２イ
ンチの連絡配管が用いられている場合については４．８ＭＰａ以下となるように設定する
。これにより、室外ユニット制御部２７では、圧縮機２１の運転周波数を制御することに
よる冷媒循環量の調整、および、室外熱交換器２３における室外ファン２５の風量の調整
を行うことになる。
【１２８５】
　以上により、冷媒Ｒ４１０Ａを使用していた空気調和装置（旧機）で使用されていた液
側冷媒連絡配管６やガス側冷媒連絡配管５を、上述の冷媒Ａ～Ｄのいずれかの冷媒を使用
して更新された空気調和装置（新機）１、１ａ、１ｂの導入時に再利用することが可能と
なり、その場合における液側冷媒連絡配管６やガス側冷媒連絡配管５の損傷を抑制するこ
とが可能になる。
【１２８６】
　この場合、冷媒Ａ～Ｄのいずれかに更新された空気調和装置１、１ａ、１ｂの室外ユニ
ット２０の設計圧力は、Ｒ４１０Ａが使用されていた際の空気調和装置における室外ユニ
ットの設計圧力と同等であり、具体的には、４．０ＭＰａ以上４．８ＭＰａ以下であるこ
とが好ましい。また、Ｒ４１０Ａが用いられていた際の空気調和装置が有する室外ユニッ
トおよび室内ユニットについては、再利用してもよいし、新たなものを用いてもよい。
【１２８７】
　室外ユニット２０について新たなものを用いる場合には、その設計圧力または冷媒の制
御圧力の上限値が、Ｒ４１０Ａが用いられていた際の空気調和装置が有していた室外ユニ
ットの設計圧力または冷媒の制御圧力の上限値と同等のものを用いる。例えば、Ｒ４１０
Ａが用いられていた際の空気調和装置が有していた室外ユニットの設計圧力や冷媒の制御
圧力の上限値が４．２ＭＰａである場合には、新たな室外ユニット２０としては、設計圧
力が４．２ＭＰａと同等のものであるか、または、設計圧力がより大きなもの（設計圧力
が４．２ＭＰａより大きく４．５ＭＰａ以下のものであって、冷媒Ａ～Ｄのいずれかにつ
いて用いられる液側冷媒連絡配管６およびガス側冷媒連絡配管５に接続して用いることが
できるもの）であっても冷媒の制御圧力の上限値については４．２ＭＰａと同等に設定さ
れたものであることが好ましい。
【１２８８】
　なお、第３実施形態等に示すように複数の室内ユニット３０、３５が、第１液側分岐管
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６ａ、第２液側分岐管６ｂ、第１ガス側分岐管５ａ、第２ガス側分岐管５ｂ等の分岐管を
介して接続されている空気調和装置については、冷媒としてＲ４１０Ａを用いた場合のこ
れらの分岐管の設計圧力は４．２ＭＰａとされており、上記４．８ＭＰａよりもさらに低
いものが用いられている。このため、複数の室内ユニット３０、３５を有しており、用い
られる冷媒がＲ４１０Ａから上記冷媒Ａ～Ｄのいずれかの冷媒に更新された空気調和装置
１、１ａ、１ｂについては、上記各分岐管を流れる冷媒の圧力が４．２ＭＰａを超えるこ
とが無いように、室外ユニット２０の設計圧力が４．２ＭＰａ以下のものを用いるか、ま
たは、室外ユニット２０が有する室外ユニット制御部２７による冷媒の制御圧力の上限値
が４．２ＭＰａ以下となるように設定することが好ましい。
【１２８９】
　（６－４－４）Ｒ３２から更新された空気調和装置
　上記第１～第３実施形態およびその各変形例における空気調和装置１、１ａ、１ｂは、
冷媒Ｒ３２が用いられていたものであり、１，２－ジフルオロエチレンを含む冷媒Ａ～Ｄ
のいずれかが用いられるように更新された空気調和装置１、１ａ、１ｂであってもよい。
【１２９０】
　ここで、冷媒Ｒ３２（上述の冷媒Ａ～Ｄのいずれかの冷媒と概ね同等の設計圧力の冷媒
である）が用いられていた空気調和装置での液側冷媒連絡配管６およびガス側冷媒連絡配
管５の設計圧力は、外径が３／８インチの配管については４．３ＭＰａ（ゲージ圧力）、
外径が１／２インチの配管については４．８ＭＰａ（ゲージ圧力）とされている。
【１２９１】
　このため、上述の冷媒Ａ～Ｄのいずれかの冷媒を使用するように更新された空気調和装
置１、１ａ、１ｂの室外ユニット２０では、冷媒の制御圧力の上限値が、外径が３／８イ
ンチの連絡配管が用いられている場合については４．３ＭＰａ以下となるように、また、
外径が１／２インチの連絡配管が用いられている場合については４．８ＭＰａ以下となる
ように、室外熱交換器２３の伝熱面積や室外熱交換器２３における風量（室外ファン２５
により送風される空気量）を設定する。または、上述の冷媒Ａ～Ｄのいずれかの冷媒を使
用するように更新された空気調和装置１、１ａ、１ｂの室外ユニット２０が有する室外ユ
ニット制御部２７において、冷媒の制御圧力の上限値が、外径が３／８インチの連絡配管
が用いられている場合については４．３ＭＰａ以下となるように、また、外径が１／２イ
ンチの連絡配管が用いられている場合については４．８ＭＰａ以下となるように設定する
。これにより、室外ユニット制御部２７では、圧縮機２１の運転周波数を制御することに
よる冷媒循環量の調整、および、室外熱交換器２３における室外ファン２５の風量の調整
を行うことになる。
【１２９２】
　以上により、冷媒Ｒ３２を使用していた空気調和装置（旧機）で使用されていた液側冷
媒連絡配管６やガス側冷媒連絡配管５を、上述の冷媒Ａ～Ｄのいずれかの冷媒を使用して
更新された空気調和装置（新機）１、１ａ、１ｂの導入時に再利用することが可能となり
、その場合における液側冷媒連絡配管６やガス側冷媒連絡配管５の損傷を抑制することが
可能になる。
【１２９３】
　この場合、冷媒Ａ～Ｄのいずれかに更新された空気調和装置１、１ａ、１ｂの室外ユニ
ット２０の設計圧力は、Ｒ３２が使用されていた際の空気調和装置における室外ユニット
の設計圧力と同等であり、具体的には、４．０ＭＰａ以上４．８ＭＰａ以下であることが
好ましい。また、Ｒ３２が用いられていた際の空気調和装置が有する室外ユニットおよび
室内ユニットについては、再利用してもよいし、新たなものを用いてもよい。
【１２９４】
　室外ユニット２０について新たなものを用いる場合には、その設計圧力または冷媒の制
御圧力の上限値が、Ｒ３２が用いられていた際の空気調和装置が有していた室外ユニット
の設計圧力または冷媒の制御圧力の上限値と同等のものを用いる。例えば、Ｒ３２が用い
られていた際の空気調和装置が有していた室外ユニットの設計圧力や冷媒の制御圧力の上
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限値が４．２ＭＰａである場合には、新たな室外ユニット２０としては、設計圧力が４．
２ＭＰａと同等のものであるか、または、設計圧力がより大きなもの（設計圧力が４．２
ＭＰａより大きく４．５ＭＰａ以下のものであって、冷媒Ａ～Ｄのいずれかについて用い
られる液側冷媒連絡配管６およびガス側冷媒連絡配管５に接続して用いることができるも
の）であっても冷媒の制御圧力の上限値については４．２ＭＰａと同等に設定されたもの
であることが好ましい。
【１２９５】
　なお、第３実施形態等に示すように複数の室内ユニット３０、３５が、第１液側分岐管
６ａ、第２液側分岐管６ｂ、第１ガス側分岐管５ａ、第２ガス側分岐管５ｂ等の分岐管を
介して接続されている空気調和装置については、冷媒としてＲ３２を用いた場合のこれら
の分岐管の設計圧力は４．２ＭＰａとされており、上記４．８ＭＰａよりもさらに低いも
のが用いられている。このため、複数の室内ユニット３０、３５を有しており、用いられ
る冷媒がＲ３２から上記冷媒Ａ～Ｄのいずれかの冷媒に更新された空気調和装置１、１ａ
、１ｂについては、上記各分岐管を流れる冷媒の圧力が４．２ＭＰａを超えることが無い
ように、室外ユニット２０の設計圧力が４．２ＭＰａ以下のものを用いるか、または、室
外ユニット２０が有する室外ユニット制御部２７による冷媒の制御圧力の上限値が４．２
ＭＰａ以下となるように設定することが好ましい。
【１２９６】
　（７）第７グループの技術の実施形態
　（７－１）第１実施形態
　以下、冷媒回路の概略構成図である図７Ａ、概略制御ブロック構成図である図７Ｂを参
照しつつ、第１実施形態に係る冷凍サイクル装置としての空気調和装置１について説明す
る。
【１２９７】
　空気調和装置１は、蒸気圧縮式の冷凍サイクルを行うことで、対象空間の空気を調和さ
せる装置である。
【１２９８】
　空気調和装置１は、主として、室外ユニット２０と、室内ユニット３０と、室外ユニッ
ト２０と室内ユニット３０を接続する液側冷媒連絡配管６およびガス側冷媒連絡配管５と
、入力装置および出力装置としての図示しないリモコンと、空気調和装置１の動作を制御
するコントローラ７と、を有している。
【１２９９】
　空気調和装置１では、冷媒回路１０内に封入された冷媒が、圧縮され、冷却又は凝縮さ
れ、減圧され、加熱又は蒸発された後に、再び圧縮される、という冷凍サイクルが行われ
る。本実施形態では、冷媒回路１０には、蒸気圧縮式の冷凍サイクルを行うための冷媒が
充填されている。当該冷媒は、１，２－ジフルオロエチレンを含む混合冷媒であり、上述
した冷媒Ａ～Ｄのいずれかを用いることができる。また、冷媒回路１０には、当該冷媒と
共に、冷凍機油が充填されている。なお、室内ユニット３０が１台だけ設けられている空
気調和装置１の定格冷房能力としては、特に限定されず、例えば、２．０ｋＷ以上１７．
０ｋＷ以下とすることができ、なかでも、冷媒容器が設けられていない規模の本実施形態
の空気調和装置１では、２．０ｋＷ以上６．０ｋＷ以下とすることが好ましい。
【１３００】
　（７－１－１）室外ユニット２０
　室外ユニット２０は、略直方体箱状の筐体５０の内部空間が鉛直に延びる図示しない仕
切板によって左右に分割されることで送風機室および機械室が形成された構造（いわゆる
、トランク型構造）を有するものである。
【１３０１】
　この室外ユニット２０は、液側冷媒連絡配管６およびガス側冷媒連絡配管５を介して室
内ユニット３０と接続されており、冷媒回路１０の一部を構成している。室外ユニット２
０は、主として、圧縮機２１と、四路切換弁２２と、室外熱交換器２３と、室外膨張弁２
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４と、室外ファン２５と、液側閉鎖弁２９と、ガス側閉鎖弁２８と、を有している。
【１３０２】
　圧縮機２１は、冷凍サイクルにおける低圧の冷媒を高圧になるまで圧縮する機器である
。ここでは、圧縮機２１として、ロータリ式やスクロール式等の容積式の圧縮要素（図示
省略）が圧縮機モータによって回転駆動される密閉式構造の圧縮機が使用されている。圧
縮機モータは、容量を変化させるためのものであり、インバータにより運転周波数の制御
が可能である。なお、圧縮機２１には、吸入側において、図示しない付属アキュムレータ
が設けられている。
【１３０３】
　四路切換弁２２は、接続状態を切り換えることで、圧縮機２１の吐出側と室外熱交換器
２３とを接続しつつ圧縮機２１の吸入側とガス側閉鎖弁２８とを接続する冷房運転接続状
態と、圧縮機２１の吐出側とガス側閉鎖弁２８とを接続しつつ圧縮機２１の吸入側と室外
熱交換器２３とを接続する暖房運転接続状態と、を切り換えることができる。
【１３０４】
　室外熱交換器２３は、冷房運転時には冷凍サイクルにおける高圧の冷媒の凝縮器として
機能し、暖房運転時には冷凍サイクルにおける低圧の冷媒の蒸発器として機能する熱交換
器である。なお、冷媒回路１０において冷媒容器（低圧レシーバや高圧レシーバ等であり
、圧縮機に付属のアキュムレータを除く）が設けられていない本実施形態においては、室
外熱交換器２３の内容積（内部に充填可能な流体の体積）は、０．４Ｌ以上２．５Ｌ以下
であることが好ましい。
【１３０５】
　室外ファン２５は、室外ユニット２０内に室外の空気を吸入して、室外熱交換器２３に
おいて冷媒と熱交換させた後に、外部に排出するための空気流れを生じさせる。室外ファ
ン２５は、室外ファンモータによって回転駆動される。なお、本実施形態において、室外
ファン２５は、１つだけ設けられている。
【１３０６】
　室外膨張弁２４は、弁開度を制御可能であり、室外熱交換器２３の液側端部と液側閉鎖
弁２９との間に設けられている。
【１３０７】
　液側閉鎖弁２９は、室外ユニット２０における液側冷媒連絡配管６との接続部分に配置
された手動弁である。
【１３０８】
　ガス側閉鎖弁２８は、室外ユニット２０におけるとガス側冷媒連絡配管５との接続部分
に配置された手動弁である。
【１３０９】
　室外ユニット２０は、室外ユニット２０を構成する各部の動作を制御する室外ユニット
制御部２７を有している。室外ユニット制御部２７は、ＣＰＵやメモリ等を含むマイクロ
コンピュータを有している。室外ユニット制御部２７は、各室内ユニット３０の室内ユニ
ット制御部３４と通信線を介して接続されており、制御信号等の送受信を行う。また、室
外ユニット制御部２７は、図示しない各種センサと電気的に接続されており、各センサか
らの信号を受信する。
【１３１０】
　室外ユニット２０は、図７Ｃに示すように、吹出口５２が設けられた筐体５０を有して
いる。筐体５０は、略直方体形状であり、背面側および一側面側（図７Ｃ中の左側）から
屋外の空気を取り込むことが可能であり、室外熱交換器２３を通過した空気を前面５１に
形成された吹出口５２を介して前側に吹き出すことが可能である。筐体５０の下端部分は
底板５３によって覆われている。底板５３の上には、図７Ｄに示すように、背面側および
一側面側に沿うように室外熱交換器２３が立設されている。この底板５３の上面は、ドレ
ンパンとして機能することができる。また、底板５３の上表面を沿うように、電熱線で構
成されたシーズヒータであるドレンパンヒータ５４が設けられている。ドレンパンヒータ



(176) JP WO2019/124409 A1 2019.6.27

10

20

30

40

50

５４は、底板５３の上であって、室外熱交換器２３の鉛直下方を通過する部分と、室外熱
交換器２３よりも前面側を通過する部分とを有している。ドレンパンヒータ５４は、電源
供給部を兼ねた室外ユニット制御部２７と接続されており、電力の供給を受けている。ド
レンパンヒータ５４は、定格消費電力が３００Ｗ以下のものであり、本実施形態において
は、７５Ｗ以上１００Ｗ以下であることが好ましい。
【１３１１】
　（７－１－２）室内ユニット３０
　室内ユニット３０は、対象空間である室内の壁面や天井等に設置されている。室内ユニ
ット３０は、液側冷媒連絡配管６およびガス側冷媒連絡配管５を介して室外ユニット２０
と接続されており、冷媒回路１０の一部を構成している。
【１３１２】
　室内ユニット３０は、室内熱交換器３１と、室内ファン３２と、を有している。
【１３１３】
　室内熱交換器３１は、液側が、液側冷媒連絡配管６と接続され、ガス側端が、ガス側冷
媒連絡配管５とを接続されている。室内熱交換器３１は、冷房運転時には冷凍サイクルに
おける低圧の冷媒の蒸発器として機能し、暖房運転時には冷凍サイクルにおける高圧の冷
媒の凝縮器として機能する熱交換器である。
【１３１４】
　室内ファン３２は、室内ユニット３０内に室内の空気を吸入して、室内熱交換器３１に
おいて冷媒と熱交換させた後に、外部に排出するための空気流れを生じさせる。室内ファ
ン３２は、室内ファンモータによって回転駆動される。
【１３１５】
　また、室内ユニット３０は、室内ユニット３０を構成する各部の動作を制御する室内ユ
ニット制御部３４を有している。室内ユニット制御部３４は、ＣＰＵやメモリ等を含むマ
イクロコンピュータを有している。室内ユニット制御部３４は、室外ユニット制御部２７
と通信線を介して接続されており、制御信号等の送受信を行う。
【１３１６】
　室内ユニット制御部３４は、室内ユニット３０内に設けられている図示しない各種セン
サと電気的に接続されており、各センサからの信号を受信する。
【１３１７】
　（７－１－３）コントローラ７の詳細
　空気調和装置１では、室外ユニット制御部２７と室内ユニット制御部３４が通信線を介
して接続されることで、空気調和装置１の動作を制御するコントローラ７が構成されてい
る。
【１３１８】
　コントローラ７は、主として、ＣＰＵ（中央演算処理装置）と、ＲＯＭやＲＡＭ等のメ
モリを有している。なお、コントローラ７による各種処理や制御は、室外ユニット制御部
２７および／又は室内ユニット制御部３４に含まれる各部が一体的に機能することによっ
て実現されている。
【１３１９】
　（７－１－４）運転モード
　以下、運転モードについて説明する。
【１３２０】
　運転モードとしては、冷房運転モードと暖房運転モードとが設けられている。
【１３２１】
　コントローラ７は、リモコン等から受け付けた指示に基づいて、冷房運転モードか暖房
運転モードかを判断し、実行する。
【１３２２】
　（７－１－４－１）冷房運転モード
　空気調和装置１では、冷房運転モードでは、四路切換弁２２の接続状態を圧縮機２１の
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吐出側と室外熱交換器２３とを接続しつつ圧縮機２１の吸入側とガス側閉鎖弁２８とを接
続する冷房運転接続状態とし、冷媒回路１０に充填されている冷媒を、主として、圧縮機
２１、室外熱交換器２３、室外膨張弁２４、室内熱交換器３１の順に循環させる。
【１３２３】
　より具体的には、冷房運転モードが開始されると、冷媒回路１０内において、冷媒が圧
縮機２１に吸入されて圧縮された後に吐出される。
【１３２４】
　圧縮機２１では、室内ユニット３０で要求される冷却負荷に応じた容量制御が行われる
。当該容量制御としては、特に限定されず、例えば、吸入圧力の目標値が室内ユニット３
０で要求される冷却負荷に応じて設定され、吸入圧力が目標値になるように圧縮機２１の
運転周波数が制御されるものであってもよい。
【１３２５】
　圧縮機２１から吐出されたガス冷媒は、四路切換弁２２を経て、室外熱交換器２３のガ
ス側端に流入する。
【１３２６】
　室外熱交換器２３のガス側端に流入したガス冷媒は、室外熱交換器２３において、室外
ファン２５によって供給される室外側空気と熱交換を行って凝縮し、液冷媒となって室外
熱交換器２３の液側端から流出する。
【１３２７】
　室外熱交換器２３の液側端から流出した冷媒は、室外膨張弁２４を通過する際に減圧さ
れる。なお、室外膨張弁２４は、室外熱交換器２３の液側出口を通過する冷媒の過冷却度
が所定条件を満たすように制御される。なお、室外膨張弁２４の弁開度制御の手法は、特
に限定されず、例えば、圧縮機２１から吐出される冷媒の吐出温度が所定温度となるよう
に制御されてもよいし、圧縮機２１から吐出される冷媒の過熱度が所定条件を満たすよう
に制御されてもよい。
【１３２８】
　室外膨張弁２４で減圧された冷媒は、液側閉鎖弁２９および液側冷媒連絡配管６を経て
、室内ユニット３０に流入する。
【１３２９】
　室内ユニット３０に流入した冷媒は、室内熱交換器３１に流入し、室内熱交換器３１に
おいて、室内ファン３２によって供給される室内空気と熱交換を行って蒸発し、ガス冷媒
となって室内熱交換器３１のガス側端から流出する。室内熱交換器３１のガス側端から流
出したガス冷媒は、ガス側冷媒連絡配管５に流れていく。
【１３３０】
　ガス側冷媒連絡配管５を流れた冷媒は、ガス側閉鎖弁２８、四路切換弁２２を経て、再
び、圧縮機２１に吸入される。
【１３３１】
　（７－１－４－２）暖房運転モード
　空気調和装置１では、暖房運転モードでは、四路切換弁２２の接続状態を圧縮機２１の
吐出側とガス側閉鎖弁２８とを接続しつつ圧縮機２１の吸入側と室外熱交換器２３とを接
続する暖房運転接続状態とし、冷媒回路１０に充填されている冷媒を、主として、圧縮機
２１、室内熱交換器３１、室外膨張弁２４、室外熱交換器２３の順に循環させる。
【１３３２】
　より具体的には、暖房運転モードが開始されると、冷媒回路１０内において、冷媒が圧
縮機２１に吸入されて圧縮された後に吐出される。
【１３３３】
　圧縮機２１では、室内ユニット３０で要求される暖房負荷に応じた容量制御が行われる
。当該容量制御としては、特に限定されず、例えば、吐出圧力の目標値が室内ユニット３
０で要求される暖房負荷に応じて設定され、吐出圧力が目標値になるように圧縮機２１の
運転周波数が制御される。
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【１３３４】
　圧縮機２１から吐出されたガス冷媒は、四路切換弁２２およびガス側冷媒連絡配管５を
流れた後、室内ユニット３０に流入する。
【１３３５】
　室内ユニット３０に流入した冷媒は、室内熱交換器３１のガス側端に流入し、室内熱交
換器３１において、室内ファン３２によって供給される室内空気と熱交換を行って凝縮し
、気液二相状態の冷媒または液冷媒となって室内熱交換器３１の液側端から流出する。室
内熱交換器３１の液側端から流出した冷媒は、液側冷媒連絡配管６に流れていく。
【１３３６】
　液側冷媒連絡配管６を流れた冷媒は、液側閉鎖弁２９、室外膨張弁２４において冷凍サ
イクルにおける低圧になるまで減圧される。なお、室外膨張弁２４は、室内熱交換器３１
の液側出口を通過する冷媒の過冷却度が所定条件を満たすように制御される。なお、室外
膨張弁２４の弁開度制御の手法は、特に限定されず、例えば、圧縮機２１から吐出される
冷媒の吐出温度が所定温度となるように制御されてもよいし、圧縮機２１から吐出される
冷媒の過熱度が所定条件を満たすように制御されてもよい。
【１３３７】
　室外膨張弁２４で減圧された冷媒は、室外熱交換器２３の液側端に流入する。
【１３３８】
　室外熱交換器２３の液側端から流入した冷媒は、室外熱交換器２３において、室外ファ
ン２５によって供給される室外空気と熱交換を行って蒸発し、ガス冷媒となって室外熱交
換器２３のガス側端から流出する。
【１３３９】
　室外熱交換器２３のガス側端から流出した冷媒は、四路切換弁２２を経て、再び、圧縮
機２１に吸入される。
【１３４０】
　（７－１－４－３）デフロスト運転モード
　デフロスト運転モードは、上記暖房運転モードにおいて、室外気温が所定温度以下に低
下した状態での運転が所定時間以上続いている等の所定デフロスト条件を満たした場合に
行われる運転であり、四路切換弁２２の接続状態を冷房運転モードの時と同様に切り換え
つつ、室内ファン３２の運転を停止させる点以外は冷房運転モードと同様の冷凍サイクル
を行う。これにより、室外熱交換器２３に付着していた霜を部分的に融解させて、筐体５
０の底板５３上に落とすことができる。なお、この際に、ドレンパンヒータ５４に通電さ
せる制御が行われることで、底板５３が暖められるため、底板５３上に落下した霜を融解
させ、液体状にして排水を促すことが可能になる。
【１３４１】
　（７－１－５）第１実施形態の特徴
　上述の空気調和装置１では、１，２－ジフルオロエチレンを含む冷媒が用いられている
ため、GWPを十分に小さく抑えることが可能になっている。
【１３４２】
　また、空気調和装置１が有する室外ユニット２０では、筐体５０の底板５３上にドレン
パンヒータ５４が設けられているため、底板５３上に霜が堆積する場合であっても、当該
霜を融解させて、排水性を向上させることができている。
【１３４３】
　また、定格消費電力が７５Ｗ以上のドレンパンヒータ５４を用いることで、室外ファン
２５が１つしか設けられていない程度の能力の室外ユニット２０では、当該能力に見合う
分だけ、ドレンパンヒータ５４の機能を十分に発揮させることが可能となる。
【１３４４】
　しかも、ドレンパンヒータ５４の定格消費電力が１００Ｗ以下のものを用いることで、
室外ユニット２０において仮に１，２－ジフルオロエチレンを含む冷媒が漏洩することが
あったとしても、ドレンパンヒータ５４が発火源となることを抑制させることができてい
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る。
【１３４５】
　（７－１－６）第１実施形態の変形例Ａ
　上記第１実施形態では、圧縮機２１の吸入側には圧縮機２１に付属されたアキュムレー
タ以外の冷媒容器が設けられていない空気調和装置を例に挙げて説明したが、空気調和装
置としては、冷媒回路において冷媒容器（低圧レシーバや高圧レシーバ等であり、圧縮機
に付属のアキュムレータを除く）が設けられていてもよい。
【１３４６】
　この場合には、室外熱交換器２３の内容積（内部に充填可能な流体の体積）としては、
１．４Ｌ以上３．５Ｌ未満であることが好ましい。
【１３４７】
　（７－１－７）第１実施形態の変形例Ｂ
　上記第１実施形態では、室内ユニットが１つだけ設けられている空気調和装置を例に挙
げて説明したが、空気調和装置としては、互いに並列に接続された複数の室内ユニット（
室内膨張弁を有さないもの）が設けられていてもよい。
【１３４８】
　この場合には、室外熱交換器２３の内容積（内部に充填可能な流体の体積）としては、
０．４Ｌ以上３．５Ｌ未満であることが好ましい。
【１３４９】
　（７－２）第２実施形態
　以下、冷媒回路の概略構成図である図７Ｃ、概略制御ブロック構成図である図７Ｄを参
照しつつ、第２実施形態に係る冷凍サイクル装置としての空気調和装置１ａについて説明
する。
【１３５０】
　以下、主として、第２実施形態の空気調和装置１ａについて、第１実施形態の空気調和
装置１と異なる箇所を中心に説明する。
【１３５１】
　空気調和装置１ａにおいても、冷媒回路１０には、蒸気圧縮式の冷凍サイクルを行うた
めの冷媒として、１，２－ジフルオロエチレンを含む混合冷媒であり、上述した冷媒Ａ～
Ｄのいずれかが充填されている。また、冷媒回路１０には、当該冷媒と共に、冷凍機油が
充填されている。なお、室内ユニット３０が１台だけ設けられている空気調和装置１ａの
定格冷房能力としては、特に限定されず、例えば、２．０ｋＷ以上１７．０ｋＷ以下とす
ることができ、後述するように冷媒容器である中間圧レシーバ４１が設けられている本実
施形態の空気調和装置１ａでは、１０．０ｋＷ以上１７．０ｋＷ以下とすることが好まし
い。
【１３５２】
　空気調和装置１ａの室外ユニット２０では、室外ファン２５として、第１室外ファン２
５ａと第２室外ファン２５ｂとが設けられている。空気調和装置１ａの室外ユニット２０
の室外熱交換器２３は、第１室外ファン２５ａおよび第２室外ファン２５ｂから受ける空
気流れに対応するように、広い熱交換面積が確保されている。なお、空気調和装置１ａの
室外ユニット２０が有する室外熱交換器２３の内容積（内部に充填可能な流体の体積）が
、３．５Ｌ以上７．０Ｌ以下であることが好ましく、室内膨張弁が設けられていない室内
ユニット３０を有する本実施形態の空気調和装置１ａにおいては、室外熱交換器２３の内
容積が、３．５Ｌ以上５．０Ｌ未満であることがより好ましい。
【１３５３】
　空気調和装置１ａの室外ユニット２０では、上記第１実施形態における室外ユニット２
０の室外膨張弁２４の代わりに、室外熱交換器２３の液側から液側閉鎖弁２９までの間に
おいて、第１室外膨張弁４４、中間圧レシーバ４１、第２室外膨張弁４５が順次設けられ
ている。
【１３５４】
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　第１室外膨張弁４４および第２室外膨張弁４５は、弁開度を制御可能である。
【１３５５】
　中間圧レシーバ４１は、第１室外膨張弁４４側から延びる配管の端部と、第２室外膨張
弁４５側から延びる配管の端部と、の両方が内部空間に位置しており、冷媒を溜めること
ができる容器である。
【１３５６】
　空気調和装置１ａの室外ユニット２０では、圧縮機２１に対して、クランクケースヒー
タ６７が設けられている。クランクケースヒータ６７は、圧縮機２１内の下方において冷
凍機油が溜まる油溜り部に取り付けられている電気ヒータである。圧縮機２１が長時間停
止していた場合においても、圧縮機２１の起動前にクランクケースヒータ６７に通電して
油溜り部を加熱することにより、油溜り部に貯留されている冷凍機油に溶け込んでいる冷
媒を蒸発させて低減し、圧縮機２１の起動時における冷凍機油の泡の発生を抑制すること
が可能になっている。クランクケースヒータ６７は、定格消費電力が３００Ｗ以下のもの
であり、１００Ｗ以上であることが好ましい。
【１３５７】
　第２実施形態の室外ユニット２０は、図７Ｇに示すように、略直方体箱状の筐体６０の
内部空間が鉛直に延びる仕切板６６によって左右に分割されることで送風機室および機械
室が形成された構造（いわゆる、トランク型構造）を有している。
【１３５８】
　筐体６０内の送風機室には、室外熱交換器２３、室外ファン２５（第１室外ファン２５
ａと第２室外ファン２５ｂ）等が配置され、筐体６０内の機械室には、圧縮機２１、四路
切換弁２２、第１室外膨張弁４４、第２室外膨張弁４５、中間圧レシーバ４１、ガス側閉
鎖弁２８、液側閉鎖弁２９、室外ユニット制御部２７を構成する電装品ユニット２７ａ等
が配置されている。
【１３５９】
　筐体６０は、主として、底板６３、天板６４、左前板６１、左側板（図示せず）、右前
板（図示せず）、右側板６５、仕切板６６等を有している。底板６３は、筐体６０の底面
部分を構成している。天板６４は、室外ユニット２０の天面部分を構成している。左前板
６１は、主に、筐体６０の左前面部分を構成しており、前後方向に開口しており上下に並
んでいる第１吹出口６２ａおよび第２吹出口６２ｂが形成されている。第１吹出口６２ａ
には、主として、第１室外ファン２５ａによって筐体６０の背面側および左側面側から内
部に吸い込まれた空気であって、室外熱交換器２３の上方部分を通過した空気が通過する
。第２吹出口６２ｂには、主として、第２室外ファン２５ｂによって筐体６０の背面側お
よび左側面側から内部に吸い込まれた空気であって、室外熱交換器２３の下方部分を通過
した空気が通過する。第１吹出口６２ａおよび第２吹出口６２ｂには、それぞれ、ファン
グリルが設けられている。左側板は、主に、筐体６０の左側面部分を構成しており、筐体
６０内に吸入される空気の吸入口としても機能できるようになっている。右前板は、主に
、筐体６０の右前面部分及び右側面の前側部分を構成している。右側板６５は、主に、筐
体６０の右側面の後側部分および背面の右側部分を構成している。仕切板６６は、底板６
３上に配置される鉛直に延びる板状部材であり、筐体６０の内部空間を送風機室と機械室
とに分割している。
【１３６０】
　室外熱交換器２３は、例えば、伝熱管と多数のフィンとにより構成されたクロスフィン
式のフィン・アンド・チューブ型熱交換器によって構成されており、送風機室内において
、筐体６０の左側面及び背面に沿った平面視Ｌ字形状となるように配置されている。
【１３６１】
　圧縮機２１は、筐体６０の機械室内において、底板６３上に載置され、ボルトで固定さ
れている。
【１３６２】
　ガス側閉鎖弁２８および液側閉鎖弁２９は、筐体６０の機械室内において、圧縮機２１
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の上端近傍の高さ位置であって、右前方の角部近傍に配置されている。
【１３６３】
　電装品ユニット２７ａは、筐体６０の機械室内において、ガス側閉鎖弁２８および液側
閉鎖弁２９のいずれよりも上方の空間に配置されている。
【１３６４】
　以上の空気調和装置１ａでは、冷房運転モードでは、第１室外膨張弁４４は、室外熱交
換器２３の液側出口を通過する冷媒の過冷却度が所定条件を満たすように制御される。ま
た、冷房運転モードでは、第２室外膨張弁４５は、圧縮機２１が吸入する冷媒の過熱度が
所定の条件を満たすように制御される。なお、冷房運転モードでは、第２室外膨張弁４５
は、圧縮機２１が吐出する冷媒の温度が所定温度となるように制御されてもよいし、圧縮
機２１が吐出する冷媒の過熱度が所定条件を満たすように制御されてもよい。
【１３６５】
　また、暖房運転モードでは、第２室外膨張弁４５は、室内熱交換器３１の液側出口を通
過する冷媒の過冷却度が所定条件を満たすように制御される。また、暖房運転モードでは
、第１室外膨張弁４４は、圧縮機２１が吸入する冷媒の過熱度が所定の条件を満たすよう
に制御される。なお、暖房運転モードでは、第１室外膨張弁４４は、圧縮機２１が吐出す
る冷媒の温度が所定温度となるように制御されてもよいし、圧縮機２１が吐出する冷媒の
過熱度が所定条件を満たすように制御されてもよい。ここで、空気調和装置１ａの暖房運
転モードでは、圧縮機２１を起動させようとする際に、圧縮機２１の駆動停止状態が所定
時間以上となっている等の所定条件を満たしているか否か判断し、所定条件を満たしてい
る場合には、圧縮機２１を起動させる前に、クランクケースヒータ６７に所定時間または
油溜め部の温度が所定温度に達するまで通電する処理が行われる。
【１３６６】
　以上の第２実施形態に係る空気調和装置１ａにおいても、第１実施形態に係る空気調和
装置１と同様に、１，２－ジフルオロエチレンを含む冷媒が用いられているため、GWPを
十分に小さく抑えることが可能になっている。
【１３６７】
　また、空気調和装置１ａが有する室外ユニット２０では、クランクケースヒータ６７が
設けられているため、圧縮機２１の起動時のオイルフォーミングを抑制させることができ
ている。
【１３６８】
　また、定格消費電力が１００Ｗ以上のクランクケースヒータ６７を用いることで、室外
ファン２５が２つ（第１室外ファン２５ａと第２室外ファン２５ｂ）設けられている程度
の能力の室外ユニット２０においても、当該能力に見合う分だけ、クランクケースヒータ
６７の機能を十分に発揮させることが可能となる。
【１３６９】
　しかも、クランクケースヒータ６７の定格消費電力が３００Ｗ以下のものを用いること
で、室外ユニット２０において仮に１，２－ジフルオロエチレンを含む冷媒が漏洩するこ
とがあったとしても、クランクケースヒータ６７が発火源となることを抑制させることが
できている。
【１３７０】
　（７－２－１）第２実施形態の変形例Ａ
　上記第２実施形態では、室内ユニットが１つだけ設けられている空気調和装置を例に挙
げて説明したが、空気調和装置としては、互いに並列に接続された複数の室内ユニット（
室内膨張弁を有さないもの）が設けられていてもよい。
【１３７１】
　この場合には、室外熱交換器２３の内容積（内部に充填可能な流体の体積）としては、
３．５Ｌ以上５．０Ｌ未満であることが好ましい。
【１３７２】
　（７－２－２）第２実施形態の変形例Ｂ
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　上記第２実施形態では、室内膨張弁を有しない室内ユニットが１つだけ設けられている
空気調和装置を例に挙げて説明したが、空気調和装置としては、互いに並列に接続された
複数の室内ユニット（室内膨張弁を有するもの）が設けられていてもよい。
【１３７３】
　この場合には、室外熱交換器２３の内容積（内部に充填可能な流体の体積）としては、
５．０Ｌ以上７．０Ｌ以下であることが好ましい。
【１３７４】
　（７－３）第３実施形態
　以下、冷媒回路の概略構成図である図７Ｅ、概略制御ブロック構成図である図７Ｆを参
照しつつ、第３実施形態に係る冷凍サイクル装置としての空気調和装置１ｂについて説明
する。
【１３７５】
　以下、主として、第３実施形態の空気調和装置１ｂについて、第１実施形態の空気調和
装置１と異なる箇所を中心に説明する。
【１３７６】
　空気調和装置１ｂにおいても、冷媒回路１０には、蒸気圧縮式の冷凍サイクルを行うた
めの冷媒として、１，２－ジフルオロエチレンを含む混合冷媒であり、上述した冷媒Ａ～
Ｄのいずれかが充填されている。また、冷媒回路１０には、当該冷媒と共に、冷凍機油が
充填されている。なお、室内ユニット３０が複数台設けられている空気調和装置１ｂの定
格冷房能力としては、特に限定されず、例えば、１８．０ｋＷ以上１６０．０ｋＷ以下と
することができる。
【１３７７】
　第３実施形態に係る空気調和装置１ｂの室外ユニット２０では、上記第１実施形態にお
ける室外ユニット２０において、低圧レシーバ２６、ＩＨヒータ８１、過冷却熱交換器４
７および過冷却回路４６が設けられている。
【１３７８】
　低圧レシーバ２６は、四路切換弁２２の接続ポートの１つから圧縮機２１の吸入側に至
るまでの間に設けられ、冷媒を溜めることができる容器である。なお、本実施形態におい
ては、圧縮機２１が有する付属のアキュムレータとは別に設けられている。
【１３７９】
　ＩＨヒータ８１は、冷媒配管内を流れる冷媒を加熱することが可能な電熱装置である。
この電熱装置としては、特に限定されないが、バーナー等の火を用いた方式よりも、電気
的な方式である電磁誘導加熱方式によって冷媒を加熱するものであることが好ましい。電
磁誘導加熱方式によれば、例えば、磁性体材料を含む素材を冷媒と直接的または間接的に
接触する箇所に設け、磁性体材料を含む素材の周囲に電磁誘導コイルを巻いた状態とし、
この電磁誘導コイルに電流を流して磁束を生じさせることで磁性体材料を含む素材を発熱
させ、冷媒を加熱することが可能である。
【１３８０】
　過冷却熱交換器４７は、室外膨張弁２４と液側閉鎖弁２９との間に設けられている。
【１３８１】
　過冷却回路４６は、室外膨張弁２４と過冷却熱交換器４７との間の主回路から分岐し、
四路切換弁２２の接続ポートの１つから低圧レシーバ２６に至るまでの途中の部分に合流
するように延びた回路である。過冷却回路４６の途中には、通過する冷媒を減圧させる過
冷却膨張弁４８が設けられている。過冷却回路４６を流れる冷媒であって、過冷却膨張弁
４８で減圧された冷媒は、過冷却熱交換器４７において、主回路側を流れる冷媒との間で
熱交換を行う。これにより、主回路側を流れる冷媒はさらに冷却され、過冷却回路４６を
流れる冷媒は蒸発する。
【１３８２】
　第３実施形態に係る空気調和装置１ｂの室外ユニット２０の詳細構造について、図７Ｊ
の外観斜視図、図７Ｋの分解斜視図を参照しつつ、以下に説明する。
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【１３８３】
　空気調和装置１ｂの室外ユニット２０は、下方から筐体７０内に空気を取り込んで上方
から筐体７０外に空気を吹き出す上吹き型構造と呼ばれるものである。
【１３８４】
　筐体７０は、主として、左右方向に延びる一対の据付脚７２上に架け渡される底板７３
と、底板７３の角部から鉛直方向に延びる支柱７４と、前面パネル７１と、ファンモジュ
ール７５と、を有している。底板７３は、筐体７０の底面を形成しており、左側の第１底
板７３ａと右側の第２底板７３ｂとに分かれている。前面パネル７１は、ファンモジュー
ル７５の下方において、前面側の支柱７４間に架け渡されており、筐体７０の前面を構成
している。筐体７０内のうち、ファンモジュール７５の下方であって底板７３上方の空間
には、圧縮機２１、室外熱交換器２３、低圧レシーバ２６、四路切換弁２２、ＩＨヒータ
８１、室外膨張弁２４、過冷却熱交換器４７、過冷却膨張弁４８、過冷却回路４６、ガス
側閉鎖弁２８、液側閉鎖弁２９、室外ユニット制御部２７を構成する電装品ユニット２７
ｂ等が配置されている。室外熱交換器２３は、筐体７０のファンモジュール７５の下方の
部分のうち、背面および左右両側面に面する平面視略Ｕ字形状であり、筐体７０の背面お
よび左右両側面を実質的に形成している。この室外熱交換器２３は、底板７３の左側縁部
、後側縁部、右側縁部の上に沿うように配置されている。電装品ユニット２７ｂは、前面
パネル７１のうちの右側部分に対して、背面側から固定されるようにして設けられている
。
【１３８５】
　ファンモジュール７５は、室外熱交換器２３の上側に設けられており、室外ファン２５
と、図示しないベルマウス等を有している。室外ファン２５は、回転軸が鉛直方向になる
姿勢で配置されている。
【１３８６】
　以上の構造により、室外ファン２５が形成させる空気流れは、室外熱交換器２３の周囲
から室外熱交換器２３を通過して筐体７０内部に流入し、筐体７０の上端面において上下
方向に貫通するように設けられた吹出口７６を介して、上方に吹き出される。
【１３８７】
　以下、ＩＨヒータ８１の詳細構造について、図７Ｌの外観斜視図、図７Ｍの断面図を参
照しつつ、以下に説明する。
【１３８８】
　ＩＨヒータ８１は、配管部８７、固定部材８２、筒状部材８３、フェライトケース８４
、フェライト部材８５、コイル８６等を備えている。配管部８７は、金属で構成されてお
り、両端が冷媒回路１０を構成する冷媒配管に溶接等により連結固定されている。特に限
定されないが、配管部８７は、内側部分が銅合金で構成され、外側部分が鉄で構成されて
いてもよい。冷媒回路１０においてＩＨヒータ８１によって冷媒を加熱する箇所は、特に
限定されないが、本実施形態では、四路切換弁２２の接続ポートの１つから低圧レシーバ
２６に至るまでの箇所を加熱することができるように設けられている。筒状部材８３は、
内側に配管部８７が位置しており、外周面に対してコイル８６が巻き付けられている樹脂
製の部材である。コイル８６の両端は図示しない電力供給部と接続されており、室外ユニ
ット制御部２７によって出力制御される。コイル８６が巻き付けられている筒状部材８３
は、配管部８７の一端および他端に設けられる樹脂製の固定部材８２を介して配管部８７
に固定されている。これにより、配管部８７は、筒状部材８３に巻き付けられたコイル８
６の内側に位置することとなる。また、筒状部材８３の外側には配管部８７の長手方向に
沿うように延びた複数の樹脂製のフェライトケース８４が取り付けられている。各フェラ
イトケース８４には、配管部８７の長手方向に沿った方向で並んだ複数のフェライト部材
８５が収容されている。なお、複数のフェライト部材８５のうち、配管部８７の長手方向
の両端部に配置されているものは、配管部８７側に近づくように設けられている。
【１３８９】
　以上の構成において、ＩＨヒータ８１のコイル８６に高周波電流が供給されると、コイ
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ル８６の周辺に磁束を生じさせることができる。そして、この磁束が配管部８７を貫通す
ることで、配管部８７において渦電流が誘導され、配管部８７自身の電気抵抗により発熱
する。これにより、配管部８７の内部を通過する冷媒を加熱することが可能になっている
。なお、コイル８６の外側に生じた磁束は、主として、フェライト部材８５を通過させる
ことが可能になっている（点線の矢印参照）。
【１３９０】
　以上のＩＨヒータ８１は、定格消費電力が３００Ｗ以下のものであり、２００Ｗ以上で
あることが好ましい。
【１３９１】
　また、第３実施形態に係る空気調和装置１ｂでは、上記第１実施形態における室内ユニ
ット３０の代わりに、互いに並列に設けられた第１室内ユニット３０および第２室内ユニ
ット３５を有している。
【１３９２】
　第１室内ユニット３０は、上記第１実施形態における室内ユニット３０と同様に第１室
内熱交換器３１と第１室内ファン３２と第１室内ユニット制御部３４が設けられており、
さらに、第１室内熱交換器３１の液側において第１室内膨張弁３３が設けられている。第
１室内膨張弁３３は、弁開度が制御可能である。
【１３９３】
　第２室内ユニット３５は、第１室内ユニット３０と同様であり、第２室内熱交換器３６
と第２室内ファン３７と、第２室内ユニット制御部３９と、第２室内熱交換器３６の液側
に設けられた第２室内膨張弁３８と、を有している。第２室内膨張弁３８は、弁開度が制
御可能である。
【１３９４】
　このように、室内膨張弁が設けられた室内ユニットを複数有しており上吹き型の室外ユ
ニットを有している第３実施形態に係る空気調和装置１ｂでは、室外ユニット２０が有す
る室外熱交換器２３の内容積（内部に充填可能な流体の体積）が、５．５Ｌ以上３８Ｌ以
下であることが好ましい。
【１３９５】
　なお、第３実施形態のコントローラ７は、室外ユニット制御部２７と、第１室内ユニッ
ト制御部３４と、第２室内ユニット制御部３９と、が互いに通信可能に接続されて構成さ
れている。
【１３９６】
　以上の空気調和装置１ｂでは、冷房運転モードでは、室外膨張弁２４は、室外熱交換器
２３の液側出口を通過する冷媒の過冷却度が所定条件を満たすように制御される。また、
冷房運転モードでは、過冷却膨張弁４８は、圧縮機２１が吸入する冷媒の過熱度が所定の
条件を満たすように制御される。なお、冷房運転モードでは、第１室内膨張弁３３および
第２室内膨張弁３８は、全開状態に制御される。
【１３９７】
　また、暖房運転モードでは、第１室内膨張弁３３は、第１室内熱交換器３１の液側出口
を通過する冷媒の過冷却度が所定条件を満たすように制御される。第２室内膨張弁３８も
同様に、第２室内熱交換器３６の液側出口を通過する冷媒の過冷却度が所定条件を満たす
ように制御される。また、暖房運転モードでは、室外膨張弁４５は、圧縮機２１が吸入す
る冷媒の過熱度が所定の条件を満たすように制御される。なお、暖房運転モードでは、過
冷却膨張弁４８は、圧縮機２１が吸入する冷媒の過熱度が所定の条件を満たすように制御
される。
【１３９８】
　以上の第３実施形態の空気調和装置１ｂにおいても、第１実施形態に係る空気調和装置
１と同様に、１，２－ジフルオロエチレンを含む冷媒が用いられているため、GWPを十分
に小さく抑えることが可能になっている。
【１３９９】
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　また、空気調和装置１ｂが有する室外ユニット２０では、ＩＨヒータ８１が設けられて
いるため、冷媒回路１０におけるＩＨヒータ８１が設けられている箇所を流れる冷媒を加
熱することができる。なお、圧縮機２１の吸入側を流れる冷媒を加熱することにより、圧
縮機２１に吸入される冷媒をより確実にガス状態とすることが可能となり、圧縮機２１に
おける液圧縮を抑制させることが可能になっている。
【１４００】
　また、定格消費電力が２００Ｗ以上のＩＨヒータ８１を用いることで、上吹き型のよう
にある程度の能力のある室外ユニット２０においても、当該能力に見合う分だけ、ＩＨヒ
ータ８１の機能を十分に発揮させることが可能となる。
【１４０１】
　しかも、ＩＨヒータ８１の定格消費電力が３００Ｗ以下のものを用いることで、室外ユ
ニット２０において仮に１，２－ジフルオロエチレンを含む冷媒が漏洩することがあった
としても、ＩＨヒータ８１が発火源となることを抑制させることができている。
【１４０２】
　（７－４）第４実施形態
　上記第１実施形態から第３実施形態および各変形例を適宜組み合わせて空気調和装置や
室外ユニットを構成してもよい。例えば、第２実施形態の室外ユニットがドレンパンヒー
タおよびＩＨヒータをさらに備えていてもよい。この場合には、各電熱装置の定格消費電
力が所定の値を超えなければよいが、各電熱装置の定格消費電力の合計が３００Ｗ以下と
なるように構成されていてもよい。
【１４０３】
　（８）第８グループの技術の実施形態
　（８－１）第１実施形態
　以下、冷媒回路の概略構成図である図８Ａ、概略制御ブロック構成図である図８Ｂを参
照しつつ、第１実施形態に係る冷凍サイクル装置としての空気調和装置１について説明す
る。
【１４０４】
　空気調和装置１は、蒸気圧縮式の冷凍サイクルを行うことで、対象空間の空気を調和さ
せる装置である。
【１４０５】
　空気調和装置１は、主として、室外ユニット２０と、室内ユニット３０と、室外ユニッ
ト２０と室内ユニット３０を接続する液側冷媒連絡配管６およびガス側冷媒連絡配管５と
、入力装置および出力装置としての図示しないリモコンと、空気調和装置１の動作を制御
するコントローラ７と、を有している。
【１４０６】
　空気調和装置１では、冷媒回路１０内に封入された冷媒が、圧縮され、冷却又は凝縮さ
れ、減圧され、加熱又は蒸発された後に、再び圧縮される、という冷凍サイクルが行われ
る。本実施形態では、冷媒回路１０には、蒸気圧縮式の冷凍サイクルを行うための冷媒が
充填されている。当該冷媒は、１，２－ジフルオロエチレンを含む冷媒であり、上述した
冷媒Ａ～Ｄのいずれかを用いることができる。なお、室内ユニット３０が１台だけ設けら
れている空気調和装置１の定格冷房能力としては、例えば、２．０ｋＷ以上１７．０ｋＷ
以下とすることができ、なかでも、冷媒容器である低圧レシーバ２６が設けられた本実施
形態では、４．０ｋＷ以上１７．０ｋＷ以下とすることが好ましい。
【１４０７】
　（８－１－１）室外ユニット２０
　室外ユニット２０は、液側冷媒連絡配管６およびガス側冷媒連絡配管５を介して室内ユ
ニット３０と接続されており、冷媒回路１０の一部を構成している。室外ユニット２０は
、主として、圧縮機２１と、四路切換弁２２と、室外熱交換器２３と、室外膨張弁２４と
、室外ファン２５と、低圧レシーバ２６と、液側閉鎖弁２９と、ガス側閉鎖弁２８と、を
有している。
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【１４０８】
　圧縮機２１は、冷凍サイクルにおける低圧の冷媒を高圧になるまで圧縮する機器である
。ここでは、圧縮機２１として、ロータリ式やスクロール式等の容積式の圧縮要素（図示
省略）が圧縮機モータによって回転駆動される密閉式構造の圧縮機が使用されている。圧
縮機モータは、容量を変化させるためのものであり、インバータにより運転周波数の制御
が可能である。なお、圧縮機２１には、吸入側において、図示しない付属アキュムレータ
が設けられている。
【１４０９】
　四路切換弁２２は、接続状態を切り換えることで、圧縮機２１の吐出側と室外熱交換器
２３とを接続しつつ圧縮機２１の吸入側とガス側閉鎖弁２８とを接続する冷房運転接続状
態と、圧縮機２１の吐出側とガス側閉鎖弁２８とを接続しつつ圧縮機２１の吸入側と室外
熱交換器２３とを接続する暖房運転接続状態と、を切り換えることができる。
【１４１０】
　室外熱交換器２３は、冷房運転時には冷凍サイクルにおける高圧の冷媒の凝縮器として
機能し、暖房運転時には冷凍サイクルにおける低圧の冷媒の蒸発器として機能する熱交換
器である。なお、室外熱交換器２３の内容積（内部に充填可能な流体の体積）としては、
本実施形態のように、冷媒回路１０において冷媒容器（低圧レシーバや高圧レシーバ等で
あり、圧縮機に付属のアキュムレータを除く）が設けられているものについては、１．４
Ｌ以上５．０Ｌ未満であることが好ましい。また、本実施形態のように、室外ファン２５
が１つだけ設けられているトランク型の室外ユニット２０が有する室外熱交換器２３の内
容積（内部に充填可能な流体の体積）としては、０．４Ｌ以上３．５Ｌ未満であることが
好ましい。
【１４１１】
　室外ファン２５は、室外ユニット２０内に室外の空気を吸入して、室外熱交換器２３に
おいて冷媒と熱交換させた後に、外部に排出するための空気流れを生じさせる。室外ファ
ン２５は、室外ファンモータによって回転駆動される。
【１４１２】
　室外膨張弁２４は、弁開度を制御可能であり、室外熱交換器２３の液側端部と液側閉鎖
弁２９との間に設けられている。
【１４１３】
　低圧レシーバ２６は、四路切換弁２２の接続ポートの１つから圧縮機２１の吸入側に至
るまでの間に設けられ、冷媒を溜めることができる容器である。
【１４１４】
　液側閉鎖弁２９は、室外ユニット２０における液側冷媒連絡配管６との接続部分に配置
された手動弁である。
【１４１５】
　ガス側閉鎖弁２８は、室外ユニット２０におけるとガス側冷媒連絡配管５との接続部分
に配置された手動弁である。
【１４１６】
　室外ユニット２０は、室外ユニット２０を構成する各部の動作を制御する室外ユニット
制御部２７を有している。室外ユニット制御部２７は、ＣＰＵやメモリ等を含むマイクロ
コンピュータを有している。室外ユニット制御部２７は、各室内ユニット３０の室内ユニ
ット制御部３４と通信線を介して接続されており、制御信号等の送受信を行う。また、室
外ユニット制御部２７は、図示しない各種センサと電気的に接続されており、各センサか
らの信号を受信する。
【１４１７】
　（８－１－２）室内ユニット３０
　室内ユニット３０は、対象空間である室内の壁面や天井等に設置されている。室内ユニ
ット３０は、液側冷媒連絡配管６およびガス側冷媒連絡配管５を介して室外ユニット２０
と接続されており、冷媒回路１０の一部を構成している。
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【１４１８】
　室内ユニット３０は、室内熱交換器３１と、室内ファン３２と、を有している。
【１４１９】
　室内熱交換器３１は、液側が、液側冷媒連絡配管６と接続され、ガス側端が、ガス側冷
媒連絡配管５とを接続されている。室内熱交換器３１は、冷房運転時には冷凍サイクルに
おける低圧の冷媒の蒸発器として機能し、暖房運転時には冷凍サイクルにおける高圧の冷
媒の凝縮器として機能する熱交換器である。
【１４２０】
　室内ファン３２は、室内ユニット３０内に室内の空気を吸入して、室内熱交換器３１に
おいて冷媒と熱交換させた後に、外部に排出するための空気流れを生じさせる。室内ファ
ン３２は、室内ファンモータによって回転駆動される。
【１４２１】
　また、室内ユニット３０は、室内ユニット３０を構成する各部の動作を制御する室内ユ
ニット制御部３４を有している。室内ユニット制御部３４は、ＣＰＵやメモリ等を含むマ
イクロコンピュータを有している。室内ユニット制御部３４は、室外ユニット制御部２７
と通信線を介して接続されており、制御信号等の送受信を行う。
【１４２２】
　室内ユニット制御部３４は、室内ユニット３０内に設けられている図示しない各種セン
サと電気的に接続されており、各センサからの信号を受信する。
【１４２３】
　（８－１－３）コントローラ７の詳細
　空気調和装置１では、室外ユニット制御部２７と室内ユニット制御部３４が通信線を介
して接続されることで、空気調和装置１の動作を制御するコントローラ７が構成されてい
る。
【１４２４】
　コントローラ７は、主として、ＣＰＵ（中央演算処理装置）と、ＲＯＭやＲＡＭ等のメ
モリを有している。なお、コントローラ７による各種処理や制御は、室外ユニット制御部
２７および／又は室内ユニット制御部３４に含まれる各部が一体的に機能することによっ
て実現されている。
【１４２５】
　（８－１－４）運転モード
　以下、運転モードについて説明する。
【１４２６】
　運転モードとしては、冷房運転モードと暖房運転モードとが設けられている。
【１４２７】
　コントローラ７は、リモコン等から受け付けた指示に基づいて、冷房運転モードか暖房
運転モードかを判断し、実行する。
【１４２８】
　（８－１－４－１）冷房運転モード
　空気調和装置１では、冷房運転モードでは、四路切換弁２２の接続状態を圧縮機２１の
吐出側と室外熱交換器２３とを接続しつつ圧縮機２１の吸入側とガス側閉鎖弁２８とを接
続する冷房運転接続状態とし、冷媒回路１０に充填されている冷媒を、主として、圧縮機
２１、室外熱交換器２３、室外膨張弁２４、室内熱交換器３１の順に循環させる。
【１４２９】
　より具体的には、冷房運転モードが開始されると、冷媒回路１０内において、冷媒が圧
縮機２１に吸入されて圧縮された後に吐出される。
【１４３０】
　圧縮機２１では、室内ユニット３０で要求される冷却負荷に応じた容量制御が行われる
。当該容量制御としては、特に限定されず、例えば、吸入圧力の目標値が室内ユニット３
０で要求される冷却負荷に応じて設定され、吸入圧力が目標値になるように圧縮機２１の
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運転周波数が制御されるものであってもよい。
【１４３１】
　圧縮機２１から吐出されたガス冷媒は、四路切換弁２２を経て、室外熱交換器２３のガ
ス側端に流入する。
【１４３２】
　室外熱交換器２３のガス側端に流入したガス冷媒は、室外熱交換器２３において、室外
ファン２５によって供給される室外側空気と熱交換を行って凝縮し、液冷媒となって室外
熱交換器２３の液側端から流出する。
【１４３３】
　室外熱交換器２３の液側端から流出した冷媒は、室外膨張弁２４を通過する際に減圧さ
れる。なお、室外膨張弁２４は、室外熱交換器２３の液側出口を通過する冷媒の過冷却度
が所定条件を満たすように制御される。なお、室外膨張弁２４の弁開度制御の手法は、特
に限定されず、例えば、圧縮機２１から吐出される冷媒の吐出温度が所定温度となるよう
に制御されてもよいし、圧縮機２１から吐出される冷媒の過熱度が所定条件を満たすよう
に制御されてもよい。
【１４３４】
　室外膨張弁２４で減圧された冷媒は、液側閉鎖弁２９および液側冷媒連絡配管６を経て
、室内ユニット３０に流入する。
【１４３５】
　室内ユニット３０に流入した冷媒は、室内熱交換器３１に流入し、室内熱交換器３１に
おいて、室内ファン３２によって供給される室内空気と熱交換を行って蒸発し、ガス冷媒
となって室内熱交換器３１のガス側端から流出する。室内熱交換器３１のガス側端から流
出したガス冷媒は、ガス側冷媒連絡配管５に流れていく。
【１４３６】
　ガス側冷媒連絡配管５を流れた冷媒は、ガス側閉鎖弁２８、四路切換弁２２を経て、再
び、圧縮機２１に吸入される。
【１４３７】
　（８－１－４－２）暖房運転モード
　空気調和装置１では、暖房運転モードでは、四路切換弁２２の接続状態を圧縮機２１の
吐出側とガス側閉鎖弁２８とを接続しつつ圧縮機２１の吸入側と室外熱交換器２３とを接
続する暖房運転接続状態とし、冷媒回路１０に充填されている冷媒を、主として、圧縮機
２１、室内熱交換器３１、室外膨張弁２４、室外熱交換器２３の順に循環させる。
【１４３８】
　より具体的には、暖房運転モードが開始されると、冷媒回路１０内において、冷媒が圧
縮機２１に吸入されて圧縮された後に吐出される。
【１４３９】
　圧縮機２１では、室内ユニット３０で要求される暖房負荷に応じた容量制御が行われる
。当該容量制御としては、特に限定されず、例えば、吐出圧力の目標値が室内ユニット３
０で要求される暖房負荷に応じて設定され、吐出圧力が目標値になるように圧縮機２１の
運転周波数が制御される。
【１４４０】
　圧縮機２１から吐出されたガス冷媒は、四路切換弁２２およびガス側冷媒連絡配管５を
流れた後、室内ユニット３０に流入する。
【１４４１】
　室内ユニット３０に流入した冷媒は、室内熱交換器３１のガス側端に流入し、室内熱交
換器３１において、室内ファン３２によって供給される室内空気と熱交換を行って凝縮し
、気液二相状態の冷媒または液冷媒となって室内熱交換器３１の液側端から流出する。室
内熱交換器３１の液側端から流出した冷媒は、液側冷媒連絡配管６に流れていく。
【１４４２】
　液側冷媒連絡配管６を流れた冷媒は、液側閉鎖弁２９、室外膨張弁２４において冷凍サ
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イクルにおける低圧になるまで減圧される。なお、室外膨張弁２４は、室内熱交換器３１
の液側出口を通過する冷媒の過冷却度が所定条件を満たすように制御される。なお、室外
膨張弁２４の弁開度制御の手法は、特に限定されず、例えば、圧縮機２１から吐出される
冷媒の吐出温度が所定温度となるように制御されてもよいし、圧縮機２１から吐出される
冷媒の過熱度が所定条件を満たすように制御されてもよい。
【１４４３】
　室外膨張弁２４で減圧された冷媒は、室外熱交換器２３の液側端に流入する。
【１４４４】
　室外熱交換器２３の液側端から流入した冷媒は、室外熱交換器２３において、室外ファ
ン２５によって供給される室外空気と熱交換を行って蒸発し、ガス冷媒となって室外熱交
換器２３のガス側端から流出する。
【１４４５】
　室外熱交換器２３のガス側端から流出した冷媒は、四路切換弁２２を経て、再び、圧縮
機２１に吸入される。
【１４４６】
　（８－１－５）冷媒封入量
　以上の室内ユニット３０が１台だけ設けられている空気調和装置１では、冷凍能力１ｋ
Ｗ当りの封入量が１６０ｇ以上５６０ｇ以下となるように、冷媒が冷媒回路１０に充填さ
れており、なかでも、冷媒容器としての低圧レシーバ２６が設けられている空気調和装置
１では、冷凍能力１ｋＷ当りの封入量が２６０ｇ以上５６０ｇ以下となるように、冷媒が
冷媒回路１０に充填されている。
【１４４７】
　（８－１－６）第１実施形態の特徴
　例えば、従来多用されているＲ３２冷媒を用いた冷凍サイクル装置では、Ｒ３２の充填
量が少な過ぎると、冷媒不足に起因するサイクル効率の悪化によりＬＣＣＰが大きくなり
、Ｒ３２の充填量が多過ぎるとＧＷＰの影響が高くなり、ＬＣＣＰが大きくなる傾向にあ
る。
【１４４８】
　これに対して、本実施形態の室内ユニット３０が１台だけ設けられている空気調和装置
１では、冷媒として１，２－ジフルオロエチレンを含む上記冷媒Ａ～Ｄのいずれかの冷媒
が用いられており、しかもその冷媒封入量を、冷凍能力１ｋＷ当りの封入量が１６０ｇ以
上５６０ｇ以下（特に、低圧レシーバ２６が設けられていることから２６０ｇ以上５６０
ｇ以下）となるようにしている。
【１４４９】
　これにより、Ｒ３２よりもGWPが十分に小さい冷媒を用いつつ、冷凍能力１ｋＷ当りの
封入量を５６０ｇまでに抑えることで、LCCPを低く抑えることが可能になっている。また
、Ｒ３２よりも熱搬送能力が低い冷媒であっても冷凍能力１ｋＷ当りの封入量を１６０ｇ
以上（特に、低圧レシーバ２６が設けられていることから２６０ｇ以上）とすることで冷
媒不足によるサイクル効率の低下を抑制してLCCPの上昇を抑えることが可能になっている
。以上より、GWPが十分に小さい冷媒を用いて熱サイクルを行う場合において、LCCPを低
く抑えることが可能になっている。
【１４５０】
　（８－１－７）第１実施形態の変形例Ａ
　上記第１実施形態では、圧縮機２１の吸入側に低圧レシーバが設けられている空気調和
装置を例に挙げて説明したが、空気調和装置としては、冷媒回路において冷媒容器（低圧
レシーバや高圧レシーバ等であり、圧縮機に付属のアキュムレータを除く）が設けられて
いないものであってもよい。
【１４５１】
　この場合には、冷凍能力１ｋＷ当りの冷媒封入量が１６０ｇ以上４００ｇ以下となるよ
うに、冷媒が冷媒回路１０に充填される。そして、この場合には、室外熱交換器２３の内
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容積（内部に充填可能な流体の体積）としては、０．４Ｌ以上２．５Ｌ以下であることが
好ましい。
【１４５２】
　（８－１－８）第１実施形態の変形例Ｂ
　上記第１実施形態では、室内ユニットが１つだけ設けられている空気調和装置を例に挙
げて説明したが、空気調和装置としては、互いに並列に接続された複数の室内ユニット（
室内膨張弁を有さないもの）が設けられていてもよい。
【１４５３】
　この場合には、冷凍能力１ｋＷ当りの冷媒封入量が２６０ｇ以上５６０ｇ以下となるよ
うに、冷媒が冷媒回路１０に充填される。そして、この場合には、室外熱交換器２３の内
容積（内部に充填可能な流体の体積）としては、１．４Ｌ以上５．０Ｌ未満であることが
好ましい。
【１４５４】
　（８－１－９）第１実施形態の変形例Ｃ
　上記第１実施形態では、室外ファン２５が１つだけ設けられているトランク型の室外ユ
ニット２０を有する空気調和装置を例に挙げて説明したが、空気調和装置としては、室外
ファン２５が２つ設けられているトランク型の室外ユニット２０を有するものであっても
よい。
【１４５５】
　この場合には、冷凍能力１ｋＷ当りの冷媒封入量が３５０ｇ以上５４０ｇ以下となるよ
うに、冷媒が冷媒回路１０に充填される。そして、この場合には、室外熱交換器２３の内
容積（内部に充填可能な流体の体積）としては、３．５Ｌ以上７．０Ｌ以下であることが
好ましい。
【１４５６】
　（８－２）第２実施形態
　以下、冷媒回路の概略構成図である図８Ｃ、概略制御ブロック構成図である図８Ｄを参
照しつつ、第２実施形態に係る冷凍サイクル装置としての空気調和装置１ａについて説明
する。
【１４５７】
　以下、主として、第２実施形態の空気調和装置１ａについて、第１実施形態の空気調和
装置１と異なる箇所を中心に説明する。
【１４５８】
　空気調和装置１ａにおいても、冷媒回路１０には、蒸気圧縮式の冷凍サイクルを行うた
めの冷媒として、１，２－ジフルオロエチレンを含む冷媒であって、上述した冷媒Ａ～Ｄ
のいずれかが充填されている。
【１４５９】
　空気調和装置１ａの室外ユニット２０では、上記第１実施形態における室外ユニット２
０の室外膨張弁２４の代わりに、室外熱交換器２３の液側から液側閉鎖弁２９までの間に
おいて、第１室外膨張弁４４、中間圧レシーバ４１、第２室外膨張弁４５が順次設けられ
ている。また、上記第１実施形態における室外ユニット２０の低圧レシーバ２６は、第２
実施形態の室外ユニット２０には設けられていない。
【１４６０】
　第１室外膨張弁４４および第２室外膨張弁４５は、弁開度を制御可能である。
【１４６１】
　中間圧レシーバ４１は、第１室外膨張弁４４側から延びる配管の端部と、第２室外膨張
弁４５側から延びる配管の端部と、の両方が内部空間に位置しており、冷媒を溜めること
ができる容器である。
【１４６２】
　なお、第２実施形態に係る空気調和装置１ａでは、冷媒回路１０において冷媒容器であ
る中間圧レシーバ４１が設けられていることから、室外ユニット２０が有する室外熱交換
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器２３の内容積（内部に充填可能な流体の体積）が、１．４Ｌ以上５．０Ｌ未満であるこ
とが好ましい。また、本実施形態のように、室外ファン２５が１つだけ設けられているト
ランク型の室外ユニット２０が有する室外熱交換器２３の内容積（内部に充填可能な流体
の体積）としては、０．４Ｌ以上３．５Ｌ未満であることが好ましい。
【１４６３】
　以上の空気調和装置１ａでは、冷房運転モードでは、第１室外膨張弁４４は、室外熱交
換器２３の液側出口を通過する冷媒の過冷却度が所定条件を満たすように制御される。ま
た、冷房運転モードでは、第２室外膨張弁４５は、圧縮機２１が吸入する冷媒の過熱度が
所定の条件を満たすように制御される。なお、冷房運転モードでは、第２室外膨張弁４５
は、圧縮機２１が吐出する冷媒の温度が所定温度となるように制御されてもよいし、圧縮
機２１が吐出する冷媒の過熱度が所定条件を満たすように制御されてもよい。
【１４６４】
　また、暖房運転モードでは、第２室外膨張弁４５は、室内熱交換器３１の液側出口を通
過する冷媒の過冷却度が所定条件を満たすように制御される。また、暖房運転モードでは
、第１室外膨張弁４４は、圧縮機２１が吸入する冷媒の過熱度が所定の条件を満たすよう
に制御される。なお、暖房運転モードでは、第１室外膨張弁４４は、圧縮機２１が吐出す
る冷媒の温度が所定温度となるように制御されてもよいし、圧縮機２１が吐出する冷媒の
過熱度が所定条件を満たすように制御されてもよい。
【１４６５】
　以上の室内ユニット３０が１台だけ設けられている空気調和装置１ａでは、冷凍能力１
ｋＷ当りの封入量が１６０ｇ以上５６０ｇ以下となるように、冷媒が冷媒回路１０に充填
されており、なかでも、冷媒容器としての中間圧レシーバ４１が設けられている空気調和
装置１では、冷凍能力１ｋＷ当りの封入量が２６０ｇ以上５６０ｇ以下となるように、冷
媒が冷媒回路１０に充填されている。
【１４６６】
　なお、室内ユニット３０が１台だけ設けられている空気調和装置１の定格冷房能力とし
ては、例えば、２．２ｋＷ以上１６．０ｋＷ以下とすることができ、４．０ｋＷ以上１６
．０ｋＷ以下とすることが好ましい。
【１４６７】
　以上の第２実施形態に係る空気調和装置１ａにおいても、第１実施形態に係る空気調和
装置１と同様に、GWPが十分に小さい冷媒を用いて熱サイクルを行う場合において、LCCP
を低く抑えることが可能になっている。
【１４６８】
　（８－２－１）第２実施形態の変形例Ａ
　上記第２実施形態では、室内ユニットが１つだけ設けられている空気調和装置を例に挙
げて説明したが、空気調和装置としては、互いに並列に接続された複数の室内ユニット（
室内膨張弁を有さないもの）が設けられていてもよい。
【１４６９】
　この場合には、冷凍能力１ｋＷ当りの冷媒封入量が２６０ｇ以上５６０ｇ以下となるよ
うに、冷媒が冷媒回路１０に充填される。そして、この場合には、室外熱交換器２３の内
容積（内部に充填可能な流体の体積）としては、１．４Ｌ以上５．０Ｌ未満であることが
好ましい。
【１４７０】
　（８－２－２）第２実施形態の変形例Ｂ
　上記第２実施形態では、室外ファン２５が１つだけ設けられているトランク型の室外ユ
ニット２０を有する空気調和装置を例に挙げて説明したが、空気調和装置としては、室外
ファン２５が２つ設けられたトランク型の室外ユニット２０を有するものであってもよい
。
【１４７１】
　この場合には、冷凍能力１ｋＷ当りの冷媒封入量が３５０ｇ以上５４０ｇ以下となるよ
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うに、冷媒が冷媒回路１０に充填される。そして、この場合には、室外熱交換器２３の内
容積（内部に充填可能な流体の体積）としては、３．５Ｌ以上７．０Ｌ以下であることが
好ましい。
【１４７２】
　（８－３）第３実施形態
　以下、冷媒回路の概略構成図である図８Ｅ、概略制御ブロック構成図である図８Ｆを参
照しつつ、第３実施形態に係る冷凍サイクル装置としての空気調和装置１ｂについて説明
する。
【１４７３】
　以下、主として、第３実施形態の空気調和装置１ｂについて、第１実施形態の空気調和
装置１と異なる箇所を中心に説明する。
【１４７４】
　空気調和装置１ｂにおいても、冷媒回路１０には、蒸気圧縮式の冷凍サイクルを行うた
めの冷媒として、１，２－ジフルオロエチレンを含む冷媒であって、上述した冷媒Ａ～Ｄ
のいずれかが充填されている。
【１４７５】
　第３実施形態に係る空気調和装置１ｂの室外ユニット２０では、上記第１実施形態にお
ける室外ユニット２０において、過冷却熱交換器４７および過冷却回路４６が設けられて
いる。
【１４７６】
　過冷却熱交換器４７は、室外膨張弁２４と液側閉鎖弁２９との間に設けられている。
【１４７７】
　過冷却回路４６は、室外膨張弁２４と過冷却熱交換器４７との間の主回路から分岐し、
四路切換弁２２の接続ポートの１つから低圧レシーバ２６に至るまでの途中の部分に合流
するように延びた回路である。過冷却回路４６の途中には、通過する冷媒を減圧させる過
冷却膨張弁４８が設けられている。過冷却回路４６を流れる冷媒であって、過冷却膨張弁
４８で減圧された冷媒は、過冷却熱交換器４７において、主回路側を流れる冷媒との間で
熱交換を行う。これにより、主回路側を流れる冷媒はさらに冷却され、過冷却回路４６を
流れる冷媒は蒸発する。
【１４７８】
　なお、室内膨張弁が設けられた室内ユニットを複数有している第３実施形態に係る空気
調和装置１ｂでは、室外ユニット２０が有する室外熱交換器２３の内容積（内部に充填可
能な流体の体積）が、５．０Ｌ以上３８Ｌ以下であることが好ましい。なかでも、室外熱
交換器２３を通過した空気の吹出口が側方を向いている室外ユニット２０において、室外
ファン２５が２つ設けられているものである場合には、室外熱交換器２３の内容積（内部
に充填可能な流体の体積）は、７．０Ｌ以下であることが好ましく、室外熱交換器２３を
通過した空気が上方に向けて吹き出す室外ユニット２０である場合には、室外熱交換器２
３の内容積は、５．５Ｌ以上であることが好ましい。
【１４７９】
　また、第３実施形態に係る空気調和装置１ｂでは、上記第１実施形態における室内ユニ
ット３０の代わりに、互いに並列に設けられた第１室内ユニット３０および第２室内ユニ
ット３５を有している。
【１４８０】
　第１室内ユニット３０は、上記第１実施形態における室内ユニット３０と同様に第１室
内熱交換器３１と第１室内ファン３２と第１室内ユニット制御部３４が設けられており、
さらに、第１室内熱交換器３１の液側において第１室内膨張弁３３が設けられている。第
１室内膨張弁３３は、弁開度が制御可能である。
【１４８１】
　第２室内ユニット３５は、第１室内ユニット３０と同様であり、第２室内熱交換器３６
と第２室内ファン３７と、第２室内ユニット制御部３９と、第２室内熱交換器３６の液側
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に設けられた第２室内膨張弁３８と、を有している。第２室内膨張弁３８は、弁開度が制
御可能である。
【１４８２】
　なお、第３実施形態のコントローラ７は、室外ユニット制御部２７と、第１室内ユニッ
ト制御部３４と、第２室内ユニット制御部３９と、が互いに通信可能に接続されて構成さ
れている。
【１４８３】
　冷房運転モードでは、室外膨張弁２４は、室外熱交換器２３の液側出口を通過する冷媒
の過冷却度が所定条件を満たすように制御される。また、冷房運転モードでは、過冷却膨
張弁４８は、圧縮機２１が吸入する冷媒の過熱度が所定の条件を満たすように制御される
。なお、冷房運転モードでは、第１室内膨張弁３３および第２室内膨張弁３８は、全開状
態に制御される。
【１４８４】
　暖房運転モードでは、第１室内膨張弁３３は、第１室内熱交換器３１の液側出口を通過
する冷媒の過冷却度が所定条件を満たすように制御される。第２室内膨張弁３８も同様に
、第２室内熱交換器３６の液側出口を通過する冷媒の過冷却度が所定条件を満たすように
制御される。また、暖房運転モードでは、室外膨張弁４５は、圧縮機２１が吸入する冷媒
の過熱度が所定の条件を満たすように制御される。なお、暖房運転モードでは、過冷却膨
張弁４８は、圧縮機２１が吸入する冷媒の過熱度が所定の条件を満たすように制御される
。
【１４８５】
　以上の室内ユニット３０、３５が複数台設けられている空気調和装置１ｂでは、冷凍能
力１ｋＷ当りの封入量が１９０ｇ以上１６６０ｇ以下となるように、冷媒が冷媒回路１０
に充填されている。
【１４８６】
　なお、室内ユニット３０が複数台設けられている空気調和装置１ｂの定格冷房能力とし
ては、例えば、４．０ｋＷ以上１５０．０ｋＷ以下とすることができ、１４．０ｋＷ以上
１５０．０ｋＷ以下とすることが好ましく、なかでも、室外ユニット２０が上吹き型のも
のである場合には２２．４ｋＷ以上１５０．０ｋＷ以下とすることが好ましい。
【１４８７】
　以上の第３実施形態の室内ユニットが複数台設けられている空気調和装置１ｂでは、冷
媒として１，２－ジフルオロエチレンを含む冷媒であって、上記冷媒Ａ～Ｄのいずれかが
用いられており、しかもその冷媒封入量を、冷凍能力１ｋＷ当りの封入量が１９０ｇ以上
１６６０ｇ以下となるようにしている。
【１４８８】
　これにより、室内ユニットが複数台設けられている空気調和装置１ｂにおいても、Ｒ３
２よりもGWPが十分に小さい冷媒を用いつつ、冷凍能力１ｋＷ当りの封入量を１６６０ｇ
までに抑えることで、LCCPを低く抑えることが可能になっている。また、室内ユニットが
複数台設けられている空気調和装置１ｂにおいても、Ｒ３２よりも熱搬送能力が低い冷媒
であっても冷凍能力１ｋＷ当りの封入量を１９０ｇ以上とすることで冷媒不足によるサイ
クル効率の低下を抑制してLCCPの上昇を抑えることが可能になっている。以上より、室内
ユニットが複数台設けられている空気調和装置１ｂにおいても、GWPが十分に小さい冷媒
を用いて熱サイクルを行う場合において、LCCPを低く抑えることが可能になっている。
【１４８９】
　（８－４）第４実施形態
　冷凍サイクル装置の冷媒回路に１，２－ジフルオロエチレンを含む冷媒であって上記冷
媒Ａ～Ｄのいずれかを封入する場合の封入冷媒量について、第１実施形態の空気調和装置
１や第２実施形態の空気調和装置１ａのように室内ユニット３０が１台だけ設けられてい
る冷凍サイクル装置については、冷凍能力１ｋＷ当りの封入量が１６０ｇ以上５６０ｇ以
下となるようにしつつ、第３実施形態の空気調和装置１ｂのように室内ユニット３０が複
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数台設けられている冷凍サイクル装置については、冷凍能力１ｋＷ当りの封入量が１９０
ｇ以上１６６０ｇ以下となるようにする。
【１４９０】
　これにより、冷凍サイクル装置の種類に応じて、GWPとLCCPを低く抑えることが可能に
なる。
【１４９１】
　（９）第９グループの技術の実施形態
　（９－１）第１実施形態
　以下、冷媒回路の概略構成図である図９Ａ、概略制御ブロック構成図である図９Ｂを参
照しつつ、第１実施形態に係る冷凍サイクル装置としての空気調和装置１について説明す
る。
【１４９２】
　空気調和装置１は、蒸気圧縮式の冷凍サイクルを行うことで、対象空間の空気を調和さ
せる装置である。
【１４９３】
　空気調和装置１は、主として、室外ユニット２０と、室内ユニット３０と、室外ユニッ
ト２０と室内ユニット３０を接続する液側冷媒連絡配管６およびガス側冷媒連絡配管５と
、入力装置および出力装置としての図示しないリモコンと、空気調和装置１の動作を制御
するコントローラ７と、を有している。
【１４９４】
　空気調和装置１では、冷媒回路１０内に封入された冷媒が、圧縮され、冷却又は凝縮さ
れ、減圧され、加熱又は蒸発された後に、再び圧縮される、という冷凍サイクルが行われ
る。本実施形態では、冷媒回路１０には、蒸気圧縮式の冷凍サイクルを行うための冷媒が
充填されている。当該冷媒は、１，２－ジフルオロエチレンを含む冷媒であり、上述した
冷媒Ａ～Ｄのいずれかを用いることができる。また、冷媒回路１０には、当該冷媒と共に
、冷凍機油が充填されている。
【１４９５】
　（９－１－１）室外ユニット２０
　室外ユニット２０は、外観が略直方体箱状であり、内部が仕切板等によって分割される
ことで、送風機室および機械室が形成された構造（いわゆる、トランク型構造）を有して
いる。
【１４９６】
　この室外ユニット２０は、液側冷媒連絡配管６およびガス側冷媒連絡配管５を介して室
内ユニット３０と接続されており、冷媒回路１０の一部を構成している。室外ユニット２
０は、主として、圧縮機２１と、四路切換弁２２と、室外熱交換器２３と、室外膨張弁２
４と、室外ファン２５と、液側閉鎖弁２９と、ガス側閉鎖弁２８と、を有している。
【１４９７】
　圧縮機２１は、冷凍サイクルにおける低圧の冷媒を高圧になるまで圧縮する機器である
。ここでは、圧縮機２１として、ロータリ式やスクロール式等の容積式の圧縮要素（図示
省略）が圧縮機モータによって回転駆動される密閉式構造の圧縮機が使用されている。圧
縮機モータは、容量を変化させるためのものであり、インバータにより運転周波数の制御
が可能である。なお、圧縮機２１には、吸入側において、図示しない付属アキュムレータ
が設けられている。なお、本実施形態の室外ユニット２０は、当該付属アキュムレータよ
り大きな冷媒容器（圧縮機２１の吸入側に配置される低圧レシーバや室外熱交換器２３の
液側に配置される高圧レシーバ等）を有していない。
【１４９８】
　四路切換弁２２は、接続状態を切り換えることで、圧縮機２１の吐出側と室外熱交換器
２３とを接続しつつ圧縮機２１の吸入側とガス側閉鎖弁２８とを接続する冷房運転接続状
態と、圧縮機２１の吐出側とガス側閉鎖弁２８とを接続しつつ圧縮機２１の吸入側と室外
熱交換器２３とを接続する暖房運転接続状態と、を切り換えることができる。
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【１４９９】
　室外熱交換器２３は、冷房運転時には冷凍サイクルにおける高圧の冷媒の凝縮器として
機能し、暖房運転時には冷凍サイクルにおける低圧の冷媒の蒸発器として機能する熱交換
器である。室外熱交換器２３は、複数の伝熱フィンと、これに貫通固定された複数の伝熱
管とを有している。
【１５００】
　室外ファン２５は、室外ユニット２０内に室外の空気を吸入して、室外熱交換器２３に
おいて冷媒と熱交換させた後に、外部に排出するための空気流れを生じさせる。室外ファ
ン２５は、室外ファンモータによって回転駆動される。なお、本実施形態において、室外
ファン２５は、１つだけ設けられている。
【１５０１】
　室外膨張弁２４は、弁開度を制御可能であり、室外熱交換器２３の液側端部と液側閉鎖
弁２９との間に設けられている。
【１５０２】
　液側閉鎖弁２９は、室外ユニット２０における液側冷媒連絡配管６との接続部分に配置
された手動弁である。
【１５０３】
　ガス側閉鎖弁２８は、室外ユニット２０におけるとガス側冷媒連絡配管５との接続部分
に配置された手動弁である。
【１５０４】
　室外ユニット２０は、室外ユニット２０を構成する各部の動作を制御する室外ユニット
制御部２７を有している。室外ユニット制御部２７は、ＣＰＵやメモリ等を含むマイクロ
コンピュータを有している。室外ユニット制御部２７は、各室内ユニット３０の室内ユニ
ット制御部３４と通信線を介して接続されており、制御信号等の送受信を行う。また、室
外ユニット制御部２７は、図示しない各種センサと電気的に接続されており、各センサか
らの信号を受信する。
【１５０５】
　（９－１－２）室内ユニット３０
　室内ユニット３０は、対象空間である室内の壁面等に設置されている。室内ユニット３
０は、液側冷媒連絡配管６およびガス側冷媒連絡配管５を介して室外ユニット２０と接続
されており、冷媒回路１０の一部を構成している。
【１５０６】
　室内ユニット３０は、室内熱交換器３１と、室内ファン３２等を有している。
【１５０７】
　室内熱交換器３１は、液側が、液側冷媒連絡配管６と接続され、ガス側端が、ガス側冷
媒連絡配管５とを接続されている。室内熱交換器３１は、冷房運転時には冷凍サイクルに
おける低圧の冷媒の蒸発器として機能し、暖房運転時には冷凍サイクルにおける高圧の冷
媒の凝縮器として機能する熱交換器である。室内熱交換器３１は、複数の伝熱フィンと、
これに貫通固定された複数の伝熱管と、を有している。
【１５０８】
　室内ファン３２は、室内ユニット３０内に室内の空気を吸入して、室内熱交換器３１に
おいて冷媒と熱交換させた後に、外部に排出するための空気流れを生じさせる。室内ファ
ン３２は、図示しない室内ファンモータによって回転駆動される。
【１５０９】
　また、室内ユニット３０は、室内ユニット３０を構成する各部の動作を制御する室内ユ
ニット制御部３４を有している。室内ユニット制御部３４は、ＣＰＵやメモリ等を含むマ
イクロコンピュータを有している。室内ユニット制御部３４は、室外ユニット制御部２７
と通信線を介して接続されており、制御信号等の送受信を行う。
【１５１０】
　室内ユニット制御部３４は、室内ユニット３０内に設けられている図示しない各種セン
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サと電気的に接続されており、各センサからの信号を受信する。
【１５１１】
　（９－１－３）コントローラ７の詳細
　空気調和装置１では、室外ユニット制御部２７と室内ユニット制御部３４が通信線を介
して接続されることで、空気調和装置１の動作を制御するコントローラ７が構成されてい
る。
【１５１２】
　コントローラ７は、主として、ＣＰＵ（中央演算処理装置）と、ＲＯＭやＲＡＭ等のメ
モリを有している。なお、コントローラ７による各種処理や制御は、室外ユニット制御部
２７および／又は室内ユニット制御部３４に含まれる各部が一体的に機能することによっ
て実現されている。
【１５１３】
　（９－１－４）運転モード
　以下、運転モードについて説明する。
【１５１４】
　運転モードとしては、冷房運転モードと暖房運転モードとが設けられている。
【１５１５】
　コントローラ７は、リモコン等から受け付けた指示に基づいて、冷房運転モードか暖房
運転モードかを判断し、実行する。
【１５１６】
　（９－１－４－１）冷房運転モード
　空気調和装置１では、冷房運転モードでは、四路切換弁２２の接続状態を圧縮機２１の
吐出側と室外熱交換器２３とを接続しつつ圧縮機２１の吸入側とガス側閉鎖弁２８とを接
続する冷房運転接続状態とし、冷媒回路１０に充填されている冷媒を、主として、圧縮機
２１、室外熱交換器２３、室外膨張弁２４、室内熱交換器３１の順に循環させる。
【１５１７】
　より具体的には、冷房運転モードが開始されると、冷媒回路１０内において、冷媒が圧
縮機２１に吸入されて圧縮された後に吐出される。
【１５１８】
　圧縮機２１では、室内ユニット３０で要求される冷却負荷に応じた容量制御が行われる
。圧縮機２１から吐出されたガス冷媒は、四路切換弁２２を経て、室外熱交換器２３のガ
ス側端に流入する。
【１５１９】
　室外熱交換器２３のガス側端に流入したガス冷媒は、室外熱交換器２３において、室外
ファン２５によって供給される室外側空気と熱交換を行って凝縮し、液冷媒となって室外
熱交換器２３の液側端から流出する。
【１５２０】
　室外熱交換器２３の液側端から流出した冷媒は、室外膨張弁２４を通過する際に減圧さ
れる。なお、室外膨張弁２４は、室外熱交換器２３の液側出口を通過する冷媒の過冷却度
が所定条件を満たすように制御される。
【１５２１】
　室外膨張弁２４で減圧された冷媒は、液側閉鎖弁２９および液側冷媒連絡配管６を経て
、室内ユニット３０に流入する。
【１５２２】
　室内ユニット３０に流入した冷媒は、室内熱交換器３１に流入し、室内熱交換器３１に
おいて、室内ファン３２によって供給される室内空気と熱交換を行って蒸発し、ガス冷媒
となって室内熱交換器３１のガス側端から流出する。室内熱交換器３１のガス側端から流
出したガス冷媒は、ガス側冷媒連絡配管５に流れていく。
【１５２３】
　ガス側冷媒連絡配管５を流れた冷媒は、ガス側閉鎖弁２８、四路切換弁２２を経て、再
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び、圧縮機２１に吸入される。
【１５２４】
　（９－１－４－２）暖房運転モード
　空気調和装置１では、暖房運転モードでは、四路切換弁２２の接続状態を圧縮機２１の
吐出側とガス側閉鎖弁２８とを接続しつつ圧縮機２１の吸入側と室外熱交換器２３とを接
続する暖房運転接続状態とし、冷媒回路１０に充填されている冷媒を、主として、圧縮機
２１、室内熱交換器３１、室外膨張弁２４、室外熱交換器２３の順に循環させる。
【１５２５】
　より具体的には、暖房運転モードが開始されると、冷媒回路１０内において、冷媒が圧
縮機２１に吸入されて圧縮された後に吐出される。
【１５２６】
　圧縮機２１では、室内ユニット３０で要求される暖房負荷に応じた容量制御が行われる
。圧縮機２１から吐出されたガス冷媒は、四路切換弁２２およびガス側冷媒連絡配管５を
流れた後、室内ユニット３０に流入する。
【１５２７】
　室内ユニット３０に流入した冷媒は、室内熱交換器３１のガス側端に流入し、室内熱交
換器３１において、室内ファン３２によって供給される室内空気と熱交換を行って凝縮し
、気液二相状態の冷媒または液冷媒となって室内熱交換器３１の液側端から流出する。室
内熱交換器３１の液側端から流出した冷媒は、液側冷媒連絡配管６に流れていく。
【１５２８】
　液側冷媒連絡配管６を流れた冷媒は、液側閉鎖弁２９、室外膨張弁２４において冷凍サ
イクルにおける低圧になるまで減圧される。なお、室外膨張弁２４は、室内熱交換器３１
の液側出口を通過する冷媒の過冷却度が所定条件を満たすように制御される。室外膨張弁
２４で減圧された冷媒は、室外熱交換器２３の液側端に流入する。
【１５２９】
　室外熱交換器２３の液側端から流入した冷媒は、室外熱交換器２３において、室外ファ
ン２５によって供給される室外空気と熱交換を行って蒸発し、ガス冷媒となって室外熱交
換器２３のガス側端から流出する。
【１５３０】
　室外熱交換器２３のガス側端から流出した冷媒は、四路切換弁２２を経て、再び、圧縮
機２１に吸入される。
【１５３１】
　（９－１－５）液側冷媒連絡配管６
　第１実施形態の上記冷媒Ａ～Ｄが用いられる空気調和装置１の液側冷媒連絡配管６は、
管外径をＤ０／８インチとして表した場合に、Ｄ０の範囲は「２≦Ｄ０≦４」であり、冷
媒Ｒ４１０Ａが使用される場合の液側冷媒連絡配管の管外径と同じである。上記冷媒Ａ～
Ｄの圧力損失等の物性は冷媒Ｒ４１０Ａと近似していることから、この液側冷媒連絡配管
６の管外径は、冷媒Ｒ４１０Ａが使用される場合の液側冷媒連絡配管の管外径と同じ管外
径とすることで、能力の低下を抑制することができる。
【１５３２】
　なかでも、第１実施形態の液側冷媒連絡配管６は、Ｄ０が２(即ち配管径が１／４イン
チ)であることが好ましい。
【１５３３】
　特に、本実施形態の液側冷媒連絡配管６は、空気調和装置１の定格冷凍能力が７．５ｋ
Ｗ以上である場合にはＤ０が２．５(即ち配管径が５／１６インチ)であることがより好ま
しく、空気調和装置１の定格冷凍能力が２．６ｋＷ以上７．５ｋＷ未満である場合にはＤ

０が２(即ち配管径が１／４インチ)であることがより好ましく、空気調和装置１の定格冷
凍能力が２．６ｋＷ未満である場合にはＤ０が１．５(即ち配管径が３／１６インチ)であ
るかことがより好ましい。
【１５３４】
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　（９－１－６）ガス側冷媒連絡配管５
　第１実施形態の上記冷媒Ａ～Ｄが用いられる空気調和装置１のガス側冷媒連絡配管５は
、管外径をＤ０／８インチとして表した場合に、Ｄ０の範囲は「３≦Ｄ０≦８」であり、
冷媒Ｒ４１０Ａが使用される場合のガス側冷媒連絡配管の管外径と同じである。上記冷媒
Ａ～Ｄの圧力損失等の物性は冷媒Ｒ４１０Ａと近似していることから、このガス側冷媒連
絡配管５の管外径は、冷媒Ｒ４１０Ａが使用される場合のガス側冷媒連絡配管の管外径と
同じ管外径とすることで、能力の低下を抑制することができる。
【１５３５】
　なかでも、第１実施形態のガス側冷媒連絡配管５は、空気調和装置１の定格冷凍能力が
６．０ｋＷ以上である場合にはＤ０が４(即ち配管径が１／２インチ)であることが好まし
く、空気調和装置１の定格冷凍能力が６．０ｋＷ未満である場合にはＤ０が３(即ち配管
径が３／８インチ)であることが好ましい。
【１５３６】
　特に、第１実施形態のガス側冷媒連絡配管５は、空気調和装置１の定格冷凍能力が６．
０ｋＷ以上である場合にはＤ０が４(即ち配管径が１／２インチ)であることがより好まし
く、空気調和装置１の定格冷凍能力が３．２ｋＷ以上６．０ｋＷ未満である場合にはＤ０

が３(即ち配管径が３／８インチ)であることがより好ましく、空気調和装置１の定格冷凍
能力が３．２ｋＷ未満である場合にはＤ０が２．５(即ち配管径が５／１６インチ)である
ことがより好ましい。
【１５３７】
　（９－１－７）第１実施形態の特徴
　上述の空気調和装置１では、１，２－ジフルオロエチレンを含む冷媒が用いられている
ため、GWPを十分に小さく抑えることが可能になっている。
【１５３８】
　また、空気調和装置１では、液側冷媒連絡配管６の管外径とガス側冷媒連絡配管５の管
外径を所定の範囲とすることにより、上記特定の冷媒Ａ～Ｄを用いた場合であっても、能
力の低下を小さく抑えることが可能になっている。
【１５３９】
　（９－１－８）冷媒と冷媒連絡配管の管外径の関係
　第１実施形態の空気調和装置１において、冷媒Ａ～Ｄではなく、冷媒Ｒ４１０ＡとＲ３
２が用いられるとした場合には、一般的に、定格冷房能力の範囲に応じて、以下の表２７
、表２８に示すような管外径（インチ）の液側冷媒連絡配管６およびガス側冷媒連絡配管
５が用いられている。
【１５４０】
　これに対して、第１実施形態の空気調和装置１においては、１，２－ジフルオロエチレ
ンを含んでいる本開示の冷媒Ａ（冷媒Ｂ～Ｄについても同様）を用いた場合については、
定格冷房能力の範囲に応じて、以下の表２７または表２８に示すような管外径（インチ）
の液側冷媒連絡配管６およびガス側冷媒連絡配管５を用いることにより、１，２－ジフル
オロエチレンを含んでいる本開示の冷媒Ａ（冷媒Ｂ～Ｄについても同様）を用いた場合の
能力の低下を小さく抑えることが可能となる。
【１５４１】
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【表２７】

【１５４２】
【表２８】

【１５４３】
　ここで、第１実施形態の空気調和装置１において、冷媒Ｒ４１０Ａ、Ｒ３２、上記１，
２－ジフルオロエチレンを含んでいる本開示の冷媒Ａをそれぞれ用い、表２８に記載の管
外径を有する液側冷媒連絡配管６およびガス側冷媒連絡配管５を用いた場合について、図
９Ｃに液側冷媒連絡配管６の暖房運転時の圧力損失を示し、図９Ｄにガス側冷媒連絡配管
５の冷房運転時の圧力損失を示す。なお、圧力損失の算出は、凝縮温度と蒸発温度と凝縮
器出口の冷媒の過冷却度と蒸発器出口の冷媒の過熱度との各制御目標値を共通化させて、
馬力に応じた定格能力で運転させた場合に必要となる冷媒循環量に基づいて、冷媒連絡配
管において生じる冷媒の圧力損失として算出した。また、馬力の単位はＨＰである。
【１５４４】
　この図９Ｃ、図９Ｄから分かるように、１，２－ジフルオロエチレンを含んでいる本開
示の冷媒Ａは、冷媒Ｒ４１０Ａと圧力損失の挙動を近似させることができており、空気調
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和装置１において冷媒Ａを用いた場合の能力の低下を小さく抑えることができていること
が分かる。この点は、１，２－ジフルオロエチレンを含んでいる点で共通する本開示の冷
媒Ｂ～Ｄについても同様である。
【１５４５】
　（９－１－９）第１実施形態の変形例Ａ
　上記第１実施形態では、室内ユニットが１つだけ設けられている空気調和装置を例に挙
げて説明したが、空気調和装置としては、互いに並列に接続された複数の室内ユニット（
室内膨張弁を有さないもの）が設けられていてもよい。
【１５４６】
　（９－２）第２実施形態
　以下、冷媒回路の概略構成図である図９Ｅ、概略制御ブロック構成図である図９Ｆを参
照しつつ、第２実施形態に係る冷凍サイクル装置としての空気調和装置１ａについて説明
する。
【１５４７】
　以下、主として、第２実施形態の空気調和装置１ａについて、第１実施形態の空気調和
装置１と異なる箇所を中心に説明する。
【１５４８】
　空気調和装置１ａにおいても、冷媒回路１０には、蒸気圧縮式の冷凍サイクルを行うた
めの冷媒として、１，２－ジフルオロエチレンを含む混合冷媒であり、上述した冷媒Ａ～
Ｄのいずれかが充填されている。また、冷媒回路１０には、当該冷媒と共に、冷凍機油が
充填されている。
【１５４９】
　（９－２－１）室外ユニット２０
　第２実施形態の空気調和装置１ａの室外ユニット２０では、室外ファン２５として、第
１室外ファン２５ａと第２室外ファン２５ｂとが設けられている。空気調和装置１ａの室
外ユニット２０の室外熱交換器２３は、第１室外ファン２５ａおよび第２室外ファン２５
ｂから受ける空気流れに対応するように、広い熱交換面積が確保されている。
【１５５０】
　空気調和装置１ａの室外ユニット２０では、上記第１実施形態における室外ユニット２
０の室外膨張弁２４の代わりに、室外熱交換器２３の液側から液側閉鎖弁２９までの間に
おいて、第１室外膨張弁４４、中間圧レシーバ４１、第２室外膨張弁４５が順次設けられ
ている。第１室外膨張弁４４および第２室外膨張弁４５は、弁開度を制御可能である。中
間圧レシーバ４１は、第１室外膨張弁４４側から延びる配管の端部と、第２室外膨張弁４
５側から延びる配管の端部と、の両方が内部空間に位置しており、冷媒を溜めることがで
きる容器である。なお、中間圧レシーバ４１の内容積は、圧縮機２１に付属した付属アキ
ュムレータの内容積より大きく、２倍以上であることが好ましい。
【１５５１】
　第２実施形態の室外ユニット２０は、略直方体箱状であり、鉛直に延びる仕切板等によ
って分割されることで送風機室および機械室が形成された構造（いわゆる、トランク型構
造）を有している。
【１５５２】
　室外熱交換器２３は、例えば、複数の伝熱フィンと、これに貫通固定された複数の伝熱
管とを有している。この室外熱交換器２３は、平面視Ｌ字形状となるように配置されてい
る。
【１５５３】
　以上の空気調和装置１ａでは、冷房運転モードでは、第１室外膨張弁４４は、例えば、
室外熱交換器２３の液側出口を通過する冷媒の過冷却度が所定条件を満たすように制御さ
れる。また、冷房運転モードでは、第２室外膨張弁４５は、例えば、圧縮機２１が吸入す
る冷媒の過熱度が所定の条件を満たすように制御される。
【１５５４】
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　また、暖房運転モードでは、第２室外膨張弁４５は、例えば、室内熱交換器３１の液側
出口を通過する冷媒の過冷却度が所定条件を満たすように制御される。また、暖房運転モ
ードでは、第１室外膨張弁４４は、例えば、圧縮機２１が吸入する冷媒の過熱度が所定の
条件を満たすように制御される。
【１５５５】
　（９－２－２）室内ユニット３０
　第２実施形態の室内ユニット３０は、対象空間である室内の上方空間に吊り下げられる
ことで設置されるか、天井面に対して設置されるか、壁面に対して設置されて用いられる
。室内ユニット３０は、液側冷媒連絡配管６およびガス側冷媒連絡配管５を介して室外ユ
ニット２０と接続されており、冷媒回路１０の一部を構成している。
【１５５６】
　室内ユニット３０は、室内熱交換器３１と、室内ファン３２等を有している。
【１５５７】
　第２実施形態の室内熱交換器３１は、複数の伝熱フィンと、これに貫通固定された複数
の伝熱管と、を有している。
【１５５８】
　（９－２－３）液側冷媒連絡配管６
　第２実施形態の上記冷媒Ａ～Ｄが用いられる空気調和装置１ａの液側冷媒連絡配管６は
、管外径をＤ０／８インチとして表した場合に、Ｒ４１０ＡやＲ３２を用いた場合の管外
径との関係とは無関係に、Ｄ０の範囲を「２≦Ｄ０≦４」とすることができる。
【１５５９】
　また、第２実施形態の上記冷媒Ａ～Ｄが用いられる空気調和装置１ａの液側冷媒連絡配
管６は、管外径をＤ０／８インチ（ここで、「Ｄ０－１／８インチ」は冷媒Ｒ３２が使用
される場合の液側冷媒連絡配管の管外径である）として表した場合に、Ｄ０の範囲は「２
≦Ｄ０≦４」である。上記冷媒Ａ～Ｄは冷媒Ｒ３２よりも圧力損失が生じやすいものの、
第２実施形態の空気調和装置１ａの液側冷媒連絡配管６の管外径は、冷媒Ｒ３２が使用さ
れる場合の管外径以上の大きさであるため、能力の低下を抑制することができる。なかで
も、空気調和装置１ａの液側冷媒連絡配管６は、管外径をＤ０／８インチ（ここで、「Ｄ

０－１／８インチ」は冷媒Ｒ３２が使用される場合の液側冷媒連絡配管の管外径である）
として表した場合に、空気調和装置１ａの定格冷凍能力が５．６ｋＷより大きく１１．２
ｋＷ未満である場合にＤ０が３(即ち配管径が３／８インチ)であることが好ましく、空気
調和装置１ａの定格冷凍能力が６．３ｋＷ以上１０．０ｋＷ以下である場合にＤ０が３(
即ち配管径が３／８インチ)であることがより好ましい。
【１５６０】
　また、第２実施形態の上記冷媒Ａ～Ｄが用いられる空気調和装置１ａの液側冷媒連絡配
管６は、管外径をＤ０／８インチとして表した場合に、Ｄ０の範囲は「２≦Ｄ０≦４」で
あり、冷媒Ｒ４１０Ａが使用される場合の液側冷媒連絡配管の管外径と同じである。上記
冷媒Ａ～Ｄの圧力損失等の物性は冷媒Ｒ４１０Ａと近似していることから、この液側冷媒
連絡配管６の管外径は、冷媒Ｒ４１０Ａが使用される場合の液側冷媒連絡配管の管外径と
同じ管外径とすることで、能力の低下を抑制することができる。
【１５６１】
　なかでも、第２実施形態の上記冷媒Ａ～Ｄが用いられる空気調和装置１ａの液側冷媒連
絡配管６は、管外径をＤ０／８インチとして表した場合において、空気調和装置１ａの定
格冷凍能力が６．３ｋＷ以上である場合にＤ０が３(即ち配管径が３／８インチ)であるこ
とが好ましく、空気調和装置１ａの定格冷凍能力が６．３ｋＷ未満である場合にＤ０が２
(即ち配管径が１／４インチ)であることが好ましく、いずれも冷媒Ｒ４１０Ａが使用され
る場合の液側冷媒連絡配管の管外径と同じであることがより好ましい。
【１５６２】
　特に、第２実施形態の上記冷媒Ａ～Ｄが用いられる空気調和装置１ａの液側冷媒連絡配
管６は、管外径をＤ０／８インチとして表した場合において、空気調和装置１ａの定格冷
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凍能力が１２．５ｋＷ以上である場合にＤ０が３(即ち配管径が３／８インチ)であること
が好ましく、空気調和装置１ａの定格冷凍能力が６．３ｋＷ以上１２．５ｋＷ未満である
場合にＤ０が２．５(即ち配管径が５／１６インチ)であることが好ましく、空気調和装置
１ａの定格冷凍能力が６．３ｋＷ未満である場合にＤ０が２(即ち配管径が１／４インチ)
であることが好ましい。
【１５６３】
　（９－２－４）ガス側冷媒連絡配管５
　第２実施形態の上記冷媒Ａ～Ｄが用いられる空気調和装置１ａのガス側冷媒連絡配管５
は、管外径をＤ０／８インチとして表した場合に、Ｒ４１０ＡやＲ３２を用いた場合の管
外径との関係とは無関係に、Ｄ０の範囲を「３≦Ｄ０≦８」とすることができる。
【１５６４】
　また、第２実施形態の上記冷媒Ａ～Ｄが用いられる空気調和装置１ａのガス側冷媒連絡
配管５は、管外径をＤ０／８インチ（ここで、「Ｄ０－１／８インチ」は冷媒Ｒ３２が使
用される場合のガス側冷媒連絡配管の管外径である）として表した場合に、Ｄ０の範囲は
「３≦Ｄ０≦８」である。上記冷媒Ａ～Ｄは冷媒Ｒ３２よりも圧力損失が生じやすいもの
の、第２実施形態の空気調和装置１ａのガス側冷媒連絡配管５の管外径は、冷媒Ｒ３２が
使用される場合の管外径以上の大きさであるため、能力の低下を抑制することができる。
なかでも、空気調和装置１ａのガス側冷媒連絡配管５は、管外径をＤ０／８インチ（ここ
で、「Ｄ０－１／８インチ」は冷媒Ｒ３２が使用される場合のガス側冷媒連絡配管の管外
径である）として表した場合に、空気調和装置１ａの定格冷凍能力が２２．４ｋＷより大
きい場合にＤ０が７(即ち配管径が７／８インチ)であることが好ましく、空気調和装置１
ａの定格冷凍能力が１４．０ｋＷより大きく２２．４ｋＷ未満である場合にＤ０が６(即
ち配管径が６／８インチ)であることが好ましく、空気調和装置１ａの定格冷凍能力が５
．６ｋＷより大きく１１．２ｋＷ未満である場合にＤ０が５(即ち配管径が５／８インチ)
であることが好ましく、空気調和装置１ａの定格冷凍能力が４．５ｋＷ未満である場合に
Ｄ０が４(即ち配管径が１／２インチ)であることが好ましい。この場合において、空気調
和装置１ａの定格冷凍能力が２５．０ｋＷ以上である場合にＤ０が７(即ち配管径が７／
８インチ)であることがより好ましく、空気調和装置１ａの定格冷凍能力が１５．０ｋＷ
以上１９．０ｋＷ未満である場合にＤ０が６(即ち配管径が６／８インチ)であることがよ
り好ましく、空気調和装置１ａの定格冷凍能力が６．３ｋＷ以上１０．０ｋＷ未満である
場合にＤ０が５(即ち配管径が５／８インチ)であることがより好ましく、空気調和装置１
ａの定格冷凍能力が４．０ｋＷ未満である場合にＤ０が４(即ち配管径が１／２インチ)で
あることがより好ましい。
【１５６５】
　また、第２実施形態の上記冷媒Ａ～Ｄが用いられる空気調和装置１ａのガス側冷媒連絡
配管５は、管外径をＤ０／８インチとして表した場合に、Ｄ０の範囲は「３≦Ｄ０≦８」
であり、冷媒Ｒ４１０Ａが使用される場合のガス側冷媒連絡配管の管外径と同じである。
上記冷媒Ａ～Ｄの圧力損失等の物性は冷媒Ｒ４１０Ａと近似していることから、このガス
側冷媒連絡配管５の管外径は、冷媒Ｒ４１０Ａが使用される場合のガス側冷媒連絡配管の
管外径と同じ管外径とすることで、能力の低下を抑制することができる。
【１５６６】
　なかでも、第２実施形態の上記冷媒Ａ～Ｄが用いられる空気調和装置１ａのガス側冷媒
連絡配管５は、管外径をＤ０／８インチとして表した場合において、空気調和装置１ａの
定格冷凍能力が２５．０ｋＷ以上である場合にＤ０が７(即ち配管径が７／８インチ)であ
ることが好ましく、空気調和装置１ａの定格冷凍能力が１５．０ｋＷ以上２５．０ｋＷ未
満である場合にＤ０が６(即ち配管径が６／８インチ)であることが好ましく、空気調和装
置１ａの定格冷凍能力が６．３ｋＷ以上１５．０ｋＷ未満である場合にＤ０が５(即ち配
管径が５／８インチ)であることが好ましく、空気調和装置１ａの定格冷凍能力が６．３
ｋＷ未満である場合にＤ０が４(即ち配管径が１／２インチ)であることが好ましく、いず
れも冷媒Ｒ４１０Ａが使用される場合のガス側冷媒連絡配管の管外径と同じであることが
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【１５６７】
　（９－２－５）第２実施形態の特徴
　以上の第２実施形態に係る空気調和装置１ａにおいても、第１実施形態に係る空気調和
装置１と同様に、１，２－ジフルオロエチレンを含む冷媒が用いられているため、GWPを
十分に小さく抑えることが可能になっている。
【１５６８】
　また、空気調和装置１ａでは、液側冷媒連絡配管６の管外径とガス側冷媒連絡配管５の
管外径を所定の範囲とすることにより、上記特定の冷媒Ａ～Ｄを用いた場合であっても、
能力の低下を小さく抑えることが可能になっている。
【１５６９】
　（９－２－６）冷媒と冷媒連絡配管の管外径の関係
　第２実施形態の空気調和装置１ａにおいて、冷媒Ａ～Ｄではなく、冷媒Ｒ４１０ＡとＲ
３２が用いられるとした場合には、一般的に、定格冷房能力の範囲に応じて、以下の表２
９、表３０に示すような管外径（インチ）の液側冷媒連絡配管６およびガス側冷媒連絡配
管５が用いられている。
【１５７０】
　これに対して、第２実施形態の空気調和装置１ａにおいては、１，２－ジフルオロエチ
レンを含んでいる本開示の冷媒Ａ（冷媒Ｂ～Ｄについても同様）を用いた場合については
、定格冷房能力の範囲に応じて、以下の表２９または表３０に示すような管外径（インチ
）の液側冷媒連絡配管６およびガス側冷媒連絡配管５を用いることにより、１，２－ジフ
ルオロエチレンを含んでいる本開示の冷媒Ａ（冷媒Ｂ～Ｄについても同様）を用いた場合
の能力の低下を小さく抑えることが可能となる。
【１５７１】
【表２９】

【１５７２】
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【表３０】

【１５７３】
　ここで、第２実施形態の空気調和装置１ａにおいて、冷媒Ｒ４１０Ａ、Ｒ３２、上記１
，２－ジフルオロエチレンを含んでいる本開示の冷媒Ａをそれぞれ用い、表３０に記載の
管外径を有する液側冷媒連絡配管６およびガス側冷媒連絡配管５を用いた場合について、
図９Ｇに液側冷媒連絡配管６の暖房運転時の圧力損失を示し、図９Ｈにガス側冷媒連絡配
管５の冷房運転時の圧力損失を示す。なお、圧力損失の算出は、凝縮温度と蒸発温度と凝
縮器出口の冷媒の過冷却度と蒸発器出口の冷媒の過熱度との各制御目標値を共通化させて
、馬力に応じた定格能力で運転させた場合に必要となる冷媒循環量に基づいて、冷媒連絡
配管において生じる冷媒の圧力損失として算出した。また、馬力の単位はＨＰである。
【１５７４】
　この図９Ｇ、図９Ｈから分かるように、１，２－ジフルオロエチレンを含んでいる本開
示の冷媒Ａは、冷媒Ｒ４１０Ａと圧力損失の挙動を近似させることができており、空気調
和装置１ａにおいて冷媒Ａを用いた場合の能力の低下を小さく抑えることができているこ
とが分かる。この点は、１，２－ジフルオロエチレンを含んでいる点で共通する本開示の
冷媒Ｂ～Ｄについても同様である。
【１５７５】
　（９－２－７）第２実施形態の変形例Ａ
　上記第２実施形態では、室内ユニットが１つだけ設けられている空気調和装置を例に挙
げて説明したが、空気調和装置としては、互いに並列に接続された複数の室内ユニット（
室内膨張弁を有さないもの）が設けられていてもよい。
【１５７６】
　（９－３）第３実施形態
　以下、冷媒回路の概略構成図である図９Ｉ、概略制御ブロック構成図である図９Ｊを参
照しつつ、第３実施形態に係る冷凍サイクル装置としての空気調和装置１ｂについて説明
する。
【１５７７】
　以下、主として、第３実施形態の空気調和装置１ｂについて、第１実施形態の空気調和
装置１と異なる箇所を中心に説明する。
【１５７８】
　空気調和装置１ｂにおいても、冷媒回路１０には、蒸気圧縮式の冷凍サイクルを行うた
めの冷媒として、１，２－ジフルオロエチレンを含む混合冷媒であり、上述した冷媒Ａ～
Ｄのいずれかが充填されている。また、冷媒回路１０には、当該冷媒と共に、冷凍機油が
充填されている。
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【１５７９】
　（９－３－１）室外ユニット２０
　第３実施形態に係る空気調和装置１ｂの室外ユニット２０では、上記第１実施形態にお
ける室外ユニット２０において、低圧レシーバ２６、過冷却熱交換器４７および過冷却回
路４６が設けられている。
【１５８０】
　低圧レシーバ２６は、四路切換弁２２の接続ポートの１つから圧縮機２１の吸入側に至
るまでの間に設けられ、冷媒を溜めることができる容器である。なお、本実施形態におい
ては、圧縮機２１が有する付属のアキュムレータとは別に設けられている。なお、低圧レ
シーバ２６の内容積は、圧縮機２１に付属した付属アキュムレータの内容積より大きく、
２倍以上であることが好ましい。
【１５８１】
　過冷却熱交換器４７は、室外膨張弁２４と液側閉鎖弁２９との間に設けられている。
【１５８２】
　過冷却回路４６は、室外膨張弁２４と過冷却熱交換器４７との間の主回路から分岐し、
四路切換弁２２の接続ポートの１つから低圧レシーバ２６に至るまでの途中の部分に合流
するように延びた回路である。過冷却回路４６の途中には、通過する冷媒を減圧させる過
冷却膨張弁４８が設けられている。過冷却回路４６を流れる冷媒であって、過冷却膨張弁
４８で減圧された冷媒は、過冷却熱交換器４７において、主回路側を流れる冷媒との間で
熱交換を行う。これにより、主回路側を流れる冷媒はさらに冷却され、過冷却回路４６を
流れる冷媒は蒸発する。
【１５８３】
　第３実施形態に係る空気調和装置１ｂの室外ユニット２０は、例えば、下方から内部に
空気を取り込んで上方から外部に空気を吹き出す上吹き型構造と呼ばれるものであってよ
い。
【１５８４】
　（９－３－２）第１室内ユニット３０および第２室内ユニット３５
　また、第３実施形態に係る空気調和装置１ｂでは、上記第１実施形態における室内ユニ
ット３０の代わりに、互いに並列に設けられた第１室内ユニット３０および第２室内ユニ
ット３５を有している。
【１５８５】
　第１室内ユニット３０は、上記第１実施形態における室内ユニット３０と同様に第１室
内熱交換器３１と第１室内ファン３２と第１室内ユニット制御部３４が設けられており、
さらに、第１室内熱交換器３１の液側において第１室内膨張弁３３が設けられている。第
１室内膨張弁３３は、弁開度が制御可能である。
【１５８６】
　第２室内ユニット３５は、第１室内ユニット３０と同様であり、第２室内熱交換器３６
と第２室内ファン３７と、第２室内ユニット制御部３９と、第２室内熱交換器３６の液側
に設けられた第２室内膨張弁３８と、を有している。第２室内膨張弁３８は、弁開度が制
御可能である。
【１５８７】
　なお、第３実施形態に係る空気調和装置１ｂの第１室内ユニット３０および第２室内ユ
ニット３５の具体的な構造は、上記第１室内膨張弁３３や第２室内膨張弁３８を除き、第
２実施形態の室内ユニット３０と同様の構成である。
【１５８８】
　なお、第３実施形態のコントローラ７は、室外ユニット制御部２７と、第１室内ユニッ
ト制御部３４と、第２室内ユニット制御部３９と、が互いに通信可能に接続されて構成さ
れている。
【１５８９】
　以上の空気調和装置１ｂでは、冷房運転モードでは、室外膨張弁２４は、室外熱交換器
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２３の液側出口を通過する冷媒の過冷却度が所定条件を満たすように制御される。また、
冷房運転モードでは、過冷却膨張弁４８は、圧縮機２１が吸入する冷媒の過熱度が所定の
条件を満たすように制御される。なお、冷房運転モードでは、第１室内膨張弁３３および
第２室内膨張弁３８は、全開状態に制御される。
【１５９０】
　また、暖房運転モードでは、第１室内膨張弁３３は、第１室内熱交換器３１の液側出口
を通過する冷媒の過冷却度が所定条件を満たすように制御される。第２室内膨張弁３８も
同様に、第２室内熱交換器３６の液側出口を通過する冷媒の過冷却度が所定条件を満たす
ように制御される。また、暖房運転モードでは、室外膨張弁４５は、圧縮機２１が吸入す
る冷媒の過熱度が所定の条件を満たすように制御される。なお、暖房運転モードでは、過
冷却膨張弁４８は、圧縮機２１が吸入する冷媒の過熱度が所定の条件を満たすように制御
される。
【１５９１】
　（９－３－３）液側冷媒連絡配管６
　第３実施形態の上記冷媒Ａ～Ｄが用いられる空気調和装置１ｂの液側冷媒連絡配管６は
、管外径をＤ０／８インチとして表した場合に、Ｒ４１０ＡやＲ３２を用いた場合の管外
径との関係とは無関係に、Ｄ０の範囲を「２≦Ｄ０≦４」とすることができる。
【１５９２】
　また、第３実施形態の上記冷媒Ａ～Ｄが用いられる空気調和装置１ｂの液側冷媒連絡配
管６は、管外径をＤ０／８インチ（ここで、「Ｄ０－１／８インチ」は冷媒Ｒ３２が使用
される場合の液側冷媒連絡配管の管外径である）として表した場合に、Ｄ０の範囲は「２
≦Ｄ０≦４」である。上記冷媒Ａ～Ｄは冷媒Ｒ３２よりも圧力損失が生じやすいものの、
第３実施形態の空気調和装置１ｂの液側冷媒連絡配管６の管外径は、冷媒Ｒ３２が使用さ
れる場合の管外径以上の大きさであるため、能力の低下を抑制することができる。なかで
も、空気調和装置１ｂの液側冷媒連絡配管６は、管外径をＤ０／８インチ（ここで、「Ｄ

０－１／８インチ」は冷媒Ｒ３２が使用される場合の液側冷媒連絡配管の管外径である）
として表した場合に、空気調和装置１ｂの定格冷凍能力が５．６ｋＷより大きく１１．２
ｋＷ未満である場合にＤ０が３(即ち配管径が３／８インチ)であることが好ましく、空気
調和装置１ｂの定格冷凍能力が６．３ｋＷ以上１０．０ｋＷ以下である場合にＤ０が３(
即ち配管径が３／８インチ)であることがより好ましい。
【１５９３】
　また、第３実施形態の上記冷媒Ａ～Ｄが用いられる空気調和装置１ｂの液側冷媒連絡配
管６は、管外径をＤ０／８インチとして表した場合に、Ｄ０の範囲は「２≦Ｄ０≦４」で
あり、冷媒Ｒ４１０Ａが使用される場合の液側冷媒連絡配管の管外径と同じである。上記
冷媒Ａ～Ｄの圧力損失等の物性は冷媒Ｒ４１０Ａと近似していることから、この液側冷媒
連絡配管６の管外径は、冷媒Ｒ４１０Ａが使用される場合の液側冷媒連絡配管の管外径と
同じ管外径とすることで、能力の低下を抑制することができる。
【１５９４】
　なかでも、第３実施形態の上記冷媒Ａ～Ｄが用いられる空気調和装置１ｂの液側冷媒連
絡配管６は、管外径をＤ０／８インチとして表した場合において、空気調和装置１ｂの定
格冷凍能力が６．３ｋＷ以上である場合にＤ０が３(即ち配管径が３／８インチ)であるこ
とが好ましく、空気調和装置１ｂの定格冷凍能力が６．３ｋＷ未満である場合にＤ０が２
(即ち配管径が１／４インチ)であることが好ましく、いずれも冷媒Ｒ４１０Ａが使用され
る場合の液側冷媒連絡配管の管外径と同じであることがより好ましい。
【１５９５】
　特に、第３実施形態の上記冷媒Ａ～Ｄが用いられる空気調和装置１ｂの液側冷媒連絡配
管６は、管外径をＤ０／８インチとして表した場合において、空気調和装置１ｂの定格冷
凍能力が１２．５ｋＷ以上である場合にＤ０が３(即ち配管径が３／８インチ)であること
が好ましく、空気調和装置１ｂの定格冷凍能力が６．３ｋＷ以上１２．５ｋＷ未満である
場合にＤ０が２．５(即ち配管径が５／１６インチ)であることが好ましく、空気調和装置
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１ｂの定格冷凍能力が６．３ｋＷ未満である場合にＤ０が２(即ち配管径が１／４インチ)
であることが好ましい。
【１５９６】
　（９－３－４）ガス側冷媒連絡配管５
　第３実施形態の上記冷媒Ａ～Ｄが用いられる空気調和装置１ｂのガス側冷媒連絡配管５
は、管外径をＤ０／８インチとして表した場合に、Ｒ４１０ＡやＲ３２を用いた場合の管
外径との関係とは無関係に、Ｄ０の範囲を「３≦Ｄ０≦８」とすることができる。
【１５９７】
　また、第３実施形態の上記冷媒Ａ～Ｄが用いられる空気調和装置１ｂのガス側冷媒連絡
配管５は、管外径をＤ０／８インチ（ここで、「Ｄ０－１／８インチ」は冷媒Ｒ３２が使
用される場合のガス側冷媒連絡配管の管外径である）として表した場合に、Ｄ０の範囲は
「３≦Ｄ０≦８」である。上記冷媒Ａ～Ｄは冷媒Ｒ３２よりも圧力損失が生じやすいもの
の、第３実施形態の空気調和装置１ｂのガス側冷媒連絡配管５の管外径は、冷媒Ｒ３２が
使用される場合の管外径以上の大きさであるため、能力の低下を抑制することができる。
なかでも、空気調和装置１ａのガス側冷媒連絡配管５は、管外径をＤ０／８インチ（ここ
で、「Ｄ０－１／８インチ」は冷媒Ｒ３２が使用される場合のガス側冷媒連絡配管の管外
径である）として表した場合に、空気調和装置１ａの定格冷凍能力が２２．４ｋＷより大
きい場合にＤ０が７(即ち配管径が７／８インチ)であることが好ましく、空気調和装置１
ａの定格冷凍能力が１４．０ｋＷより大きく２２．４ｋＷ未満である場合にＤ０が６(即
ち配管径が６／８インチ)であることが好ましく、空気調和装置１ａの定格冷凍能力が５
．６ｋＷより大きく１１．２ｋＷ未満である場合にＤ０が５(即ち配管径が５／８インチ)
であることが好ましく、空気調和装置１ａの定格冷凍能力が４．５ｋＷ未満である場合に
Ｄ０が４(即ち配管径が１／２インチ)であることが好ましい。この場合において、空気調
和装置１ａの定格冷凍能力が２５．０ｋＷ以上である場合にＤ０が７(即ち配管径が７／
８インチ)であることがより好ましく、空気調和装置１ａの定格冷凍能力が１５．０ｋＷ
以上１９．０ｋＷ未満である場合にＤ０が６(即ち配管径が６／８インチ)であることがよ
り好ましく、空気調和装置１ａの定格冷凍能力が６．３ｋＷ以上１０．０ｋＷ未満である
場合にＤ０が５(即ち配管径が５／８インチ)であることがより好ましく、空気調和装置１
ａの定格冷凍能力が４．０ｋＷ未満である場合にＤ０が４(即ち配管径が１／２インチ)で
あることがより好ましい。
【１５９８】
　また、第３実施形態の上記冷媒Ａ～Ｄが用いられる空気調和装置１ｂのガス側冷媒連絡
配管５は、管外径をＤ０／８インチとして表した場合に、Ｄ０の範囲は「３≦Ｄ０≦８」
であり、冷媒Ｒ４１０Ａが使用される場合のガス側冷媒連絡配管の管外径と同じである。
上記冷媒Ａ～Ｄの圧力損失等の物性は冷媒Ｒ４１０Ａと近似していることから、このガス
側冷媒連絡配管５の管外径は、冷媒Ｒ４１０Ａが使用される場合のガス側冷媒連絡配管の
管外径と同じ管外径とすることで、能力の低下を抑制することができる。
【１５９９】
　なかでも、第３実施形態の上記冷媒Ａ～Ｄが用いられる空気調和装置１ｂのガス側冷媒
連絡配管５は、管外径をＤ０／８インチとして表した場合において、空気調和装置１ｂの
定格冷凍能力が２５．０ｋＷ以上である場合にＤ０が７(即ち配管径が７／８インチ)であ
ることが好ましく、空気調和装置１ｂの定格冷凍能力が１５．０ｋＷ以上２５．０ｋＷ未
満である場合にＤ０が６(即ち配管径が６／８インチ)であることが好ましく、空気調和装
置１ｂの定格冷凍能力が６．３ｋＷ以上１５．０ｋＷ未満である場合にＤ０が５(即ち配
管径が５／８インチ)であることが好ましく、空気調和装置１ｂの定格冷凍能力が６．３
ｋＷ未満である場合にＤ０が４(即ち配管径が１／２インチ)であることが好ましく、いず
れも冷媒Ｒ４１０Ａが使用される場合のガス側冷媒連絡配管の管外径と同じであることが
より好ましい。
【１６００】
　（９－３－５）第３実施形態の特徴



(208) JP WO2019/124409 A1 2019.6.27

10

20

30

　以上の第３実施形態に係る空気調和装置１ｂにおいても、第１実施形態に係る空気調和
装置１と同様に、１，２－ジフルオロエチレンを含む冷媒が用いられているため、GWPを
十分に小さく抑えることが可能になっている。
【１６０１】
　また、空気調和装置１ｂでは、液側冷媒連絡配管６の管外径とガス側冷媒連絡配管５の
管外径を所定の範囲とすることにより、上記特定の冷媒Ａ～Ｄを用いた場合であっても、
能力の低下を小さく抑えることが可能になっている。
【１６０２】
　（９－３－６）冷媒と冷媒連絡配管の管外径の関係
　第３実施形態の空気調和装置１ｂにおいて、冷媒Ａ～Ｄではなく、冷媒Ｒ４１０ＡとＲ
３２が用いられるとした場合には、一般的に、定格冷房能力の範囲に応じて、以下の表３
１、表３２に示すような管外径（インチ）の液側冷媒連絡配管６およびガス側冷媒連絡配
管５が用いられている。
【１６０３】
　これに対して、第３実施形態の空気調和装置１ｂにおいては、１，２－ジフルオロエチ
レンを含んでいる本開示の冷媒Ａ（冷媒Ｂ～Ｄについても同様）を用いた場合については
、定格冷房能力の範囲に応じて、以下の表３１または表３２に示すような管外径（インチ
）の液側冷媒連絡配管６およびガス側冷媒連絡配管５を用いることにより、１，２－ジフ
ルオロエチレンを含んでいる本開示の冷媒Ａ（冷媒Ｂ～Ｄについても同様）を用いた場合
の能力の低下を小さく抑えることが可能となる。
【１６０４】

【表３１】

【１６０５】
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【表３２】

【１６０６】
　ここで、第３実施形態の空気調和装置１ｂにおいて、冷媒Ｒ４１０Ａ、Ｒ３２、上記１
，２－ジフルオロエチレンを含んでいる本開示の冷媒Ａをそれぞれ用い、表３２に記載の
管外径を有する液側冷媒連絡配管６およびガス側冷媒連絡配管５を用いた場合について、
図９Ｋに液側冷媒連絡配管６の暖房運転時の圧力損失を示し、図９Ｌにガス側冷媒連絡配
管５の冷房運転時の圧力損失を示す。なお、圧力損失の算出は、凝縮温度と蒸発温度と凝
縮器出口の冷媒の過冷却度と蒸発器出口の冷媒の過熱度との各制御目標値を共通化させて
、馬力に応じた定格能力で運転させた場合に必要となる冷媒循環量に基づいて、冷媒連絡
配管において生じる冷媒の圧力損失として算出した。また、馬力の単位はＨＰである。
【１６０７】
　この図９Ｋ、図９Ｌから分かるように、１，２－ジフルオロエチレンを含んでいる本開
示の冷媒Ａは、冷媒Ｒ４１０Ａと圧力損失の挙動を近似させることができており、空気調
和装置１ｂにおいて冷媒Ａを用いた場合の能力の低下を小さく抑えることができているこ
とが分かる。この点は、１，２－ジフルオロエチレンを含んでいる点で共通する本開示の
冷媒Ｂ～Ｄについても同様である。
【１６０８】
　（９－４）その他
　上記第１実施形態から第３実施形態および各変形例を適宜組み合わせて空気調和装置や
室外ユニットを構成してもよい。
【１６０９】
　（１０）第１０グループの技術の実施形態
　（１０－１）空調機１の構成
　図１０Ａは、一実施形態に係る圧縮機１００が利用される空調機１の冷媒回路図である
。空調機１は、圧縮機１００を備えた冷凍サイクル装置である。圧縮機１００が採用され
る空調機１として、「冷房運転専用の空調機」、「暖房運転専用の空調機」、及び「四路
切換弁を用いて冷房運転および暖房運転のいずれかに切り換え可能な空調機」などが挙げ
られる。ここでは、「四路切換弁を用いて冷房運転および暖房運転のいずれかに切り換え
可能な空調機」を用いて説明する。
【１６１０】
　図１０Ａにおいて、空調機１は、室内ユニット２及び室外ユニット３を備え、室内ユニ
ット２と室外ユニット３とは、液冷媒連絡配管４及びガス冷媒連絡配管５によって接続さ
れている。図１０Ａに示すように、空調機１は、室内ユニット２と室外ユニット３とを各
々１つ有するペア式である。但し、これに限定されるものではなく、空調機１は、室内ユ
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ニット２を複数の有するマルチ式であってもよい。
【１６１１】
　空調機１では、アキュムレータ１５、圧縮機１００、四方切換弁１６、室外熱交換器１
７、膨張弁１８、室内熱交換器１３等の機器が配管により接続されることで、冷媒回路１
１が構成されている。
【１６１２】
　本実施形態では、冷媒回路１１には、蒸気圧縮式の冷凍サイクルを行うための冷媒が充
填されている。当該冷媒は、１，２－ジフルオロエチレンを含む混合冷媒であり、上述し
た冷媒Ａ～Ｄのいずれかを用いることができる。また、冷媒回路１１には、当該混合冷媒
と共に、冷凍機油が充填されている。
【１６１３】
　（１０－１－１）室内ユニット２
　室内ユニット２に搭載される室内熱交換器１３は、伝熱管と多数の伝熱フィンとにより
構成されたクロスフィン式のフィン・アンド・チューブ型熱交換器である。室内熱交換器
１３は、液側が液冷媒連絡配管４に接続され、ガス側がガス冷媒連絡配管５に接続され、
冷房運転時は冷媒の蒸発器として機能する。
【１６１４】
　（１０－１－２）室外ユニット３
　室外ユニット３は、アキュムレータ１５、圧縮機１００、室外熱交換器１７、及び膨張
弁１８を搭載している。
【１６１５】
　（１０－１－２－１）室外熱交換器１７
　室外熱交換器１７は、伝熱管と多数の伝熱フィンとにより構成されたクロスフィン式の
フィン・アンド・チューブ型熱交換器である。室外熱交換器１７は、その一方が圧縮機１
００から吐出された冷媒が流れる吐出管２４側に接続され、他方が液冷媒連絡配管４側に
接続されている。室外熱交換器１７は、圧縮機１００から吐出管２４を介して供給される
ガス冷媒の凝縮器として機能する。
【１６１６】
　（１０－１－２－２）膨張弁１８
　膨張弁１８は、室外熱交換器１７と液冷媒連絡配管４とを接続する配管に設けられてい
る。膨張弁１８は、配管を流れる冷媒の圧力や流量の調節を行うための開度調整可能な電
動弁である。
【１６１７】
　（１０－１－２－３）アキュムレータ１５
　アキュムレータ１５は、ガス冷媒連絡配管５と圧縮機１００の吸入管２３とを接続する
配管に設けられている。アキュムレータ１５は、圧縮機１００に液冷媒が供給されること
を防止するため、室内熱交換器１３からガス冷媒連絡配管５を経て吸入管２３に向かう冷
媒を、気相と液相とに分離する。圧縮機１００には、アキュムレータ１５の上部空間に集
まる気相の冷媒が供給される。
【１６１８】
　（１０－１－２－４）圧縮機１００
　図１０Ｂは、一実施形態に係る圧縮機１００の縦断面図である。図１０Ｂにおいて、圧
縮機１００は、スクロール圧縮機である。圧縮機１００は、吸入管２３を介して吸入した
冷媒を、圧縮室Ｓｃで圧縮し、圧縮後の冷媒を吐出管２４から吐出する。なお、圧縮機１
００については、「（１０－２）圧縮機１００の構成」の節で詳細を説明する。
【１６１９】
　（１０－１－２－５）四方切換弁１６
　四方切換弁１６は、第１から第４までのポートを有している。四方切換弁１６では、第
１ポートが圧縮機１００の吐出側に接続され、第２ポートが圧縮機１００の吸入側に接続
され、第３ポートが室外熱交換器１７のガス側端部に接続され、第４ポートがガス側閉鎖
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弁Ｖｇに接続されている。
【１６２０】
　四方切換弁１６は、第１状態（図１の実線で示す状態）と第２状態（図１の破線で示す
状態）とに切り換わる。第１状態の四方切換弁１６では、第１ポートと第３ポートが連通
し且つ第２ポートと第４ポートが連通する。第２状態の四方切換弁１６では、第１ポート
と第４ポートが連通し且つ第２ポートと第３ポートが連通する。
【１６２１】
　（１０－２）圧縮機１００の構成
　図１０Ｂに示すように、圧縮機１００は、ケーシング２０と、固定スクロール３０を含
む圧縮機構６０と、モータ７０と、クランクシャフト８０と、下部軸受９０とを備えてい
る。
【１６２２】
　以下、構成部材の位置関係等を説明するため、「上」、「下」等の表現を用いる場合が
あるが、ここでは図１０Ｂの矢印Ｕの方向を上、矢印Ｕと逆方向を下と呼ぶ。また、「垂
直」、「水平」、「縦」、「横」等の表現を用いる場合があるが、上下方向を垂直方向か
つ縦方向とする。
【１６２３】
　（１０－２－１）ケーシング２０
　圧縮機１００は、縦長円筒状のケーシング２０を有する。ケーシング２０は、上下が開
口した略円筒状の円筒部材２１と、円筒部材２１の上端および下端にそれぞれ設けられた
上蓋２２ａおよび下蓋２２ｂとを有する。円筒部材２１と、上蓋２２ａおよび下蓋２２ｂ
とは、気密を保つように溶接により固定されている。
【１６２４】
　ケーシング２０には、圧縮機構６０、モータ７０、クランクシャフト８０、および下部
軸受９０を含む圧縮機１００の構成機器が収容される。また、ケーシング２０の下部には
油溜まり空間Ｓｏが形成される。油溜まり空間Ｓｏには、圧縮機構６０等を潤滑するため
の冷凍機油Ｏが溜められる。なお、冷凍機油Ｏは、「（１－４－１）冷凍機油」の節で説
明した冷凍機油を言う。
【１６２５】
　ケーシング２０の上部には、ガス冷媒を吸入し、圧縮機構６０にガス冷媒を供給する吸
入管２３が、上蓋２２ａを貫通して設けられる。吸入管２３の下端は、圧縮機構６０の固
定スクロール３０に接続される。吸入管２３は、圧縮機構６０の圧縮室Ｓｃと連通する。
吸入管２３には、圧縮機１００による圧縮前の、冷凍サイクルにおける低圧の冷媒が流れ
る。
【１６２６】
　ケーシング２０の円筒部材２１の中間部には、ケーシング２０外に吐出される冷媒が通
過する吐出管２４が設けられる。より具体的には、吐出管２４は、ケーシング２０の内部
の吐出管２４の端部が、圧縮機構６０のハウジング６１の下方に形成された高圧空間Ｓ１
に突き出すように配置される。吐出管２４には、圧縮機構６０による圧縮後の、冷凍サイ
クルにおける高圧の冷媒が流れる。
【１６２７】
　（１０－２－２）圧縮機構６０
　圧縮機構６０は、図１０Ｂに示されるように、主に、ハウジング６１と、ハウジング６
１の上方に配置される固定スクロール３０と、固定スクロール３０と組み合わされて圧縮
室Ｓｃを形成する可動スクロール４０と、を有する。
【１６２８】
　（１０－２－２－１）固定スクロール３０
　図１０Ｂに示すように、固定スクロール３０は、平板状の固定側鏡板３２と、固定側鏡
板３２の前面（図１０Ｂにおける下面）から突出する渦巻状の固定側ラップ３３と、固定
側ラップ３３を囲む外縁部３４とを有する。
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【１６２９】
　固定側鏡板３２の中央部には、圧縮機構６０の圧縮室Ｓｃに連通する非円形形状の吐出
口３２ａが、固定側鏡板３２を厚さ方向に貫通して形成される。圧縮室Ｓｃで圧縮された
冷媒は、吐出口３２ａから吐出され、固定スクロール３０およびハウジング６１に形成さ
れた図示しない冷媒通路を通過して、高圧空間Ｓ１へ流入する。
【１６３０】
　（１０－２－２－２）可動スクロール４０
　可動スクロール４０は、図１０Ｂに示すように、平板状の可動側鏡板４１と、可動側鏡
板４１の前面（図１０Ｂにおける上面）から突出する渦巻状の可動側ラップ４２と、可動
側鏡板４１の背面（図１０Ｂにおける下面）から突出する、円筒状に形成されたボス部４
３とを有する。
【１６３１】
　固定スクロール３０の固定側ラップ３３と、可動スクロール４０の可動側ラップ４２と
は、固定側鏡板３２の下面と可動側鏡板４１の上面とが対向する状態で組み合わされる。
隣接する固定側ラップ３３と可動側ラップ４２との間には、圧縮室Ｓｃが形成される。可
動スクロール４０が後述するように固定スクロール３０に対して公転することで、圧縮室
Ｓｃの体積が周期的に変化し、圧縮機構６０において、冷媒の吸入、圧縮、吐出が行われ
る。
【１６３２】
　ボス部４３は、上端の塞がれた円筒状部分である。ボス部４３の中空部に、クランクシ
ャフト８０の偏心部８１が挿入されることで、可動スクロール４０とクランクシャフト８
０とは連結されている。ボス部４３は、可動スクロール４０とハウジング６１との間に形
成される偏心部空間６２に配置される。偏心部空間６２は、クランクシャフト８０の給油
経路８３等を介して高圧空間Ｓ１と連通しており、偏心部空間６２には高い圧力が作用す
る。この圧力により、偏心部空間６２内の可動側鏡板４１の下面は、固定スクロール３０
に向かって上方に押される。この力により、可動スクロール４０は、固定スクロール３０
に密着する。
【１６３３】
　可動スクロール４０は、図示しないオルダム継手を介してハウジング６１に支持される
。オルダム継手は、可動スクロール４０の自転を防止し、公転させる部材である。オルダ
ム継手を用いることで、クランクシャフト８０が回転すると、ボス部４３においてクラン
クシャフト８０と連結された可動スクロール４０が、固定スクロール３０に対して自転す
ることなく公転し、圧縮室Ｓｃ内の冷媒が圧縮される。
【１６３４】
　（１０－２－２－３）ハウジング６１
　ハウジング６１は、円筒部材２１に圧入され、その外周面において周方向の全体に亘っ
て円筒部材２１と固定されている。また、ハウジング６１と固定スクロール３０とは、ハ
ウジング６１の上端面が、固定スクロール３０の外縁部３４の下面と密着するように、図
示しないボルト等により固定されている。
【１６３５】
　ハウジング６１には、上面中央部に凹むように配置される凹部６１ａと、凹部６１ａの
下方に配置される軸受部６１ｂとが形成される。
【１６３６】
　凹部６１ａは、可動スクロール４０のボス部４３が配置される偏心部空間６２の側面を
囲む。
【１６３７】
　軸受部６１ｂには、クランクシャフト８０の主軸８２を軸支する軸受６３が配置される
。軸受６３は、軸受６３に挿入された主軸８２を回転自在に支持する。
【１６３８】
　（１０－２－３）モータ７０
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　モータ７０は、円筒部材２１の内壁面に固定された環状の固定子７２と、固定子７２の
内側に、僅かな隙間（エアギャップ）を空けて回転自在に収容された回転子７１とを有す
る。
【１６３９】
　回転子７１は、円筒部材２１の軸心に沿って上下方向に延びるように配置されたクラン
クシャフト８０を介して可動スクロール４０と連結される。回転子７１が回転することで
、可動スクロール４０は、固定スクロール３０に対して公転する。
【１６４０】
　なお、モータ７０の詳細については、「（１０－４）モータ７０の構成」の節で説明す
る。
【１６４１】
　（１０－２－４）クランクシャフト８０
　クランクシャフト８０は、モータ７０の駆動力を可動スクロール４０に伝達する。クラ
ンクシャフト８０は、円筒部材２１の軸心に沿って上下方向に延びるように配置され、モ
ータ７０の回転子７１と、圧縮機構６０の可動スクロール４０とを連結する。
【１６４２】
　クランクシャフト８０は、円筒部材２１の軸心と中心軸が一致する主軸８２と、円筒部
材２１の軸心に対して偏心した偏心部８１とを有する。偏心部８１は、可動スクロール４
０のボス部４３に挿入される。
【１６４３】
　主軸８２は、ハウジング６１の軸受部６１ｂの軸受６３、及び下部軸受９０により、回
転自在に支持される。主軸８２は、軸受部６１ｂと下部軸受９０との間で、モータ７０の
回転子７１と連結される。
【１６４４】
　クランクシャフト８０の内部には、圧縮機構６０等に冷凍機油Ｏを供給するための給油
経路８３が形成されている。主軸８２の下端は、ケーシング２０の下部に形成された油溜
まり空間Ｓｏ内に位置し、油溜まり空間Ｓｏの冷凍機油Ｏは、給油経路８３を通じて圧縮
機構６０等に供給される。
【１６４５】
　（１０－２－５）下部軸受９０
　下部軸受９０は、モータ７０の下方に配置される。下部軸受９０は、円筒部材２１と固
定されている。下部軸受９０は、クランクシャフト８０の下端側の軸受を構成し、クラン
クシャフト８０の主軸８２を回転自在に支持する。
【１６４６】
　（１０－３）圧縮機１００の動作
　圧縮機１００の動作について説明する。モータ７０が起動すると、回転子７１が固定子
７２に対して回転し、回転子７１と固定されたクランクシャフト８０が回転する。クラン
クシャフト８０が回転すると、クランクシャフト８０と連結された可動スクロール４０が
固定スクロール３０に対して公転する。そして、冷凍サイクルにおける低圧のガス冷媒が
、吸入管２３を通って、圧縮室Ｓｃの周縁側から、圧縮室Ｓｃに吸引される。可動スクロ
ール４０が公転するのに従い、吸入管２３と圧縮室Ｓｃとは連通しなくなり、圧縮室Ｓｃ
の容積が減少するのに伴って、圧縮室Ｓｃの圧力が上昇し始める。
【１６４７】
　圧縮室Ｓｃ内の冷媒は、圧縮室Ｓｃの容積が減少するのに伴って圧縮され、最終的に高
圧のガス冷媒となる。高圧のガス冷媒は、固定側鏡板３２の中心付近に位置する吐出口３
２ａから吐出される。その後、高圧のガス冷媒は、固定スクロール３０およびハウジング
６１に形成された図示しない冷媒通路を通過して、高圧空間Ｓ１へ流入する。高圧空間Ｓ
１に流入した、圧縮機構６０による圧縮後の、冷凍サイクルにおける高圧のガス冷媒は、
吐出管２４から吐出される。
【１６４８】
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　（１０－４）モータ７０の構成
　図１０Ｃは、回転軸に垂直な平面で切断されたモータ７０の断面図である。また、図１
０Ｄは、回転軸に垂直な平面で切断された回転子７１の断面図である。さらに、図１０Ｅ
は、回転子７１の斜視図である。
【１６４９】
　なお、図１０Ｃ～図１０Ｅでは、回転子７１に連結されて外部へと回転力を伝達するた
めのシャフトについては図示を省略している。図１０Ｃ～図１０Ｅにおいて、モータ７０
は、永久磁石同期モータである。モータ７０は、回転子７１と固定子７２とを有している
。
【１６５０】
　（１０－４－１）固定子７２
　固定子７２は、胴部７２５と複数の歯部７２６とを備えている。胴部７２５は、回転子
７１の外周径よりも大きな内周径を有する略筒状に形成されている。胴部７２５は、歯部
７２６と一体に、厚さ０．０５ｍｍ以上０．５ｍｍ以下の薄い電磁鋼板を所定の形状に加
工して、所定の枚数を積層することによって形成される。
【１６５１】
　複数の歯部７２６は、胴部７２５の内周部にその周方向に沿って略均等間隔に位置する
態様で突出している。各歯部７２６は、胴部７２５の内周部から回転軸を中心とする円の
径方向に沿って中心に向かって延び、回転子７１と所定の隙間を空けて対向している。
【１６５２】
　各歯部７２６は、外周側で胴部７２５を介して磁気的に連結されている。各歯部７２６
には、巻線としてコイル７２７が巻かれている（図１０Ｃでは一つのみ図示）。コイル７
２７には、回転子７１を回転させる回転磁界を発生させるための３相交流が流される。コ
イル７２７の巻線方式は特に限定されず、複数の歯部７２６に対して集中巻された形態で
あっても、分布巻された形態であってもよい。
【１６５３】
　これらの回転子７１及び固定子７２は、ケーシング２０に組込まれて回転電機として使
用される。
【１６５４】
　（１０－４－２）回転子７１
　回転子７１は、外観形状が略円柱状に形成され、その中心軸に沿ってクランクシャフト
８０の主軸８２が連結固定されている。回転子７１は、回転子コア７１０と複数の永久磁
石７１２とを有している。回転子７１は、永久磁石７１２が回転子コア７１０内に埋め込
まれている、埋込磁石型回転子である。
【１６５５】
　（１０－４－２－１）回転子コア７１０
　回転子コア７１０は、磁性材料により略円筒状に形成されている。厚さ０．０５ｍｍ以
上０．５ｍｍ以下の薄い電磁鋼板７１１を所定の形状に加工して、所定の枚数を積層する
ことによって形成される。電磁鋼板としては、高速回転時の回転子の耐久性を向上させる
ため、引張り強さが４００ＭＰａ以上の複数の高張力電磁鋼板が望ましい。
【１６５６】
　回転子コア７１０の中心軸に沿ってクランクシャフト８０の主軸８２（図１０Ｂ参照）
を固定するための軸挿入孔７１９が形成されている。また、回転子コア７１０には、回転
軸周りの周方向に沿って複数の磁石収容孔７１３が形成されている。
【１６５７】
　（１０－４－２－１－１）磁石収容孔７１３
　磁石収容孔７１３は、回転軸を中心とする円の径方向に対して略直交する方向に扁平な
直方体形状の空間である。磁石収容孔７１３は永久磁石７１２を埋設可能な形状であれば
、貫通していても、底を有していてもよい。
【１６５８】
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　また、図１０Ｄに示すように、各磁石収容孔７１３は、隣り合う任意の２つの磁石収容
孔７１３が略Ｖ字型を成すように設けられている。
【１６５９】
　（１０－４－２－１－２）非磁性空間７１４
　また、非磁性空間７１４は、磁石収容孔７１３の端部から屈曲して回転子コア７１０の
外周側に向けて延びている。非磁性空間７１４は、減磁界が発生したときに、当該減磁界
による磁束が永久磁石７１２を避けて非磁性空間７１４を通り易くする役割を有しており
、非磁性空間７１４によっても減磁防止が図られる。
【１６６０】
　（１０－４－２－１－３）ブリッジ７１５
　ブリッジ７１５は、非磁性空間７１４の半径方向外側に位置して磁極どうしを連結して
いる。ブリッジ７１５の厚みは、高速回転時の耐久性を向上させるために、３ｍｍ以上に
設定されている。
【１６６１】
　なお、図１０Ｃ～図１０Ｅに示す回転子７１は、一例であって、これに限定されるもの
ではない。
【１６６２】
　図１０Ｆは、回転軸に垂直な平面で切断された他の回転子７１の断面図である。図１０
Ｄの回転子との相違点は、図１０Ｄでは隣り合う任意の２つの磁石収容孔が略Ｖ字型を成
すように設けられているが、図１０Ｆでは隣り合う２つ一組の磁石収容孔７１３がＶ字型
を成すように設けられている点である。
【１６６３】
　そのために、図１０Ｆの回転子７１では、回転子コア７１０に、図１０Ｄに示す磁石収
容孔よりも幅の狭い８つの磁石収容孔７１３が設けられ、隣り合う２つ一組の磁石収容孔
７１３がＶ字型を成しており、合計４つのＶ字が形成されている。また、一組の磁石収容
孔７１３が成すＶ字型の谷側は２つの非磁性空間が繋がることによって１つのＶ字型の非
磁性空間７１４を形成している。
【１６６４】
　外側の非磁性空間７１４は、磁石収容孔７１３の谷側とは反対側の端部に形成され、回
転子コア７１０の外周側に向けて延びている。
【１６６５】
　また、磁石収容孔７１３の横幅は、図１０Ｄに示す磁石収容孔に比べて小さく設定され
ているので、それに伴って、永久磁石７１２の横幅も、図１０Ｄに示す永久磁石に比べて
小さく成形されている。
【１６６６】
　図１０Ｆに示す、永久磁石７１２、磁石収容孔７１３、非磁性空間７１４、およびブリ
ッジ７１５の働きは、図１０Ｄに示すそれらと同じである。
【１６６７】
　（１０－４－２－２）永久磁石７１２
　永久磁石７１２は、Ｎｄ－Ｆｅ－Ｂ（ネオジウム・鉄・ボロン）を主成分とするネオジ
ウム希土類磁石である。Ｎｄ－Ｆｅ－Ｂ系磁石の保磁力は、温度の影響を受けて劣化する
ので、圧縮機にＮｄ－Ｆｅ－Ｂ系磁石を用いたモータを使用する場合、圧縮機内の高温雰
囲気（１００℃以上）により保磁力は低下する。
【１６６８】
　それゆえ、永久磁石７１２は、重希土類（例えばディスプロシウム）を粒界拡散して形
成されることが望ましい。重希土類を粒界拡散する粒界拡散法では、所定の組成物を焼結
して焼結物を形成し、その焼結物に重希土類加工物を塗布した後に、焼結温度よりも低い
温度で熱処理を行なって、永久磁石７１２を製造している。
【１６６９】
　粒界拡散法によれば、重希土類の添加量を低減して保磁力を高めることができる。本実



(216) JP WO2019/124409 A1 2019.6.27

10

20

30

40

50

施形態の永久磁石７１２は、１質量％以下のディスプロシウムを含有することによって、
保持力を向上させている。
【１６７０】
　また、本実施形態では、永久磁石７１２の減磁耐力を向上させるため、永久磁石７１２
の平均結晶粒径を１０μｍ以下としており、５μｍ以下が望ましい。
【１６７１】
　永久磁石７１２は、２つの主面を有する厚みが均一な四角形の板状に成形されている。
各磁石収容孔７１３に１つの永久磁石７１２が埋設されている。図１０Ｄおよび図１０Ｆ
に示すように、各磁石収容孔７１３に埋設された永久磁石７１２のうち、隣り合う任意の
２つの永久磁石７１２が略Ｖ字型を成す。
【１６７２】
　永久磁石７１２の外向面は、回転子コア７１０に対して磁極を生じさせる磁極面であり
、永久磁石７１２の内向面は、それとは反対の反磁極面である。また、永久磁石７１２を
、固定子７２に対して磁極を生じさせる部分として考えると、永久磁石７１２の周方向両
端部が磁極端であり、周方向中央部が磁極中心である。
【１６７３】
　上記のような永久磁石７１２の姿勢において、永久磁石７１２の両端部が磁極の端部付
近であって、エアギャップに近い部分を「近接部分７１６」という。近接部分７１６は、
Ｖ字型の谷間に位置する部分である。また、永久磁石７１２のうち中間部が近接部分７１
６よりも磁極中心部に近く、エアギャップから遠い部分を「遠方部分７１７」という。
【１６７４】
　各歯部７２６にコイル７２７を巻回した集中巻タイプのモータ７０にあっては、コイル
７２７による磁束は、最短で隣設する歯部７２６に流れる。従って、回転子コア７１０の
表面付近にある永久磁石７１２の近接部分７１６に減磁界がより強く作用する。それゆえ
、本実施形態では、近接部分７１６（Ｖ字型の谷間に位置する部分）の保持力が他の部分
よりも｛１／（４π）｝×１０３［Ａ／ｍ］以上高く設定されており、これによって、減
磁を抑制している。
【１６７５】
　このため、集中巻タイプのモータ７０に本形態を適用すると減磁抑制効果が大きい。
【１６７６】
　永久磁石７１２の厚み寸法と、永久磁石７１２の厚み方向における磁石収容孔７１３の
寸法とは実質的に同じに形成され、永久磁石７１２の両主面は磁石収容孔７１３の内面に
実質的に接している。結果として、永久磁石７１２と回転子コア７１０との間で磁気抵抗
を小さくすることができる。
【１６７７】
　なお、「永久磁石７１２の両主面が磁石収容孔７１３の内面に実質的に接している場合
」とは、「永久磁石７１２を磁石収容孔７１３に挿入する際に必要となる程度の微小な隙
間が永久磁石７１２と磁石収容孔７１３との間に生じている場合」をも含む。
【１６７８】
　（１０－５）特徴
　（１０－５－１）
　圧縮機１００は、モータ７０が永久磁石７１２を含む回転子７１を有するので、モータ
の回転数を変更することができる容量可変型圧縮機に適している。この場合、少なくとも
１，２－ジフルオロエチレンを含む混合冷媒を用いた空調機１において、空調負荷に応じ
てモータ回転数を変更することができるので、圧縮機１００の高効率化が可能である。
【１６７９】
　（１０－５－２）
　回転子７１が埋込磁石型回転子である。埋込磁石型回転子は、永久磁石７１２が回転子
７１内に埋め込まれている。
【１６８０】
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　（１０－５－３）
　回転子７１が複数の電磁鋼板７１１を板厚方向に積層して形成されている。電磁鋼板７
１１の厚みは、０．０５ｍｍ以上０．５ｍｍ以下である。
【１６８１】
　一般に、板厚を薄くするほど渦電流損を低減できるが、０．０５ｍｍ未満は電磁鋼板の
加工が困難であり、板厚０．５ｍｍを超えると鋼板表面からの浸珪処理、およびＳｉ分布
適正化のための拡散処理に時間がかかることに鑑みれば、板厚は０．０５～０．５ｍｍが
望ましい。
【１６８２】
　（１０－５－４）
　永久磁石７１２は、Ｎｄ－Ｆｅ－Ｂ系磁石である。その結果、磁気エネルギー積を大き
くすることができるモータ７０が実現し、圧縮機１００の高効率化が可能となる。
【１６８３】
　（１０－５－５）
　永久磁石７１２は、重希土類を粒界拡散して形成されている。その結果、永久磁石７１
２の減磁耐力が向上し、少量の重希土類で永久磁石の保持力を高めることができ、圧縮機
１００の高効率化が可能となる。
【１６８４】
　（１０－５－６）
　永久磁石７１２は、１質量％以下のディスプロシウムを含有している。その結果、永久
磁石７１２の保持力が向上するので、圧縮機１００の高効率化が可能となる。
【１６８５】
　（１０－５－７）
　永久磁石７１２は、平均結晶粒径が１０μｍ以下である。その結果、永久磁石７１２の
減磁耐力が上がり、圧縮機１００の高効率化が可能となる。
【１６８６】
　（１０－５－８）
　永久磁石７１２が平板状であり、複数の永久磁石７１２がＶ字型を成すように回転子７
１に埋め込まれている。Ｖ字型の谷間に位置する部分の保持力は他の部分よりも｛１／（
４π）｝×１０３［Ａ／ｍ］以上高く設定されている。その結果、永久磁石７１２の減磁
が抑制され、圧縮機１００の高効率化が可能となる。
【１６８７】
　（１０－５－９）
　回転子７１が、引張り強さが４００ＭＰａ以上の複数の高張力電磁鋼板を板厚方向に積
層して形成されている。その結果、高速回転時の回転子７１の耐久性が向上するので、圧
縮機１００の高効率化が可能となる。
【１６８８】
　（１０－５－１０）
　回転子７１のブリッジ７１５の厚みは、３ｍｍ以上である。その結果、高速回転時の回
転子の耐久性が向上するので、圧縮機の高効率化が可能となる。
【１６８９】
　（１０－６）変形例
　（１０－６－１）
　回転子７１が複数の板状のアモルファス金属を板厚方向に積層して形成されてもよい。
この場合、鉄損が少なく効率の高いモータが実現されるので、圧縮機の高効率化が可能と
なる。
【１６９０】
　（１０－６－２）
　回転子７１が、５質量％以上のシリコンを含有する複数の電磁鋼板を板厚方向に積層し
て形成されてもよい。この場合、適量のシリコンを含有させてヒステリシスを低減させた
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電磁鋼板により、鉄損が少なく効率の高いモータが実現されるので、圧縮機の高効率化が
可能となる。
【１６９１】
　（１０－６－３）
　上記実施形態では、回転子７１が埋込磁石型回転子として説明してきたが、これに限定
されるものではない。例えば、永久磁石が回転子の表面に張り付けられている、表面磁石
型回転子であってもよい。
【１６９２】
　（１０－７）第２実施形態に係る圧縮機３００の構成
　第１実施形態では、圧縮機１００としてスクロール圧縮機を説明したが、圧縮機はスク
ロール圧縮機に限定されるものではない。
【１６９３】
　図１０Ｇは、本開示の第２実施形態に係る圧縮機３００の縦断面図である。図１０Ｇに
おいて、圧縮機３００はロータリ圧縮機である。圧縮機３００は、上述した冷媒Ａ～Ｄの
いずれかの冷媒が循環する冷媒回路の一部を構成する。圧縮機３００は、冷媒を圧縮して
、高圧のガス冷媒を排出する。図中の矢印は、冷媒の流れを表している。
【１６９４】
　（１０－７－１）ケーシング２２０
　圧縮機３００は、縦長円筒状のケーシング２２０を有する。ケーシング２２０は、上下
が開口した略円筒状の円筒部材２２１と、円筒部材２２１の上端および下端にそれぞれ設
けられた上蓋２２２ａおよび下蓋２２２ｂとを有する。円筒部材２２１と、上蓋２２ａお
よび下蓋２２ｂとは、気密を保つように溶接により固定されている。
【１６９５】
　ケーシング２２０には、圧縮機構２６０、モータ２７０、クランクシャフト２８０、上
部軸受２６３および下部軸受２９０を含む圧縮機３００の構成機器が収容される。また、
ケーシング２２０の下部には油溜まり空間Ｓｏが形成される。
【１６９６】
　ケーシング２２０の下部には、ガス冷媒を吸入し、圧縮機構２６０にガス冷媒を供給す
る吸入管２２３が、円筒部材２２１の下部を貫通して設けられる。吸入管２２３の一端は
、圧縮機構２６０のシリンダ２３０に接続される。吸入管２２３は、圧縮機構２６０の圧
縮室Ｓｃと連通する。吸入管２２３には、圧縮機３００による圧縮前の、冷凍サイクルに
おける低圧の冷媒が流れる。
【１６９７】
　ケーシング２２０の上蓋２２２ａには、ケーシング２２０外に吐出される冷媒が通過す
る吐出管２２４が設けられる。より具体的には、ケーシング２２０の内部の吐出管２２４
の端部が、モータ２７０の上方に形成された高圧空間Ｓ１に配置される。吐出管２２４に
は、圧縮機構２６０による圧縮後の、冷凍サイクルにおける高圧の冷媒が流れる。
【１６９８】
　（１０－７－２）モータ２７０
　モータ２７０は、固定子２７２および回転子２７１を有している。モータ２７０は、ロ
ータリ圧縮機である圧縮機３００に使用されているという以外は、基本的に第１実施形態
のモータ７０と同等であり、第１実施形態のモータ７０と同等の性能、作用・効果を発揮
する。したがって、ここでは、モータ２７０の説明を省略する。
【１６９９】
　（１０－７－３）クランクシャフト２８０、上部軸受２６３、下部軸受２９０
　クランクシャフト２８０は、回転子２７１に固定されている。さらに、クランクシャフ
ト２８０は、上部軸受２６３および下部軸受２９０によって、回転軸心Ｒｓを中心として
回転できるように支持されている。クランクシャフト２８０は偏心部２４１を有している
。
【１７００】
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　（１０－７－４）圧縮機構２６０
　圧縮機構２６０は、単一のシリンダ２３０と、当該シリンダ２３０の中に設置された単
一のピストン２４２を有している。シリンダ２３０は、所定の容積を有し、ケーシング２
２０に固定されている。
【１７０１】
　ピストン２４２は、クランクシャフト２８０の偏心部２４１に設置されている。シリン
ダ２３０およびピストン２４２は、圧縮室Ｓｃを規定する。回転子２７１の回転は、偏心
部２４１を介して、ピストン２４２を公転させる。この公転に伴って、圧縮室Ｓｃの容積
が変動することにより、気体冷媒が圧縮される。
【１７０２】
　ここで、「シリンダ容積」とは、いわゆる理論容積を意味し、すなわち、ピストン２４
２が１回転する間に吸入管２２３からシリンダ２３０へ吸入される気体冷媒の体積に相当
する。
【１７０３】
　（１０－７－５）油溜まり空間Ｓｏ
　ケーシング２２０の下部には、油溜まり空間Ｓｏが設けられている。油溜まり空間Ｓｏ
には、圧縮機構２６０を潤滑するための冷凍機油Ｏが溜められる。なお、冷凍機油Ｏは、
「（１－４－１）冷凍機油」の節で説明した冷凍機油を言う。
【１７０４】
　（１０－８）圧縮機３００の動作
　圧縮機３００の動作について説明する。モータ２７０が起動すると、回転子２７１が固
定子２７２に対して回転し、回転子２７１と固定されたクランクシャフト２８０が回転す
る。クランクシャフト２８０が回転すると、クランクシャフト２８０と連結されたピスト
ン２４２がシリンダ２３０に対して公転する。そして、冷凍サイクルにおける低圧のガス
冷媒が、吸入管２２３を通って圧縮室Ｓｃに吸引される。ピストン２４２が公転するのに
従い、吸入管２２３と圧縮室Ｓｃとは連通しなくなり、圧縮室Ｓｃの容積が減少するのに
伴って、圧縮室Ｓｃの圧力が上昇し始める。
【１７０５】
　圧縮室Ｓｃ内の冷媒は、圧縮室Ｓｃの容積が減少するのに伴って圧縮され、最終的に高
圧のガス冷媒となる。高圧のガス冷媒は、吐出口２３２ａから吐出される。その後、高圧
のガス冷媒は、固定子２７２と回転子２７１との間のギャップおよびその他の箇所を通過
して、ケーシング２２０の上方に設置された吐出管２２４から排出される。
【１７０６】
　（１０－９）第２実施形態の特徴
　（１０－９－１）
　圧縮機３００は、第１実施形態のモータ７０と同等のモータ２７０を採用しているので
、モータの回転数を変更することができる容量可変型圧縮機に適している。この場合、少
なくとも１，２－ジフルオロエチレンを含む混合冷媒を用いた空調機１において、空調負
荷に応じてモータ回転数を変更することができるので、圧縮機３００の高効率化が可能で
ある。
【１７０７】
　（１０－９－２）
　圧縮機３００は、第１実施形態のモータ７０と同等のモータ２７０を採用しているので
、第１実施形態の「（１０－５）特徴」の「（１０－５－２）～（１０－５－１０）の特
徴」を有している。
【１７０８】
　（１０－９－３）
　空調機１の圧縮機として、にロータリ圧縮機である圧縮機３００を使用する場合は、ス
クロール圧縮機を使用する場合に比べて冷媒充填量を少なくすることができるので、可燃
性冷媒を使用する空調機に適している。
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【１７０９】
　（１０－１０）第２実施形態の変形例
　圧縮機３００は、第１実施形態のモータ７０と同等のモータ２７０を採用しているので
、第１実施形態の「（１０－６）変形例」に記載の全てに変形例の適用が可能である。
【１７１０】
　（１０－１１）他の実施形態
　圧縮機の形態としては、モータ７０と同等のモータを使用する限り、スクリュー圧縮機
、或いは、ターボ圧縮機でもよい。
【１７１１】
　（１１）第１１グループの技術の実施形態
　（１１－１）第１実施形態
　以下、冷媒回路の概略構成図である図１１Ａ、概略制御ブロック構成図である図１１Ｂ
を参照しつつ、第１実施形態に係る冷凍サイクル装置としての空気調和装置１について説
明する。
【１７１２】
　空気調和装置１は、蒸気圧縮式の冷凍サイクルを行うことで、対象空間の空気を調和さ
せる装置である。
【１７１３】
　空気調和装置１は、主として、室外ユニット２０と、室内ユニット３０と、室外ユニッ
ト２０と室内ユニット３０を接続する液側冷媒連絡配管６およびガス側冷媒連絡配管５と
、入力装置および出力装置としての図示しないリモコンと、空気調和装置１の動作を制御
するコントローラ７と、を有している。
【１７１４】
　空気調和装置１では、冷媒回路１０内に封入された冷媒が、圧縮され、冷却又は凝縮さ
れ、減圧され、加熱又は蒸発された後に、再び圧縮される、という冷凍サイクルが行われ
る。本実施形態では、冷媒回路１０には、蒸気圧縮式の冷凍サイクルを行うための冷媒が
充填されている。当該冷媒は、１，２－ジフルオロエチレンを含む冷媒であり、上述した
冷媒Ａ～Ｄのいずれかを用いることができる。また、冷媒回路１０には、当該冷媒と共に
、冷凍機油が充填されている。
【１７１５】
　（１１－１－１）室外ユニット２０
　室外ユニット２０は、図１１Ｃに示すように、外観が略直方体箱状の室外筐体５０によ
り構成されている。この室外ユニット２０は、図１１Ｄに示すように、仕切板５０ａによ
って内部空間が左右に分割されることで、送風機室および機械室が形成されている。
【１７１６】
　この室外ユニット２０は、液側冷媒連絡配管６およびガス側冷媒連絡配管５を介して室
内ユニット３０と接続されており、冷媒回路１０の一部を構成している。室外ユニット２
０は、主として、圧縮機２１と、四路切換弁２２と、室外熱交換器２３と、室外膨張弁２
４と、室外ファン２５と、液側閉鎖弁２９と、ガス側閉鎖弁２８と、を有している。
【１７１７】
　圧縮機２１は、冷凍サイクルにおける低圧の冷媒を高圧になるまで圧縮する機器である
。ここでは、圧縮機２１として、ロータリ式やスクロール式等の容積式の圧縮要素（図示
省略）が圧縮機モータによって回転駆動される密閉式構造の圧縮機が使用されている。圧
縮機モータは、容量を変化させるためのものであり、インバータにより運転周波数の制御
が可能である。なお、圧縮機２１には、吸入側において、図示しない付属アキュムレータ
が設けられている。
【１７１８】
　四路切換弁２２は、接続状態を切り換えることで、圧縮機２１の吐出側と室外熱交換器
２３とを接続しつつ圧縮機２１の吸入側とガス側閉鎖弁２８とを接続する冷房運転接続状
態と、圧縮機２１の吐出側とガス側閉鎖弁２８とを接続しつつ圧縮機２１の吸入側と室外
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熱交換器２３とを接続する暖房運転接続状態と、を切り換えることができる。
【１７１９】
　室外熱交換器２３は、冷房運転時には冷凍サイクルにおける高圧の冷媒の凝縮器として
機能し、暖房運転時には冷凍サイクルにおける低圧の冷媒の蒸発器として機能する熱交換
器である。室外熱交換器２３は、板厚方向に重ねて配置された複数の伝熱フィン２３ａと
、複数の伝熱フィン２３ａに貫通固定された複数の伝熱管２３ｂと、を有するクロスフィ
ン式のフィン・アンド・チューブ型熱交換器である。本実施形態の室外熱交換器２３では
、特に限定されないが、冷媒が２以上１０以下に分岐して流れるように複数の冷媒流路を
有していてもよい。本実施形態の室外熱交換器２３の複数の伝熱管２３ｂは、湾曲された
部分以外は円筒形状の配管であり、外径が６．３５ｍｍ、７．０ｍｍ、８．０ｍｍ、およ
び、９．５ｍｍからなる群より選択される１種類で構成されている。なお、外径が６．３
５ｍｍの伝熱管２３ｂは、肉厚が０．２５ｍｍ以上０．２８ｍｍ以下であり、０．２６６
ｍｍであることが好ましい。外径が７．０ｍｍの伝熱管２３ｂは、肉厚が０．２６ｍｍ以
上０．２９ｍｍ以下であり、０．２７３ｍｍであることが好ましい。外径が８．０ｍｍの
伝熱管２３ｂは、肉厚が０．２８ｍｍ以上０．３１ｍｍ以下であり、０．２９５ｍｍであ
ることが好ましい。外径が９．５ｍｍの伝熱管２３ｂは、肉厚が０．３２ｍｍ以上０．３
６ｍｍ以下であり、０．３４０ｍｍであることが好ましい。
【１７２０】
　室外ファン２５は、室外ユニット２０内に室外の空気を吸入して、室外熱交換器２３に
おいて冷媒と熱交換させた後に、外部に排出するための空気流れを生じさせる。室外ファ
ン２５は、室外ファンモータによって回転駆動される。なお、本実施形態において、室外
ファン２５は、１つだけ設けられている。
【１７２１】
　室外膨張弁２４は、弁開度を制御可能であり、室外熱交換器２３の液側端部と液側閉鎖
弁２９との間に設けられている。
【１７２２】
　液側閉鎖弁２９は、室外ユニット２０における液側冷媒連絡配管６との接続部分に配置
された手動弁である。
【１７２３】
　ガス側閉鎖弁２８は、室外ユニット２０におけるとガス側冷媒連絡配管５との接続部分
に配置された手動弁である。
【１７２４】
　室外ユニット２０は、室外ユニット２０を構成する各部の動作を制御する室外ユニット
制御部２７を有している。室外ユニット制御部２７は、ＣＰＵやメモリ等を含むマイクロ
コンピュータを有している。室外ユニット制御部２７は、各室内ユニット３０の室内ユニ
ット制御部３４と通信線を介して接続されており、制御信号等の送受信を行う。また、室
外ユニット制御部２７は、図示しない各種センサと電気的に接続されており、各センサか
らの信号を受信する。
【１７２５】
　室外ユニット２０は、図１１Ｃに示すように、吹出口５２が設けられた室外筐体５０を
有している。室外筐体５０は、略直方体形状であり、背面側および一側面側（図１１Ｃ中
の左側）から屋外の空気を取り込むことが可能であり、室外熱交換器２３を通過した空気
を前面５１に形成された吹出口５２を介して前側に吹き出すことが可能である。室外筐体
５０の下端部分は底板５３によって覆われている。底板５３の上には、図１１Ｄに示すよ
うに、背面側および一側面側に沿うように室外熱交換器２３が立設されている。この底板
５３の上面は、ドレンパンとして機能することができる。
【１７２６】
　（１１－１－２）室内ユニット３０
　室内ユニット３０は、対象空間である室内の壁面等に設置されている。室内ユニット３
０は、液側冷媒連絡配管６およびガス側冷媒連絡配管５を介して室外ユニット２０と接続
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されており、冷媒回路１０の一部を構成している。
【１７２７】
　室内ユニット３０は、室内熱交換器３１と、室内ファン３２と、室内筐体５４等を有し
ている。
【１７２８】
　室内熱交換器３１は、液側が、液側冷媒連絡配管６と接続され、ガス側端が、ガス側冷
媒連絡配管５とを接続されている。室内熱交換器３１は、冷房運転時には冷凍サイクルに
おける低圧の冷媒の蒸発器として機能し、暖房運転時には冷凍サイクルにおける高圧の冷
媒の凝縮器として機能する熱交換器である。室内熱交換器３１は、板厚方向に重ねて配置
された複数の伝熱フィン３１ａと、複数の伝熱フィン３１ａに貫通固定された複数の伝熱
管３１ｂと、を有している。本実施形態の室内熱交換器３１の複数の伝熱管３１ｂは、円
筒形状であり、外径が４．０ｍｍ、５．０ｍｍ、６．３５ｍｍ、７．０ｍｍ、および、８
．０ｍｍからなる群より選択される１種類で構成されている。なお、外径が４．０ｍｍの
伝熱管３１ｂは、肉厚が０．２４ｍｍ以上０．２６ｍｍ以下であり、０．２５１ｍｍであ
ることが好ましい。外径が５．０ｍｍの伝熱管３１ｂは、肉厚が０．２２ｍｍ以上０．２
５ｍｍ以下であり、０．２３９ｍｍであることが好ましい。外径が６．３５ｍｍの伝熱管
３１ｂは、肉厚が０．２５ｍｍ以上０．２８ｍｍ以下であり、０．２６６ｍｍであること
が好ましい。外径が７．０ｍｍの伝熱管３１ｂは、肉厚が０．２６ｍｍ以上０．２９ｍｍ
以下であり、０．２７３ｍｍであることが好ましい。外径が８．０ｍｍの伝熱管３１ｂは
、肉厚が０．２８ｍｍ以上０．３１ｍｍ以下であり、０．２９５ｍｍであることが好まし
い。
【１７２９】
　室内ファン３２は、室内ユニット３０の室内筐体５４内に室内の空気を吸入して、室内
熱交換器３１において冷媒と熱交換させた後に、外部に排出するための空気流れを生じさ
せる。室内ファン３２は、図示しない室内ファンモータによって回転駆動される。
【１７３０】
　室内筐体５４は、図１１Ｅ、図１１Ｆに示すように、室内熱交換器３１、室内ファン３
２、室内ユニット制御部３４を内部に収容する略直方体形状の筐体である。室内筐体５４
は、室内筐体５４の上端部を構成する天面５５、室内筐体５４の前部を構成する前面パネ
ル５６、室内筐体５４の底部を構成する底面５７、吹出口５８ａ、ルーバ５８、室内の壁
面と対向する背面５９、図示しない左右の側面等を有している。天面５５には、上下方向
に開口した複数の天面吸込口５５ａが設けられている。前面パネル５６は、天面５５の前
側端部近傍から下方に広がるパネルである。前面パネル５６は、上方部分において左右に
細長い開口からなる前面吸込口５６ａが設けられている。室内の空気は、これらの天面吸
込口５５ａおよび前面吸込口５６ａを介して室内筐体５４内の室内熱交換器３１および室
内ファン３２が収納されている空間からなる通風路に取り込まれる。底面５７は、室内熱
交換器３１や室内ファン３２の下方において略水平に広がっている。吹出口５８ａは、前
面パネル５６の下方であって底面５７の前側である、室内筐体５４の前側下方において、
前側下方に向けて開口している。
【１７３１】
　また、室内ユニット３０は、室内ユニット３０を構成する各部の動作を制御する室内ユ
ニット制御部３４を有している。室内ユニット制御部３４は、ＣＰＵやメモリ等を含むマ
イクロコンピュータを有している。室内ユニット制御部３４は、室外ユニット制御部２７
と通信線を介して接続されており、制御信号等の送受信を行う。
【１７３２】
　室内ユニット制御部３４は、室内ユニット３０内に設けられている図示しない各種セン
サと電気的に接続されており、各センサからの信号を受信する。
【１７３３】
　（１１－１－３）コントローラ７の詳細
　空気調和装置１では、室外ユニット制御部２７と室内ユニット制御部３４が通信線を介
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して接続されることで、空気調和装置１の動作を制御するコントローラ７が構成されてい
る。
【１７３４】
　コントローラ７は、主として、ＣＰＵ（中央演算処理装置）と、ＲＯＭやＲＡＭ等のメ
モリを有している。なお、コントローラ７による各種処理や制御は、室外ユニット制御部
２７および／又は室内ユニット制御部３４に含まれる各部が一体的に機能することによっ
て実現されている。
【１７３５】
　（１１－１－４）運転モード
　以下、運転モードについて説明する。
【１７３６】
　運転モードとしては、冷房運転モードと暖房運転モードとが設けられている。
【１７３７】
　コントローラ７は、リモコン等から受け付けた指示に基づいて、冷房運転モードか暖房
運転モードかを判断し、実行する。
【１７３８】
　（１１－１－４－１）冷房運転モード
　空気調和装置１では、冷房運転モードでは、四路切換弁２２の接続状態を圧縮機２１の
吐出側と室外熱交換器２３とを接続しつつ圧縮機２１の吸入側とガス側閉鎖弁２８とを接
続する冷房運転接続状態とし、冷媒回路１０に充填されている冷媒を、主として、圧縮機
２１、室外熱交換器２３、室外膨張弁２４、室内熱交換器３１の順に循環させる。
【１７３９】
　より具体的には、冷房運転モードが開始されると、冷媒回路１０内において、冷媒が圧
縮機２１に吸入されて圧縮された後に吐出される。
【１７４０】
　圧縮機２１では、室内ユニット３０で要求される冷却負荷に応じた容量制御が行われる
。圧縮機２１から吐出されたガス冷媒は、四路切換弁２２を経て、室外熱交換器２３のガ
ス側端に流入する。
【１７４１】
　室外熱交換器２３のガス側端に流入したガス冷媒は、室外熱交換器２３において、室外
ファン２５によって供給される室外側空気と熱交換を行って凝縮し、液冷媒となって室外
熱交換器２３の液側端から流出する。
【１７４２】
　室外熱交換器２３の液側端から流出した冷媒は、室外膨張弁２４を通過する際に減圧さ
れる。なお、室外膨張弁２４は、室外熱交換器２３の液側出口を通過する冷媒の過冷却度
が所定条件を満たすように制御される。
【１７４３】
　室外膨張弁２４で減圧された冷媒は、液側閉鎖弁２９および液側冷媒連絡配管６を経て
、室内ユニット３０に流入する。
【１７４４】
　室内ユニット３０に流入した冷媒は、室内熱交換器３１に流入し、室内熱交換器３１に
おいて、室内ファン３２によって供給される室内空気と熱交換を行って蒸発し、ガス冷媒
となって室内熱交換器３１のガス側端から流出する。室内熱交換器３１のガス側端から流
出したガス冷媒は、ガス側冷媒連絡配管５に流れていく。
【１７４５】
　ガス側冷媒連絡配管５を流れた冷媒は、ガス側閉鎖弁２８、四路切換弁２２を経て、再
び、圧縮機２１に吸入される。
【１７４６】
　（１１－１－４－２）暖房運転モード
　空気調和装置１では、暖房運転モードでは、四路切換弁２２の接続状態を圧縮機２１の



(224) JP WO2019/124409 A1 2019.6.27

10

20

30

40

50

吐出側とガス側閉鎖弁２８とを接続しつつ圧縮機２１の吸入側と室外熱交換器２３とを接
続する暖房運転接続状態とし、冷媒回路１０に充填されている冷媒を、主として、圧縮機
２１、室内熱交換器３１、室外膨張弁２４、室外熱交換器２３の順に循環させる。
【１７４７】
　より具体的には、暖房運転モードが開始されると、冷媒回路１０内において、冷媒が圧
縮機２１に吸入されて圧縮された後に吐出される。
【１７４８】
　圧縮機２１では、室内ユニット３０で要求される暖房負荷に応じた容量制御が行われる
。圧縮機２１から吐出されたガス冷媒は、四路切換弁２２およびガス側冷媒連絡配管５を
流れた後、室内ユニット３０に流入する。
【１７４９】
　室内ユニット３０に流入した冷媒は、室内熱交換器３１のガス側端に流入し、室内熱交
換器３１において、室内ファン３２によって供給される室内空気と熱交換を行って凝縮し
、気液二相状態の冷媒または液冷媒となって室内熱交換器３１の液側端から流出する。室
内熱交換器３１の液側端から流出した冷媒は、液側冷媒連絡配管６に流れていく。
【１７５０】
　液側冷媒連絡配管６を流れた冷媒は、液側閉鎖弁２９、室外膨張弁２４において冷凍サ
イクルにおける低圧になるまで減圧される。なお、室外膨張弁２４は、室内熱交換器３１
の液側出口を通過する冷媒の過冷却度が所定条件を満たすように制御される。室外膨張弁
２４で減圧された冷媒は、室外熱交換器２３の液側端に流入する。
【１７５１】
　室外熱交換器２３の液側端から流入した冷媒は、室外熱交換器２３において、室外ファ
ン２５によって供給される室外空気と熱交換を行って蒸発し、ガス冷媒となって室外熱交
換器２３のガス側端から流出する。
【１７５２】
　室外熱交換器２３のガス側端から流出した冷媒は、四路切換弁２２を経て、再び、圧縮
機２１に吸入される。
【１７５３】
　（１１－１－５）第１実施形態の特徴
　上述の空気調和装置１では、１，２－ジフルオロエチレンを含む冷媒が用いられている
ため、GWPを十分に小さく抑えることが可能になっている。
【１７５４】
　また、空気調和装置１が有する室外ユニット２０の室外熱交換器２３では、配管径が６
．３５ｍｍ以上の伝熱管２３ｂが用いられている。このため、Ｒ３２よりも圧力損失が生
じやすい上記冷媒を用いた場合であっても、伝熱管２３ｂを通過する際の圧力損失を低減
させることができる。そして、室外熱交換器２３を流れる冷媒の温度の変化（温度グライ
ド）が生じる場合であっても、その程度を小さく抑えることが可能になる。さらに、室外
熱交換器２３では、配管径が１０．０ｍｍ未満の伝熱管２３ｂが用いられている。このた
め、室外熱交換器２３において保持される冷媒量を少なく抑えることが可能になっている
。
【１７５５】
　また、空気調和装置１が有する室内ユニット３０の室内熱交換器３１では、配管径が４
．０ｍｍ以上の伝熱管３１ｂが用いられている。このため、Ｒ３２よりも圧力損失が生じ
やすい上記冷媒を用いた場合であっても、伝熱管３１ｂを通過する際の圧力損失を低減さ
せることができる。このため、Ｒ３２よりも圧力損失が生じやすい上記冷媒を用いた場合
であっても、伝熱管３１ｂを通過する際の圧力損失を低減させることができる。そして、
室内熱交換器３１を流れる冷媒の温度の変化（温度グライド）が生じる場合であっても、
その程度を小さく抑えることが可能になる。さらに、室内熱交換器３１においても、配管
径が１０．０ｍｍ未満の伝熱管３１ｂが用いられている。このため、室内熱交換器３１に
おいて保持される冷媒量を少なく抑えることが可能になっている。
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【１７５６】
　（１１－１－６）第１実施形態の変形例Ａ
　上記第１実施形態では、室内ユニットが１つだけ設けられている空気調和装置を例に挙
げて説明したが、空気調和装置としては、互いに並列に接続された複数の室内ユニット（
室内膨張弁を有さないもの）が設けられていてもよい。
【１７５７】
　（１１－２）第２実施形態
　以下、冷媒回路の概略構成図である図１１Ｇ、概略制御ブロック構成図である図１１Ｈ
を参照しつつ、第２実施形態に係る冷凍サイクル装置としての空気調和装置１ａについて
説明する。
【１７５８】
　以下、主として、第２実施形態の空気調和装置１ａについて、第１実施形態の空気調和
装置１と異なる箇所を中心に説明する。
【１７５９】
　空気調和装置１ａにおいても、冷媒回路１０には、蒸気圧縮式の冷凍サイクルを行うた
めの冷媒として、１，２－ジフルオロエチレンを含む混合冷媒であり、上述した冷媒Ａ～
Ｄのいずれかが充填されている。また、冷媒回路１０には、当該冷媒と共に、冷凍機油が
充填されている。
【１７６０】
　（１１－２－１）室外ユニット２０
　第２実施形態の空気調和装置１ａの室外ユニット２０では、室外ファン２５として、第
１室外ファン２５ａと第２室外ファン２５ｂとが設けられている。空気調和装置１ａの室
外ユニット２０の室外熱交換器２３は、第１室外ファン２５ａおよび第２室外ファン２５
ｂから受ける空気流れに対応するように、広い熱交換面積が確保されている。
【１７６１】
　空気調和装置１ａの室外ユニット２０では、上記第１実施形態における室外ユニット２
０の室外膨張弁２４の代わりに、室外熱交換器２３の液側から液側閉鎖弁２９までの間に
おいて、第１室外膨張弁４４、中間圧レシーバ４１、第２室外膨張弁４５が順次設けられ
ている。第１室外膨張弁４４および第２室外膨張弁４５は、弁開度を制御可能である。中
間圧レシーバ４１は、第１室外膨張弁４４側から延びる配管の端部と、第２室外膨張弁４
５側から延びる配管の端部と、の両方が内部空間に位置しており、冷媒を溜めることがで
きる容器である。
【１７６２】
　第２実施形態の室外ユニット２０は、図１１Ｉに示すように、略直方体箱状の筐体６０
の内部空間が鉛直に延びる仕切板６６によって左右に分割されることで送風機室および機
械室が形成された構造（いわゆる、トランク型構造）を有している。
【１７６３】
　筐体６０内の送風機室には、室外熱交換器２３、室外ファン２５（第１室外ファン２５
ａと第２室外ファン２５ｂ）等が配置され、筐体６０内の機械室には、圧縮機２１、四路
切換弁２２、第１室外膨張弁４４、第２室外膨張弁４５、中間圧レシーバ４１、ガス側閉
鎖弁２８、液側閉鎖弁２９、室外ユニット制御部２７を構成する電装品ユニット２７ａ等
が配置されている。
【１７６４】
　筐体６０は、主として、底板６３、天板６４、左前板６１、左側板（図示せず）、右前
板（図示せず）、右側板６５、仕切板６６等を有している。底板６３は、筐体６０の底面
部分を構成している。天板６４は、室外ユニット２０の天面部分を構成している。左前板
６１は、主に、筐体６０の左前面部分を構成しており、前後方向に開口しており上下に並
んでいる第１吹出口６２ａおよび第２吹出口６２ｂが形成されている。第１吹出口６２ａ
には、主として、第１室外ファン２５ａによって筐体６０の背面側および左側面側から内
部に吸い込まれた空気であって、室外熱交換器２３の上方部分を通過した空気が通過する
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。第２吹出口６２ｂには、主として、第２室外ファン２５ｂによって筐体６０の背面側お
よび左側面側から内部に吸い込まれた空気であって、室外熱交換器２３の下方部分を通過
した空気が通過する。第１吹出口６２ａおよび第２吹出口６２ｂには、それぞれ、ファン
グリルが設けられている。左側板は、主に、筐体６０の左側面部分を構成しており、筐体
６０内に吸入される空気の吸入口としても機能できるようになっている。右前板は、主に
、筐体６０の右前面部分及び右側面の前側部分を構成している。右側板６５は、主に、筐
体６０の右側面の後側部分および背面の右側部分を構成している。仕切板６６は、底板６
３上に配置される鉛直に延びる板状部材であり、筐体６０の内部空間を送風機室と機械室
とに分割している。
【１７６５】
　室外熱交換器２３は、例えば、図１１Ｊに示すように、板厚方向に重ねて配置された複
数の伝熱フィン２３ａと、複数の伝熱フィン２３ａに貫通固定された複数の伝熱管２３ｂ
と、を有するクロスフィン式のフィン・アンド・チューブ型熱交換器である。この室外熱
交換器２３は、送風機室内において、筐体６０の左側面及び背面に沿うようにして、平面
視Ｌ字形状となるように配置されている。本実施形態の室外熱交換器２３では、特に限定
されないが、冷媒が１０以上２０以下に分岐して流れるように複数の冷媒流路を有してい
てもよい。本実施形態の室外熱交換器２３の複数の伝熱管２３ｂは、湾曲された部分以外
は円筒形状の配管であり、外径が６．３５ｍｍ、７．０ｍｍ、８．０ｍｍ、および、９．
５ｍｍからなる群より選択される１種類で構成されている。なお、伝熱管２３ｂの外径と
肉厚との関係は、上記第１実施形態と同様である。
【１７６６】
　圧縮機２１は、筐体６０の機械室内において、底板６３上に載置され、ボルトで固定さ
れている。
【１７６７】
　ガス側閉鎖弁２８および液側閉鎖弁２９は、筐体６０の機械室内において、圧縮機２１
の上端近傍の高さ位置であって、右前方の角部近傍に配置されている。
【１７６８】
　電装品ユニット２７ａは、筐体６０の機械室内において、ガス側閉鎖弁２８および液側
閉鎖弁２９のいずれよりも上方の空間に配置されている。
【１７６９】
　以上の空気調和装置１ａでは、冷房運転モードでは、第１室外膨張弁４４は、例えば、
室外熱交換器２３の液側出口を通過する冷媒の過冷却度が所定条件を満たすように制御さ
れる。また、冷房運転モードでは、第２室外膨張弁４５は、例えば、圧縮機２１が吸入す
る冷媒の過熱度が所定の条件を満たすように制御される。
【１７７０】
　また、暖房運転モードでは、第２室外膨張弁４５は、例えば、室内熱交換器３１の液側
出口を通過する冷媒の過冷却度が所定条件を満たすように制御される。また、暖房運転モ
ードでは、第１室外膨張弁４４は、例えば、圧縮機２１が吸入する冷媒の過熱度が所定の
条件を満たすように制御される。
【１７７１】
　（１１－２－２）室内ユニット３０
　第２実施形態の室内ユニット３０は、対象空間である室内の上方空間に吊り下げられる
ことで設置されるか、天井面に対して設置される。室内ユニット３０は、液側冷媒連絡配
管６およびガス側冷媒連絡配管５を介して室外ユニット２０と接続されており、冷媒回路
１０の一部を構成している。
【１７７２】
　室内ユニット３０は、室内熱交換器３１と、室内ファン３２と、室内筐体７０等を有し
ている。
【１７７３】
　室内筐体７０は、図１１Ｋ、図１１Ｌに示すように、筐体本体７１と、化粧パネル７２
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と、を有している。筐体本体７１は、下方が開口しており、内部に室内熱交換器３１、室
内ファン３２等を収容する。化粧パネル７２は、筐体本体７１の下面を覆っており、吸込
口７２ａ、複数のフラップ７２ｂ、複数の吹出口７２ｃ等を有している。吸込口７２ａか
ら吸い込まれた室内空気は、フィルタ７３を通過した後、ベルマウス７４によって室内フ
ァン３２の吸い込み側に案内される。室内ファン３２から送り出された空気は、ドレンパ
ン７５の上に配置された室内熱交換器３１を通過して、ドレンパン７５の周囲に設けられ
た流路を通過した後、吹出口７２ｃから室内に吹き出される。
【１７７４】
　第２実施形態の室内熱交換器３１は、平面視において、室内ファン３２を周囲から囲ん
だ略四角形状となるように設けられている。この室内熱交換器３１は、板厚方向に重ねて
配置された複数の伝熱フィン３１ａと、複数の伝熱フィン３１ａに貫通固定された複数の
伝熱管３１ｂと、を有している。なお、第２実施形態の室内熱交換器３１の複数の伝熱管
３１ｂは、円筒形状であり、外径が４．０ｍｍ、５．０ｍｍ、６．３５ｍｍ、７．０ｍｍ
、８．０ｍｍ、および、９．５ｍｍからなる群より選択される１種類で構成されている。
なお、外径が９．５ｍｍの伝熱管３１ｂは、肉厚が０．３２ｍｍ以上０．３６ｍｍ以下で
あり、０．３４０ｍｍであることが好ましい。なお、他の伝熱管３１ｂについての外径と
肉厚との関係は、上記第１実施形態と同様である。
【１７７５】
　（１１－２－３）第２実施形態の特徴
　以上の第２実施形態に係る空気調和装置１ａにおいても、第１実施形態に係る空気調和
装置１と同様に、１，２－ジフルオロエチレンを含む冷媒が用いられているため、GWPを
十分に小さく抑えることが可能になっている。
【１７７６】
　また、空気調和装置１ａが有する室外ユニット２０の室外熱交換器２３においても、Ｒ
３２よりも圧力損失が生じやすい上記冷媒について伝熱管２３ｂを通過する際の圧力損失
を低減させることができ、室外熱交換器２３を流れる冷媒の温度の変化（温度グライド）
が生じる場合であっても、その程度を小さく抑えることが可能になっている。さらに、室
外熱交換器２３において保持される冷媒量を少なく抑えることが可能になっている。
【１７７７】
　また、空気調和装置１ａが有する室内ユニット３０の室内熱交換器３１においても、Ｒ
３２よりも圧力損失が生じやすい上記冷媒を用いた場合であっても、Ｒ３２よりも圧力損
失が生じやすい上記冷媒について伝熱管３１ｂを通過する際の圧力損失を低減させること
ができ、室内熱交換器３１を流れる冷媒の温度の変化（温度グライド）が生じる場合であ
っても、その程度を小さく抑えることが可能になっている。さらに、室内熱交換器３１に
おいて保持される冷媒量を少なく抑えることが可能になっている。
【１７７８】
　（１１－２－４）第２実施形態の変形例Ａ
　上記第２実施形態では、室内ユニットが１つだけ設けられている空気調和装置を例に挙
げて説明したが、空気調和装置としては、互いに並列に接続された複数の室内ユニット（
室内膨張弁を有さないもの）が設けられていてもよい。
【１７７９】
　（１１－３）第３実施形態
　以下、冷媒回路の概略構成図である図１１Ｍ、概略制御ブロック構成図である図１１Ｎ
を参照しつつ、第３実施形態に係る冷凍サイクル装置としての空気調和装置１ｂについて
説明する。
【１７８０】
　以下、主として、第３実施形態の空気調和装置１ｂについて、第１実施形態の空気調和
装置１と異なる箇所を中心に説明する。
【１７８１】
　空気調和装置１ｂにおいても、冷媒回路１０には、蒸気圧縮式の冷凍サイクルを行うた
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めの冷媒として、１，２－ジフルオロエチレンを含む混合冷媒であり、上述した冷媒Ａ～
Ｄのいずれかが充填されている。また、冷媒回路１０には、当該冷媒と共に、冷凍機油が
充填されている。
【１７８２】
　（１１－３－１）室外ユニット２０
　第３実施形態に係る空気調和装置１ｂの室外ユニット２０では、上記第１実施形態にお
ける室外ユニット２０において、低圧レシーバ２６、過冷却熱交換器４７および過冷却回
路４６が設けられている。
【１７８３】
　低圧レシーバ２６は、四路切換弁２２の接続ポートの１つから圧縮機２１の吸入側に至
るまでの間に設けられ、冷媒を溜めることができる容器である。なお、本実施形態におい
ては、圧縮機２１が有する付属のアキュムレータとは別に設けられている。
【１７８４】
　過冷却熱交換器４７は、室外膨張弁２４と液側閉鎖弁２９との間に設けられている。
【１７８５】
　過冷却回路４６は、室外膨張弁２４と過冷却熱交換器４７との間の主回路から分岐し、
四路切換弁２２の接続ポートの１つから低圧レシーバ２６に至るまでの途中の部分に合流
するように延びた回路である。過冷却回路４６の途中には、通過する冷媒を減圧させる過
冷却膨張弁４８が設けられている。過冷却回路４６を流れる冷媒であって、過冷却膨張弁
４８で減圧された冷媒は、過冷却熱交換器４７において、主回路側を流れる冷媒との間で
熱交換を行う。これにより、主回路側を流れる冷媒はさらに冷却され、過冷却回路４６を
流れる冷媒は蒸発する。
【１７８６】
　第３実施形態に係る空気調和装置１ｂの室外ユニット２０の詳細構造について、図１１
Ｏの外観斜視図、図１１Ｐの分解斜視図を参照しつつ、以下に説明する。
【１７８７】
　空気調和装置１ｂの室外ユニット２０は、下方から室外筐体８０内に空気を取り込んで
上方から室外筐体８０外に空気を吹き出す上吹き型構造と呼ばれるものである。
【１７８８】
　室外筐体８０は、主として、左右方向に延びる一対の据付脚８２上に架け渡される底板
８３と、底板８３の角部から鉛直方向に延びる支柱８４と、前面パネル８１と、ファンモ
ジュール８５と、を有している。底板８３は、室外筐体８０の底面を形成しており、左側
の第１底板８３ａと右側の第２底板８３ｂとに分かれている。前面パネル８１は、ファン
モジュール８５の下方において、前面側の支柱８４間に架け渡されており、室外筐体８０
の前面を構成している。室外筐体８０内のうち、ファンモジュール８５の下方であって底
板８３上方の空間には、圧縮機２１、室外熱交換器２３、低圧レシーバ２６、四路切換弁
２２、室外膨張弁２４、過冷却熱交換器４７、過冷却膨張弁４８、過冷却回路４６、ガス
側閉鎖弁２８、液側閉鎖弁２９、室外ユニット制御部２７等が配置されている。室外熱交
換器２３は、室外筐体８０のファンモジュール８５の下方の部分のうち、背面および左右
両側面に面する平面視略Ｕ字形状であり、室外筐体８０の背面および左右両側面を実質的
に形成している。この室外熱交換器２３は、底板８３の左側縁部、後側縁部、右側縁部の
上に沿うように配置されている。第３実施形態の室外熱交換器２３は、板厚方向に重ねて
配置された複数の伝熱フィン２３ａと、複数の伝熱フィン２３ａに貫通固定された複数の
伝熱管２３ｂと、を有するクロスフィン式のフィン・アンド・チューブ型熱交換器である
。本実施形態の室外熱交換器２３では、特に限定されないが、冷媒が２０以上４０以下に
分岐して流れるように複数の冷媒流路を有していてもよい。第３実施形態の室外熱交換器
２３の複数の伝熱管２３ｂは、湾曲された部分以外は円筒形状の配管であり、外径が７．
０ｍｍ、８．０ｍｍ、および、９．５ｍｍからなる群より選択される１種類で構成されて
いる。なお、伝熱管２３ｂの外径と肉厚との関係は、上記第１実施形態と同様である。
【１７８９】
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　ファンモジュール８５は、室外熱交換器２３の上側に設けられており、室外ファン２５
と、図示しないベルマウス等を有している。室外ファン２５は、回転軸が鉛直方向になる
姿勢で配置されている。
【１７９０】
　以上の構造により、室外ファン２５が形成させる空気流れは、室外熱交換器２３の周囲
から室外熱交換器２３を通過して室外筐体８０内部に流入し、室外筐体８０の上端面にお
いて上下方向に貫通するように設けられた吹出口８６を介して、上方に吹き出される。
【１７９１】
　（１１－３－２）第１室内ユニット３０および第２室内ユニット３５
　また、第３実施形態に係る空気調和装置１ｂでは、上記第１実施形態における室内ユニ
ット３０の代わりに、互いに並列に設けられた第１室内ユニット３０および第２室内ユニ
ット３５を有している。
【１７９２】
　第１室内ユニット３０は、上記第１実施形態における室内ユニット３０と同様に第１室
内熱交換器３１と第１室内ファン３２と第１室内ユニット制御部３４が設けられており、
さらに、第１室内熱交換器３１の液側において第１室内膨張弁３３が設けられている。第
１室内膨張弁３３は、弁開度が制御可能である。
【１７９３】
　第２室内ユニット３５は、第１室内ユニット３０と同様であり、第２室内熱交換器３６
と第２室内ファン３７と、第２室内ユニット制御部３９と、第２室内熱交換器３６の液側
に設けられた第２室内膨張弁３８と、を有している。第２室内膨張弁３８は、弁開度が制
御可能である。
【１７９４】
　なお、第３実施形態に係る空気調和装置１ｂの第１室内ユニット３０および第２室内ユ
ニット３５の具体的な構造は、上記第１室内膨張弁３３や第２室内膨張弁３８を除き、第
２実施形態の室内ユニット３０と同様の構成である。なお、第１室内熱交換器３１および
第２室内熱交換器３６は、いずれも、円筒形状である複数の伝熱管を有しており、伝熱管
の外径が４．０ｍｍ、５．０ｍｍ、６．３５ｍｍ、７．０ｍｍ、８．０ｍｍ、および、９
．５ｍｍからなる群より選択される１種類で構成されている。なお、伝熱管２３ｂの外径
と肉厚との関係は、上記第２実施形態と同様である。
【１７９５】
　なお、第３実施形態のコントローラ７は、室外ユニット制御部２７と、第１室内ユニッ
ト制御部３４と、第２室内ユニット制御部３９と、が互いに通信可能に接続されて構成さ
れている。
【１７９６】
　以上の空気調和装置１ｂでは、冷房運転モードでは、室外膨張弁２４は、室外熱交換器
２３の液側出口を通過する冷媒の過冷却度が所定条件を満たすように制御される。また、
冷房運転モードでは、過冷却膨張弁４８は、圧縮機２１が吸入する冷媒の過熱度が所定の
条件を満たすように制御される。なお、冷房運転モードでは、第１室内膨張弁３３および
第２室内膨張弁３８は、全開状態に制御される。
【１７９７】
　また、暖房運転モードでは、第１室内膨張弁３３は、第１室内熱交換器３１の液側出口
を通過する冷媒の過冷却度が所定条件を満たすように制御される。第２室内膨張弁３８も
同様に、第２室内熱交換器３６の液側出口を通過する冷媒の過冷却度が所定条件を満たす
ように制御される。また、暖房運転モードでは、室外膨張弁４５は、圧縮機２１が吸入す
る冷媒の過熱度が所定の条件を満たすように制御される。なお、暖房運転モードでは、過
冷却膨張弁４８は、圧縮機２１が吸入する冷媒の過熱度が所定の条件を満たすように制御
される。
【１７９８】
　（１１－３－３）第３実施形態の特徴
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　以上の第３実施形態に係る空気調和装置１ｂにおいても、第１実施形態に係る空気調和
装置１と同様に、１，２－ジフルオロエチレンを含む冷媒が用いられているため、GWPを
十分に小さく抑えることが可能になっている。
【１７９９】
　また、空気調和装置１ｂが有する室外ユニット２０の室外熱交換器２３においても、Ｒ
３２よりも圧力損失が生じやすい上記冷媒について伝熱管２３ｂを通過する際の圧力損失
を低減させることができ、室外熱交換器２３を流れる冷媒の温度の変化（温度グライド）
が生じる場合であっても、その程度を小さく抑えることが可能になっている。さらに、室
外熱交換器２３において保持される冷媒量を少なく抑えることが可能になっている。
【１８００】
　また、空気調和装置１ｂが有する室内ユニット３０の室内熱交換器３１においても、Ｒ
３２よりも圧力損失が生じやすい上記冷媒を用いた場合であっても、Ｒ３２よりも圧力損
失が生じやすい上記冷媒について伝熱管３１ｂを通過する際の圧力損失を低減させること
ができ、室内熱交換器３１を流れる冷媒の温度の変化（温度グライド）が生じる場合であ
っても、その程度を小さく抑えることが可能になっている。さらに、室内熱交換器３１に
おいて保持される冷媒量を少なく抑えることが可能になっている。
【１８０１】
　（１１－４）その他
　上記第１実施形態から第３実施形態および各変形例を適宜組み合わせて空気調和装置や
室外ユニットを構成してもよい。
【１８０２】
　（１２）第１２グループの技術の実施形態
　（１２－１）空調機１の構成
　図１２Ａは、一実施形態に係る圧縮機１００が利用される空調機１の冷媒回路図である
。空調機１は、圧縮機１００を備えた冷凍サイクル装置である。圧縮機１００が採用され
る空調機１として、「冷房運転専用の空調機」、「暖房運転専用の空調機」、及び「四路
切換弁を用いて冷房運転および暖房運転のいずれかに切り換え可能な空調機」などが挙げ
られる。ここでは、「四路切換弁を用いて冷房運転および暖房運転のいずれかに切り換え
可能な空調機」を用いて説明する。
【１８０３】
　図１２Ａにおいて、空調機１は、室内ユニット２及び室外ユニット３を備え、室内ユニ
ット２と室外ユニット３とは、液冷媒連絡配管４及びガス冷媒連絡配管５によって接続さ
れている。図１２Ａに示すように、空調機１は、室内ユニット２と室外ユニット３とを各
々１つ有するペア式である。但し、これに限定されるものではなく、空調機１は、室内ユ
ニット２を複数の有するマルチ式であってもよい。
【１８０４】
　空調機１では、アキュムレータ１５、圧縮機１００、四方切換弁１６、室外熱交換器１
７、膨張弁１８、室内熱交換器１３等の機器が配管により接続されることで、冷媒回路１
１が構成されている。
【１８０５】
　本実施形態では、冷媒回路１１には、蒸気圧縮式の冷凍サイクルを行うための冷媒が充
填されている。当該冷媒は、１，２－ジフルオロエチレンを含む混合冷媒であり、上述し
た冷媒Ａ～Ｄのいずれかを用いることができる。また、冷媒回路１１には、当該混合冷媒
と共に、冷凍機油が充填されている。
【１８０６】
　（１２－１－１）室内ユニット２
　室内ユニット２に搭載される室内熱交換器１３は、伝熱管と多数の伝熱フィンとにより
構成されたクロスフィン式のフィン・アンド・チューブ型熱交換器である。室内熱交換器
１３は、液側が液冷媒連絡配管４に接続され、ガス側がガス冷媒連絡配管５に接続され、
冷房運転時は冷媒の蒸発器として機能する。
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【１８０７】
　（１２－１－２）室外ユニット３
　室外ユニット３は、アキュムレータ１５、圧縮機１００、室外熱交換器１７、及び膨張
弁１８を搭載している。
【１８０８】
　（１２－１－２－１）室外熱交換器１７
　室外熱交換器１７は、伝熱管と多数の伝熱フィンとにより構成されたクロスフィン式の
フィン・アンド・チューブ型熱交換器である。室外熱交換器１７は、その一方が圧縮機１
００から吐出された冷媒が流れる吐出管２４側に接続され、他方が液冷媒連絡配管４側に
接続されている。室外熱交換器１７は、圧縮機１００から吐出管２４を介して供給される
ガス冷媒の凝縮器として機能する。
【１８０９】
　（１２－１－２－２）膨張弁１８
　膨張弁１８は、室外熱交換器１７と液冷媒連絡配管４とを接続する配管に設けられてい
る。膨張弁１８は、配管を流れる冷媒の圧力や流量の調節を行うための開度調整可能な電
動弁である。
【１８１０】
　（１２－１－２－３）アキュムレータ１５
　アキュムレータ１５は、ガス冷媒連絡配管５と圧縮機１００の吸入管２３とを接続する
配管に設けられている。アキュムレータ１５は、圧縮機１００に液冷媒が供給されること
を防止するため、室内熱交換器１３からガス冷媒連絡配管５を経て吸入管２３に向かう冷
媒を、気相と液相とに分離する。圧縮機１００には、アキュムレータ１５の上部空間に集
まる気相の冷媒が供給される。
【１８１１】
　（１２－１－２－４）圧縮機１００
　図１２Ｂは、一実施形態に係る圧縮機１００の縦断面図である。図１２Ｂにおいて、圧
縮機１００は、スクロール圧縮機である。圧縮機１００は、吸入管２３を介して吸入した
冷媒を、圧縮室Ｓｃで圧縮し、圧縮後の冷媒を吐出管２４から吐出する。なお、圧縮機１
００については、「（１２－２）圧縮機１００の構成」の節で詳細を説明する。
【１８１２】
　（１２－１－２－５）四方切換弁１６
　四方切換弁１６は、第１から第４までのポートを有している。四方切換弁１６では、第
１ポートが圧縮機１００の吐出側に接続され、第２ポートが圧縮機１００の吸入側に接続
され、第３ポートが室外熱交換器１７のガス側端部に接続され、第４ポートがガス側閉鎖
弁Ｖｇに接続されている。
【１８１３】
　四方切換弁１６は、第１状態（図１２Ａの実線で示す状態）と第２状態（図１２Ａの破
線で示す状態）とに切り換わる。第１状態の四方切換弁１６では、第１ポートと第３ポー
トが連通し且つ第２ポートと第４ポートが連通する。第２状態の四方切換弁１６では、第
１ポートと第４ポートが連通し且つ第２ポートと第３ポートが連通する。
【１８１４】
　（１２－２）圧縮機１００の構成
　圧縮機１００は、蒸発器や、凝縮器、膨張機構などと共に冷媒回路を構成し、その冷媒
回路中のガス冷媒を圧縮する役割を担うものである。図１２Ｂに示されるように、圧縮機
１００は、主に、縦長円筒状の密閉ドーム型のケーシング２０、モータ７０、圧縮機構６
０、オルダムリング３９、下部軸受９０、吸入管２３、および吐出管２４から構成されて
いる。
【１８１５】
　（１２－２－１）ケーシング２０
　ケーシング２０は、略円筒状の円筒部材２１と、円筒部材２１の上端部に気密状に溶接
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される椀状の上蓋２２ａと、円筒部材２１の下端部に気密状に溶接される椀状の下蓋２２
ｂとを有している。
【１８１６】
　ケーシング２０には、主に、ガス冷媒を圧縮する圧縮機構６０と、圧縮機構６０の下方
に配置されるモータ７０とが収容されている。圧縮機構６０とモータ７０とは、ケーシン
グ２０内を上下方向に延びるように配置されるクランクシャフト８０によって連結されて
いる。圧縮機構６０とモータ７０との間には、間隙空間６８が生じる。
【１８１７】
　また、ケーシング２０の下部には油溜まり空間Ｓｏが形成される。油溜まり空間Ｓｏに
は、圧縮機構６０等を潤滑するための冷凍機油Ｏが溜められる。なお、冷凍機油Ｏは、「
（１－４－１）冷凍機油」の節で説明した冷凍機油を言う。
【１８１８】
　クランクシャフト８０の内部には、圧縮機構６０等に冷凍機油Ｏを供給するための給油
経路８３が形成されている。クランクシャフト８０の主軸８２の下端は、ケーシング２０
の下部に形成された油溜まり空間Ｓｏ内に位置し、油溜まり空間Ｓｏの冷凍機油Ｏは、給
油経路８３を通じて圧縮機構６０等に供給される。
【１８１９】
　（１２－２－２）モータ７０
　モータ７０は、誘導モータであって、主に、ケーシング２０の内壁面に固定された環状
の固定子７２と、固定子７２の内側に僅かな隙間（エアギャップ）をもって回転自在に収
容された回転子７１とから構成されている。
【１８２０】
　モータ７０は、固定子７２の上側に形成されているコイル７２７のコイルエンドの上端
がハウジング６１の軸受部６１ｂの下端とほぼ同じ高さ位置になるように配置されている
。
【１８２１】
　固定子７２には、歯部に銅線が巻回されており、上方および下方にコイル７２７のコイ
ルエンドが形成されている。
【１８２２】
　回転子７１は、上下方向に延びるように円筒部材２１の軸心に配置されたクランクシャ
フト８０を介して圧縮機構６０の可動スクロール４０に駆動連結されている。また、連絡
通路４６の出口４９を流出した冷媒をモータ冷却通路５５に案内する案内板５８が、間隙
空間６８に配設されている。
【１８２３】
　固定子７２は、いわゆる分布巻固定子であり、鉄心である胴部７２５と、胴部７２５に
巻き掛けられたコイル７２７とを有している。また、胴部７２５の上部および下部には、
胴部７２５の外周面よりも内側へ凹むコイル７２７のくびれ部分であるくびれ部７２７ａ
が形成されている。
【１８２４】
　なお、モータ７０の詳細については、「（１２－４）モータ７０の構成」の節で説明す
る。
【１８２５】
　（１２－２－３）圧縮機構６０
　圧縮機構６０は、図１２Ｂに示されるように、主に、ハウジング６１と、ハウジング６
１の上方に密着して配置される固定スクロール３０と、固定スクロール３０に噛合する可
動スクロール４０とから構成されている。
【１８２６】
　（１２－２－３－１）固定スクロール３０
　固定スクロール３０は、図１２Ｂに示されるように、主に、鏡板３４と、鏡板３４の下
面に形成された渦巻き状（インボリュート状）のラップ３３とから構成されている。
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【１８２７】
　鏡板３４には、圧縮室Ｓｃに連通する吐出穴３４１と、吐出穴３４１に連通する拡大凹
部３４２とが形成されている。吐出穴３４１は、鏡板３４の中央部分において上下方向に
延びるように形成されている。
【１８２８】
　拡大凹部３４２は、鏡板３４の上面に水平方向に広がる凹部により構成されている。そ
して、固定スクロール３０の上面には、この拡大凹部３４２を塞ぐように蓋体３４４がボ
ルト３４４ａにより締結固定されている。そして、拡大凹部３４２に蓋体３４４が覆い被
せられることにより圧縮機構６０の運転音を消音させる膨張室からなるマフラー空間３４
５が形成されている。
【１８２９】
　（１２－２－３－２）可動スクロール４０
　可動スクロール４０は、図１２Ｂに示されるように、主に、鏡板４１と、鏡板４１の上
面に形成された渦巻き状（インボリュート状）のラップ４２と、鏡板４１の下面に形成さ
れたボス部４３とから構成されている。
【１８３０】
　可動スクロール４０は、アウタードライブの可動スクロールである。すなわち、可動ス
クロール４０は、クランクシャフト８０の外側に嵌合するボス部４３を有している。
【１８３１】
　可動スクロール４０は、鏡板４１に形成された溝部にオルダムリング３９が嵌め込まれ
ることによりハウジング６１に支持される。また、ボス部４３にはクランクシャフト８０
の上端が嵌入される。可動スクロール４０は、このように圧縮機構６０に組み込まれるこ
とによってクランクシャフト８０の回転により自転することなくハウジング６１内を公転
する。そして、可動スクロール４０のラップ４２は固定スクロール３０のラップ３３に噛
合させられており、両ラップ３３，４２の接触部の間には圧縮室Ｓｃが形成されている。
圧縮室Ｓｃでは、可動スクロール４０の公転に伴い、両ラップ３３，４２間の容積が中心
に向かって収縮する。これにより、ガス冷媒を圧縮することが可能である。
【１８３２】
　（１２－２－３－３）ハウジング６１
　ハウジング６１は、その外周面において周方向の全体に亘って円筒部材２１に圧入固定
されている。つまり、円筒部材２１とハウジング６１とは全周に亘って気密状に密着され
ている。このため、ケーシング２０の内部は、ハウジング６１下方の高圧空間とハウジン
グ６１上方の低圧空間とに区画されていることになる。また、このハウジング６１には、
上面中央に凹設されたハウジング凹部６１ａと、下面中央から下方に延設された軸受部６
１ｂとが形成されている。軸受部６１ｂには、上下方向に貫通する軸受孔６３が形成され
ており、クランクシャフト８０が軸受孔６３を介して回転自在に嵌入されている。
【１８３３】
　（１２－２－４）オルダムリング３９
　オルダムリング３９は、可動スクロール４０の自転運動を防止するための部材であって
、ハウジング６１に形成されるオルダム溝（図示せず）に嵌め込まれている。なお、この
オルダム溝は、長円形状の溝であって、ハウジング６１において互いに対向する位置に配
設されている。
【１８３４】
　（１２－２－５）下部軸受９０
　下部軸受９０は、モータ７０の下方の下部空間に配設されている。この下部軸受９０は
、円筒部材２１に固定されるとともにクランクシャフト８０の下端側軸受を構成し、クラ
ンクシャフト８０を支持している。
【１８３５】
　（１２－２－６）吸入管２３
　吸入管２３は、冷媒回路の冷媒を圧縮機構６０に導くためのものであって、ケーシング
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２０の上蓋２２ａに気密状に嵌入されている。吸入管２３は、低圧空間Ｓｌを上下方向に
貫通すると共に、内端部が固定スクロール３０に嵌入されている。
【１８３６】
　（１２－２－７）吐出管２４
　吐出管２４は、ケーシング２０内の冷媒をケーシング２０外に吐出させるためのもので
あって、ケーシング２０の円筒部材２１に気密状に嵌入されている。そして、この吐出管
２４は、上下方向に延びる円筒形状に形成されハウジング６１の下端部に固定される内端
部３６を有している。なお、吐出管２４の内端開口、即ち流入口は、下方に向かって開口
されている。
【１８３７】
　（１２－３）圧縮機１００の動作
　モータ７０が駆動されると、クランクシャフト８０が回転し、可動スクロール４０が自
転することなく公転運転を行う。すると、低圧のガス冷媒が、吸入管２３を通って圧縮室
Ｓｃの周縁側から圧縮室Ｓｃに吸引され、圧縮室Ｓｃの容積変化に伴って圧縮され、高圧
のガス冷媒となる。
【１８３８】
　高圧のガス冷媒は、圧縮室Ｓｃの中央部から吐出穴３４１を通ってマフラー空間３４５
へ吐出され、その後、連絡通路４６、スクロール側通路４７、ハウジング側通路４８、出
口４９を通って間隙空間６８へ流出し、案内板５８と円筒部材２１の内面との間を下側に
向かって流れる。
【１８３９】
　ガス冷媒は、案内板５８と円筒部材２１の内面との間を下側に向かって流れる際に、一
部が分流して案内板５８とモータ７０との間を円周方向に流れる。なお、このとき、ガス
冷媒に混入している潤滑油が分離される。
【１８４０】
　一方、分流したガス冷媒の他部は、モータ冷却通路５５を下側に向かって流れ、モータ
下部空間にまで流れた後、反転して固定子７２と回転子７１との間のエアギャップ通路、
または連絡通路４６に対向する側（図１２Ｂにおける左側）のモータ冷却通路５５を上方
に向かって流れる。
【１８４１】
　その後、案内板５８を通過したガス冷媒と、エアギャップ又はモータ冷却通路５５を流
れてきたガス冷媒とは、間隙空間６８で合流して吐出管２４の内端部３６から吐出管２４
に流入し、ケーシング２０外に吐出される。
【１８４２】
　そして、ケーシング２０外に吐出されたガス冷媒は、冷媒回路を循環した後、再度吸入
管２３を通って圧縮機構６０に吸入されて圧縮される。
【１８４３】
　（１２－４）モータ７０の構成
　図１２Ｃは、回転軸に垂直な平面で切断されたモータ７０の断面図である。また、図１
２Ｄは、回転軸に垂直な平面で切断された回転子７１の断面図である。さらに、図１２Ｅ
は、回転子７１の斜視図である。
【１８４４】
　なお、図１２Ｃ～図１２Ｅでは、回転子７１に連結されて外部へと回転力を伝達するた
めのシャフトについては図示を省略している。図１２Ｃ～図１２Ｅにおいて、モータ７０
は、誘導モータである。モータ７０は、回転子７１と固定子７２とを有している。
【１８４５】
　（１２－４－１）固定子７２
　固定子７２は、胴部７２５と複数の歯部７２６とを備えている。胴部７２５は、回転子
７１の外周径よりも大きな内周径を有する略筒状に形成されている。胴部７２５は、厚さ
０．０５ｍｍ以上０．５ｍｍ以下の薄い電磁鋼板を所定の形状に加工して、所定の枚数を
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積層することによって形成される。
【１８４６】
　複数の歯部７２６は、胴部７２５の内周部にその周方向に沿って略均等間隔に位置する
態様で突出している。各歯部７２６は、胴部７２５の内周部から回転軸を中心とする円の
径方向に沿って中心に向かって延び、回転子７１と所定の隙間を空けて対向している。
【１８４７】
　各歯部７２６は、外周側で胴部７２５を介して磁気的に連結されている。各歯部７２６
には、巻線としてコイル７２７が巻かれている（図１２Ｃでは一つのみ図示）。コイル７
２７には、回転子７１を回転させる回転磁界を発生させるための３相交流が流される。コ
イル７２７の巻線方式は特に限定されず、複数の歯部７２６に対して集中巻された形態で
あっても、分布巻された形態であってもよい。
【１８４８】
　これらの回転子７１及び固定子７２は、ケーシング２０に組込まれて回転電機として使
用される。
【１８４９】
　（１２－４－２）回転子７１
　回転子７１は、かご型回転子である。回転子７１は、略円柱状の外観形状に形成され、
その中心軸に沿ってクランクシャフト８０の主軸８２が連結固定される。回転子７１は、
回転子コア７１０と、複数の導体棒７１６と、端絡環７１７とを有している。
【１８５０】
　（１２－４－２－１）回転子コア７１０
　回転子コア７１０は、磁性材料により略円筒状に形成されている。厚さ０．０５ｍｍ以
上０．５ｍｍ以下の薄い電磁鋼板を所定の形状に加工して、図１２Ｅに示すように、所定
の枚数を積層することによって形成される。
【１８５１】
　電磁鋼板としては、高速回転時の回転子の耐久性を向上させるため、引張り強さが４０
０ＭＰａ以上の複数の高張力電磁鋼板が望ましい。図１２Ｄに示すように、回転子コア７
１０は、複数の導体棒形成孔７１８と、軸挿入孔７１９とを有している。
【１８５２】
　１枚の電磁鋼板７１１には、中央に［軸挿入孔７１９と同じ平面形状の孔］が設けられ
、さらに［導体棒形成孔７１８と同じ平面形状の孔］が所定の間隔をあけて設けられてい
る。［導体棒形成孔７１８と同じ平面形状の孔］が所定角度ずれた状態で電磁鋼板７１１
が積層されることによって、導体棒形成孔７１８と、軸挿入孔７１９が形成される。導体
棒形成孔７１８は、回転子コア７１０内に導体棒７１６を成形するための孔である。なお
、図１２Ｅには、一部の導体棒７１６および導体棒形成孔７１８のみを記載している。
【１８５３】
　軸挿入孔７１９は、回転子コア７１０の中心軸に沿ってクランクシャフト８０の主軸８
２（図１２Ｂ参照）を固定するための孔である。
【１８５４】
　（１２－４－２－２）導体棒７１６と端絡環７１７
　導体棒形成孔７１８に充填される導体棒７１６と、回転子コア７１０を両端から挟む端
絡環７１７とは、一体に成形される。例えば、導体としてアルミニウム又はアルミニウム
合金を採用する場合、回転子コア７１０がアルミダイカスト金型にセットされた後、溶融
したアルミニウム又はアルミニウム合金が型内に圧入されることによって、一体的に成形
される。
【１８５５】
　これによって、環状に配置される複数の導体棒７１６と、複数の導体棒７１６を軸方向
の端部で短洛する端絡環７１７とを有する、かご型の回転子７１が実現される。
【１８５６】
　（１２－５）特徴
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　圧縮機１００は、少なくとも１，２－ジフルオロエチレンを含む混合冷媒を圧縮する圧
縮機であって、誘導モータ７０を採用することによって、比較的低コストで高出力化が可
能となる。
【１８５７】
　（１２－６）変形例
　（１２－６－１）第１変形例
　上記実施形態では、導体棒７１６と端絡環７１７とがアルミニウム又はアルミニウム合
金で一体に成形される態様で説明したが、これに限定されるものではない。
【１８５８】
　例えば、導体棒７１６と端絡環７１７とがアルミニウムよりも電気抵抗が低い金属で成
形されてもよい。具体的には、導体棒７１６と端絡環７１７とが銅又は銅合金で成形され
てもよい。
【１８５９】
　第１変形例によれば、誘導モータ７０の導体棒７１６を流れる電流による発熱が抑制さ
れるので、圧縮機１００の高出力化が可能となる。
【１８６０】
　なお、銅および銅合金の場合、導体棒７１６及び端絡環７１７をダイカスト方式で成形
することはできないので、導体棒７１６及び端絡環７１７はロウ付けによって溶接される
。
【１８６１】
　もちろん、導体棒７１６及び端絡環７１７それぞれを異種金属としてもよく、例えば、
導体棒７１６が銅又は銅合金で成形され、端絡環７１７がアルミニウム又はアルミニウム
合金で成形されてもよい。
【１８６２】
　（１２－６－２）第２変形例
　図１２Ｆは、第２変形例に係る圧縮機１００の誘導モータ７０に使用される回転子７１
の斜視図である。図１２Ｆにおいて、回転子７１は、放熱構造としてのヒートシンク７１
７ａを有している。
【１８６３】
　ヒートシンク７１７ａは、端絡環７１７の端面から回転子７１の中心軸方向に突出し、
且つ、回転子７１の半径方向に沿って延びる放熱フィン７１７ａｆを有している。本変形
例では、６つの放熱７１７ａｆが、中心軸周りに中心角６０°間隔で配置されている。
【１８６４】
　圧縮機１００では、回転子７１の回転によってヒートシンク７１７ａが回転するので、
放熱フィン７１７ａｆの放熱性が向上する上に、回転により強制対流が起こり、周辺の温
度上昇が抑制されるので、圧縮機１００の高出力化が可能となる。
【１８６５】
　また、ヒートシンク７１７ａは端絡環７１７に形成されており、ヒートシンク７１７ａ
は端絡環７１７を成形する際に端絡環７１７と一体的に成形することができるので、製造
コストの増加を抑制することができる。
【１８６６】
　（１２－６－３）第３変形例
　図１２Ｇは、第３変形例に係る圧縮機１００が利用される空調機１の冷媒回路図である
。図１２Ｇにおいて、図１２Ａとの違いは、冷媒回路１１が分岐回路１１０を含む冷却構
造を有している点であり、それ以外は、図１２Ａと同じ構成である。
【１８６７】
　分岐回路１１０には、冷媒回路１１から分岐された冷媒が流れる。分岐回路１１０は、
冷媒回路１１の室外熱交換器１７と膨張弁１８との間から、膨張弁１８と室内熱交換器１
３との間まで、の部分に並列に設けられている。分岐回路１１０には、第２膨張弁１１２
、冷却部１１１および第３膨張弁１１３が接続されている。
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【１８６８】
　冷却部１１１は圧縮機１００のケーシング２０の外周面に伝熱板を介して装着され、そ
の装着位置は誘導モータ７０の固定子７２の側方に対応している。冷却部１１１は、冷媒
回路１１を流れる冷媒の冷熱を用いて固定子７２を間接的に冷却するものである。具体的
には、サーペンタイン状に曲げられた状態で前記伝熱板に嵌め込まれた管の一端に第２膨
張弁１１２、他端に第３膨張弁１１３が接続されている。
【１８６９】
　冷房運転時には、冷媒回路１１を流れる冷媒の一部が、室外熱交換器１７と膨張弁１８
との間から分岐回路１１０に分岐され、開度調節された第２膨張弁１１２、冷却部１１１
および開度全開の第３膨張弁１１３の順に流れて、膨張弁１８と室内熱交換器１３との間
に合流する。第２膨張弁１１２の開度は、第２膨張弁１１２で減圧された冷媒が冷却部１
１１で吸熱して蒸発することができるように調節される。
【１８７０】
　また、暖房運転時には、冷媒回路１１を流れる冷媒の一部が、室内熱交換器１３と膨張
弁１８との間から分岐回路１１０に分岐され、開度調節された第３膨張弁１１３、冷却部
１１１および開度全開の第２膨張弁１１２の順に流れて、膨張弁１８と室外熱交換器１７
との間に合流する。第３膨張弁１１３の開度は、第３膨張弁１１３で減圧された冷媒が冷
却部１１１で吸熱して蒸発することができるように調節される。
【１８７１】
　上記の冷却構造によって、冷媒回路１１を流れる冷媒の冷熱によって固定子７２を冷却
することができるので、圧縮機の高出力化が可能となる。
【１８７２】
　（１２－７）第２実施形態に係る圧縮機３００の構成
　第１実施形態では、圧縮機１００としてスクロール圧縮機を説明したが、圧縮機はスク
ロール圧縮機に限定されるものではない。
【１８７３】
　図１２Ｈは、本開示の第２実施形態に係る圧縮機３００の縦断面図である。図１２Ｈに
おいて、圧縮機３００はロータリ圧縮機である。圧縮機３００は、上述した冷媒Ａ～Ｄの
いずれかの冷媒が循環する冷媒回路の一部を構成する。圧縮機３００は、冷媒を圧縮して
、高圧のガス冷媒を排出する。図中の矢印は、冷媒の流れを表している。
【１８７４】
　（１２－７－１）ケーシング２２０
　圧縮機３００は、縦長円筒状のケーシング２２０を有する。ケーシング２２０は、上下
が開口した略円筒状の円筒部材２２１と、円筒部材２２１の上端および下端にそれぞれ設
けられた上蓋２２２ａおよび下蓋２２２ｂとを有する。円筒部材２２１と、上蓋２２ａお
よび下蓋２２ｂとは、気密を保つように溶接により固定されている。
【１８７５】
　ケーシング２２０には、圧縮機構２６０、モータ２７０、クランクシャフト２８０、上
部軸受２６３および下部軸受２９０を含む圧縮機３００の構成機器が収容される。また、
ケーシング２２０の下部には油溜まり空間Ｓｏが形成される。
【１８７６】
　ケーシング２２０の下部には、ガス冷媒を吸入し、圧縮機構２６０にガス冷媒を供給す
る吸入管２２３が、円筒部材２２１の下部を貫通して設けられる。吸入管２２３の一端は
、圧縮機構２６０のシリンダ２３０に接続される。吸入管２２３は、圧縮機構２６０の圧
縮室Ｓｃと連通する。吸入管２２３には、圧縮機３００による圧縮前の、冷凍サイクルに
おける低圧の冷媒が流れる。
【１８７７】
　ケーシング２２０の上蓋２２２ａには、ケーシング２２０外に吐出される冷媒が通過す
る吐出管２２４が設けられる。より具体的には、ケーシング２２０の内部の吐出管２２４
の端部が、モータ２７０の上方に形成された高圧空間Ｓ１に配置される。吐出管２２４に
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は、圧縮機構２６０による圧縮後の、冷凍サイクルにおける高圧の冷媒が流れる。
【１８７８】
　（１２－７－２）モータ２７０
　モータ２７０は、固定子２７２および回転子２７１を有している。モータ２７０は、ロ
ータリ圧縮機である圧縮機３００に使用されているという以外は、基本的に第１実施形態
のモータ７０と同等であり、第１実施形態のモータ７０と同等の性能、作用・効果を発揮
する。したがって、ここでは、モータ２７０の説明を省略する。
【１８７９】
　（１２－７－３）クランクシャフト２８０、上部軸受２６３、下部軸受２９０
　クランクシャフト２８０は、回転子２７１に固定されている。さらに、クランクシャフ
ト２８０は、上部軸受２６３および下部軸受２９０によって、回転軸心Ｒｓを中心として
回転できるように支持されている。クランクシャフト２８０は偏心部２４１を有している
。
【１８８０】
　（１２－７－４）圧縮機構２６０
　圧縮機構２６０は、単一のシリンダ２３０と、当該シリンダ２３０の中に設置された単
一のピストン２４２を有している。シリンダ２３０は、所定の容積を有し、ケーシング２
２０に固定されている。
【１８８１】
　ピストン２４２は、クランクシャフト２８０の偏心部２４１に設置されている。シリン
ダ２３０およびピストン２４２は、圧縮室Ｓｃを規定する。回転子２７１の回転は、偏心
部２４１を介して、ピストン２４２を公転させる。この公転に伴って、圧縮室Ｓｃの容積
が変動することにより、気体冷媒が圧縮される。
【１８８２】
　ここで、「シリンダ容積」とは、いわゆる理論容積を意味し、すなわち、ピストン２４
２が１回転する間に吸入管２２３からシリンダ２３０へ吸入される気体冷媒の体積に相当
する。
【１８８３】
　（１２－７－５）油溜まり空間Ｓｏ
　ケーシング２２０の下部には、油溜まり空間Ｓｏが設けられている。油溜まり空間Ｓｏ
には、圧縮機構２６０を潤滑するための冷凍機油Ｏが溜められる。なお、冷凍機油Ｏは、
「（１－４－１）冷凍機油」の節で説明した冷凍機油を言う。
【１８８４】
　（１２－８）圧縮機３００の動作
　圧縮機３００の動作について説明する。モータ２７０が起動すると、回転子２７１が固
定子２７２に対して回転し、回転子２７１と固定されたクランクシャフト２８０が回転す
る。クランクシャフト２８０が回転すると、クランクシャフト２８０と連結されたピスト
ン２４２がシリンダ２３０に対して公転する。そして、冷凍サイクルにおける低圧のガス
冷媒が、吸入管２２３を通って圧縮室Ｓｃに吸引される。ピストン２４２が公転するのに
従い、吸入管２２３と圧縮室Ｓｃとは連通しなくなり、圧縮室Ｓｃの容積が減少するのに
伴って、圧縮室Ｓｃの圧力が上昇し始める。
【１８８５】
　圧縮室Ｓｃ内の冷媒は、圧縮室Ｓｃの容積が減少するのに伴って圧縮され、最終的に高
圧のガス冷媒となる。高圧のガス冷媒は、吐出口２３２ａから吐出される。その後、高圧
のガス冷媒は、固定子２７２と回転子２７１との間のギャップおよびその他の箇所を通過
して、ケーシング２２０の上方に設置された吐出管２２４から排出される。
【１８８６】
　（１２－９）第２実施形態の特徴
　（１２－９－１）
　圧縮機３００は、少なくとも１，２－ジフルオロエチレンを含む混合冷媒を圧縮する圧



(239) JP WO2019/124409 A1 2019.6.27

10

20

30

40

50

縮機であって、モータ２７０に誘導モータを採用することによって、比較的低コストで高
出力化が可能となる。
【１８８７】
　（１２－９－２）
　空調機１の圧縮機として、ロータリ圧縮機である圧縮機３００を使用する場合は、スク
ロール圧縮機を使用する場合に比べて冷媒充填量を少なくすることができるので、可燃性
冷媒を使用する空調機に適している。
【１８８８】
　（１２－１０）第２実施形態の変形例
　圧縮機３００は、第１実施形態のモータ７０と同等のモータ２７０を採用しているので
、第１実施形態の「（１２－６）変形例」に記載の全てに変形例の適用が可能である。
【１８８９】
　（１２－１１）他の実施形態
　圧縮機の形態としては、モータ７０と同等のモータを使用する限り、スクリュー圧縮機
、或いは、ターボ圧縮機でもよい。
【１８９０】
　（１３）第１３グループの技術の実施形態
　（１３－１）第１実施形態
　図１３Ａは、本開示の第１実施形態に係る空調機１の構成図である。図１３Ａにおいて
、空調機１は、利用ユニット２と熱源ユニット３とによって構成されている。
【１８９１】
　（１３－１－１）空調機１の構成
　空調機１は、圧縮機１００、四路切換弁１６，熱源側熱交換器１７、減圧機構としての
膨張弁１８、及び利用側熱交換器１３が、冷媒配管によって環状に接続された冷媒回路１
１を有している。
【１８９２】
　本実施形態では、冷媒回路１１には、蒸気圧縮式の冷凍サイクルを行うための冷媒が充
填されている。当該冷媒は、１，２－ジフルオロエチレンを含む混合冷媒であり、上述し
た冷媒Ａ～Ｄのいずれかを用いることができる。また、冷媒回路１１には、当該混合冷媒
と共に、冷凍機油が充填されている。
【１８９３】
　（１３－１－１－１）利用ユニット２
　冷媒回路１１のうち、利用側熱交換器１３は利用ユニット２に属している。また、利用
ユニット２には、利用側ファン１４が搭載されている。利用側ファン１４は、利用側熱交
換器１３への空気の流れを生成する。
【１８９４】
　利用ユニット２側には、利用側通信器３５、及び利用側マイクロコンピュータ４１が搭
載されている。利用側通信器３５は利用側マイクロコンピュータ４１に接続されている。
【１８９５】
　利用側通信器３５は、利用ユニット２が熱源ユニット３と通信を行う際に使用される。
利用側マイクロコンピュータ４１は、空調機１が運転していない待機中も、制御用電圧の
供給を受けているので、利用側マイクロコンピュータ４１は常に起動している。
【１８９６】
　（１３－１－１－２）熱源ユニット３
　冷媒回路１１のうちの圧縮機１００、四路切換弁１６，熱源側熱交換器１７、及び膨張
弁１８は熱源ユニット３に属している。また、熱源ユニット３には、熱源側ファン１９が
搭載されている。熱源側ファン１９は、熱源側熱交換器１７への空気の流れを生成する。
【１８９７】
　また、熱源ユニット３側には、電力変換装置３０、熱源側通信器３６、及び熱源側マイ
クロコンピュータ４２が搭載されている。電力変換装置３０、および熱源側通信器３６は
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ともに熱源側マイクロコンピュータ４２に接続されている。
【１８９８】
　電力変換装置３０は、圧縮機１００のモータ７０を駆動するための回路である。熱源側
通信器３６は、熱源ユニット３が利用ユニット２と通信を行う際に使用される。熱源側マ
イクロコンピュータ４２は電力変換装置３０を介して圧縮機１００のモータ７０を制御し
、さらに熱源ユニット３の他の機器（例えば、熱源側ファン１９）の制御も行う。
【１８９９】
　図１３Ｂは、電力変換装置３０の回路ブロック図である。図１３Ｂにおいて、圧縮機１
００のモータ７０は、３相のブラシレスＤＣモータであって、固定子７２と、回転子７１
とを備えている。固定子７２は、スター結線されたＵ相、Ｖ相及びＷ相の各相巻線Ｌｕ，
Ｌｖ，Ｌｗを含む。各相巻線Ｌｕ，Ｌｖ，Ｌｗの一方端は、それぞれインバータ２５から
延びるＵ相、Ｖ相及びＷ相の各配線の各相巻線端子ＴＵ，ＴＶ，ＴＷに接続されている。
各相巻線Ｌｕ，Ｌｖ，Ｌｗの他方端は、互いに端子ＴＮとして接続されている。これら各
相巻線Ｌｕ，Ｌｖ，Ｌｗは、回転子７１が回転することによりその回転速度と回転子７１
の位置に応じた誘起電圧を発生させる。
【１９００】
　回転子７１は、Ｎ極及びＳ極からなる複数極の永久磁石を含み、固定子７２に対し回転
軸を中心として回転する。
【１９０１】
　（１３－１－２）電力変換装置３０の構成
　電力変換装置３０は、図１３Ａに示すように、熱源ユニット３側に搭載されている。電
力変換装置３０は、図１３Ｂに示すように、電源回路２０、インバータ２５と、ゲート駆
動回路２６と、熱源側マイクロコンピュータ４２とで構成されている。電源回路２０は、
整流回路２１と、コンデンサ２２とで構成されている。
【１９０２】
　（１３－１－２－１）整流回路２１
　整流回路２１は、４つのダイオードＤ１ａ，Ｄ１ｂ，Ｄ２ａ，Ｄ２ｂによってブリッジ
状に構成されている。具体的には、ダイオードＤ１ａとＤ１ｂ、Ｄ２ａとＤ２ｂは、それ
ぞれ互いに直列に接続されている。ダイオードＤ１ａ，Ｄ２ａの各カソード端子は、共に
コンデンサ２２のプラス側端子に接続されており、整流回路２１の正側出力端子として機
能する。ダイオードＤ１ｂ，Ｄ２ｂの各アノード端子は、共にコンデンサ２２のマイナス
側端子に接続されており、整流回路２１の負側出力端子として機能する。
【１９０３】
　ダイオードＤ１ａ及びダイオードＤ１ｂの接続点は、交流電源９０の一方の極に接続さ
れている。ダイオードＤ２ａ及びダイオードＤ２ｂの接続点は、交流電源９０の他方の極
に接続されている。整流回路２１は、交流電源９０から出力される交流電圧を整流して直
流電圧を生成し、これをコンデンサ２２へ供給する。
【１９０４】
　（１３－１－２－２）コンデンサ２２
　コンデンサ２２は、一端が整流回路２１の正側出力端子に接続され、他端が整流回路２
１の負側出力端子に接続されている。コンデンサ２２は、整流回路２１によって整流され
た電圧を平滑する程の大きな静電容量を有しない、小容量のコンデンサである。以下、説
明の便宜上、コンデンサ２２の端子間電圧をＤＣバス電圧Ｖｄｃという。
【１９０５】
　ＤＣバス電圧Ｖｄｃは、コンデンサ２２の出力側に接続されるインバータ２５へ印加さ
れる。言い換えると、整流回路２１及びコンデンサ２２は、インバータ２５に対する電源
回路２０を構成している。
【１９０６】
　そして、コンデンサ２２は、インバータ２５のスイッチングによって生じる電圧変動を
平滑する。なお、本実施形態においては、コンデンサ２２としてフィルムコンデンサが採
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用される。
【１９０７】
　（１３－１－２－３）電圧検出器２３
　電圧検出器２３は、コンデンサ２２の出力側に接続されており、コンデンサ２２の両端
電圧、即ちＤＣバス電圧Ｖｄｃの値を検出するためのものである。電圧検出器２３は、例
えば、互いに直列に接続された２つの抵抗がコンデンサ２２に並列接続され、ＤＣバス電
圧Ｖｄｃが分圧されるように構成される。それら２つの抵抗同士の接続点の電圧値は、熱
源側マイクロコンピュータ４２に入力される。
【１９０８】
　（１３－１－２－４）電流検出器２４
　電流検出器２４は、コンデンサ２２及びインバータ２５の間であって、かつコンデンサ
２２の負側出力端子側に接続されている。電流検出器２４は、モータ７０の起動後、モー
タ７０に流れるモータ電流を三相分の電流の合計値として検出する。
【１９０９】
　電流検出器２４は、例えば、シャント抵抗及び該抵抗の両端の電圧を増幅させるオペア
ンプを用いた増幅回路で構成されてもよい。電流検出器２４によって検出されたモータ電
流は、熱源側マイクロコンピュータ４２に入力される。
【１９１０】
　（１３－１－２－５）インバータ２５
　インバータ２５は、モータ７０のＵ相、Ｖ相及びＷ相の各相巻線Ｌｕ，Ｌｖ，Ｌｗそれ
ぞれに対応する３つの上下アームが互いに並列に、且つコンデンサ２２の出力側に接続さ
れている。
【１９１１】
　図１３Ｂにおいて、インバータ２５は、複数のＩＧＢＴ（絶縁ゲート型バイポーラトラ
ンジスタ、以下、単にトランジスタという）Ｑ３ａ，Ｑ３ｂ，Ｑ４ａ，Ｑ４ｂ，Ｑ５ａ，
Ｑ５ｂ及び複数の還流用のダイオードＤ３ａ，Ｄ３ｂ，Ｄ４ａ，Ｄ４ｂ，Ｄ５ａ，Ｄ５ｂ
を含む。
【１９１２】
　トランジスタＱ３ａとＱ３ｂ、Ｑ４ａとＱ４ｂ、Ｑ５ａとＱ５ｂは、それぞれ互いに直
列に接続されることによって各上下アームを構成しており、それによって形成された接続
点ＮＵ，ＮＶ，ＮＷそれぞれから対応する相の各相巻線Ｌｕ，Ｌｖ，Ｌｗに向かって出力
線が延びている。
【１９１３】
　各ダイオードＤ３ａ～Ｄ５ｂは、各トランジスタＱ３ａ～Ｑ５ｂに、トランジスタのコ
レクタ端子とダイオードのカソード端子が、また、トランジスタのエミッタ端子とダイオ
ードのアノード端子が接続されるよう、並列接続されている。このそれぞれ並列接続され
たトランジスタとダイオードにより、スイッチング素子が構成される。
【１９１４】
　インバータ２５は、コンデンサ２２からのＤＣバス電圧Ｖｄｃが印加され、かつゲート
駆動回路２６により指示されたタイミングで各トランジスタＱ３ａ～Ｑ５ｂがオン及びオ
フを行うことによって、モータ７０を駆動する駆動電圧ＳＵ，ＳＶ，ＳＷを生成する。こ
の駆動電圧ＳＵ，ＳＶ，ＳＷは、各トランジスタＱ３ａとＱ３ｂ、Ｑ４ａとＱ４ｂ、Ｑ５
ａとＱ５ｂの各接続点ＮＵ，ＮＶ，ＮＷからモータ７０の各相巻線Ｌｕ，Ｌｖ，Ｌｗに出
力される。
【１９１５】
　（１３－１－２－６）ゲート駆動回路２６
　ゲート駆動回路２６は、熱源側マイクロコンピュータ４２からの指令電圧に基づき、イ
ンバータ２５の各トランジスタＱ３ａ～Ｑ５ｂのオン及びオフの状態を変化させる。具体
的には、ゲート駆動回路２６は、熱源側マイクロコンピュータ４２によって決定されたデ
ューティを有するパルス状の駆動電圧ＳＵ，ＳＶ，ＳＷがインバータ２５からモータ７０
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に出力されるように、各トランジスタＱ３ａ～Ｑ５ｂのゲートに印加するゲート制御電圧
Ｇｕ，Ｇｘ，Ｇｖ，Ｇｙ，Ｇｗ，Ｇｚを生成する。生成されたゲート制御電圧Ｇｕ，Ｇｘ
，Ｇｖ，Ｇｙ，Ｇｗ，Ｇｚは、それぞれのトランジスタＱ３ａ～Ｑ５ｂのゲート端子に印
加される。
【１９１６】
　（１３－１－２－７）熱源側マイクロコンピュータ４２
　熱源側マイクロコンピュータ４２は、電圧検出器２３、電流検出器２４、及びゲート駆
動回路２６と接続されている。本実施形態では、熱源側マイクロコンピュータ４２は、モ
ータ７０をロータ位置センサレス方式にて駆動させている。なお、ロータ位置センサレス
方式に限定されるものではないので、センサ方式で行なってもよい。
【１９１７】
　ロータ位置センサレス方式とは、モータ７０の特性を示す各種パラメータ、モータ７０
起動後の電圧検出器２３の検出結果、電流検出器２４の検出結果、及びモータ７０の制御
に関する所定の数式モデル等を用いて、ロータ位置及び回転数の推定、回転数に対するＰ
Ｉ制御、モータ電流に対するＰＩ制御等を行い駆動する方式である。モータ７０の特性を
示す各種パラメータとしては、使用されるモータ７０の巻線抵抗、インダクタンス成分、
誘起電圧、極数などが挙げられる。なお、ロータ位置センサレス制御については多くの特
許文献が存在するので、詳細はそれらを参照されたい（例えば、特開２０１３－１７２８
９号公報）。
【１９１８】
　（１３－１－３）第１実施形態の特徴
　（１３－１－３－１）
　少なくとも１，２－ジフルオロエチレンを含む混合冷媒を用いた空調機１において、必
要に応じ、電力変換装置３０を介してモータ７０の回転数を変更することができる。言い
換えると、空調負荷に応じて圧縮機１００のモータ回転数を変更することができるので、
高い通年エネルギー消費効率［Annual Performance Factor (APF)］を実現することがで
きる。
【１９１９】
　（１３－１－３－２）
　また、整流回路２１の出力側に電解コンデンサを要しないので、回路の大型化、高コス
ト化が抑制される。
【１９２０】
　（１３－１－４）第１実施形態の変形例
　図１３Ｃは、第１実施形態の変形例における電力変換装置１３０の回路ブロック図であ
る。図１３Ｃにおいて、本変形例と上記第１実施形態との相違点は、単相交流電源９０に
替えて三相交流電源１９０に対応することができるように、単相用の整流回路２１に替え
て三相用の整流回路１２１を採用している点である。
【１９２１】
　整流回路１２１は、６つのダイオードＤ０ａ，Ｄ０ｂ，Ｄ１ａ，Ｄ１ｂ，Ｄ２ａ，Ｄ２
ｂによってブリッジ状に構成されている。具体的には、ダイオードＤ０ａとＤ０ｂ、ダイ
オードＤ１ａとＤ１ｂ、Ｄ２ａとＤ２ｂは、それぞれ互いに直列に接続されている。
【１９２２】
　ダイオードＤ０ａ，Ｄ１ａ，Ｄ２ａの各カソード端子は、共にコンデンサ２２のプラス
側端子に接続されており、整流回路１２１の正側出力端子として機能する。ダイオードＤ
０ｂ，Ｄ１ｂ，Ｄ２ｂの各アノード端子は、共にコンデンサ２２のマイナス側端子に接続
されており、整流回路１２１の負側出力端子として機能する。
【１９２３】
　ダイオードＤ０ａ及びダイオードＤ０ｂの接続点は、交流電源１９０のＲ相の出力側に
接続されている。ダイオードＤ１ａ及びダイオードＤ１ｂの接続点は、交流電源１９０の
Ｓ相の出力側に接続されている。ダイオードＤ２ａ及びダイオードＤ２ｂの接続点は、交
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流電源１９０のＴ相の出力側に接続されている。整流回路１２１は、交流電源１９０から
出力される交流電圧を整流して直流電圧を生成し、これをコンデンサ２２へ供給する。
【１９２４】
　なお、他の構成については、上記実施形態と同様であるので説明を省略する。
【１９２５】
　（１３－１－５）第１実施形態の変形例の特徴
　（１３－１－５－１）
　少なくとも１，２－ジフルオロエチレンを含む混合冷媒を用いた空調機１において、必
要に応じ、電力変換装置１３０を介してモータ７０の回転数を変更することができる。言
い換えると、空調負荷に応じて圧縮機１００のモータ回転数を変更することができるので
、高い通年エネルギー消費効率［Annual Performance Factor (APF)］を実現することが
できる。
【１９２６】
　（１３－１－５－２）
　また、整流回路１２１の出力側に電解コンデンサを要しないので、回路の大型化、高コ
スト化が抑制される。
【１９２７】
　（１３－２）第２実施形態
　図１３Ｄは、本開示の第２実施形態に係る空調機に搭載される電力変換装置３０Ｂの回
路ブロック図である。
【１９２８】
　（１３－２－１）電力変換装置３０Ｂの構成
　図１３Ｄにおいて、電力変換装置３０Ｂは、インダイレクトマトリックスコンバータで
ある。図１３Ｂの第１実施形態の電力変換装置３０との相違点は、整流回路２１に替えて
コンバータ２７を採用し、ゲート駆動回路２８と、リアクタ３３を新たに追加している点
であり、これら以外は、第１実施形態と同様である。
【１９２９】
　ここでは、コンバータ２７、ゲート駆動回路２８と、リアクタ３３について説明し、他
の構成については記載を省略する。
【１９３０】
　（１３－２－１－１）コンバータ２７
　図１３Ｄにおいて、コンバータ２７は、複数のＩＧＢＴ（絶縁ゲート型バイポーラトラ
ンジスタ、以下、単にトランジスタという）Ｑ１ａ，Ｑ１ｂ，Ｑ２ａ，Ｑ２ｂ及び複数の
ダイオードＤ１ａ，Ｄ１ｂ，Ｄ２ａ，Ｄ２ｂを含んでいる。
【１９３１】
　トランジスタＱ１ａとＱ１ｂは互いに直列に接続されることによって上下アームを構成
しており、それによって形成された接続点は交流電源９０の一方の極に接続されている。
トランジスタＱ２ａとＱ２ｂは互いに直列に接続されることによって上下アームを構成し
ており、それによって形成された接続点は交流電源９０の他方の極に接続されている。
【１９３２】
　各ダイオードＤ１ａ～Ｄ２ｂは、各トランジスタＱ１ａ～Ｑ２ｂに、トランジスタのコ
レクタ端子とダイオードのカソード端子が、また、トランジスタのエミッタ端子とダイオ
ードのアノード端子が接続されるよう、並列接続されている。このそれぞれ並列接続され
たトランジスタとダイオードにより、スイッチング素子が構成される。
【１９３３】
　コンバータ２７は、ゲート駆動回路２８により指示されたタイミングで各トランジスタ
Ｑ１ａ～Ｑ２ｂがオン及びオフを行う。
【１９３４】
　（１３－２－１－２）ゲート駆動回路２８
　ゲート駆動回路２８は、熱源側マイクロコンピュータ４２からの指令電圧に基づき、コ
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ンバータ２７の各トランジスタＱ１ａ～Ｑ２ｂのオン及びオフの状態を変化させる。具体
的には、ゲート駆動回路２８は、交流電源９０から熱源側に流れる電流を所定の値に制御
するよう熱源側マイクロコンピュータ４２によって決定されたデューティを有するパルス
状のゲート制御電圧Ｐｑ，Ｐｒ，Ｐｓ，Ｐｔを生成する。生成されたゲート制御電圧Ｐｑ
，Ｐｒ，Ｐｓ，Ｐｔは、それぞれのトランジスタＱ１ａ～Ｑ２ｂのゲート端子に印加され
る。
【１９３５】
　（１３－２－１－３）リアクタ３３
　リアクタ３３は、交流電源９０とコンバータ２７との間に交流電源９０と直列に接続さ
れている。具体的には、その一端が交流電源９０の１つの極に接続され、他端がコンバー
タ２７の１つの入力端に接続されている。
【１９３６】
　（１３－２－２）動作
　熱源側マイクロコンピュータ４２は、コンバータ２７の上下アームのトランジスタＱ１
ａ，Ｑ１ｂまたはトランジスタＱ２ａ，Ｑ２ｂをオン・オフすることで、所定時間だけ短
絡・開放させ、例えば電流を略正弦波状に制御することによって、電源入力力率の改善や
高調波成分の抑制を行う。
【１９３７】
　また、熱源側マイクロコンピュータ４２は、インバータ２５を制御するゲート制御電圧
のデューティ比に基づいて短絡期間を制御するような、コンバータとインバータの協調制
御を行う。
【１９３８】
　（１３－２－３）第２実施形態の特徴
　空調機１は、高効率な上に、コンバータ２７の出力側に電解コンデンサを要しないので
回路の大型化、高コスト化が抑制される。
【１９３９】
　（１３－２－４）第２実施形態の変形例における電力変換装置１３０Ｂの構成
　図１３Ｅは、第２実施形態の変形例における電力変換装置１３０Ｂの回路ブロック図で
ある。図１３Ｅにおいて、本変形例と上記第２実施形態との相違点は、単相交流電源９０
に替えて三相交流電源１９０に対応することができるように、単相用のコンバータ２７に
替えて三相用のコンバータ１２７を採用している点である。また、単相用のコンバータ２
７から三相用のコンバータ１２７への変更に伴い、ゲート駆動回路２８に替えてゲート駆
動回路１２８を採用している点である。さらに、各相の出力側とコンバータ１２７との間
にリアクタ３３が接続されている。なお、リアクタ３３の入力側端子間にコンデンサを接
続しているが、外すことも可能である。
【１９４０】
　（１３－２－４－１）コンバータ１２７
　コンバータ１２７は、複数のＩＧＢＴ（絶縁ゲート型バイポーラトランジスタ、以下、
単にトランジスタという）Ｑ０ａ，Ｑ０ｂ，Ｑ１ａ，Ｑ１ｂ，Ｑ２ａ，Ｑ２ｂ及び複数の
ダイオードＤ０ａ，Ｄ０ｂ，Ｄ１ａ，Ｄ１ｂ，Ｄ２ａ，Ｄ２ｂを含んでいる。
【１９４１】
　トランジスタＱ０ａとＱ０ｂは互いに直列に接続されることによって上下アームを構成
しており、それによって形成された接続点は交流電源１９０のＲ相の出力側に接続されて
いる。トランジスタＱ１ａとＱ１ｂは互いに直列に接続されることによって上下アームを
構成しており、それによって形成された接続点は交流電源１９０のＳ相の出力側に接続さ
れている。トランジスタＱ２ａとＱ２ｂは互いに直列に接続されることによって上下アー
ムを構成しており、それによって形成された接続点は交流電源１９０のＴ相の出力側に接
続されている。
【１９４２】
　各ダイオードＤ０ａ～Ｄ２ｂは、各トランジスタＱ０ａ～Ｑ２ｂに、トランジスタのコ
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レクタ端子とダイオードのカソード端子が、また、トランジスタのエミッタ端子とダイオ
ードのアノード端子が接続されるよう、並列接続されている。このそれぞれ並列接続され
たトランジスタとダイオードにより、スイッチング素子が構成される。
【１９４３】
　コンバータ１２７は、ゲート駆動回路１２８により指示されたタイミングで各トランジ
スタＱ１ａ～Ｑ２ｂがオン及びオフを行う。
【１９４４】
　（１３－２－４－２）ゲート駆動回路１２８
　ゲート駆動回路１２８は、熱源側マイクロコンピュータ４２からの指令電圧に基づき、
コンバータ１２７の各トランジスタＱ０ａ～Ｑ２ｂのオン及びオフの状態を変化させる。
具体的には、ゲート駆動回路１２８は、交流電源１９０から熱源側に流れる電流を所定の
値に制御するよう熱源側マイクロコンピュータ４２によって決定されたデューティを有す
るパルス状のゲート制御電圧Ｐｏ，Ｐｐ，Ｐｑ，Ｐｒ，Ｐｓ，Ｐｔを生成する。生成され
たゲート制御電圧Ｐｏ，Ｐｐ，Ｐｑ，Ｐｒ，Ｐｓ，Ｐｔは、それぞれのトランジスタＱ０
ａ～Ｑ２ｂのゲート端子に印加される。
【１９４５】
　（１３－２－５）第２実施形態の変形例の特徴
　空調機１は、高効率な上に、コンバータ１２７の出力側に電解コンデンサを要しないの
で回路の大型化、高コスト化が抑制される。
【１９４６】
　（１３－３）第３実施形態
　図１３Ｆは、本開示の第３実施形態に係る空調機に搭載される電力変換装置３０Ｃの回
路ブロック図である。
【１９４７】
　（１３－３－１）第３実施形態における電力変換装置３０Ｃの構成
　図１３Ｆにおいて、電力変換装置３０Ｃは、マトリックスコンバータ２９である。
【１９４８】
　（１３－３－１－１）マトリックスコンバータ２９の構成
　マトリックスコンバータ２９は、交流電源９０からの入力の一端には双方向スイッチＳ
１ａ，Ｓ２ａ，Ｓ３ａを接続し、他方の一端には双方向スイッチＳ１ｂ，Ｓ２ｂ，Ｓ３ｂ
を接続することによって構成されている。
【１９４９】
　直列に接続された双方向スイッチＳ１ａと双方向スイッチＳ１ｂの中間端には、モータ
７０の３相巻線のうちのＵ相巻線Ｌｕの一端が接続されている。また、直列に接続された
双方向スイッチＳ２ａと双方向スイッチＳ２ｂの中間端には、モータ７０の３相巻線のう
ちのＶ相巻線Ｌｖの一端が接続されている。また、直列に接続された双方向スイッチＳ３
ａと双方向スイッチＳ３ｂの中間端には、モータ７０の３相巻線のうちのＷ相巻線Ｌｗの
一端が接続されている。
【１９５０】
　交流電源９０から入力された交流電力は、双方向スイッチＳ１ａ～Ｓ３ｂでスイッチン
グされることにより、所定の周波数の交流に変換され、モータ７０を駆動することができ
る。
【１９５１】
　（１３－３－１－２）双方向スイッチの構成
　図１３Ｇは、双方向スイッチを概念的に示す回路図である。図１３Ｇにおいて、トラン
ジスタＱ６１，Ｑ６２と、ダイオードＤ６１，Ｄ６２と、端子Ｔａ，Ｔｂを有している。
トランジスタＱ６１，Ｑ６２は、絶縁ゲート型バイポーラトランジスタ（ＩＧＢＴ：Insu
lated Gate Bipolar Transistor）である。
【１９５２】
　トランジスタＱ６１は、エミッタＥが端子Ｔａに接続され、コレクタＣがダイオードＤ
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６１を介して端子Ｔｂに接続されている。このコレクタＣには、ダイオードＤ６１のカソ
ードが接続される。
【１９５３】
　トランジスタＱ６２は、エミッタＥが端子Ｔｂに接続され、コレクタＣがダイオードＤ
６２を介して端子Ｔａに接続されている。このコレクタＣには、ダイオードＤ６２のカソ
ードが接続される。端子Ｔａは入力側に接続され、端子Ｔｂは出力側に接続される。
【１９５４】
　トランジスタＱ６１をオンに、トランジスタＱ６２をオフにすることによって、端子Ｔ
ｂから端子ＴａへとダイオードＤ６１およびトランジスタＱ６１をこの順に介して電流を
流すことができる。このとき、端子Ｔａから端子Ｔｂへの電流の流れ（逆流）は、ダイオ
ードＤ６１によって阻止される。
【１９５５】
　他方、トランジスタＱ６１をオフに、トランジスタＱ６２をオンにすることで、端子Ｔ
ａから端子ＴｂへとダイオードＤ６２およびトランジスタＱ６２をこの順に介して電流を
流すことができる。このとき、端子Ｔｂから端子Ｔａへの電流の流れ（逆流）は、ダイオ
ードＤ６２によって阻止される。
【１９５６】
　（１３－３－２）動作
　図１３Ｈは、マトリックスコンバータ２９の電流方向の一例を示した回路図である。交
流電源９０からマトリックスコンバータ２９を通じ、モータ７０へと流れる電流の経路の
一例を示している。交流電源９０の一つの極から双方向スイッチＳ１ａを通して、モータ
７０の３相巻線の一つであるＵ相巻線ＬｕからＷ相巻線Ｌｗを経て、双方向スイッチＳ３
ｂを通り、交流電源９０の他の極へと電流は流れる。これによって、モータ７０へ電力が
供給されモータ７０が駆動される。
【１９５７】
　図１３Ｉは、マトリックスコンバータ２９の別の電流方向の一例を示した回路図である
。図１３Ｉにおいて、交流電源９０の一つの極から双方向スイッチＳ３ａを通して、モー
タ７０の３相巻線の一つであるＷ相巻線ＬｗからＵ相巻線Ｌｕを経て、双方向スイッチＳ
１ｂを通り、交流電源９０の他の極へと電流は流れる。これによって、モータ７０へ電力
が供給されモータ７０が駆動される。
【１９５８】
　（１３－３－３）第３実施形態の特徴
　空調機１は、高効率な上に、マトリックスコンバータ２９の出力側に電解コンデンサを
要しないので回路の大型化、高コスト化が抑制される。
【１９５９】
　（１３－３－４）第３実施形態の変形例における電力変換装置１３０Ｃの構成
　図１３Ｊは、第３実施形態の変形例における電力変換装置１３０Ｃの回路ブロック図で
ある。図１３Ｊにおいて、本変形例と上記第３実施形態との相違点は、単相交流電源９０
に替えて三相交流電源１９０に対応することができるように、単相用のマトリックスコン
バータ２９に替えて三相用のマトリックスコンバータ１２９を採用している点である。
【１９６０】
　（１３－３－４－１）マトリックスコンバータ１２９の構成
　また、単相用のマトリックスコンバータ２９から三相用のマトリックスコンバータ１２
９への変更に伴い、ゲート駆動回路３１に替えてゲート駆動回路１３１を採用している点
も相違点である。さらに、各相の出力側とマトリックスコンバータ１２９との間にリアク
タＬ１，Ｌ２，Ｌ３が接続されている。
【１９６１】
　双方向スイッチＳ１ａ～Ｓ３ｃで変換して得られた所定の３相交流電圧は、各相巻線端
子ＴＵ，ＴＶ，ＴＷを介して、モータ７０に供給される。各リアクタＬ１，Ｌ２，Ｌ３は
、各入力端子に接続されている。各コンデンサＣ１，Ｃ２，Ｃ３は、それぞれの一端が互
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いに接続され、それぞれの他端が出力端子に接続されている。
【１９６２】
　電力変換装置１３０Ｃでは、リアクタＬ１，Ｌ２，Ｌ３を、マトリックスコンバータ１
２９を介して短絡させることによって、３相交流電源１９０から供給されるエネルギーを
リアクタＬ１，Ｌ２，Ｌ３に蓄積することができ、コンデンサＣ１，Ｃ２，Ｃ３の両端電
圧を昇圧することができる。よって、電圧利用率を１以上にすることができる。
【１９６３】
　このとき、マトリックスコンバータ１２９の入力端子には電圧型の３相交流電圧Ｖｒ，
Ｖｓ，Ｖｔが入力され、出力端子からは電流型の３相交流電圧Ｖｕ，Ｖｖ，Ｖｗが出力さ
れる。
【１９６４】
　また、コンデンサＣ１，Ｃ２，Ｃ３それぞれが、リアクタＬ１，Ｌ２，Ｌ３とでＬＣフ
ィルタを構成するので、出力端子に出力される電圧に含まれる高周波成分を低減すること
ができ、モータ７０に生じるトルクの脈動成分や、騒音を低減することができる。
【１９６５】
　さらに、整流回路とインバータとを用いたＡＣ－ＡＣ変換回路に比べ、スイッチング素
子数は少なくて良く、電力変換装置１３０Ｃで生じる損失が低減できる。
【１９６６】
　（１３－３－４－２）クランプ回路１３３の構成
　また、電力変換装置３０では、入力端子と出力端子との間にクランプ回路１３３が接続
されているので、双方向スイッチＳ１ａ～Ｓ３ｂのスイッチングによってマトリックスコ
ンバータ１２９の入力端子と出力端子との間に生じるサージ電圧を、クランプ回路１３３
内のコンデンサ（図１３Ｉ参照）で吸収することができる。
【１９６７】
　図１３Ｋは、クランプ回路１３３の回路図である。図１３Ｉにおいて、クランプ回路１
３３は、ダイオードＤ３１ａ～Ｄ３６ｂと、コンデンサＣ２１と、端子１３５～１４０と
を有する。
【１９６８】
　端子１３５には、ダイオードＤ３１ａのアノードと、ダイオードＤ３１ｂのカソードが
接続されている。端子１３６には、ダイオードＤ３２ａのアノードと、ダイオードＤ３２
ｂのカソードが接続されている。端子１３７には、ダイオードＤ３３ａのアノードと、ダ
イオードＤ３３ｂのカソードが接続されている。
【１９６９】
　各ダイオードＤ３１ａ，Ｄ３２ａ，Ｄ３３ａのカソードは、コンデンサＣ３７の一端に
接続され、各ダイオードＤ３１ｂ，Ｄ３２ｂ，Ｄ３３ｂのアノードは、コンデンサＣ３７
の他端に接続されている。
【１９７０】
　端子１３８には、ダイオードＤ３４ａのアノードと、ダイオードＤ３４ｂのカソードが
接続されている。端子１３９には、ダイオードＤ３５ａのアノードと、ダイオードＤ３５
ｂのカソードが接続されている。端子１４０には、ダイオードＤ３６ａのアノードと、ダ
イオードＤ３６ｂのカソードが接続されている。
【１９７１】
　各ダイオードＤ３４ａ，Ｄ３５ａ，Ｄ３６ａのカソードは、コンデンサＣ３７の一端に
接続され、各ダイオードＤ３４ｂ，Ｄ３５ｂ，Ｄ３６ｂのアノードは、コンデンサＣ３７
の他端に接続されている。
【１９７２】
　各端子１３５，１３６，１３７はマトリックスコンバータ１２９の入力側に接続され、
端子１３８，１３９，１４０はマトリックスコンバータ１２９の出力側に接続される。ク
ランプ回路１３３によって、入力端子と出力端子との間にクランプ回路１３３が接続され
ているので、双方向スイッチＳ１ａ～Ｓ３ｂのスイッチングによってマトリックスコンバ
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ータ１２９の入力端子と出力端子との間に生じるサージ電圧をクランプ回路１３３内のコ
ンデンサＣ３７で吸収することができる。
【１９７３】
　上記の通り、電力変換装置１３０Ｃは電源電圧よりも大きい電圧をモータ７０に供給す
ることができるので、電力変換装置１３０Ｃおよびモータ７０に流れる電流が小さくても
、所定のモータ出力を得ることができ、換言すれば、電流が小さくて良いので、電力変換
装置１３０Ｃおよびモータ７０で生じる損失を低減できる。
【１９７４】
　（１３－３－５）第３実施形態の変形例の特徴
　空調機１は、高効率な上に、マトリックスコンバータ１２９の出力側に電解コンデンサ
を要しないので回路の大型化、高コスト化が抑制される。
【１９７５】
　（１３－４）その他
　（１３－４－１）
　空調機１の圧縮機１００は、スクロール圧縮機、ロータリー圧縮機、ターボ圧縮機、お
よびスクリュー圧縮機のいずれかが採用される。
【１９７６】
　（１３－４－２）
　圧縮機１００のモータ７０は、永久磁石を含む回転子７１を有する永久磁石同期モータ
である。
【１９７７】
　（１４）第１４グループの技術の実施形態
　（１４－１）
　図１４Ａは、本開示の一実施形態に係る空調機１の構成図である。図１４Ａにおいて、
空調機１は、利用ユニット２と熱源ユニット３とによって構成されている。
【１９７８】
　（１４－１－１）空調機１の構成
　空調機１は、圧縮機１００、四路切換弁１６，熱源側熱交換器１７、減圧機構としての
膨張弁１８、及び利用側熱交換器１３が、冷媒配管によって環状に接続された冷媒回路１
１を有している。
【１９７９】
　本実施形態では、冷媒回路１１には、蒸気圧縮式の冷凍サイクルを行うための冷媒が充
填されている。当該冷媒は、１，２－ジフルオロエチレンを含む混合冷媒であり、上述し
た冷媒Ａ～Ｄのいずれかを用いることができる。また、冷媒回路１１には、当該混合冷媒
と共に、冷凍機油が充填されている。
【１９８０】
　（１４－１－１－１）利用ユニット２
　冷媒回路１１のうち、利用側熱交換器１３は利用ユニット２に属している。また、利用
ユニット２には、利用側ファン１４が搭載されている。利用側ファン１４は、利用側熱交
換器１３への空気の流れを生成する。
【１９８１】
　利用ユニット２側には、利用側通信器３５、及び利用側マイクロコンピュータ４１が搭
載されている。利用側通信器３５は利用側マイクロコンピュータ４１に接続されている。
【１９８２】
　利用側通信器３５は、利用ユニット２が熱源ユニット３と通信を行う際に使用される。
利用側マイクロコンピュータ４１は、空調機１が運転していない待機中も、制御用電圧の
供給を受けているので、利用側マイクロコンピュータ４１は常に起動している。
【１９８３】
　（１４－１－１－２）熱源ユニット３
　冷媒回路１１のうちの圧縮機１００、四路切換弁１６，熱源側熱交換器１７、及び膨張
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弁１８は熱源ユニット３に属している。また、熱源ユニット３には、熱源側ファン１９が
搭載されている。熱源側ファン１９は、熱源側熱交換器１７への空気の流れを生成する。
【１９８４】
　また、熱源ユニット３側には、接続部３０、熱源側通信器３６、及び熱源側マイクロコ
ンピュータ４２が搭載されている。接続部３０および熱源側通信器３６はともに熱源側マ
イクロコンピュータ４２に接続されている。
【１９８５】
　（１４－１－２）接続部３０の構成
　図１４Ｂは、圧縮機１００のモータ７０の運転回路図である。図１４Ｂにおいて、接続
部３０は、交流電源９０から圧縮機１００のモータ７０へと周波数変換をさせずに電力を
供給させる回路である。
【１９８６】
　モータ７０は、誘導モータであって、かご型の回転子７１と、主巻線７２７および補助
巻線７２８を有する固定子７２とを含んでいる。かご型の回転子７１は、固定子７２で発
生する回転磁界に追従して回転する。
【１９８７】
　圧縮機１００は、Ｍ端子、Ｓ端子およびＣ端子を有している。Ｍ端子とＣ端子との間は
、主巻線７２７によって繋がっている。Ｓ端子とＭ端子との間は、補助巻線７２８とによ
って繋がっている。
【１９８８】
　交流電源９０と圧縮機１００とは、圧縮機１００に交流電圧を供給する電源ライン９０
１，９０２とによって繋がっている。電源ライン９０１は、サーモスタット２６を介して
Ｃ端子に接続されている。
【１９８９】
　サーモスタット２６は、空調機１が据え付けられている室内の温度を検出し、室温が設
定温度範囲内のときは接点を開放し、室温が設定温度範囲外のときに接点を閉じる。
【１９９０】
　電源ライン９０２は、途中、第１分岐ライン９０２Ａと第２分岐ライン９０２Ｂとに分
かれており、第１分岐ライン９０２ＡはＭ端子に接続され、第２分岐ライン９０２Ｂは起
動回路２０を介してＳ端子に接続されている。
【１９９１】
　起動回路２０は、正特性サーミスタ２１と、運転コンデンサ２２とを並列に接続した回
路である。
【１９９２】
　本実施形態では、電源ライン９０１に接続されているサーモスタット２６、および電源
ライン９０２に接続されている起動回路２０を接続部３０とよぶ。
【１９９３】
　（１４－１－３）動作
　上記のように構成された圧縮機１００の運転回路において、交流電源９０が投入される
と、補助巻線７２８に正特性サーミスタ２１を通じて電流が流れ、モータ７０が起動する
。
【１９９４】
　モータ７０の起動後、正特性サーミスタ２１は自身を流れる電流によって自己発熱し、
抵抗値が増大する。その結果、正特性サーミスタ２１に替わって運転コンデンサ２２と補
助巻線７２８とが接続された状態となり、安定動作に移行する。
【１９９５】
　（１４－１－４）特徴
　（１４－１－４－１）
　少なくとも１，２－ジフルオロエチレンを含む混合冷媒を使用した空調機１において、
交流電源９０とモータ７０との間に電力変換装置を介在させずに圧縮機１００を駆動する
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ことができるので、比較的安価な構成で、環境保護に配慮した空調機１を提供することが
できる。
【１９９６】
　（１４－１－４－２）
　少なくとも１，２－ジフルオロエチレンを含む混合冷媒を使用した空調機１において、
正特性サーミスタ２１と運転コンデンサ２２との並列回路である起動回路２０を補助巻線
７２８に接続したことによって、圧縮機１００のモータ７０の起動トルクを大きくとるこ
とができる。
【１９９７】
　圧縮機１００の起動後は、正特性サーミスタ２１は自己発熱して抵抗値が増大し、実質
的に運転コンデンサ２２と補助巻線７２８とが接続された状態へ切り替わり、一定の回転
数（電源周波数）で運転されるので、圧縮機１００は定格トルクを出力し得る状態となる
。上記の通り、空調機１では、運転コンデンサ２２への接続切替が適時に実施されるので
、圧縮機１００の高効率化が可能となる。
【１９９８】
　（１４－１－４－３）
　モータ７０が誘導モータであり、比較的低コストで高出力が可能であるので、空調機１
の高効率化が可能である。
【１９９９】
　（１４－１－５）変形例
　図１４Ｃは、変形例に係る空調機１における圧縮機２００のモータ１７０の運転回路図
である。図１４Ｃにおいて、モータ１７０は、三相誘導モータであって、接続部１３０を
介して三相交流電源１９０に接続されている。
【２０００】
　接続部１３０は、接点１３０ｕ、１３０ｖおよび１３０ｗを有するリレーである。接点
１３０ｕは、三相交流電源１９０のＲ端子とモータ１７０のＵ相巻線Ｌｕとの間の電源ラ
イン９０３を開閉する。接点１３０ｖは、三相交流電源１９０のＳ端子とモータ１７０の
Ｖ相巻線Ｌｖとの間の電源ライン９０４を開閉する。接点１３０ｗは、三相交流電源１９
０のＴ端子とモータ１７０のＷ相巻線Ｌｗとの間の電源ライン９０５を開閉する。
【２００１】
　そして、三相交流電源１９０のＲ端子、Ｓ端子およびＴ端子から、対応するモータ１７
０のＵ相巻線Ｌｕ、Ｖ相巻線ＬｖおよびＷ相巻線Ｌｗに交流電圧が供給される。モータ１
７０のＶ相巻線Ｌｖに供給される交流電圧は、Ｕ相巻線Ｌｕに供給される交流電圧に対し
て位相が１２０°ずれている。また、モータ１７０の、Ｗ相巻線Ｌｗに供給される交流電
圧は、Ｖ相巻線Ｌｖに供給される交流電圧に対して位相が１２０°ずれている。
【２００２】
　したがって、モータ１７０に三相交流電源１９０から交流電圧が供給されるだけで、固
定子１７２に回転磁界が発生し、回転子１７１がその回転磁界に追従して回転する。その
結果、圧縮機２００は一定の回転数（電源周波数）で運転される。よって、モータ１７０
の運転回路には、上記実施形態のような起動回路２０は必要なく、接続部１３０のリレー
回路だけでよい。
【２００３】
　（１４－１－６）変形例の特徴
　（１４－１－６－１）
　少なくとも１，２－ジフルオロエチレンを含む混合冷媒を使用した空調機１において、
三相交流電源１９０とモータ１７０との間に電力変換装置を介在させずに圧縮機２００を
駆動することができるので、比較的安価な構成で、環境保護に配慮した空調機１を提供す
ることができる。
【２００４】
　（１４－１－６－２）
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　モータ１７０が誘導モータであり、比較的低コストで高出力が可能であるので、空調機
１の高効率化が可能である。
【２００５】
　（１５）第１５グループの技術の実施形態
　（１５－１）第１実施形態
　第１実施形態に係る温水製造装置である給湯システム１は、図１５Ａ～図１５Ｃに示す
ように、ヒートポンプ２、貯湯ユニット３、これらの管理や制御を行うコントローラ５０
、ユーザーへの情報表示やユーザーの操作受付を担うリモコン９０、などを備えている。
【２００６】
　（１５－１－１）ヒートポンプ
　ヒートポンプ２は、水を加熱するための熱源装置として機能するユニットであり、冷媒
が循環する冷媒回路２０、送風ファン２４Ｆ、各種センサ、などを備えている。本実施形
態では、冷媒回路２０には、蒸気圧縮式の冷凍サイクルを行うための冷媒が充填されてい
る。当該冷媒は、１，２－ジフルオロエチレンを含む混合冷媒であり、上述した冷媒Ａ～
Ｄのいずれかを用いることができる。
【２００７】
　冷媒回路２０は、圧縮機２１、利用側の水熱交換器２２、電動膨張弁２３、熱源側の空
気熱交換器２４、冷媒配管２５、などから構成されている。
【２００８】
　圧縮機２１は、インバータ式の出力可変の電動圧縮機である。
【２００９】
　水熱交換器２２は、冷媒の熱を利用する利用側の熱交換器として機能し、冷媒管２２ｒ
と、水管３２ｗとを有している。水熱交換器２２は、ヒートポンプ２の圧縮機２１によっ
て吐出された後に冷媒管２２ｒを流れる高温高圧のガス冷媒と、後述する貯湯ユニット３
から流れてきて水管３２ｗを流れる循環水との間で、熱交換を行わせる。この水熱交換器
２２における熱交換によって、冷媒管２２ｒを通過する冷媒が冷却されると同時に、水管
３２ｗを通過する水が加熱され、湯（高温の水＝温水）が生成される。
【２０１０】
　電動膨張弁２３は、圧縮機２１を出て、水との熱交換で冷却された低温高圧の冷媒を膨
張させる。
【２０１１】
　空気熱交換器２４は、外気から熱を奪う熱源側の熱交換器として機能し、電動膨張弁２
３で膨張した低温低圧の二相状態の冷媒と、外気との間で、熱交換を行わせる。外気から
吸熱した冷媒は、蒸発して低圧のガス冷媒となって圧縮機２１に吸入される。
【２０１２】
　冷媒配管２５は、圧縮機２１の吐出口、水熱交換器２２内の冷媒管２２ｒ、電動膨張弁
２３、空気熱交換器２４、圧縮機２１の吸入口、の順に各機器を接続している。
【２０１３】
　各種センサとしては、例えば、冷媒に関する温度や圧力を検知するセンサが設けられる
。図１５Ｂには、これらのセンサのうち、熱交換器入口水温センサ３１Ｔと、熱交換器出
口水温センサ３２Ｔとを示している。熱交換器入口水温センサ３１Ｔは、水熱交換器２２
に入る前の水の温度を検出する。すなわち、熱交換器入口水温センサ３１Ｔは、水熱交換
器２２を通過する前の水の温度を検出する。熱交換器出口水温センサ３２Ｔは、水熱交換
器２２を通過した後の水の温度を検出する。
【２０１４】
　（１５－１－２）貯湯ユニット
　貯湯ユニット３は、市水（水道水）などの外部から供給される水を、ヒートポンプ２に
送って加熱させ、ヒートポンプ２から戻ってきた水（湯）を蓄えるユニットである。また
、貯湯ユニット３は、ユーザーが設定する温度の湯が供給されるように、燃焼加熱装置４
や混合弁７７によって温度調整された湯を給湯部８２に送る機能を持つ。
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【２０１５】
　貯湯ユニット３は、取水部８１、給湯部８２、貯湯タンク３５、循環水配管３０、取水
給湯配管７０、燃焼加熱装置４、などを備えている。
【２０１６】
　（１５－１－２－１）取水部および給湯部
　取水部８１は、接続口を有し、市水（水道水）の供給管８９ａが接続される。
【２０１７】
　給湯部８２は、接続口を有し、設置対象の建物内の蛇口９９などから延びる給水・給湯
用の建物内配管９９ａが接続される。
【２０１８】
　（１５－１－２－２）貯湯タンク
　貯湯タンク３５は、ヒートポンプ２によって加熱された水（湯）を、ユーザーが蛇口９
９を回して利用する前から予め蓄えておくタンクである。貯湯タンク３５は、水が常に満
たされている。そして、貯湯タンク３５には、所定温度以上、ここでは７０℃以上の高温
の水（以下、高温水という。）の量をコントローラ５０に把握させるための、タンク温度
分布検知センサが設けられている。タンク温度分布検知センサは、貯湯タンク３５の下部
から上部に向かって、順に、第１センサＴ１、第２センサＴ２、第３センサＴ３、第４セ
ンサＴ４、第５センサＴ５、第６センサＴ６の６つにより構成される。コントローラ５０
は、これらのタンク温度分布検知センサＴ１～Ｔ６が検知する貯湯タンク３５内の各高さ
位置での水温およびリモコン９０による設定に基づき、ヒートポンプ２を駆動させて沸き
上げ運転を行う。沸き上げ運転とは、貯湯タンク３５の中の水の温度が目的の温度に到達
するまで水の熱量を上げていく運転である。沸き上げ運転における目的の温度、すなわち
、貯湯タンク３５の中の水の目標貯湯温度は、例えば予め給湯システム１の製造工場にお
いて設定されている。本実施形態では、目標貯湯温度は７５℃である。
【２０１９】
　なお、第６センサＴ６の温度検出値が７０℃を下回っていれば、残湯量は０、第６セン
サＴ６の温度検出値が７０℃以上であれば、残湯量は１である。さらに、第５センサＴ５
の温度検出値も７０℃以上であれば、残湯量は２である。同様に、残湯量は３，４，５，
６まで存在し、第１センサＴ１の温度検出値も７０℃以上であれば、残湯量は最大の６で
ある。
【２０２０】
　（１５－１－２－３）循環水配管
　循環水配管３０は、貯湯タンク３５の中の水にヒートポンプ２で得られる熱を伝えるた
めの回路であり、往き管３１、水熱交換器２２内の水管３２ｗ、戻り管３３、および、循
環用ポンプ３４を有している。往き管３１は、貯湯タンク３５の下端近傍と水熱交換器２
２内の水管３２ｗの上流側端部とを接続している。戻り管３３は、水熱交換器２２内の水
管３２ｗの下流側端部と貯湯タンク３５の上端近傍とを接続している。循環用ポンプ３４
は、往き管３１の途中に設けられている。循環用ポンプ３４は、出力を調整することがで
きる電動ポンプであり、貯湯タンク３５と水熱交換器２２との間で水を循環させる役割を
果たす。具体的には、循環水配管３０では、循環用ポンプ３４がコントローラ５０からの
指令を受けて駆動することにより、貯湯タンク３５内の水のうち下部に存在している温度
の低い水が、往き管３１に流出し、水熱交換器２２内の水管３２ｗを通過することで温度
上昇し、戻り管３３を介して貯湯タンク３５の上端近傍に戻ってくる。これにより、貯湯
タンク３５内の高温水とそれより温度が低い水との境界が上から下に向けて移動していく
ことになり、貯湯タンク３５内の高温水の量が増えていく。
【２０２１】
　（１５－１－２－４）取水給湯配管および燃焼加熱装置
　取水給湯配管７０は、外部の市水等から水の供給を受けつつ、貯湯タンク３５に蓄えら
れている高温水を利用するための回路であって、取水管７１、給湯管７３、バイパス管７
４、および、混合弁７７を有している。
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【２０２２】
　取水管７１は、外部の市水等から水の供給を受けて、貯湯タンク３５の下端近傍に常温
の水を供給する。この取水管７１には、市水によって供給される水の温度を検知するため
の取水温度センサ７１Ｔが設けられている。
【２０２３】
　給湯管７３は、貯湯タンク３５に蓄えられている水のうち、上端近傍に存在している温
度の高い水を、給湯部８２から、ユーザーの利用箇所、例えば建物内の蛇口９９から延び
る建物内配管９９ａに導く。
【２０２４】
　燃焼加熱装置４は、給湯管７３の途中に配備されている。燃焼加熱装置４は、貯湯タン
ク３５と混合弁７７との間に配置されており、燃料ガスを燃焼させる燃焼バーナー４１を
備えている。燃焼バーナー４１は、その加熱能力が調整できるガスバーナーであり、コン
トローラ５０の指令に応じて加熱量を調整しながら給湯管７３を流れる水を加熱する。
【２０２５】
　また、給湯管７３の燃焼加熱装置４と混合弁７７との間には、通過する水の温度を検知
するための混合前湯温センサ４Ｔが設けられている。
【２０２６】
　バイパス管７４は、取水管７１を流れている常温の水と、給湯管７３を流れてくる水（
湯）と、を混合させるための配管である。バイパス管７４は、取水管７１から給湯管７３
まで延びており、混合弁７７によって給湯管７３に接続されている。
【２０２７】
　混合弁７７は、コントローラ５０からの指令を受け、給湯管７３を流れてくる高い温度
の水（湯）と、バイパス管７４を流れてくる常温の水との混合比率を調節するための調整
弁である。
【２０２８】
　（１５－１－３）コントローラおよびリモコン
　コントローラ５０は、貯湯ユニット３の内部に設置されており、圧縮機２１、電動膨張
弁２３、送風ファン２４Ｆ、混合弁７７、燃焼バーナー４１、循環用ポンプ３４などのア
クチュエータと接続され、これらのアクチュエータに動作指示を送る。また、コントロー
ラ５０は、熱交換器入口水温センサ３１Ｔ、熱交換器出口水温センサ３２Ｔ、タンク温度
分布検知センサＴ１～Ｔ６、取水温度センサ７１Ｔ、混合前湯温センサ４Ｔ、などのセン
サ類と接続されており、これらのセンサ類から検知結果を取得する。さらに、コントロー
ラ５０には、ユーザーの設定入力を受け付けたりユーザーへの情報提供を行ったりするた
めのリモコン９０が接続されている。
【２０２９】
　リモコン９０には、図１５Ｃに示すように、必要な湯（水）の温度を設定するための湯
温設定部９１や、設定湯温や残湯量などを表示する表示部９２などが設けられている。
【２０３０】
　（１５－１－４）給湯システムの特徴
　本実施形態に係る給湯システム１では、上述した冷媒Ａ～Ｄのいずれかを用いて、水熱
交換器２２によって水を加熱しているため、効率が高い。供給される水が硬水である場合
、スケールが生じるというデメリットがあるが、供給される水が軟水である場合には、本
実施形態に係る給湯システム１を採用するメリットが特に大きい。
【２０３１】
　（１５－１－５）第１実施形態の第１の変形例
　第１実施形態の給湯システム１に代えて、図１５Ｄに示す給湯システム１ａを採用すれ
ば、スケールの発生のデメリットを抑制することができる。図１５Ｄの給湯システム１ａ
では、ヒートポンプ２ａが、第１実施形態のヒートポンプ２が保有しないサブの循環水配
管６０を備えている。サブの循環水配管６０には、サブの循環用ポンプ６４が設けられて
いる。サブの循環水配管６０の中の水は、水熱交換器２２において冷媒から熱を奪い、サ
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ブの水熱交換器６２においてメインの循環水配管３０を流れる水に放熱する。メインの水
熱交換器２２は、冷媒と水との間で熱交換をさせる熱交換器であるが、サブの水熱交換器
６２は、水と水との間で熱交換をさせる熱交換器である。
【２０３２】
　図１５Ｄに示す給湯システム１ａでは、ヒートポンプ２ａの圧縮機２１から吐出された
高温のガス冷媒によって、サブの環水配管６０を流れる水がサブの水熱交換器６２におい
て加熱され、その加熱された水によって、メインの循環水配管３０を流れる水がサブの水
熱交換器６２において加熱される。サブの循環水配管６０によって構成される水の流路は
閉ループであり、ここでは殆どスケールは発生しない。
【２０３３】
　（１５－１－６）第１実施形態の第２の変形例
　第１実施形態の給湯システム１に代えて、図１５Ｅに示す給湯システム１ｂを採用すれ
ば、スケールの発生のデメリットを抑制することができる。図１５Ｅの給湯システム１ｂ
では、貯湯ユニット３ｂが、第１実施形態の貯湯ユニット３が保有しない熱交換部３８を
備えている。熱交換部３８は、循環水配管３０ｂの一部であって、貯湯タンク３５の内部
に配置される。第１実施形態の給湯システム１では、貯湯タンク３５の下部から水を循環
水配管３０に流出させ、加熱後の水を貯湯タンク３５の上端近傍に戻しているが、図１５
Ｅに示す給湯システム１ｂでは、閉ループを構成する循環水配管３０ｂを流れる加熱水に
よって、貯湯タンク３５の中の水の沸き上げが行われる。貯湯タンク３５の中の水は、熱
交換部３８を流れる温水から熱を奪って温度が上がっていく。
【２０３４】
　図１５Ｅに示す給湯システム１ｂでは、循環水配管３０ｂによって構成される水の流路
は閉ループであり、ここでは殆どスケールは発生しない。
【２０３５】
　また、図１５Ｅに示す給湯システム１ｂのヒートポンプ２ｂには、利用側の熱交換器と
して機能する水熱交換器２２に加えて、同じく利用側の水熱交換器２２ａを備える。水熱
交換器２２ａは、水熱交換器２２の冷媒流れの上流側に配置され、水循環流路１９０を流
れる水を加熱する。水循環流路１９０は、床暖房を行うために床の下に配置された熱交換
器１９２と、ヒートポンプ２ｂの水熱交換器２２ａとを結ぶ、閉じたループ流路である。
水循環流路１９０には、ポンプ１９４が設けられている。水熱交換器２２ａにおいて圧縮
機２１から吐出された高温の混合冷媒から熱を奪って加熱された水は、ポンプ１９４の駆
動によって床の下の熱交換器１９２に送られる。熱交換器１９２において放熱し、床暖房
を行った水は、水循環流路１９０を通って再び水熱交換器２２ａに流入する。
【２０３６】
　ここでは、ヒートポンプ２ｂが、貯湯タンク３５の中の水を加熱して給湯に役立つとと
もに、床暖房の熱源としての役割も果たす。
【２０３７】
　（１５－２）第２実施形態
　（１５－２－１）温水循環暖房システムの主要構成
　第２実施形態に係る温水製造装置である温水循環暖房システムの構成を、図１５Ｆ～図
１５Ｈに示す。温水循環暖房システムは、建物において温水を循環させて暖房を行うとと
もに給湯機能を持つシステムであって、温水を溜めるタンク２４０と、居室内ラジエータ
２６１ａ，２６２ａと、トイレ内放熱器２６９ｂ，２６９ｃ，２６９ｅと、屋内暖房用循
環ポンプ２５１と、温水を加熱するための蒸気圧縮式のヒートポンプ２１０と、温水加熱
用循環ポンプ２２５と、給湯用熱交換器２４１ａと、加熱水散布装置２７５と、コントロ
ールユニット２２０とを備えている。
【２０３８】
　居室内ラジエータ２６１ａ，２６２ａは、建物の居室２６１，２６２に配置され、温水
の持つ熱を居室２６１，２６２の室内空気に放熱させる。
【２０３９】
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　トイレ内放熱器２６９ｂ，２６９ｃ，２６９ｅは、建物のトイレ２６９に配置され、温
水の持つ熱をトイレ２６９内で放熱させる。
【２０４０】
　屋内暖房用循環ポンプ２５１は、タンク２４０から居室内ラジエータ２６１ａ，２６２
ａおよびトイレ内放熱器２６９ｂ，２６９ｃ，２６９ｅへと温水を流し、居室内ラジエー
タ２６１ａ，２６２ａおよびトイレ内放熱器２６９ｂ，２６９ｃ，２６９ｅで放熱を行っ
た温水を再びタンク２４０へと戻す。タンク２４０を出た温水は、居室内ラジエータ２６
１ａ，２６２ａを流れた後、トイレ内放熱器２６９ｂ，２６９ｃ，２６９ｅを流れて、タ
ンク２４０へと戻る。
【２０４１】
　ヒートポンプ２１０は、圧縮機２１１、放熱器２１２、膨張弁２１３および蒸発器２１
４を有する冷媒回路を備え、蒸発器２１４により外気から熱を奪い、放熱器２１２から放
出する熱によってタンク２４０から流れてくる温水を加熱する。本実施形態では、冷媒回
路には、蒸気圧縮式の冷凍サイクルを行うための冷媒が充填されている。当該冷媒は、１
，２－ジフルオロエチレンを含む混合冷媒であり、上述した冷媒Ａ～Ｄのいずれかを用い
ることができる。
【２０４２】
　温水加熱用循環ポンプ２２５は、タンク２４０からヒートポンプ２１０の放熱器２１２
へと温水を流し、ヒートポンプ２１０の放熱器２１２から再びタンク２４０へと温水を戻
す。
【２０４３】
　給湯用熱交換器２４１ａは、タンク２４０内に配置され、給水源から取り入れた水とタ
ンク２４０内の温水との間で熱交換をさせ、水を加熱して建物の給湯配管２７２に供給す
る。給湯用熱交換器２４１ａで加熱され給湯配管２７２に供給される水を、以下、加熱水
と称する。なお、給水源から取り入れられ給湯配管２７２に供給される水と、タンク２４
０内の温水とは、互いに混ざり合うことはない。図１５Ｆの符号２４１は、給水源から給
湯配管２７２に至る水の流路である。
【２０４４】
　加熱水散布装置２７５は、給湯用熱交換器２４１ａから給湯配管２７２に供給される加
熱水を、ヒートポンプ２１０の蒸発器２１４の外表面に散布する装置である。
【２０４５】
　なお、タンク２４０に溜められ、屋内暖房用循環ポンプ２５１や温水加熱用循環ポンプ
２２５により閉じたループを循環する温水は、ここでは普通の水を用いているが、液体で
あればよく、必ずしも水（Ｈ２Ｏ）でなくてもよい。屋内暖房用循環ポンプ２５１や温水
加熱用循環ポンプ２２５の動力を低減でき、循環ルートとなる配管２５２，２３１などの
サイズを水（Ｈ２Ｏ）よりも小さくすることができる液体があれば、その液体を用いるこ
とが望ましい。
【２０４６】
　（１５－２－２）温水循環暖房システムの概略動作
　温水循環暖房システムでは、温水加熱用循環ポンプ２２５の作動によりタンク２４０か
らヒートポンプ２１０の放熱器２１２に流れてくる温水を、ヒートポンプ２１０の作動に
より放熱器２１２から放出される熱を使って加熱する。これにより、ヒートポンプ２１０
からタンク２４０へは、高温の温水が戻される。一方、タンク２４０内の温水は、屋内暖
房用循環ポンプ２５１の作動により、居室２６１，２６２にある居室内ラジエータ２６１
ａ，２６２ａやトイレ２６９にあるトイレ内放熱器２６９ｂ，２６９ｃ，２６９ｅに送ら
れる。温水の熱は、居室２６１，２６２の室内空気やトイレ内放熱器２６９ｂ，２６９ｃ
，２６９ｅの周囲に移動し、居室２６１，２６２が暖房され、トイレ２６９においてもト
イレタンク２６９ａ内の洗浄水や便座２６９ｄなどが暖められる。そして、約１０℃～２
０℃に温度が下がった温水が、再びタンク２４０に戻されてくる。この温度が下がった温
水は、ヒートポンプ２１０の作動によって再び高温にされる。
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【２０４７】
　このように、ここでは、配管２３１で接続されるタンク２４０とヒートポンプ２１０と
を循環する第１のループと、配管２５２で接続されるタンク２４０と居室内ラジエータ２
６１ａ，２６２ａやトイレ内放熱器２６９ｂ，２６９ｃ，２６９ｅとを循環する第２のル
ープとが形成されており、それぞれのループを温水が循環する。これにより、ヒートポン
プ２１０の作動によって屋外から集めた熱や圧縮機２１１の作動により生じた熱が、タン
ク２４０に溜められた温水を介して、最終的には居室２６１，２６２の室内空気やトイレ
２６９の各部に移動することになる。
【２０４８】
　また、タンク２４０内には給湯用熱交換器２４１ａが配備されており、給水源から取り
入れられた水が、給湯用熱交換器２４１ａを通るときにタンク２４０内の温水から熱を奪
って加熱水となり、建物の給湯配管２７２に流れていく。この給湯配管２７２に流れた加
熱水は、シャワー２７３や浴槽２７４などで使用されることになる。さらに、給湯配管２
７２に流れた加熱水の一部は、加熱水散布装置２７５により、ヒートポンプ２１０の蒸発
器２１４の外表面に散布される。この散布は、ヒートポンプ２１０の蒸発器２１４に霜が
つく所定条件のときに、定期的に行われる。
【２０４９】
　（１５－２－３）コントロールユニット２２０の詳細構成
　総合コントローラ２２９は、図１５Ｆおよび図１５Ｉに示すように、ヒートポンプ２１
０に付随する機器およびタンク２４０に付随する機器を、外部から入力される信号に基づ
いて制御する。総合コントローラ２２９は、三方弁２２１，２２２や温水加熱用循環ポン
プ２２５とともにケーシングの中に収められ、１つのコントロールユニット２２０を形成
している（図１５Ｆ参照）。
【２０５０】
　三方弁２２１，２２２は、タンク２４０の高さ方向のどの部分から温水を引き出して居
室内ラジエータ２６１ａ，２６２ａなどへ送り出すかや、トイレ内放熱器２６９ｂ，２６
９ｃ，２６９ｅから戻ってくる低温の温水をタンク２４０の高さ方向のどの部分へ戻すか
を調整するために設けられている。これらの三方弁２２１，２２２は、総合コントローラ
２２９からの指示によって作動する。
【２０５１】
　総合コントローラ２２９は、三方弁２２１，２２２のほか、ブースターヒータ２４２、
ヒートポンプ制御ユニット２１９、屋内暖房用循環ポンプ２５１、温水加熱用循環ポンプ
２２５、温水流量調整弁２５３～２５５、デフロスト用バルブ２７７、などを制御する。
また、総合コントローラ２２９は、暖房温水往き温度センサ２５２ａ、暖房温水戻り温度
センサ２５２ｂ、タンク２４０の温度センサ２４０ａ～２４０ｅ、給水配管温度センサ２
７１ａ、給湯配管温度センサ２７２ａなどから計測結果の信号を受けるとともに、居室２
６１，２６２などに配備されたリモコン／サーモスタット２９１から室内温度や室内設定
温度の情報などを受ける。
【２０５２】
　（１５－２－４）温水循環暖房システムの特徴
　第２実施形態に係る温水循環暖房システムでは、上述した冷媒Ａ～Ｄのいずれかを用い
て、ヒートポンプ２１０の放熱器２１２によって水を加熱しているため、効率が高い。ま
た、ヒートポンプ２１０の放熱器２１２によって加熱される水は、タンク２４０に溜めら
れ、屋内暖房用循環ポンプ２５１や温水加熱用循環ポンプ２２５により閉じたループを循
環する。言い換えると、ヒートポンプ２１０の放熱器２１２によって加熱される水は、給
水源から取り入れられ給湯配管２７２に供給される水と混ざり合うことはない。このため
、ヒートポンプ２１０の放熱器２１２による水の加熱によって過度のスケールが発生する
ことがない。
【２０５３】
　（１５－２－５）第２実施形態の第１の変形例
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　第２実施形態の温水循環暖房システムでは、タンク２４０内に配置された給湯用熱交換
器２４１ａによって給水源から取り入れた水を加熱して給湯用の加熱水を作っているが、
図１５Ｊに示すように、水熱交換器１１２によって加熱水を作ってもよい。図１５Ｊに示
す温水循環暖房システムでは、第３のループを構成する水循環流路１１０およびポンプ１
１５を設けて、タンク２４０の上部から温水を取り出し、水熱交換器１１２を通した後に
、放熱した温水がタンク２４０の下部に戻るようにしている。水熱交換器１１２では、タ
ンク２４０から流れてくる温水の放熱によって、給水源から取り入れた水が加熱され、給
湯用の加熱水となって給湯配管２７２に流れていく。図１５Ｊの符号１１８は、給水源か
ら給湯配管２７２に至る水の流路である。
【２０５４】
　（１５－２－６）第２実施形態の第２の変形例
　第２実施形態の温水循環暖房システムでは、温水加熱用循環ポンプ２２５によって、タ
ンク２４０の下部からヒートポンプ２１０の放熱器２１２へと温水を流し、ヒートポンプ
２１０の放熱器２１２から再びタンク２４０の上部へと温水を戻しているが、図１５Ｋに
示すように、放熱器２１２を無くし、圧縮機２１１から吐出された高温高圧の混合冷媒を
タンク２４０の中まで導く冷媒循環流路２１７を設け、タンク２４０の中に配置した熱交
換器２１６によってタンク２４０内の水を加熱する構成を採ってもよい。図１５Ｋに示す
温水循環暖房システムでは、タンク２４０内の熱交換器２１６が、給湯用熱交換器２４１
ａの近傍に配置される。冷媒循環流路２１７を流れてきた高温の混合冷媒は、熱交換器２
１６においてタンク２４０内の水に放熱し、凝縮して低温高圧の液相の冷媒となり、ヒー
トポンプ２１０のユニットへと戻る。ヒートポンプ２１０のユニットに戻った液冷媒は、
膨張弁２１３で減圧されて蒸発器２１４に流入し、外気から熱を奪って蒸発する。その後
、混合冷媒は、再び圧縮機２１１において圧縮され、高温高圧となる。熱交換器２１６に
よって加熱されたタンク２４０内の水は、熱交換器２１６に隣接する給湯用熱交換器２４
１ａを流れる水を加熱する。また、熱交換器２１６から輻射によっても、冷媒の熱が給湯
用熱交換器２４１ａへと伝えられる。給水源から取り入れられ給湯用熱交換器２４１ａを
流れる水は、タンク２４０内の水を介して熱交換器２１６から熱を奪って、また輻射によ
って熱交換器２１６から熱を奪って、加熱水となる。
【２０５５】
　図１５Ｋに示す温水循環暖房システムでは、タンク２４０内の水と、給水源から給湯配
管２７２に至る水（流路２４１を流れる水）とが分けられており、混合冷媒の凝縮器とし
て機能するタンク２４０内の熱交換器２１６による水の急激な加熱があったとしても、ス
ケールの発生量が少なくなる。
【２０５６】
　（１５－３）第３実施形態
　図１５Ｌは、第３実施形態に係る温水製造装置である給湯システム３１０の概略構成図
である。給湯システム３１０は、ホテル、病院およびスポーツ施設等の大型施設で利用さ
れる給湯設備である。図１５Ｌに示されるように、給湯システム３１０は、主として、受
水槽３２０と、熱源ユニット３３０と、貯湯タンク３４０と、湯利用部３５０と、制御部
３６０と、給水ライン３１２と、出湯ライン３１４と、湯循環路３１６とを備える。給水
ライン３１２は、受水槽３２０と熱源ユニット３３０とを接続する管である。出湯ライン
３１４は、熱源ユニット３３０と貯湯タンク３４０とを接続する管である。湯循環路３１
６は、貯湯タンク３４０と湯利用部３５０とを接続する管である。図１５Ｌにおいて、給
水ライン３１２、出湯ライン３１４および湯循環路３１６に沿った矢印は、水または湯の
流れる方向を表す。次に、受水槽３２０、熱源ユニット３３０、貯湯タンク３４０、湯利
用部３５０および制御部３６０について、それぞれ説明する。
【２０５７】
　（１５－３－１）受水槽
　受水槽３２０は、給湯システム３１０によって使用される水を貯留するための槽である
。受水槽３２０は、上水道等に接続される。受水槽３２０は、給水ライン３１２を介して
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、熱源ユニット３３０に水を供給する。受水槽３２０の給水圧力は、４０ｋＰａ～５００
ｋＰａである。
【２０５８】
　（１５－３－２）熱源ユニット
　熱源ユニット３３０は、屋外に設置される。熱源ユニット３３０は、受水槽３２０から
給水ライン３１２を介して水の供給を受ける。熱源ユニット３３０は、給水ライン３１２
から取り入れた水を加熱する。熱源ユニット３３０は、加熱された水である湯を、出湯ラ
イン３１４を介して貯湯タンク３４０に送る。
【２０５９】
　図１５Ｍは、熱源ユニット３３０の概略構成図である。図１５Ｎは、給湯システム３１
０のブロック図である。図１５Ｍおよび図１５Ｎに示されるように、熱源ユニット３３０
は、主として、水流路３３１と、給水ポンプ３３２と、第２熱交換器３３３と、冷媒循環
流路３３４と、圧縮機３３５と、膨張弁３３６と、第１熱交換器３３７と、出湯温度セン
サ３３８とを有している。水流路３３１は、給水ポンプ３３２および第２熱交換器３３３
に接続されている。冷媒循環流路３３４は、圧縮機３３５、膨張弁３３６および第１熱交
換器３３７に接続されている。図１５Ｍにおいて、水流路３３１および冷媒循環流路３３
４に沿った矢印は、水または冷媒の流れる方向を表す。次に、熱源ユニット３３０の各構
成要素について説明する。
【２０６０】
　（１５－３－２－１）水流路
　水流路３３１は、給水ライン３１２から取り入れた水が流れる管である。水流路３３１
は、第１水配管３３１ａと、第２水配管３３１ｂと、第３水配管３３１ｃとから構成され
る。第１水配管３３１ａは、給水ライン３１２に接続され、かつ、給水ポンプ３３２の吸
入口に接続される。第２水配管３３１ｂは、給水ポンプ３３２の吐出口に接続され、かつ
、第２熱交換器３３３の水管３３３ａに接続される。第３水配管３３１ｃは、第２熱交換
器３３３の水管３３３ａに接続され、かつ、出湯ライン３１４に接続される。第３水配管
３３１ｃは、出湯ライン３１４との接続部の近傍において、第３水配管３３１ｃを流れる
水の温度を測定するための出湯温度センサ３３８が取り付けられている。
【２０６１】
　（１５－３－２－２）給湯ポンプ
　給水ポンプ３３２は、容量可変のポンプであり、水流路３３１を流れる水の量を調節す
ることができる。水流路３３１を流れる水は、給水ライン３１２から供給され、給水ポン
プ３３２および第２熱交換器３３３を通過して、出湯ライン３１４に供給される。
【２０６２】
　（１５－３－２－３）第２熱交換器
　第２熱交換器３３３は、水流路３３１を流れる水が通過する水管３３３ａと、冷媒循環
流路３３４を流れる冷媒が通過する冷媒管３３３ｂとを有する。第２熱交換器３３３は、
例えば、水管３３３ａの外周に冷媒管３３３ｂが螺旋状に巻きつけられ、かつ、水管３３
３ａの内部に溝が形成されている構成を有するトルネード式の熱交換器である。第２熱交
換器３３３では、水管３３３ａを流れる低温の水と、冷媒管３３３ｂを流れる高温高圧の
冷媒との間で熱交換が行われる。第２熱交換器３３３の水管３３３ａを流れる低温の水は
、第２熱交換器３３３の冷媒管３３３ｂを流れる高温の冷媒と熱交換が行われて加熱され
る。これにより、給水ライン３１２から供給された水は、第２熱交換器３３３で加熱され
て、湯として出湯ライン３１４に供給される。
【２０６３】
　（１５－３－２－４）冷媒循環流路
　冷媒循環流路３３４は、第２熱交換器３３３において水と熱交換される冷媒が循環する
管である。本実施形態では、冷媒循環流路３３４には、蒸気圧縮式の冷凍サイクルを行う
ための冷媒が充填されている。当該冷媒は、１，２－ジフルオロエチレンを含む混合冷媒
であり、上述した冷媒Ａ～Ｄのいずれかを用いることができる。
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【２０６４】
　図１５Ｍに示されるように、冷媒循環流路３３４は、圧縮機３３５の吐出口と第２熱交
換器３３３の冷媒管３３３ｂとを連結し、第２熱交換器３３３の冷媒管３３３ｂと膨張弁
３３６とを連結し、膨張弁３３６と第１熱交換器３３７とを連結し、第１熱交換器３３７
と圧縮機３３５の吸入口とを連結する。第２熱交換器３３３は、冷凍サイクルにおける凝
縮器としての機能を有する。第１熱交換器３３７は、冷凍サイクルにおける蒸発器として
の機能を有する。
【２０６５】
　（１５－３－２－５）圧縮機
　圧縮機３３５は、容量可変のインバータ圧縮機である。圧縮機３３５は、冷媒循環流路
３３４を流れる低圧のガス冷媒を吸入して圧縮する。圧縮機３３５において圧縮された高
温高圧のガス冷媒は、圧縮機３３５から吐出されて、第２熱交換器３３３の冷媒管３３３
ｂに送られる。第２熱交換器３３３では、第２熱交換器３３３の冷媒管３３３ｂを流れる
高温高圧のガス冷媒は、第２熱交換器３３３の水管３３３ａを流れる低温の水と熱交換す
る。これにより、第２熱交換器３３３において、高温高圧のガス冷媒は、凝縮して高圧の
液冷媒となる。
【２０６６】
　（１５－３－２－６）膨張弁
　膨張弁３３６は、冷媒循環流路３３４を流れる冷媒の圧力および流量を調節するための
電動弁である。第２熱交換器３３３の冷媒管３３３ｂで熱交換された高圧の液冷媒は、膨
張弁３３６を通過することで減圧され、低圧の気液二相状態の冷媒となる。
【２０６７】
　（１５－３－２－７）第１熱交換器
　第１熱交換器３３７は、例えば、プレートフィンコイル熱交換器である。第１熱交換器
３３７の近傍には、ファン３３７ａが設置されている。ファン３３７ａは、第１熱交換器
３３７に対して外気を送風して、第１熱交換器３３７において冷媒と熱交換された外気を
排出する。第１熱交換器３３７では、膨張弁３３６で減圧された低圧の気液二相状態の冷
媒が、ファン３３７ａによって供給される外気との熱交換により蒸発して、低圧のガス冷
媒となる。第１熱交換器３３７を通過した低圧のガス冷媒は、圧縮機３３５に送られる。
【２０６８】
　（１５－３－２－８）出湯温度センサ
　出湯温度センサ３３８は、水流路３３１の第３水配管３３１ｃと出湯ライン３１４との
接続部の近傍において、第３水配管３３１ｃに取り付けられる温度センサである。出湯温
度センサ３３８は、第２熱交換器３３３において加熱され、第３水配管３３１ｃを流れる
水の温度を測定する。すなわち、出湯温度センサ３３８は、熱源ユニット３３０によって
供給される湯の温度を測定する。
【２０６９】
　（１５－３－３）貯湯タンク
　貯湯タンク３４０は、熱源ユニット３３０から出湯ライン３１４を介して供給される湯
を貯めるための開放型の貯湯タンクである。貯湯タンク３４０は、例えば、ステンレス製
のタンク、および、ＦＲＰ製のタンクである。貯湯タンク３４０に貯められた湯は、湯循
環路３１６を介して湯利用部３５０に供給される。湯循環路３１６は、図１５Ｌに示され
るように、第１湯配管３１６ａと、第２湯配管３１６ｂとから構成される。貯湯タンク３
４０は、内部に貯められた湯を第１湯配管３１６ａに供給し、第１湯配管３１６ａを介し
て湯利用部３５０に湯を送る。湯利用部３５０で利用されなかった湯は、第２湯配管３１
６ｂを介して貯湯タンク３４０に戻される。すなわち、貯湯タンク３４０に貯められた湯
の一部は、第１湯配管３１６ａおよび第２湯配管３１６ｂを流れて、貯湯タンク３４０に
再び戻される。
【２０７０】
　なお、図１５Ｌに示されるように、第１湯配管３１６ａには、給湯ポンプ３５１が取り
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付けられている。給湯ポンプ３５１は、貯湯タンク３４０に貯められた湯を湯利用部３５
０に送るための加圧ポンプである。給湯ポンプ３５１は、容量可変であり、湯利用部３５
０に送られる湯の量を調節することができる。
【２０７１】
　図１５Ｎに示されるように、貯湯タンク３４０は、主として、保温ヒータ３４１と、水
圧センサ３４２と、フロートスイッチ３４３と、貯湯温度センサ３４４とを有している。
次に、貯湯タンク３４０の各構成要素について説明する。
【２０７２】
　（１５－３－３－１）保温ヒータ
　保温ヒータ３４１は、貯湯タンク３４０に貯められている湯の温度を、湯利用部３５０
において湯として利用可能な温度以上に維持するために、貯湯タンク３４０の内部に取り
付けられるヒータである。貯湯タンク３４０は、保温ヒータ３４１を用いて、内部に貯め
られた湯の保温運転を行う。
【２０７３】
　（１５－３－３－２）水圧センサ
　水圧センサ３４２は、貯湯タンク３４０に貯められている湯の残量を測定するためのセ
ンサである。水圧センサ３４２は、貯湯タンク３４０内部の下部に取り付けられ、貯湯タ
ンク３４０内部の湯による水圧を検出することで、貯湯タンク３４０に貯められている湯
の残量および水位を算出する。水圧センサ３４２は、例えば、貯湯タンク３４０に貯めら
れている湯の残量が、予め設定されている目標残湯量未満であるか否かを検出することが
できる。
【２０７４】
　（１５－３－３－３）フロートスイッチ
　フロートスイッチ３４３は、貯湯タンク３４０に貯められている湯の水位に応じて上下
するフロートを用いて、貯湯タンク３４０に貯められている湯の残量を補助的に検出する
。
【２０７５】
　（１５－３－３－４）貯湯温度センサ
　貯湯温度センサ３４４は、湯循環路３１６の第１湯配管３１６ａと、貯湯タンク３４０
との接続部の近傍において、貯湯タンク３４０の内部に設置されている温度センサである
。貯湯温度センサ３４４は、貯湯タンク３４０に貯められている湯の温度を測定する。
【２０７６】
　（１５－３－４）湯利用部
　湯利用部３５０は、台所、シャワーおよびプール等、貯湯タンク３４０に貯められてい
る湯が利用される場所である。貯湯タンク３４０に貯められている湯は、給湯ポンプ３５
１によって、湯循環路３１６の第１湯配管３１６ａを介して、湯利用部３５０に供給され
る。湯利用部３５０では、第１湯配管３１６ａを介して供給された湯の全てが利用される
とは限らない。湯利用部３５０で利用されなかった湯は、湯循環路３１６の第２湯配管３
１６ｂを介して、貯湯タンク３４０に戻される。
【２０７７】
　（１５－３－５）制御部
　制御部３６０は、図１５Ｎに示されるように、給湯システム３１０の構成要素に接続さ
れている。具体的には、制御部３６０は、給水ポンプ３３２、圧縮機３３５、膨張弁３３
６、ファン３３７ａ、出湯温度センサ３３８、保温ヒータ３４１、水圧センサ３４２、フ
ロートスイッチ３４３、貯湯温度センサ３４４および給湯ポンプ３５１に接続されている
。制御部３６０は、例えば、熱源ユニット３３０内部の電装品ユニット（図示せず）に設
置されている。
【２０７８】
　制御部３６０は、給湯システム３１０の構成要素を制御するためのコンピュータである
。例えば、制御部３６０は、給水ポンプ３３２の回転数、圧縮機３３５の運転周波数、膨
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張弁３３６の開度、ファン３３７ａの回転数、保温ヒータ３４１の消費電力および給湯ポ
ンプ３５１の回転数を制御し、出湯温度センサ３３８、水圧センサ３４２、フロートスイ
ッチ３４３および貯湯温度センサ３４４の測定値を取得する。
【２０７９】
　また、図１５Ｎに示されるように、制御部３６０は、さらに、リモコン３７０と接続さ
れている。リモコン３７０は、給湯システム３１０を制御するための機器である。
【２０８０】
　（１５－３－６）給湯システムの特徴
　第３実施形態に係る給湯システムでは、上述した冷媒Ａ～Ｄのいずれかを用いて、熱源
ユニット３３０の第２熱交換器３３３によって水を加熱しているため、効率が高い。
【２０８１】
　（１６）第１６グループの技術の実施形態
　（１６－１）第１実施形態
　第１実施形態では、冷凍サイクル装置の一例である空気調和装置１０について説明する
。冷凍サイクル装置とは、冷凍サイクルで運転される全ての装置をいい、空気調和機、除
湿機、ヒートポンプ式の給湯装置、冷蔵庫、冷凍用の冷凍装置、製造プロセス用冷却装置
などを包含する。
【２０８２】
　この空気調和装置１０は、室外機（図示省略）と室内機（図示省略）とを備えたセパレ
ートタイプの空気調和装置であり、冷房運転と暖房運転を切り換え可能に構成されている
。
【２０８３】
　この空気調和装置１０は、図１６Ａに示すように、蒸気圧縮式冷凍サイクルを行う冷媒
回路２０を備えている。冷媒回路２０は、室外機に搭載された室外回路２０ａと、室内機
に搭載された室内回路２０ｂとを備えている。室外回路２０ａには、圧縮機２１と室外熱
交換器２３と室外膨張弁２４と四方弁２２とブリッジ回路３１と気液分離器２５とが接続
されている。室外熱交換器２３は熱源側熱交換器を構成している。一方、室内回路２０ｂ
には、室内熱交換器２７と室内膨張弁２６とが接続されている。室内熱交換器２７は利用
側熱交換器を構成している。圧縮機２１の吐出管４５は、四方弁２２の第１ポートＰ１に
接続されている。圧縮機２１の吸入管４６は、四方弁２２の第２ポートＰ２に接続されて
いる。
【２０８４】
　気液分離器２５には、流入管３６と流出管３７とインジェクション管３８とが接続され
ている。流入管３６は、気液分離器２５の内部空間の上部に開口している。流出管３７は
、気液分離器２５の内部空間の下部に開口している。インジェクション管３８は、気液分
離器２５の内部空間の上部に開口している。気液分離器２５では、流入管３６から流入し
た冷媒が飽和液と飽和ガスとに分離され、飽和液が流出管３７から流出し、飽和ガスがイ
ンジェクション管３８から流出する。流入管３６及び流出管３７は、ブリッジ回路３１に
それぞれ接続されている。インジェクション管３８は、圧縮機２１の中間接続管４７に接
続されている。
【２０８５】
　一方、インジェクション管３８から流出した飽和ガス状態の冷媒は、中間ポートを通じ
て圧縮機構３２の中間圧の圧縮室に注入される。本実施形態では、流入管３６と流出管３
７とインジェクション管３８と気液分離器２５とが、冷却動作中に室外熱交換器２３から
流出して冷凍サイクルの中間圧に減圧された冷媒のうち、飽和液状態の冷媒を室内熱交換
器２７へ供給して、飽和ガス状態の冷媒を圧縮機２１へ供給するためのインジェクション
回路１５を構成する。
【２０８６】
　ブリッジ回路３１は、第１逆止弁ＣＶ１、第２逆止弁ＣＶ２、第３逆止弁ＣＶ３及び第
４逆止弁ＣＶ４をブリッジ状に接続した回路である。ブリッジ回路３１では、第１逆止弁
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ＣＶ１の流入側及び第２逆止弁ＣＶ２の流入側に位置する接続端が、流出管３７に接続さ
れている。第２逆止弁ＣＶ２の流出側及び第３逆止弁ＣＶ３の流入側に位置する接続端が
、室内熱交換器２７に接続されている。この接続端と室内熱交換器２７とを繋ぐ冷媒配管
には、開度可変の室内膨張弁２６が設けられている。第３逆止弁ＣＶ３の流出側及び第４
逆止弁ＣＶ４の流出側に位置する接続端が、流入管３６に接続されている。第１逆止弁Ｃ
Ｖ１の流出側及び第４逆止弁ＣＶ４の流入側に位置する接続端が、室外熱交換器２３に接
続されている。
【２０８７】
　冷房運転では、四方弁２２が、第１ポートＰ１と第３ポートＰ３が互いに連通して第２
ポートＰ２と第４ポートＰ４が互いに連通する状態（図１６Ａに実線で示す状態）に設定
される。そして、この状態で圧縮機２１の運転が行われると、冷媒回路２０では室外熱交
換器２３が凝縮器として動作して室内熱交換器２７が蒸発器として動作する冷却動作が行
われる。
【２０８８】
　暖房運転では、四方弁２２が第１ポートＰ１と第４ポートＰ４が互いに連通して第２ポ
ートＰ２と第３ポートＰ３が互いに連通する状態（図１６Ａに破線で示す状態）に設定さ
れる。そして、この状態で圧縮機２１の運転が行われると、冷媒回路２０では室外熱交換
器２３が蒸発器として動作して室内熱交換器２７が凝縮器として動作する加熱動作が行わ
れる。
【２０８９】
　室外熱交換器２３は、冷媒の流路となるマイクロチャネル１３が形成されたマイクロチ
ャネル熱交換器（マイクロ熱交換器とも言う。）により構成されている。マイクロチャネ
ル１３とは、微細加工技術などを使って加工した微細な流路（流路面積が極めて小さい流
路）である。一般に、表面張力の影響が現れる数ミリ径以下の流路のマイクロチャネル１
３を有する熱交換器が、マイクロチャネル熱交換器と呼ばれる。
【２０９０】
　具体的に、室外熱交換器２３は、図１６Ｂに示すように、複数の扁平管１６と、一対の
ヘッダ１７，１８とを備えている。一対のヘッダ１７，１８は、筒状の密閉容器により構
成されている。各扁平管１６には、図１６Ｃに示すように、複数のマイクロチャネル１３
が形成されている。複数のマイクロチャネル１３は、扁平管１６の幅方向に所定のピッチ
で形成されている。各扁平管１６は、マイクロチャネル１３の一端が一方のヘッダ１７内
に開口し、マイクロチャネル１３の他端が他方のヘッダ１８内に開口するように、一対の
ヘッダ１７，１８に固定されている。また、扁平管１６の間には、波状の金属板１９が設
けられている。
【２０９１】
　室外熱交換器２３の近傍には、室外ファン２８が設けられている。室外熱交換器２３で
は、室外ファン２８により供給された室外空気が、扁平管１６と金属板１９により形成さ
れる隙間を流れる。室外空気は、扁平管１６の幅方向に流れる。
【２０９２】
　室外熱交換器２３では、一方のヘッダ１７が四方弁２２の第３ポートＰ３に接続され、
他方のヘッダ１８がブリッジ回路３１に接続されている。室外熱交換器２３では、一方の
ヘッダ１７，１８に流入した冷媒が複数のマイクロチャネル１３に分配され、各マイクロ
チャネル１３を通過した冷媒が他方のヘッダ１７，１８で合流する。各マイクロチャネル
１３は、冷媒が流れる冷媒流路となる。室外熱交換器２３では、各マイクロチャネル１３
を流れる冷媒が室外空気と熱交換を行う。
【２０９３】
　室内熱交換器２７は、マイクロチャネル熱交換器により構成されている。室内熱交換器
２７は室外熱交換器２３と同じ構造であるため、室内熱交換器２７の構造の説明は省略す
る。室内熱交換器２７の近傍には、室内ファン２９が設けられている。室内熱交換器２７
では、各マイクロチャネル１３を流れる冷媒が、室内ファン２９により供給された室内空
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気と熱交換を行う。室内熱交換器２７では、一方のヘッダ１７が四方弁２２の第４ポート
Ｐ４に接続され、他方のヘッダ１８がブリッジ回路３１に接続されている。
【２０９４】
　本実施形態では、室外熱交換器２３及び室内熱交換器２７が、マイクロチャネル熱交換
器により構成されている。マイクロチャネル熱交換器内の容積は、同等の性能の他の構造
型式の熱交換器（例えば、クロスフィン式のフィン・アンド・チューブ型熱交換器）に比
べて小さくなる。このため、他の構造型式の熱交換器を使用した冷凍サイクル装置に比べ
て、冷媒回路２０内の総容積を小さくすることが可能である。
【２０９５】
　耐圧性、耐腐食性を鑑みて「０．９ｍｍ≦扁平管厚み（図１６Ｃに示されている扁平管
１６の縦高さｈ１６）≦４．０ｍｍ」、熱交換能力を鑑みて「８．０ｍｍ≦扁平管厚み（
図１６Ｃに示されている扁平管１６の横幅Ｗ１６）≦２５．０ｍｍ」、とすることが好ま
しい。
【２０９６】
　本実施形態では、冷媒回路２０には、蒸気圧縮式の冷凍サイクルを行うための冷媒が充
填されている。当該冷媒は、１，２－ジフルオロエチレンを含む混合冷媒であり、上述し
た冷媒Ａ～Ｄのいずれかを用いることができる。
【２０９７】
　（１６－２）第２実施形態
　図１６Ｄに示されているように、 室外熱交換器１２５は、熱交換部１９５とヘッダ集
合管１９１，１９２とを有する。熱交換部１９５は、複数の扁平多孔管１９３および複数
の差込フィン１９４を有する。扁平多孔管１９３は、扁平管の一例である。室外熱交換器
１２５は、冷凍サイクル装置の冷媒回路に含まれる。冷凍サイクル装置の冷媒回路は、圧
縮機と、蒸発器と、凝縮器と、膨張弁とを備える。暖房運転では、冷凍サイクル装置の冷
媒回路において、室外熱交換器１２５が蒸発器として機能する。冷房運転では、冷凍サイ
クル装置の冷媒回路において、室外熱交換器１２５が凝縮器として機能する。
【２０９８】
　図１６Ｅは、扁平多孔管１９３および差込フィン１９４を鉛直方向に切断したときの熱
交換部１９５の部分拡大図である。扁平多孔管１９３は伝熱管として機能し、差込フィン
１９４と室外空気との間で移動する熱を、内部を流れる冷媒に伝達する。
【２０９９】
　扁平多孔管１９３は、伝熱面となる側面部と、冷媒が流れる複数の内部流路１９３ａと
を有している。扁平多孔管１９３は、隣り合う扁平多孔管１９３と側面部を上下に対向さ
せた状態で、間隔をあけて複数段配列される。差込フィン１９４は、図１６Ｅに示す形状
の複数のフィンであり、扁平多孔管１９３に接続している。両ヘッダ集合管１９１，１９
２の間に配列された複数段の扁平多孔管１９３に対して差込フィン１９４を差し込めるよ
うに、差込フィン１９４には、水平に細長く延びる複数の切り欠き１９４ａが形成されて
いる。これらの差込フィン１９４の切り欠き１９４ａの形状は、図１６Ｅに示すように、
扁平多孔管１９３の断面の外形にほぼ一致している。
【２１００】
　ここでは、差込フィン１９４の連通部分１９４ｂが風下に配置される場合について説明
した。ここで連通部分１９４ｂは、差込フィン１９４の中で、切り欠き１９４ａがなく、
直線的に繋がっている部分である。しかし、室外熱交換器１２５において、差込フィン１
９４の連通部分１９４ｂが風上に配置されてもよい。連通部分１９４ｂが風上に配置され
ている場合には、差込フィン１９４で先に除湿された後に、扁平多孔管１９３に風が当た
る。
【２１０１】
　ここでは、室外熱交換器１２５に、図１６Ｄに示されている熱交換器を用いる場合につ
いて説明したが、図１６Ｄに示されている熱交換器を室内熱交換器に用いてもよい。差込
フィンが室内熱交換器に用いられる場合において、差込フィンの連通部分を風下に配置す
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ることができる。このように、室内熱交換器において、差込フィンの連通部分が風下に配
置されている場合には、水飛びを防止することができる。
【２１０２】
　耐圧性、耐腐食性を鑑みて「０．９ｍｍ≦扁平管厚み（図１６Ｅに示されている扁平多
孔管１９３の縦高さｈ１９３）≦４．０ｍｍ」、熱交換能力を鑑みて「８．０ｍｍ≦扁平
管厚み（図１６Ｅに示されている扁平多孔管１９３の横幅Ｗ１９３）≦２５．０ｍｍ」、
とすることが好ましい。
【２１０３】
　本実施形態では、室外熱交換器１２５を含む冷媒回路には、蒸気圧縮式の冷凍サイクル
を行うための冷媒が充填されている。当該冷媒は、１，２－ジフルオロエチレンを含む混
合冷媒であり、上述した冷媒Ａ～Ｄのいずれかを用いることができる。
【２１０４】
　（１６－３）第３実施形態
　図１６Ｉに示されている複数の平行に配置されたプレートフィン２１１の貫通穴２１１
ａに内面溝付管２０１を挿入する。次に、この拡管用工具（図示せず）を内面溝付管２０
１内に圧入する。これによって、内面溝付管２０１が拡管して、内面溝付管２０１とプレ
ートフィン２１１との間のクリアランスがなくなり、内面溝付管２０１とプレートフィン
２１１との密着性が高まる。次に、拡管用工具を内面溝付管２０１から取り出す。これに
よって、内面溝付管２０１とプレートフィン２１１とが隙間なく接合した熱交換器が製造
される。
【２１０５】
　内面溝付管２０１は、空気調和機および冷凍空調機器などの冷凍サイクル装置のプレー
トフィンチューブ型熱交換器に使用される。プレートフィンチューブ型熱交換器は、冷凍
サイクル装置の冷媒回路に含まれる。冷凍サイクル装置の冷媒回路は、圧縮機と、蒸発器
と、凝縮器と、膨張弁とを備える。暖房運転では、冷凍サイクル装置の冷媒回路において
、プレートフィンチューブ型熱交換器が蒸発器として機能する。冷房運転では、冷凍サイ
クル装置の冷媒回路において、プレートフィンチューブ型熱交換器が凝縮器として機能す
る。
【２１０６】
　内面溝付管２０１は、管の管外径Ｄ２０１は、４ｍｍ以上１０ｍｍ以下のものが使用さ
れる。また、内面溝付管２０１の素管の材質としては、アルミニウムまたはアルミニウム
合金が使用される。なお、内面溝付管２０１の内面溝形状の形成方法は、転造加工法、圧
延法などがあるが、特に限定されるものではない。
【２１０７】
　そして、内面溝付管２０１は、図１６Ｆ、図１６Ｇ及び図１６Ｈに示すように、その内
面に管軸方向に傾斜する方向に形成された多数の溝２０２と、この溝２０２間に形成され
た管内ひれ２０３とを有する構成を備え、溝２０２の溝数は３０以上１００以下、溝２０
２と管軸とがなす溝リード角θ２０１は１０度以上５０度以下、内面溝付管２０１の管軸
直交断面（Ｉ－Ｉ線で切断）における内面溝付管２０１の底肉厚Ｔ２０１は０．２ｍｍ以
上１．０ｍｍ以下、前記管内ひれのひれ高さｈ２０１は０．１ｍｍ以上であって底肉厚Ｔ
２０１の１．２倍以下、ひれ山頂角δ２０１は５度以上４５度以下、ひれ根元半径ｒ２０
１はひれ高さｈ２０１の２０％以上５０％以下である。
【２１０８】
　次に、内面溝付管２０１の前記内面溝形状における数値限定について説明する。
【２１０９】
　（１６－３－１）溝数：３０以上１００以下
　溝数は、後記する内面溝形状の各諸元と組み合わせて、伝熱性能および単重等を考慮し
て、適宜決定されるものであるが、３０以上１００以下が好ましい。溝数が３０未満であ
ると溝成形性が悪くなりやすく、また、溝数が１００を超えると溝付工具（溝付プラグ）
の欠損が生じやすい。いずれも、内面溝付管２０１の量産性が低下しやすくなる。
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【２１１０】
　さらに、内面溝付管２０１を冷凍サイクル装置の冷媒回路に含まれる室外熱交換器及び
室内熱交換器に用いる場合、室外熱交換器の内面溝付管２０１の溝数＞室内熱交換器の内
面溝付管２０１の溝数、とすることが好ましい。そうすることで、内面溝付管２０１の管
内圧力損失を低減させかつ伝熱性能を向上させることができる。
【２１１１】
　（１６－３－２）溝リード角θ２０１：１０度以上５０度以下
　溝リード角θ２０１は、１０度以上５０度以下が好ましい。溝リード角θ２０１が１０
度未満であると、内面溝付管２０１（熱交換器）の伝熱性能が低下しやすい。また、溝リ
ード角θ２０１が５０度を超えると、内面溝付管２０１の量産性の確保および拡管による
管内ひれ２０３の変形を抑制しにくくなる。
【２１１２】
　さらに、内面溝付管２０１を冷凍サイクル装置の冷媒回路に含まれる室外熱交換器及び
室内熱交換器に用いる場合、室外熱交換器の内面溝付管２０１の溝リード角＜室内熱交換
器の内面溝付管２０１の溝数、とすることが好ましい。そうすることで、内面溝付管２０
１の管内圧力損失を低減させかつ伝熱性能を向上させることができる。
【２１１３】
　（１６－３－３）底肉厚Ｔ２０１：０．２ｍｍ以上１．０ｍｍ以下
　底肉厚Ｔ２０１は０．２ｍｍ以上１．０ｍｍ以下が好ましい。底肉厚Ｔ２０１が前記範
囲外であると、内面溝付管２０１の製造がしにくくなる。また、底肉厚Ｔ２０１が０．２
ｍｍ未満であると、内面溝付管２０１の強度が低下しやすく、耐圧力強度の保持が困難に
なりやすい。
【２１１４】
　（１６－３－４）ひれ高さｈ２０１：０．１ｍｍ以上（底肉厚Ｔ２０１×１．２）ｍｍ
以下
　ひれ高さｈ２０１は、０．１ｍｍ以上（底肉厚Ｔ２０１×１．２）ｍｍ以下が好ましい
。ひれ高さｈ２０１が０．１ｍｍ未満であると、内面溝付管２０１（熱交換器）の伝熱性
能が低下しやすい。また、ひれ高さｈ２０１が（底肉厚Ｔ２０１×１．２）ｍｍを超える
と、内面溝付管２０１の量産性の確保および拡管による管内ひれ２０３の極度の変形を抑
制しにくくなる。
【２１１５】
　さらに、内面溝付管２０１を冷凍サイクル装置の冷媒回路に含まれる室外熱交換器及び
室内熱交換器に用いる場合、室外熱交換器の内面溝付管２０１のひれ高さｈ２０１＞室内
熱交換器の内面溝付管２０１のひれ高さｈ２０１、とすることが好ましい。そうすること
で、内面溝付管２０１の管内圧力損失を低減させかつ、室外熱交換器の伝熱性能をより向
上させることができる。
【２１１６】
　（１６－３－５）山頂角δ２０１：５度以上４５度以下
　山頂角δ２０１は、５度以上４５度以下が好ましい。山頂角δ２０１が５度未満である
と、内面溝付管２０１の量産性の確保および拡管による管内ひれ２０３の変形を抑制しに
くくなる。また、山頂角δ２０１が４５度を超えると、内面溝付管２０１（熱交換器）の
伝熱性能の維持および内面溝付管２０１の単重が過大となりやすい。
【２１１７】
　（１６－３－６）ひれ根元半径ｒ２０１：ひれ高さｈ２０１の２０％以上５０％以下
　ひれ根元半径ｒ２０１は、ひれ高さｈ２０１の２０％以上５０％以下が好ましい。ひれ
根元半径ｒ２０１がひれ高さｈ２０１の２０％未満であると、拡管によるひれ傾きが過大
となりやすく、かつ、量産性が低下しやすい。また、ひれ根元半径ｒ２０１がひれ高さｈ
２０１の５０％を超えると、冷媒気液界面の有効伝熱面積が減少しやすく、内面溝付管２
０１（熱交換器）の伝熱性能が低下しやすい。
【２１１８】
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　本実施形態では、内面溝付管２０１が使用されるプレートフィンチューブ型熱交換器を
含む冷媒回路には、蒸気圧縮式の冷凍サイクルを行うための冷媒が充填されている。当該
冷媒は、１，２－ジフルオロエチレンを含む混合冷媒であり、上述した冷媒Ａ～Ｄのいず
れかを用いることができる。
【２１１９】
　（１６－４）特徴
　第１実施形態の冷凍サイクル装置である空気調和装置１０、第２実施形態の冷凍サイク
ル装置及び第３実施形態の冷凍サイクル装置は、少なくとも１，２－ジフルオロエチレン
を含む可燃性の冷媒と、冷媒を蒸発させる蒸発器と、冷媒を凝縮させる凝縮器とを備えて
いる。これら冷凍サイクル装置では、冷媒が蒸発器と凝縮器とを循環して冷凍サイクルを
繰り返すように、これら冷凍サイクル装置は構成されている。
【２１２０】
　第１実施形態では、室外熱交換器２３が、蒸発器と凝縮器のうちの一方であり、室内熱
交換器２７が、蒸発器と凝縮器のうちの他方であって、アルミニウム製またはアルミニウ
ム合金製の複数のフィンである金属板１９及び、アルミニウム製またはアルミニウム合金
製の複数の伝熱管である扁平管１６を有している。室外熱交換器２３と室内熱交換器２７
は、扁平管１６の内部を流れる冷媒と金属板１９に沿って流れる流体である空気に熱交換
させる熱交換器である。扁平管１６は、図１６Ｃに示されている平面部１６ａを有してい
る。室外熱交換器２３及び室内熱交換器２７では、互いに隣り合う扁平管１６の平面部１
６ａが、互いに向かい合うように配置されている。複数の金属板１９の各々が、波形に折
り曲げられて、互いに隣り合う扁平管１６の平面部１６ａの間に配置されている。各金属
板１９は、平面部１６ａに熱を伝えられるように、平面部１６ａに接続されている。
【２１２１】
　第２実施形態では、室外熱交換器１２５が、蒸発器と凝縮器のうちの一方であって、ア
ルミニウム製またはアルミニウム合金製の複数の差込フィン１９４及び、アルミニウム製
またはアルミニウム合金製の複数の伝熱管である扁平多孔管１９３を有している。室外熱
交換器１２５は、扁平多孔管１９３の内部を流れる冷媒と差込フィン１９４に沿って流れ
る流体である空気に熱交換させる熱交換器である。扁平多孔管１９３は、図１６Ｅに示さ
れている平面部１９３ｂを有している。室外熱交換器１２５では、互いに隣り合う扁平多
孔管１９３の平面部１９３ｂが、互いに向かい合うように配置されている。複数の差込フ
ィン１９４の各々が、複数の切り欠き１９４ａを有している。複数の扁平多孔管１９３が
、複数の差込フィン１９４の複数の切り欠き１９４ａに差し込まれて複数の差込フィン１
９４に熱を伝えらるように接続されている。
【２１２２】
　第３実施形態では、アルミニウム製またはアルミニウム合金製の複数のプレートフィン
２１１及び、アルミニウム製またはアルミニウム合金製の複数の伝熱管である内面溝付管
２０１を有している熱交換器が、蒸発器と凝縮器のうちの一方になる。この熱交換器は、
内面溝付管２０１の内部を流れる冷媒とプレートフィン２１１に沿って流れる流体である
空気に熱交換させる熱交換器である。複数のプレートフィン２１１の各々が、複数の貫通
穴２１１ａを有している。熱交換器において、複数の内面溝付管２０１が、複数のプレー
トフィン２１１の複数の貫通穴２１１ａを貫通している。これら複数の内面溝付管２０１
の外周が、複数の貫通穴２１１ａの内周に密着している。
【２１２３】
　上記の冷凍サイクル装置は、熱交換器に、アルミニウム製またはアルミニウム合金製の
複数のフィンである金属板１９、差込フィン１９４またはプレートフィン２１１、及び、
アルミニウム製またはアルミニウム合金製の複数の伝熱管である扁平管１６、扁平多孔管
１９３または内面溝付管２０１を有している。冷凍サイクル装置がこのような構成を有し
ていることから、例えば伝熱管に銅パイプを使う場合に比べて、熱交換器の材料費を削減
することができる。
【２１２４】
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　（１７）第１７グループの技術の実施形態
　（１７－１）第１実施形態
　図１７Ａは、第１実施形態に係る空気調和装置１の配置を示す模式図である。図１７Ｂ
は、空気調和装置１の概略構成図である。図１７Ａ及び図１７Ｂにおいて、空気調和装置
１は、住宅やビルの空調に使用される装置である。
【２１２５】
　ここでは、空気調和装置１は、２階建て構造の住宅１００に設置されている。住宅１０
０には、１階に部屋１０１、１０２が設けられ、２階に部屋１０３、１０４が設けられて
いる。また、住宅１００には、地下室１０５が設けられている。
【２１２６】
　空気調和装置１は、いわゆるダクト式の空調システムである。空気調和装置１は、利用
側ユニットである室内機２と、熱源側ユニットである室外機３と、冷媒連絡管３０６、３
０７と、室内機２で空調された空気を部屋１０１～１０４に送る第１ダクト２０９とを有
している。第１ダクト２０９は、部屋１０１～１０４に分岐されて、各部屋１０１～１０
４の通風口１０１ａ～１０４ａに接続されている。なお、説明の便宜上、室内機２と、室
外機３と、冷媒連絡管３０６、３０７とを一体として、空調機器８０という。利用側ユニ
ットである室内機２と熱源側ユニットである室外機３とは、互いに別体である。
【２１２７】
　図１７Ｂにおいて、室内機２、室外機３、及び冷媒連絡管３０６、３０７は、蒸気圧縮
式の冷凍サイクルによって室内の暖房を行うヒートポンプ部３６０を構成している。また
、室内機２の一部であるガスファーネスユニット２０５は、ヒートポンプ部３６０とは別
の熱源（ここでは、ガス燃焼による熱）によって室内の暖房を行う別熱源部２７０を構成
している。
【２１２８】
　このように、室内機２は、ヒートポンプ部３６０を構成するもの以外に、別熱源部２７
０を構成するガスファーネスユニット２０５を有している。また、室内機２は、ケーシン
グ２３０内に部屋１０１～１０４内の空気を取り込んで、ヒートポンプ部３６０や別熱源
部２７０（ガスファーネスユニット２０５）で空調された空気を部屋１０１～１０４内に
供給するための室内ファン２４０も有している。また、室内機２には、ケーシング２３０
の空気出口２３１における空気の温度である吹出空気温度Ｔｒｄを検出する吹出空気温度
センサ２３３と、ケーシング２３０の空気入口２３２における空気の温度である室内温度
Ｔｒを検出する室内温度センサ２３４とが設けられている。尚、室内温度センサ２３４は
、室内機２ではなく、部屋１０１～１０４内に設けられていてもよい。ケーシング２３０
の空気入口２３２には、第２ダクト２１０が接続されている。利用側ユニットである室内
機２は、ケーシング２３０及びそれらの中に収納されている機器を有している。室内機２
は、室内から取り入れた第１空気である室内空気Ｆ１を、利用側熱交換器である室内熱交
換器２４２に導くように構成されている。
【２１２９】
　（１７－１－１）ヒートポンプ部３６０
　空調機器８０のヒートポンプ部３６０では、冷媒回路３２０は、室内機２と、室外機３
とが冷媒連絡管３０６、３０７を介して接続されることによって構成されている。冷媒連
絡管３０６、３０７は、空調機器８０を設置する際に、現地にて施工される冷媒管である
。
【２１３０】
　室内機２は、住宅１００の地下室１０５に設置されている。なお、室内機２の設置場所
は地下室１０５に限定されるものではなく、他の屋内に配置されてもよい。室内機２は、
冷凍サイクルにおける冷媒の放熱によって空気を加熱する冷媒放熱器としての室内熱交換
器２４２と、室内膨張弁２４１とを有している。
【２１３１】
　室内膨張弁２４１は、冷房運転時、冷媒回路３２０を循環する冷媒を減圧して室内熱交
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換器２４２に流す。ここで、室内膨張弁２４１は、室内熱交換器２４２の液側に接続され
た電動膨張弁である。
【２１３２】
　室内熱交換器２４２は、ケーシング２３０に形成された空気入口２３２から空気出口２
３１までの通風路内の最も風下側に配置されている。
【２１３３】
　室外機３は、住宅１００の屋外に設置されている。室外機３は、圧縮機３２１と、室外
熱交換器３２３と、室外膨張弁３２４と、四方弁３２８とを有している。圧縮機３２１は
、ケーシング内に図示しない圧縮要素及び圧縮要素を回転駆動する圧縮機モータ３２２が
収容された密閉型圧縮機である。
【２１３４】
　圧縮機モータ３２２は、図示しないインバータ装置を介して電力が供給されるようにな
っており、インバータ装置の周波数（すなわち、回転数）を変化させることによって、運
転容量を可変することが可能になっている。
【２１３５】
　室外熱交換器３２３は、室外空気によって冷凍サイクルにおける冷媒を蒸発させる冷媒
蒸発器として機能する熱交換器である。室外熱交換器３２３の近傍には、室外熱交換器３
２３に室外空気を送るための室外ファン３２５が設けられている。室外ファン３２５は、
室外ファンモータ３２６によって回転駆動されるようになっている。
【２１３６】
　室外膨張弁３２４は、暖房運転時、冷媒回路３２０を循環する冷媒を減圧して室外熱交
換器３２３に流す。ここで、室外膨張弁３２４は、室外熱交換器３２３の液側に接続され
た電動膨張弁である。また、室外機３には、室外機３が配置される住宅１００の屋外の室
外空気の温度、すなわち、外気温度Ｔａを検出する室外温度センサ３２７が設けられてい
る。
【２１３７】
　本実施形態では、冷媒回路３２０には、蒸気圧縮式の冷凍サイクルを行うための冷媒が
充填されている。当該冷媒は、１，２－ジフルオロエチレンを含む混合冷媒であり、上述
した冷媒Ａ～Ｄのいずれかを用いることができる。
【２１３８】
　四方弁３２８は、冷媒の流れの方向を切り換える弁である。冷房運転時、四方弁３２８
は圧縮機３２１の吐出側と室外熱交換器３２３のガス側とを接続するとともに圧縮機３２
１の吸入側とガス冷媒連絡管３０７とを接続する（冷房運転状態：図１７Ｂの四方弁３２
８の実線を参照）。その結果、室外熱交換器３２３は冷媒の凝縮器として、室内熱交換器
２４２は冷媒の蒸発器として機能する。
【２１３９】
　暖房運転時、四方弁３２８は、圧縮機３２１の吐出側とガス冷媒連絡管３０７とを接続
するとともに圧縮機３２１の吸入側と室外熱交換器３２３のガス側とを接続する（暖房運
転状態：図１７Ｂの四方弁３２８の破線を参照）。その結果、室内熱交換器２４２は冷媒
の凝縮器として、室外熱交換器３２３は冷媒の蒸発器として機能する。
【２１４０】
　（１７－１－２）空気調和装置１の重要な構成の概要
　ヒートポンプ暖房運転が行われているとき、空気調和装置１では、少なくとも１，２－
ジフルオロエチレンを含む冷媒が、圧縮機３２１と利用側熱交換器である室内熱交換器２
４２と熱源側熱交換器である室外熱交換器３２３とを循環して冷凍サイクルを繰り返す。
室内熱交換器２４２が、第１空気である室内空気Ｆ１と冷媒とに熱交換させる。室内空気
Ｆ１が、室内ファン２４０によって室内熱交換器２４２に供給される。室内熱交換器２４
２において加熱された室内空気Ｆ３（第１空気）は、第１ダクト２０９を通じて室内機２
から各部屋１０１～１０４に送られて、暖房が行われる。室外熱交換器３２３が、第２空
気である室外空気と冷媒に熱交換させる。ケーシング２３０は、第１ダクト２０９に接続
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され且つ室内熱交換器２４２を収納している利用側空間ＳＰ２を有し、室内熱交換器２４
２で冷媒と熱交換された後の室内空気Ｆ３を第１ダクト２０９に送出するように構成され
ている。
【２１４１】
　別熱源暖房運転が行われているとき、ファーネス熱交換器２５５に送られた高温の燃焼
ガスは、ファーネス熱交換器２５５において、室内ファン２４０によって供給される室内
空気Ｆ１と熱交換を行って冷却され、低温の燃焼ガスとなる。この低温の燃焼ガスは、排
気管２５７を経由してガスファーネスユニット２０５から排出される。一方、ファーネス
熱交換器２５５において加熱された室内空気Ｆ２は、第１ダクト２０９を通じて室内機２
から各部屋１０１～１０４に送られて、暖房が行われる。
【２１４２】
　（１７－１－３）別熱源部２７０
　別熱源部２７０は、空調機器８０の室内機２の一部であるガスファーネスユニット２０
５によって構成されている。
【２１４３】
　ガスファーネスユニット２０５は、住宅１００の地下室１０５に設置されたケーシング
２３０内に設けられている。ガスファーネスユニット２０５は、ガス燃焼式暖房装置であ
り、燃料ガス弁２５１と、ファーネスファン２５２と、燃焼部２５４と、ファーネス熱交
換器２５５と、給気管２５６と、排気管２５７とを有している。
【２１４４】
　燃料ガス弁２５１は、開閉制御が可能な電磁弁等からなり、ケーシング２３０外から燃
焼部２５４まで延びる燃料ガス供給管２５８に設けられている。燃料ガスとしては、天然
ガスや石油ガス等が使用される。
【２１４５】
　ファーネスファン２５２は、給気管２５６を通じて燃焼部２５４に空気を取り込んで、
その後、ファーネス熱交換器２５５に空気を送り、排気管２５７から排出するという空気
の流れを生成するファンである。ファーネスファン２５２は、ファーネスファンモータ２
５３によって回転駆動されるようになっている。
【２１４６】
　燃焼部２５４は、ガスバーナ等（図示せず）によって燃料ガスと空気との混合ガスを燃
焼させて高温の燃焼ガスを得る機器である。
【２１４７】
　ファーネス熱交換器２５５は、燃焼部２５４で得られた燃焼ガスの放熱によって空気を
加熱する熱交換器であり、ヒートポンプ部３６０とは別の熱源（ここでは、ガス燃焼によ
る熱）の放熱によって空気を加熱する別熱源放熱器として機能するものである。
【２１４８】
　ファーネス熱交換器２５５は、ケーシング２３０に形成された空気入口２３２から空気
出口２３１までの通風路内において、冷媒放熱器としての室内熱交換器２４２よりも風上
側に配置されている。
【２１４９】
　（１７－１－４）室内ファン２４０
　室内ファン２４０は、ヒートポンプ部３６０を構成する冷媒放熱器としての室内熱交換
器２４２や別熱源部２７０を構成する別熱源放熱器としてのファーネス熱交換器２５５に
よって加熱される空気を部屋１０１～１０４内に供給するための送風機である。
【２１５０】
　室内ファン２４０は、ケーシング２３０に形成された空気入口２３２から空気出口２３
１までの通風路内において、室内熱交換器２４２及びファーネス熱交換器２５５の両方よ
りも風上側に配置されている。室内ファン２４０は、羽根２４３と、羽根２４３を回転駆
動するファンモータ２４４とを有している。
【２１５１】
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　（１７－１－５）コントローラ３０
　室内機２は、室内機２の各部の動作を制御する室内側制御基板２１を搭載している。室
外機３は、室外機３の各部の動作を制御する室外側制御基板３１を搭載している。そして
、室内側制御基板２１及び室外側制御基板３１はマイコン等を有しており、サーモスタッ
ト４０との間で制御信号等のやりとりを行う。また、室内側制御基板２１と室外側制御基
板３１との間では制御信号のやりとりは行わない。室内側制御基板２１及び室外側制御基
板３１を含めた制御装置をコントローラ３０という。
【２１５２】
　（１７－１－６）コントローラ３０の詳細構造
　図１７Ｃは、第１実施形態に係る空気調和装置１におけるコントローラ３０及びサーモ
スタット４０の電気的接続状態を示すブロック図である。サーモスタット４０は、室内機
２と同じように屋内空間に取り付けられる。なお、サーモスタット４０および室内機２そ
れぞれが取り付けられる場所は、屋内空間の異なる場所でもよい。また、サーモスタット
４０は、室内機２及び室外機３それぞれの制御系と通信線で繋がっている。
【２１５３】
　トランス２０は、商用電源９０の電圧を使用可能な低電圧へ変圧後、電源ライン８１，
８２を介して室内機２、室外機３及びサーモスタット４０それぞれに供給する。
【２１５４】
　（１７－２）第２実施形態
　（１７－２－１）全体構成
　第２実施形態に係る空気調和装置７０１は、図１７Ｄに示されているように、建物８０
０の屋根８０１の上、すなわち屋上に設置される。空気調和装置７０１は、建物８００の
内部である屋内の空気調和を行なう機器である。建物８００は、複数の部屋８１０を有し
ている。建物８００の部屋８１０が、空気調和装置７０１にとっての空調対象空間になる
。図１７Ｄには、空気調和装置７０１が、１つの第１ダクト７２１及び１つの第２ダクト
７２２を備えている例が示されている。しかし、空気調和装置７０１は、これら第１ダク
ト７２１及び第２ダクト７２２を、それぞれ複数備えるように構成することもできる。な
お、図１７Ｄに示されている第１ダクト７２１は、途中で枝分かれしている。第１ダクト
７２１は、サプライエアのために設けられており、第２ダクト７２２は、リターンエアの
ために設けられている。第１ダクト７２１で室内の複数の部屋８１０に供給されるサプラ
イエアが第１空気である。第２ダクト７２２で室内から取り入れられるリターンエアも第
１空気である。図１７Ｄにおいて、第１ダクト７２１、第２ダクト７２２の中の矢印Ａｒ
１，Ａｒ２は、第１ダクト７２１、第２ダクト７２２の中の空気が流れている方向を示し
ている。空気調和装置７０１から部屋８１０には第１ダクト７２１を通って空気が送られ
、空調対象空間の空気である部屋８１０の屋内空気が第２ダクト７２２を通って空気調和
装置７０１に送られる。第１ダクト７２１と部屋８１０との境界には、複数の吹出口７２
３が設けられている。第１ダクト７２１で供給されるサプライエアは、吹出口７２３から
部屋８１０に吹出される。また、第２ダクト７２２と部屋８１０の境界には、少なくとも
一つの吸込口７２４が設けられている。吸込口７２４から吸い込まれた屋内空気は、第２
ダクト７２２によって空気調和装置７０１に戻されるリターンエアとなる。
【２１５５】
　（１７－２－２）空気調和装置７０１の外観
　図１７Ｅには、空気調和装置７０１を斜め上方から見た空気調和装置７０１の外観が示
され、図１７Ｆには、空気調和装置７０１を斜め下方から見た空気調和装置７０１の外観
が示されている。以下においては、便宜的に、図に矢印で示されている上下前後左右の方
向を用いて説明する。空気調和装置７０１は、直方体を基礎とする形状を有するケーシン
グ７３０を備えている。このケーシング７３０が、上面７３０ａ、正面７３０ｂ、右側面
７３０ｃ、左側面７３０ｄ、背面７３０ｅ及び底面７３０ｆを覆う金属板を含んでいる。
ケーシング７３０は、上面７３０ａに第３開口７３３を有している。この第３開口７３３
が熱源側空間ＳＰ１（図１７Ｇ参照）に連通している。第３開口７３３を通して熱源側空
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間ＳＰ１の空気をケーシング７３０の外に吹出させる熱源側ファン７４７が、第３開口７
３３に取り付けられている。熱源側ファン７４７には、例えばプロペラファンが用いられ
る。また、ケーシング７３０が、正面７３０ｂ、左側面７３０ｄ及び背面７３０ｅにスリ
ット７３４を有している。これらスリット７３４も、熱源側空間ＳＰ１に連通している。
熱源側ファン７４７によって熱源側空間ＳＰ１からケーシング７３０の外側に向って空気
が吹出されると、熱源側空間ＳＰ１が大気圧に対して負圧になるので、スリット７３４を
通してケーシング７３０の外部から熱源側空間ＳＰ１に屋外空気が吸い込まれる。なお、
第３開口７３３及びスリット７３４は、利用側空間ＳＰ２（図１７Ｇ参照）には連通して
いない。従って、通常の状態では、第１ダクト７２１、第２ダクト７２２以外に、利用側
空間ＳＰ２からケーシング７３０の外部に連通する箇所はない。
【２１５６】
　ケーシング７３０の底面７３０ｆには、第１開口７３１及び第２開口７３２を有する底
板７３５が取り付けられている。サプライエアのための第１開口７３１には、図１７Ｊに
示されているように、第１ダクト７２１が接続されている。また、リターンエアのための
第２開口７３２には、図１７Ｊに示されているように、第２ダクト７２２が接続されてい
る。空調対象空間である部屋８１０から第２ダクト７２２を通ってケーシング７３０の利
用側空間ＳＰ２に帰ってきた空気は、利用側空間ＳＰ２から第１ダクト７２１を通って部
屋８１０へ送られる。第１開口７３１及び第２開口７３２の周囲には、底板７３５の強度
を補強するために、高さ３ｃｍ未満のリブ７３１ａ，７３２ａが形成されている（図１７
Ｈ参照）。リブ７３１ａ，７３２ａは、第１開口７３１及び第２開口７３２を例えばプレ
ス成形によって底板７３５に形成するときに、底板７３５の材料である金属板をプレス成
形によって立てて底板７３５と一体に形成される。
【２１５７】
　（１７－２－３）空気調和装置７０１の内部構成
　（１７－２－３－１）ケーシング７３０の中の熱源側空間ＳＰ１と利用側空間ＳＰ２
　図１７Ｇには、ケーシング７３０の正面７３０ｂを覆っていた金属板及び左側面７３０
ｄを覆っていた金属板が取り外された状態が示されている。図１７Ｈには、ケーシング７
３０の右側面７３０ｃを覆っていた金属板及び背面７３０ｅを覆っていた一部の金属板が
取り外された状態が示されている。図１７Ｈにおいて、背面７３０ｅを覆っていた金属板
のうちの取り外された金属板は、利用側空間ＳＰ２を覆っていた金属板である。従って、
図１７Ｈに示されている、背面７３０ｅを覆っている金属板は、熱源側空間ＳＰ１のみを
覆っている。そして、図１７Ｉには、ケーシング７３０の右側面７３０ｃを覆っていた金
属板、左側面７３０ｄを覆っていた金属板、背面７３０ｅを覆っていた金属板及び上面７
３０ａの一部を覆っていた金属板が取り外され且つ熱源側熱交換器７４３及び熱源側ファ
ン７４７が取り外された状態が示されている。
【２１５８】
　熱源側空間ＳＰ１と利用側空間ＳＰ２が、仕切板７３９によって仕切られている。熱源
側空間ＳＰ１に屋外空気が流れ、利用側空間ＳＰ２に屋内空気が流れるが、仕切板７３９
は、熱源側空間ＳＰ１と利用側空間ＳＰ２を仕切ることによって、熱源側空間ＳＰ１と利
用側空間ＳＰ２の間の空気の流通を遮断する。従って、通常の状態では、ケーシング７３
０の中で屋内空気と屋外空気が混ざることはなく、空気調和装置７０１を介して屋外と屋
内が連通されることはない。
【２１５９】
　（１７－２－３－２）熱源側空間ＳＰ１の中の構成
　熱源側空間ＳＰ１には、熱源側ファン７４７以外にも、圧縮機７４１、四方弁７４２、
熱源側熱交換器７４３及びアキュムレータ７４６が収納されている。熱源側熱交換器７４
３は、冷媒が中を流れる複数の伝熱管（図示せず）と、互いの隙間を空気が流れる複数の
伝熱フィン（図示せず）とを含んでいる。複数の伝熱管が上下方向（以下、行方向ともい
う）に並んでいて、各伝熱管が上下方向と実質的に直交する方向（実質的に水平方向）に
延びている。また、複数の伝熱管は、ケーシング７３０に近い側から順に複数列設けられ
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ている。熱源側熱交換器７４３の端部では、ある列から他の列に及び／またはある行から
他の行に冷媒の流れが折り返されるように、例えばＵ字状に曲げられ或いはＵ字管で伝熱
管同士が接続されている。上下方向に長く延びた複数の伝熱フィンは、互いに所定の間隔
を保って、伝熱管の延びる方向に沿って並べられている。各伝熱フィンを複数の伝熱管が
貫通するように、複数の伝熱フィンと複数の伝熱管とが組み合わされている。そして、複
数の伝熱フィンも複数列に配置されている。
【２１６０】
　熱源側熱交換器７４３が、上面視において、Ｃ字型の形状を有しており、ケーシング７
３０の正面７３０ｂと左側面７３０ｄと背面７３０ｅに対向するように配置されている。
熱源側熱交換器７４３が囲っていない部分は、仕切板７３９に対向する部分である。そし
て、Ｃ字型形状の２つの端にあたる側端部が仕切板７３９の近傍に配置され、熱源側熱交
換器７４３の２つの側端部と仕切板７３９の間が、空気の通過を遮る金属板（図示せず）
によって塞がれている。また、熱源側熱交換器７４３は、実質的に、ケーシング７３０の
底面７３０ｆから上面７３０ａに達する高さを持つ。このような構成によって、スリット
７３４から入って、熱源側熱交換器７４３を通過して第３開口７３３から出る空気の流路
が形成される。スリット７３４を通って熱源側空間ＳＰ１に吸い込まれた屋外空気が、熱
源側熱交換器７４３を通過するときに、熱源側熱交換器７４３の中を流れる冷媒と熱交換
する。熱源側熱交換器７４３で熱交換をした後の空気は、熱源側ファン７４７によって、
第３開口７３３からケーシング７３０の外に排気される。
【２１６１】
　（１７－２－３－３）利用側空間ＳＰ２の中の構成
　利用側空間ＳＰ２には、膨張弁７４４、利用側熱交換器７４５及び利用側ファン７４８
が配置されている。利用側ファン７４８には、例えば遠心ファンが用いられる。遠心ファ
ンとしては、例えばシロッコファンがある。なお、膨張弁７４４は、熱源側空間ＳＰ１に
配置されてもよい。図１７Ｈに示されているように、利用側ファン７４８は、支持台７５
１によって、第１開口７３１の上方に配置されている。利用側ファン７４８の吹出口７４
８ｂは、図１７Ｎに示されているように、上面視において、第１開口７３１とは重ならな
い位置に配置されている。支持台７５１とケーシング７３０によって利用側ファン７４８
の吹出口７４８ｂと第１開口７３１以外の部分が囲まれているので、利用側ファン７４８
の吹出口７４８ｂから吹出される空気は、実質的に全て第１開口７３１から第１ダクト７
２１を通して屋内に供給される。
【２１６２】
　利用側熱交換器７４５は、冷媒が中を流れる複数の伝熱管７４５ａ（図１７Ｍ参照）と
、互いの隙間を空気が流れる複数の伝熱フィン（図示せず）とを含んでいる。複数の伝熱
管７４５ａが上下方向（行方向）に並んでいて、各伝熱管７４５ａが上下方向と実質的に
直交する方向（第２実施形態では、左右方向）に延びている。ここでは、冷媒が、複数の
伝熱管７４５ａの中を左右方向に流れる。また、複数の伝熱管７４５ａは、前後方向に複
数列設けられている。利用側熱交換器７４５の端部では、ある列から他の列に及び／また
はある行から他の行に冷媒の流れが折り返されるように、例えばＵ字状に曲げられ或いは
Ｕ字管で伝熱管７４５ａ同士が接続されている。上下方向に長く延びた複数の伝熱フィン
は、互いに所定の間隔を保って、伝熱管７４５ａの延びる方向に沿って並べられている。
そして、各伝熱フィンを複数の伝熱管７４５ａが貫通するように、複数の伝熱フィンと複
数の伝熱管７４５ａとが組み合わされている。例えば、利用側熱交換器７４５を構成する
伝熱管７４５ａに銅管を使用し、伝熱フィンに、アルミニウムを使用することができる。
【２１６３】
　利用側熱交換器７４５は、前後に短く、上下左右に長い形状を有する。ドレンパン７５
２は、左右に長く延びる直方体の上面を取り除いたような形状を持っている。ドレンパン
７５２は、上面視において、利用側熱交換器７４５の前後の長さよりも長い前後方向の寸
法を持つ。利用側熱交換器７４５は、このようなドレンパン７５２の中に嵌め込まれてい
る。そして、このドレンパン７５２が、利用側熱交換器７４５で発生して下方に向って滴
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り落ちる結露水を受け止める。ドレンパン７５２は、ケーシング７３０の右側面７３０ｃ
から仕切板７３９まで延びている。ドレンパン７５２の排水口７５２ａがケーシング７３
０の右側面７３０ｃを貫通しており、ドレンパン７５２で受けた結露水は、排水口７５２
ａを通ってケーシング７３０の外に排水される。
【２１６４】
　また、利用側熱交換器７４５は、ケーシング７３０の右側面７３０ｃの近傍から仕切板
７３９の近傍まで延びている。ケーシング７３０の右側面７３０ｃと利用側熱交換器７４
５の右側部７４５ｃの間及び、仕切板７３９と利用側熱交換器７４５の左側部７４５ｄの
間が金属板で塞がれている。ドレンパン７５２は、底板７３５から上方に離れて底板７３
５を基準に高さｈ１の位置に支持枠７３６によって支持されている。利用側熱交換器７４
５の支持は、利用側熱交換器７４５の上下左右の周囲に合わせた棒状の枠部材を含み、ケ
ーシング７３０及び仕切板７３９に直接または間接的に固定されている補助枠７５３によ
って補助されている。利用側熱交換器７４５とケーシング７３０の上面７３０ａの間は、
利用側熱交換器７４５自身または補助枠７５３によって塞がれている。また、利用側熱交
換器７４５と底板７３５との間の開口部は、支持台７５１とドレンパン７５２によって塞
がれている。
【２１６５】
　このように、利用側熱交換器７４５によって、利用側空間ＳＰ２が、利用側熱交換器７
４５よりも上流側の空間と、利用側熱交換器７４５よりも下流側の空間に分割されている
。そして、利用側熱交換器７４５の上流側から下流側に流れる空気は、全て、利用側熱交
換器７４５を通過する。利用側ファン７４８は、利用側熱交換器７４５の下流側の空間に
配置されており、利用側熱交換器７４５を通過する気流を発生させる。既に説明した支持
台７５１は、利用側熱交換器７４５の下流側の空間をさらに、利用側ファン７４８の吸入
側の空間と吹出側の空間に分けている。
【２１６６】
　（１７－２－３－４）冷媒回路
　図１７Ｋには、空気調和装置７０１の中に構成されている冷媒回路７１１が示されてい
る。冷媒回路７１１は、利用側熱交換器７４５と熱源側熱交換器７４３とを含んでいる。
この冷媒回路７１１において、利用側熱交換器７４５と熱源側熱交換器７４３の間を冷媒
が循環する。この冷媒回路７１１では、冷房運転または暖房運転において蒸気圧縮式の冷
凍サイクルが実施されているときに、利用側熱交換器７４５と熱源側熱交換器７４３で熱
交換が行なわれる。図１７Ｋにおいて、矢印Ａｒ３は、利用側熱交換器７４５の下流側の
気流であって利用側ファン７４８から吹出されるサプライエアを示しており、矢印Ａｒ４
は、利用側熱交換器７４５の上流側の気流であるリターンエアを示している。また、矢印
Ａｒ５は、熱源側熱交換器７４３の下流側の気流であって熱源側ファン７４７によって第
３開口７３３から吹出される気流を示しており、矢印Ａｒ６は、熱源側熱交換器７４３の
上流側の気流であって熱源側ファン７４７によってスリット７３４から吸い込まれる気流
を示している。
【２１６７】
　冷媒回路７１１は、圧縮機７４１と四方弁７４２と熱源側熱交換器７４３と膨張弁７４
４と利用側熱交換器７４５とアキュムレータ７４６とを含んでいる。四方弁７４２は、冷
房運転時には実線で示された接続状態に切り換わり、暖房運転時には破線で示された接続
状態に切り換わる。
【２１６８】
　冷房運転時には、圧縮機７４１で圧縮されたガス冷媒が、四方弁７４２を通って熱源側
熱交換器７４３に送られる。この冷媒は、熱源側熱交換器７４３で屋外空気に放熱し、冷
媒配管７１２を通って膨張弁７４４に送られる。膨張弁７４４では、冷媒が膨張して減圧
され、冷媒配管７１２を通って利用側熱交換器７４５に送られる。膨張弁７４４から送ら
れてきた低温低圧の冷媒は、利用側熱交換器７４５で熱交換を行って屋内空気から熱を奪
う。利用側熱交換器７４５で熱を奪われて冷えた空気が、第１ダクト７２１を通って部屋
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８１０に供給される。利用側熱交換器７４５で熱交換を終えたガス冷媒または気液二相の
冷媒は、冷媒配管７１３、四方弁７４２及びアキュムレータ７４６を通って圧縮機７４１
に吸入される。
【２１６９】
　暖房運転時には、圧縮機７４１で圧縮されたガス冷媒が、四方弁７４２、冷媒配管７１
３を通って利用側熱交換器７４５に送られる。この冷媒は、利用側熱交換器７４５で屋内
空気と熱交換を行って屋内空気に熱を与える。利用側熱交換器７４５で熱を与えられて暖
められた空気が、第１ダクト７２１を通って部屋８１０に供給される。利用側熱交換器７
４５で熱交換を行った冷媒は、冷媒配管７１２を通って膨張弁７４４に送られる。膨張弁
７４４で膨張して減圧された低温低圧の冷媒は、冷媒配管７１２を通って熱源側熱交換器
７４３に送られ、熱源側熱交換器７４３で熱交換を行って屋外空気から熱を得る。熱源側
熱交換器７４３で熱交換を終えたガス冷媒または気液二相の冷媒は、四方弁７４２及びア
キュムレータ７４６を通って圧縮機７４１に吸入される。
【２１７０】
　（１７－２－３－５）制御系統
　図１７Ｌには、空気調和装置７０１を制御するメインコントローラ７６０とそのメイン
コントローラ７６０によって制御される主な機器などが示されている。メインコントロー
ラ７６０は、圧縮機７４１、四方弁７４２、熱源側ファン７４７及び利用側ファン７４８
を制御する。メインコントローラ７６０は、リモートコントローラ７６２と通信できるよ
うに構成されている。ユーザは、部屋８１０の室内温度の設定値などをリモートコントロ
ーラ７６２からメインコントローラ７６０に送信することができる。
【２１７１】
　空気調和装置７０１の制御のために、冷媒回路７１１の各部の冷媒温度を測定するため
の複数の温度センサ及び／または各部の圧力を測定する圧力センサ並びに各所の空気温度
を測定するための温度センサが設けられている。
【２１７２】
　メインコントローラ７６０は、少なくとも、圧縮機７４１のオン・オフの制御、熱源側
ファン７４７のオン・オフの制御、利用側ファン７４８のオン・オフの制御を行う。なお
、圧縮機７４１、熱源側ファン７４７及び利用側ファン７４８のいずれかまたは全てが回
転数を変更できるタイプのモータを有している場合には、圧縮機７４１、熱源側ファン７
４７及び利用側ファン７４８のうちの回転数可変のモータの回転数を、メインコントロー
ラ７６０が制御できるように構成してもよい。その場合、メインコントローラ７６０は、
圧縮機７４１のモータの回転数の変更することによって、冷媒回路７１１を流れる冷媒の
循環量を変更できる。熱源側ファン７４７のモータの回転数を変更することにより、メイ
ンコントローラ７６０は、熱源側熱交換器７４３の伝熱フィン間を流れる屋外空気の流量
を変更できる。また、利用側ファン７４８のモータの回転数を変更することにより、メイ
ンコントローラ７６０は、利用側熱交換器７４５の伝熱フィン間を流れる屋内空気の流量
を変更できる。
【２１７３】
　メインコントローラ７６０には、冷媒漏洩センサ７６１が接続されている。冷媒漏洩セ
ンサ７６１は、空気中に漏れ出した冷媒ガスが検知下限濃度以上になったときに、冷媒ガ
スの漏洩の検知を示す信号をメインコントローラ７６０に送信する。
【２１７４】
　メインコントローラ７６０は、例えばコンピュータにより実現されるものである。メイ
ンコントローラ７６０を構成するコンピュータは、制御演算装置と記憶装置とを備える。
制御演算装置には、ＣＰＵ又はＧＰＵといったプロセッサを使用できる。制御演算装置は
、記憶装置に記憶されているプログラムを読み出し、このプログラムに従って所定の画像
処理や演算処理を行う。さらに、制御演算装置は、プログラムに従って、演算結果を記憶
装置に書き込んだり、記憶装置に記憶されている情報を読み出したりすることができる。
しかし、メインコントローラ７６０は、ＣＰＵとメモリを用いて行うのと同様の制御を行
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うことができる集積回路（ＩＣ）を用いて構成されてもよい。ここでいうＩＣには、ＬＳ
Ｉ（large-scale integrated circuit）、ＡＳＩＣ（application-specific integrated 
circuit）、ゲートアレイ、ＦＰＧＡ（field programmable gate array）等が含まれる。
【２１７５】
　本実施形態では、冷媒回路７１１には、蒸気圧縮式の冷凍サイクルを行うための冷媒が
充填されている。当該冷媒は、１，２－ジフルオロエチレンを含む混合冷媒であり、上述
した冷媒Ａ～Ｄのいずれかを用いることができる。
【２１７６】
　（１７－３）第３実施形態
　図１７Ｏには、第３実施形態に係る空気調和装置６０１の構成が示されている。この空
気調和装置６０１は室内の換気と調湿とを行うように構成されたものである。空気調和装
置６０１のケーシング６２１の中の中央部には、顕熱交換器６２２が設けられている。顕
熱交換器６２２とは、流通空気間で湿分の交換は行わず、顕熱の熱交換だけを行う機能を
有するものである。
【２１７７】
　空気調和装置６０１は、圧縮機６３３と、熱源側熱交換器である室外熱交換器６３４と
、利用側熱交換器である給気熱交換器６２５と、供給空気ＳＡを室内の複数の部屋に供給
する給気ダクト６５１と、室内空気ＲＡを室内から取り入れる還気ダクト６５２と、室外
空気ＯＡを室外から取り込む吸込ダクト６５３と、ケーシング６２１とを備えている。給
気熱交換器６２５で冷媒と熱交換される前の第１空気が室外空気ＯＡであり、給気熱交換
器６２５で冷媒と熱交換された後の第１空気が供給空気ＳＡである。室外熱交換器６３４
が熱交換する室外空気が第２空気である。第２空気である室外空気と第１空気である室外
空気ＯＡは、互いに異なるものである。
【２１７８】
　少なくとも１，２－ジフルオロエチレンを含む冷媒は、圧縮機６３３と給気熱交換器６
２５と室外熱交換器６３４とを循環して冷凍サイクルを繰り返す。さらに詳細には、冷媒
は、圧縮機６３３で圧縮され、室外熱交換器６３４で凝縮され、キャピラリチューブ６３
６で減圧され、給気熱交換器６２５で蒸発される。キャピラリチューブ６３６に代えて、
膨張弁を用いることもできる。
【２１７９】
　ケーシング６２１の中の給気通路６４１と外気通路６４３とを含む空間は、給気ダクト
６５１に接続され且つ給気熱交換器６２５を収納している利用側空間である。ケーシング
６２１は、給気熱交換器６２５で冷媒と熱交換された後の供給空気ＳＡ（第１空気）を給
気ダクト６５１に送出することができるように構成されている。給気ダクト６５１が第１
ダクトであり、吸込ダクト６５３が第３ダクトである。
【２１８０】
　ここで見方を変えると、空気調和装置６０１が利用側ユニット６０２と熱源側ユニット
６０３で構成されているとみなすことができる。利用側ユニット６０２と熱源側ユニット
６０３は、互いに別体のユニットである。利用側ユニット６０２は、ケーシング６２１と
、顕熱交換器６２２と、給気熱交換器６２５と、排気ファン６２７と、給気ファン６２８
と、加湿器６２９とを有している。熱源側ユニット６０３は、圧縮機６３３と、室外熱交
換器６３４と、キャピラリチューブ６３６とを備えている。利用側ユニット６０２は、ケ
ーシング６２１を第３ダクトである吸込ダクト６５３に接続し、室外から取り入れた第１
空気である室外空気ＯＡを利用側熱交換器である給気熱交換器６２５に導くように構成さ
れている。
【２１８１】
　この顕熱交換器６２２よりも室内側に給気通路６４１と吸込通路６４４とが形成されて
いる。顕熱交換器６２２よりも室外側に排気通路６４２と外気通路６４３とが形成されて
いる。給気通路６４１に給気ファン６２８と加湿器６２９とが設けられている。排気通路
６４２に排気ファン６２７が設けられている。外気通路６４３には、給気熱交換器６２５
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が設けられている。この給気熱交換器６２５は、熱源側ユニット６０３に接続されている
。熱源側ユニット６０３には、上記給気熱交換器６２５とともに冷媒回路６１０を構成す
る圧縮機６３３、室外熱交換器６３４及びキャピラリチューブ６３６が設けられている。
圧縮機６３３、室外熱交換器６３４及びキャピラリチューブ６３６が冷媒配管６４５で接
続されている。室外熱交換器６３４には室外ファン（図示せず）が並設されている。空気
調和装置６０１では、排気ファン６２７を駆動することにより室内空気ＲＡが吸込通路６
４４に吸い込まれ、給気ファン６２８を駆動することにより室外空気ＯＡが外気通路６４
３に吸い込まれる。このとき外気通路６４３に吸い込まれた室外空気ＯＡは蒸発器として
機能する上記給気熱交換器６２５で冷却除湿され、顕熱交換器６２２に至る。この顕熱交
換器６２２において、吸込通路６４４に吸い込まれた上記室内空気ＲＡと顕熱の交換を行
う。この顕熱交換によって、上記室外空気ＯＡは除湿されたまま温度だけが室内空気ＲＡ
と略等しくなり、供給空気ＳＡとして室内へ供給される。一方、顕熱交換器６２２で冷却
された室内空気ＲＡは、排気ＥＡとして室外へ排出される。
【２１８２】
　第３実施形態の空気調和装置６０１は、室外空気ＯＡを給気熱交換器６２５で冷却する
。給気熱交換器６２５で冷却された空気が顕熱交換器６２２に至る。空気調和装置６０１
は、給気熱交換器６２５で冷却された空気と室内空気ＲＡに、顕熱交換器６２２で顕熱交
換を行わせる。空気調和装置６０１は、室内空気ＲＡと顕熱交換を行った空気を、その後
、供給空気ＳＡとして室内へ供給する。
【２１８３】
　しかし、室外空気を導入する構成は、この構成に限らない。例えば、空気調和装置は、
先に、室外空気ＯＡと室内空気ＲＡに、顕熱交換器で顕熱交換を行わせる。その後、空気
調和装置は、室内空気ＲＡと顕熱交換を行った空気を、利用側熱交換器で冷却する。空気
調和装置は、利用側熱交換器で冷却された空気を、供給空気ＳＡとして室内へ供給する。
【２１８４】
　空気調和装置は、室外空気の温度が低い季節に対応できるように、室外空気ＯＡを加熱
して室内に供給するように構成されてもよい。このような空気調和装置は、例えば、室外
空気OAと室内空気ＲＡに、顕熱交換器で顕熱交換を行わせる。空気調和装置は、その後、
室内空気ＲＡと顕熱交換を行った空気を、利用側熱交換器で加熱する。空気調和装置は、
利用側熱交換器で加熱した空気を、供給空気ＳＡとして室内へ供給する。
【２１８５】
　上述の空気調和装置は、上述のような構成を備えることで、先に顕熱交換器で温度を調
節された室外空気OAを、後から利用側熱交換器で冷却あるいは加熱することができるので
、冷凍サイクルの効率を上げることができる。
【２１８６】
　本実施形態では、冷媒回路６１０には、蒸気圧縮式の冷凍サイクルを行うための冷媒が
充填されている。当該冷媒は、１，２－ジフルオロエチレンを含む混合冷媒であり、上述
した冷媒Ａ～Ｄのいずれかを用いることができる。
【２１８７】
　（１７－４）特徴
　上述の第１実施形態、第２実施形態及び第３実施形態の空気調和装置（１，６０１，７
０１）は、圧縮機（３２１，６３３，７４１）と、室内熱交換器２４２、給気熱交換器６
２５または利用側熱交換器７４５と、室外熱交換器３２３，６３４または熱源側熱交換器
７４３と、冷媒Ａ～Ｄのいずれかと、第１ダクト２０９，７２１または給気ダクト６５１
と、ケーシング２３０，６２１，７３０とを備えている。
【２１８８】
　室内熱交換器２４２、給気熱交換器６２５または利用側熱交換器７４５は、第１空気を
熱交換する利用側熱交換器である。室外熱交換器３２３，６３４または熱源側熱交換器７
４３は、第２空気を熱交換する熱源側熱交換器である。第１ダクト２０９，７２１または
給気ダクト６５１は、第１空気を室内の複数の部屋１０１～１０４，８１０に供給する第
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１ダクトである。冷媒Ａ～Ｄは、少なくとも１，２－ジフルオロエチレンを含み、圧縮機
と利用側熱交換器と熱源側熱交換器とを循環して冷凍サイクルを繰り返す。ケーシング２
３０，６２１，７３０は、第１ダクト２０９，７２１または給気ダクト６５１に接続され
且つ室内熱交換器２４２、給気熱交換器６２５または利用側熱交換器７４５を収納してい
る利用側空間ＳＰ２を有し、室内熱交換器２４２、給気熱交換器６２５または利用側熱交
換器７４５で冷媒と熱交換された後の第１空気を第１ダクト２０９，７２１または給気ダ
クト６５１に送出するように構成されている。
【２１８９】
　このように構成された空気調和装置１，６０１，７０１は、第１空気を第１ダクト２０
９，７２１または給気ダクト６５１で複数の部屋に熱交換後の第１空気を供給することか
ら、冷媒回路３２０，７１１，６１０の構成が簡素化されるので、空気調和装置１，６０
１，７０１に充填される冷媒量を削減することが可能になる。
【２１９０】
　（１８）第１８グループの技術の実施形態
　（１８－１）第１実施形態
　図１８Ａに示す冷凍サイクルは、非共沸の混合冷媒を用いた蒸気圧縮式の冷凍サイクル
である。図１８Ａにおいて、１は圧縮機、２は利用側熱交換器、３は熱源側熱交換器、４
は膨張機構として作用する第１キャピラリーチューブである。これらの機器は、四路切換
弁５を介して、可逆サイクルを構成するように接続されている。６は、アキュムレータで
ある。
【２１９１】
　本実施形態では、冷凍サイクルには、蒸気圧縮式の冷凍サイクルを行うための冷媒が充
填されている。当該冷媒は、１，２－ジフルオロエチレンを含む混合冷媒であり、上述し
た冷媒Ａ～Ｄのいずれかを用いることができる。
【２１９２】
　この冷凍サイクルにおいて、熱源側熱交換器３は、第１熱交換部３１と第２熱交換部３
２とに分かれている。これらの第１、第２熱交換部３１，３２は、減圧機構としての第２
キャピラリーチューブ７を介して、直列に接続されている。暖房運転時には、混合冷媒の
蒸発圧力を、熱源側熱交換器３を流れている間に第２キャピラリーチューブ７が低下させ
る。８は、冷房運転時に、混合冷媒が第２キャピラリーチューブ７をバイパスするように
設けられた逆止弁である。
【２１９３】
　圧縮機１、熱源側熱交換器３、第１キャピラリーチューブ４、四路切換弁５、アキュム
レータ６、第２キャピラリーチューブ７は、室外にある熱源ユニット５０の中に配置され
ている。利用側熱交換器２は、室内にある利用ユニット６０に配置されている。
【２１９４】
　利用ユニット６０は、図１８Ｂに示すように、その後面が室内の側壁ＷＬに固定される
。利用側熱交換器２には、利用ユニット６０の前面側（図１８Ｂの左側）および上面側か
ら室内の空気が流れ込む。利用側熱交換器２は、利用ユニット６０の前面側に位置する第
３熱交換部２１と、利用ユニット６０の後面側に位置する第４熱交換部２２と、を有して
いる。第３熱交換部２１の上部の近傍に、第４熱交換部２２の上部が位置している。第３
熱交換部２１は、その上部から、利用ユニット６０の前面側に向かって斜め下方に延びて
いる。第４熱交換部２２は、その上部から、利用ユニット６０の後面側に向かって斜め下
方に延びている。第３熱交換部２１の冷媒流路の容積は、第４熱交換部２２の冷媒流路の
容積よりも大きい。第３熱交換部２１を通過する空気の風速は速く、第４熱交換部２２を
通過する空気の風速は遅いが、それに合わせた冷媒流路の容積になるように第３熱交換部
２１および第４熱交換部が設計されている。これにより、利用側熱交換器２の熱交換の効
率も高くなっている。
【２１９５】
　次に、各キャピラリーチューブ４，７による各減圧量の設定について、図１８Ｃのモリ



(278) JP WO2019/124409 A1 2019.6.27

10

20

30

40

50

エル線図を基に説明する。
【２１９６】
　図１８Ｃにおいて、Ｔ１は、フロスト限界温度（例えば－３℃）、Ｔ２は、暖房運転時
における標準外気温度（例えば７℃）を示す等温線である。
【２１９７】
　第１熱交換部３１の入口側にある第１キャピラリーチューブ４の減圧量は、暖房運転時
、第１熱交換部３１の人口での冷媒の蒸発温度がフロスト限界温度Ｔ１より僅かに高い温
度Ｔ３となる圧力Ｐ１、になるように設定する。
【２１９８】
　第１，第２熱交換部３１，３２の間に配置される第２キャピラリーチューブ７の減圧量
は、混合冷媒の温度勾配に対応させて決定する。具体的には、第２熱交換部３２の入口で
の蒸発温度がフロスト限界温度Ｔ１以上の温度Ｔ５で、かつ、第２熱交換部３２の出口で
の蒸発温度が標準外気温度Ｔ２を下回る温度Ｔ６となる圧力Ｐ２、まで減圧するように設
定する。
【２１９９】
　次に、冷凍サイクルの作用を説明する。
【２２００】
　暖房運転では、四路切換弁（５）を図１８Ａの実線で示す状態に切り換えて、暖房サイ
クルを形成する。そして、圧縮機１を駆動させると、混合冷媒は、圧縮機１、利用側熱交
換器２、第１キャピラリーチューブ４、熱源側熱交換器３、アキュムレータ６の順で循環
する。この循環による混合冷媒の状態変化を、図１８Ｃのモリエル線図を使って説明する
。
【２２０１】
　混合冷媒は、圧縮機１から圧力Ｐ０の高温高圧のガスとして吐出される（図１８Ｃの点
Ｃ１）。その後、利用側熱交換器２で、同一圧力で凝縮して、冷媒は液の状態になる（Ｃ
２）。次に、第１キャピラリーチューブ４で膨張（減圧）され、冷媒は、圧力Ｐ１の状態
となって熱源側熱交換器３の第１熱交換部３１に流入する（Ｃ３）。
【２２０２】
　第１熱交換部３１に流入した冷媒は、第１熱交換部３１の入口付近でフロスト限界温度
Ｔ１より高い温度Ｔ３で蒸発を開始し、この蒸発に伴い、第１熱交換部３１の出口付近で
は蒸発温度がＴ４（但し、Ｔ２以下）まで上昇する（Ｃ４）。この第１熱交換部３１から
流出した混合冷媒は、第２キャピラリーチューブ７で再び減圧され、圧力Ｐ２となる。こ
れに伴い、第２熱交換部３２の入口での蒸発温度は、第１熱交換部３１の出口における蒸
発温度より低く、且つ、フロスト限界温度Ｔ１より高い温度Ｔ５まで低下する（Ｃ５）。
【２２０３】
　第２熱交換部３２での蒸発に伴い、冷媒の蒸発温度は上昇し、第２熱交換部３２の出口
付近において、冷媒は、標準外気温度Ｔ２より低い温度Ｔ６のガス冷媒となる。その後、
冷媒は、圧縮機１に戻り、再び圧縮される。
【２２０４】
　このように、熱源側熱交換器３の第１熱交換部３１と第２熱交換部３２との間に、減圧
機構としての第２キャピラリーチューブ７を設けているため、熱源側熱交換器３の入口と
出口との蒸発温度の差が小さくなる。言い換えると、この冷凍サイクルでは、熱源側熱交
換器３における蒸発温度の上昇幅が小さくなる。これにより、蒸発温度を好適な蒸発温度
域内で推移させることでき、熱源側熱交換器３でのフロスト（霜付き）を回避しながら、
しかも外気温と蒸発温度との差も確保することで出来ている。これらの効果によって、こ
の冷凍サイクルでは、熱源側熱交換器３の熱交換の効率が向上している。
【２２０５】
　また、この冷凍サイクルでは、蒸発温度の温度勾配が大きい混合冷媒を使用しても、熱
源側熱交換器３の能力低下が抑制される。
【２２０６】



(279) JP WO2019/124409 A1 2019.6.27

10

20

30

40

50

　なお、四路切換弁５を破線で示す状態に切り換えると、冷房運転を行うことができるが
、これは従来と同様なので説明を省略する。
【２２０７】
　（１８－２）第２実施形態
　図１８Ｄに示す冷凍サイクルは、上記の第１実施形態の冷凍サイクルと同様に、非共沸
点冷媒を使ったヒートポンプ式の冷凍装置である。第１実施形態との相違点は、負荷に応
じて、混合冷媒の組成を変えて能力を増減させられるようにしている点である。具体的に
は、膨張機構として作用する第３，第４キャピラリーチューブ４１、４２の間に、気液分
離器９を設けている。吸入ガス管１０には、冷媒貯留用の容器１１を設けている。容器１
１の一端は、第１開閉弁１２を介して、気液分離器９のガス域に接続されている。容器１
１の他端は、第２開閉弁１３を介して、吸入ガス管１０に接続されている。
【２２０８】
　第２開閉弁１３を閉状態にし、かつ、第１開閉弁１２を開状態にすることにより、容器
１１に気液分離器９から低沸点冷媒の割合が多い混合冷媒を流入させて、凝縮貯留させる
ことができる。これにより、循環する混合冷媒における高沸点冷媒の組成比が大きくなっ
て、能力を低下させることが可能である。
【２２０９】
　また、第２開閉弁１３を開状態にし、かつ、第１開閉弁１２を閉状態にすると、再び混
合冷媒の組成比が元に戻り、能力がアップする。
【２２１０】
　その他の構成は、第１実施形態と同様であるから、図１８Ｄに第１実施形態の構成と同
一符号を付して説明を省略する。
【２２１１】
　なお、上記各実施形態においては、暖房運転における蒸発圧力を２ステップとしたが、
熱源側熱交換器３を３個以上に分割し、これら分割した各熱交換部の間それぞれに減圧機
構を設け、３ステップ以上に蒸発圧力を変化させてもよい。
【２２１２】
　また、上記各実施形態においては、減圧機構としてキャピラリーチューブ７を設けたが
、熱源側熱交換器３の伝熱管の内径を適当な減圧勾配が得られるように選定することによ
って、減圧機構を構成してもよい。
【２２１３】
　また、減圧機構の減圧量は、必ずしも暖房運転時における熱源側熱交換器３の入口での
蒸発温度がフロスト限界温度以上となるようにしなくともよい。
【２２１４】
　（１９）第１９グループの技術の実施形態
　（１９－１）第１実施形態
　本実施形態では、冷媒回路１０には、蒸気圧縮式の冷凍サイクルを行うための冷媒が充
填されている。当該冷媒は、１，２－ジフルオロエチレンを含む混合冷媒であり、上述し
た冷媒Ａ～Ｄのいずれかを用いることができる。
【２２１５】
　図１９Ａは、本開示の第１実施形態に係る空気調和機１における冷媒回路１０の配管系
統図である。この空気調和機１は、冷房運転と暖房運転とが可能なヒートポンプ式の空気
調和機である。図１９Ａに示すように、空気調和機１は、室外に設置される室外機１００
と、室内に設置される室内機２００とを備えている。室外機１００と室内機２００とは、
第１の接続配管１１及び第２の接続配管１２を介して互いに接続され、冷媒が循環して蒸
気圧縮式の冷凍サイクルを行う冷媒回路１０を構成している。
【２２１６】
　〈室内機〉
　室内機２００には、冷媒を室外空気と熱交換させるための室内熱交換器２１０が設けら
れている。この室内熱交換器２１０には、例えばクロスフィン型のフィン・アンド・チュ



(280) JP WO2019/124409 A1 2019.6.27

10

20

30

40

50

ーブ熱交換器などを採用できる。また、室内熱交換器２１０の近傍には、室内ファン２１
１が設置されている。
【２２１７】
　〈室外機〉
　室外機１００には、圧縮機１３、油分離器１４、室外熱交換器１５、室外ファン１６、
膨張弁１７、アキュムレータ１８、四方切換弁１９、冷媒ジャケット２０、及び電気回路
３０が設けられ、ケース（後述する室外機ケーシング７０）に収められている。
【２２１８】
　圧縮機１３は、冷媒を吸入ポートから吸入して圧縮し、圧縮した冷媒を吐出ポートから
吐出する。この圧縮機１３には、例えばスクロール圧縮機などの種々の圧縮機を採用でき
る。
【２２１９】
　油分離器１４は、圧縮機１３から吐出された潤滑油が混じった冷媒を、冷媒と潤滑油と
に分離して、冷媒は四方切換弁１９に送り、潤滑油は圧縮機１３に戻すようになっている
。
【２２２０】
　室外熱交換器１５は、冷媒を室外空気と熱交換させるための空気熱交換器であり、例え
ばクロスフィン型のフィン・アンド・チューブ熱交換器などである。室外熱交換器１５の
近傍には、室外熱交換器１５へ室外空気を送風する室外ファン１６が設置されている。
【２２２１】
　膨張弁１７は、室外熱交換器１５と室内熱交換器２１０に接続され、流入した冷媒を膨
張させて、所定の圧力まで減圧させてから流出させる。膨張弁１７は、例えば、開度可変
の電子膨張弁で構成できる。
【２２２２】
　アキュムレータ１８は、流入する冷媒を気液分離し、分離したガス冷媒を圧縮機１３に
送る。
【２２２３】
　四方切換弁１９には、第１から第４の４つのポートが設けられる。四方切換弁１９は、
第１ポートと第３ポートが連通すると同時に第２ポートと第４ポートが連通する第１状態
（図１９Ａに実線で示す状態）と、第１ポートと第４ポートが連通すると同時に第２ポー
トと第３ポートが連通する第２状態（図１９Ａに破線で示す状態）とに切り換え可能であ
る。この室外機１００では、第１ポートは油分離器１４を介して圧縮機１３の吐出ポート
に、第２ポートはアキュムレータ１８を介して圧縮機１３の吸入ポートにそれぞれ接続さ
れている。また、第３ポートは室外熱交換器１５及び膨張弁１７を介して第２の接続配管
１２に、第４ポートは第１の接続配管１１にそれぞれ接続されている。そして、室外機１
００において冷房運転が行われる場合には第１状態に切り替えられ、暖房運転が行われる
場合には第２状態に切り替えられる。
【２２２４】
　冷媒ジャケット２０は、例えば、アルミニウムなどの金属を扁平な直方体状に形成した
ものであり、室外熱交換器１５と膨張弁１７とを接続する冷媒配管２１の一部を覆って、
冷媒配管２１と熱的に接続されている。詳しくは、この冷媒ジャケット２０には、図１９
Ｂに示すように冷媒配管２１を嵌めこむ２つの貫通孔が設けられ、冷媒配管２１は、一方
の貫通孔を通り抜けた後にＵ字状に折り返して、もう一方の貫通孔を通り抜けている。つ
まり、冷媒ジャケット２０の内部には、冷凍サイクルに使用する冷媒が流通している。
【２２２５】
　電気回路３０は、圧縮機１３の電動機の回転数などの制御を行う。この電気回路３０は
、プリント基板３１上に形成され、プリント基板３１はスイッチボックス４０内にスペー
サ３２によって固定されている。このプリント基板３１上には、図１９Ｂに示すように、
パワー素子３３などが配置されている。このパワー素子３３は、例えば圧縮機１３の電動
機に電力を供給するインバータ回路のスイッチング素子であり、圧縮機１３の運転時には



(281) JP WO2019/124409 A1 2019.6.27

10

20

30

40

50

発熱し、パワー素子３３を冷却しておかないと、パワー素子３３が動作可能な温度（例え
ば９０℃）を超える可能性がある。そのため、空気調和機１では、冷媒ジャケット２０を
流通する冷媒によってパワー素子３３を冷却するようになっている。
【２２２６】
　具体的には、空気調和機１では、図１９Ｂに示すように、冷媒ジャケット２０をスイッ
チボックス４０に固定してスイッチボックス４０内のパワー素子３３を冷却する。より詳
しくは、スイッチボックス４０は、一つの面が開口した扁平な箱状に形成され、開口部が
対向した面には貫通孔４０ａが設けられ、板状に形成された伝熱板５０が貫通孔４０ａを
覆うように取り付けネジ５１によって固定されている。伝熱板５０は、アルミニウムなど
の比較的熱抵抗が小さい材料で構成される。
【２２２７】
　この伝熱板５０に対しては、スイッチボックス４０の外側からは冷媒ジャケット２０が
取り付けネジ５１で固定され、スイッチボックス４０の内側からはパワー素子３３が取り
付けネジ５１で固定されている。この構造では、パワー素子３３の熱は、伝熱板５０を介
して冷媒ジャケット２０に伝導し、冷媒ジャケット２０を流通する冷媒に放熱することに
なる。
【２２２８】
　詳しくは、冷媒ジャケット２０では、冷房運転時には室外熱交換器１５で凝縮してパワ
ー素子３３の温度よりも低温の冷媒が流れ、暖房運転時には、室内熱交換器２１０で凝縮
してパワー素子３３の温度よりも低温の冷媒が流れる。そのため、電気回路３０のパワー
素子３３で生じた熱は、伝熱板５０を介して冷媒ジャケット２０に伝熱し、冷媒ジャケッ
ト２０において冷媒配管２１内の冷媒に放熱する。これにより、パワー素子３３は、動作
可能な温度に維持されることになる。
【２２２９】
　図１９Ｃは、室外機１００の横断面形状を模式的に示した図であり、圧縮機１３等の主
要部品の配置を示している。図１９Ｃに示すように、室外機ケーシング７０は仕切り板６
０によって２つに仕切られている。一方の区画（熱交換室）には、断面形状がＬ字型に形
成された室外熱交換器１５が、室外機ケーシング７０の側面及び背面に面して配置され、
この室外熱交換器１５の近傍には、室外ファン１６が設置されている。また、もう一方の
区画（機械室）には冷媒ジャケット２０、圧縮機１３、スイッチボックス４０等が配置さ
れている。詳しくは、この室外機ケーシング７０は、正面側の面に、機械室に貫通するサ
ービス用開口部７１が設けられ、スイッチボックス４０は、伝熱板５０の側が、サービス
用開口部７１からみて手前側に向いている。また、冷媒ジャケット２０は、サービス用開
口部７１から見て伝熱板５０よりも手前側（すなわちパワー素子３３よりも手前側）に配
置されている。
【２２３０】
　－スイッチボックス４０の室外機ケーシング７０内への組み付け－
　本実施形態では、プリント基板３１と伝熱板５０とは予めスイッチボックス４０に取り
付けておく。具体的には、まず伝熱板５０をスイッチボックス４０に対して取り付けネジ
５１で固定し、その状態で、プリント基板３１をスイッチボックス４０の中に入れて、ス
ペーサ３２を介してスイッチボックス４０に固定するとともに、パワー素子３３を伝熱板
５０に対して取り付けネジ５１で固定して熱的に接続する。このようにして組み立てたス
イッチボックス４０は、空気調和機１の製造時や、修理等でプリント基板３１を再度組み
付ける際などに、サービス用開口部７１から室外機ケーシング７０内に入れる。
【２２３１】
　図１９Ｄは、室外機１００の正面図である。この例では、室外機ケーシング７０は、冷
媒ジャケット２０の上方に、スイッチボックス４０を通過させることができる空間が設け
られ、サービス用開口部７１はこの空間に対しても開口している。そして、このサービス
用開口部７１からスイッチボックス４０を室外機ケーシング７０内に組み込む。この場合
、スイッチボックス４０は、冷媒ジャケット２０の上方を乗り越えさせて、冷媒ジャケッ
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ト２０よりも奥側に入れる。この際、スイッチボックス４０は伝熱板５０側を手前側（す
なわち冷媒ジャケット２０に対向する側）にしておく。そして、この状態で、冷媒ジャケ
ット２０と伝熱板５０とを取り付けネジ５１によって固定する。
【２２３２】
　このとき、冷媒ジャケット２０と伝熱板５０との間に隙間があると、冷媒ジャケット２
０とパワー素子３３との間で適切に熱交換が行われず、所望の冷却効果を得られないこと
になる。本実施形態では、冷媒ジャケット２０は、サービス用開口部７１から見てパワー
素子３３よりも手前側に配置されているので、冷媒ジャケット２０と伝熱板５０とを取り
付けネジ５１によって固定する際に、両者の接続状態を視認することができる。したがっ
て、本実施形態によれば、製造時や修理時などに、冷媒ジャケット２０とパワー素子３３
とを適切に接続して所望の冷却効果を得ることが可能になる。
【２２３３】
　（１９－２）第２実施形態
　本実施形態でも、冷媒は、１，２－ジフルオロエチレンを含む混合冷媒であり、上述し
た冷媒Ａ～Ｄのいずれかを用いることができる。
【２２３４】
　図１９Ｅは、本開示の第２実施形態に係る空気調和機１の室外機１００の内部構成を示
す。本実施形態の室外機１００は、冷媒ジャケット２０が、放熱板５０に取り付けられた
ヒートパイプ２０Ａによって構成されている点において、第１実施形態と異なる。ヒート
パイプ２０Ａは、冷媒が封入されているパイプである。ヒートパイプ２０Ａは、冷凍サイ
クルを行う冷媒回路とは連通していないので、冷媒を冷媒回路と授受しない。
【２２３５】
　第２実施形態に係る室外機１００は、ケーシング７０と、ケーシング７０に設けられた
仕切り板６０を有する。仕切り板６０は、ケーシング７０の内部空間を、熱交換室８１、
機械室８２、制御機器室８３に仕切る。機械室８２には、圧縮機１３、アキュムレータ１
８、吸込配管９１、連結配管９２が設けられている。圧縮機１３、アキュムレータ１８、
吸込配管９１、連結配管９２は、冷凍サイクルを行う冷媒回路に属する。吸込配管９１は
、低圧ガス状態の冷媒をアキュムレータ１８へ導入する。連結配管９２は、圧縮機１３の
吸込口とアキュムレータ１８を連絡する。制御機器室８３には、パワー素子３３、放熱板
５０、冷媒ジャケット２０、が設けられる。パワー素子３３は、第１実施形態と同様に、
冷媒ジャケット２０に熱的に接続している。
【２２３６】
　冷媒ジャケット２０、即ちヒートパイプ２０Ａは、左端垂直部Ｘ、傾斜部Ｙ、右端垂直
部Ｚを有する。左端垂直部Ｘは放熱板５０と接触するように構成されている。右端垂直部
Ｚには、吸込配管９１が弾性体９３を介して接触するように配置されている。弾性体９３
は、熱伝導率が比較的大きなものであり、例えばシリコンゴムである。
【２２３７】
　パワー素子３３が発する熱は、左端垂直部Ｘにおいてヒートパイプ２０Ａに伝達される
。この熱によって、左端垂直部Ｘの内部の冷媒が蒸発する。蒸発によって生じたガス冷媒
は、傾斜部Ｙを上昇して右端垂直部Ｚへ到達する。ガス冷媒は、右端垂直部Ｚにおいて吸
込配管９１へ熱を放出する。これにより、ガス冷媒は凝縮して液冷媒に変化する。液冷媒
は、傾斜部Ｙを下降して左端垂直部Ｘへ到達する。このように、ヒートパイプ２０Ａを用
いた廉価な構成により、パワー素子３３は冷却される。
【２２３８】
　（２０）第２０グループの技術の実施形態
　（２０－１）実施形態
　以下、本開示の一実施形態に係る空気調和機について説明する。本実施形態では、空気
調和機１０の冷媒回路には、蒸気圧縮式の冷凍サイクルを行うための冷媒が充填されてい
る。当該冷媒は、１，２－ジフルオロエチレンを含む混合冷媒であり、上述した冷媒Ａ～
Ｄのいずれかを用いることができる。
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【２２３９】
　＜空気調和機１０の全体構成＞
　図２０Ａに示すように、本実施形態の空気調和機１０は、圧縮機１、四路弁２、室外熱
交換器３、減圧器の一例としての膨張弁４、第１室内熱交換器５、除湿用電磁弁６および
第２室内熱交換器７が環状に接続された冷媒回路を備えている。また、空気調和機１０は
、室外熱交換器３の近傍に配置された室外ファン８と、第１室内熱交換器５及び第２室内
熱交換器７の近傍に配置された室内ファン９を備えている。除湿用電磁弁６は、第１室内
熱交換器５と第２室内熱交換器７との間に配置される。
【２２４０】
　空気調和機１０において、冷房運転時は、除湿用電磁弁６を開いた状態で四路弁２が実
線の位置に切り換えられ、圧縮機１から吐出された冷媒は、室外熱交換器３、膨張弁４、
第１室内熱交換器５、除湿用電磁弁６、第２室内熱交換器７を介して圧縮機１の吸込側に
戻る。この冷媒回路において、凝縮器として働く室外熱交換器３で放熱し、蒸発器として
働く第１室内熱交換器５及び第２室内熱交換器７で室内空気を冷却して冷房を行う。一方
、暖房運転時は、除湿用電磁弁６を開いた状態で四路弁２が点線の位置に切り換えられ、
冷房運転時とは逆の冷凍サイクルで暖房を行う。
【２２４１】
　そして、再熱除湿運転では、膨張弁４を開くと共に除湿用電磁弁６を閉じて絞り状態に
し、さらに四路弁２が実線の位置に切り換えられ、圧縮機１から吐出された冷媒は、室外
熱交換器３、膨張弁４、第１室内熱交換器５、除湿用電磁弁６、第２室内熱交換器７を介
して圧縮機１の吸込側に戻る。この冷媒回路において、室外熱交換器３と第１室内熱交換
器５が凝縮器として働く一方、第２室内熱交換器７が蒸発器として働く。したがって、第
１室内熱交換器５で室内空気を温めつつ第２室内熱交換器７で除湿と冷却が行われて、室
内温度を下げずに除湿を行う。したがって、再熱除湿運転では快適性が維持される。
【２２４２】
　図２０Ｂは、除湿用電磁弁６が開状態である場合であって、図２０Ｃは、除湿用電磁弁
６が絞り状態（閉状態）である場合である。除湿用電磁弁６は、図２０Ｂ及び図２０Ｃに
示すように、弁本体２０と、開閉機構３０とを備えている。弁本体２０は、弁室１９とそ
の弁室１９内の下部に形成された弁座１２とを有する円筒部１１と、弁座１２のテーパ面
１２ａに対向するテーパ面１３ｂを有する弁体１３と、円筒部１１の上部に内嵌され、弁
体１３の軸部１３ａを軸方向に案内するガイド部１４とを有している。円筒部１１には、
入口側通路３１が接続された入口１１ａと、出口側通路３２が接続された出口１１ｂを設
けている。
【２２４３】
　また、開閉機構３０は、弁体１３の軸部１３ａの外側に配置されたコイルバネ１５と、
弁体１３の軸部１３ａの端に固定された円筒形状のプランジャ１６と、プランジャ１６内
に配置された電磁ガイド１７と、プランジャ１６と電磁ガイド１７の外側に配置された電
磁コイル１８とを有している。コイルバネ１５は、プランジャ１６を電磁ガイド１７側に
付勢している。
【２２４４】
　そして、弁座１２のテーパ面１２ａには、図２０Ｄに示すように、複数の溝（ブリード
溝）２１が設けられている。したがって、図２０Ｃのように、除湿用電磁弁６が絞り状態
（閉状態）である場合に、弁体１３のテーパ面１３ｂと弁座１２のテーパ面１２ａとの間
には、弁座１２のテーパ面１２ａにある複数の溝２１によって、小さい隙間の冷媒絞り流
路が構成される。
【２２４５】
　上記のように構成された除湿用電磁弁６において、電磁コイル１８に通電されると、電
磁ガイド１７とプランジャ１６との間に電磁力が発生して、コイルバネ１５の付勢力に反
してプランジャ１６が下方に移動して、弁体１３のテーパ面１３ｂが弁座１２のテーパ面
１２ａに当接する。したがって、弁体１３のテーパ面１３ｂと弁座１２のテーパ面１２ａ
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との間が閉鎖されるが、弁座１２のテーパ面１２ａにある複数の溝２１によって小さい隙
間の冷媒絞り流路が構成される。よって、除湿用電磁弁６が、絞り状態（閉状態）となっ
て、入口側通路３１が接続された入口１１ａと出口側通路３２が接続された出口１１ｂと
が、弁座１２の複数の溝２１によって連通する。
【２２４６】
　また、電磁コイル１８への通電が停止されると、電磁ガイド１７とプランジャ１６との
間の電磁力がなくなるので、コイルバネ１５の付勢力によってプランジャ１６が上方に移
動して、弁体１３のテーパ面１３ｂが弁座１２のテーパ面１２ａから離れる。したがって
、除湿用電磁弁６が、開状態となって、入口側通路３１が接続された入口１１ａと出口側
通路３２が接続された出口１１ｂとが連通する。
【２２４７】
　以上に説明した実施形態において、空気調和機１０は、開閉の切り換えが可能な除湿用
電磁弁６を備えている。これに代えて、空気調和機１０は、開度の調節が可能な除湿用膨
張弁を備えていてもよい。
【２２４８】
　（２１）第２１グループの技術の実施形態
　（２１－１）空気調和機の全体構成
　図２１Ａに示すように、本実施形態の空気調和機１は、室内に設置される室内機２と、
室外に設置される室外機３とを備えている。そして、空気調和機１は、圧縮機１０と、四
方弁１１、室外熱交換器１２と、膨張弁１３と、室内熱交換器１４とを接続した冷媒回路
５０を備えている。冷媒回路５０において、圧縮機１０の吐出口に四方弁１１を介して室
外熱交換器１２が接続され、その室外熱交換器１２に膨張弁１３が接続される。そして、
膨張弁１３に室内熱交換器１４の一端が接続され、その室内熱交換器１４の他端に四方弁
１１を介して圧縮機１０の吸込口が接続される。室内熱交換器１４は、補助熱交換器２０
と、主熱交換器２１とを有している。
【２２４９】
　冷媒回路５０には、蒸気圧縮式の冷凍サイクルを行うための冷媒が充填されている。当
該冷媒は、１，２－ジフルオロエチレンを含む混合冷媒であり、上述した冷媒Ａ～Ｄのい
ずれかを用いることができる。
【２２５０】
　空気調和機１は、冷房運転モード、所定の除湿運転モードおよび暖房運転モードにおけ
る運転が可能であって、リモートコントローラ４１によって、いずれかの運転モードを選
択して運転開始操作を行ったり、運転切換操作や運転停止操作を行うことができる。また
、リモートコントローラ４１では、室内温度の設定温度を設定したり、室内ファンの回転
数を変化させることによって室内機２の風量を変更できる。
【２２５１】
　冷房運転モードおよび所定の除湿運転モードでは、図示実線矢印で示すように、圧縮機
１０から吐出された冷媒が四方弁１１から室外熱交換器１２、膨張弁１３、補助熱交換器
２０、主熱交換器２１へと順に流れ、主熱交換器２１を経た冷媒が四方弁１１を通って圧
縮機１０に戻る冷房サイクルまたは除湿サイクルが形成される。すなわち、室外熱交換器
１２が凝縮器、室内熱交換器１４（補助熱交換器２０および主熱交換器２１）が蒸発器と
して機能する。
【２２５２】
　一方、暖房運転モードでは、四方弁１１が切換わることにより、図示破線矢印で示すよ
うに、圧縮機１０から吐出される冷媒が四方弁１１から主熱交換器２１、補助熱交換器２
０、膨張弁１３、室外熱交換器１２へと順に流れ、室外熱交換器１２を経た冷媒が四方弁
１１を通って圧縮機１０に戻る暖房サイクルが形成される。すなわち、室内熱交換器１４
（補助熱交換器２０および主熱交換器２１）が凝縮器、室外熱交換器１２が蒸発器として
機能する。
【２２５３】
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　図２１Ｂに示されている室内機２は、上面に室内空気の吸込口２ａを有し、前面下部に
空調用空気の吹出口２ｂとを有している。室内機２内には、吸込口２ａから吹出口２ｂに
向かって空気流路が形成され、この空気流路には、室内熱交換器１４と、横流型の室内フ
ァン１６が配置される。したがって、室内ファン１６が回転すると、室内空気が吸込口２
ａから室内機２内に吸込まれる。室内機２の前側において、吸込口２ａからの吸込み空気
は、補助熱交換器２０と主熱交換器２１を通って室内ファン１６側に流れる。一方、室内
機２の背面側において、吸込口２ａからの吸込み空気は、主熱交換器２１を通って室内フ
ァン１６側に流れる。
【２２５４】
　室内熱交換器１４は、上述したように、補助熱交換器２０の下流側に配置された主熱交
換器２１を有している。主熱交換器２１は、室内機２の前面側に配置された前面熱交換器
２１ａと、室内機２の背面側に配置された背面熱交換器２１ｂとを有しており、この熱交
換器２１ａ、２１ｂが、室内ファン１６を囲むように逆Ｖ字状に配置される。そして、補
助熱交換器２０が前面熱交換器２１ａの前方に配置される。補助熱交換器２０および主熱
交換器２１（前面熱交換器２１ａ、背面熱交換器２１ｂ）は、それぞれ、熱交換パイプお
よび多数枚のフィンを備えている。
【２２５５】
　冷房運転モードおよび所定の除湿運転モードでは、図２１Ｃに示すように、補助熱交換
器２０の下方の端部近くに配置された液入口１７ａから液冷媒が供給され、その供給され
た液冷媒は、補助熱交換器２０の上端に近付くように流れる。そして、補助熱交換器２０
の上端近くに配置された出口１７ｂから流れ出て分岐部１８ａに流れる。分岐部１８ａに
おいて分岐された冷媒が、それぞれ、主熱交換器２１の３つの入口１７ｃから、前面熱交
換器２１ａの下方部分と上方部分と背面熱交換器２１ｂに供給され、その後、出口１７ｄ
から流れ出て合流部１８ｂで合流する。また、暖房運転モードでは、冷媒が上記と反対方
向に流れる。
【２２５６】
　そして、空気調和機１では、所定の除湿運転モードでの運転が行われているとき、補助
熱交換器２０の液入口１７ａから供給された液冷媒は、補助熱交換器２０の途中で全て蒸
発する。したがって、補助熱交換器２０の液入口１７ａ近くの一部の範囲だけが、液冷媒
が蒸発する蒸発域６１である。よって、所定の除湿運転モードで運転されているとき、室
内熱交換器１４において、補助熱交換器２０の上流側の一部だけが蒸発域６１であって、
補助熱交換器２０の蒸発域６１の下流側の範囲と主熱交換器２１とは、いずれも過熱域６
２である。
【２２５７】
　そして、補助熱交換器２０の上端近くの過熱域６２を流れた冷媒が、補助熱交換器２０
の下方部分の風下側に配置された前面熱交換器２１ａの下方部分を流れる。したがって、
吸込口２ａからの吸込空気において、補助熱交換器２０の蒸発域６１で冷却された空気は
、前面熱交換器２１ａで加熱された後で、吹出口２ｂから吹き出される。一方、吸込口２
ａからの吸込空気において、補助熱交換器２０の過熱域６２と前面熱交換器２１ａを流れ
た空気と、背面熱交換器２１ｂを流れた空気とは、室内温度と略同一の温度で、吹出口２
ｂから吹き出される。
【２２５８】
　空気調和機１では、図２１Ａに示すように、室外機３に、冷媒回路５０において膨張弁
１３の下流側において蒸発温度を検知する蒸発温度センサ３０が取り付けられる。そして
、室内機２に、室内温度（室内機２の吸込口２ａからの吸込空気の温度）を検知する室内
温度センサ３１と、補助熱交換器２０において液冷媒の蒸発が終了したことを検知する室
内熱交温度センサ３２が取付けられる。
【２２５９】
　室内熱交温度センサ３２は、図２１Ｃに示すように、補助熱交換器２０の上端近くの風
下側に配置される。そして、補助熱交換器２０の上端近くの過熱域６２では、吸込口２ａ
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からの吸込空気がほとんど冷却されない。したがって、室内熱交温度センサ３２で検知さ
れる温度が、室内温度センサ３１で検知される室内温度と略同一である場合には、補助熱
交換器２０の途中で蒸発が終了して、補助熱交換器２０の上端近くの範囲が過熱域６２で
あることを検知できる。また、室内熱交温度センサ３２は、室内熱交換器１４の中間部の
伝熱管に配置される。したがって、室内熱交換器１４の中間部近くにおいて、冷暖房運転
での凝縮温度または蒸発温度を検知できる。
【２２６０】
　図２１Ｄに示すように、空気調和機１の制御部４０には、圧縮機１０と、四方弁１１、
膨張弁１３と、室内ファン１６を駆動するモータ１６ａと、蒸発温度センサ３０と、室内
温度センサ３１と、室内熱交温度センサ３２とが接続される。したがって、制御部４０は
、リモートコントローラ４１からの指令（運転開始操作や室内温度の設定温度等）や、蒸
発温度センサ３０で検知される蒸発温度、室内温度センサ３１で検知される室内温度（吸
込空気の温度）、室内熱交温度センサ３２で検知される熱交中間温度に基づいて空気調和
機１の運転を制御する。
【２２６１】
　そして、空気調和機１では、所定の除湿運転モードにおいて、補助熱交換器２０が、液
冷媒が蒸発する蒸発域６１と蒸発域６１の下流側の過熱域６２を有するが、この蒸発域６
１の範囲が、負荷に応じて変化するように、圧縮機１０及び膨張弁１３が制御される。こ
こで、負荷に応じて変化するとは、蒸発域６１に供給される熱量に応じて変化することで
あって、熱量は例えば室内温度（吸込空気の温度）と室内風量によって決まる。また、負
荷は、必要除湿能力（必要冷房能力）に対応しており、例えば室内温度と設定温度との差
に基づいて検知できる。
【２２６２】
　圧縮機１０は、室内温度と設定温度との差に基づいて制御される。室内温度と設定温度
との差が大きい場合に負荷が大きいことから圧縮機１０の周波数が増加され、室内温度と
設定温度との差が小さい場合に負荷が小さいことから、圧縮機１０の周波数が減少するよ
うに制御される。
【２２６３】
　膨張弁１３は、蒸発温度センサ３０で検知される蒸発温度に基づいて制御される。上述
したように、圧縮機１０の周波数が制御された状態において、蒸発温度が目標蒸発温度（
１２℃）近くの所定範囲（１０℃－１４℃）内の温度になるように、膨張弁１３が制御さ
れる。この蒸発温度の所定範囲は、圧縮機１０の周波数によらず一定に制御されるのが好
ましい。ただし、周波数によって、わずかに変化するようにしても実質的に一定であれば
問題ない。
【２２６４】
　このように、制御部４０は、所定の除湿運転モードにおいて、負荷に応じて圧縮機１０
及び膨張弁１３を制御することによって、補助熱交換器２０の蒸発域６１の範囲を変化さ
せる。制御部４０は、補助熱交換器２０の蒸発域６１の範囲を変化させて、蒸発温度が所
定範囲内の温度になるように制御することができる。
【２２６５】
　空気調和機１では、補助熱交換器２０及び前面熱交換器２１ａが、１２段の伝熱管をそ
れぞれ有している。そして、所定の除湿運転モードにおいて補助熱交換器２０の蒸発域６
１となる段数が、前面熱交換器２１ａの段数の半分以上である場合、補助熱交換器の蒸発
域６１の範囲を十分に広くできるので負荷の変動に十分に対応できる。特に負荷が大きい
場合に効果がある。
【２２６６】
　図２１Ｅは、膨張弁１３において開度を変化したときの流量変化を示している。膨張弁
１３は、入力される駆動パルスの数に応じて開度が連続的に変化する。そして、開度が減
少するにつれて、膨張弁１３を流れる冷媒の流量が減少する。膨張弁１３では、開度ｔ０
のときに全閉状態であって、開度ｔ０からｔ１の間では、開度が増加するにつれて流量が
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第１の傾きにしたがって増加し、開度ｔ１からｔ２の間では、開度が増加するにつれて流
量が第２の傾きにしたがって増加する。ここで、第１の傾きは、第２の傾きより大きい。
【２２６７】
　補助熱交換器２０の蒸発域６１の範囲が変化するように行われる制御について、一例を
説明する。例えば、所定の除湿運転モードにおいて、補助熱交換器２０の蒸発域６１の範
囲が所定面積であるときに負荷が大きくなった場合、圧縮機１０の周波数が増加されると
共に、膨張弁１３の開度が大きく変更される。したがって、補助熱交換器２０の蒸発域６
１の範囲が所定面積より大きくなって、室内機２に吸い込まれた風量が一定であっても、
実際に蒸発域６１を通過する風量が増加する。
【２２６８】
　一方、所定の除湿運転モードにおいて、補助熱交換器２０の蒸発域６１の範囲が所定面
積であるときに負荷が小さくなった場合、圧縮機１０の周波数が減少されると共に、膨張
弁１３の開度が小さく変更される。したがって、補助熱交換器２０の蒸発域６１の範囲が
所定面積より小さくなって、室内機２に吸い込まれた風量が一定であっても、実際に蒸発
域６１を通過する風量が減少する。
【２２６９】
　空気調和機１のリモートコントローラ４１において、除湿運転モードを選択して運転が
開始される操作（除湿運転モードの開始操作）が行われた場合の動作を説明する。空気調
和機１では、除湿運転モードの開始操作が行われたときに負荷が大きい場合は、補助熱交
換器２０の一部分のみを蒸発域６１とする第２運転を開始しないで、第１運転を開始した
後で、負荷の減少に応じて第２運転に切り換わる。ここで、第１運転は、補助熱交換器２
０の全体を蒸発域６１として、室内熱交換器１４で熱交換された空気を室内に吹き出す運
転である。
【２２７０】
　そして、空気調和機１では、負荷が、室内温度と設定温度との差に対応して変化する圧
縮機の周波数に基づいて検知される。したがって、空気調和機１では、圧縮機１０の周波
数が所定周波数より小さい場合に、負荷が小さく、第１運転では蒸発温度が高くなって除
湿できない状態であることを検知する。また、空気調和機１では、蒸発温度（蒸発温度セ
ンサ３０で検知される蒸発温度または室内熱交温度センサ３２で検知される熱交中間温度
）を検知して、その蒸発温度が所定温度より低い場合、第１運転でも十分な除湿ができる
ことから、第２運転に切り換わらない。したがって、空気調和機１では、圧縮機周波数が
所定周波数より小さく、蒸発温度が所定温度より高い場合に、第２運転が開始される。
【２２７１】
　図２１Ｆに示されているように、まず、リモートコントローラ４１において除湿運転モ
ードの開始操作が行われると（ステップＳ１）、圧縮機周波数が所定周波数より小さく、
蒸発温度が所定温度より高いか否かを判断する（ステップＳ２）。所定周波数は、除湿運
転モードにおける上限周波数である。所定温度とは、第１運転における除湿限界温度であ
る。そして、圧縮機周波数が所定周波数以上、または、蒸発温度が所定温度以下と判断し
た場合には（ステップＳ２：ＮＯ）、第１運転を開始する（ステップＳ３）。その後、ス
テップＳ２の判断が繰り返される。一方、ステップＳ２において、圧縮機周波数が所定周
波数より小さく、蒸発温度が所定温度より高いと判断した場合には（ステップＳ２：ＹＥ
Ｓ）、第２運転を開始する（ステップＳ４）。
【２２７２】
　なお、冷房運転モードでは、例えば、第１運転が行われ、室内熱交換器１４の全体が蒸
発器として機能するように、空気調和機１が制御部４０により制御される。
【２２７３】
　（２１－２）本実施形態の空気調和機１の特徴
　（２１－２－１）
　本実施形態の空気調和機１では、除湿運転モードにおいて、補助熱交換器２０が冷媒を
蒸発域６１で蒸発させる第１熱交換器となり、室外熱交換器１２が冷媒を凝縮させる第２
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熱交換器となる。空気調和機１では、膨張弁１３が、冷媒を減圧する減圧部である。この
空気調和機１は、第１熱交換器である室内熱交換器１４の蒸発域６１で冷媒を蒸発させて
除湿することができ且つ簡略化された冷媒回路５０を有している。
【２２７４】
　本実施形態の空気調和機１では、除湿運転モードの開始操作が行われたときに負荷が大
きい場合、第１運転でも熱交換器の温度が低いため、十分な除湿が可能であるので、第１
運転を開始することで、効率良く、除湿と冷房を同時に行うことが可能である。そして、
室内の温度が低下して、負荷が小さくなってくると、第１運転では、蒸発温度が高くなっ
て除湿できなくなるため、その時点で第２運転に切り換える。これにより、除湿のための
ＣＯＰ悪化の影響を最小限とすることが可能となる。
【２２７５】
　また、本実施形態の空気調和機１では、除湿運転モードの開始操作によって第１運転を
開始した後において、蒸発温度が所定温度より低い場合は第２運転に切り換わらない。こ
の場合、蒸発温度が所定値より低いので、第１運転から第２運転に切り換えなくても除湿
できる。
【２２７６】
　（２１－２－２）
　さらに詳細に見ると、空気調和機１では、補助熱交換器２０を第１熱交換器とみなすこ
とができる。このように見る場合には、第１熱交換器である補助熱交換器２０の風下に配
置されている主熱交換器２１を、空気調和機１が備えている。除湿運転モードの開始操作
によって第１運転が行われる場合、補助熱交換器２０の全体が蒸発域として機能する。補
助熱交換器２０の全体が蒸発域として機能する場合、主熱交換器２１の全体を蒸発域とし
て機能させる制御ができるように、制御部４０が構成されてもよい。補助熱交換器２０の
全体が蒸発域として機能する場合、主熱交換器２１の一部を蒸発域として機能させる制御
ができるように、制御部４０が構成されてもよい。補助熱交換器２０の全体が蒸発域とし
て機能する場合、主熱交換器２１の全体を過熱域として機能させる制御ができるように、
制御部４０が構成されてもよい。また、制御部４０は、これらの構成のうちの一つあるい
は複数を組み合わせて構成されてもよい。そのために、室内熱交温度センサが適宜追加さ
れてもよい。
【２２７７】
　（２１－３）変形例
　（２１－３－１）変形例Ａ
　上述の実施形態において、補助熱交換器２０が、前面熱交換器２１ａに設けられて、背
面熱交換器２１ｂに設けられない場合について説明した。しかし、補助熱交換器２０は、
背面熱交換器２１ｂの最風上側に設けられてもよい。
【２２７８】
　（２１－３－２）変形例Ｂ
　上述の実施形態において、補助熱交換器と主熱交換器とが一体に構成されてもよい。し
たがって、この場合、室内熱交換器が一体に構成され、室内熱交換器の最風上側に、補助
熱交換器に対応した部分が設けられ、その風下側に、主熱交換器に対応した部分が設けら
れる。
【２２７９】
　この場合には、第１運転が、室内熱交換器の最風上側の補助熱交換器に相当する部分の
全体を蒸発域とする運転になり、第２運転が、内熱交換器の最風上側の補助熱交換器に相
当する部分の全体を蒸発域とする運転になる。
【２２８０】
　（２１－３－３）変形例Ｃ
　また、上述の実施形態では、冷房運転モード、所定の除湿運転モードおよび暖房運転モ
ードでの運転を行う空気調和機について説明したが、所定の除湿運転モードの他の方法で
除湿運転を行う除湿運転モードでの運転を行う空気調和機であってもよい。
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【２２８１】
　（２１－３－４）変形例Ｄ
　上述の実施形態は、室内熱交換器１４を第１熱交換器とみなし、除湿運転モードでは、
第１熱交換器の一部を蒸発域として用いて、冷房運転モードでは、第１熱交換器の全体を
蒸発域として用いていると見ることもできる。
【２２８２】
　（２２）第２２グループの技術の実施形態
　（２２－１）冷凍サイクル装置
　次に、本開示の実施形態に係る冷凍サイクル装置について、図面を参照しながら説明す
る。
【２２８３】
　本開示の下記実施形態の冷凍サイクル装置は、少なくとも所定の運転時に、熱源側及び
利用側の熱交換器の少なくとも一方において、冷媒の流れと、冷媒と熱交換する熱媒体の
流れと、が対向流となるという特徴を有する。以下では、説明の簡略化のため、このよう
な特徴を有する冷凍サイクル装置を、対向流型の熱交換器を有する冷凍サイクル装置と呼
ぶ場合がある。なお、ここで対向流とは、熱交換器における冷媒の流れ方向が、外部熱媒
体（冷媒回路の外部を流れる熱媒体）の流れ方向に対して逆方向であることを意味する。
言い換えれば、対向流とは、熱交換器において、冷媒が、外部熱媒体の流れる方向の下流
側から上流側へ向けて流れることを意味する。なお、以下の説明では、熱交換器における
冷媒の流れ方向が外部熱媒体の流れ方向に対して順方向である場合、言い換えれば熱交換
器において冷媒が外部熱媒体の流れる方向の上流側から下流側へ向けて流れる場合には、
冷媒の流れは並行流であると呼ぶ。
【２２８４】
　対向流型の熱交換器について具体例を挙げて説明する。
【２２８５】
　外部熱媒体が液体（例えば水）の場合には、熱交換器を、図２２Ａ（ａ）に示すような
二重管式熱交換器とし、例えば、二重管の内管Ｐ１内に外部熱媒体を一方側から他方側（
図示では上側から下側）に流し、外管Ｐ２内に冷媒を他方側から一方側（図示では下側か
ら上側）に流すことで、冷媒の流れと外部熱媒体の流れとを対向流とすることができる。
また、熱交換器を、図２２Ａ（ｂ）に示すような円筒管Ｐ３の外周面に螺旋管Ｐ４が巻き
付けられた構成の熱交換器とし、円筒管Ｐ３内に例えば外部熱媒体を一方側から他方側（
図示では上側から下側）に流し、螺旋管Ｐ４内に冷媒を他方側から一方側（図示では下側
から上側）に流すことで、冷媒の流れと外部熱媒体の流れとを対向流とすることができる
。さらに、図示は省略するが、プレート式熱交換器等の他の公知の熱交換器において、冷
媒の流れる方向を外部熱媒体の流れる方向に対して逆方向として対向流を実現してもよい
。
【２２８６】
　外部熱媒体が空気の場合には、熱交換器を、例えば図２２Ｂに示すようなフィンチュー
ブ式熱交換器とすることができる。フィンチューブ式熱交換器は、例えば図２２Ｂのよう
に、所定間隔を置いて並設される複数のフィンＦと、平面視で蛇行したＵ字状の伝熱管Ｐ
５とを有する。フィンチューブ式熱交換器では、伝熱管Ｐ５が有する複数列（図２２Ｂで
は２列）の互いに平行な直線部が、複数のフィンＦを貫通するようにして設けられる。各
伝熱管Ｐ５の両端のうち、一方は冷媒の流入口となり、他方は冷媒の流出口となる。冷媒
を、図中の矢印Ｘに示すように、空気の流通方向Ｙの下流側から上流側に向けて流すこと
で、熱交換器における冷媒の流れと外部熱媒体の流れとを対向流とすることができる。
【２２８７】
　なお、本開示に係る冷凍サイクル装置の冷媒回路に封入される冷媒は、１，２－ジフル
オロエチレンを含む混合冷媒であり、上述した冷媒Ａ～Ｄのいずれかが用いることができ
る。上述の冷媒Ａ～Ｄでは、蒸発、凝縮の間に熱媒体の温度が上昇又は下降する。
【２２８８】
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　このように蒸発、凝縮時に温度変化（温度グライド）を伴う冷凍サイクルをローレンツ
サイクルという。ローレンツサイクルでは熱交換を行う熱交換器として機能する蒸発器及
び凝縮器のそれぞれが対向流型であることで蒸発中と凝縮中の冷媒の温度差が減少するが
、冷媒と外部熱媒体との間で有効に熱を伝えるのに十分な大きさの温度差は維持され、効
率良く熱交換をすることが可能となる。また、対向流型の熱交換器を有する冷凍サイクル
装置の他の利点は圧力差も最小限になるということである。このように対向流型の熱交換
器を有する冷凍サイクル装置では、従来システムに比べエネルギー効率や能力の改善をも
たらすことができる。
【２２８９】
　（２２－１－１）第１実施形態
　図２２Ｃは、一実施例に係る冷凍サイクル装置１０の概略構成図である。
【２２９０】
　なお、ここでは、後述する冷凍サイクル装置１０の利用側熱交換器１５において、冷媒
と外部熱媒体としての空気とが熱交換する場合を例に説明するが、利用側熱交換器１５は
外部熱媒体としての液体（例えば水）と熱交換するものであってもよい。また、ここでは
、後述する冷凍サイクル装置１０の熱源側熱交換器１３において、冷媒と外部熱媒体とし
ての液体とが熱交換する場合を例に説明するが、利用側熱交換器１５は外部熱媒体として
の空気と熱交換するものであってもよい。言い換えれば、熱源側熱交換器１３及び利用側
熱交換器１５で冷媒と熱交換する外部熱媒体の組合せは、（液体，空気）、（空気，液体
）、（液体，液体）、（空気、空気）のいずれであってもよい。他の実施形態においても
同様である。
【２２９１】
　ここでは、冷凍サイクル装置１０は、空気調和装置である。ただし、冷凍サイクル装置
１０は、空気調和装置に限定されるものではなく、例えば、冷蔵庫、冷凍庫、冷水機、製
氷機、冷蔵ショーケース、冷凍ショーケース、冷凍冷蔵ユニット、冷凍冷蔵倉庫等に用い
られる冷凍機、チラー（チリングユニット）、ターボ冷凍機、スクリュー冷凍機等であっ
てもよい。
【２２９２】
　また、ここでは、冷凍サイクル装置１０において、熱源側熱交換器１３が冷媒の凝縮器
として用いられ、利用側熱交換器１５が冷媒の蒸発器として用いられ、利用側熱交換器１
５において外部熱媒体（本実施形態では空気）が冷却されるが、これに限定されるもので
はない。冷凍サイクル装置１０において、熱源側熱交換器１３が冷媒の蒸発器として用い
られ、利用側熱交換器１５が冷媒の凝縮器として用いられ、利用側熱交換器１５において
外部熱媒体（本実施形態では空気）が加熱されてもよい。ただし、この場合、冷媒の流れ
方向は図２２Ｃとは逆になる。この場合には、熱交換器１３，１５を流れる外部熱媒体の
方向も図２２Ｃとは逆方向とすることで対向流が実現される。なお、熱源側熱交換器１３
を冷媒の蒸発器として用い、利用側熱交換器１５を冷媒の凝縮器として用いる場合、用途
を限定するものではないが、冷凍サイクル装置１０は、空気調和装置（暖房装置）の他、
給湯装置や床暖房装置等であってもよい。
【２２９３】
　冷凍サイクル装置１０は、１，２－ジフルオロエチレンを含む混合冷媒が封入され、冷
媒が循環する冷媒回路１１を有する。なお、１，２－ジフルオロエチレンを含む混合冷媒
には、上述した冷媒Ａ～Ｄのいずれかが用いることができる。
【２２９４】
　冷媒回路１１は、主として、圧縮機１２と、熱源側熱交換器１３と、膨張機構１４と、
利用側熱交換器１５とを有しており、これらの機器１２～１５等が順次接続されることに
よって構成されている。冷媒回路１１では、図２２Ｃの実線の矢印の方向に冷媒が循環す
る。
【２２９５】
　圧縮機１２は、低圧のガス冷媒を圧縮して、冷凍サイクルにおける高温高圧のガス冷媒
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を吐出する機器である。圧縮機１２から吐出された高圧のガス冷媒は、熱源側熱交換器１
３に供給される。
【２２９６】
　熱源側熱交換器１３は、圧縮機１２において圧縮された高温高圧のガス冷媒を凝縮させ
る凝縮器として機能する。熱源側熱交換器１３は、例えば機械室等に配置される。本実施
形態では、熱源側熱交換器１３には、外部熱媒体として液体（ここでは冷却水）が供給さ
れる。熱源側熱交換器１３は、限定するものではないが、例えば二重管式熱交換器である
。熱源側熱交換器１３において、冷媒と外部熱媒体とが熱交換することで、高温高圧のガ
ス冷媒は凝縮して高圧の液冷媒となる。熱源側熱交換器１３を通過した高圧の液冷媒は、
膨張機構１４へと送られる。
【２２９７】
　膨張機構１４は、熱源側熱交換器１３において放熱した高圧の液冷媒を冷凍サイクルに
おける低圧になるまで減圧するための機器である。膨張機構１４としては、例えば電子膨
張弁が用いられる。
【２２９８】
　ただし、膨張機構１４として、図２２Ｄに示すように、感温式膨張弁が用いられてもよ
い。膨張機構１４として感温式膨張弁を用いる場合、感温式膨張弁は、膨張弁と直結され
た感温筒によって利用側熱交換器１５通過後の冷媒温度を検出し、検出された冷媒温度に
基づいて膨張弁の開度を制御する。これにより、例えば利用側ユニット内に利用側熱交換
器１５、膨張弁、感温筒が設けられた場合に、利用側ユニット内のみで膨張弁の制御が完
結する。その結果、熱源側熱交換器１３が設けられる熱源側ユニットと利用側ユニットと
の間で、膨張弁の制御に関する通信が不要となり、低コスト及び省工事を達成できる。な
お、膨張機構１４に感温式膨張弁を用いる場合には、膨張機構１４の熱源側熱交換器１３
側に電磁弁１７が配置されることが好ましい。
【２２９９】
　また、膨張機構１４は、キャピラリーチューブであってもよい（図示省略）。
【２３００】
　膨張機構１４を通過した低圧の液冷媒又は気液二相冷媒は、利用側熱交換器１５に供給
される。
【２３０１】
　利用側熱交換器１５は、低圧の液冷媒を蒸発させる蒸発器として機能する。利用側熱交
換器１５は、空調対象空間に配置される。本実施形態では、利用側熱交換器１５には、フ
ァン１６により外部熱媒体としての空気が供給される。利用側熱交換器１５は、限定する
ものではないが、例えばフィンチューブ式熱交換器である。利用側熱交換器１５において
、冷媒と空気とが熱交換することで、低圧の液冷媒は蒸発して低圧のガス冷媒となり、一
方で外部熱媒体しての空気は冷却される。利用側熱交換器１３を通過した低圧のガス冷媒
は、圧縮機１２に供給され、再び冷媒回路１１を循環する。
【２３０２】
　以上の冷凍サイクル装置１０では、運転時に、熱源側熱交換器１３及び利用側熱交換器
１５の両方の熱交換器が対向流型の熱交換器となっている。
【２３０３】
　＜冷凍サイクル装置の特徴＞
　冷凍サイクル装置１０は、圧縮機１２と、熱源側熱交換器１３と、膨張機構１４と、利
用側熱交換器１５と、を含む冷媒回路１１を備える。冷媒回路１１には、少なくとも１，
２－ジフルオロエチレン（HFO-1132(E)）を含む冷媒が封入される。少なくとも所定の運
転時に、熱源側熱交換器１３及び利用側熱交換器１５の少なくとも一方における、冷媒の
流れと冷媒と熱交換する熱媒体の流れとが対向流である。
【２３０４】
　本冷凍サイクル装置では、１，２－ジフルオロエチレン（HFO-1132(E)）を含む低地球
温暖化係数の冷媒を用いて、熱交換器１３，１５を有効に利用した高効率な運転が実現さ
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れる。
【２３０５】
　なお、熱交換器１３，１５が冷媒の凝縮器として機能している場合には、通過する冷媒
の温度は入口側よりも出口側の方が低くなる傾向にある。しかし、凝縮器として機能する
際の熱交換器１３，１５を対向流型に構成する場合には、熱交換器１３，１５の冷媒の入
口側と出口側のいずれにおいても、空気と冷媒の温度差を十分に確保しやすい。
【２３０６】
　また、熱交換器１３，１５が冷媒の蒸発器として機能している場合には、通過する冷媒
の温度は入口側よりも出口側の方が高くなる傾向にある。しかし、蒸発器として機能する
際の熱交換器１３，１５を対向流型に構成する場合には、熱交換器１３，１５の冷媒の入
口側と出口側のいずれにおいても、空気と冷媒の温度差を十分に確保しやすい。
【２３０７】
　＜変形例＞
　冷凍サイクル装置１０は、図２２Ｅに示すように、冷媒回路１１は、膨張機構１４及び
利用側熱交換器１５を複数（図示例では２つ）並列に有するものであってもよい。また、
図示は省略するが、冷媒回路１１は、並列に配置された熱源側熱交換器１３を複数有して
もよいし、圧縮機１２を複数有するものであってもよい。
【２３０８】
　また、冷凍サイクル装置１０では、図２２Ｆに示すように、冷媒回路１１が流路切換機
構１８を更に有していてもよい。流路切換機構１８は、圧縮機１２から吐出されるガス冷
媒が流れる先を、熱源側熱交換器１３及び利用側熱交換器１５のいずれか一方に切り換え
る機構である。流路切換機構１８は、例えば四路切換弁であるが、これに限定されるもの
ではなく、複数の弁により流路切換機構が実現されてもよい。流路切換機構１８を用いる
ことで、熱源側熱交換器１３を凝縮器として機能させかつ利用側熱交換器１５を蒸発器と
して機能させる冷房運転と、熱源側熱交換器１３を蒸発器として機能させかつ利用側熱交
換器１５を凝縮器として機能させる暖房運転とを切り換えることができる。
【２３０９】
　なお、図２２Ｆに示した例では、冷房運転時に、凝縮器として機能する熱源側熱交換器
１３及び蒸発器として機能する利用側熱交換器１５が、共に対向流型の熱交換器になる（
冷媒流れを示す実線矢印参照）。一方で、暖房運転時には、蒸発器として機能する熱源側
熱交換器１３及び凝縮器として機能する利用側熱交換器１５が、共に並行流型（冷媒の流
れ方向が外部熱媒体の流れ方向に対して順方向）の熱交換器になる（冷媒流れを示す破線
矢印参照）。
【２３１０】
　ただし、これに限定されるものではなく、冷房運転時に、凝縮器として機能する熱源側
熱交換器１３が並行流型の熱交換器になり、暖房運転時に、蒸発器として機能する熱源側
熱交換器１３が対向流型の熱交換器になるように、熱源側熱交換器１３を流れる外部熱媒
体の流れ方向が設計されてもよい。また、冷房運転時に、蒸発器として機能する利用側熱
交換器１５が並行流型の熱交換器になり、暖房運転時に、凝縮器として機能する利用側熱
交換器１５が対向流型の熱交換器になるように、利用側熱交換器１５を流れる外部熱媒体
の流れ方向が設計されてもよい。
【２３１１】
　なお、好ましくは、熱交換器１３，１５が凝縮器として機能する際の冷媒の流れ方向が
、外部熱媒体の流れ方向に対して逆方向となるように外部熱媒体の流れ方向が設計される
。言い換えれば、好ましくは、熱交換器１３，１５が凝縮器として機能する際には、その
熱交換器１３，１５は対向流型の熱交換器となることが好ましい。
【２３１２】
　（２２－１－２）第２実施形態
　以下、冷媒回路の概略構成図である図２２Ｇ、概略制御ブロック構成図である図２２Ｈ
を参照しつつ、第２実施形態に係る冷凍サイクル装置としての空気調和装置１００につい
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て説明する。
【２３１３】
　空気調和装置１００は、蒸気圧縮式の冷凍サイクルを行うことで、対象空間の空気を調
和させる装置である。
【２３１４】
　空気調和装置１００は、主として、熱源側ユニット１２０と、利用側ユニット１３０と
、熱源側ユニット１２０と利用側ユニット１３０を接続する液側冷媒連絡配管１０６およ
びガス側冷媒連絡配管１０５と、入力装置および出力装置としての図示しないリモコンと
、空気調和装置１００の動作を制御するコントローラ１０７と、を有している。
【２３１５】
　冷媒回路１１０には、蒸気圧縮式の冷凍サイクルを行うための冷媒が封入されている。
空気調和装置１００では、冷媒回路１１０内に封入された冷媒が、圧縮され、冷却又は凝
縮され、減圧され、加熱又は蒸発された後に、再び圧縮される、という冷凍サイクルが行
われる。当該冷媒は、１，２－ジフルオロエチレンを含む混合冷媒であり、上述した冷媒
Ａ～Ｄのいずれかを用いることができる。また、冷媒回路１１０には、当該混合冷媒と共
に、冷凍機油が充填されている。
【２３１６】
　（２２－１－２－１）熱源側ユニット
　熱源側ユニット１２０は、液側冷媒連絡配管１０６およびガス側冷媒連絡配管１０５を
介して利用側ユニット１３０と接続されており、冷媒回路１１０の一部を構成している。
熱源側ユニット１２０は、主として、圧縮機１２１と、流路切換機構１２２と、熱源側熱
交換器１２３と、熱源側膨張機構１２４と、低圧レシーバ１４１と、熱源側ファン１２５
と、液側閉鎖弁１２９と、ガス側閉鎖弁１２８と、熱源側ブリッジ回路１５３と、を有し
ている。
【２３１７】
　圧縮機１２１は、冷凍サイクルにおける低圧の冷媒を高圧になるまで圧縮する機器であ
る。ここでは、圧縮機１２１として、ロータリ式やスクロール式等の容積式の圧縮要素（
図示省略）が圧縮機モータによって回転駆動される密閉式構造の圧縮機が使用されている
。圧縮機モータは、容量を変化させるためのものであり、インバータにより運転周波数の
制御が可能である。なお、圧縮機１２１には、吸入側において、図示しない付属アキュム
レータが設けられている。
【２３１８】
　流路切換機構１２２は、例えば四路切換弁である。流路切換機構１２２は、接続状態を
切り換えることで、圧縮機１２１の吐出側と熱源側熱交換器１２３とを接続しつつ圧縮機
１２１の吸入側とガス側閉鎖弁１２８とを接続する冷房運転接続状態と、圧縮機１２１の
吐出側とガス側閉鎖弁１２８とを接続しつつ圧縮機１２１の吸入側と熱源側熱交換器１２
３とを接続する暖房運転接続状態と、を切り換えることができる。
【２３１９】
　熱源側熱交換器１２３は、冷房運転時には冷凍サイクルにおける高圧の冷媒の凝縮器と
して機能し、暖房運転時には冷凍サイクルにおける低圧の冷媒の蒸発器として機能する熱
交換器である。
【２３２０】
　熱源側ファン１２５は、熱源側ユニット１２０内に熱源となる空気を吸入して、熱源側
熱交換器１２３において冷媒と熱交換させた後に、外部に排出するための空気流れを生じ
させる。熱源側ファン１２５は、室外ファンモータによって回転駆動される。
【２３２１】
　熱源側膨張機構１２４は、熱源側熱交換器１２３の液側端部と液側閉鎖弁１２９との間
に設けられている。熱源側膨張機構１２４は、キャピラリーチューブ又は感温筒と共に用
いられる機械式膨張弁であってもよいが、制御により弁開度を調節可能な電動膨張弁であ
ることが好ましい。
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【２３２２】
　低圧レシーバ１４１は、圧縮機１２１の吸入側と流路切換機構１２２の接続ポートの１
つとの間に設けられており、冷媒回路１１０における余剰冷媒を液冷媒として貯留するこ
とが可能な冷媒容器である。また、圧縮機１２１には、図示しない付属のアキュムレータ
が設けられており、低圧レシーバ１４１は、当該付属のアキュムレータの上流側に接続さ
れている。
【２３２３】
　液側閉鎖弁１２９は、熱源側ユニット１２０における液側冷媒連絡配管１０６との接続
部分に配置された手動弁である。
【２３２４】
　ガス側閉鎖弁１２８は、熱源側ユニット１２０におけるガス側冷媒連絡配管１０５との
接続部分に配置された手動弁である。
【２３２５】
　熱源側ブリッジ回路１５３は、４つの接続箇所および各接続箇所の間に設けられた逆止
弁を有している。熱源側ブリッジ回路１５３の４つの接続箇所には、熱源側熱交換器１２
３の流入側から延びた冷媒配管と、熱源側熱交換器１２３の流出側から延びた冷媒配管と
、液側閉鎖弁１２９から延びた冷媒配管と、流路切換機構１２２の接続ポートの１つから
延びた冷媒配管と、がそれぞれ接続されている。各逆止弁は、それぞれ、流路切換機構１
２２の接続ポートの１つから熱源側熱交換器１２３の流出側に向かう冷媒流れを遮断し、
液側閉鎖弁１２９から熱源側熱交換器１２３の流出側に向かう冷媒流れを遮断し、熱源側
熱交換器１２３の流入側から流路切換機構１２２の接続ポートの１つに向かう冷媒流れを
遮断し、熱源側熱交換器１２３の流入側から液側閉鎖弁１２９に向かう冷媒流れを遮断す
る。なお、液側閉鎖弁１２９から熱源側ブリッジ回路１５３の接続箇所の１つまで延びて
いる冷媒配管の途中には、熱源側膨張機構１２４が設けられている。
【２３２６】
　なお、図２２Ｇでは、熱源側ファン１２５によって形成される空気流れを点線の矢印で
示している。ここで、熱源側ブリッジ回路１５３を有する熱源側ユニット１２０の熱源側
熱交換器１２３では、冷媒の蒸発器として機能する場合と冷媒の凝縮器として機能する場
合とのいずれの場合においても、熱源側熱交換器１２３において冷媒が流入する箇所（空
気流れの下流側）が同じであり、熱源側熱交換器１２３から冷媒が流出する箇所（空気流
れの上流側）が同じであり、熱源側熱交換器１２３内において冷媒が流れる向きが同じに
なるように構成されている。これにより、熱源側熱交換器１２３内を流れる冷媒の流れ方
向は、冷媒の蒸発器として機能する場合と冷媒の凝縮器として機能する場合とのいずれの
場合においても、熱源側ファン１２５が形成させる空気流れの方向とは反対方向（常時対
向流）となるように構成されている。
【２３２７】
　熱源側ユニット１２０は、熱源側ユニット１２０を構成する各部の動作を制御する熱源
側ユニット制御部１２７を有している。熱源側ユニット制御部１２７は、ＣＰＵやメモリ
等を含むマイクロコンピュータを有している。熱源側ユニット制御部１２７は、各利用側
ユニット１３０の利用側ユニット制御部１３４と通信線を介して接続されており、制御信
号等の送受信を行う。
【２３２８】
　熱源側ユニット１２０には、吐出圧力センサ１６１、吐出温度センサ１６２、吸入圧力
センサ１６３、吸入温度センサ１６４、熱源側熱交温度センサ１６５、熱源空気温度セン
サ１６６等が設けられている。これらの各センサは、熱源側ユニット制御部１２７と電気
的に接続されており、熱源側ユニット制御部１２７に対して検出信号を送信する。吐出圧
力センサ１６１は、圧縮機１２１の吐出側と流路切換機構１２２の接続ポートの１つとを
接続する吐出配管を流れる冷媒の圧力を検出する。吐出温度センサ１６２は、吐出配管を
流れる冷媒の温度を検出する。吸入圧力センサ１６３は、低圧レシーバ１４１と圧縮機１
２１の吸入側とを接続する吸入配管を流れる冷媒の圧力を検出する。吸入温度センサ１６
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４は、吸入配管を流れる冷媒の温度を検出する。熱源側熱交温度センサ１６５は、熱源側
熱交換器１２３のうち流路切換機構１２２が接続されている側とは反対側である液側の出
口を流れる冷媒の温度を検出する。熱源空気温度センサ１６６は、熱源側熱交換器１２３
を通過する前の熱源空気の空気温度を検出する。
【２３２９】
　（２２－１－２－２）利用側ユニット
　利用側ユニット１３０は、空調対象空間の壁面や天井等に設置されている。利用側ユニ
ット１３０は、液側冷媒連絡配管１０６およびガス側冷媒連絡配管１０５を介して熱源側
ユニット１２０と接続されており、冷媒回路１１０の一部を構成している。
【２３３０】
　利用側ユニット１３０は、利用側熱交換器１３１と、利用側ファン１３２と、利用側ブ
リッジ回路１５４を有している。
【２３３１】
　利用側熱交換器１３１は、液側が、液側冷媒連絡配管１０６と接続され、ガス側端が、
ガス側冷媒連絡配管１０５と接続されている。利用側熱交換器１３１は、冷房運転時には
冷凍サイクルにおける低圧の冷媒の蒸発器として機能し、暖房運転時には冷凍サイクルに
おける高圧の冷媒の凝縮器として機能する熱交換器である。
【２３３２】
　利用側ファン１３２は、利用側ユニット１３０内に室内の空気を吸入して、利用側熱交
換器１３１において冷媒と熱交換させた後に、外部に排出するための空気流れを生じさせ
る。利用側ファン１３２は、室内ファンモータによって回転駆動される。
【２３３３】
　利用側ブリッジ回路１５４は、４つの接続箇所および各接続箇所の間に設けられた逆止
弁を有している。利用側ブリッジ回路１５４の４つの接続箇所には、利用側熱交換器１３
１の流入側から延びた冷媒配管と、利用側熱交換器１３１の流出側から延びた冷媒配管と
、液側冷媒連絡配管１０６の利用側ユニット１３０側端部に接続された冷媒配管と、ガス
側冷媒連絡配管１０５の利用側ユニット１３０側端部に接続された冷媒配管と、がそれぞ
れ接続されている。各逆止弁は、それぞれ、利用側熱交換器１３１の流入側から液側冷媒
連絡配管１０６に向かう冷媒流れを遮断し、利用側熱交換器１３１の流入側からガス側冷
媒連絡配管１０５に向かう冷媒流れを遮断し、液側冷媒連絡配管１０６から利用側熱交換
器１３１の流出側に向かう冷媒流れを遮断し、ガス側冷媒連絡配管１０５から利用側熱交
換器１３１の流出側に向かう冷媒流れを遮断する。
【２３３４】
　なお、図２２Ｇでは、利用側ファン１３２によって形成される空気流れを点線の矢印で
示している。ここで、利用側ブリッジ回路１５４を有する利用側ユニット１３０の利用側
熱交換器１３１では、冷媒の蒸発器として機能する場合と冷媒の凝縮器として機能する場
合とのいずれの場合においても、利用側熱交換器１３１において冷媒が流入する箇所（空
気流れの下流側）が同じであり、利用側熱交換器１３１から冷媒が流出する箇所（空気流
れの上流側）が同じであり、利用側熱交換器１３１内において冷媒が流れる向きが同じに
なるように構成されている。これにより、利用側熱交換器１３１内を流れる冷媒の流れ方
向は、冷媒の蒸発器として機能する場合と冷媒の凝縮器として機能する場合とのいずれの
場合においても、利用側ファン１３２が形成させる空気流れの方向とは反対方向（常時対
向流）となるように構成されている。
【２３３５】
　また、利用側ユニット１３０は、利用側ユニット１３０を構成する各部の動作を制御す
る利用側ユニット制御部１３４を有している。利用側ユニット制御部１３４は、ＣＰＵや
メモリ等を含むマイクロコンピュータを有している。利用側ユニット制御部１３４は、熱
源側ユニット制御部１２７と通信線を介して接続されており、制御信号等の送受信を行う
。
【２３３６】
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　利用側ユニット１３０には、対象空間空気温度センサ１７２、流入側熱交温度センサ１
８１、流出側熱交温度センサ１８３等が設けられている。これらの各センサは、利用側ユ
ニット制御部１３４と電気的に接続されており、利用側ユニット制御部１３４に対して検
出信号を送信する。対象空間空気温度センサ１７２は、利用側熱交換器１３１を通過する
前の空調対象空間の空気温度を検出する。流入側熱交温度センサ１８１は、利用側熱交換
器１３１に流入する前の冷媒の温度を検出する。流出側熱交温度センサ１８３は、利用側
熱交換器１３１から流出する冷媒の温度を検出する。
【２３３７】
　（２２－１－２－３）コントローラの詳細
　空気調和装置１００では、熱源側ユニット制御部１２７と利用側ユニット制御部１３４
が通信線を介して接続されることで、空気調和装置１００の動作を制御するコントローラ
１０７が構成されている。
【２３３８】
　コントローラ１０７は、主として、ＣＰＵ（中央演算処理装置）と、ＲＯＭやＲＡＭ等
のメモリを有している。なお、コントローラ１０７による各種処理や制御は、熱源側ユニ
ット制御部１２７および／又は利用側ユニット制御部１３４に含まれる各部が一体的に機
能することによって実現されている。
【２３３９】
　（２２－１－２－４）運転モード
　以下、運転モードについて説明する。
【２３４０】
　運転モードとしては、冷房運転モードと暖房運転モードとが設けられている。
【２３４１】
　コントローラ１０７は、リモコン等から受け付けた指示に基づいて、冷房運転モードか
暖房運転モードかを判断し、実行する。
【２３４２】
　（Ａ）冷房運転モード
　空気調和装置１００では、冷房運転モードでは、流路切換機構１２２の接続状態を圧縮
機１２１の吐出側と熱源側熱交換器１２３とを接続しつつ圧縮機１２１の吸入側とガス側
閉鎖弁１２８とを接続する冷房運転接続状態とし、冷媒回路１１０に充填されている冷媒
を、主として、圧縮機１２１、熱源側熱交換器１２３、熱源側膨張機構１２４、利用側熱
交換器１３１の順に循環させる。
【２３４３】
　具体的には、圧縮機１２１は、例えば、冷媒回路１１０における冷媒の蒸発温度が、設
定温度と室内温度（対象空間空気温度センサ１７２の検出温度）との差分に応じて定まる
目標蒸発温度になるように、運転周波数が容量制御される。
【２３４４】
　圧縮機１２１から吐出されたガス冷媒は、流路切換機構１２２を通過した後、熱源側熱
交換器１２３において凝縮する。なお、熱源側熱交換器１２３においては、熱源側ファン
１２５によって形成される空気流れ方向とは反対方向に冷媒が流れる。言い換えれば、熱
源側熱交換器１２３を凝縮器として用いる空気調和装置１００の運転時に、熱源側熱交換
器１２３における、冷媒の流れと、冷媒と熱交換する熱媒体の流れとは対向流になる。熱
源側熱交換器１２３を流れた冷媒は、熱源側ブリッジ回路１５３の一部を通過して、熱源
側膨張機構１２４において冷凍サイクルの低圧まで減圧される。
【２３４５】
　ここで、熱源側膨張機構１２４は、例えば、利用側熱交換器１３１のガス側を流れる冷
媒の過熱度または圧縮機１２１が吸入する冷媒の過熱度が目標値になる等の所定条件を満
たすように、弁開度が制御される。ここで、利用側熱交換器１３１のガス側を流れる冷媒
の過熱度は、例えば、流出側熱交温度センサ１８３の検出温度から、吸入圧力センサ１６
３の検出温度に相当する冷媒の飽和温度を差し引くことにより求めてもよい。なお、熱源
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側膨張機構１２４の弁開度制御の手法は、特に限定されず、例えば、圧縮機１２１から吐
出される冷媒の吐出温度が所定温度となるように制御されてもよいし、圧縮機１２１から
吐出される冷媒の過熱度が所定条件を満たすように制御されてもよい。
【２３４６】
　熱源側膨張機構１２４において冷凍サイクルの低圧まで減圧された冷媒は、液側閉鎖弁
１２９、液側冷媒連絡配管１０６を介して利用側ユニット１３０に流入し、利用側熱交換
器１３１において蒸発する。なお、利用側熱交換器１３１においては、利用側ファン１３
２によって形成される空気流れ方向とは反対方向に冷媒が流れる。言い換えれば、利用側
熱交換器１３１を蒸発器として用いる空気調和装置１００の運転時に、利用側熱交換器１
３１における、冷媒の流れと、冷媒と熱交換する熱媒体の流れとは対向流になる。利用側
熱交換器１３１を流れた冷媒は、ガス側冷媒連絡配管１０５を流れた後、ガス側閉鎖弁１
２８、流路切換機構１２２、低圧レシーバ１４１を経て、再び、圧縮機１２１に吸入され
る。なお、低圧レシーバ１４１では、利用側熱交換器１３１において蒸発しきれなかった
液冷媒が余剰冷媒として貯留される。
【２３４７】
　（Ｂ）暖房運転モード
　空気調和装置１００では、暖房運転モードでは、流路切換機構１２２の接続状態を圧縮
機１２１の吐出側とガス側閉鎖弁１２８とを接続しつつ圧縮機１２１の吸入側と熱源側熱
交換器１２３とを接続する暖房運転接続状態とし、冷媒回路１１０に充填されている冷媒
を、主として、圧縮機１２１、利用側熱交換器１３１、熱源側膨張機構１２４、熱源側熱
交換器１２３の順に循環させる。
【２３４８】
　より具体的には、暖房運転モードでは、圧縮機１２１は、例えば、冷媒回路１１０にお
ける冷媒の凝縮温度が、設定温度と室内温度（対象空間空気温度センサ１７２の検出温度
）との差分に応じて定まる目標凝縮温度になるように、運転周波数が容量制御される。
【２３４９】
　圧縮機１２１から吐出されたガス冷媒は、流路切換機構１２２、ガス側冷媒連絡配管１
０５を流れた後、利用側ユニット１３０の利用側熱交換器１３１のガス側端に流入し、利
用側熱交換器１３１において凝縮する。なお、利用側熱交換器１３１においては、利用側
ファン１３２によって形成される空気流れ方向とは反対方向に冷媒が流れる。言い換えれ
ば、利用側熱交換器１３１を凝縮器として用いる空気調和装置１００の運転時に、利用側
熱交換器１３１における、冷媒の流れと、冷媒と熱交換する熱媒体の流れとは対向流にな
る。利用側熱交換器１３１の液側端から流出した冷媒は、液側冷媒連絡配管１０６を経て
、熱源側ユニット１２０に流入し、液側閉鎖弁１２９を通過して、熱源側膨張機構１２４
において、冷凍サイクルの低圧まで減圧される。
【２３５０】
　ここで、熱源側膨張機構１２４は、例えば、圧縮機１２１が吸入する冷媒の過熱度が目
標値になる等の所定条件を満たすように、弁開度が制御される。なお、熱源側膨張機構１
２４の弁開度制御の手法は、特に限定されず、例えば、圧縮機１２１から吐出される冷媒
の吐出温度が所定温度となるように制御されてもよいし、圧縮機１２１から吐出される冷
媒の過熱度が所定条件を満たすように制御されてもよい。
【２３５１】
　熱源側膨張機構１２４で減圧された冷媒は、熱源側熱交換器１２３において蒸発する。
なお、熱源側熱交換器１２３においては、熱源側ファン１２５によって形成される空気流
れ方向とは反対方向に冷媒が流れる。言い換えれば、熱源側熱交換器１２３を蒸発器とし
て用いる空気調和装置１００の運転時に、熱源側熱交換器１２３における、冷媒の流れと
、冷媒と熱交換する熱媒体の流れとは対向流になる。熱源側熱交換器１２３において蒸発
した冷媒は、流路切換機構１２２、低圧レシーバ１４１を経て、再び、圧縮機１２１に吸
入される。なお、低圧レシーバ１４１では、熱源側熱交換器１２３において蒸発しきれな
かった液冷媒が余剰冷媒として貯留される。
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【２３５２】
　（２２－１－２－５）空気調和装置１００の特徴
　空気調和装置１００では、１，２－ジフルオロエチレンを含む冷媒を用いた冷凍サイク
ルを行うことができるため、ＧＷＰの小さい冷媒を用いて冷凍サイクルを行うことが可能
になっている。
【２３５３】
　また、空気調和装置１００では、低圧レシーバ１４１を設けることにより、圧縮機１２
１に吸入される冷媒の過熱度が所定値以上となることが確保される制御（熱源側膨張機構
１２４の制御）を行わなくても、液圧縮が生じることを抑制させることが可能になってい
る。このため、熱源側膨張機構１２４の制御としては、凝縮器として機能させる場合の熱
源側熱交換器１２３（凝縮器として機能させる場合の利用側熱交換器１３１も同様）につ
いて、出口を流れる冷媒の過冷却度を十分に確保するように制御させることが可能になっ
ている。
【２３５４】
　また、熱源側熱交換器１２３においては、冷房運転時と暖房運転時のいずれにおいても
、熱源側ファン１２５によって形成される空気流れ方向とは反対方向に冷媒が流れている
（対向流になっている）。このため、熱源側熱交換器１２３が冷媒の蒸発器として機能し
ている場合には、通過する冷媒の温度は入口側よりも出口側の方が高くなる傾向にあるが
、その場合であっても、熱源側ファン１２５によって形成される空気流れが反対方向であ
るため、熱源側熱交換器１２３の冷媒の入口側と出口側のいずれにおいても、空気と冷媒
の温度差を十分に確保しやすい。また、熱源側熱交換器１２３が冷媒の凝縮器として機能
している場合には、通過する冷媒の温度は入口側よりも出口側の方が低くなる傾向にある
が、その場合であっても、熱源側ファン１２５によって形成される空気流れが反対方向で
あるため、熱源側熱交換器１２３の冷媒の入口側と出口側のいずれにおいても、空気と冷
媒の温度差を十分に確保しやすい。
【２３５５】
　さらに、利用側熱交換器１３１においては、冷房運転時と暖房運転時のいずれにおいて
も、利用側ファン１３２によって形成される空気流れ方向とは反対方向に冷媒が流れてい
る（対向流となっている）。このため、利用側熱交換器１３１が冷媒の蒸発器として機能
している場合には、通過する冷媒の温度は入口側よりも出口側の方が高くなる傾向にある
が、その場合であっても、利用側ファン１３２によって形成される空気流れが反対方向で
あるため、利用側熱交換器１３１の冷媒の入口側と出口側のいずれにおいても、空気と冷
媒の温度差を十分に確保しやすい。また、利用側熱交換器１３１が冷媒の凝縮器として機
能している場合には、通過する冷媒の温度は入口側よりも出口側の方が低くなる傾向にあ
るが、その場合であっても、利用側ファン１３２によって形成される空気流れが反対方向
であるため、利用側熱交換器１３１の冷媒の入口側と出口側のいずれにおいても、空気と
冷媒の温度差を十分に確保しやすい。
【２３５６】
　これにより、冷媒として非共沸混合冷媒が用いられることで蒸発器内および凝縮器内に
おいて温度グライドが生じる場合であっても、冷房運転と暖房運転のいずれにおいても、
蒸発器として機能させる熱交換器および凝縮器として機能させる熱交換器のいずれにおい
ても十分に能力を発揮させることができる。
【２３５７】
　（２２－１－３）第３実施形態
　以下、冷媒回路の概略構成図である図２２Ｉ、概略制御ブロック構成図である図２２Ｊ
を参照しつつ、第３実施形態に係る冷凍サイクル装置としての空気調和装置１００ａにつ
いて説明する。なお、第２実施形態の空気調和装置１００と第３実施形態の空気調和装置
１００ａには共通点も多いので、以下では、第１実施形態の空気調和装置１００との違い
を主に説明する。
【２３５８】
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　（２２－１－３－１）空気調和装置の構成
　空気調和装置１００ａは、上記第２実施形態の空気調和装置１００とは、熱源側ユニッ
ト１２０においてバイパス膨張弁１４９を有するバイパス配管１４０が設けられている点
、複数の室内ユニット（第１利用側ユニット１３０と第２利用側ユニット１３５）が並列
に設けられている点、および、各室内ユニットにおいて室内熱交換器の液冷媒側に室内膨
張弁が設けられている点、で主に異なっている。なお、以下の空気調和装置１００ａの説
明において、空気調和装置１００と同じ又は同様の構成については、同じ参照符号を付し
て説明する。
【２３５９】
　熱源側ユニット１２０が有するバイパス配管１４０は、冷媒回路１１０のうち熱源側膨
張機構１２４と液側閉鎖弁１２９の間の部分と、流路切換機構１２２の接続ポートの１つ
から低圧レシーバ１４１まで延びる冷媒配管と、を接続する冷媒配管である。バイパス膨
張弁１４９は、特に限定されないが、弁開度を調節可能な電動膨張弁であることが好まし
い。
【２３６０】
　第１利用側ユニット１３０は、上記実施形態と同様に、第１利用側熱交換器１３１、第
１利用側ファン１３２、及び第１利用側ブリッジ回路１５４を有する他、第１利用側膨張
機構１３３を有している。第１利用側ブリッジ回路１５４は、４つの接続箇所および各接
続箇所の間に設けられた逆止弁を有している。第１利用側ブリッジ回路１５４の４つの接
続箇所には、第１利用側熱交換器１３１の液側から延びた冷媒配管と、第１利用側熱交換
器１３１のガス側から延びた冷媒配管と、液側冷媒連絡配管１０６から第１利用側ユニッ
ト１３０に向けて分岐した冷媒配管と、ガス側冷媒連絡配管１０５から第１利用側ユニッ
ト１３０に向けて分岐した冷媒配管と、がそれぞれ接続されている。
【２３６１】
　なお、図２２Ｉでは、第１利用側ファン１３２によって形成される空気流れを点線の矢
印で示している。ここで、第１利用側ブリッジ回路１５４を有する第１利用側ユニット１
３０の第１利用側熱交換器１３１では、冷媒の蒸発器として機能する場合と冷媒の凝縮器
として機能する場合とのいずれの場合においても、第１利用側熱交換器１３１において冷
媒が流入する箇所（空気流れの下流側）が同じであり、第１利用側熱交換器１３１から冷
媒が流出する箇所（空気流れの上流側）が同じであり、第１利用側熱交換器１３１内にお
いて冷媒が流れる向きが同じになるように構成されている。これにより、第１利用側熱交
換器１３１内を流れる冷媒の流れ方向は、冷媒の蒸発器として機能する場合と冷媒の凝縮
器として機能する場合とのいずれの場合においても、第１利用側ファン１３２が形成する
空気流れの方向とは反対方向（常時対向流）となるように構成されている。また、第１利
用側膨張機構１３３は、液側冷媒連絡配管１０６から第１利用側ユニット１３０に向けて
分岐した冷媒配管の途中（第１利用側ブリッジ回路１５４の液冷媒側）に設けられている
。第１利用側膨張機構１３３は、弁開度を調節可能な電動膨張弁であることが好ましい。
第１利用側ユニット１３０には、上記実施形態と同様に、第１利用側ユニット制御部１３
４と、第１利用側ユニット制御部１３４に対して電気的に接続された第１流入側熱交温度
センサ１８１、第１対象空間空気温度センサ１７２、第１流出側熱交温度センサ１８３等
が設けられている。
【２３６２】
　第２利用側ユニット１３５は、第１利用側ユニット１３０と同様に、第２利用側熱交換
器１３６、第２利用側ファン１３７、第２利用側膨張機構１３８、及び第２利用側ブリッ
ジ回路１５５を有している。第２利用側ブリッジ回路１５５は、４つの接続箇所および各
接続箇所の間に設けられた逆止弁を有している。第２利用側ブリッジ回路１５５の４つの
接続箇所には、第２利用側熱交換器１３６の液側から延びた冷媒配管と、第２利用側熱交
換器１３６のガス側から延びた冷媒配管と、液側冷媒連絡配管１０６から第２利用側ユニ
ット１３５に向けて分岐した冷媒配管と、ガス側冷媒連絡配管１０５から第２利用側ユニ
ット１３５に向けて分岐した冷媒配管と、がそれぞれ接続されている。なお、図２２Ｉで
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は、第２利用側ファン１３７によって形成される空気流れを点線の矢印で示している。こ
こで、第２利用側ブリッジ回路１５５を有する第２利用側ユニット１３５の第２利用側熱
交換器１３６では、冷媒の蒸発器として機能する場合と冷媒の凝縮器として機能する場合
とのいずれの場合においても、第２利用側熱交換器１３６において冷媒が流入する箇所（
空気流れの下流側）が同じであり、第２利用側熱交換器１３６から冷媒が流出する箇所（
空気流れの上流側）が同じであり、第２利用側熱交換器１３６内において冷媒が流れる向
きが同じになるように構成されている。これにより、第２利用側熱交換器１３６内を流れ
る冷媒の流れ方向は、冷媒の蒸発器として機能する場合と冷媒の凝縮器として機能する場
合とのいずれの場合においても、第２利用側ファン１３７が形成する空気流れの方向とは
反対方向（常時対向流）となるように構成されている。また、第２利用側膨張機構１３８
は、液側冷媒連絡配管１０６から第２利用側ユニット１３５に向けて分岐した冷媒配管の
途中（第２利用側ブリッジ回路１５５の液冷媒側）に設けられている。第２利用側膨張機
構１３８は、弁開度を調節可能な電動膨張弁であることが好ましい。第２利用側ユニット
１３５には、第１利用側ユニット１３０と同様に、第２利用側ユニット制御部１３９と、
第２利用側ユニット制御部１３９に対して電気的に接続された第２流入側熱交温度センサ
１８５、第２対象空間空気温度センサ１７６、第２流出側熱交温度センサ１８７が設けら
れている。
【２３６３】
　（２２－１－３－２）運転モード
　（Ａ）冷房運転モード
　空気調和装置１００ａでは、冷房運転モードでは、圧縮機１２１は、例えば、冷媒回路
１１０における冷媒の蒸発温度が目標蒸発温度になるように、運転周波数が容量制御され
る。ここで、目標蒸発温度は、各利用側ユニット１３０、１３５において設定温度と利用
側温度との差分が最も大きいもの（負荷が最も大きな利用側ユニット）に応じて定めるこ
とが好ましい。
【２３６４】
　圧縮機１２１から吐出されたガス冷媒は、流路切換機構１２２を通過した後、熱源側熱
交換器１２３において凝縮する。なお、熱源側熱交換器１２３においては、熱源側ファン
１２５によって形成される空気流れ方向とは反対方向に冷媒が流れる。言い換えれば、熱
源側熱交換器１２３を凝縮器として用いる空気調和装置１００ａの運転時に、熱源側熱交
換器１２３における、冷媒の流れと、冷媒と熱交換する熱媒体の流れとは対向流になる。
熱源側熱交換器１２３を流れた冷媒は、熱源側ブリッジ回路１５３の一部を通過した後、
全開状態に制御されている熱源側膨張機構１２４を通過し、液側閉鎖弁１２９、液側冷媒
連絡配管１０６を介して第１利用側ユニット１３０および第２利用側ユニット１３５にそ
れぞれ流入する。
【２３６５】
　なお、バイパス配管１４０のバイパス膨張弁１４９は、余剰冷媒の発生状況に応じて弁
開度が制御される。具体的には、バイパス膨張弁１４９は、例えば、吐出圧力センサ１６
１により検知される高圧圧力および／または熱源側熱交換器１２３の液側を流れる冷媒の
過冷却度に基づいて制御される。これにより、上述の熱源側膨張機構１２４を通過した冷
媒の一部である余剰冷媒は、バイパス配管１４０を介して低圧レシーバ１４１に送られる
。
【２３６６】
　第１利用側ユニット１３０に流入した冷媒は、第１利用側膨張機構１３３において、冷
凍サイクルの低圧まで減圧される。また、第２利用側ユニット１３５に流入した冷媒は、
第２利用側膨張機構１３８において、冷凍サイクルの低圧まで減圧される。
【２３６７】
　ここで、第１利用側膨張機構１３３は、例えば、第１利用側熱交換器１３１のガス側を
流れる冷媒の過熱度または圧縮機１２１が吸入する冷媒の過熱度が目標値になる等の所定
条件を満たすように、弁開度が制御される。ここで、第１利用側熱交換器１３１のガス側
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を流れる冷媒の過熱度は、例えば、第１流出側熱交温度センサ１８３の検出温度から、吸
入圧力センサ１６３の検出温度に相当する冷媒の飽和温度を差し引くことにより求めても
よい。また、第２利用側膨張機構１３８も、同様に、例えば、第２利用側熱交換器１３６
のガス側を流れる冷媒の過熱度または圧縮機１２１が吸入する冷媒の過熱度が目標値にな
る等の所定条件を満たすように、弁開度が制御される。ここで、第２利用側熱交換器１３
６のガス側を流れる冷媒の過熱度は、例えば、第２流出側熱交温度センサ１８７の検出温
度から、吸入圧力センサ１６３の検出温度に相当する冷媒の飽和温度を差し引くことによ
り求めてもよい。
【２３６８】
　第１利用側膨張機構１３３において減圧された冷媒は、第１利用側ブリッジ回路１５４
の一部を通過して、第１利用側熱交換器１３１に流入し、第１利用側熱交換器１３１にお
いて蒸発する。なお、第１利用側熱交換器１３１においては、第１利用側ファン１３２に
よって形成される空気流れ方向とは反対方向に冷媒が流れる。言い換えれば、第１利用側
熱交換器１３１を蒸発器として用いる空気調和装置１００ａの運転時に、第１利用側熱交
換器１３１における、冷媒の流れと、冷媒と熱交換する熱媒体の流れとは対向流になる。
第１利用側熱交換器１３１を通過した冷媒は、第１利用側ブリッジ回路１５４の一部を通
過して、第１利用側ユニット１３０の外部に流出する。
【２３６９】
　同様に、第２利用側膨張機構１３８において減圧された冷媒は、第２利用側ブリッジ回
路１５５の一部を通過して、第２利用側熱交換器１３６に流入し、第２利用側熱交換器１
３６において蒸発する。なお、第２利用側熱交換器１３６においては、第２利用側ファン
１３７によって形成される空気流れ方向とは反対方向に冷媒が流れる。言い換えれば、第
２利用側熱交換器１３６を蒸発器として用いる空気調和装置１００ａの運転時に、第２利
用側熱交換器１３６における、冷媒の流れと、冷媒と熱交換する熱媒体の流れとは対向流
になる。第２利用側熱交換器１３６を通過した冷媒は、第２利用側ブリッジ回路１５５の
一部を通過して、第２利用側ユニット１３５の外部に流出する。第１利用側ユニット１３
０および第２利用側ユニット１３５から流出した冷媒は、合流した後、ガス側冷媒連絡配
管１０５を流れ、ガス側閉鎖弁１２８、流路切換機構１２２、低圧レシーバ１４１を経て
、再び、圧縮機１２１に吸入される。なお、低圧レシーバ１４１では、第１利用側熱交換
器１３１および第２利用側熱交換器１３６において蒸発しきれなかった液冷媒が余剰冷媒
として貯留される。
【２３７０】
　（Ｂ）暖房運転モード
　空気調和装置１００ａでは、暖房運転モードでは、圧縮機１２１は、例えば、冷媒回路
１１０における冷媒の凝縮温度が、目標凝縮温度になるように、運転周波数が容量制御さ
れる。ここで、目標凝縮温度は、各利用側ユニット１３０、１３５において設定温度と利
用側温度との差分が最も大きいもの（負荷が最も大きな利用側ユニット）に応じて定める
ことが好ましい。
【２３７１】
　圧縮機１２１から吐出されたガス冷媒は、流路切換機構１２２、ガス側冷媒連絡配管１
０５を流れた後、第１利用側ユニット１３０と第２利用側ユニット１３５にそれぞれ流入
する。
【２３７２】
　第１利用側ユニット１３０に流入した冷媒は、第１利用側ブリッジ回路１５４の一部を
通過した後、第１利用側熱交換器１３１において凝縮する。なお、第１利用側熱交換器１
３１においては、第１利用側ファン１３２によって形成される空気流れ方向とは反対方向
に冷媒が流れる。言い換えれば、第１利用側熱交換器１３１を凝縮器として用いる空気調
和装置１００ａの運転時に、第１利用側熱交換器１３１における、冷媒の流れと、冷媒と
熱交換する熱媒体の流れとは対向流になる。第２利用側ユニット１３５に流入した冷媒は
、第２利用側ブリッジ回路１５５の一部を通過した後、第２利用側熱交換器１３６におい
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て凝縮する。なお、第２利用側熱交換器１３６においては、第２利用側ファン１３７によ
って形成される空気流れ方向とは反対方向に冷媒が流れる。言い換えれば、第２利用側熱
交換器１３６を凝縮器として用いる空気調和装置１００ａの運転時に、第２利用側熱交換
器１３６における、冷媒の流れと、冷媒と熱交換する熱媒体の流れとは対向流になる。
【２３７３】
　第１利用側熱交換器１３１の液側端から流出した冷媒は、第１利用側ブリッジ回路１５
４の一部を通過した後、第１利用側膨張機構１３３において、冷凍サイクルの中間圧とな
るまで減圧される。第２利用側熱交換器１３６の液側端から流出した冷媒も、同様に、第
２利用側ブリッジ回路１５５の一部を通過した後、第２利用側膨張機構１３８において、
冷凍サイクルの中間圧となるまで減圧される。
【２３７４】
　ここで、第１利用側膨張機構１３３は、例えば、第１利用側熱交換器１３１の液側出口
を流れる冷媒の過冷却度が目標値になる等の所定条件を満たすように、弁開度が制御され
る。ここで、第１利用側熱交換器１３１の液側出口を流れる冷媒の過冷却度は、例えば、
第１流出側熱交温度センサ１８３の検出温度から、吐出圧力センサ１６１の検出温度に相
当する冷媒の飽和温度を差し引くことにより求めてもよい。また、第２利用側膨張機構１
３８についても同様に、例えば、第２利用側熱交換器１３６の液側出口を流れる冷媒の過
冷却度が目標値になる等の所定条件を満たすように、弁開度が制御される。ここで、第２
利用側熱交換器１３６の液側出口を流れる冷媒の過冷却度は、例えば、第２流出側熱交温
度センサ１８７の検出温度から、吐出圧力センサ１６１の検出温度に相当する冷媒の飽和
温度を差し引くことにより求めてもよい。
【２３７５】
　第１利用側膨張機構１３３を通過した冷媒は、第１利用側ブリッジ回路１５４の一部を
通過して、第１利用側ユニット１３０の外部に流出する。同様に、第２利用側膨張機構１
３８を通過した冷媒は、第２利用側ブリッジ回路１５５の一部を通過して、第２利用側ユ
ニット１３５の外部に流出する。第１利用側ユニット１３０および第２利用側ユニット１
３５から流出した冷媒は、合流した後、液側冷媒連絡配管１０６を経て、熱源側ユニット
１２０に流入する。
【２３７６】
　熱源側ユニット１２０に流入した冷媒は、液側閉鎖弁１２９を通過して、熱源側膨張機
構１２４において、冷凍サイクルの低圧まで減圧される。
【２３７７】
　なお、バイパス配管１４０のバイパス膨張弁１４９は、冷房運転時と同様に余剰冷媒の
発生状況に応じて弁開度を制御してもよいし、全閉状態に制御してもよい。
【２３７８】
　ここで、熱源側膨張機構１２４は、例えば、圧縮機１２１が吸入する冷媒の過熱度が目
標値になる等の所定条件を満たすように、弁開度が制御される。なお、熱源側膨張機構１
２４の弁開度制御の手法は、特に限定されず、例えば、圧縮機１２１から吐出される冷媒
の吐出温度が所定温度となるように制御されてもよいし、圧縮機１２１から吐出される冷
媒の過熱度が所定条件を満たすように制御されてもよい。
【２３７９】
　熱源側膨張機構１２４で減圧された冷媒は、熱源側熱交換器１２３において蒸発する。
なお、熱源側熱交換器１２３においては、熱源側ファン１２５によって形成される空気流
れ方向とは反対方向に冷媒が流れる。言い換えれば、熱源側熱交換器１２３を蒸発器とし
て用いる空気調和装置１００ａの運転時に、熱源側熱交換器１２３における、冷媒の流れ
と、冷媒と熱交換する熱媒体の流れとは対向流になる。熱源側熱交換器１２３を通過した
冷媒は、流路切換機構１２２、低圧レシーバ１４１を経て、再び、圧縮機１２１に吸入さ
れる。なお、低圧レシーバ１４１では、熱源側熱交換器１２３において蒸発しきれなかっ
た液冷媒が余剰冷媒として貯留される。
【２３８０】
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　（２２－１－３－３）空気調和装置１００ａの特徴
　空気調和装置１００ａでは、１，２－ジフルオロエチレンを含む冷媒を用いた冷凍サイ
クルを行うことができるため、ＧＷＰの小さい冷媒を用いて冷凍サイクルを行うことが可
能になっている。
【２３８１】
　また、空気調和装置１００ａでは、低圧レシーバ１４１を設けることにより、圧縮機１
２１に吸入される冷媒の過熱度が所定値以上となることが確保される制御（熱源側膨張機
構１２４の制御）を行わなくても、液圧縮が生じることを抑制させることが可能になって
いる。また、暖房運転時においては、第１利用側膨張機構１３３、第２利用側膨張機構１
３８を過冷却度制御させることにより、第１利用側熱交換器１３１および第２利用側熱交
換器１３６の能力を十分に発揮させやすくすることが可能になっている。
【２３８２】
　また、熱源側熱交換器１２３においては、冷房運転時と暖房運転時のいずれにおいても
、熱源側ファン１２５によって形成される空気流れ方向とは反対方向に冷媒が流れている
（対向流になっている）。さらに、冷房運転時と暖房運転時のいずれにおいても、第１利
用側熱交換器１３１においては、第１利用側ファン１３２によって形成される空気流れ方
向とは反対方向に冷媒が流れている（対向流になっている）。同様に、冷房運転時と暖房
運転時のいずれにおいても、第２利用側熱交換器１３６においては、第２利用側ファン１
３７によって形成される空気流れ方向とは反対方向に冷媒が流れている（対向流になって
いる）。
【２３８３】
　これにより、冷媒として非共沸混合冷媒が用いられることで蒸発器内および凝縮器内に
おいて温度グライドが生じる場合であっても、冷房運転と暖房運転のいずれにおいても、
蒸発器として機能させる熱交換器および凝縮器として機能させる熱交換器のいずれにおい
ても十分に能力を発揮させることができる。
【２３８４】
　（２３）第２３グループの技術の実施形態
　（２３－１）
　図２３Ａは、本開示の一実施形態に係る冷媒回路１０の概略構成図である。また、図２
３Ｂは、本開示の一実施形態に係る冷凍サイクル装置の概略制御ブロック構成図である。
以下、図２３Ａおよび図２３Ｂを参照しつつ、本実施形態に係る冷凍サイクル装置として
の空気調和装置１について説明する。
【２３８５】
　空気調和装置１は、蒸気圧縮式の冷凍サイクルを行うことで、対象空間の空気を調和さ
せる装置である。
【２３８６】
　空気調和装置１は、主として、室外ユニット２０と、室内ユニット３０と、室外ユニッ
ト２０と室内ユニット３０を接続する液側冷媒連絡配管６およびガス側冷媒連絡配管５と
、入力装置および出力装置としての図示しないリモコンと、空気調和装置１の動作を制御
するコントローラ７と、を有している。
【２３８７】
　空気調和装置１では、冷媒回路１０内に封入された冷媒が、圧縮され、凝縮し、減圧さ
れ、蒸発した後に、再び圧縮される、という冷凍サイクルが行われる。本実施形態では、
冷媒回路１０には、蒸気圧縮式の冷凍サイクルを行うための冷媒が充填されている。当該
冷媒は、１，２－ジフルオロエチレンを含む冷媒であり、上述した冷媒Ａ～Ｄのいずれか
を用いることができる。また、冷媒回路１０には、当該冷媒と共に、冷凍機油が充填され
ている。
【２３８８】
　（２３－１－１）室外ユニット２０
　室外ユニット２０は、外観が略直方体箱状であり、内部が仕切板等によって分割される
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ことで、送風機室および機械室が形成された構造（いわゆる、トランク型構造）を有して
いる。
【２３８９】
　この室外ユニット２０は、液側冷媒連絡配管６およびガス側冷媒連絡配管５を介して室
内ユニット３０と接続されており、冷媒回路１０の一部を構成している。室外ユニット２
０は、主として、圧縮機２１と、四路切換弁２２と、室外熱交換器２３と、室外膨張弁２
４と、室外ファン２５と、液側閉鎖弁２９と、ガス側閉鎖弁２８と、を有している。
【２３９０】
　圧縮機２１は、冷凍サイクルにおける低圧の冷媒を高圧になるまで圧縮する機器である
。ここでは、圧縮機２１として、ロータリ式やスクロール式等の容積式の圧縮要素（図示
省略）が圧縮機モータによって回転駆動される密閉式構造の圧縮機が使用されている。
【２３９１】
　圧縮機モータは、容量を変化させるためのものであり、インバータにより運転周波数の
制御が可能である。なお、圧縮機２１には、吸入側において、図示しない付属アキュムレ
ータが設けられている。なお、本実施形態の室外ユニット２０は、当該付属アキュムレー
タより大きな冷媒容器（圧縮機２１の吸入側に配置される低圧レシーバや室外熱交換器２
３の液側に配置される高圧レシーバ等）を有していない。
【２３９２】
　四路切換弁２２は、接続状態を切り換えることで、圧縮機２１の吐出側と室外熱交換器
２３とを接続しつつ圧縮機２１の吸入側とガス側閉鎖弁２８とを接続する冷房運転接続状
態と、圧縮機２１の吐出側とガス側閉鎖弁２８とを接続しつつ圧縮機２１の吸入側と室外
熱交換器２３とを接続する暖房運転接続状態と、を切り換えることができる。
【２３９３】
　室外熱交換器２３は、冷房運転時には冷凍サイクルにおける高圧の冷媒の凝縮器として
機能し、暖房運転時には冷凍サイクルにおける低圧の冷媒の蒸発器として機能する熱交換
器である。室外熱交換器２３は、複数の伝熱フィンと、これに貫通固定された複数の伝熱
管とを有している。
【２３９４】
　室外ファン２５は、室外ユニット２０内に室外の空気を吸入して、室外熱交換器２３に
おいて冷媒と熱交換させた後に、外部に排出するための空気流れを生じさせる。室外ファ
ン２５は、室外ファンモータによって回転駆動される。なお、本実施形態において、室外
ファン２５は、１つだけ設けられている。
【２３９５】
　室外膨張弁２４は、弁開度を制御可能であり、室外熱交換器２３の液側端部と液側閉鎖
弁２９との間に設けられている。
【２３９６】
　液側閉鎖弁２９は、室外ユニット２０における液側冷媒連絡配管６との接続部分に配置
された手動弁である。
【２３９７】
　ガス側閉鎖弁２８は、室外ユニット２０におけるとガス側冷媒連絡配管５との接続部分
に配置された手動弁である。
【２３９８】
　室外ユニット２０は、室外ユニット２０を構成する各部の動作を制御する室外ユニット
制御部２７を有している。室外ユニット制御部２７は、ＣＰＵやメモリ等を含むマイクロ
コンピュータを有している。室外ユニット制御部２７は、各室内ユニット３０の室内ユニ
ット制御部３４と通信線を介して接続されており、制御信号等の送受信を行う。また、室
外ユニット制御部２７は、図示しない各種センサと電気的に接続されており、各センサか
らの信号を受信する。
【２３９９】
　（２３－１－２）室内ユニット３０
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　室内ユニット３０は、対象空間である室内の壁面等に設置されている。室内ユニット３
０は、液側冷媒連絡配管６およびガス側冷媒連絡配管５を介して室外ユニット２０と接続
されており、冷媒回路１０の一部を構成している。
【２４００】
　室内ユニット３０は、室内熱交換器３１と、室内ファン３２等を有している。
【２４０１】
　室内熱交換器３１は、液側が、液側冷媒連絡配管６と接続され、ガス側端が、ガス側冷
媒連絡配管５とを接続されている。室内熱交換器３１は、冷房運転時には冷凍サイクルに
おける低圧の冷媒の蒸発器として機能し、暖房運転時には冷凍サイクルにおける高圧の冷
媒の凝縮器として機能する熱交換器である。室内熱交換器３１は、複数の伝熱フィンと、
これに貫通固定された複数の伝熱管と、を有している。
【２４０２】
　室内ファン３２は、室内ユニット３０内に室内の空気を吸入して、室内熱交換器３１に
おいて冷媒と熱交換させた後に、外部に排出するための空気流れを生じさせる。室内ファ
ン３２は、図示しない室内ファンモータによって回転駆動される。
【２４０３】
　また、室内ユニット３０は、室内ユニット３０を構成する各部の動作を制御する室内ユ
ニット制御部３４を有している。室内ユニット制御部３４は、ＣＰＵやメモリ等を含むマ
イクロコンピュータを有している。室内ユニット制御部３４は、室外ユニット制御部２７
と通信線を介して接続されており、制御信号等の送受信を行う。
【２４０４】
　室内ユニット制御部３４は、室内ユニット３０内に設けられている図示しない各種セン
サと電気的に接続されており、各センサからの信号を受信する。
【２４０５】
　（２３－１－３）コントローラ７の詳細
　空気調和装置１では、室外ユニット制御部２７と室内ユニット制御部３４が通信線を介
して接続されることで、空気調和装置１の動作を制御するコントローラ７が構成されてい
る。
【２４０６】
　コントローラ７は、主として、ＣＰＵ（中央演算処理装置）と、ＲＯＭやＲＡＭ等のメ
モリを有している。なお、コントローラ７による各種処理や制御は、室外ユニット制御部
２７および／又は室内ユニット制御部３４に含まれる各部が一体的に機能することによっ
て実現されている。
【２４０７】
　（２３－１－４）運転モード
　運転モードとしては、冷房運転モードと暖房運転モードとが設定されている。コントロ
ーラ７は、リモコン等から受け付けた指示に基づいて、冷房運転モードか暖房運転モード
かを判断し、実行する。
【２４０８】
　（２３－１－４－１）冷房運転モード
　空気調和装置１では、冷房運転モードでは、四路切換弁２２の接続状態を圧縮機２１の
吐出側と室外熱交換器２３とを接続しつつ圧縮機２１の吸入側とガス側閉鎖弁２８とを接
続する冷房運転接続状態とし、冷媒回路１０に充填されている冷媒を、主として、圧縮機
２１、室外熱交換器２３、室外膨張弁２４、室内熱交換器３１の順に循環させる。
【２４０９】
　より具体的には、冷房運転モードが開始されると、冷媒回路１０内において、冷媒が圧
縮機２１に吸入されて圧縮された後に吐出される。
【２４１０】
　圧縮機２１では、室内ユニット３０で要求される冷却負荷に応じた容量制御が行われる
。圧縮機２１から吐出されたガス冷媒は、四路切換弁２２を経て、室外熱交換器２３のガ
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ス側端に流入する。
【２４１１】
　室外熱交換器２３のガス側端に流入したガス冷媒は、室外熱交換器２３において、室外
ファン２５によって供給される室外側空気と熱交換を行って凝縮し、液冷媒となって室外
熱交換器２３の液側端から流出する。
【２４１２】
　室外熱交換器２３の液側端から流出した冷媒は、室外膨張弁２４を通過する際に減圧さ
れる。なお、室外膨張弁２４は、室外熱交換器２３の液側出口を通過する冷媒の過冷却度
が所定条件を満たすように制御される。
【２４１３】
　室外膨張弁２４で減圧された冷媒は、液側閉鎖弁２９および液側冷媒連絡配管６を経て
、室内ユニット３０に流入する。
【２４１４】
　室内ユニット３０に流入した冷媒は、室内熱交換器３１に流入し、室内熱交換器３１に
おいて、室内ファン３２によって供給される室内空気と熱交換を行って蒸発し、ガス冷媒
となって室内熱交換器３１のガス側端から流出する。室内熱交換器３１のガス側端から流
出したガス冷媒は、ガス側冷媒連絡配管５に流れていく。
【２４１５】
　ガス側冷媒連絡配管５を流れた冷媒は、ガス側閉鎖弁２８、四路切換弁２２を経て、再
び、圧縮機２１に吸入される。
【２４１６】
　（２３－１－４－２）暖房運転モード
　空気調和装置１では、暖房運転モードでは、四路切換弁２２の接続状態を圧縮機２１の
吐出側とガス側閉鎖弁２８とを接続しつつ圧縮機２１の吸入側と室外熱交換器２３とを接
続する暖房運転接続状態とし、冷媒回路１０に充填されている冷媒を、主として、圧縮機
２１、室内熱交換器３１、室外膨張弁２４、室外熱交換器２３の順に循環させる。
【２４１７】
　より具体的には、暖房運転モードが開始されると、冷媒回路１０内において、冷媒が圧
縮機２１に吸入されて圧縮された後に吐出される。
【２４１８】
　圧縮機２１では、室内ユニット３０で要求される暖房負荷に応じた容量制御が行われる
。圧縮機２１から吐出されたガス冷媒は、四路切換弁２２およびガス側冷媒連絡配管５を
流れた後、室内ユニット３０に流入する。
【２４１９】
　室内ユニット３０に流入した冷媒は、室内熱交換器３１のガス側端に流入し、室内熱交
換器３１において、室内ファン３２によって供給される室内空気と熱交換を行って凝縮し
、気液二相状態の冷媒または液冷媒となって室内熱交換器３１の液側端から流出する。室
内熱交換器３１の液側端から流出した冷媒は、液側冷媒連絡配管６に流れていく。
【２４２０】
　液側冷媒連絡配管６を流れた冷媒は、液側閉鎖弁２９、室外膨張弁２４において冷凍サ
イクルにおける低圧になるまで減圧される。なお、室外膨張弁２４は、室内熱交換器３１
の液側出口を通過する冷媒の過冷却度が所定条件を満たすように制御される。室外膨張弁
２４で減圧された冷媒は、室外熱交換器２３の液側端に流入する。
【２４２１】
　室外熱交換器２３の液側端から流入した冷媒は、室外熱交換器２３において、室外ファ
ン２５によって供給される室外空気と熱交換を行って蒸発し、ガス冷媒となって室外熱交
換器２３のガス側端から流出する。
【２４２２】
　室外熱交換器２３のガス側端から流出した冷媒は、四路切換弁２２を経て、再び、圧縮
機２１に吸入される。
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【２４２３】
　（２３－１－５）冷媒と冷媒連絡配管の管外径の関係
　銅管に関しては、使用冷媒が冷媒Ａの場合、空気調和装置１の特定の定格冷凍能力にお
いて、使用冷媒がＲ３２の場合よりも管外径が大きいガス側冷媒連絡配管５、および使用
冷媒がＲ３２の場合よりも管外径が大きい液側冷媒連絡配管６を使用する必要があること
が、出願人の研究によって確認されている。
【２４２４】
　かかる場合コスト増となるので、出願人は、銅管よりも低コストであるアルミ管の採用
が可能であるか否か、検討を行った。その結果を、以下に説明する。
【２４２５】
　（２３－１－６）管材料と冷媒連絡配管の管外径の関係
　図２３Ｃは、冷媒Ａが用いられる空気調和装置のガス側冷媒連絡配管５および液側冷媒
連絡配管６に採用される銅管の管外径と、銅管に替えてアルミニウム又はアルミニウム合
金製の管（以下、アルミ管という。）を採用した場合のガス側冷媒連絡配管５および液側
冷媒連絡配管６の管外径と、を定格冷凍能力毎に表示した対比表である。
【２４２６】
　（２３－１－６－１）ガス側冷媒連絡配管５の管外径比較
　ここでは、管材料（銅管、アルミ管）別にガス側冷媒連絡配管５の管外径の比較を定格
冷凍能力毎に行う。
【２４２７】
　（２３－１－６－１－１）銅管の場合
　図２３Ｃにおいて、使用冷媒が冷媒Ａである場合、空気調和装置１の定格冷凍能力が５
．０ｋＷ未満である場合には管外径が１２．７ｍｍの銅管が使用され、空気調和装置１の
定格冷凍能力が５．０ｋＷ以上１０．０ｋＷ未満である場合には管外径が１５．９ｍｍの
銅管が使用され、空気調和装置１の定格冷凍能力が１０．０ｋＷ以上１９．０ｋＷ未満で
ある場合には管外径が１９．１ｍｍの銅管が使用され、空気調和装置１の定格冷凍能力が
１９．０ｋＷ以上２８ｋＷ以下である場合には管外径が２２．２ｍｍの銅管が使用される
。
【２４２８】
　（２３－１－６－１－２）アルミ管の場合
　図２３Ｃにおいて、使用冷媒が冷媒Ａである場合、空気調和装置１の定格冷凍能力が５
．０ｋＷ未満である場合には管外径が１２．７ｍｍのアルミ管が使用され、空気調和装置
１の定格冷凍能力が５．０ｋＷ以上８．５ｋＷ未満である場合には管外径が１５．９ｍｍ
のアルミ管が使用され、空気調和装置１の定格冷凍能力が８．５ｋＷ以上１９．０ｋＷ未
満である場合には管外径が１９．１ｍｍのアルミ管が使用され、空気調和装置１の定格冷
凍能力が１９．０ｋＷ以上２５ｋＷ未満である場合には管外径が２２．２ｍｍのアルミ管
が使用され、空気調和装置１の定格冷凍能力が２５ｋＷ以上２８ｋＷ以下である場合には
管外径が２５．４ｍｍのアルミ管が使用される。
【２４２９】
　なお、空気調和装置１の定格冷凍能力が２８ｋＷを超える場合でも、管外径が２５．４
ｍｍのアルミ管が使用される。
【２４３０】
　（２３－１－６－１－３）対比結果
　図２３Ｃに示す通り、アルミ管の場合、空気調和装置１の定格冷凍能力が９．０ｋＷ、
及び２８ｋＷのとき、銅管の場合よりも管外径が大きいアルミ管のガス側冷媒連絡配管５
を使用する必要がある。
【２４３１】
　空気調和装置１の定格冷凍能力が９．０ｋＷ、及び２８ｋＷのときの、圧力損失を銅管
と同レベルにするために、耐圧を維持したまま内径を拡大した結果、管外径が拡大してい
る。
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【２４３２】
　但し、アルミ管の素材費が銅管の素材費よりも低いので管外径が拡大してもコスト増に
はならない。したがって、銅管に替えてアルミ管を使用することによって、たとえ管外径
の拡大が伴っても低コスト化を図ることができる。
【２４３３】
　（２３－１－６－２）液側冷媒連絡配管６の管外径比較
　ここでは、管材料（銅管、アルミ管）別に液側冷媒連絡配管６の管外径の比較を冷房定
格冷凍能力毎に行う。
【２４３４】
　（２３－１－６－２－１）銅管の場合
　図２３Ｃにおいて、使用冷媒が冷媒Ａである場合、空気調和装置１の定格冷凍能力が５
．０ｋＷ未満である場合には管外径が６．４ｍｍの銅管が使用され、空気調和装置１の定
格冷凍能力が５．０ｋＷ以上１９．０ｋＷ未満である場合には管外径が９．５ｍｍの銅管
が使用され、空気調和装置１の定格冷凍能力が１９．０ｋＷ以上２８ｋＷ以下である場合
には管外径が１２．７ｍｍの銅管が使用される。
【２４３５】
　（２３－１－６－２－２）アルミ管の場合
　図２３Ｃにおいて、使用冷媒が冷媒Ａである場合、空気調和装置１の定格冷凍能力が５
．０ｋＷ未満である場合には管外径が６．４ｍｍのアルミ管が使用され、空気調和装置１
の定格冷凍能力が５．０ｋＷ以上１９．０ｋＷ未満である場合には管外径が９．５ｍｍの
アルミ管が使用され、空気調和装置１の定格冷凍能力が１９．０ｋＷ以上２８ｋＷ以下で
ある場合には管外径が１２．７ｍｍのアルミ管が使用される。
【２４３６】
　なお、空気調和装置１の定格冷凍能力が２８ｋＷを超える場合でも、管外径が１２．７
ｍｍのアルミ管が使用される。
【２４３７】
　（２３－１－６－２－３）対比結果
　図２３Ｃに示す通り、使用冷媒が冷媒Ａの場合、銅管と管外径が同じアルミ管の液側冷
媒連絡配管６を使用することができる。アルミ管の素材費が銅管の素材費よりも低いので
銅管に替えてアルミ管を使用することによって低コスト化を図ることができる。
【２４３８】
　（２３－１－７）管の肉厚と内径
　ここでは、上記「（２３－１－６－１－３）対比結果」および「（２３－１－６－２－
３）対比結果」をアルミ管の肉厚と内径とから考察する。
【２４３９】
　ガス側冷媒連絡配管５および液側冷媒連絡配管６の内径は、定格冷凍能力毎に冷媒の最
大循環量における圧力損失を考慮して設計されている。
【２４４０】
　また、ガス側冷媒連絡配管５および液側冷媒連絡配管６の肉厚は、定格冷凍能力毎に設
計耐圧を満足するように設計されている。
【２４４１】
　図２３Ｄは、銅管およびアルミ管の肉厚を「管の呼称」別に表示した対比表である。以
下、「管の呼称」ごとに対比結果を説明する。
【２４４２】
　（管の称呼：「φ６．４」、「φ９．５」および「φ１２．７」）
　図２３Ｄにおいて、管の称呼「φ６．４」および「φ９．５」では、銅管およびアルミ
管ともに内径が等しく、肉厚も０．８ｍｍで同じである。このように内径が比較的小さい
範囲では、元々肉厚０．８ｍｍによって得られる強度に余裕があるため、銅管に替えてア
ルミ管を使用しても肉厚を大きくする必要がない。
【２４４３】
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　また、称呼「φ１２．７」の管では、内周面の全面に設計圧力が作用したとき、アルミ
管の場合、銅管と同じ肉厚の０．８ｍｍでは強度不足であるので、１．０ｍｍまで増加さ
せる必要がある。それゆえ、内径が銅管の１１．１０ｍｍよりも０．４ｍｍ小さい１０．
７０ｍｍとなる。但し、内径が０．４ｍｍ小さくなっても、圧力損失への影響は少ない。
【２４４４】
　したがって、ガス冷媒に比べて比体積が小さい液冷媒が流れる液側冷媒連絡配管６につ
いては、定格冷凍能力２．２ｋＷ～２８ｋＷの範囲で、銅管に替えてアルミ管を使用して
も、銅管と同じ外径のアルミ管を使用することができる。それゆえ、「（２３－１－６－
２－３）対比結果」が得られる。
【２４４５】
　（管の称呼：「φ１５．９」、「φ１９．１」、「φ２２．２」および「φ２５．４」
）
　図２３Ｄにおいて、管の称呼「φ１５．９」、「φ１９．１」、「φ２２．２」および
「φ２５．４」では、銅管の場合、肉厚は１ｍｍである。これに対し、アルミ管の肉厚は
１．３ｍｍ、１．５ｍｍ、１．７ｍｍ、２．０ｍｍと増加している。これは、内径の拡大
にともなって内周面の面積が拡大し、内周面の全面に設計圧力が作用したとき、銅管と同
じ肉厚の１．０ｍｍでは強度不足となるので、肉厚を増加して設計圧力に耐えうる強度を
確保している。
【２４４６】
　ガス側冷媒連絡配管５については、図２３Ｃに示すように、定格冷凍能力２．２ｋＷ～
４．５ｋＷの範囲で銅管、アルミ管ともに称呼「φ１２．７」の管を使用してもよい。こ
の場合、図２３Ｄに示すように、アルミ管の内径は銅管の内径よりも０．４ｍｍ小さくな
っているが、冷媒の最大循環量を考慮しても圧力損失への影響は少ない。言い換えると、
銅管側に圧力損失に対する余裕がある。
【２４４７】
　同様に、図２３Ｃに示すように、定格冷凍能力５．６ｋＷ～８．０ｋＷの範囲で銅管、
アルミ管ともに称呼「φ１５．９」の管を使用している。この場合、図２３Ｄに示すよう
に、アルミ管の内径は銅管の内径よりも０．６ｍｍ小さくなっているが、冷媒の最大循環
量を考慮しても圧力損失への影響は少ない。言い換えると、銅管側に圧力損失に対する余
裕がある。
【２４４８】
　一方、図２３Ｃに示すように、定格冷凍能力９．０ｋＷでは、銅管は称呼「φ１５．９
」の管を使用しているのに対し、アルミ管は称呼「φ１９．１」の管を使用する必要があ
る。言い換えると、定格冷凍能力９．０ｋＷにおける冷媒の最大循環量のとき、称呼「φ
１５．９」の銅管よりも圧力損失が小さい称呼「φ１９．１」のアルミ管を使用すること
よって圧力損失を抑制している。
【２４４９】
　図２３Ｃに示すように、定格冷凍能力１１．２ｋＷ～１６ｋＷの範囲で銅管、アルミ管
ともに称呼「φ１９．１」の管を使用してもよい。この場合、図２３Ｄに示すように、ア
ルミ管の内径は銅管の内径よりも１．０ｍｍ小さくなっているが、冷媒の最大循環量を考
慮しても圧力損失への影響は少ない。言い換えると、銅管側に圧力損失に対する余裕があ
る。
【２４５０】
　同様に、図２３Ｃに示すように、定格冷凍能力２２．４ｋＷの範囲で銅管、アルミ管と
もに称呼「φ２２．２」の管を使用している。この場合、図２３Ｄに示すように、アルミ
管の内径は銅管の内径よりも１．４ｍｍ小さくなっているが、冷媒の最大循環量を考慮し
ても圧力損失への影響は少ない。言い換えると、銅管側に圧力損失に対する余裕がある。
【２４５１】
　一方、図２３Ｃに示すように、定格冷凍能力２８ｋＷでは、銅管は称呼「φ２２．２」
の管を使用しているのに対し、アルミ管は称呼「φ２５．４」の管を使用する必要がある
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。言い換えると、定格冷凍能力２８ｋＷにおける冷媒の最大循環量のとき、称呼「φ２２
．２」の銅管よりも圧力損失が小さい称呼「φ２５．４」のアルミ管を使用することによ
って圧力損失を抑制している。
【２４５２】
　したがって、ガス側冷媒連絡配管５については、定格冷凍能力９ｋＷおよび２８ｋＷに
おいては、銅管に替えてアルミ管を使用する場合、管外径を大きくする必要があり、その
結果が、「（２３－１－６－２－３）対比結果」である。
【２４５３】
　（２３－１－８）特徴
　空気調和装置１では、１，２－ジフルオロエチレンを含む冷媒を使用するに当たり、圧
力損失抑制のために液側冷媒連絡配管およびガス側冷媒連絡配管の径を大きくする場合で
も、アルミニウムまたはアルミニウム合金製の管を使用することによって、能力の低下を
小さく抑え、コストの増大を抑制することできる。
【２４５４】
　なお、実施形態では、空気調和装置１において冷媒Ａを用いた場合を前提に説明してい
るが、１，２－ジフルオロエチレンを含んでいる点で共通する本開示の冷媒Ｂ～Ｄについ
ても同様である。
【２４５５】
　（２３－１－９）変形例
　上記実施形態では、室内ユニットが１つだけ設けられている空気調和装置を例に挙げて
説明したが、空気調和装置としては、互いに並列に接続された複数の室内ユニット（室内
膨張弁を有さないもの）が設けられていてもよい。
【２４５６】
　（２４）第２４グループの技術の実施形態
　（２４－１）第１実施形態
　次に、本開示の一実施例に係る蓄熱装置を有する空気調和装置の第１実施形態について
、図面を参照しながら説明する。
【２４５７】
　図２４Ａは、本開示の一実施例に係る蓄熱装置２０を有する、第１実施形態の空気調和
装置１００の全体構成を示す。符号２は、圧縮機を示す。符号３は、圧縮機２からの吐出
ガスを凝縮する熱源側熱交換器の一例としての室外熱交換器を示す。符号４は、室外熱交
換器３で凝縮された冷媒を減圧する第１膨張機構の一例としての第１電子膨張弁を示す。
符号５は、冷媒を蒸発させるための負荷側熱交換器の一例としての室内熱交換器を示す。
上記各機器２～５は、冷媒配管６によって冷媒が流通可能に順次接続される。機器２～５
が冷媒配管６によって接続されることで、室内熱交換器５で室内空気との熱交換により得
た熱を、室外熱交換器３で外気に放出するヒートポンプ機能を有する主冷媒回路１が構成
されている。主冷媒回路１には、蒸気圧縮式の冷凍サイクルを行うための冷媒が充填され
ている。当該冷媒は、１，２－ジフルオロエチレンを含む混合冷媒であり、上述した冷媒
Ａ～Ｄのいずれかを用いることができる。
【２４５８】
　主冷媒回路１には、付属機器として、室外熱交換器３の下流側に冷媒を一時貯留するた
めのレシーバ７が、圧縮機２の上流側に圧縮機２への吸入ガス中の液冷媒を分離するため
のアキュームレータ８が、それぞれ設けられている。また、第１電子膨張弁４の上流側お
よびアキュームレータ８の上流側には、サーミスタＴｈｌ，Ｔｈ２がそれぞれ配置されて
いる。サーミスタＴｈｌ，Ｔｈ２は、各冷媒配管６内の冷媒の温度を検出する。アキュー
ムレータ８の上流側には圧力センサＰｓが配設される。圧力センサＰｓは、圧縮機２の上
流側（吸入側）の冷媒配管６内の冷媒の圧力を検出する。空気調和装置１００では、検出
された冷媒温度および冷媒圧力に基づき、膨張弁の開度が制御されたり、インバータ制御
により圧縮機２の容量が制御されたりする。
【２４５９】
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　この空気調和装置１００は、蓄熱装置２０を有している。蓄熱装置２０は、蓄熱槽９と
、蓄熱用熱交換器１０と、を備える。蓄熱槽９は、蓄熱可能な蓄熱媒体としての水Ｗを貯
留する。蓄熱用熱交換器１０は、蓄熱槽９の内部に配設されている。蓄熱用熱交換器１０
は、少なくともその一部が蓄熱槽９の蓄熱媒体としての水Ｗに浸漬される。蓄熱用熱交換
器１０には、冷媒供給装置の一例としての主冷媒回路１から、少なくとも１，２－ジフル
オロエチレン（HFO-1132(E)）を含む冷媒が供給される。蓄熱用熱交換器１０では、冷媒
と水Ｗとの間で熱交換が行われる。蓄熱用熱交換器１０は、冷媒により水Ｗを冷却する。
蓄熱用熱交換器１０は、複数の冷却管１０ａを有する。この冷却管１０ａは、主冷媒回路
１に分岐接続され、蓄熱用熱交換器１０の一端はレシーバ７の下流側に連結される室外側
連結端１０ｂに、他端は第１電子膨張弁４の上流側に連結される室内側連結端１０ｃにな
る。室外側連結端１０ｂは、主冷媒回路１において、室内側連結端１０ｃよりも室外熱交
換器３に近い位置に配設されている。主冷媒回路１の蓄熱用熱交換器１０の両連結端１０
ｂ，１０ｃ間の冷媒配管６には、蓄熱運転時に冷媒の減圧を行う第２電子膨張弁１２が設
けられている。言い換えれば、蓄熱用熱交換器１０の冷却管１０ａは、第２電子膨張弁１
２と並列に配管されている。
【２４６０】
　本開示では、蓄熱用熱交換器１０の冷却管１０ａは、以下の配設構造を有する。
【２４６１】
　冷却管１０ａは、蓄熱槽９内に、鉛直方向に蛇行するように配置されている。具体的に
は、蓄熱用熱交換器１０の冷却管１０ａは、図２４Ｂに示すように、上下方向の端部であ
るＵ字部分１０ｄに近接した直線部分１０ｅが、鉛直方向に配置されている。蓄熱用熱交
換器１０の冷却管１０ａは、蓄熱槽９内に立設されている支持基台９ａによって支持され
ている。冷却管１０ａは、蓄熱槽９内の水Ｗに浸漬される。
【２４６２】
　また、蓄熱用熱交換器１０の室外側連結端１０ｂ付近と、圧縮機２の上流側との間は、
短絡管１３により連結されている。
【２４６３】
　また、本空気調和装置１００には、運転状態に応じて回路接続を切換えるための回路切
換手段１５が設けられている。回路切換手段１５は、第１開閉弁１１、第２開閉弁１４お
よび開閉制御手段１６を含む。第１開閉弁１１は、蓄熱用熱交換器１０における室外側連
結端１０ｂと短絡管１３の接続位置との間に設けられている。第２開閉弁１４は、短絡管
１３に設けられている。開閉制御手段１６は、空気調和装置１００の運転状態および各サ
ーミスタＴｈｌ，Ｔｈ２や圧力センサＰｓからの検出信号に応じて、弁の制御を行う。開
閉制御手段１６は、蓄熱運転時には、第１開閉弁１１を閉状態に、第２開閉弁１４を開状
態にすると共に、第１電子膨張弁４を全閉状態にし、第２電子膨張弁１２の開度をサーミ
スタＴｈｌと圧力センサＰｓとの検出信号に基づいて制御する。一方、開閉制御手段１６
は、蓄熱回収冷房運転時には、第１開閉弁１１を開状態、第２開閉弁１４を閉状態とする
と共に、第１電子膨張弁４および第２電子膨張弁１２の開度をサーミスタＴｈ２、圧力セ
ンサＰｓの検出信号に基づいて制御する。
【２４６４】
　次に、上記の如く構成された回路の各運転状態について説明する。
【２４６５】
　蓄熱回収を伴わない通常冷房運転時には、第１開閉弁１１および第２開閉弁１４は閉状
態とされ、第２電子膨張弁１２は全開状態とされる。この状態において、圧縮機２で圧縮
された冷媒は、室外熱交換器３で凝縮された後、第１電子膨張弁４で減圧されて、室内熱
交換器５に供給される。そして、冷媒は、室内熱交換器５内で蒸発することによって周囲
の熱を奪い、冷房に寄与した後、再び圧縮機２側に流通して循環する。
【２４６６】
　蓄熱運転時には、回路切換手段１５の開閉制御手段１６は、第１開閉弁１１を閉状態に
、第２開閉弁１４を開状態にすると共に、第１電子膨張弁４を全閉状態とする。また、開
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閉制御手段１６は、第２電子膨張弁１２の開度をサーミスタＴｈｌと圧力センサＰｓとの
検出信号に基づいて適宜制御する。このように弁が制御される結果、図２４Ａの矢印に示
すように、圧縮機２が吐出し、室外熱交換器３を通過した冷媒は、第２電子膨張弁１２に
よって減圧され、室内側連結端１０ｃから冷却管１０ａ内に供給される。冷却管１０ａ内
に供給された冷媒は、蓄熱槽９内の水Ｗとの間で熱交換を行って冷却管１０ａ内で蒸発し
、冷却管１０ａの表面には氷Ｉが生成、付着し冷熱が蓄えられる。
【２４６７】
　蓄熱運転後に蓄熱回収冷房運転を行う際には、開閉制御手段１６は、第１開閉弁１１を
開状態に、第２開閉弁１４を閉状態にすると共に、第１電子膨張弁４の開度をサーミスタ
Ｔｈ２、圧力センサＰｓの検出信号に基づいて制御する。また、開閉制御手段１６は、図
２４Ｃの矢印に示すように、圧縮機２が吐出し、室外熱交換器３を通過して流れる冷媒の
うち、主冷媒回路１を流れる流通量を第２電子膨張弁１２によって制御することで、室外
側連結端１０ｂから冷却管１０ａへ供給される冷媒の流量を制御する。冷却管１０ａに供
給された冷媒は、蓄熱槽９内に貯留されている氷Ｉと熱交換して冷却され、室内側連結端
１０ｃを介して第１電子膨張弁４へと導かれ、第１電子膨張弁４の開度が制御されて減圧
される。第１電子膨張弁４で減圧された冷媒は、室内熱交換器５へと導かれ、室内熱交換
器５内で蒸発することで室内の冷房に寄与する。
【２４６８】
　冷却管１０ａが鉛直方向に配置されているため、このような蓄熱回収冷房運転では、図
２４Ｄ（ａ）に示されているように冷却管１０ａに付着している氷Ｉは、図２４Ｄ（ｂ）
に示すように冷却管１０ａと同心円上で均一に融解されることになる。そして、所定量融
解した氷Ｉは、冷却管１０ａに沿って蓄熱槽９の上方に浮上するため、冷却管１０ａには
浮力が作用しにくく、冷却管１０ａの変形などが防止される。また、浮上した氷Ｉは、比
較的高温の水Ｗに晒されるために融解が促進され、古い水Ｗが常に一箇所に残留すること
もなく、氷Ｉの異常成長が防止されている氷充填率の高い製氷設定量でも従来に比べ局所
的なブロッキングは起り難く、該ブロッキングによる冷却管１０ａや蓄熱槽９の破損が抑
制される。さらには、再製氷時においては、図２４Ｄ（ｃ）の如く冷熱回収運転時に融解
された部分が再び氷化することになり、その再現性にも優れている。
【２４６９】
　なお、上述の例では、蓄熱槽９に貯留される蓄熱媒体として水Ｗを単独で用いたが、そ
の他、エチレングリコール等を混入したブライン水溶液を採用してもよい。また、蓄熱用
熱交換器１０の配設位置として、図２４Ｅ（ａ）に示すように、冷却管１０ａの上端固定
部分を水面の上方に突出させたり、図２４Ｅ（ｂ）のように冷却管１０ａの下端のＵ字部
分１０ｄを蓄熱槽９の下方外側に突出させたりすると、氷Ｉの融解時に氷Ｉの浮上を妨げ
る要因が除去されることになり、容易に氷Ｉの浮上動作が得られる。
【２４７０】
　（２４－２）第２実施形態
　次に、本開示の一実施例に係る蓄熱装置を有する空気調和装置の第２実施形態について
、図面を参照しながら説明する。
【２４７１】
　第２実施形態は、蓄熱槽９からの冷熱取出しのための手段が第１実施形態と異なってい
る。ここでは、その相違点について主に説明する。
【２４７２】
　図２４Ｆに示すように、第２実施形態における空気調和装置１００の主冷媒回路１は、
第１実施形態で説明したものと略同様である。ただし、第２実施形態では、蓄熱装置２０
の蓄熱用熱交換器１０は、一端が第２電子膨張弁１２を介して室外熱交換器３の下流側に
、他端が圧縮機２の上流側（吸入側）に接続されている。さらに、第２実施形態では、蓄
熱装置２０の蓄熱槽９内に、冷熱取出し用熱交換器１７の熱交換部１７ａが収納されてい
る。この冷熱取出し用熱交換器１７は、主冷媒回路１の、第１電子膨張弁４より上流側に
接続されている。
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【２４７３】
　第２実施形態における空気調和装置１００の動作について説明する。
【２４７４】
　蓄熱運転時には、開閉制御手段１６は、第１開閉弁１１および第２開閉弁１４を閉状態
にし、第１電子膨張弁４を全閉状態にする。また、開閉制御手段１６は、第２電子膨張弁
１２の開度を制御する。その結果、図２４Ｆの矢印に示すように冷媒が流れ、蓄熱用熱交
換器１０の冷却管１ａの表面に氷Ｉが生成、付着する。
【２４７５】
　蓄熱運転後に蓄熱回収冷房運転を行う際には、開閉制御手段１６は、第１開閉弁１１の
開度を調節し、第２開閉弁１４を開状態とすると共に、第１電子膨張弁４の開度を制御し
、第２電子膨張弁１２は全閉状態とする。このように弁の制御が行われことで、図２４Ｇ
の矢印に示すような冷媒の流れにより、冷熱取出し用熱交換器１７から冷熱が取り出され
て主冷媒回路１内に供給され、冷熱は冷房運転に寄与する。
【２４７６】
　この蓄熱回収冷房運転時には、図２４Ｈに示すように蓄熱槽９の上方から下方に向かっ
て循環流が生じる。冷却管１０ａでは、この循環流に沿って氷Ｉが上下方向に生成されて
いるので、全ての氷Ｉの表面に均一に水Ｗが対流することになり、その融解量も均一にな
るので、局部的に残氷しブロッキング現象が生じる可能性を低減できる。また、製氷量が
多く、図２４Ｉ（ａ）に示すように各氷Ｉが融合した状態になっても、各氷Ｉの間にある
水Ｗが対流可能であるために、この融合を解消するように融解され（図２４Ｉ（ｂ）参照
）、従来のものに比べ水Ｗの対流する面積が増え、融解効率が向上されている。
【２４７７】
　なお、上述した実施形態では蓄熱用熱交換器として直膨熱交換器を用いたが、ブライン
等の２次冷媒を用いて製氷を行う装置においても適用できる。また、第２実施形態では、
冷熱取出し用の熱交換器に２次冷媒を流して冷熱を取出すもの、或いは、蓄熱槽内の水を
該蓄熱槽外の冷熱取出し用の熱交換器、ファインコイルユニット等に循環させて冷熱を取
出すようにした装置への適用も可能である。
【２４７８】
　（２４－３）本開示の蓄熱装置および空気調和装置の特徴
　（２４－３－１）
　上記実施形態の蓄熱装置２０は、蓄熱槽９と、蓄熱用熱交換器１０と、を備える。蓄熱
槽９には、蓄熱媒体の一例としての水Ｗが貯留されている。蓄熱用熱交換器１０は、蓄熱
槽９の水Ｗに浸漬される。蓄熱用熱交換器１０は、冷媒供給装置の一例としての主冷媒回
路１に接続される。蓄熱用熱交換器１０は、主冷媒回路１から供給される少なくとも１，
２－ジフルオロエチレン（HFO-1132(E)）を含む冷媒により水Ｗを冷却する。ここでの冷
媒として、上述した冷媒Ａ～Ｄのいずれかを用いることができる。
【２４７９】
　ここでは、主冷媒回路１から供給される１，２－ジフルオロエチレン（HFO-1132(E)）
を含む低地球温暖化係数の冷媒を用いて水Ｗを冷却して蓄熱槽９に冷熱を貯留し、もって
電力負荷の平準化に寄与することができる。
【２４８０】
　（２４－３－２）
　上記実施形態の蓄熱装置２０では、蓄熱用熱交換器１０には冷媒が通る冷却通路が形成
され、該冷却通路が蓄熱槽９内で鉛直方向に蛇行するように形成されて構成されている。
【２４８１】
　（２４－３－３）
　上記実施形態の蓄熱装置２０では、蓄熱用熱交換器１０は冷却通路を形成する複数本の
冷却管１０ａを備え、冷却管１０ａは蓄熱槽９の水平断面視において冷却管１０ａ断面が
各々縦横方向に直線上に位置するように配置されて構成されている。
【２４８２】
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　（２４－３－４）
　第１実施形態の空気調和装置１００では、圧縮機２、熱源側熱交換器の一例としての室
外熱交換器３、冷媒を減圧する第１減圧機構の一例としての第１電子膨張弁４、および負
荷側熱交換器の一例としての室内熱交換器５が冷媒配管６で接続されて主冷媒回路１が構
成される。空気調和装置１００は、蓄熱可能な蓄熱媒体としての水Ｗを備えた蓄熱装置２
０が配設されてなる蓄熱式空気調和装置である。空気調和装置１００には、蓄熱運転時に
冷媒を減圧する第２減圧機構の一例としての第２電子膨張弁１２が冷媒配管６に介設され
る。蓄熱装置２０は、蓄熱槽９内に水Ｗが貯留されると共に、水Ｗに浸漬されて蓄熱用熱
交換器１０が収納されて構成される。蓄熱用熱交換器１０は、第２電子膨張弁１２と並列
に主冷媒回路１に接続される。蓄熱用熱交換器１０は、冷媒が通る冷却管１０ａを備え、
冷却管１０ａが蓄熱槽９内で鉛直方向に蛇行するように形成されている。蓄熱用熱交換器
１０の第１熱交換器側端部の一例としての室外側連結端１０ｂには短絡管１３の一端が接
続され、短絡管１３の他端は圧縮機２の上流側の冷媒配管６に接続されている。蓄熱運転
時には、第２電子膨張弁１２を介して、第２熱交換器側端部の一例としての室内側連結端
１０ｃから蓄熱用熱交換器１０に冷媒を流して蓄熱槽９内の水Ｗを冷却させ、その後、短
絡管１３を介して圧縮機２の上流側へと流す。空気調和装置１００には、蓄熱回収冷房運
転時に、室外熱交換器３から室外側連結端１０ｂを介して蓄熱用熱交換器１０に冷媒を流
して冷媒を冷却した後、冷媒を室内熱交換器５へと供給するように回路接続を切換える回
路切換手段１５が設けられている。
【２４８３】
　（２４－３－５）
　第２実施形態の空気調和装置１００では、蓄熱装置２０は、蓄熱槽９と、蓄熱槽９内に
水Ｗに浸漬されるように収容される蓄熱用熱交換器１０および冷熱取出し用熱交換器１７
を含む。蓄熱用熱交換器１０は、一端が第２電子膨張弁１２を介して室外熱交換器３の下
流側に、他端が圧縮機２の上流側に接続されると共に、冷媒が通る冷却管１０ａを備える
。冷却管１０ａは、蓄熱槽９内で鉛直方向に蛇行するように形成されている。冷熱取出し
用熱交換器１７は、冷媒配管６の第１電子膨張弁４の上流側に接続されている。蓄熱運転
時には、第２電子膨張弁１２を介して蓄熱用熱交換器１０に冷媒を流して蓄熱槽９内の水
Ｗを冷却した後、圧縮機２の上流側に流す。空気調和装置１００には、蓄熱回収冷房運転
時に、室外熱交換器３から冷熱取出し用熱交換器１７に冷媒を流して冷媒を冷却した後、
冷媒を室内熱交換器５に供給するように回路接続を切換える回路切換手段１５が設けられ
ている。
【２４８４】
　（２４－３－６）
　本開示に係る蓄熱装置２０は、以下に述べるような効果を有する。
【２４８５】
　蓄熱用熱交換器１０を鉛直方向に配置したことにより、蓄熱回収冷房運転時には付着さ
れた氷が略均一に滞留するために、その融解が均一になり、再製氷時に局部的に氷が成長
することがなく、氷のブロッキングが抑制されて、蓄熱効率が向上されるばかりでなく、
蓄熱用熱交換器１０や蓄熱槽９の変形、破損が防止される。
【２４８６】
　また、冷却管１０ａが蓄熱槽９の水平断面視において冷却管１０ａ断面が各々縦横方向
に直線上に位置されていることで、氷同志が融合してもその間に氷化していない部分があ
るために、その部分に蓄熱媒体が対流することで融解が促進され、融解効率の向上が図れ
る。
【２４８７】
　また、所定量融解された氷は冷却管１０ａに沿って浮上し、蓄熱槽９の上層部で融解さ
れることになるために、氷の内部に古い水が残留することがなく、局部的なブロッキング
の防止が図れる。
【２４８８】
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　（２５）第２５グループの技術の実施形態
　（２５－１）第１実施形態
　図面を参照しながら、第１実施形態に係る冷凍装置である熱負荷処理システム１００に
ついて説明する。なお、以下の実施形態は、具体例であって、技術的範囲を限定するもの
ではなく、要旨を逸脱しない範囲で適宜変更が可能である。また、以下の説明では、「上
」、「下」、「左」、「右」、「前（正面）」、「後（背面）」等の方向を示す表現を用
いる場合がある。特に断りのない場合、これらの方向は、図中に矢印で示した方向を示し
ている。なお、これらの方向に関する表現は、あくまでも実施形態の理解を容易にするた
めに用いるものであり、本開示に係る思想を特に限定するものではない。
【２４８９】
　（２５－１－１）全体構成
　図２５Ａは、熱負荷処理システム１００の概略構成図である。熱負荷処理システム１０
０は、設置環境において熱負荷を処理するためのシステムである。本実施形態において、
熱負荷処理システム１００は、対象空間の空気調和を行う空調システムである。
【２４９０】
　熱負荷処理システム１００は、主として、複数（ここでは４台）の熱源側ユニット１０
と、熱交換器ユニット３０と、複数（ここでは４台）の利用側ユニット６０と、複数（こ
こでは４本）の液側連絡管ＬＰと、複数（ここでは４本）のガス側連絡管ＧＰと、第１熱
媒体連絡管Ｈ１および第２熱媒体連絡管Ｈ２と、冷媒漏洩センサ７０と、熱負荷処理シス
テム１００の動作を制御するコントローラ８０と、を有している。
【２４９１】
　熱負荷処理システム１００では、熱源側ユニット１０および熱交換器ユニット３０が液
側連絡管ＬＰおよびガス側連絡管ＧＰで接続されることで冷媒が循環する冷媒回路ＲＣが
構成されている。熱負荷処理システム１００では、複数の熱源側ユニット１０が並列に配
置されていることに関連して、複数（ここでは４つ）の冷媒回路ＲＣが構成されている。
換言すると、熱負荷処理システム１００では、複数の熱源側ユニット１０および熱交換器
ユニット３０によって複数の冷媒回路ＲＣが構成されている。熱負荷処理システム１００
は、各冷媒回路ＲＣにおいて蒸気圧縮式の冷凍サイクルを行う。
【２４９２】
　本実施形態では、冷媒回路ＲＣに封入される冷媒は、１，２－ジフルオロエチレンを含
む混合冷媒であり、上述した冷媒Ａ～Ｄのいずれかを用いることができる。
【２４９３】
　熱負荷処理システム１００では、熱交換器ユニット３０および利用側ユニット６０が第
１熱媒体連絡管Ｈ１および第２熱媒体連絡管Ｈ２で接続されることで、熱媒体が循環する
熱媒体回路ＨＣが構成されている。換言すると、熱負荷処理システム１００では、熱交換
器ユニット３０および利用側ユニット６０によって熱媒体回路ＨＣが構成されている。熱
媒体回路ＨＣにおいては、熱交換器ユニット３０のポンプ３６が駆動することによって熱
媒体が循環する。
【２４９４】
　本実施形態では、熱媒体回路ＨＣに封入される熱媒体は、例えば、水やブラインなどの
液媒体である。ブラインは、例えば、塩化ナトリウム水溶液、塩化カルシウム水溶液、エ
チレングリコール水溶液や、プロピレングリコール水溶液等を含む。なお、液媒体の種類
はここに例示したものに限定されるものではなく、適宜選択されればよい。特に本実施形
態では、熱媒体としてブラインが使用されるものとする。
【２４９５】
　（２５－１－２）詳細構成
　（２５－１－２－１）熱源側ユニット
　本実施形態では、熱負荷処理システム１００は、４台の熱源側ユニット１０を有する（
図２５Ａ参照）。そして、熱交換器ユニット３０は、４台の熱源側ユニット１０において
冷却／加熱された冷媒で、液媒体を冷却／加熱する。ただし、熱源側ユニット１０の台数
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は例示であって、その台数は４台に限定されるものではない。熱源側ユニット１０は、１
～３台であってもよいし、５台以上であってもよい。なお、図２５Ａでは、４台の熱源側
ユニット１０のうち１台についてのみ内部構成を描画し、他の３台の内部構成の描画は省
略している。描画を省略した熱源側ユニット１０についても、以下で説明する熱源側ユニ
ット１０と同様の構成を有する。
【２４９６】
　熱源側ユニット１０は、空気を熱源として、冷媒を冷却又は加熱するユニットである。
各熱源側ユニット１０は、液側連絡管ＬＰおよびガス側連絡管ＧＰを介して熱交換器ユニ
ット３０に個別に接続されている。換言すると、各熱源側ユニット１０は、熱交換器ユニ
ット３０と共に、個別に冷媒回路ＲＣを構成する。すなわち、熱負荷処理システム１００
では、複数（ここでは４台）の熱源側ユニット１０と、熱交換器ユニット３０と、が個別
に接続されることで、複数（ここでは４つ）の冷媒回路ＲＣが構成されている。なお、各
冷媒回路ＲＣは、分離しており連通していない。
【２４９７】
　熱源側ユニット１０は、設置場所を限定されるものではないが、例えば屋上や建物の周
辺のスペース等に設置される。熱源側ユニット１０は、液側連絡管ＬＰ、ガス側連絡管Ｇ
Ｐを介して熱交換器ユニット３０と接続されており、冷媒回路ＲＣの一部を構成している
。
【２４９８】
　熱源側ユニット１０は、冷媒回路ＲＣを構成する機器として、主として、複数の冷媒配
管（第１配管Ｐ１－第１１配管Ｐ１１）と、圧縮機１１と、アキュームレータ１２と、四
路切換弁１３と、熱源側熱交換器１４と、過冷却器１５と、熱源側第１制御弁１６と、熱
源側第２制御弁１７と、液側閉鎖弁１８と、ガス側閉鎖弁１９と、を有している。
【２４９９】
　第１配管Ｐ１は、ガス側閉鎖弁１９と、四路切換弁１３の第１ポートと、を接続する。
第２配管Ｐ２は、アキュームレータ１２の入口ポートと、四路切換弁１３の第２ポートと
、を接続する。第３配管Ｐ３は、アキュームレータ１２の出口ポートと、圧縮機１１の吸
入ポートと、を接続する。第４配管Ｐ４は、圧縮機１１の吐出ポートと、四路切換弁１３
の第３ポートと、を接続する。第５配管Ｐ５は、四路切換弁１３の第４ポートと、熱源側
熱交換器１４のガス側出入口と、を接続する。第６配管Ｐ６は、熱源側熱交換器１４の液
側出入口と、熱源側第１制御弁１６の一端と、を接続する。第７配管Ｐ７は、熱源側第１
制御弁１６の他端と、過冷却器１５のメイン流路１５１の一端と、を接続する。第８配管
Ｐ８は、過冷却器１５のメイン流路１５１の他端と、液側閉鎖弁１８の一端と、を接続す
る。
【２５００】
　第９配管Ｐ９は、第６配管Ｐ６の両端間の部分と、熱源側第２制御弁１７の一端と、を
接続する。第１０配管Ｐ１０は、熱源側第２制御弁１７の他端と、過冷却器１５のサブ流
路１５２の一端と、を接続する。第１１配管Ｐ１１は、過冷却器１５のサブ流路１５２の
他端と、圧縮機１１のインジェクションポートと、を接続する。
【２５０１】
　なお、これらの冷媒配管（Ｐ１―Ｐ１１）は、実際には、単一の配管で構成されてもよ
いし、継手等を介して複数の配管が接続されることで構成されてもよい。
【２５０２】
　圧縮機１１は、冷凍サイクルにおける低圧の冷媒を高圧になるまで圧縮する機器である
。本実施形態では、圧縮機１１は、ロータリ式やスクロール式等の容積式の圧縮要素が圧
縮機モータ（図示省略）によって回転駆動される密閉式構造を有している。圧縮機モータ
は、インバータにより運転周波数の制御が可能である。すなわち、圧縮機１１は、容量制
御可能に構成されている。但し、圧縮機１１は、容量が一定の圧縮機であってもよい。
【２５０３】
　アキュームレータ１２は、圧縮機１１に液冷媒が過度に吸入されることを抑制するため
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の容器である。アキュームレータ１２は、冷媒回路ＲＣに充填されている冷媒量に応じて
所定の容積を有している。
【２５０４】
　四路切換弁１３は、冷媒回路ＲＣにおける冷媒の流れを切り換えるための流路切換機構
である。四路切換弁１３は、正サイクル状態と逆サイクル状態とを切り換えられる。四路
切換弁１３は、正サイクル状態となると、第１ポート（第１配管Ｐ１）と第２ポート（第
２配管Ｐ２）とを連通させるとともに第３ポート（第４配管Ｐ４）と第４ポート（第５配
管Ｐ５）とを連通させる（図２５Ａの四路切換弁１３の実線を参照）。四路切換弁１３は
、逆サイクル状態となると、第１ポート（第１配管Ｐ１）と第３ポート（第４配管Ｐ４）
とを連通させるとともに第２ポート（第２配管Ｐ２）と第４ポート（第５配管Ｐ５）とを
連通させる（図２５Ａの四路切換弁１３の破線を参照）。
【２５０５】
　熱源側熱交換器１４は、冷媒の凝縮器（又は放熱器）又は蒸発器として機能する熱交換
器である。熱源側熱交換器１４は、正サイクル運転（四路切換弁１３が正サイクル状態に
ある運転）時には、冷媒の凝縮器として機能する。また、熱源側熱交換器１４は、逆サイ
クル運転（四路切換弁１３が逆サイクル状態にある運転）時には、冷媒の蒸発器として機
能する。熱源側熱交換器１４は、複数の伝熱管と、伝熱フィンと、を含む（図示省略）。
熱源側熱交換器１４は、伝熱管内の冷媒と、伝熱管又は伝熱フィンの周囲を通過する空気
（後述の熱源側空気流）と、の間で熱交換が行われるように構成されている。
【２５０６】
　過冷却器１５は、流入する冷媒を過冷却状態の液冷媒とする熱交換器である。過冷却器
１５は、例えば二重管熱交換器であり、過冷却器１５にはメイン流路１５１とサブ流路１
５２とが構成されている。過冷却器１５は、メイン流路１５１およびサブ流路１５２を流
れる冷媒が熱交換を行うように構成されている。
【２５０７】
　熱源側第１制御弁１６は、開度制御が可能な電子膨張弁であり、開度に応じて流入する
冷媒を減圧する又は流量調節する。熱源側第１制御弁１６は、開状態と閉状態とを切換可
能である。熱源側第１制御弁１６は、熱源側熱交換器１４と過冷却器１５（メイン流路１
５１）との間に配置されている。
【２５０８】
　熱源側第２制御弁１７は、開度制御が可能な電子膨張弁であり、開度に応じて流入する
冷媒を減圧する又は流量調節する。熱源側第２制御弁１７は、開状態と閉状態とを切換可
能である。熱源側第２制御弁１７は、熱源側熱交換器１４と過冷却器１５（サブ流路１５
２）との間に配置されている。
【２５０９】
　液側閉鎖弁１８は、第８配管Ｐ８と液側連絡管ＬＰとの接続部分に配置された手動弁で
ある。液側閉鎖弁１８は、一端が第８配管Ｐ８に接続され他端が液側連絡管ＬＰに接続さ
れている。
【２５１０】
　ガス側閉鎖弁１９は、第１配管Ｐ１とガス側連絡管ＧＰとの接続部分に配置された手動
弁である。ガス側閉鎖弁１９は、一端が第１配管Ｐ１に接続され他端がガス側連絡管ＧＰ
に接続されている。
【２５１１】
　また、熱源側ユニット１０は、熱源側熱交換器１４を通過する熱源側空気流を生成する
熱源側ファン２０を有している。熱源側ファン２０は、熱源側熱交換器１４を流れる冷媒
の冷却源又は加熱源としての熱源側空気流を熱源側熱交換器１４に供給する送風機である
。熱源側ファン２０は、駆動源である熱源側ファンモータ（図示省略）を含み、状況に応
じて発停および回転数を適宜制御される。
【２５１２】
　また、熱源側ユニット１０には、冷媒回路ＲＣ内の冷媒の状態（主に圧力又は温度）を
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検出するための複数の熱源側センサＳ１（図２５Ｃ参照）が配置されている。熱源側セン
サＳ１は、圧力センサや、サーミスタ又は熱電対等の温度センサである。熱源側センサＳ
１には、例えば、圧縮機１１の吸入側（第３配管Ｐ３）における冷媒の温度（吸入温度）
を検出する第１温度センサ２１、又は圧縮機１１の吐出側（第４配管Ｐ４）における冷媒
の温度（吐出温度）を検出する第２温度センサ２２が含まれている。また、熱源側センサ
Ｓ１には、例えば、熱源側熱交換器１４の液側（第６配管Ｐ６）の冷媒の温度を検出する
第３温度センサ２３、第８配管Ｐ８における冷媒の温度を検出する第４温度センサ２４、
又は第１１配管Ｐ１１における冷媒の温度を検出する第５温度センサ２５が含まれている
。また、熱源側センサＳ１には、例えば、圧縮機１１の吸入側（第２配管Ｐ２）における
冷媒の圧力（吸入圧力）を検出する第１圧力センサ２７、圧縮機１１の吐出側（第４配管
Ｐ４）における冷媒の圧力（吐出圧力）を検出する第２圧力センサ２８が含まれている。
【２５１３】
　また、熱源側ユニット１０は、熱源側ユニット１０に含まれる各機器の動作・状態を制
御する熱源側ユニット制御部２９を有している。熱源側ユニット制御部２９は、その機能
を実行するために、各種電気回路や、マイクロプロセッサやマイクロプロセッサが実行す
るプログラムが記憶されたメモリチップを有するマイクロコンピュータ等を有している。
熱源側ユニット制御部２９は、熱源側ユニット１０に含まれる各機器（１１、１３、１６
、１７、２０等）や熱源側センサＳ１と電気的に接続されており、互いに信号の入出力を
行う。また、熱源側ユニット制御部２９は、熱交換器ユニット３０の熱交換器ユニット制
御部４９（後述）等と通信線を介して電気的に接続されており、互いに制御信号の送受信
を行う。
【２５１４】
　（２５－１－２－２）熱交換器ユニット
　熱交換器ユニット３０は、熱媒体と冷媒とを熱交換させることで、熱媒体の冷却および
加熱の少なくとも一方を行う機器である。本実施形態では、熱交換器ユニット３０は、熱
媒体と冷媒とを熱交換させることで、熱媒体の冷却および加熱を行う。熱交換器ユニット
３０で液冷媒により冷却又は加熱された熱媒体は、利用側ユニット６０へと送られる。
【２５１５】
　熱交換器ユニット３０は、利用側ユニット６０へと送られる熱媒体と冷媒とを熱交換さ
せることで、熱媒体の冷却又は加熱を行うユニットである。熱交換器ユニット３０は、設
置場所を限定されるものではないが、例えば設備機器室等の室内に設置される。熱交換器
ユニット３０は、各冷媒回路ＲＣを構成する機器として、熱源側ユニット１０の数（冷媒
回路ＲＣの数）と同数（ここでは４つ）の、複数の冷媒配管（冷媒配管Ｐａ、Ｐｂ、Ｐｃ
、Ｐｄ）、膨張弁３１、および開閉弁３２を有している。また、熱交換器ユニット３０は
、各冷媒回路ＲＣおよび熱媒体回路ＨＣを構成する機器として、熱交換器３３を有してい
る。
【２５１６】
　冷媒配管Ｐａは、液側連絡管ＬＰと、膨張弁３１の一端と、を接続する。冷媒配管Ｐｂ
は、膨張弁３１の他端と、熱交換器３３の一の液側冷媒出入口と、を接続する。冷媒配管
Ｐｃは、熱交換器３３の一のガス側冷媒出入口と、開閉弁３２の一端と、を接続する。冷
媒配管Ｐｄは、開閉弁３２の他端と、ガス側連絡管ＧＰと、を接続する。なお、これらの
冷媒配管（Ｐａ―Ｐｄ）は、実際には、単一の配管で構成されてもよいし、継手等を介し
て複数の配管が接続されることで構成されてもよい。
【２５１７】
　膨張弁３１は、開度制御が可能な電子膨張弁であり、開度に応じて流入する冷媒を減圧
する又は流量調節する。膨張弁３１は、開状態と閉状態とを切換可能である。膨張弁３１
は、熱交換器３３と液側連絡管ＬＰとの間に配置されている。
【２５１８】
　開閉弁３２は、開状態と閉状態とを切換可能な制御弁である。開閉弁３２は、閉状態時
に冷媒を遮断する。開閉弁３２は、熱交換器３３とガス側連絡管ＧＰとの間に配置されて
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いる。
【２５１９】
　熱交換器３３には、冷媒回路ＲＣを流れる冷媒の流路（冷媒流路ＲＰ）が複数形成され
ている。熱交換器３３において、各冷媒流路ＲＰは、他の冷媒流路ＲＰと連通していない
。これに関連して、熱交換器３３においては、冷媒流路ＲＰの液側出入口およびガス側出
入口が、それぞれ冷媒流路ＲＰの数と同数（ここでは４つ）形成されている。また、熱交
換器３３には、熱媒体回路ＨＣを流れる熱媒体の流路（熱媒体流路ＨＰ）が形成されてい
る。
【２５２０】
　より具体的に、熱交換器３３は、第１熱交換器３４および第２熱交換器３５を含んでい
る。第１熱交換器３４および第２熱交換器３５は、別体として構成されている。第１熱交
換器３４および第２熱交換器３５においては、分離した２つの冷媒流路ＲＰがそれぞれ形
成されている。第１熱交換器３４および第２熱交換器３５では、各冷媒流路ＲＰの一端が
、対応する冷媒回路ＲＣの冷媒配管Ｐｂに接続されており、各冷媒流路ＲＰの他端が対応
する冷媒回路ＲＣの冷媒配管Ｐｃに接続されている。第１熱交換器３４では、熱媒体流路
ＨＰの一端が後述の熱媒体配管Ｈｂに接続されており、熱媒体流路ＨＰの他端が後述の熱
媒体配管Ｈｃに接続されている。第２熱交換器３５では、熱媒体流路ＨＰの一端が後述の
Ｈｃに接続されており、熱媒体流路ＨＰの他端が後述の熱媒体配管Ｈｄに接続されている
。第１熱交換器３４および第２熱交換器３５の熱媒体流路ＨＰは、熱媒体回路ＨＣにおい
て直列に並んでいる。第１熱交換器３４および第２熱交換器３５は、各冷媒流路ＲＰ（冷
媒回路ＲＣ）を流れる冷媒と、熱媒体流路ＨＰ（熱媒体回路ＨＣ）を流れる熱媒体と、で
熱交換が行われるように構成されている。
【２５２１】
　また、熱交換器ユニット３０は、熱媒体回路ＨＣを構成する機器として、複数の熱媒体
配管（熱媒体配管Ｈａ、Ｈｂ、Ｈｃ、Ｈｄ）、およびポンプ３６をさらに有している。
【２５２２】
　熱媒体配管Ｈａは、一端が第１熱媒体連絡管Ｈ１に接続され、他端がポンプ３６の吸入
側ポートに接続されている。熱媒体配管Ｈｂは、一端がポンプ３６の吐出側ポートに接続
され、他端が第１熱交換器３４の熱媒体流路ＨＰの一端に接続されている。熱媒体配管Ｈ
ｃは、一端が第１熱交換器３４の熱媒体流路ＨＰの他端に接続され、他端が第２熱交換器
３５の熱媒体流路ＨＰの一端に接続されている。熱媒体配管Ｈｄは、一端が第２熱交換器
３５の熱媒体流路ＨＰの他端に接続され、他端が第２熱媒体連絡管Ｈ２に接続されている
。なお、これらの熱媒体配管（Ｈａ―Ｈｄ）は、実際には、単一の配管で構成されてもよ
いし、継手等を介して複数の配管が接続されることで構成されてもよい。
【２５２３】
　ポンプ３６は、熱媒体回路ＨＣに配置されている。ポンプ３６は、運転中、熱媒体を吸
引して吐出する。ポンプ３６は、駆動源であるモータを含み、モータをインバータ制御さ
れることで回転数を調整される。すなわち、ポンプ３６は、吐出流量可変である。なお、
熱交換器ユニット３０は、熱媒体回路ＨＣにおいて直列又は並列に接続された複数台のポ
ンプ３６を有してもよい。また、ポンプ３６は、定量ポンプであってもよい。
【２５２４】
　また、熱交換器ユニット３０には、冷媒回路ＲＣ内の冷媒の状態（主に圧力又は温度）
を検出するための複数の熱交換器ユニットセンサＳ２（図２５Ｃ参照）が配置されている
。熱交換器ユニットセンサＳ２は、圧力センサや、サーミスタ又は熱電対等の温度センサ
である。熱交換器ユニットセンサＳ２には、例えば、熱交換器３３（冷媒流路ＲＰ）の液
側（冷媒配管Ｐｂ）における冷媒の温度を検出する第６温度センサ４１、および熱交換器
３３（冷媒流路ＲＰ）のガス側（冷媒配管Ｐｃ）における冷媒の温度を検出する第７温度
センサ４２が含まれている。また、熱交換器ユニットセンサＳ２には、例えば、熱交換器
３３（冷媒流路ＲＰ）の液側（冷媒配管Ｐｂ）における冷媒の圧力を検出する第３圧力セ
ンサ４３、および熱交換器３３（冷媒流路ＲＰ）のガス側（冷媒配管Ｐｃ）における冷媒
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の圧力を検出する第４圧力センサ４４が含まれている。
【２５２５】
　また、熱交換器ユニット３０には、熱交換器ユニット３０（冷媒回路ＲＣ）において冷
媒漏洩が生じた場合に、漏洩冷媒を熱交換器ユニット３０から排出させるための排気ファ
ンユニットを有している。排気ファンユニットは、排気ファン４６を含む。排気ファン４
６は、駆動源（例えばファンモータ等）に連動して駆動する。排気ファン４６は、駆動す
ると、熱交換器ユニット３０内から外部へ流出する第１空気流ＡＦ１を生成する。排気フ
ァン４６の種別は、特に限定されないが、例えばシロッコファンやプロペラファンである
。
【２５２６】
　また、熱交換器ユニット３０には、冷却ファン４８を有している。冷却ファン４８は、
駆動源（例えばファンモータ等）に連動して駆動する。冷却ファン４８は、駆動すると、
熱交換器ユニット３０内に配置される電気部品（発熱部品）を冷却するための第２空気流
ＡＦ２を生成する。冷却ファン４８は、第２空気流ＡＦ２が発熱部品の周囲を通過して熱
交換を行った後に熱交換器ユニット３０内から外部へ流出するように、配置される。冷却
ファン４８の種別は、特に限定されないが、例えばシロッコファンやプロペラファンであ
る。
【２５２７】
　また、熱交換器ユニット３０は、熱交換器ユニット３０に含まれる各機器の動作・状態
を制御する熱交換器ユニット制御部４９を有している。熱交換器ユニット制御部４９は、
その機能を実行するために、マイクロプロセッサおよびマイクロプロセッサが実行するプ
ログラムが記憶されたメモリチップを有するマイクロコンピュータや、各種電気部品等を
有している。熱交換器ユニット制御部４９は、熱交換器ユニット３０に含まれる各機器や
熱交換器ユニットセンサＳ２と電気的に接続されており、互いに信号の入出力を行う。ま
た、熱交換器ユニット制御部４９は、熱源側ユニット制御部２９、利用側ユニット６０内
に配置される制御部（図示省略）、又はリモコン（図示省略）等と、通信線を介して電気
的に接続されており、互いに制御信号の送受信を行う。熱交換器ユニット制御部４９に含
まれる電気部品は、冷却ファン４８によって生成される第２空気流ＡＦ２によって冷却さ
れる。
【２５２８】
　（２５－１－２－３）利用側ユニット
　利用側ユニット６０は、熱交換器ユニット３０で冷却／加熱された熱媒体を、利用する
設備である。各利用側ユニット６０は、第１熱媒体連絡管Ｈ１や第２熱媒体連絡管Ｈ２等
を介して、熱交換器ユニット３０と接続されている。利用側ユニット６０は、熱交換器ユ
ニット３０とともに熱媒体回路ＨＣを構成する。
【２５２９】
　本実施形態において、利用側ユニット６０は、熱交換器ユニット３０で冷却／加熱され
た熱媒体と空気とを熱交換させて空調を行う、エアハンドリングユニットやファンコイル
ユニットである。
【２５３０】
　図２５Ａでは、利用側ユニット６０を１つだけ図示している。ただし、熱負荷処理シス
テム１００には複数の利用側ユニットが含まれ、熱交換器ユニット３０で冷却／加熱され
た熱媒体は、分岐して複数の利用側ユニットへと送られてもよい。また、熱負荷処理シス
テム１００に複数の利用側ユニットが含まれる場合、複数の利用側ユニットの種類は全て
同一であってもよいし、複数の利用側ユニットには複数の種類の設備が含まれてもよい。
【２５３１】
　（２５－１－２－４）液側連絡管、ガス側連絡管
　各液側連絡管ＬＰおよび各ガス側連絡管ＧＰは、熱交換器ユニット３０と、対応する熱
源側ユニット１０と、を接続して冷媒の流路を構成する。液側連絡管ＬＰおよびガス側連
絡管ＧＰは、設置現場において施工される。なお、液側連絡管ＬＰ又はガス側連絡管ＧＰ
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は、実際には、単一の配管で構成されてもよいし、継手等を介して複数の配管が接続され
ることで構成されてもよい。
【２５３２】
　（２５－１－２－５）第１熱媒体連絡管、第２熱媒体連絡管
　第１熱媒体連絡管Ｈ１および第２熱媒体連絡管Ｈ２は、熱交換器ユニット３０と、対応
する利用側ユニット６０と、の間を接続して熱媒体の流路を構成する。第１熱媒体連絡管
Ｈ１および第２熱媒体連絡管Ｈ２は、設置現場において施工される。なお、第１熱媒体連
絡管Ｈ１又は第２熱媒体連絡管Ｈ２は、実際には、単一の配管で構成されてもよいし、継
手等を介して複数の配管が接続されることで構成されてもよい。
【２５３３】
　（２５－１－２－６）冷媒漏洩センサ
　冷媒漏洩センサ７０は、熱交換器ユニット３０が配置される空間（ここでは後述の設備
機器室Ｒ）における冷媒漏洩を検知するためのセンサである。より具体的には、冷媒漏洩
センサ７０は、熱交換器ユニット３０における漏洩冷媒を検出する。本実施形態では、冷
媒漏洩センサ７０は、冷媒回路ＲＣに封入されている冷媒の種別に応じて公知の汎用品が
用いられている。冷媒漏洩センサ７０は、熱交換器ユニット３０が配置される空間に配置
されている。本実施形態においては、冷媒漏洩センサ７０は、熱交換器ユニット３０内に
配置されている。
【２５３４】
　冷媒漏洩センサ７０は、継続的又は間欠的にコントローラ８０に対して、検出値に応じ
た電気信号（冷媒漏洩センサ検出信号）を出力している。より詳細には、冷媒漏洩センサ
７０から出力される冷媒漏洩センサ検出信号は、冷媒漏洩センサ７０によって検出される
冷媒の濃度に応じて電圧が変化する。換言すると、冷媒漏洩センサ検出信号は、冷媒回路
ＲＣにおける冷媒漏洩の有無に加えて、冷媒漏洩センサ７０が設置される空間における漏
洩冷媒の濃度（より詳細には冷媒漏洩センサ７０が検出した冷媒の濃度）を特定可能な態
様でコントローラ８０へ出力される。
【２５３５】
　（２５－１－２－７）コントローラ
　図２５Ｃに示すコントローラ８０は、各機器の状態を制御することで熱負荷処理システ
ム１００の動作を制御するコンピュータである。本実施形態において、コントローラ８０
は、熱源側ユニット制御部２９、熱交換器ユニット制御部４９、およびこれらに接続され
る機器（例えば利用側ユニット内に配置される制御部やリモコン）が通信線を介して接続
されることで構成されている。すなわち、本実施形態において、コントローラ８０は、熱
源側ユニット制御部２９、熱交換器ユニット制御部４９、およびこれらに接続される機器
が協働することで実現される。
【２５３６】
　（２５－１－３）熱負荷処理システムの設置態様
　図２５Ｂは、熱負荷処理システム１００の設置態様を示した模式図である。熱負荷処理
システム１００は、設置場所を特に限定されるものではないが、例えばビルや、商業施設
又は工場等に設置される。本実施形態において、熱負荷処理システム１００は、図２５Ｂ
に示すような態様で建物Ｂ１に設置されている。建物Ｂ１は、複数のフロアを有する。な
お、建物Ｂ１の階数や部屋数等は、適宜変更が可能である。
【２５３７】
　建物Ｂ１には、設備機器室Ｒが設けられている。設備機器室Ｒは、配電盤や発電機等の
電気設備、又はボイラー等の冷熱機器等が配置される空間である。設備機器室Ｒは、人が
出入りし滞在可能な空間である。例えば、設備機器室Ｒは、地下室等の人が歩行可能な空
間である。本実施形態において、設備機器室Ｒは、建物Ｂ１の最下のフロアに位置してい
る。また、建物Ｂ１には、人が活動を行う居住空間ＳＰが設けられている。建物Ｂ１には
、複数の居住空間ＳＰが設けられている。本実施形態において、居住空間ＳＰは、設備機
器室Ｒが設けられるフロアの上階に位置している。
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【２５３８】
　図２５Ｂでは、熱源側ユニット１０は、建物Ｂ１の屋上に設置されている。また、熱交
換器ユニット３０は、設備機器室Ｒに設置されている。これに関連して、液側連絡管ＬＰ
およびガス側連絡管ＧＰが、屋上と設備機器室Ｒとの間で鉛直方向に沿って延びている。
【２５３９】
　また、図２５Ｂでは、各利用側ユニット６０は、対応する居住空間ＳＰにおいて配置さ
れている。これに関連して、第１熱媒体連絡管Ｈ１および第２熱媒体連絡管Ｈ２が、居住
空間ＳＰと設備機器室Ｒとの間で鉛直方向に沿って延びている。
【２５４０】
　建物Ｂ１においては、設備機器室Ｒの換気（強制換気又は自然換気）を行う換気装置２
００が設けられている。各換気装置２００は、設備機器室Ｒに設置されている。具体的に
、設備機器室Ｒにおいては、換気装置２００として換気ファン２１０が設置されている。
換気ファン２１０は、複数の換気ダクトＤに接続されている。換気ファン２１０は、駆動
すると、設備機器室Ｒ内の空気（内気ＲＡ）を排気ＥＡとして外部空間に排出し、外部空
間の空気（外気ＯＡ）を給気ＳＡとして設備機器室Ｒに供給することで、設備機器室Ｒの
換気を行う。すなわち、換気ファン２１０は、設備機器室Ｒにおいて換気を行う「換気装
置」に相当する。換気ファン２１０の動作（発停又は回転数等）は、コントローラ８０に
よって制御可能である。換気ファン２１０の制御については、換気ファン２１０に間欠運
転を行わせる間欠運転モードと、連続運転を行わせる連続運転モードと、が適宜切り換え
られる。
【２５４１】
　また、設備機器室Ｒにおいては、換気装置２００として開閉機構２２０が設置されてい
る。開閉機構２２０は、設備機器室Ｒと他の空間（例えば外部空間等）とを連通させる開
状態と、遮断する閉状態と、を切換可能な機構である。すなわち、開閉機構２２０は、設
備機器室Ｒと他の空間とを連通する開口を開閉する。開閉機構２２０は、例えば開閉制御
可能なドア、ハッチ、窓又はシャッタ等である。開閉機構２２０は、アダプタ８０ｂ（図
２５Ｃ参照）を介して、コントローラ８０に電気的に接続されている。換気ファン２１０
の状態（開状態又は閉状態）は、コントローラ８０によって制御される。
【２５４２】
　（２５－１－４）特徴
　本実施形態に係る熱負荷処理システム１００では、第１のサイクルである冷媒回路ＲＣ
に封入する冷媒として、上述の冷媒Ａ～Ｄのいずれかの混合冷媒を採用しており、熱交換
器ユニット３０での熱交換の効率を向上させることができている。
【２５４３】
　（２５－２）第２実施形態
　図２５Ｄに、本実施形態に係る冷凍装置である二元冷凍装置５００の冷媒回路図を示す
。二元冷凍装置５００は、高温側の高元冷凍サイクルである第１サイクル５１０と、低温
側の低元冷凍サイクルである第２サイクル５２０とを備えている。第１サイクル５１０と
第２サイクル５２０は、カスケードコンデンサ５３１により熱的に接続されている。第１
サイクル５１０および第２サイクル５２０を構成する各要素は、後述する室外ユニット５
０１若しくは冷却ユニット５０２に収納されている。
【２５４４】
　第２サイクル５２０に封入される冷媒には、冷媒漏れを考慮し、地球温暖化に対する影
響が小さい二酸化炭素、すなわちＣＯ２を用いている。第１サイクル５１０に封入される
冷媒は、１，２－ジフルオロエチレンを含む混合冷媒であり、上述した冷媒Ａ～Ｄのいず
れかを用いることができる。以下、第２サイクル５２０に封入される低温側の冷媒を第２
冷媒といい、第１サイクル５１０に封入される高温側の冷媒を第１冷媒という。
【２５４５】
　第１サイクル５１０は、第１冷媒が循環する冷凍サイクルである。第１サイクル５１０
において、第１圧縮機５１１と、第１凝縮器５１２と、第１膨張弁５１３と、第１蒸発器
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５１４とが順次、冷媒配管で接続され、冷媒回路が構成されている。本明細書では、第１
サイクル５１０の冷媒回路を、第１冷媒回路という。
【２５４６】
　第２サイクル５２０は、第２冷媒が循環する冷凍サイクルである。第２サイクル５２０
において、第２圧縮機５２１と、第２上流側凝縮器５２２と、第２下流側凝縮器５２３と
、受液器５２５と、第２下流側膨張弁５２６と、第２蒸発器５２７とが順次、冷媒配管で
接続され、冷媒回路が構成されている。また、第２サイクル５２０は、第２下流側凝縮器
５２３と受液器５２５との間に設けられた第２上流側膨張弁５２４を有している。本明細
書では、第２サイクル５２０の冷媒回路を、第２冷媒回路という。
【２５４７】
　二元冷凍装置５００は、上述のカスケードコンデンサ５３１を備えている。カスケード
コンデンサ５３１において、第１蒸発器５１４を通過する冷媒と第２下流側凝縮器５２３
を通過する冷媒との間で熱交換が可能なように、第１蒸発器５１４と第２下流側凝縮器５
２３とが結合されて構成されている。すなわち、カスケードコンデンサ５３１は、冷媒間
熱交換器である。カスケードコンデンサ５３１を設けることにより、第２冷媒回路と第１
冷媒回路とは多段構成となっている。
【２５４８】
　第１圧縮機５１１は、第１冷媒回路を流れる第１冷媒を吸入し、吸入した第１冷媒を圧
縮して高温高圧のガス冷媒にして吐出する。本実施形態において、第１圧縮機５１１は、
インバータ回路により回転数を制御し、冷媒の吐出量を調整できるタイプの圧縮機である
。
【２５４９】
　第１凝縮器５１２は、例えば、空気、ブライン等と第１冷媒回路を流れる冷媒との間で
熱交換を行い、冷媒を凝縮液化させるものである。本実施形態において、第１凝縮器５１
２は、外気と冷媒との熱交換を行うものである。二元冷凍装置５００は、第１凝縮器ファ
ン５１２ａを有している。第１凝縮器ファン５１２ａにより、第１凝縮器５１２に外気が
送風され、第１凝縮器５１２における熱交換が促される。第１凝縮器ファン５１２ａは風
量を調整できる。
【２５５０】
　第１膨張弁５１３は、第１冷媒回路を流れる第１冷媒を減圧して膨張させるものであり
、例えば、電子式膨張弁である。
【２５５１】
　第１蒸発器５１４は、熱交換により、第１冷媒回路を流れる冷媒を蒸発させガス化する
ものである。本実施形態では、第１蒸発器５１４は、例えば、カスケードコンデンサ５３
１において第１冷媒回路を流れる冷媒が通過する伝熱管等により構成される。そして、カ
スケードコンデンサ５３１において、第１蒸発器５１４を流れる第１冷媒と第２冷媒回路
を流れる第２冷媒との間で熱交換が行われる。
【２５５２】
　第２圧縮機５２１は、第２冷媒回路を流れる第２冷媒を吸入し、吸入した第２冷媒を圧
縮して高温高圧のガス冷媒にして吐出する。本実施形態において、第２圧縮機５２１は、
例えば、インバータ回路により回転数を制御し、冷媒の吐出量を調整できるタイプの圧縮
機である。
【２５５３】
　第２上流側凝縮器５２２は、例えば、空気、ブライン等と第１冷媒回路を流れる冷媒と
の間で熱交換を行い、冷媒を凝縮液化させるものである。本実施形態において、第２上流
側凝縮器５２２は、外気と冷媒との熱交換を行うものである。二元冷凍装置５００は、第
２凝縮器ファン５２２ａを有している。第２凝縮器ファン５２２ａにより、第２上流側凝
縮器５２２に外気が送風され、第２上流側凝縮器５２２における熱交換が促される。第２
凝縮器ファン５２２ａは、風量を調整できるタイプのファンである。
【２５５４】
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　第２下流側凝縮器５２３は、第２上流側凝縮器５２２で凝縮され液化された冷媒を、さ
らに過冷却冷媒にするものである。本実施形態では、第２下流側凝縮器５２３は、カスケ
ードコンデンサ５３１において第２冷媒回路を流れる第２冷媒が通過する伝熱管により構
成される。そして、カスケードコンデンサ５３１において、第２下流側凝縮器５２３を流
れる第２冷媒と第１冷媒回路を流れる第１冷媒との間で熱交換が行われる。
【２５５５】
　第２上流側膨張弁５２４は、第２冷媒回路を流れる第２冷媒を減圧して膨張させるもの
であり、ここでは電子式膨張弁である。
【２５５６】
　受液器５２５は、第２下流側凝縮器５２３および第２上流側膨張弁５２４の下流側に設
けられている。受液器５２５は、冷媒を一時的に貯留するものである。
【２５５７】
　第２下流側膨張弁５２６は、第２冷媒回路を流れる第２冷媒を減圧して膨張させるもの
であり、電子式膨張弁である。
【２５５８】
　第２蒸発器５２７は、熱交換により、第１冷媒回路を流れる第１冷媒を蒸発させガス化
するものである。第２蒸発器５２７における冷媒との熱交換により、冷却対象は、直接又
は間接に冷却されることになる。
【２５５９】
　上述した二元冷凍装置５００の各構成要素は、室外ユニット５０１又は冷却ユニット５
０２に収納されている。冷却ユニット５０２は、例えば、冷蔵冷凍ショーケース若しくは
ユニットクーラーとして使用される。本実施形態において、第１圧縮機５１１、第１凝縮
器５１２、第１膨張弁５１３、第１蒸発器５１４、第２圧縮機５２１、第２上流側凝縮器
５２２、第２下流側凝縮器５２３、第２上流側膨張弁５２４、受液器５２５、過冷却冷媒
配管５２８、蒸気冷媒配管５２９、毛細管５２８ａ、および逆止弁５２９ａは、室外ユニ
ット５０１に収納されている。また、第２下流側膨張弁５２６および第２蒸発器５２７は
、冷却ユニット５０２に収納されている。そして、室外ユニット５０１と冷却ユニット５
０２は、２つの配管、すなわち液配管５５１およびガス配管５５２で接続されている。
【２５６０】
　以上のような構成の二元冷凍装置５００において、冷却対象である空気を冷却する通常
の冷却運転における各構成機器の動作等を、各冷媒回路を循環する冷媒の流れに基づいて
説明する。
【２５６１】
　まず、図２５Ｄを参照しながら、第１サイクル５１０の動作について説明する。第１圧
縮機５１１は、第１冷媒を吸入し、圧縮して高温高圧のガス冷媒の状態にして吐出する。
吐出された第１冷媒は、第１凝縮器５１２へ流入する。第１凝縮器５１２は、第１凝縮器
ファン５１２ａから供給される外気とガス冷媒である第１冷媒との間で熱交換を行い、第
１冷媒を凝縮し液化する。凝縮液化された第１冷媒は、第１膨張弁５１３を通過する。第
１膨張弁５１３は凝縮液化した第１冷媒を減圧する。減圧された第１冷媒は、カスケード
コンデンサ５３１の第１蒸発器５１４に流入する。第１蒸発器５１４は、第２下流側凝縮
器５２３を通過する第２冷媒との熱交換により、第１冷媒を蒸発、ガス化する。蒸発、ガ
ス化された第１冷媒は、第１圧縮機５１１に吸入される。
【２５６２】
　次に、図２５Ｄを参照しながら、第２サイクル５２０の動作について説明する。第２圧
縮機５２１は、第２冷媒を吸入し、圧縮して高温高圧のガス冷媒の状態にして吐出する。
吐出された第２冷媒は、第２上流側凝縮器５２２へ流入する。第２上流側凝縮器５２２は
、第２凝縮器ファン５２２ａから供給される外気と第２冷媒との間で熱交換を行い、第２
冷媒を凝縮し、カスケードコンデンサ５３１の第２下流側凝縮器５２３に流入する。第２
下流側凝縮器５２３は、第１蒸発器５１４を通過する第１冷媒との熱交換により、さらに
第１冷媒を過冷却液化する。過冷却液化された第２冷媒は、第２上流側膨張弁５２４を通
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過する。第２上流側膨張弁５２４は、過冷却液化された第２冷媒を減圧し、中間圧の冷媒
にする。中間圧まで減圧された第２冷媒は、受液器５２５を通り、第２下流側膨張弁５２
６を通過し、減圧されて低圧の冷媒となる。低圧まで減圧された第２冷媒は、第２蒸発器
５２７に流入する。第２蒸発器５２７は、第２蒸発器ファン５２７ａを用いて冷凍倉庫の
庫内空気と第２冷媒とを熱交換させ、第２冷媒を蒸発ガス化する。蒸発ガス化した第２冷
媒は、第２圧縮機５２１に吸入される。
【２５６３】
　本実施形態に係る二元冷凍装置５００では、第１サイクル５１０に封入する第１冷媒と
して上述の冷媒Ａ～Ｄのいずれかの混合冷媒を採用しており、カスケードコンデンサ５３
１での熱交換の効率を向上させることができている。また、第１冷媒として上述の冷媒Ａ
～Ｄのいずれかの混合冷媒を採用することで、Ｒ３２を使う場合に較べてＧＷＰ（地球温
暖化係数）を下げることも可能になる。
【２５６４】
　（２５－２－１）第２実施形態の第１の変形例
　上記の実施形態では、第１サイクル５１０に封入する第１冷媒として上述の冷媒Ａ～Ｄ
のいずれかの混合冷媒を採用し、第２サイクル５２０に封入する第２冷媒として二酸化炭
素を採用しているが、第１冷媒も第２冷媒も、共に上述の冷媒Ａ～Ｄのいずれかの混合冷
媒を採用してもよい。ここでは、第１サイクル５１０および第２サイクル５２０がカスケ
ードコンデンサ５３１を介して組み合わされ二元冷凍装置５００を構成しており、一元の
装置に較べて冷却ユニット５０２側を通るサイクル（第２サイクル５２０）の冷媒充填量
が少なくなる。このため、冷却ユニット５０２側の冷媒漏洩に備えた安全対策のコストを
低減することが可能になる。
【２５６５】
　（２５－２－２）第２実施形態の第２の変形例
　上記の実施形態では、第１サイクル５１０に封入する第１冷媒として上述の冷媒Ａ～Ｄ
のいずれかの混合冷媒を採用し、第２サイクル５２０に封入する第２冷媒として二酸化炭
素を採用しているが、第１冷媒としてＲ３２を採用し、第２冷媒として上述の冷媒Ａ～Ｄ
のいずれかの混合冷媒を採用してもよい。ここでは、二酸化炭素（ＣＯ２）に較べて耐圧
の設計値が低い傾向にある混合冷媒を用いることで、第２サイクル５２０を構成する配管
や部品の耐圧レベルを下げることが可能になる。
【２５６６】
　（２５－３）第３実施形態
　（２５－３－１）全体構成
　図２５Ｅに、第３実施形態に係る冷凍装置である空調給湯システム６００を示す。図２
５Ｅは、空調給湯システム６００の回路構成図である。空調給湯システム６００は、空調
装置６１０と給湯装置６２０とを備える。給湯装置６２０には、給湯用温水回路６４０が
接続されている。
【２５６７】
　（２５－３－２）詳細構成
　（２５－３－２－１）空調装置
　空調装置６１０は、圧縮機６１１と室外熱交換器６１２と膨張弁６１３と室内熱交換器
６１４とが接続された空調用冷媒回路６１５を備えている。具体的には、圧縮機６１１の
吐出側に、四路切換弁６１６の第１ポートＰ１が接続されている。四路切換弁６１６の第
２ポートＰ２に、室外熱交換器６１２のガス側端部が接続されている。室外熱交換器６１
２の液側端部は、膨張弁６１３を介して、室内熱交換器６１４の液側端部に接続されてい
る。室内熱交換器６１４のガス側端部は、四路切換弁６１６の第３ポートＰ３に接続され
ている。そして、四路切換弁６１６の第４ポートＰ４が、圧縮機６１１の吸入側に接続さ
れている。
【２５６８】
　四路切換弁６１６は、第１ポートＰ１と第２ポートＰ２が連通し、第３ポートＰ３と第
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４ポートＰ４が連通する第１の連通状態（図の破線の状態）と、第１ポートＰ１と第３ポ
ートＰ３が連通し、第２ポートＰ２と第４ポートＰ４が連通する第２の連通状態（図の実
線の状態）とに切り換わる。四路切換弁６１６を切り換えることにより、冷媒の循環方向
を逆転させることができる。
【２５６９】
　第３実施形態では、空調用冷媒回路６１５には、蒸気圧縮式の冷凍サイクルを行うため
の冷媒が充填されている。当該冷媒は、１，２－ジフルオロエチレンを含む混合冷媒であ
り、上述した冷媒Ａ～Ｄのいずれかを用いることができる。
【２５７０】
　（２５－３－２－２）給湯装置
　給湯装置６２０は、給湯用冷媒回路６２５を有する。給湯用冷媒回路６２５では、圧縮
機６２１と、第１熱交換器６２２と、膨張弁６２３と、第２熱交換器６２４とが、順に接
続されている。給湯用冷媒回路６２５には、冷媒として、二酸化炭素冷媒が充填されてい
る。給湯装置６２０は、給湯用冷媒回路６２５を構成している各機器を一つのケーシング
内に収めたもので、一つの給湯ユニットを構成している。
【２５７１】
　第１熱交換器６２２は、吸熱部６２２ａと放熱部６２２ｂとが一体的に構成された水／
冷媒熱交換器である。第１熱交換器６２２は、放熱部６２２ｂが給湯用冷媒回路６２５に
接続されるともに、吸熱部６２２ａが、水から温水を生成する給湯用温水回路６４０に接
続されている。第１熱交換器６２２では、給湯用温水回路６４０の水と給湯用冷媒回路６
２５の二酸化炭素冷媒とが熱交換を行うことにより、給湯用温水回路６４０において水か
ら温水が生成される。
【２５７２】
　給湯用温水回路６４０は、循環ポンプ６４１と、第１熱交換器６２２の吸熱部６２２ａ
と、貯湯タンク６４２と、が接続された回路である。給湯用温水回路６４０では、第１熱
交換器６２２で二酸化炭素冷媒により加熱された温水が、貯湯タンク６４２に蓄えられる
ように、水／温水が循環する。給湯用温水回路６４０には、貯湯タンク６４２における給
排水を行うため、貯湯タンク６４２への給水管６４３と、貯湯タンク６４２からの出湯管
６４４と、が接続される。
【２５７３】
　第２熱交換器６２４は、吸熱部６２４ａと放熱部６２４ｂとが一体的に構成されたカス
ケード熱交換器であり、吸熱部６２４ａが給湯用冷媒回路６２５に、放熱部６２４ｂが空
調用冷媒回路６１５に接続されている。このように第２熱交換器６２４をカスケード熱交
換器としたことで、空調用冷媒回路６１５が二元ヒートポンプサイクルの低段（低温）側
の動作を行い、給湯用冷媒回路６２５が高段（高温）側の動作を行う。
【２５７４】
　第２熱交換器６２４は、二元ヒートポンプサイクルの低段側である空調用冷媒回路６１
５の室内熱交換器６１４に、並列に接続されている。三方切換弁６５０の切り換えによっ
て、空調用冷媒回路６１５の冷媒が第２熱交換器６２４に流れる状態と、冷媒が室内熱交
換器６１４に流れる状態とが切り換わる。言い換えると、二元ヒートポンプサイクルの低
段側である空調用冷媒回路６１５では、室外熱交換器６１２と室内熱交換器６１４との間
で冷媒が循環する第１動作と、室外熱交換器６１２と第２熱交換器６２４との間で冷媒が
循環する第２動作とを切り換えることができる。
【２５７５】
　（２５－３－３）空調給湯システムの運転動作
　次に、空調給湯システム６００の運転動作について説明する。
【２５７６】
　まず、第１動作である空調運転は、冷房運転と暖房運転とを切り換えて行うことができ
る。冷房運転時は、四路切換弁６１６が破線側の第１連通状態にセットされ、三方切換弁
６５０が破線側の第１連通状態にセットされる。この状態において、圧縮機６１１から吐
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出された冷媒は、四路切換弁６１６を通って室外熱交換器６１２へ流入し、室外熱交換器
６１２で外気に放熱して凝縮する。冷媒は、膨張弁６１３において膨張した後、室内熱交
換器６１４で室内空気から吸熱して蒸発し、室内空気を冷却する。その後、冷媒は四路切
換弁６１６を通り、圧縮機６１１に吸入される。冷媒が以上のように循環して圧縮行程、
凝縮行程、膨張行程、蒸発行程を繰り返すことにより、室内が冷房される。
【２５７７】
　また、暖房運転時は、四路切換弁６１６が実線側の第２連通状態にセットされ、三方切
換弁６５０が破線側の第１連通状態にセットされる。この状態において、圧縮機６１１か
ら吐出された冷媒は、四路切換弁６１６および三方切換弁６５０を通って室内熱交換器６
１４へ流入し、室内熱交換器６１４で室内空気に放熱して凝縮し、室内空気を加熱する。
この冷媒は、膨張弁６１３において膨張した後、室外熱交換器６１２で外気から吸熱して
蒸発する。その後、冷媒は、四路切換弁６１６を通り、圧縮機６１１に吸入される。冷媒
が以上のように循環することにより、室内が暖房される。
【２５７８】
　一方、第２動作である貯湯運転は、空調が不要となる深夜の時間帯に行われる。このと
き、空調用冷媒回路６１５において、四路切換弁６１６は、暖房運転時と同様に実線側の
第２連通状態にセットされ、三方切換弁６５０は、空調運転時とは逆に実線側の第２連通
状態にセットされる。また、このときは、給湯用冷媒回路６２５の圧縮機６２１と給湯用
温水回路６４０の循環ポンプ６４１の運転も行われる。
【２５７９】
　この状態において、空調用冷媒回路６１５では、圧縮機６１１から吐出された冷媒が、
四路切換弁６１６および三方切換弁６５０を通って第２熱交換器６２４の放熱部６２４ｂ
へ流入する。放熱部６２４ｂでは、空調用冷媒回路６１５を流れる冷媒が、給湯用冷媒回
路６２５の二酸化炭素冷媒に放熱して凝縮し、二酸化炭素冷媒を加熱する。空調用冷媒回
路６１５の冷媒は、その後、膨張弁６１３において膨張し、室外熱交換器６１２で蒸発し
た後、四路切換弁６１６を通って圧縮機６１１に吸入される。空調用冷媒回路６１５の冷
媒は、以上のように循環し、圧縮行程、凝縮行程、膨張行程、蒸発行程を繰り返す。
【２５８０】
　給湯用冷媒回路６２５では、二酸化炭素冷媒が、圧縮機６２１における圧縮行程、第１
熱交換器６２２の放熱部６２２ｂにおける放熱行程、膨張弁６２３における膨張行程、そ
して第２熱交換器６２４の吸熱部６２４ａにおける吸熱行程を順に行う。第２熱交換器６
２４では、二酸化炭素冷媒が空調用冷媒回路６１５を流れる冷媒から吸熱し、第１熱交換
器６２２においては、二酸化炭素冷媒が温熱を給湯用温水回路６４０の水に与える作用を
行う。
【２５８１】
　給湯用温水回路６４０では、循環ポンプ６４１により貯湯タンク６４２の水が第１熱交
換器６２２の吸熱部６２２ａに供給され、加熱される（温水が生成される）。加熱によっ
て生成された温水は、貯湯タンク６４２に戻り、所定の蓄熱温度になるまで給湯用温水回
路６４０内で温水の循環が継続される。以上の貯湯運転は、上述したように深夜の時間帯
に行われる。一方、貯湯タンク６４２から出湯する給湯運転は、昼間や夜間の時間帯に行
われる。給湯運転時、給湯用冷媒回路６２５は停止しており、空調用冷媒回路６１５にお
いては室内熱交換器６１４を用いて冷房運転あるいは暖房運転を行うことができる。
【２５８２】
　（２５－３－４）空調給湯システムの特徴
　第３実施形態に係る空調給湯システム６００では、二酸化炭素を冷媒とする給湯用冷媒
回路６２５における熱源側の第２熱交換器６２４をカスケード熱交換器にしたユニット型
の給湯装置６２０を用いている。また、第２熱交換器６２４を低段側冷媒回路である空調
用冷媒回路６１５に接続して、二元のヒートポンプサイクル動作を行う構成にしている。
空調用冷媒回路６１５では、上述した冷媒Ａ～Ｄのいずれかの、１，２－ジフルオロエチ
レンを含む混合冷媒を用いている。このため、第２熱交換器６２４での熱交換の効率を向
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上させることができている。
【２５８３】
　（２５－３－５）第３実施形態の変形例
　上記の実施形態では、第１のサイクルである空調用冷媒回路６１５に封入する第１冷媒
として上述の冷媒Ａ～Ｄのいずれかの混合冷媒を採用し、第２のサイクルである給湯用冷
媒回路６２５に封入する第２冷媒として二酸化炭素を採用しているが、給湯用冷媒回路６
２５に封入する第２冷媒として、第１冷媒よりも所定温度における飽和圧力が低い冷媒を
採用することが好ましい。例えば、Ｒ１３４ａを給湯用冷媒回路６２５に封入ことは、好
ましい。
【２５８４】
　以上、各グループの技術に関する各実施形態を説明したが、請求の範囲に記載された本
開示の趣旨及び範囲から逸脱することなく、形態や詳細の多様な変更が可能なことが理解
されるであろう。
【符号の説明】
【２５８５】
（１）第１グループおよび第３グループの技術に関する図３Ａ－図３Ｘの符号
　　　１、１ａ～１ｍ　　空気調和装置（冷凍サイクル装置）
　　　７　　コントローラ（制御部）
　　１０　　冷媒回路
　　２０　　室外ユニット
　　２１　　圧縮機
　　２３　　室外熱交換器（凝縮器、蒸発器）
　　２４　　室外膨張弁（減圧部）
　　２５　　室外ファン
　　２６　　室内ブリッジ回路
　　２７　　室外ユニット制御部（制御部）
　　３０　　室内ユニット、第１室内ユニット
　　３１　　室内熱交換器、第１室内熱交換器（蒸発器、凝縮器）
　　３２　　室内ファン、第１室内ファン
　　３３　　室内膨張弁、第１室内膨張弁（減圧部）
　　３４　　室内ユニット制御部、第１室内ユニット制御部（制御部）
　　３５　　第２室内ユニット
　　３６　　第２室内熱交換器（蒸発器、凝縮器）
　　３７　　第２室内ファン
　　３８　　第２室内膨張弁（減圧部）
　　３９　　第２室内ユニット制御部（制御部）
　　４０　　バイパス配管
　　４１　　低圧レシーバ
　　４２　　高圧レシーバ
　　４３　　中間圧レシーバ
　　４４　　第１室外膨張弁（減圧部、第１減圧部）
　　４５　　第２室外膨張弁（減圧部、第２減圧部）
　　４６　　過冷却配管
　　４７　　過冷却熱交換器
　　４８　　過冷却膨張弁
　　４９　　バイパス膨張弁
　　５０　　吸入冷媒加熱部（冷媒熱交換部）
　　５１　　内部熱交換器（冷媒熱交換部）
（２）第４グループの技術に関する図４Ａ－図４Ｘの符号
　　　１、１ａ、１ｂ　　空気調和装置（冷凍サイクル装置）
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　　　１ｃ　冷温水供給装置（冷凍サイクル装置）
　　　１ｄ　貯湯装置（冷凍サイクル装置）
　　　５　　ガス側冷媒連絡配管（連絡配管）
　　　６　　液側冷媒連絡配管（連絡配管）
　　　８　　室外電装品ユニット（電装品ユニット）
　　　９　　室内電装品ユニット（電装品ユニット）
　　　９ａ　冷温水電装品ユニット（電装品ユニット）
　　　９ｂ　貯湯電装品ユニット（電装品ユニット）
　　１０　　冷媒回路
　　１１　　室内液側接続部、第１室内液側接続部（配管接続部）
　　１２　　室内液側冷媒配管、第１室内液側冷媒配管
　　１３　　室内ガス側接続部、第１室内ガス側接続部（配管接続部）
　　１４　　室内ガス側冷媒配管、第１室内ガス側冷媒配管
　　１５　　第２室内液側接続部（配管接続部）
　　１６　　第２室内液側冷媒配管
　　１７　　第２室内ガス側接続部（配管接続部）
　　１８　　第２室内ガス側冷媒配管
　　２０、２０ａ、２０ｂ　　室外ユニット（熱交換ユニット、熱源側ユニット）
　　２１　　圧縮機
　　２３　　室外熱交換器（熱交換器）
　　２４　　室外膨張弁
　　２８　　ガス側閉鎖弁（配管接続部）
　　２８ａ　室外ガス側冷媒配管
　　２９　　液側閉鎖弁（配管接続部）
　　２９ａ　室外液側冷媒配管
　　３０、３０ａ　　室内ユニット、第１室内ユニット（熱交換ユニット、利用側ユニッ
ト）
　　３０ｂ　冷温水供給ユニット（熱交換ユニット、利用側ユニット）
　　３０ｃ　貯湯ユニット（熱交換ユニット、利用側ユニット）
　　３１　　室内熱交換器、第１室内熱交換器（熱交換器）
　　３５　　第２室内ユニット（熱交換ユニット、利用側ユニット）
　　３６　　第２室内熱交換器（熱交換器）
　　４４　　第１室外膨張弁
　　４５　　第２室外膨張弁
　　５０　　室外筐体（筐体）
　　５４　　室内筐体（筐体）
　　６０　　室外筐体（筐体）
　　８０　　室外筐体（筐体）
　１１０　　室内筐体（筐体）
　２３１　　水熱交換器（熱交換器）
　２３７　　室内筐体（筐体）
　３２７　　貯湯筐体（筐体）
　３３１　　水熱交換器（熱交換器）
（３）第５グループの技術に関する図５Ａ－図５Ｉの符号
　　　１、１ａ、１ｂ　　空気調和装置（冷凍サイクル装置）
　　１０　　冷媒回路
　　１９　　吸入管（吸入流路）
　　２０　　室外ユニット
　　２１、２１ａ、２１ｂ　　圧縮機
　　２３　　室外熱交換器（凝縮器、蒸発器）
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　　２４　　室外膨張弁（減圧部）
　　３０　　室内ユニット、第１室内ユニット
　　３１　　室内熱交換器、第１室内熱交換器（蒸発器、凝縮器）
　　３５　　第２室内ユニット
　　３６　　第２室内熱交換器（蒸発器、凝縮器）
　　４０　　吸入インジェクション配管（吸入インジェクション流路、分岐流路）
　　４０ａ　エコノマイザインジェクション配管（中間インジェクション流路、分岐流路
）
　　４２　　高圧レシーバ（冷媒貯留タンク）
　　４６　　中間インジェクション配管（中間インジェクション流路）
　　４７　　過冷却熱交換器（インジェクション用熱交換器）
　　４７ａ　エコノマイザ熱交換器（インジェクション用熱交換器）
　　４８　　過冷却膨張弁（開度調整弁）
　　４８ａ　エコノマイザ膨張弁（開度調整弁）
　　８２　　固定スクロール
　　８４　　可動スクロール（旋回スクロール）
　１９６　　吸入管（吸入流路）
　　Ｓｃ　　圧縮室
（４）第６グループの技術に関する図６Ａ－図６Ｆの符号
　　　１、１ａ、１ｂ　　空気調和装置（冷凍サイクル装置）
　　　５　　ガス側冷媒連絡配管（連絡配管）
　　　６　　液側冷媒連絡配管（連絡配管）
　　７　コントローラ（制御装置）
　１０　冷媒回路
　２０　室外ユニット（熱源ユニット）
　２１　圧縮機
　２７　室外ユニット制御部（制御装置）
　２３　室外熱交換器（熱源側熱交換器）
　３０　室内ユニット、第１室内ユニット（利用ユニット）
　３１　室内熱交換器、第１室内熱交換器（利用側熱交換器）
　３５　第２室内ユニット（利用ユニット）
　３６　第２室内熱交換器（利用側熱交換器）
（５）第７グループの技術に関する図７Ａ－図７Ｍの符号
　　２０　　室外ユニット（空調ユニット）
　　２１　　圧縮機（機器）
　　２３　　室外熱交換器（熱交換器、機器）
　　２５　　室外ファン（ファン）
　　２５ａ　第１室外ファン（ファン）
　　２５ｂ　第２室外ファン（ファン）
　　５０　　筐体
　　５２　　吹出口
　　５４　　ドレンパンヒータ（電熱装置）
　　６０　　筐体
　　６２ａ　第１吹出口（吹出口）
　　６２ｂ　第２吹出口（吹出口）
　　６７　　クランクケースヒータ（電熱装置）
　　７０　　筐体
　　７６　　吹出口
　　８１　　ＩＨヒータ（冷媒ヒータ、電熱装置）
（６）第８グループの技術に関する図８Ａ－図８Ｆの符号
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　　　１、１ａ、１ｂ　　空気調和装置（冷凍サイクル装置）
　　　５　　ガス側冷媒連絡配管（冷媒配管）
　　　６　　液側冷媒連絡配管（冷媒配管）
　　１０　　冷媒回路
　　２０　　室外ユニット（熱源ユニット）
　　２１　　圧縮機
　　２３　　室外熱交換器（熱源側熱交換器）
　　３０　　室内ユニット、第１室内ユニット（利用ユニット、第１利用ユニット）
　　３１　　室内熱交換器、第１室内熱交換器（第１利用側熱交換器）
　　３５　　第２室内ユニット（第２利用ユニット）
　　３６　　第２室内熱交換器（第２利用側熱交換器）
（７）第９グループの技術に関する図９Ａ－図９Ｌの符号
　　　１、１ａ、１ｂ　　空気調和装置（冷凍サイクル装置）
　　　５　　ガス側冷媒連絡配管
　　　６　　液側冷媒連絡配管
　　１０　　冷媒回路
　　２０　　室外ユニット
　　２１　　圧縮機
　　２３　　室外熱交換器（熱源側熱交換器）
　　２４　　室外膨張弁（減圧部）
　　３０　　室内ユニット、第１室内ユニット
　　３１　　室内熱交換器、第１室内熱交換器（利用側熱交換器）
　　３５　　第２室内ユニット
　　３６　　第２室内熱交換器（利用側熱交換器）
　　４４　　第１室外膨張弁（減圧部）
　　４５　　第２室外膨張弁（減圧部）
（８）第１０グループの技術に関する図１０Ａ－図１０Ｇの符号
　　７１　　回転子
　１００　　圧縮機
　２７１　　回転子
　３００　　圧縮機
　７１１　　電磁鋼板
　７１２　　永久磁石
　７１３　　磁石収容孔（収容孔）
　７１４　　非磁性空間
　７１５　　ブリッジ
（９）第１１グループの技術に関する図１１Ａ－図１１Ｐの符号
　　１、１ａ、１ｂ　空気調和装置（冷凍サイクル装置）
　　１０　冷媒回路
　　２０　室外ユニット
　　２１　圧縮機
　　２３　室外熱交換器（熱源側熱交換器）
　　２３ａ　フィン
　　２３ｂ　伝熱管
　　２４　室外膨張弁（減圧部）
　　３０　室内ユニット、第１室内ユニット
　　３１　室内熱交換器、第１室内熱交換器（利用側熱交換器）
　３１ａ　フィン
　３１ｂ　伝熱管
　　３５　第２室内ユニット
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　　３６　第２室内熱交換器（利用側熱交換器）
　３６ａ　フィン
　３６ｂ　伝熱管
　　４４　第１室外膨張弁（減圧部）
　　４５　第２室外膨張弁（減圧部）
（１０）第１２グループの技術に関する図１２Ａ－図１２Ｈの符号
　　１１　　冷媒回路
　　６０　　圧縮部
　　７０　　誘導モータ
　　７１　　回転子
　　７２　　固定子
　１００　　圧縮機
　２６０　　圧縮部
　２７０　　誘導モータ
　２７１　　回転子
　２７２　　固定子
　３００　　圧縮機
　７１６　　導体棒
　７１７　　端絡環
　７１７ａ　ヒートシンク（放熱構造）
　７１７ａｆ　放熱フィン（放熱構造）
　１１０　　分岐回路（冷却構造）
　１１１　　冷却部（冷却構造）
　１１２　　第２膨張弁（冷却構造）
　１１３　　第３膨張弁（冷却構造）
（１１）第１３グループの技術に関する図１３Ａ－図１３Ｋの符号
　　　１　　空調機
　　２１　　整流回路
　　２２　　コンデンサ
　　２５　　インバータ
　　２７　　コンバータ
　　３０　　電力変換装置
　　３０Ｂ　インダイレクトマトリックスコンバータ（電力変換装置）
　　３０Ｃ　マトリックスコンバータ（電力変換装置）
　　７０　　モータ
　　７１　　回転子
　１００　　圧縮機
　１３０　　電力変換装置
　１３０Ｂ　インダイレクトマトリックスコンバータ（電力変換装置）
　１３０Ｃ　マトリックスコンバータ（電力変換装置）
（１２）第１４グループの技術に関する図１４Ａ－図１４Ｃの符号
　　　１　　空調機
　　２０　　起動回路
　　２１　　正特性サーミスタ
　　２２　　運転コンデンサ
　　３０　　接続部
　　７０　　モータ
　　９０　　単相交流電源
　１００　　圧縮機
　１３０　　接続部
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　１７０　　モータ
　１９０　　三相交流電源
　２００　　圧縮機
（１３）第１５グループの技術に関する図１５Ａ－図１５Ｎの符号
　　　１　　給湯システム（温水製造装置）
　　　１ａ　給湯システム（温水製造装置）
　　　１ｂ　給湯システム（温水製造装置）
　　２１　　圧縮機
　　２２　　水熱交換器（第２熱交換器）
　　２３　　膨張弁（膨張機構）
　　２４　　空気熱交換器（第１熱交換器）
　　３０　　循環水配管（循環流路；第２循環流路）
　　３０ｂ　循環水配管（第１循環流路）
　　３５　　貯湯タンク（タンク）
　　３８　　熱交換部（第１循環流路の一部）
　　６０　　サブの循環水配管（第１循環流路）
　　６２　　サブの水熱交換器（第３熱交換器）
　１１０　　水循環流路（第２循環流路）
　１１２　　水熱交換器（第３熱交換器）
　１１８　　流路（第３流路）
　２１１　　圧縮機
　２１２　　放熱器（第２熱交換器）
　２１３　　膨張弁（膨張機構）
　２１４　　蒸発器（第２熱交換器）
　２３１　　配管（第１循環流路）
　２４０　　タンク
　２４１　　流路（第２流路）
　２４１ａ　給湯用熱交換器（第２流路の一部）
　３２０　　受水槽（給水源）
　３１２　　給水ライン（流路）
　３１４　　出湯ライン（流路）
　３３１　　水流路（流路）
　３３３　　第２熱交換器
　３３５　　圧縮機
　３３６　　膨張弁（膨張機構）
　３３７　　第１熱交換器
　３４０　　貯湯タンク（タンク）
（１４）第１６グループの技術に関する図１６Ａ－図１６Ｉの符号
　　１０　　空気調和装置（冷凍サイクル装置の例）
　　１６　　扁平管（伝熱管の例）
　　１６ａ，１９３ｂ　　平面部
　　１９　　金属板（フィンの例）
　　２３，１２５　　室外熱交換器（蒸発器の例、及び、凝縮器の例）
　　２７　　室内熱交換器（蒸発器の例、及び、凝縮器の例）
　１９３　　扁平多孔管（伝熱管、扁平管の例）
　１９４　　差込フィン
　１９４ａ　切り欠き
　２０１　　内面溝付管（伝熱管の例）
　２１１　　プレートフィン
　２１１ａ　貫通穴
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（１５）第１７グループの技術に関する図１７Ａ－図１７Ｏの符号
　　　１，６０１，７０１　　空気調和装置
　　　２　　室内機（利用側ユニットの例）
　　　３　　室外機（熱源側ユニットの例）
　２０９，７２１　　第１ダクト
　２１０，７２２　　第２ダクト
　２３０，６２１，７３０　　ケーシング
　２４２　　室内熱交換器（利用側熱交換器の例）
　３２１，６３３，７４１　　圧縮機
　３２３，６３４　　室外熱交換器（熱源側熱交換器の例）
　６０２　　利用側ユニット
　６０３　　熱源側ユニット
　６２５　　給気熱交換器（利用側熱交換器の例）
　６５１　　給気ダクト（第１ダクトの例）
　６５３　　吸込ダクト（第３ダクトの例）
　７３９　　仕切板
　７４３　　熱源側熱交換器
　７４５　　利用側熱交換器
（１６）第１８グループの技術に関する図１８Ａ－図１８Ｄの符号
　　　１　　圧縮機
　　　２　　利用側熱交換器
　　　３　　熱源側熱交換器
　　　４　　第１キャピラリーチューブ（膨張機構）
　　　７　　第２キャピラリーチューブ（減圧機構）
　　２１　　第３熱交換部
　　２２　　第４熱交換部
　　３１　　第１熱交換部
　　３２　　第２熱交換部
　　４１　　第３キャピラリーチューブ（膨張機構）
　　４２　　第４キャピラリーチューブ（膨張機構）
　　６０　　利用ユニット
（１７）第１９グループの技術に関する図１９Ａ－図１９Ｅの符号
　　　１　　：空気調和機
　　１０　　：冷媒回路
　　２０　　：冷媒ジャケット
　　２０Ａ　：ヒートパイプ
　　３０　　：電気回路
　　３１　　：プリント基板
　　３２　　：スペーサ
　　３３　　：パワー素子
　　４０　　：スイッチボックス
　　５０　　：伝熱板
　　　Ｘ　　：左端垂直部
　　　Ｙ　　：傾斜部
　　　Ｚ　　：右端垂直部
（１８）第２０グループの技術に関する図２０Ａ－図２０Ｄの符号
　　　１　　圧縮機
　　　３　　室外熱交換器
　　　４　　膨張弁
　　　５　　第１室内熱交換器
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　　　６　　除湿用電磁弁
　　　７　　第２室内熱交換器
　　１０　　空気調和機
（１９）第２１グループの技術に関する図２１Ａ－図２１Ｆの符号
　　　１　　空気調和機
　　　２　　室内機
　　　３　　室外機
　　１０　　圧縮機
　　１２　　室外熱交換器（第２熱交換器の例）
　　１３　　膨張弁（減圧部の例）
　　１４　　室内熱交換器（第１熱交換器の例）
　　１６　　室内ファン
　　２０　　補助熱交換器（第１熱交換器の例）
　　２１　　主熱交換器
　　５０　　冷媒回路
（２０）第２２グループの技術に関する図２２Ａ－図２２Ｊの符号
　　１０　　冷凍サイクル装置
　１１，１１０　　冷媒回路
　１２，１２２　　圧縮機
　１３，１２３　　熱源側熱交換器
　　１４　　膨張機構
　　１５　　利用側熱交換器
　１００，１００ａ　　　　空気調和装置（冷凍サイクル装置）
　１２４　　熱源側膨張機構（膨張機構）
　１３１　　利用側熱交換器、第１利用側熱交換器（利用側熱交換器）
　１３３　　利用側膨張機構、第１利用側膨張機構（膨張機構）
　１３６　　第２利用側熱交換器（利用側熱交換器）
　１３８　　第２利用側膨張機構（膨張機構）
（２１）第２３グループの技術に関する図２３Ａ－図２３Ｄの符号
　　　１　　空気調和装置（冷凍サイクル装置）
　　　５　　ガス側冷媒連絡配管
　　　６　　液側冷媒連絡配管
　　１０　　冷媒回路
　　２０　　室外ユニット
　　２１　　圧縮機
　　２３　　室外熱交換器（熱源側熱交換器）
　　２４　　室外膨張弁（減圧部）
　　３０　　室内ユニット
　　３１　　室内熱交換器（利用側熱交換器）
（２２）第２４グループの技術に関する図２４Ａ－図２４Ｉの符号
　　　１　　主冷媒回路（冷媒供給装置）
　　　９　　蓄熱槽
　　１０　　蓄熱用熱交換器
　　２０　　蓄熱装置
　　　Ｗ　　水（蓄熱媒体）
（２３）第２５グループの技術に関する図２５Ａ－図２５Ｅの符号
　　１１　　圧縮機（第１圧縮機）
　　１４　　熱源側熱交換器（第１放熱器）
　　３１　　膨張弁（第１膨張機構）
　　３３　　熱交換器
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　　６０　　利用側ユニット（第２吸熱器）
　１００　　熱負荷処理システム（冷凍装置）
　５００　　二元冷凍装置（冷凍装置）
　５１０　　第１サイクル
　５１１　　第１圧縮機
　５１２　　第１凝縮器（第１放熱器）
　５１３　　第１膨張弁（第１膨張機構）
　５１４　　第１蒸発器（第１吸熱器）
　５２０　　第２サイクル
　５２１　　第２圧縮機
　５２３　　第２下流側凝縮器（第２放熱器）
　５２４　　第２上流側膨張弁（第２膨張機構）
　５２６　　第２下流側膨張弁（第２膨張機構）
　５２７　　第２蒸発器（第２吸熱器）
　５３１　　カスケードコンデンサ（熱交換器）
　　ＨＣ　　熱媒体回路（第２サイクル）
　　ＨＰ　　熱交換器の熱媒体流路（第２放熱器）
　　ＲＣ　　冷媒回路（第１サイクル）
　　ＲＰ　　熱交換器の冷媒流路（第１吸熱器）
　６００　　空調給湯システム（冷凍装置）
　６１１　　圧縮機（第１圧縮機）
　６１２　　室外熱交換器（第１吸熱器）
　６１３　　膨張弁（第１膨張機構）
　６１５　　空調用冷媒回路（第１サイクル）
　６２１　　圧縮機（第２圧縮機）
　６２２ｂ　放熱部（第２放熱器）
　６２３　　膨張弁（第２膨張機構）
　６２４　　第２熱交換器（熱交換器）
　６２４ａ　吸熱部（第２吸熱器）
　６２４ｂ　放熱部（第１放熱器）
　６２５　　給湯用冷媒回路（第２サイクル）
【先行技術文献】
【特許文献】
【２５８６】
【特許文献１】国際公開第２０１５／１４１６７８号
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